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平成8年度国立環境研究所年報の発刊に当たって   

国立環境研究所の，平成8年度の年報が出来上がりました。非常に多岐にわたる研究を  

行っていることが，この年報からご理解頂けることと思います。また研究の手法も，地球  

規模の宇宙モニタリングから，微細な生物を使ってのバイオ研究まで非常に広いスケール  

をカバーしています。研究者の学問分野においても，理工，農水産，医，薬，経済学など  

極めて学際的です。   

近年，情報部門も充実しており，今までの大型電子計算機とスーパーコンピュータを同  

＼ 時に更改し，能力も一桁速いNEC－SX4を中心とする，かなり大きなシステムを導入しま  
した。これによって，地球温暖化研究を始めとする各種の環境研究が，一層促進されるも  

のと思っております。   

平成9年12月には，COP3が京都で開催されます。環境庁はその準備に努力していま  

すが，国立環境研究所も政策科学の面から協力しているところです。地球温暖化について  

のコンピュータモデルを使った，社会の動態予測など研究成果は各国から注目されていま  

す。   

本年はまた，インターネットの利用が本格化した年でも・あります。国立環境研究所の  

ホームページも出来上がりました。今後さらに良いものにしたいと思っておりますが，，先  

ず，ぜひご覧になって頂きたいと思います。インターネットは，言うまでもないことです  

が，国民の皆さまへ直接問いかけることの出来る情報技術であります。このインターーネッ  

トの速報性を使って，今後は国民の皆さまに直接話しかけたいと考えます。このための  

データ，情報ベースも大切で，平成8年度はその整備にも力を入れた年であります。   

このインターネットは，日本海のナホトカ号の油汚染についての情報をいち早く社会に  

お届けするのに，非常に役に立ちました。国立環境研究所は流出した油の化学分析，航空  

機による油膜のリモートセンシング，あるいは生物への影響調査などを積極的に行いまし  

た。その結果も［国立環境研究所ホームページ］でご覧になれます。しかし，まだナホト  

カ号の本体部分は，鳥取沖の深い海に沈んだままです。この部分から出たと思われる海面  

の油膜も，航空機リモートセンシングで観測することに成功しました。   

最近このような危機管掌削こ対する，国立研究機関のあるべき姿が話題となっているよう  

です。国立環境研究所にとっても，日本の周辺海域の環境調査，モニタリングは今後の課  

題なのでしょう。   

また近年各地で，ゴミ処分地の環境汚染が社会問題となっています。そこから浸出する  

ダイオキシン，あるいはゴミ焼却施設の排気中のダイオキシンなどが憂慮されています。  

このように，ゴミを出し続ける人間の活動に，地球が耐えきれなくなっているのです。そ  

こで［持続型の党則となります。この環境基本法にも言匝われた，人類のテ⊥マには徹底  

的な省資源，省エネルギーが不可欠であり，また本格的な物流の循環が必要です。［循環  

型社会］です。   

これは社会システムについての研究ですが，これには先ず，従来ともすれば見逃しがち  
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な資源生産国での隠れた物流，環境負荷も考慮にいれた，総合的な物流の分析が必要で  

す。国立環境研究所は，この分野でも海外の研究機関と共同研究を始めておりますが，そ  

の成果が最近，国際的に報告されました。   

以上の多くの例をご紹介しましたが，それでも国立環境研究所の行っている研究のほん  

の一部に過ぎません。実は国立環境研究所の研究者の行っている研究課題数は非常に多  

く，研究者の数の3倍にもなるのです。これも社会の要請に応えるため，あるいは研究者  

の内からの力に動かされた結果でしょうが，研究者は忙し過ぎるようです。   

さらに，最近は環境研究が国際的になってきました。地球温暖化に代表される，地球環  

境研究だけが国際的というわけではないのです。在来型の公害型問題も国境を越える時代  
です。また，国際協力は日本の責務の一つでもあります。   

アジア，中国などの国々では，今急速な経済成長による環境汚染，自然破壊が進んでい  

ます。このためか，これらの国々との共同研究の詰も増えてきました。本年は世界3位の  

大河，長江の流域調査研究について，中国側と調印する運びとなりました。さらに，日中  

友好環境保全センターと共同の黄砂研究も具体的に動き出しました。国際共同研究を行っ  

ている研究者も，非常に′ltしい日々を送っています。   

このように，国の内外における，ますます多様化する環境問題に対処するには，今の国  

立環境研究所の研究者の数では全く不十分であります。この面でも皆様方のご理解をお願  

いする次第であります。   

本年3月には，国立環境研究所の評議委員会が開催されました。組織改革以来の5年間  

についての評価に基づき，研究所での検討した結果についてご説明いたしました。特に研  

究組織の柔軟化について述べ，さらに人手不足などの研究所の悩みについてもご理解を求  

めました。   

これからは社会から見える研究，国民の皆さまに頼りにされる研究に，一層の努力をす  

べきと存じております。今後ますますのご協力，ご支援をお願い申し上げます。  

平成9年8月  

国立環境研究所 一   

所 長 石 井 吉 徳   
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1．概   況  

国立環境研究所は，昭和49年3月15日に国立公害研  

究所として筑波研究学園都市に設立された。本研究所の  

特色は，研究者の専門分野が物理学，化学，生物学，工  

学，医学，薬学さらに人文・社会科学分野と幅広い構成  

となっていること，大学の研究者や地方公共団体公害研  

究機関の研究者等所外の専門家の参加も得て，研究を学  

際的に実施していること，及び第一級の環境研究を実施  

するために必要な大型実験施設を駆使し，野外の実験調  

査研究と併せ，研究をプロジ ェクト化して総合的に実施  

していることにある。   

創立以来，組織の充実，施設の整備を準めつつ，研究  

体別の強化に努め，多くの研究成果を蓄積してきたとこ  

ろであるが，①人間の健康保護ヤ自然生態系保全のため  

の目的指向型研究の充実，②環境研究の中核的機関とし  

ての役割の発揮，③環境データ等の蓄積と提供のための  

研究・業務の充実，④国際的な貢献度の向上と国際研究  

交流の推進，⑤大型実験施設及びフィールド施設の活用  

という役割を果たすため，①総合研究部門の創設等研究  

体別の充実，⑦複合的な研究機構への発展，③国際研究  

交流の促進，①研究員流動性の確保方策の整備，◎研究  

連皆の改善を基本的方向として組織・運営を進めていく  

こととし，平成2年7月，大幅な組織改編を行い，名称  

を「国立環境研究所」と改め，研究業務活動の充実に努  

めてきた。平成7年度には組織改編後5年が経過すると  

ころとなり，国立環境研究所評議委員会のもとに専門委  

貝の参加を得て研究活動評価専門委月会を設置し，今後  

の研究活動について提言を受けた。   

国立環境研究所の平成8年度における主な活動は次の  

とおりである。  

（1）研究活動評価   

上記の国立環境研究所評議委員会より平成8年2月に  

示された研究所の研究活動に関する提言では，今後の研  

究推進の基本的な方向性として，①研究課題の戦略的選  

定と重点化②環境研究の総合化③活力ある研究環境  

の創此④国際的リーダーシップの発晩⑤研究成果の社  

会的還元，の5項目が示されている。平成8年度は，これ  

らの提言を受けて，所内において現状分析，対応状況及び  

今後の課題について検討を行い，評議委員会に報告した。   

（2）組織・定員   

平成2年度に機構改革を実施し，研究部門として，社  

会ニーズに対応したプロジェクト研究を行う総合研究部  

門（地球環境研究グループ及び地域環境研究グループ）  

とシーズ創出や稔合研究部門の支援のための研究を行う  

基盤研究部門（6部）を設置した。また同時に，環境情  

報センター，地球環境研究センター及び環境研修セン  

ターの3センターを設置し，幅広い活動を行っている。   

また，定員については，平成8年度において研究部門  

で1名の増員を図り，平成8年度末で272名となって  

いる。（平成7年度末：273名，定員削減：2名）  

（3）予 算   

平成8年度当初予算では，研究所の運営に必要な経費  

として7，747百万円，施設の整備等に必要な経費として  

215百万円が計上されたほか，国立機関公害防止等試験  

研究費として50百万円，海洋開発及地球科学技術調査  

研究促進費（科学技術庁）として27百万円，国立機関  

原子力試験研究費（科学技術庁）として61百万円が計  

上された。   

さらに年度途中に移し替え経費として，地球環境研究  

総合推進費1，171百万円，科学技術振興調整費（科学技  

術庁）563百万円が計上されたほか，補正予算として，  

施設の整備等に必要な経費249百万円が計上された。  

（4）施 設   

国立公害研究所発足準備以来，施設について順次拡充  

に努めている。   

平成8年度には，特高受電需要設備棟（RC1F延床  

面積524．88m2）が竣工したほか，老朽化対策として電  

気中央監視装置更新等を行った。  

（5）研究活動   

地球環境研究グループ及び地域環境研究グループが中  

心となって，社会ニーズに対応したプロジェクト研究を  

実施している。また，主として基盤研究部門において，  

新しい研究手法の開発等研究所の基盤となる科学・技術  

的知見の蓄積を図っている。さらに，科学技術全般から  

みて重安と考えられる共通基盤的研究についても環境分  

野と関連の深いものについて，他省庁や大学等の研究機  

関との連携のもとに積極的に参画している。  
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①プロジェクト研究として，地球環境研究結合推進  

費，特別研究費及び重点共同研究費による研究を実施した。   

地球環境研究総合推進賓による研究としては，オゾン  

層の破壊，地球温暖化の現象解明・影響・対策，酸性  

雨∴海洋汚染，熱帯林の減少，生物多様性の保全，人  

間・社会的側面からみた地球環境問題等の研究を行っ  

た。地球環境研究総合推進費の課題別研究及び総合化研  

究課題総数42課題のうち37課題の研究に参画した。   

特別研究として，「輸送・循環システムに係る環境負  

荷の定量化と環境影響の総合評価手法に関する研究」，  

「微生物を用いた汚染土壌・地下水の浄化機構に関する  

研究」，「海域保全のための浅海域における物質循環と  

水質浄化に関する研究」を新規に開始するとともに，6  

課題について継続実施した。   

国際的連携のもとに実施する重点共同研究として，新  

たに「流域環境管理に関する国際共同研究」を開始した。   

①経常研究として，各研究部tグループ等において，  

シーズ創出，プロジェクト研究に対する支援等の観点か  

ら研究を実施した。   

③開発途上国環境技術共同研究とLて4課題の研究を  

行った。－   

①国立機関公害防止等試験研究として4課題の研究を  

行った。   

⑤国立機関原子力試験研究費による研究として，5課  

題の研究を行った。   

⑥科学技術振興調整費による研究のうち，総合研究と  

して，「バイカル湖の湖底泥を用いる長期環境変動の解  

析に関する国際共同研究」をはじめ計6課掛二参画し  

た。また，生活・社会基盤研究では新規課題の「日常生  

活における快適な睡眠の確保に関する総合研究」をはじ  

め3課題に参画した。また，省際基礎研究1課題，省際  

ネットワーク2課題，国際共同研究8課題，重点基礎研  

究2課題に参画又は実施するとともに，重点研究支援協  

力員制度による研究1課題を実施した。このほか．緊急  

研究として，「ナホトか弓▲泊流出率故による環境影響に  

関する緊急研究」を実施Lた。   

⑦漸半開発及地球科学技術調査研究促進費による研究  

については，地球環境遠隔探査技術等の研究として1課  

題，地球科学枝折特定調査研究として2課題にそれぞれ  

参画した。   

⑧文部省科学研究費補助金による研究として28課題  

を実施した。   

⑨地方公共団体環境・公害研究機関との共同研究を引  

き続き実施した。   

⑲地球観測衛星みどり（ADEOS）に搭載されたセン  

サ．一札AS，RISの開発研究を引き続き実施するととも  

に，ILASの後継機のIIJAS－Ⅲの開発研究に着手した。  

（6）環境情報センター   

環境情報センターは，環境の保全に関する国内及び国  

外の資料の収集，整理及び提供並びに電子計算機及びそ  

の関連システムの運用を行っている。   

平成8年度においては，国立環境研究所WWWサー  

バの運用及び提供情報の更新追加等の管理，自然環境保  

全総合データベース及び環境情報源情報データベースの  

整備充実，文献情報データベースのオンライン検索シス  

テムの運用等を実施した。   

また，コンピュータシステム及びネットワークシステ  

ム更改を行った。新コンビュ∵タシステムは，スーパー  

コンピュータシステムと大型電子計算機システムを統合  

したUNIX環境のシステムとした。   

さらに，環境情報提供システム（EICネット）のパソ  

コン通信サービスによる情報提供に加え，インターネッ  

トを利用したWWW（World－Wide Web）による情  

報提供サービスの連用を開始した。  

（7）地球環境研究センター   

地球環境研究センターは，地球環境の保全に閲し，国  

際的な協力のもと学際的，省際的な地球環境研究の総合  

化を匝lるとともに，データベース等の研究支援体制を充  

実させ，また，地球環境の長期的モニタリングを行う  

等，地球環境研究の推進に幅広く貢献していくことを目  

的として活動している。   

平成8年度においては，地球環境研究者交流会議の開  

催．総合化研究の推進，スーパーコンピュータシステム  

の利用，UNEP（国連環境計画）／GRID（地球資源情報  

データベース）の協力センター（GRID一つくぼ）とし  

てのデータ提供等の業務，地球環境モニタリングステー  

ションー波照間，落石岬での観測，小型航空機を利用し  

たシベリア上空における温室効果ガスモニタリング等を  

始めとする地球環境モニタリング事業を実施した。  

（8）環境研修センター   

環境研修センターは，環境庁所管行政に関する聯貞等  

の養成及び訓練を行っている。平成8年度は，行政関係  

研修20コース，分析関係研修12コース，海外協力研修  

1コース等を実施した。  
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2．調査研究   

2．1概  要  

2．1．1地球環境研究グループ   

人間活動の急速な拡大が種々の地球規模での環境問題  

を生起している。その原因，現象，対応については要因  

が福接しており，これまでの学問分野をあげての協力に  

ょる問題解決指向の取り組みが必要となってきている。  
当研究グループは1990年の発足時より，地球環境の諸  

問題について課題ごとにチームを結成し中核の研究をみ  

ずから行うと同時に，地球環境総合研究推進費を中心と  

する内外の研究を組織化しながら，環境保全政策に有効  

な科学的知見の集積につとめてきた。   

本年度は，これまで長期的に準備を重ねてきた衛星搭  

載オゾン観測がADEOS衛星の打ち上げ成功によって  

いよいよデ【夕利用段階にはいったこと，シベリア航空  

機観測や北太平洋定期航路観測による温室効果ガスなど  

のデータが解析できるまでに集積しはじめたこと，熱帯  

林では1996年の一斉開花に始まる新たなサイクルに基  

づく研究がはじまったこと，北半球におけるオゾン層減  

少の一因である極洞内部におけるオゾン層破壊が北海道  

上空まで生じていることをはじめて検出したことなど，  

なかなかにエポックメーキングな年であった。   

また，気候変動枠組み条約の進展にあわせて気候変動  

統合評価モデルに関するIPCCワークショップで政策検  

討を行い，アジア諸国の参加による東アジア酸性雨監視  

ネットワーク構築に向けての大気・土壌総合モデル開発  

や国際共同観測，生物多様性保全のための絶滅プロセス  

解明を進め，また今後政策実行の面から重要となってく  

る社会科学対応研究を拡大するなど，地球環境問題の国  

際的動きにあわせて的確な研究推進を行った。   

さらに，中国沿岸での長江縫由の汚濁物負荷変動予測  

研究の開始や地域海計画への参加などアジア地域を中心  

においた国際的研究展開を進めている。  

要点を研究チームごとにまとめると以下‘のようである。   

海域保全研究チームは浅海域における，物質循環と浅  

海域の機能に関する新しい特別研究を開始した。内湾域  

の一次生産構造の理解に進展が見られつつあり，一例と  

して小型原生動物プランクトンの重要性を明らかにした。   

湖沼保全研究チームは霞ヶ浦流域特性と水質の関係，  

ピコプランクトン発生，湖沼環境の指標化，屋外実験地  

を用いた生態系構造の水質，物質循環に及ぼす影響の解  

析を行った。溶存駿東ptト乃連続観測デ〔夕をもとに  

した生物代謝活性の評価．霞ケ浦やその流入河川で溶存  

有機物のモデル化，流域特性の評価を行った。   

都市大気保全研究チ岬ムと交通公害防止研究チーム，  

水改善手法研究チームは共同して特別研究を実施した。  

東京及び大阪地域における大気汚染物質濃度立体分布の  

特緻をフィールド観測デ」夕を基に調べ，さらに三次元  

モデルを用いた解析を行い二次生成大気汚染と発生源と  

の関連性，大気安定度を考慮した沿道大気汚染の分布を  

定量的に解析した。また粒子状物質の長距離輸送，炭化  

水素成分の挙動解明についても検討した。一■方，都市域  

の水質の改善のための研究としてアルミニウム電解によ  

る，リン除去シス千ム等についての研究を行った。   

交通公害防止蘭究チ←ムは，大都市を中心とした交通  

公害問題をより精緻に把握するためのシミュレーション  

プログラムと情報システムの拡充に努めるとともに，公  

共交通，自動車交通，道路橋造のそれぞれの分野におけ  

る対策案と一部その技術開発に着手した。電気自動車と  

して ●－ルシオール’1号を完成させた。   

有害廃棄物対東研究チームは，廃棄物処分地に起因す  

るリスク評価を行うため，埋立地からの浸出水や埋立地  

汚染土壌の分析手法を検討した。また生物検定を並行し  

て行い強毒性物質の検索を併せて行った。併せて，汚染  

土壌標準試料を作製した。また，揮発性有横塩素化合物  

によって汚染された土壌，地下水汚染の浄化技術の開発  

と評価を行った。   

水改善手法研究チームは，輸送循環システムにかかわ  

る環境負荷の定量化と環境影響の総合評価手法に関する  

研究を進めており，輸送システムにおける環境負荷を比  

2．1．2 地域環境研究グループ   

地域環境研究グループはり保全対策’◆ と“リスク評  

価”の2分野について9課題の特別研究を11チームに  

よっで実施した。また，4課題の“開発途上国環境技術  

共同研究’’を4チームによって実施した。それら成果の  
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鞍リスク評価手法や汚染物質排出量から整理すること，  

またリサイクルにおけるLCAの概念整理を行った。   

環境リスク評価を対象としている分野でほ，4つの特  

別研究が行われた。研究内容は，健康リスク評価と生態  

系リスク評価とに大別できる。   

新生生物評価チームは，浄化微生物を恥－たバイオレメ  

ディエーション技術とその影響評価手法について研究を  

行った。組換え体の作成，それを用いた削ヒ機能試験法の  

開発を行うとともに維携え体の環境中での生残憺の検札  

さらに生態系への影響評価手法について検討を行った。   

化学物質健康リスク評価チームは，有機塩素化合物を  

対象として，大気中の有機塩素化合物及び化学物質の碑  

墳影響の総合評価手法の開発を目指Lて，河川での底質  

及び水中の有機塩素化合物の測定とそれを用いた暴露量  

の評価，検出された化合物の複合影響評価のわ1γイれ系  

の試験システムの開発などを行った。また暴露豊から発  

がんリスクの推定を行った。   

都市環境影響評価研究チームは，次年度開始特別研究  

である電磁波の人の健康に対する影響を調べるための予  

備的研究を行った。   

大気影響評価チームは，ディーゼル排気が気管支ぜん  

息ヤアレルギー性鼻炎に及ぼす影響とその量一反応関  

係，発症メカニズムの解明，及び呼吸器腫瘍の発症に及  

ぼす食事性因子の影響とその量一反応関係の解析などを  

行った。またディーゼル排気高濃度暴露集団の個人暴露  

量推定とリスクの評価を行った。   

化学物質生態影響評価研究チームは，複数の農薬の暴  

露が藻類，動物プランクトン，水生昆虫などに及ぼす相  

加的あるいは相乗的影響，生物種間の感受性の差や耐  

性，生物閏相互作用に対する影響などの検討を行うとと  

もに桜川に設置したバイオモニタリング施設を用いて，  

酵素活性変化による検出手法を調べた。   

健靡影響国際共同研究チームは，大気汚染による被害  

の著しい石炭燃焼に伴う汚染の中で，1800万人に上る  

フッ素症が発生しているフッ素の室内外汚染に注目し，  

その暴露評価と健靡影響について日中共同の調査研究を行  

い，フッ素症の診断，フッ素の個人暴露量推定を行った。   

水環境改善国際共同研究チームは，タイ，フィリピ  

ン，インドネシア等の諸国が生活排水，産業排水等の未  

処理放流で水辺環境の汚濁が著しく進行していることを  

踏まえ，自然利用強化型の適正水質改善技術の共同開発  

研究を行った。ラグーン処理，ガマ植栽浄化法等につい  

て検討した。   

生態系管理国際共同研究チームは，揚子江中‾F‾流域を  

含む東部湿潤地域にある淡水湖の湖沼管理に関する研究  

を行った。東湖及び洞庭湖の水質及び生物群集について  

の調査を実施し，また国内において霞ヶ捕に設定した閥  

離水界を用いて，食物網の構成要素，水界透明度等につ  

いて検討した。   

大気環境改善国際共同研究チームは，中国の大気エア  

ロゾル汚染に注目して研究を開始した。各地の大気粉塵  

試料のサンプリングを始め，粒型別組成変動についての  

解析を開始した。  

2．l．3 社会環境システム部   

環境問題は．すべて人間活動が原因であり，人の自然  

外囲である大気，水，土，生物等の現境を介して，ふた  

たび人間の生存，生活，社会経済活動等に回帰しでくる  

問題であるといえる。それゆえ，環境問題は一面すぐれ  

て社会的な問題でもある。社会環境システム部では，こ  

うした問題意瀾のもとに，システム分析等の手法により  

囁墳保全に関する政策科学的及び情報科学的な基礎研究  

を行うことにしている。   

本年度は，上席研究官及び環境権済，資源管理，環境  

計画及び情報解析の4研究室，及び主任研究官が，それ  

ぞれ基幹となる合計11の広範な経常研究課題を選定し  

実施した。同時に，3つの奨励研究諌趨を環境経済，資  

源管理及び情報解析研究室で各1課題ずつ実施した。   

上席研究官を中心として2つの基本的研究課題を実施  

した。この中で，環境社会学研究のあり方とともに，  

人々の環境認識と行動に意味論的環境観からの解釈を  

行った。また，自由記述法に■よる住工混在地域や東京湾  

沿岸における環境意識調査結果から得られた情報の質的  

分析を行い，その回答から多様な意浩を表出されること  

が見いだされた。   

環境経済研究室で行う経常研究課題1では，事例的に  

2つの分野をとりあげることにより，環境問題の社会礎  

楢的側面の解析と具体の環境保全施策の分析評価を行っ  

た。また他の研究課題では，気候変動枠組条約に関する  

国際交渉をとりあげ，2000年以降の締約国間の具体方  

策に閲し，その経済的効果や合意可能性について検討し  

た。なれ これと関連し，．奨励研究でも，2つの異なる  

シナリオについて国際政治コストを含めた地球温暖化対  

策費用の推定を行った。さらに，環境政策の経済に及ぼ   
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化 対策立案といった一連の作業が必要となるが，いず  

れでも，要周の分布の正確かつ信頼性のある計測が不可  

欠となる。化学環境部では，環境中での各種汚染物質の  

計測・監視技術及び毒性評価方法の開発と，汚染物質の  

環境動腰の解明への応用に関する研究を行っている。   

本年度は‘4研究室で9の経常研究と2つの奨励研究を  

実施した。計測技術研究室では，質量分析法を用いた大  

気の連続測定やDNAアダクトの測定手法の研究を行う  

とともに，超音速自由噴流を利用した有機化合物の潮定  

法を開発した。計測管理研究室は．ダイオキシンや  

PCBを対象に分析法の精皮管乱 標準化・高精度化の  

研究を行うとともに，悪臭成分の解明に関する研究を  

行った。また，排水の塩素処理に伴う有機塩素化合物の  

生成の研究を行った。動態化学研究室では，状態分析法  

を開発し，環境／生態系での元素の存在形態と動態を明  

らかにする研究を進めるとともに，有機スズ化合物が貝  

類に及ぼす生殖毒性を生態化学的手法で研究した。ま  

た，＝Cをターゲットに加速器質量分析システムの測定  

条件の検討を行った。化学毒性研究室では，アオコの毒  

物質の化学構造と毒性発現様構の解明を行うとともに，  

バイオアッセイ系によるガス状物質の毒性検定手法の研  

究を進めた。   

スペシメンバンキングの研究では，二枚貝，イカなど  

の試料収集を継続するとともに，サンゴコアの元素同位  

体比の測定などを行った。環境標準試料の研究では，フ  

ライアソシュ抽出物とヒト尿などの作成や共同分析など  

を行った。また，科学技術振興調整費に基づき，バイカ  

ル湖の底泥を用いて地球環境の変動を解析する研究な  

ど，5課題を実施すると′ともに，結合部門のプロジェク  

ト研究12課題に参加し，地方公共団体と共同で地域密着  

型研究も1課題実施Lた。さらに，ナホトカ号からの油流  

出事故に対し，汚染状況及び生態系被害の調査を行った。  

す影響の分析では，モーダルシフトによる運輸部門から  

のCOz排出削減の効果を分析し，その削減に必要とな  

る炭素税の推計を行った。   

資源管理研究室で行う2つの経常研究課題では，水資  

源と水環境との関係について調査及び検討を行った。ま  

た，廃棄物減量化とその影軌こ関連し，ライフサイクル  

によるトータルな環境負荷の算定に重要となるライフサ  

イクル・アセスメント（LCA）手法の確立のため，具  

体事例として飲料容器及びごみ焼却発電施設の事例解析  

を行った。また，これと関連した奨励研究では．吹き付  

けアスベストを例にした有害物質のライフサイクル・ア  

セスメントを行い，評価に必要な要件や評価手法の望ま  

しい方向性を示した。   

環境計画研究室では，固の環境基本法及びこれに基づ  

く環境基本計画の策定を受け，自治体レベルでの計画策  

定が進んでいることに鑑み，本年度から，その策定プロ  

セスの手法開発に取り組んだ。まず環境保全目標の設完  

に関して住民関与との関連で検討した。また，主任研究  

官により，景観評価について，従来の研究成果をとりま  

とめ，さらに自然風景地利用行動の計測方法を検討する  

ための調査を行った。   

種々の環境システムのデータや情報を的確に解析し，  

その構造や変動に関する有用な新たな科学的知見を得る  

ためには，効率的な解析手法の開発が不可欠である。情  

報解析研究室で実施している2つの経常研究課題では，  

一つが人工衛星，地図，写真等による地理・画像デ〔夕  

の解析手法の開発であり，他の一つは種々の環境システ  

ムの評価に資するモデル化ヤシミュレーション手法，特  

に線型計算手法の開発を行い，さらに，シミュレーシ白  

ン結果のCGによる可視化を行うものである。なお．奨  

励研究で，膨大な量になるNOAA衛星の受信画像デー  

タを効果的に検索するシステムの開発を行った。   

一方，当部における上記の経常及び奨励研究課題の多  

くは，総合部門の地球・地域環境研究グループで行われ  

ている多くのプロジェクト研究課題の一部，及び地球環  

境研究センターの総合研究課題とも関連して実施してい  

る。このため，上記の個別の経常研究課題の実施にあ  

たっては，これらとの連携を十分配慮して研究の方向づ  

けを行っている。  

2．1．5 環境健康部  

環境健康部においては，環境有害因子（窒素酸化物・  

ディーゼル排気ガス等の大気汚染物質，有害化学物質，  

重金乱 スギ花粉，紫外線，騒音等）がいかにヒトの健  

康に影響を及ぼすかに関する実験的・疫学的研究を行っ  

ている。この研究には，健康影響の現れ方のメカニズム  

の解明，並びに影響の検出及び評価方法の開発等が含ま  

れる。これら環境有害因子の空間的広がりに■より，地域  

規模での環境問題と地球規模の環境問題に分けられる  

＿＿＿＋r ＿   

2．1．4 化学環境部   

環境問題の解決には，実態把握，機構解明，モデル  



が，それぞれ総合研究部門の地球環境研究グループ及び  

地域環境研究グループの研究チームと連携をとりなが  

ら，「地球環境研究総合推進費」，「特別研究」，「特  

別経常研究」を行ってきた。さらに，環境リスク評価の  

た捌こ，重金属，大気汚染物質，紫外線，ダイオキシン  

等についての文献レビューも行った。   

環境因子の影響を臓器や個体レベルで解明しようとす  

る試みとして，大気汚染物質による酸素欠乏と心・循環  

機能への影響，並びに筋を対象としたわけ山肌状態での  

NMRによる機能測定法の開発と応用等について検討し  

た。細胞レベルでの研究としては，気道への影響機構解  

明のため，炎症細胞の遁走・活性化 肥満細胞の増殖分  

化，肺構成細胞の相互作用，並びに神経細胞初代培養系  

を用いた神経毒他の検出系の開発等の検討を行った。毒  

性発現を遺伝子レベルで解明するための分子環境毒性学  

にかかわる試みも行われ，PCBによる遺伝子の発王軋  

カドミウム感受性に関与する遺伝子クローニング，並び  

に無機水銀・シスプラチンの腎毒性についてトランス  

ジェニソクマウスを用いた研究も行われた。   

人間集団を対象とした研究として，国民健康保険受療  

記録の健康影響指標としての有用性の検札気象条件と  

死亡現象との関係，睡眠障害の解析による騒音暴露の影  

響評価などが行われた。本年度は，j4課題の程常研究  

と3課題の奨励研究が行われた。  

送のシミュレーション研究，極中心の大気の渦連動に関  

する理論的研究が行われた。それらに加えて本年度は奨  

励研究として「大気海洋聞フラックス決走法の精密化  

に関する研究」が行われた。   

大気反応研究室では，気相の化学反応論を基礎とした  

大気圏での物質の反応の研究が中心であり，気相反応で  

は光イオン化質量分析計を用いたフリーラジかレ反応の  

研免 レーザー吸収法やケイ光法を用いた化学反応適度  

の研究，FTIRやガスクロマトグラフを用いた反応機構  

の研究が行われた。またエアロゾル化学に関連して，微  

粒子の動力学・光学的性質の研究が，対流圏化学に関連  

して，炭化水素やNO，・の分析法の研究が行われた。   

高層大気研究室では，高層大気を対象とした遠隔計測  

手法に関する研究が行われ，ミ一散乱レーザーレーダー  

の高度化とデータ解析手法，大気微量分子のレーザー吸  

収分光手法，全固体化赤外波長可変レーザー技術などの  

基礎研究が行われた。レーザーレーダーを用いた観測研  

究では，気険モデルの入力となるデータの作成を目的と  

して対流圏エアロゾルの継続的な観測が実施された。ま  

た，レーザーリフレクタRISを搭載したADEOS衛星  

が8月に打ち上げられ，これを用いた実験が開始され  

た。パルス炭酸ガスレーザーを用いて，地上衛星間の  

レーザー長光路吸収法による初のオゾンのスペクトル測  

定に成功した。   

大気動態研究室では，化学分析や安定・放射性炭素同  

位体分析による温室効果気体や関連物質の循環を明らか  

にする研究を行っている。特に，西シベリアにおけるメ  

タンの発生に関する研乳 新しい分析システムの開発に  

よるOz／Nz比の測定や省エネ型メタン分析の研究，航  

空機による温室効果気体の高度分布や，二酸化炭素フ  

ラックスの測定などを行った。それらに加えて本年度は  

奨励研究として「中空糸繊維を用いたスクラバーの開  

発」と「ガスクロマトグラフ法による大気中の酸素／窒  

素此の精密測定に関する研究」が行われた。  

2．1．6 大気圏環境部   

大気圏環境部では，地球温暖化，成層圏オゾン層破  

壊，酸性雨といった地球規模の環境問題や，都市の二酸  

化窒素間琴に代表される地域的な環境問題を解決するた  

めの基礎となる研究を推進している。本年度は20課題  

の経常研究と3課題の奨励研究が行われたほか，地球環  

境研究グループ（温暖化現象解明，オゾン層，酸性雨各  

チーム），地域環境研究グループ（郡市大気保全研究  

チーム）の準構成員として，さらには地球環境研究セン  

ターの併任または協力研究者としてプロジェクト研究推  

進への協力も行われた。   

大気物理研究室では気象力学・流体力学を基礎とした  

大気循環についての研究が行われた。具体的には気象変  

動にかかわる気候モデルの開発と応用（大気大循環モデ  

ルを用いた気候シミュレーション，熱帯域での樟雲対流  

活動の解析，大気・陸面での熟輸送過程の数値モデル化  

など），100km程度の地域スケールの大気循環と物質輸  

2．1．7 水土壌圏環境部   

水土壌圏環境部では海洋汚染，酸性雨，地球温暖化  

砂漠化といった地球環境問題や湖沼・海域やバイオテク  

ノロジーを用いた水質改善などの地域的な環境問題に関  

して総合研究部門の準構成貞としてプロジェクト研究  

を行うとともに，それに関する基礎的研究を行ってい  

る。本年度は重点共同研究1課題，経常研究14課題，   
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していることを明らかにした。   

生態機構研究室では，尾瀬沼に侵入した帰化植物の動  

態調査，尾瀬ケ原池滑の浮菜摘物の分布・生産及び生育  

環境の多様性を調べた。筑波山麓の農村地帯を流れる河  

川において底生動物の季節的な個体数変動調査，所内に  

ある生態園実験地の水草帯において底生動物の生息場所  

および餌の選好性の調査を継続し，筑波山麓のゲンジボ  

タルの生息する渓流において，11の水質測定項目とそ  

の羽化率との関係についても調べた。   

分子生物学研究室では，シロイヌナズナを材料とし，  

環境ストレス耐性と密接に関連することが知られている  

活性酸素解毒にかかわる新規の遺伝子の単離と，その発  

現機構の解明を目的とした研究を進めた。環境ストレス  

耐性遺伝子に変異を起こした植物の突然変異体の選抜法  

を確立することをl］的として．環境ストレスとしてオゾ  

ンと低温を選び，突然変異を起こす処理をしたシロイヌ  

ナズナの栽培法や環境ストレスを与える条件を検討した。  

特別経常研究1課題，奨励研究2課題，国立機関原子力  

試験研究による研究2課題，科学技術振興調整費による  

総合研究1課題，国立機関公害防止等試験研究3課題を  

行った。   

水環境質研究室では，湖沼での藻類増殖促進・抑制物  

質についての研究及び有害化学物質の微生物による分解  

及び分析法について研究を行った。   

水環境工学研究室では，澗沼川流域を対象とした水循  

環，物質循環のモデル化や河川への農薬流出過程，河川  

での付着生物膜と水質変化，湖水中の溶存フミン物質の  

挙動の研究を行った。また，リモートセンシングを利用  

した水文・土壌などの環境解析を行った。   

土壌環境研究室では，土壌中セの無機汚染物質・重金  

属や微生物の挙動についての基礎的研究を行った。ま  

た，地理情報システム（GIS）を用いた土壌分布特性に  

ついての研究を行った。   

地下環境研究室では，粘性土の圧縮性状，岩盤内の地  

下水の流動特性，地盤沈下観測システムの開発と観測に  

ついての研究を行った。  2．1．9 地球環境研究センター   

地球環境研究センターでは，地球環境研究総合推進費  

における総合化研究を推進している。総合化研究の研究  

領域は，分野別に実施されている個々の研究プロジェク  

トと異なり，①個々の研究プロジェクトの成果を集約し  

つつ，経済学，社会コニ学的手法を含む観点から総合的か  

つ体系的に検討を行い，政策の具体的な展開に資する知  

見を提供する「政策研究」，⑦「課題別研究」として分  

野ごとに研究プロジェクトが推進される地球環境研究に  

射し．これらの個々の分野にまたがる研究領域や共通す  

る研究領域を体系的かつ集中的に解析する「横断的」研  

究，③個々の研究領域の重要性を地球環境問題の解決と  

いう観点から総合的に評価する 「リサーチ・オン・リ  

サーチ」の3つの役割を有している。本年度は，①の政  

策研究に該当する2つの研究を実施している。第一は，  

環境と経済を統合して分析できる新しいタイプの経済モ  

デル及び指標体系の開発を目指した「持続的発展のため  
の環境と裡済の統合評価手法に関する研究」，第二は，  

大陸スケールの環境の状況把握及び政策効果の数量白射巴  

掛二向けた情報システムを国際研究機関との協力の下に  

構築することを椚旨した「地球環境予測のための情報の  

あり方に関する研究」である。いずれの研究も地球環境  

研究センターの併任研究者，客員研究員等の研究者の協  

力を得て遂行している。  

2，1．8 生物圏環境部   

生物圏環境部では分子レベルから生態系レベルまでの  

生物にかかわる基礎・応用研究を推進している。本年度  

は奨励研究を含めてユ9課題の経常研究を行った。科学  

技術庁振興調整費による研究ではグローバルリサーチ  

ネットワーク等3課題が推進された。   

環境植物研究室では，植物形態の3次元計測を目的と  

して，複数の焦点面の異なる画像から，3次元カラー画  

像が再構成できるシステムを開発した。また，中国の砂  

漠地域における植生の変動や植物種の分布と植物種子の  

発芽特性との関連性を検討した。低地と高地に生息する  

イタドリの個体群間では，活性酸素に対する光合成の抵  

抗性で明確な差が見られた。韓苔類の連続培養法につい  

て検討した。   

環境微生物研究室では，水界生態系で重要な役割を果  

たしている微細藻類の種レベルでの多様性の形態学軋  

分子系統学的解析を行った。緊急に保護を必要とされて  

いる車軸藻類について，日本各地の湖沼における分布・  

生育状況の継続調査を行った。湿原の泥炭土壌中より単  

離したセルロース分解細菌は，アミラーゼ，プロテアー  

ゼなど他の高分子分解酵素も生産した。オタマジャクシ  

が有毒アオコを摂食し，有毒アオコの消長と密接に関連  
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2．2 経常研究  

2．2．1地球環境研究グループ  

研究課題1）成層圏光化学一放射一力学結合過程の基  

礎的研究  

〔担当者〕秋吉英治  

〔期 間〕平成6”10年度（1994”1998年度）  

〔内 容〕開発した鉛直1次元光化学一枚射結合モデル  

を用いて，ピナツボ火山爆発による成層圏硫酸液滴エア  

ロゾル増加実験を行った。成層圏エアロゾルの増加に  

よって，硫酸エアロゾル上で起こる不均一反応が働き，  

25”33kmの高度でのオゾンの増加，25km以下の高度  

でのオゾンの減少が得られた。25－33kmのオゾンの増  

加はNOxの減少によるもので，25km以■Fのオゾンの  

減少は，HOxとClOxの増加によるものである。モデル  

で計算されたオゾンの減少が最大となる時期は，エアロ  

ゾル量が最大となる時期と－・致しておらず，今後は成層  

◆圏の光化学一枚射力学結合過程に焦点を当てて，この  

数値実験結果の解析を行う。  

〔発 表〕A－1，a－ユ  

産に大きく影響することが推定される。  

〔発 表】A－39，40，a－7，4ユ，43   

研究課題 3）野生植物の形態の受光体制としての意義  

に関する研究   

〔担当者〕竹中明夫  

〔期 間〕平成7～9年度（1995－1997年度）  

〔内 容〕前年度に開発した植物の3次元構造にもとづ   

いて個々の葉ヤ植物全体の受光効率を推算する計算シス   

テムを用いて，林床に生育する常緑広葉樹の椎樹の各年   

齢の葉が受ける光の量と葉の寿命の関鼠 林床”草地に   

生育するサトイモ科草本植物の強光ストレス回避のメカ  

、ニズムなどの解析を行った。また，屋久島照葉樹林にお   

いて椎樹の樹冠が形成されるプロセスを枝の伸長のレベ   

ルで解析するための調査を開始した。その結果，個体が   

置かれた光環境に応じて生成される枝の構造や空間分布   

パターンが異なる様子を明らかにした。  

〔発 表〕A－37，38，a－39，41，42  

研究課題 2）植物群落内光環境の時空間的不均一性に  

関する基礎的研究  

〔担当者〕唐 艶鴻・奥田故紙  

〔期 間〕平成6～10年度（1994～1998年度）  

〔内 容〕（1）マレーシア半島部のパソー保護林内に  

おいて，大きなギャップと閉錆林床で光合成光量子宮度  

を測定し，ミクロサイトの光環境の比較を行った。その  

結果，ギャップ内のミクロサイトの積算光量子密度，陽  

斑光量子宮度，陽斑の積算時間および散乱光の量は著し  

く高いことがわかった。また，これらの光環境のパラ  

メータを用いて，光環境の不均一性を評価したところ，  

ミクロサイト間の光環境の変動係数は，閉鎖林内の方が  

ギャップに比べ，高いことが明らかになった。（2）熱  

帯における地域煙芹（Regionalhaze）が熱帯林の光環  

境，特に林内の光環境に対する影響についての測定と検  

討を行った。可視煙霧がない快晴の日と比べ，可視煙霧  

が発生した日は，地上から50mのところでの光合成光  

量子密度が半分以下に低下し，その低‾Fは，林内ではさ  

らに著しいことがわかった。また，煙霧による光量子密  

度の低下は，林床植物，特に林床の陽棄の光合成物質生  

研究課題 4）成層圏オゾン層フィールド観測研究の高  

度化に関する研究  

〔担当者〕中根英昭  

〔期 間〕平成8－9年度（1996”1997年度）  

〔内 容〕北半球中緯度のオゾン減少の原因として，北  

極域のオゾン層破壊の影響と中緯度における独自のオゾ  

ン層破壊の両者が考えられるが，その寄与の大きさにつ  

いては解明されていない。この間題を解明するために  

は，目的指向型のアイールド観測を中心とし，データ解  

析研究，モデル研究を合わせた総合的な研究が必要であ  

る。また，現在のフィールド観測研究においては，デー  

タセンタ‾の機能が極めて重要な位置を占めてし．、る。本  

研究では，日本が実施するフィールド観測研究の観測手  

法，解析手法，モデルの活用，データセンター機能の高  

度化の方策を明らかにすることを目的とする。本年は，  

1994／1995年冬季に実施されたSESAME，1995／1996  

年冬季に行われた集中観測（Mini－Match）に関して検  

討するとともに，1996／1997年の集中観測について，上  

記の点の高度化の方策について検討した。  

〔発 表〕a－47，48，58  
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のILAS一Ⅱの各分光器の装置関数評価について半導体  

レーザーを光源として試験的測定を行い，C10NOz観  

測用超高分解能分光器（0．001ミクロン程度の分光分解  

能）についても装置関数の高精度決定が可能であること  

を示した。  

〔発 表〕A－16，17，30～34，a－20－22，29－36  

研究課題 5）野生動物の個体群構造に関する基礎的研  

究  

〔担当者〕椿 宜高・高村健二・永田尚志  

〔期 間〕平成3－10年度（199ト1998年度）  

〔内 容〕神栖町の利根川河川敷と霞ケ浦湖岸におい  

て，オオヨシキリとコジュリンの個体群の調査を行っ  

た。コジュリンの掛ま，産卵直前の雌の受精可能期間に  

は，雌にしたがって行動して，父性を防衛していた。し  

かし，DNA解析の結果，約半数の巣で番相手の雄以外  

の雛が確認され，コジュリンの高密度個体群では，番い  

相手を効果的に防衛できないことが示唆された。また，  

利根川・霞ケ浦では鳥マラリア等の血液寄生虫に感染し  

たコジュリンは発見されず，健全な個体群であった。  

霞ケ浦湖岸の複数のヨシ原間で，オオヨシキリの繁殖成  

功度を比較した。繁殖成功度は0－60％で，パッチ間で  

大きく異なっていたが，ヨシ原の面積とは相関はなかっ  

た。しかし，雄は，面積の大きい好適なヨシ原から占有  

を開始し，小さいヨシ原パッチがなわばりで埋まった後  

も，大きいパッチでは新規個体の加入が継続していた。  

〔発 表】A－35，42，44，53，a－63，64  

研究課題 7）地球大気成分の衛星観測データ処理アル  

ゴリズムに関する研究  

〔担当者）横田達也  

〔期 間〕平成7－11年度（1995－1999年度）  

〔内 容〕地球環境における大気内の成分変動を把握す  

るために，人工衛星によって観測されたデータから，必  

要な情報を精度良く摘出するための計算アルゴリズムを  

研究開発することを目的としている。   

本年度は，大気中の放射伝達計算の高精度化として，  

可視波長域の酸素分子の疲収波長帯におけるオゾンの解  

離吸収の影響と，赤外波長域における酸素および水蒸気  

の連続吸収の影響を検討し，その研究成果を計算アルゴ  

リズムに組み込んだ。また，前年度に引き続き，衛星セ  

ンサーILASのデータ●処理アルゴリズムにおける誤差要  

因を整理するとともに，観測信号の基となる光源の状態  

を把撞するため，太陽黒点の自動抽出に関する研究を進  

めた。さらに，本年度の中頃よりILASの美観測デー■夕  

が取得されるようになったため，その観測スペクトルと  

データ処理における理論計算スペクトルとの差の要臥こ  

ついて検討を開始した。  

〔発 表〕A－101，102，a137～147  

研究課題 6）衛星搭載大気計測用光学センサーの精度  

評価手法高度化の研究  

〔担当者〕鈴木 睦  

【期 間〕平成6～10年度（1994～1998年度）  

【内 容】ADEOS衛星搭載センサーILASの精度評価  

に関する理論的検討及び実験による検証を行った。  

ILAS等の定量的なリモートセンシングにおいては観測  

機器の装置関数の正確な決定が，すべての定量的観測の  

前提となっている。ILASでは，赤外及び可視分光器の  

装置関数がデータ処理上の大きな誤差要因となる。その  

ため，赤外域の低分解能分光器（0．12ミクロン分解能）  

の装置関数を，光学系の物理モデルに基づいて作成し，  

0．001ミクロンの超高分解能で波長位置が決定できるこ  

と，また決定した装置関数の性能が任意のスペクトル入  

力に対Lて出力誤差0．1％が室内実験条件で満足できる  

ことを実証した。同様にILAS可視分光器についても分  

光分解能の1／50程度の精度での，波長位置と装置間数  

形状の決定を行った。各々の装置関数は，軌道上での  

ILAS信号に射し検証が行われ，赤外分光器については  

打ち上げ前の値が，可視分光器については軌道上の信号  

を用いた最適化が行われた。また，ADEOS－Ⅲ搭載用  

研究課題8）ADEOS 

（lLAS－Ⅰ）の開発に関する基礎的研究  

〔担当者〕笹野泰弘・鈴木 睦・横田達也・神沢 博＊1  

（■1地球環境研究センター）  

〔期 間〕平成8－10年度（1996－1998年度）  

〔内 容〕環境庁が開発を進めているオゾン層観測セン  

サーILAS－Ilによる，成層圏オゾン及びオゾン層破壊  

関連物質等の観測に必要となる，データ処理アルゴリズ  

ムの検討，地上検証・データ利用等の調査を行う。   

本年度においては，特にデータ処理アルゴリズムの検  

討として，fLASの赤外チャンネルに加えて，中間赤外  

チャンネルデータの利用による気体成分高度分布の算  

出，エアロゾル／PSCの同定のための手法の評価を行っ  
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た。これにより，ILASに比べて精度の向上 エアロゾ  

ル／PSCタイプ推定の安定性が高まることが確認された。  

〔発 表〕A－14，44，卜9，a－23，24，26－29，31，36  
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2．2．2 地域環境研究グループ  

研究課題1）地球における物質と価値の循環に関する  

基礎的研究  

〔担当者〕森田昌敏  

〔期 間〕平成7－9年度（1995”1997年度）  

〔内 容〕我が国のサステーナプルデベロップメン．トと  

関連して人口と食糧及びそれを支える栄養素の将来にお  

ける不足についての解析を行った。食品中の微量栄養素  

についても検討し、制限因子となる可能性についても分  

析を試みた。水資源と水の汚染について分析を試みた。  

流）の乱流拡散に基づく表層への輸送がある。本年度  

は，高濃度の有機汚濁物質を含む底層の貧酸素水塊が熱  

と風によって表層に上昇するメカニズムについて，数値  

シミュレーション及び室内実験による解析を行った。数  

値計算は，上昇流を規定する鉛直2次元流れ場におい  

て，風速・風温，水温・塩分成層強さの諸条件の下で，  
SOLA法を用いて行った。その結果，水温より低い風が  

連吹すると，表層に生成した冷水塊が下降し，鉛直混合  

を繰り返しながら，水温・塩分躍層の位置を低下させる  

とともに，温度・塩分成層を破壊する。このため，水温  

以下の離岸風の下では，底層の貧酸素水塊は粒子状汚濁  

物質を同伴しながら上昇することが認められるととも  

に，実験及び現場海域調査結果と符合することが確かめ  

られた。  

〔発 表】B－74，b－140～143  

研究課題 2）都市域における大気汚染現象のモデル化  

に関する研究  

〔担当者〕若松伸司  

〔期 間〕平成7”9年度（1995－1997年度）  

〔内 容〕都市域における二酸化窒素汚染，光化学大気  

汚染，エアロゾル汚染などの二次生成大気汚染の生成機  

構を解明するための研究を行った。本年度は関西地域に  

おいて春季に実施したフィールド観測データをモデルに  

より解析し，オゾンと二酸化窒素の発生源寄与を定量的  

に明らかにした。  

〔発 表〕B－117，120，121，b－201，208  

研究課原 5）ゼラチン質動物プランクトンの内湾卿こ  

おける動態  

【担当者〕中村泰男・木幡邦男  

〔期 間〕平成7”9年度（1995～1997年度）  

【内 容〕1995年夏，瀬戸内海家島諸島で海洋環境調  

査を実施した。渦ベン毛漢q㈲敬抽血肌用弼血血に  

よる赤潮発生が有鐘繊毛虫爪購此日加抑油叩Jiによる  

捕食をうけて急速に消滅した直後，バクテリアと微小藍  

藻（＝ピコプランクトン）の現存量が急速に増大した。  

その数日後，ゼラチン質動物プランクトンであるオタマ  

ポヤの現存量が爆発的に増大するとともにピコプランク  

トンの現有量が激減した。さらにこの時期，オタマポヤ  

の現場増殖速度を測定したところ一日で体重が5倍にな  

るという結果が得られた。こうした一連の結果と簡単な  

バジェットアナリシスを行うことで，オタマボヤはピコ  

プランクトンを餌として増大し，ピコプランクトンによ  

る莫大な有機物生産を魚類などの高次捕食者に伝えてい  

ることが示された。  

〔発 表〕B－78  

研究課題 3）温度成層化した流れに関する風洞実験の  

相似別に関する研究  

〔担当者〕上原 清  

〔期 間〕平成6～8年度（1994－1996年度）  

〔内 容〕市街地低腐部の風速，温度分布を再現するた  

めレーザー流速計並びにコールドワイヤを用いて，風洞  

内における温度成層化した流れの統計的性質を求めるた  

めの実験を行った。本年度は従来未解明であったスト  

リートキャニオン内の流れ場と温度場を精密に測定し，  

市街地における汚染物拡散を考えるための基礎的な資料  

を得た。  

〔発 表〕K103，B－20，22，Z3，L－6，b－79－81  

研究課題 6）硝酸性窒素を含む地下水のアシフイル  

ターによる窒素除去能に関する研究  

〔担当者〕松重｝夫  

〔期 間〕平成5～9年度（1993－1997年度）  

〔内 容〕浸透流れと表面流れの2種類のアシのフィル  

ターを用いて窒素の浄化効果の検討を行った。浸透流  

研究課題 4）浅海域における熟及び物質の輸送機瀾に  

関する研究  

〔担当者〕竹下俊二・木幡邦男  

〔期 間〕平成8年度（1996年度）  

〔内 容〕東京湾奥の海底に存在する堆積物は物質の分  

子および乱流拡散に基づく溶出のほかに，運動量（移  
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れ，表面流れの両系ともに窒素の除去効果が確認され，  

窒素除去にアシフィルターが効果的であることがわかっ  

た。■今後さらに根圏における窒素除去機構の解明を行う  

予定である。  

研究課題 9）水質改善効果の評価手法に関する研究  

〔担当者〕稲森悠平・水落元之・西村 修・松重一夫  

〔期 間〕平成7－12年度（1995～2000年度）  

〔内 容〕化学物質が生態系に及ぼす影響を評価する上  

では，物質循環の存在する生態系における評価方法の確  

立が重要である。そこで再現性と安定性の高い水圏微生  

物生態系マイクロコズムを構築し，化学物質として界面  

活性剤（LAS）の生態系影響を個体群動態およびATP  

から評価する手法を検討した。添加したLAS濃度が  

ト5mg／ほでは無添加の対照系と個体数およびATPに  

おいて差は認められなかった。しかし添加濃度を高くす  

ると，原生動物，糸状藍藻類に影響が認められ，5mg／J  

で完全に消滅した。一方，環境条件としてLASの添加  

によるDO，pHの変化をモニタリングしたところ，  

LASが乙5mg／lまではDOの変化は対照系とほぼ同様  

（6．5－7mg／J）であったが，10mg／ヱでは3，5mg／ほ  

で低下した。このことから，生捌ヒ学的側面（個体群動  

態，ATP）から見たLASの無影響濃度は1．5mg／l，物  

理化学的側面（DO，pH）から見た無影響濃度は乙5  

mg／Jと評価された。  

〔発 表〕B－9，ユ5，16，b－18，19，21，32，33，37，40，57，  

6Z，73，75，g－34  

研究課題 7）大気試料中の微量元素とその環境化学的  

挙動に関する研究  

〔担当者〕西川雅高  

〔期 間〕平成5－9年度（1993－1997年度）  

〔内 容〕長距離輸送によって飛来する大気エアロゾル  

について調査検討を行った。偏西風によって運ばれる大  

気エアロゾルのうち．カルシウム含有量が多い試料は，  

土壌系元素の含有量も多いことがわかった。それらは，  

中国大陸から飛来した土壌起源系エアロゾルである可能  

性が高い。  

〔発 表〕B－96，b144  

研究課題 8）生物・物理・化学的手法を活用した汚水  

及び汚泥処理に関する研究  

〔担当者〕稲森悠平・水落元之・西村 修・吟重一夫  

〔期 間〕平成7－12年度（1995－2000年度）  

〔内 容〕富栄養化の著しい水城では藻類による水利用  

上の障害が発生していることに鑑み，生物膜法による水  

道原水の水質改善手法の検討を行い，藻類産生凝集阻害  

物質の低減およびカビ臭を発生させる藻類の除去に有効  

であることが明らかとなった。生活排水処理の高度化を  

遠戚する処理技術の開発に関して，セラミックボールを  

担体とした生物ろ過法は水温10℃においても安定した  

BOD，窒素除去能を発揮し，処理機能の低下は逆洗で  

回復できることが明らかとなった。排水処理過程で発生  

する温室効果ガスNzOの発生抑制のために，間欠ばっ  

気活性汚泥法を対象として影響因子を解析し，N20の  

多くは嫌気工程時の脱窒過程で生成され溶存態として存  

在し，液相から気相への移動は好気二［程のばっ気開始時  

に行われること，このためDOを制御国子とした嫌気・  

好気プロセスの最適化が重要であることが明らかとなった。  

〔発 表〕K－40，k－7，B－10ニー12，17，b－12，15～17，22，  

24－26，30，31，35．36，38，39，43，45－47，49，50，54－56，  

60，63－65，67－69，72，100，】Ol，」74．175  

研究課題10）埋立地浸出水の高度処軋こ関する研究  

〔担当者〕稲森悠平・水落元之・西村 修  

〔期 間〕平成7－12年度（1995”2000年度）  

【内 容〕高濃度難分解性有機物，窒素化合物および微  

量化学汚染物質を含む埋立地浸出水の高度除去プロセス  

を確立するために，ダイオキシン類およびクロロフェ  

ノール類の分解能を有するP5gl↓do刑の′は5αgれ′lgわ相5αお  

よび粉末活性炭をポリエチレングリコールで包括固定化  

したペレットを開発し，生物活性炭を充填した嫌気槽と  

ペレットを充填した好気槽を用いた嫌気好気循環処理実  

験を行った。菌と粉末活性炭を同時に固定化することに  

よって硝化能の発現が早まり，かつ安定性が増すこと，  

モデル化学物質として添加した2，4，6トリクロロフェ  

ノールは極めて高度に除去できたことから，活性炭複合  

担体は埋立地浸出水の高度処理に有効であると考えられ  

た。また，嫌気処理と好気処理の中間にオゾン処理を行  

い，さらに好気処理水を嫌気槽に循環させることで，難  

分解性有機物の除去率が高まり，窒素除去率は97％と  

非常に高度な処理水質を達成できることが明らかとなっ   

ー12  



霞ケ浦は多くの鳥の渡りのルートとなっており，ワシ・  

タカ類，シギ・チドリ類，ツバメ類が確認されている。  

これら渡り鳥は霞ヶ浦及びその周辺を餌場，休息場とし  

て利用しておl），オーストラリア，ニュージーランドか  

ら北極圏まで移動する檀も少なくない。これら■の鳥に  

とって霞ケ浦周辺の環境は地球規模で重要な役割を持っ  

ていることが明らかになりつつある。このなかで日本で  

は希少種であるシギ・チドリ煩が水を張った休耕田等か  

って霞ヶ浦周辺に見られた湿地の環境を残した水域に多  

数飛来することが明らかとなり，このような環境を残す  

ことが必要である。大型チドリであるムナグロは霞ケ浦  

周辺の水田に多数飛来し，ここで霞ヶ浦から羽化するユ  

スリカや水Hの耕転後には地中の動物を活発に採食して  

いる。またタカブシギで個体識別可能な個体が3年にわ  

たり同一場所，同時期に飛来していることが明らかとな  

り，これらシギ丁チドリ類は渡りのルートの変更や，飛  

来地の移動が起こり堆い。このような渡り鳥の保護のた  

めに将来に向けどのような環境を残すべきかを検討し  

た。  

た。  

〔発 表〕b－41，42，51，71  

課魔11）水中微量有横化合物の分析法に関する研究  

〔担当者〕高木博夫  

〔期．間〕平成5”8年度（1993－ユ996年度）  

〔内 容〕フィルター型の固相を用いた水中微量化学物  

質の濃縮方法について，濃縮試料の分析器機への全量注  

入により試料量の削減，それによる現場で採取を容易に  

することを検討してきた。本年度は，回収率を明らかに  

するため溶出にセミミクロポンプを用い溶出流量を低流  

量で－定にコントロール，溶出パターンを検討した。こ  

の方法で農薬の添加回収実験を行ったところ，初期の  

6ノ“Jで30％が回収できた。固相に吸着させる際の試料  

水の流速は，10J／min以上でも問題ないとされている  

こと，溶出パターンに再現性が見られることから，回収  

率の悪い原因は，抽出溶媒の流速やカラムの形状による  

デッドポリュウムに起因した溶出バンド幅の広がりによ  

るものと考えられた。  

研究課題14）環境データ解析のための統計的手法に関  

する研究  

〔担当者〕松本幸雄  

〔期 間〕平成7－11年痩（1995～1999年度）  

〔内 容〕本研究では環境データの特徴を考慮した統計  

解析手法の開発とその実デT夕への適用を目的としてい  

る。統計的側面から次の検討を行った。（1）花粉症の  

原因である空中スギ花粉の補集数が，スギ植生の分布や  

建物との位置関係などの局所条件によって大きく影響を  

受けることを実測調査により定量的に明らかにした。  

（2）都市における大気汚染物質の空間変動の大きこさ．を、1  

フィールド調査および大気環境測定局測定結果を用いて  

評価し，二酸化窒素と浮遊粒子状物質とで空間相関構造  

が大きく違うことを明らかにした。これに基づき大気環  

境濃度をヒトへの暴露指標として用いる際の留意点を提  

示した。（3）大気汚染物質濃度のうち二酸化窒素と浮  

遊粒子状物質について，屋外環境濃度，屋内環境濃艶  

個人暴露濃度の関連を調李に基づいて明らかにした。  

（4）動物への暴露実験による量反応関係の評価に閲  

し，集団への平均的影響でなく，過敏な集団への影響に  

着目する方法を開発した。  

〔発 表〕B－95，E－28．b－171～173  

研究課題12）湖水中のN，P，Si含量及びその元素比  

と植物プランクトン組成との関係に関する  

研究  

〔担当者〕高村典子  

〔期 間〕平成8年度（1996年度）  

〔内 容〕植物プランクトンの優占性は湖水の窒素：リ  

ン比により大きく変化することが，実験的研究で明らか  

にされている。一埠に，貧栄養水城での全窒素二全リン  

比は高いことが知られているが，十和田湖のそれは支筍  

湖，洞爺湖，中禅寺湖など日本の他の賃栄養湖の比に比  

べ有意に低いことが明らかになった。十和田湖では，  

CJααツざぬ 匝】lたわ7肛α，Pα7d〝わ旭 γ醐7抑，Fmgi払わα  

明知力叫声歳1相和が優占した。  

〔発 表〕B－69，b－138，139  

研究課題13）環ケ浦の生物資源保護に果たす役割に関  

する研究  

〔担当者〕春日清一  

〔期 間〕平成3”7年度（199ト1995年度）  

〔内 容）霞ケ浦の湖沼調査時，また随時生物に注意を  

払い，多くの現象の発見に努力する。これらの現象が重  

要なものであれば，これを学会誌等に記録として残す。  
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研究課題15）底質，土壌中の有横化合物の存在状態及  

び化学変化に関する研究  

〔担当者〕相馬悠子  

〔期 間〕平成6－9年度（1994－1997年度）  

〔内 容〕バイカル湖表層堆積物と赤城小沼の柱状試料  

中の植物プランクトンの色素分析を行った。バイかレ湖  

の表層堆績物は1994年8月に採取した22カ所の表層か  

ら3cmまでの堆積物で採取直後20℃保存を4℃解凍  

後に液体クロマトグラフで分析した。クロロフィルは  

Mgがとれたフェオフイテンの形でほとんどが残ってお  

り，クロロフィルの形で残っているのは5～10％であ  

る。TOC（全有機炭素量）はバイカル湖全域でどこで  

も2－3％で同じなのに対し，フェオフイチン，フェオ  

フオルバイドを含めた総クロロフイル量は南湖盆が多く  

残っている。検出されたカロチノイドから珪藻，緑藻，  

クリプト藻，ピコシアノバクテリアの存在が確認された  

が，緑藻は水深の深い場所で優占種であった。また二次  

生成カロチノイドも検出され，その由来の解明が必要で  

ある。   

赤城小沼は過去50～60年間の小沼周辺の環境変化と  

プランクトン繁茂の関係を調べた。  

〔発 表〕B－58，b125  

良を行い，発光を利用した簡便なマイクロプレート方式  

のバイオアッセイ手法を開発した。実際の環境試料の毒  

性評価に応用し，特定水域の環境水の毒性評価として発  

光バクテリアを用いた急性毒性試験を湖水，河川水，排  

水などに応用した。毒性が強く現れる試料については，  

ガスクロマトグラフ質量分析計を用いて原因となる化学  

物質の同定を試みた。また，発光バクテリアの変異株を  

用いた変異原性試験法について基礎的な検討を加えた。  

研究課題18）速度論的手法を用いた環境水中の重金属  

元素の化学種分別に関する研究  

〔担当者〕稲葉一穂  

〔期 間）平成5－8年度（ユ993－1996年度）  

〔内 容〕前年度に引き続きミセル相への抽出速度の差  

による化学種分別の詳細を重金属イオンとキレート割と  

の錯形成反応の速度を水溶液中に有機物のミクロスフェ  

アが存在する場合としない場合とで比較検討した。ミセ  

ル相への抽出平衡および抽出速度は錯体を構成するキ  

レート別の置換基により大きく異なり，ニれはミセル外  

郭部のオキシエチレン層内へのペネトレーションのし易  

さに起因することが分かった。トリフルオロメテル基な  

ど水に濡れにくい置換基を持つキレート剤で生成した錯  

体の抽出速度が小さいのはオキシュテレン層へと進入す  

る際に水素結合のネットワークが阻害するためと考えら  

れ，このような系を検討する際にはミクロスフェアと水  

との界面の構造を考慮する必要があると考えられる。   

これらの研究で得られた知見を基に霞ケ浦湖水中の重  

金属の濃度と化学形態を検討した。  

〔発 表〕B－6，7，b－11  

研究課題16）環境化学物質の胎仔肢芽細胞の分化に及  

ぼす影響に関する研究  

〔担当者〕米元純三  

〔期 間〕平成7～9年度（1995～i997年度）  

〔内 容〕ラット胎仔肢芽培養法は，肢芽の中胚葉性の  

細胞が軟骨細胞へと分化する系で，分化への影響を調べ  

るのに有用な系と考えられる。この系を用いて，分化に  

関与するタンパク質，特に細胞外マトリックス成分のう  

ち，本年度はファイブロネクナンに着目して，二次元電  

気泳動および免疫化学的手法により検出する系を用い，  

河j什水などの環境中で見いだされた有機塩素化合物の影  

響を検討した。  

〔発 表〕b－198，199  

研究課題19）動物の遺伝的背景の特徴をいかした毒性  

機構の解析に関する研究  
〔担当者〕曽根秀子  

〔期 間〕平成7～11年喪（1995－1999年度）  

〔内 容〕これまでの研究で，酸化ストレスの発生に伴  

い肝炎を発症するモデル動物であるLECラットの肝実  

質細胞の核マトリックスタンパク分画にミトコンドリア  

に局在する熱ショックタンパク質，HSP60が存在する  

ことを見いだした。本年度は，HSP60が酸化ストレス  

マーカーとして有用であるかどうかを調べるた捌こ，ま  

ず細胞核内でのHSP60の挙動を検討した。LECラット  

の肝実質細胞は肝炎発症に伴って核と細胞質の著しい巨   

研究課題17）発光を利用した生物活性評価システムに  

関する研究  

〔担当者〕白石寛明  

【期 間〕平成7－8年度（1995－1996年度）  

〔内 容〕発光を利用した高感度細胞活性測定装置の改  
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大化が認められ，その電顕像では，著しい核の変性と細  

胞質の巻き込みが観察された。また，共焦点レーザー蛍  

光顕微鏡G三よりHSP60が核内に局在していることが確  

認できた。さらに，核内のHSP60が成熟体か，前駆体  

なのかをImmuno blotting法により調べたところ，核  

に存在するHSP60は成熟体のみであった。以上の結果  

は，ミトコンドリアに存在する成熟HSP60が核へ移行  

したことを示唆した。  

〔発 表）b－129  

の結果，ウトナイ湖周辺∴門別町，▲浦河町，静内町にか  

けての一帯には感受性の高いセスジュスリカが生息して  

おり，先の日光産よりは48時間半数致死濃度は高いも  

のの明らかな抵抗性は獲得していないことが分かった。  

～方，長野県白骨温泉の個体群は成虫の形態は典型的な  

セスジュスリカではあるものの，幼虫の血鱈が1対で同  

一種であるかどうかは今後の検討を要するが，薬剤感受  

性は高く野生系である可能性が高いことが分かった。  

〔発 表】b－122  

研究課題 20）バイオモニタリングに効果的な水生生物  

の開発に関する研究  

【担当者〕畠山成久  

〔期 間〕平成7－11年度（1995～，1999年度）  

〔内 容〕化学物質の汚染は低濃度ながら多様化し，複  

合的な汚染の実体が各地で明らかにされている。そのた  

め，化学物質の総合毒性が，生態系に及ぼす影響を評価  

するためのバイオモニタリング的手法の開発は今後ます  

ます重要となってくるであろう。試験生物を環境水や底  

質に暴露する手法として，環境から採取してきたサンプ  

ルに暴露する手法と，モニタリング施設，または現場に  

おいて連続的に暴露する手法がある。後者のバイオモニ  

タリングに用いる試験生物として，ウキクサ，オオカナ  

ダモ，イチョウウキゴケ，シジミ，メダカなどを検討  

し，ウキクサでは，除草剤の潜在的な影響評価に有効で  

あることが分かった。また，河川水のサンプルを用いた  

バイオモニタリングのため，様々なミジンコ（8種）の  

増殖特性と殺虫剤に対する感受性を検討した結果，  

伽函血町印加血，札匝励を選択し，次年度からのバイ  

オモニタリングに使用することとした。  

〔発 表〕b－152，155  

研究課題 22）微生物分解機能を活用した環境汚染の評  

価に関する研究  

〔担当者】矢木修身・岩崎一弘  

〔期 間〕平成8（」2年度（1996－2000年度）  

〔内 容〕好気条件‾卜でテトラクロロエチレンを分解可  

能な微生物の探索を目的として，各種の土壌を分離源と  

するスクーリングを実施した。テトラクロロエチレンを  

唯一の炭素源として増殖できる微生物を見いだすことが  

できなかったため，メタン，エタン，プロパン，グル  

コース，キシレン等の炭素渡を添加するコメタボリズム  

反応を試みた。エタン，プロパンを炭素源として涼加  

し，3週間以上の長期間培養した系で∴テトラクロロエ  

チレンの分解が確認された。分解の認められた系につい  

て集積培養を繰り返したが，分解活性が維持されること  

が判明した。  

研究課題 23）環境中における界面活性剤の挙動と影響  

に関する研究  

〔担当者〕矢木修身・稲葉m穂  

〔期 間〕平成7”9年度（1995・－1997年度）  

〔内 容〕界面活性剤成分の作るミセルヘの物質の取り  
込み現象の詳細を検討するために，ミセルの内部構造と  

溶質の可溶化位置について検討を加えた。溶質の立体構  

造及び親水性の大きさがミセルへの可溶化の位置と大き  

さを決定することが分かった。   

殺菌洗剤の殺菌成分であるトリクロサンの環境水中で  

の挙動について予備的な検討を加えた。  

〔発 表）B－7，b－11  

研究課題 2り 実験生物としての水生昆虫の大望飼育法  

の検討．  

〔担当者〕菅谷芳雄  

〔期 間〕平成4～9年度（1992－1997年度）  

〔内 容〕セスジュスリカを実験動物化する際に抵抗性  

の獲得の有疑を調べておくことは重要である。日本国内  

で殺虫剤抵抗性に関して野生系と見なしてきた日光湯元  

産の個体群については既に室内大量飼育が可能となって  

いるが，他に野生系と呼ぶにふさわしい個体群がいるか  

どうか本年度は南北海道，および長野県を探索した。そ  

一15 －   



研究課題 24）環境中における微生物遺伝子の挙動に関  

する研究  

〔担当者】岩崎一弘  

〔期 間〕平成7－11年度（1995－1999年度）  

【内 容〕これまで環境微生物の研究対象は，分離・培  

養が可能な株に限られていた。近年，こうした欠点を補  

うため；分子生物的な手法により微生物生態を解明する  

試みがなされてきている。本研究では，環境中の微生物  

遺伝子を解析するために，土壌試料からの微生物DNA  

の検出及び回収法について検討した。マーカ遺伝子を導  

入した組換え魚蝕如吻血り加納PpYlOl株を土壌に  

接種し，かくはん遠心法によりDNA試料を回収した。  

この試料に対してPCR（ポリメラーゼ・チェイン・リ  

アクション法）を行い，標的遺伝子が増幅され検出でき  

ることを確認した。さらに，遺伝子解析を妨害するフミ  

ン酸等の土壌中の阻害物質を除去するために回収法の改  

良を試みた。pHの異なる4種類わ緩衝液で洗浄するこ  

とにより比較的純度の高い試料が得られることを見いだ  

した。  

〔発 表〕b二77  

その意味づけについて検討する予定である。  

研究課周 26）環境科学研究用に開発した実験動物の有  

用性に関する研究  

〔担当者〕高橋慎司  

〔期 間〕平成7～9年度（1995・－・－1997年度）  

【内 容〕国立環境研究所実験動物開発では，環境汚染  

物質の生体影響研究用実験動物としてウズラ及びハムス  

ターを用いて開発してきたが，本年度は有用性について  

さらに検討し，■以下の結果を得た。（1）ニューカッス  

ル病ウイルス不括化ワクチンに対する抗体産生能  

（NDV－HI抗体産生能と略）の高及び低系ウズラの選  

抜を50世代へと進め，両系ウズラを遺伝的に純化する  

ことができた。また，・ハムスターでは兄妹交配による近  

交化を行い，これまでに3家系を12世代まで継代し  

た。（2）NDV－HI抗体産生能の低系に出現した羽装  

突然変異を固定することができた。また，低系の繁殖能  

力は高系と比較して良好な成績を示し，絶滅の危機を回  

避できることがわかった。（3）環境中残留化合物の毒  

性試験手法の開発として，ウズラ発育卵を用いて検討し  

た結果，白卵系ウズラの雑種化により得られた種卵が最  

も適切であった。  

〔発 表〕B64～68  

研究課題 25）植物の気孔開度に及ぼす環犠要因の受容  

と伝達に関する研究  

〔担当者〕中嶋信実・佐治 光  

〔期 間〕平成8”12年度（1996～2000年度）  

〔内 容〕植物は乾燥ストレスにさらされると，それに  

対抗するため様々な代謝変化が起こることが知られてい  

る。本研究では乾燥ストレスに対する＝ゾラマメ孔辺細胞  

の応答について研究を行った。葉の表皮組織を単離して  

0．4Mマンニトール溶液に浸して乾燥ストレスの代わり  

とした。マンニトール処理2時間後の気孔開度と孔辺細  

胞に含まれるリンゴ酸量を測定した。その結果マンニ  

トール処理により気孔が閉鎖すると同時に孔辺細胞への  

リンゴ酸の蓄積がみられた。また，マンニトール処理を  

解除するとリンゴ酸は速やかに消失した。リンゴ酸の変  

動が何に由来するのか検討するため，孔辺細胞の呼吸活  

性を調べた。その結果，マンニトール処理中は孔辺細胞  

の呼吸活性は低下しており，処理解除と同時に回復する  

ことが明らかとなった。したがって，マンニトール処理  

によるリンゴ酸蓄積は呼吸活性の阻害に由来する可能性  

が高い。この現象の生理学的意味は明らかでないが，一  

種の浸透圧ストレス対抗反応であると思われる，今後は  

研究課題 27）温熱と環境汚染物質の複合暴露が免疫系  

に及ぼす影響に関する研究  

〔担当者〕山元昭二・安藤 満  

〔期 間〕平成5－9年度（1993－1997年度）  

〔内 容〕温熱と環境汚染物質の複合影響を明らかにす  

るために，本年度は，マウスに温熱又は03を暴露し，  

E］和見感染菌の一つであるプロテウス菌（P．mirabilis）  

を用いた系での肺の抗細菌活性への影響について検討し  

た。又，気管肺胞洗浄液中の細胞成分の変化についても  

解析した。その結果，温熱（35．5℃；2週間）または03  

暴露（0．4ppm，24時間）のいずれにおいてもプロテウ  

ス菌に対する肺の抗細菌活性の低下が見られた。本菌の  

吸入感染によって，肺胞内への多形核白血球の流入が見  

られたか，その増強の程郵ま03暴露マウスではより顕  

著であった。黄色ブドウ球菌の吸入感染においては肺胞  

内における殺菌はマクロファージに依存していたが，プ  

ロテウス菌の場合は多形核白血球に依存していることが  

示された。  
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さらに，センダイウイルス抗原に対する一次抗体応答・  

を指標にマウスの温熱暴露後の回復状態を調べた。その  

結果，温熱暴露によって抑制的な影響を受けた一次抗体  

応答は，マウスを常温環境で2週間飼育することによっ  

て正常状態へと回筏し，温熱暴露による液性抗体応答へ  

の影響は可逆的変化であることが示唆された。  

〔発 表〕B【2，b196，197  

研究課題 30）飲料水の含有成分と関連の示唆される健  

康像の地域差に関する予備的研究  

〔担当者〕兜 眞徳・今井秀樹・新田裕史・本田 靖■1  

（＊1環境健康部）  

〔期 間〕平成8－ユ0年度（1996”1998年度）  

〔内 容〕飲料水中の各種重金属と胃痛及びその前駆状  

態である慢性萎縮性胃炎との関連を調べるため，胃痛死  

亡率の大き〈異なる国内数地域で飲料水をサンプリング  

し，同サンプル中の重金属を，CPMS法，MPIMS法及  

び原子吸光法を用いて30数種分析・定量し，対象地域  

の胃痛死亡率及び萎縮性胃炎の頻度との生態相関につい  

て検討中である。また，これら地域のアルツハイマー病  

と飲料水中のアルミニウム濃度との関連についても検討  

すべく，測定法等の問題を吟味している。  

〔発 表〕B－19，b－89，92，94  

研究課題 28）環境健康リスク評価のための呼吸器系生  

体影響指標の開発  

〔担当者〕平野靖史郎・山元昭二・安藤 満  

〔期 間〕平成6－11年度（1994－1999年度）  

〔内 容〕呼吸器内に吸入された粒子状物質に対する肺  

胞マクロファージの会食作用を解明するため，マク占  

ファージのプラスチック表面への非特筆的接着機構を調べ  

た。接着に伴い，70KDのタンパクがチロシンリン酸化を  

身車また，リン酸化阻害剤により接着が阻害された。以  

上のことから，70KDのタンパクのチロシンリン酸化が，粒  

子への接着に重要な役割を果たしていることが示唆された。  

〔発 表〕B－86，87，b－158，159  

研究課題 31）有横スズの中枢神経毒性に関する神経内  

分泌免疫学的研究  

〔担当者〕今井秀樹・兜 眞徳  

〔期 間〕平成8～10年度（1996～1998年度）  

〔内 容〕トリメチルスズ（TMT）は脳内の海馬を特  

異的に傷害し，記憶障害やけいれんを引き起こすことが  

知られている。最近我々は，ラットにTMTを投与した  

後，亜急性的（投与3－4日後）に血寒中コルチコステ  

ロン濃度が一過性上昇を示すこと，また，この上昇がイ  

ンターロイキンー1受容体括抗物質の前投与によって抑  

制されることを観察したことから，この時期における海  

馬傷害の機序について詳細な検討を行っている。まず，  

TMT投与の後，経時的に海馬を採取し，アストロサイ  

トーシスの指標であるグリア線維性酸性タンパク  

（GFAP）とビメンテンとを定量した。その結果，  

GFAP量はTMT投与5日後から上昇し，以降35日後  

まで高いレベル（対照群の約600％）が保持された。一  

方ビメンチンは投与21日後に一過性の上昇（対照群の  

約2000％）を示した。これらの結果から，海馬のアス  

トロサイトにはTMT投与後比較的早い時期に活性化さ  

れるタイプ（GFAP＋）と，遅い時期に活性化され’るも  

の（ビメンテン十）との2種類のサブタイプのあること  

が示唆された。一方，海馬の腹側（dorsal）から背側  

（ventral）にかけて厚さ700／‘mごとにス．ライスを作  

成し，TMTによる傷害の焦点が海馬のどの部分にある  

かを，GFAPを定量することによって観察した。その   

研究課題 29）都市環境騒音による不眠症発生リスクの  

評価に関する研究  

〔担当者〕影山隆之・兜 眞徳・黒河佳香■1  

（＝環境健康部）  

〔期 間〕平成8”9年度（1996－1997年度）  

〔内 容〕フィールド調査において環境騒音による不眠  

症発生リスクの評価を行う手法を開発するために，他覚  

的および自覚的睡眠評価法に関する基礎的検討を行った。  

（1）アクチメータを用いて体動から睡眠／覚醒を判定  

する方法により，主要道路沿道に住む成人男女を対象と  

して，家庭で睡眠調査を行った。この方法は通常の睡眠  

をほとんど侵襲することなく，1週間以上連続して実施  

できることを確認した。屋外から寝室内への侵入音レベ  

ルと，その時の中途覚醒反応の発生率との間には，レベ  

ル一反応関係が存在することも示唆されたので，騒音に  

よる中途覚醒リスクおよびその個人差に関する研究に応  

用可能であると考えられた。（2）これと別に，大都市  

および農村部の男性を対象として，質問紙を用いた睡眠  

に関する調査を実施したので，回収作業および女性（調  

査済み）との比較解析作業を継続中である。  

〔発 表〕B－2S，b－82，83，85，88  
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結果海馬傷害の焦点は腹側端と中心部分との2カ所にあ  

ることが認められた。  

の学童を対象として，各種疾患への雁患状況の調査，血  

液生化学検査等の継続調査を実施するために，自治体関  

係部局，学校関係者，保護者との情報交換・調査内容の  

説明・協力依頼を行い，関係者の協力・承諾が得られ，  

実施可能な項目について，1次情報の収集を目的とす  

る。本年度は引き続き対象児童の呼吸器症状およびアレ  

ルギー症状（自記式質問票による咳．癌，喘鳴，喘息，  

鼻炎等の症状の有無），居住環境，肺機能（努力性肺活  

量，1秒量・率， 他），身長・体重，血液検査（血清総  

IgE，ダニ特異的IgE，スギ特異的1gE）についての  

資・試料を収集Lた。  

〔発 表〕B－18，81，82，b」47，149  

研究課題 32）アレルギー性疾患新規発症学童における  

免疫応答の動態解明に関する研究（奨励研  

究）  

〔担当者〕新出裕史りト林隆弘ホ1・小野雅司＊1・  

藤巻秀和＊1（り環境健康部）  

〔期 間〕平成8年度（1996年度）  

〔内 容〕大気汚染度の異なる地域で収集された過去の  

呼吸器症状，および血清中非〉特異的IgE、特異的JgE  

（ダニ，スギ）の情報に基づいて，症状がなく．かつIgE  

が陰性だった群（「非アレルギー群」）と非特異的1gE  

が高値を示した群（「アレルギー群」）を選び，血祭中  

の sTL2R，lL4．1L－5，1FN一γ，TNFα，RANTES  

の測定，ならびにダニ抗原によるリンパ球刺激試験を  

行った結果，非アレルギー群とアレルギー群とでいくつ  

かの項目で差がみられた。SIL－2RとIL－5では大気汚染  

度の高い地域の非アレルギー群で高い傾向がみられた  

が，検出限界以「F一のデータも多く，さらに詳細な検討が  

必要である。また，RANTESでは大気汚染度の高い地  

域の両群で高い傾向がみられた。ダニ抗原刺激によるリ  

ンパ球の増殖率はアレルギー群で非アレルギー群より高  

い値を示した。  

〔発 表〕b－ユ48，150，151  

研究課題 34）エコオフィスの環境調和性に関する研究  

（特別経常研究）  

〔担当者〕清水 浩・近藤美則・乙間末鹿＊1・藤沼康実†2  

（＊1社会環境システム部，  

＊Z地球環境研究センター）  

〔期 間〕平成8～9年度（1996－」997年度）  

〔内 容〕地球温暖化問題の主因とされる二酸化炭素  

（COz）の排出削減があらゆる部門あらゆる対象に対し  

て求められ，そのための対策が研究されてきている。し  

かし，現在の日本のCO2排出量の約1／8を占める業務  

部門については，適用可能な環境低負荷型技術の個別評  

価は行われてはいるが，それらを組み合わせたシステム  

としての評価はほとんどなされていない。そこで本研究  

の目的は，従来のオフィスに対して断熱を強化，太陽光  

発電システム，太陽熱集熱器等の環境低負荷型技術を導  

入し，平成7年度に本研究所内に建設されたエコオフィ  

スを対象として，エネルギー及びCO2の面からの環境  

調和性を評価することである。これにより，本来環境に  

優しいとして設計・建設されたエコオフィスをよりよい  

ものにするための惜別技術の導入指針および実用的な導  

入効果の推定が可能である。平成8年度は，エコオフィ  

スに導入された個別の環境低負荷型技術および機器につ  

いて突刺データに基づく定量的評価を行い，同時にエコ  

オフィスの問題点を摘出し，個別機器の改良及び運転管  

理手法の改善を行った。   

研究課題 33）地域住民の健康に関する1次情報収集の  

ための調査研究の試み（特別経常研究）  

〔担当者）新田裕史・小野雅司＊1・本田 靖★1  

黒河佳香＊1（＝環境健康部）  

〔期 間〕平成6－10年度（1994～1998年度）  

〔内 容〕環境保健モニタリングのひとつの基本相であ  

る人口集団を対象とした調査による住民個人の健附こ関  

する1次情報を収集するための具体的な手法を検討し，  

そのための場を環境の異なる地域に設定することは，長  

期的な環境変化が人口集団の健康にどのような影響を与  

えるかについて検討するためには不可欠である。そのた  

めに，茨城県内と東京都内の各一地域を選定し，地域内  
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2．2．3 社会環境システム部  

研究課題1）環穏問題における基本的課題に関わる研究  

〔担当者〕大井 紘  

〔期 間〕平成7－12年反（1995”2000年劇  

〔内■ 容〕（1）環境学の形成の準備として，環境社会  

学の研究のあり方について検討し，環境社会学が一つの  

連字符社会学となることなく，社会学というデイスプリ  

ンに拘束されない社会的問題としての環境の研究を行う  

べきことを指摘した。（2）サウンドスケープ思想を検  

討し，サウンドスケープの考え方における次の特徴を明  

らかにした・：a）意味論的環境観がとられており，通常  

の分析的科学における機械論的環境税との対照を示して  

いる。 b）問題認識における理論負荷性が明確に意識さ  

れていて，前項のいずれの環境掛こよって見るかによっ  

て，環境の説明の仕方が規定されることを指摘する。  

c）人が音との閤に持つ関係性に規定された「環境イ  

メージ」によって音の認識が形成される（ニコライ堂効  

果）ことの重視が見いだされる。これらのことは，音環  

境に限らず，環境認識の形態を考察するとき，従って環  

境研究における問題認識において重要である。  

〔発 表〕C－4，5  

法の回答において．多様な意識を表出することを見いだ  

した。  

〔発 表）c－6，16  

研究課題 3）環境問題の社会経済的側面の分析と環境  

保全施策に関する基礎的研究  

〔担当者〕後藤典弘・後藤別行・青柳みどり・日引 聡・  

川島康子・森田恒幸＊1  

（＊】地球環境研究グループ）  

〔期 間〕平成8九10年度（1996－1998年度）  

〔内 容〕家計のエネルギー消費について，全国消費実  

態調査等の統計を用いた分析を行い，エネルギーと環境  

との関連性及び環境保全政策について明らかにした。さ  

らに政策の問題点の分析から，その望ましい方向性を検  

討した。また，人々の環境保全行動の促進・阻害要因と  

なる環境知識や認識の程度の現状を調査し，それらに与  

えるメディア等の影響を分析した。   

一方，事業者等の行う環境負荷低減に向けての各種方  

策については．廃家電製品の一部や特定の容器包装廃棄  

物の事業者の引き取り方策を“拡大された事業者要務’●  

として検討・評価した。さらに，産業エコロジーの観点  

から，我が国での主要な取組みをまとめた。  

〔発 表〕K52，C2，3，16．17こ】9，21，C1～5  研究課題 2）環境問題にかかわる質的情報の取り扱い  

に関する基礎的研究  

〔担当者〕大井 紘・須賀伸介・近藤美則■1  

（＊1地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成7～12年度（1995－2000年度）  

〔内 容〕（1）住工混在地域において環境意識調査を  

自由記述法によって行い．「住みよさ」に関する回答を  

交通・買い物などの主題別に集計し，回答者群が回答主  

題によってクラスター分析で鮮明に分離されることを示  

した。（2）東京湾の沿岸住民に対する，刺激語を「東  

京湾」「海」とした自由記述法による意識調査につい  

て，回答を単語に分析して，その出現頻度の分析とクラ  

スター分析を行って海に関する印象の構造を明らかにし  

た。（3）「聞こえる音」に関する自由記述法と選択肢  

法とによる2群の調査結果を比較し，自由記述法による  

回答の分析結果から，選択肢法において設定すべき選択  

項目を改良する方向を見いだレた。（4）大規模開発に  

関して，地域住民に対して選択肢法と自由記述法との併  

用によって環境意識調査を行ったところ，選択肢法の設  

問においてほぼ同じ回答を与える回答者群が，自由記述  

研究課題 4）地球環境保全のための国際協調の可能性  

に関する研究  

〔担当者）後藤別行・川島康子・森田恒幸－1  

（＊－地球環境研究グループ）  

〔期 間〕平成6～8年度（1994－1996年度）  

〔内 容〕地球環境問題の中でも特に重安とされている  

気候変動枠組条約に関する国際交渉を取り上げ，炭素税  

や排出権売買の導入，2000年以降の先進国の排出量の  

目標設定など，解決に向けた国際的枠組みの創設につな  

がるようないくつかの具体的な方策について，その経済  

的効果や合意可能性を検討した。（1）公平性のさまぎ  

まな基準を整理し，これらの基準に基づいて二酸化炭素  

排出屋（CO2）削減量を各副二割り当てる方法を比較検  

討した。この結果，基準を増やすほど一律削減に近づき  

安くなることを示した。（2）coz排出量を削減するた  

めに，先進国で共通の炭素税やエネルギー効率基準を導  

入したときの経済的効果を推計した。この結果，基準設  

定と炭素税を組み合わせることにより，炭素税率を低く  
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押さえたままでより効果的に排出量が抑制されることが  

示された。  

〔発 表〕C－11－15，C－11，12  

研究課題 7）資源の循環利用による廃棄物の減量化と  

その社会・現場影響に関する研究  

【担当者〕後藤典弘・乙間末．廣・森 保文・寺園 淳  

（期 間〕平成4－8年度（1992－1996年度）  

〔内 容〕資源採取 生産，使用・消費，廃棄という製  

品の一生を通した環境負荷を評価するライフサイクルア  

セスメント手法の確立をめざし，具体的な事例研究に着  

手し，ヒヤリングと文献調査によりデータを収集した。  

事例として素材の異なる飲料容器をとりあげ，各過程で  

のエネルギー使用量・二酸化炭素排出量，容器のリサイ  

クル効果，処理・処分方法の影響を定量的に解析，評価  

する基礎を得た。また，ごみ発電を対象に，焼却・発電  

プラントの生産エネルギー，ごみ収集エネルギー及び発  

．電回収エネルギーに関するデータを収集した。特に，  

メーカーの協力により，焼却・スーパーごみ発電プラン  

トの生産にかかわる詳細なデータが得られ，解析，検討   

した。  

〔発表〕K－50，C－6－10，20，27，29，30，C7”10，24，26，  

27，29，37  

研究課題 5）環境政策が経済に及ぼす影響の分析  

〔担当者〕後藤別行・日引 聡  

〔期 間〕平成6－8年度（1994～1996年度）  

〔内 容〕遥輸部門からのCO2排出削減可能性の検討  

のために，荷主にとってのモーダルシフトの容易さの程  

度（具体的には，モード間の代替弾力性）を推計し，炭  

素税導入がモーダルシフトを通してCO2削減に及ぼす  

効果を検討した。具体的な内容は次のとおり。（1）  

1963年から1993年のデータを用いて，日本の貨物輸送  

の費用関数（トランス＝ログ関数をイ吏った）をSUR推  

定し，貨物輸送の計量経済モデルを構築した。（2）上  

の結果から，モード間（自動車，鉄道，船舶）の代替弾  

力性を推計した。この結果，鉄道と自動車及び自動車と  

船輔の代替は年々容易になっているが，鉄道と船舶のそ  

れは容易でなくなっていることが分かった。（3）費用  

関数から，各モードの輸送需要関数を導出し，炭素税の  

導入によるCO2排出量削減について分析した。この結  

果，貨物輸送からのCO2を1％削減するために必要な  

炭素税は，14，755円／炭素トンと推計された。  

〔発 表〕C－35”42  

研究課題 8）地域特性を考慮した環境計画の基本モデ  

ルに関する研究  

〔担当者〕原沢英夫・青木陽二・高橋 潔  

〔期 間〕平成7－11年度（ユ995～1999年度）  

〔内 容〕自治体レベルの環境基本計画づくりでは，地  

域特性を活かし，住民参加による計画づくりが課題と  

なっている。本年度は，前年度に引き続き自治体レベル  

での基本計画策定プロセスに参画することにより問題点  

の把握と整理を行った。   

地方自治体レベルで地域特性を考慮した環境基本計画  

を進めるにあたって抽出された問題点は，環境基本条例  

の役割と位置づけ，環境権のあり方，環境アセスメント  

の実効あるシステムなど基本方針にかかわる諸点ととも  

に，庁内調整や計画のフォローアップのメカニズム，住  

民関与のあり方と情報提供などが重要な点として挙げら  

れる。T市の環境基本計画の策完に参画したが，計画策  

完段階で積極的に住民参加を位置づけるとともに，自然  

環境マップなど地域の情報を効果的に用いることによ  

り，関連主体の合意をはかりながら計画策走することが  

可能となることが分かった。また計画策走に関与した  

T，G県における環境基本計画は決定して公表された。  

〔発 表〕C－31  

研究課題 6）水資源の開発に伴う環境影響の解析  

〔担当者〕乙間末鹿・森 保文  

〔期 間〕平成7－11年度（1995－1999年度）  

〔内 容〕環境資源の開発行為が自然・社会に与える影  

響について，データを収集し，将来環境に配慮した開発  

を行うための予測モデルや政策支接システムの構築を目  

指した研究に着手した。また，環境影響データの新しい  

収集方法として，市民参加型の環境モニタリングを取り  

上げ，その利用方法などを検討した。   

具体的には，水資源開発と水環境の関係について調査  

研究を実施した。富栄養化した水源から水を取水し，広  

域に水を分配する事業では，（1）用水システム内での  

水質の変化，（2）汚濁した水を受け入れる農地への影  

響，（3）地域の水環境の変化などが問題となる。これ  

らについて調査検討した。  
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研究課題 9）地理・画像情報の処理解析システムに関  

する研究  

〔担当者〕田村正行・須賀伸介・清水 明・山形与志樹・  

安岡善文＊1・宮崎忠図＊1  

（＊1地球環境研究センター）  

〔期 間）平成7～10年度（1995－ユ998年度）  

〔内 容〕広域化，多様化している環境問題に対処する  

ためには．環境の監視，評価に際して，測定点において  

得られる汚染質濃度等の数値情報に加えて，人工衛星  

データ．地図データ，景観写真データなどの地理，画像  

情報を有効に活用することが不可欠である。本研究で  

は，様々な画像情報を利用して，環境を解析し評価する  

ための手法及びシステムを開発することを目的とし，平  

成8年度は，（1）人工衛畢NOAAからの信号受信，  

処理システムの構築，（2）NOAA AVHRR頂‖象のア  

ジアモザイク画像および植生指数図作成手法の開発，  

（3）人工衛星データからの水質計測手法，土地被覆分  

布計測手法の開発，（4）人工衛星データと地理データ  

の融合処理手法の開発を行った。  

〔発 表〕C－23，24，43－47，C13，17－2ユ  

研究について，年代順に研究テーマと方法論の変化につ  

いて調べた。また江戸から明治にかけての外国人の日本  

の風景に対する評価に関する文献を収集した。環境計画  

の一分野として考えられる風景地計画に関する知見を集  

めるため．国内の自然風景地利用行動の計測方法に関す  

る研究成果について，ヒヤリング，アンケート調査を  

行った。また利用行動を通した風景地評価の方法を探る  

ため，奥日光湯滝駐車場の利用変動を分析した。  

〔発 表〕c－l  

研究課題12）国際政治的コストを含めた地球温暖化対  

策費用の推定（奨励研究）  

〔担当者〕川島康子  

〔期 間〕平成8年度（1996年度）  

【内 容〕気候変動に関する今後の予測を行うために  

は，その昔後にある政治経済的な動向を含めた予測が必  

要である。そこで，政策決定者へのアンケート及びイン  

タビュー調査によりシナリオを段階的に収束させるシナ  

リオ作成法を用いた調査を行った。その結果，回答者の  

予想は2つの異なるシナリオに収束した。「先進国・途  

上国協調型シナリオ」では、排出権取引等の制度を活用  

し，先進国の技術や資金で途上国の排出量を抑制する。  

ここでは，先進国の義務放棄ではないかという途上国の  

不信感の除去にかかる費用が政治的コストとなる。一  

方，「先進国の技術開発主導型シナリオ」では，先進国  

が省エネ，新エネ技術開発の契機と考え，CO2排出量交  

渉には，技術交渉が反映される 。ここでは．これらの技  

術を途上国に移転するのにかかる費用が政治的コストと  

なる。匡際協調には，これらの国際政治的コストを負担  

するという意識が必要である。  

研究課題10）環境評価のためのモデリングとシミュ  

レーション手法に関する研究  

〔担当者〕窄賀伸介・田村正行・清水 明・山形与志樹  

〔期 間〕平成7”10年度（1995～1998年度）  

〔内 容〕環境を定量的に評価する立場から，．種々の環  

境現象に対するモデルの構築及びそのシミュレーション  

に関する基礎研究を行った。特に，環境現象のモデル解  

析でしばしば規れる数値解析手法，シミュレーション手  

法等について検討を行い，以下の結果を得た。（1）壁  

面における音の反射特性をモデル化し，境界要素法を用  

いて昔場をシミュレートする手法を開発した。また，  

（2）現象を離散化する手法として，ウエーブレット変  

換の有効性を検証した。さらに，（3）シミュレーショ  

ン結果を三次元コンピュータ・グラフィックスを用いて  

可視化するためのシステムを開発した。  

〔発 表〕C－25，26  

研究課題13）有害物質としてのアスベストのライフサ  

イクルアセスメント（奨励研究）  

【担当者〕寺園 淳  

〔期 間〕平成8年度（1996年度）  

〔内 容〕ライフサイクル・アセスメント（LCA）に  

おける有害物質の評価方法に関する問題点の所在を明  

示・整理し，LCAにおける有害物質一般の取扱い方や  

評価方法の検討に基礎事例を提供することを目白勺とし  

て，断熱材であるアスベストに対してLCAを試みた。   

吹付けアスベストのライフサイクルにおける環境影響  

として，エネルギー消費，及びアスベスト飛散による健   

研究課題 ＝）人間社会的尺度から見た景観価値の解明  

〔担当者〕青木陽二  

〔期 間〕平成8～12‘年度（1996”2000年度）  

〔内 容〕本年度は，過去に報告された欧文の景観評価  
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廉リスク（処理処分段階のみ）を試算した。この際，  

LCAより健康リスク評価を行う時の課題であるパルス  

ーフラックス問題と，その解決のための環境モデルの必  

要性が示された。処理処分段階においては溶融と埋立の  

シナリオに対し，エネルギー消費と健康リスクに関する  

トレードオフの事例を示した。このトレードオフに対し  

て既存のライフサイクル・インパクトアセスメント手法  

の適用を検討しながら，有害物質の評価に必要な要件の  

整理を行い，望ましい評価方法に向けた方向性を提示し  

た。  

【発 表〕c23，25，28  

を，人による目視作業を介在しないで自動処理する方法  

について，当初考えていた作動原理に基づくシステムの  

プロトタイプを製作して実験した結果，実際に稼働可能  

なシステムが構築できることを確認した。（2）本シス  

テムの特徴である，データを予備処理して目的別の2値  

画像データセットを作りこれを検索する方式によれば，  

少ない記憶容量で長期間のデータ管理が可能であり，規  

模の小さなシステムでも高速な処理ができることが明ら  

かになった。（3）全体の設計に際し，大きな記憶容量  

が必要なオリジナル受信データをはじめとして，各種情  

報が要約された2値画像まで一連の処理段階甲データを  

階層的に整理し直した結果，今後の課題であるネット  

ワーク上で運用するための受信データ検索システム構築  

における．検索機能とネットワーク負荷の合理的な配分  

についての見通しが明らかになった。  

〔発 表〕c13   

研究課題14）NOAA画像検索システムの開発（奨励  

研究）  

〔担当者〕清水明  

〔期 間〕平成8年度（1996年度）  

〔内 容〕（1） 
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2．2．4 化学環境部  

研究課題1）バイカル湖の湖底泥を用いる長期環境変  

動の解析に関する国際共同研究  

〔担当者〕河合崇欣・柴田康行・田中 致・相馬悠子・  

高松武次郎－1・功刀正行＊2・森田昌敏＊3・  

南 浩史＊4  

（■1水土壌圏環境部，  

＊2地球環境研究グループ，  

＊3地域環境研究グループ，  

－4科学技術特別研究員）  

〔期 間〕平成6－1P年度（1994～1998年度）  

・〔内 容〕環境の変化が生物種の保存，絶滅ヤ進化に与  

える影響を検討・評価するために，約3000万年と言わ  

れるバイカル湖の環境変化及びその地域で生存した生物  

層の変化を，バンヵル湖底質柱状試料の古陸水学的解析  

によって調べる。   

平成8年度は，（1）バイカル湖底質柱状試料の採取  

（表層＜15m及び200hl）を行い，1km柱状試料採取  

を進めた。（2）200m柱状試料について国際的・国内  

的に分析チームを組織し，項目ごとに分担して測定を  

行った。500万年の気候変動を解析できる連続性の良い  

試料であることが分かった。環境研では主として無機元  

素の分布の測定，光合成色素の分布，川Be年代決定法  

の研究，データベースの準備を分担した。（3）測定結  

果を総合し解析を行うために，プロジェクトの当面の目  

標を設定し，科学技術振興調整費総合研究の同内容課題  

の充実に努めた。  

〔発 表〕D6，7  

るミクロHPI．C／MS／MS法によるDNAアダクトの高  

感度計測法を開発した。また，さらに高感度な手法を開  

発するために，ESIを佗用できる分離条件を検討すると  

ともに，ESIを改良して効率と安定性を改善した。  

（4）森林大気中ノナナール，デカナールの連続測定を  

実施し，これらアルデヒド類とオゾン濃度の間に顕著な  

正の相関を見いだした。  

〔発 表〕d－26－28  

研究課題 3）塩素系有機化合物の新しい測定法の開発  

：超音波自由噴流の利用  

〔担当者〕藤井敏博  

〔期 間〕平成2－10年度（1990－1998年度）   
r～ ＼  

〔内 容〕（1）超音速自由噴流法で高速化されたアル  

コール，ナフタレン，テルペン等の分子の表面散乱の際  

のイオン化を確認し，その変換効率γを求めた。（2）  

超音速自由噴流法により高通化した有機化合物（特にア  

ルコール及びフェノール）の表面電離法のガスクロマト  

グラフィー検出器への応用を検討した。  

〔発 表〕D34－36，d－29  

研究課題 4）タンデム加速器分析法の環境研究への応  

用に関する研究  

〔担当者）柴田康行・蘭山春彦・田中 敦・米田 穣・  

久米 博・蕾永 淳・森田昌故事1  

（■1地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成7～11年摩 り995－1999年度）  

【内 容〕加速器質量分析法に関して放射性炭素14Cの  

測定を中心に，試料調製法の検討と調製ラインの製作，  

並びに加速器MS測定条件の検討を行った。安定同位体  

比の測定の結果，試料のグラファイト化の過程で同位体  

比の偏差が生じていないことが確かめられた。引き出し  

ど－ムの絞り込みや調整法の検討により，0．5％前後の  

繰り返し精度で測定できる条件を確立し，引き続いて精  

度の悪化を引き起こす原因を洗い出して改良する作業を  

続けている。また，一般的なパーソナルコンピュータソ  

フトにデータを取り込んで解析できる環境の整備など，  

データ解析系を中心に本格運用のための整備，改良を続け  

ている。さらに，3年に一度の加速器質量分析法に関する  

国際会議に出席し（1996年5月），施設の構成と基本性能  

に関する発表を行い，各国研究者との意見交換を行った。  

〔発 表〕d7，9  

研究課題 2）環境汚染物貿の測定技術および測定手法  

に関する研究  

【担当者〕藤井敏博・日通i架・横内陽子・久米 博・  

向井人史■】（■1地球環境研究グループ）  

〔期 間〕平成2－】0年度（1990－ユ998年度）  

〔内 容〕（1）Ljイオン付加反応を利用した質量分  

析法により，C2H2のマイクロ波放電で生成する化合物  

の検出を行った。星間分子として知られるC。Hz，（n＝  

召－8）を質量分析法で初めて確認した（2）1MVの  

タンデム加速器を中核とする，高エネルギーイオン分析  

装置を導入した。この装置によっては，3種類の高感度  

微量分析法（PIXE，RBS，そしてERDA）が可能と  

なった。（3）ブリットFABをインターフェースとす  
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研究課題 7）環境分析の精度管理に関する研究  

【担当者〕安原昭夫・伊藤裕廉・吉永 淳・山本貴士  

〔期 間〕平成7”11年度（1995－1999年度）  

〔内 容〕（1）地方自治体研究機関と共同で，ダイオ  

キシン類の分析の精度管理に関して研究を行い，分析法  

が十分に信頼できることを明らかにした。（2）pcB  

の全コンジュナー（209化合物）のGC／MSにおける  

ピークの帰属と相対強度比を明らかにした。（3）大気  

中有機物及び農薬の分析における問題点を明らかにし，  

これらの大気中での挙動を明らかにした。（4）GLP  

マニュアル作成について検討を行った。  

〔発 表〕D－40，42，43，d－1，37，45－47  

研究課眉 5）環境中／生態系での元素の存在状態並び  

に動態に関する基礎研究  

〔担当者〕柴田康行・洞山春彦・田中 敦・堀口敏宏・  

米田 穣・吉永 淳  

〔期 間〕平成8”12年度（1996－2000年度）  

〔内 容〕海洋生態系におけるヒ素の循環を明らかにす  

る呂的で，食物連鎖の低次に位置する動物，植物プラン  

クトン中のヒ素の化学形態のHPLC－ICP／MSによる解  

析を継続した。北半球でも南半球でも近縁種同士のヒ素  

化合物は類似しており，食性に応じて主成分ヒ素化合物  

がアルセノベタイン（動食性）とヒ素糖（植食性）の間  

で変化する様子を明らかにした。ケイ酸塩鉱物の化学的  

風化メカニズムを明らかにするため，前年に引き続き黒  

雲母の溶解実験をpHを変えて行った。溶解反応後の黒  

雲母の表面分析から，酸性では表面溶脱層が生成する  

が，アルカリ性では溶脱層が見いだされず，PHにより  

黒雲母の溶解メカニズムが異なることが明らかとなっ  

た。過去の食性を復元し，人類集団と古環境の関係を明  

らかにするために，古人骨中のタンパク質の安定同位体  

比を測定した。北海道の縄文時代人が，海棲ほ乳類・大  

型魚類に強く依存した食性を有していたことが明らかに  

なった。  

〔発 表〕D－11，12，14，17”19，52，d－1ト16，48  

研究課題 8）環境中化学物質に対する生態化学的アプ  

ローチに関する基礎的研究  

〔担当者）堀口敏宏・柴田廉行  

〔期 間〕平成5－9年度（1993”1997年度）  

〔内 容〕（1）有機スズ（トリプチルスズ（TBT）  

及びトリフユニルスズ（TPT））化合物により引き起  

こされる巻貝類のインポセックスに関して，三浦半島と  

茨城・平磯で定期調査を実施したほか，北海道西弧 三  

陸，北陸，瀬戸内海，長崎及び鹿児島でも調査した。  

TBT汚染はなお改善せず，イポニシのインポセックス  

症状も重篤であった。（2）アワビ類の生殖障害に関す  

る調査を引き続き実施した。神奈川・城ケ島と長崎・対  

馬より毎月試料を入手するとともに生殖巣の形態の観  

察，生殖巣重量の測定と生殖腺指数の算出，生殖巣組織  

標本の作製及び各部位に含有される有機スズ濃度の分析  

を行なった。生殖巣の外部形態に両地点間で差が見られ  

た。（3）マデカアワビのペリジャー幼生に対する有機  

スズ化合物の急性毒性試験を実施し，半数致死濃度を明  

らかにした。TBT汚染海域では幼生の生残率が低下  

し，加入が阻害されている可能性が示唆された。  

（発 表〕K54，D－38，d－30～36  

研究課題 6）加熱によって発生する臭気成分の分析化  

学的研究  

〔担当者〕安原昭夫  

〔期 間〕平成4－8年度（1992～1996年度）  

〔内 容〕（1）フルフラールをシステアミンと反応さ  

せてチアゾリジン化合物として分析する方法の基本的な  

検討を終了したが，検出下限が数十ppbとあまりよく  

なかった。また，爽雑物の多い試料の場合のクリーン  

アップについての検討が必要との結論に達した。（2）  

システアミンとカルポニル化合物を反応してできるチア  

ゾリジン化合物のマススペクトルを解析することによ  

り，元のカルポニル化合物の構造を推測する手法を調べ  

た。  

〔発 表〕D－44  

研究課題 9）低沸点有機化合物の毒性評価手法の開発  

に関する研究  

（担当者〕彼谷邦光・白石不二雄・佐野友春  

〔期 間〕平成7年～9年度（1995～1997年度）  

〔内 容〕環境化学物質のバイオアッセイの一環とし  

て，ヒトへの健康影響が懸念されている低沸点有機化合  

物について，ほ乳類培養細胞へのガス暴露を試みること  
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により，それらの毒性評価を行う手法の開発を行ってい  

る。本年度は，防臭剤として室内汚染が問題になってい  

るパラジクロロベンゼンとその異性体であるオルト体，  

メタ体の3種類について細胞毒性と遺伝毒性を検討し  

た。3異性体とも細胞毒性の指標である増殖抑制が認め  

られる濃度で，弱いながら遺伝毒性の指標である誘発  

SCE比の増加が濃度に依存して認められた。3異性体  

閤の遺伝毒性の強さはオルト体が他に比べて強い傾向が  

みられ，特に薬物代謝酵素（S9）存在下でさらに強い  

傾向が認められた。  

〔発 表〕D15  

40％が残留塩素として検出され，塩素炭素比を10とし  

た場合では80％以上が残留塩素であった。生成した有  

機塩素化合物の量は，添加塩素量の数％にとどまった。  

塩素炭素比を10とした場合の揮発性の有機塩素化合物  

（POX）と不揮発性のもの（NPOX）の生成量は，そ  

九ぞれ約100ppbと約400ppbであった。埋立地浸出水  

を用いた場合，塩素炭素比が0．4の時にPOXとNPOX  

の生成量は，それぞれ約300ppbと約1，2ppmであっ  

た。埋立地浸出水を塩素処理した試料の抽出物を  

GC几ISで測定した結果，プロモホルムやトリクロロ  

ブェノール，ジプロモクロロフェノール，トリプロモア  

ニリン等が検出された。  

研究課題10）富栄老化湖沼に発生する糸状藍藻08－  

C〃／∂Ior由顆が生産する新規有毒物質の立  

体構造の解析（奨励研究）  

〔担当者〕佐野友香  

（期 間）平成8年度（1996年度）  

〔内 容〕当研究室において，05C川αわわα類が生産す  

る有毒ペプチドについて研究を行ったところ，新規有毒  

ペプチド（Dhb－microcystinRR）を生産する株を発見  

した。しかしながら，その生産量が微量であったため  

に，立体構造の決定には至ってはいなかった。本年度  

は，大量に培養した（九九眈血わ五の株からphb血c  

rocystin－RRを精製し，核磁気共鳴（NMR）スペクト  

ルおよび有機合成的手法を駆使してDhb－microcysL  

tin－RRの立体構造を解析した。その結果，Dhb－mic－  

rocystin－RR中のdehydrobutyrine残基は，類似の有  

毒ペプチドとは異なりE型の配置であることが明らか  

となった。また，化学的分解および光学異性体選択的な  

有機合成を行うことにより，Adda残基の立体配置は，  

他のmicrocystinと同様に2S，3S，8S，9Sであるこ  

とが確認できた。  

〔発 表〕d5  

研究課題12）化学形態分析のための環境榛準試料の作  

成と評価に関する研究（特別経常研究）  

〔担当者〕吉永 淳・安原昭夫・伊藤裕康・山本貴士・  

柴田康行・堀口敏宏・田辺 潔・森田昌敏＊1  

（★1地域環境研究グループ）  

〔期 間】平成7－11年度（1995－1999年度）  

〔内 容〕（1）NIES CRM No．17「フライアッシュ  

抽出物」の共同分析を行い，結果を解析した。予想以上  
の分析精度を実現できた。（2）NIES CRM No．18  

「ヒト尿」を作製し，そこに含まれるセレン化合物，ヒ  

素化合物の共同分析を開始した。（3）NIES CRMと  

して試料作製をしたが，保証値決定までには至っていな  

いものについて，問題点を検討し，共同分析をさらに継  

続した。（4）NIES CRM No．19候補の策定を行った。  

〔発 表〕D－49，50，d－45－47  

研究課題13）スペシメンバンキングによる環境の時系  

列変化の保存並びに復元に関する研究（特  

別経常研究）  

（担当者〕柴田康行・田中 敦・堀口敏宏・吉永 淳・  

H辺 潔・森田昌敏＊1・向井人史＊2  

（＊1地域環境研究グループ，  

＊2地球環境研究グループ）  

〔期 間〕平成7－11年度（1995～1999年度）  

〔内 容〕将来の新たな汚染の顕在化に備え，試料の収  

集とデータの蓄積を行った。二枚貝に加えて外洋の指標  

生物であるイカの収集・保存を継続したほか，平成4年  

度までの環境庁化学物質モニタリング試料の保存を継続  

ないし開始した。また，保存試料のサンゴコアから過去  

研究課題11）塩素処理に伴う有機塩素化合物の生成に  

関する研究（奨励研究）  

〔担当者〕山本黄土  

〔期 間〕平成8年度（1996年度）  

〔内 容〕下水処理水や埋立地浸出水を試料として用  

い，これらを塩素処理して生成する有機塩素化合物の量  

的関係等について調べた。下水処理水の場合，塩素炭素  

比を1として塩素処理した場合，添加した塩素畳の約  
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の環境変動の記録を読み出すために元素・同位体比の測  

定を行い，SSTデータとの比較検討を行った。科研費  

斑研究に参加し，極地での試料超長期保存の可能性につ  

いて検討し，国際会議での発表並びに国環研でのシンポ  

ジウムの開催を行った。さらに，平成9年1月に起こっ  

た日本海でのタンカー沈没事故に対応して調査と試料収  

集，分析を行った。大気試料（ガス，粉塵）．水試料，  

生物試料を福井一石川一帯で採取し，重油とともに分析  

を行って，これまでに周辺で収集・保存されていた生物  

顔料との比較検討を進めた。  

〔発 表〕D－13，d8   
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ー2．2．5 環境健康部  

研究課題1）環境有害因子の健康影響評価に関する研究  

〔担当者〕遠山千春・小林隆弘  

〔期 間〕平成7～10年度（1995～1998年度）  

〔内 容〕環境有害化学物質のなかでダイオキシン，ヒ  

素，水銀，並びにオゾンを含めたオキシダントの健康影  

響に関する実験的及び疫学的研究の文献のレビューを行  

い，それぞれ報告書を作成した。また，浮遊粒子状物質  

の直径2．5mm以下の粒子（Pト12．5）の健康影響に関す  

るリスク評価のための文献収集を行った。このほか，重  

金属の解毒並びに活性酸素の除去にかかわっているタン  

パク質であるメタロチオネインの毒性学的役割に関する  

研究を行った。  

〔発 表〕E－2，19～22，30－34，e－5，7，11，20－22，31，  

35－41，43，45－54  

研究課題 4）家畜と野生動物の接触こよる共通伝染病  

・のリスクについて  

〔担当者〕鈴水 明・高橋憤司■】  

（■1地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成5－8年度り993－i996年庶）  

〔内 容〕前年度に引き続き，ザンビア大学獣医学部は  

レーチェ（大型のカモシカの仲間：打た．上gcわwβ）と国  

立公園近在の牛やイヌから探血し，ブルセラ症の診断を  

血清学的に行った。この結果，午とレーチェが混在して  

いる国立公園（Lochinvar N．P．）では，レーチェに近  

在の牛と同じタイプの牛ブルセラ慣性反応が確認され  

た。しかし．混在のない北部のレーチェは陰性を示し  

た。また，いずれの地区のレーチェと牛ではイヌのブル  

セラに陰性であった。例数は少ないが，この事実は家畜  

と混在する地区のレーテェのブルセラ病は家畜のブルセ  

ラ痛が野性動物に感染したことを示している。ブルセラ  

病は家畜，ヒトや野生動物の流産や不妊を引き起こす伝  

染性の高い共通伝染病であるため，今後も緊急の検査が  

必要と考えられた。さらに．家畜と野生動物の混在は共  

通伝染病にとって，大きなリスクであることが確認され  

た。そして，このことは，家畜と野性動物の共存形態を  

取らざるを得ない開発途上国に警鐘をならした。  

〔発 表〕B－65～68，E－24ル27  

研究課題 2）炎症細胞の遊走に関する基礎研究  

（担当者〕小林隆弘  

（期 間〕平成6～10年度（1994～1998年度）  

〔内 容〕ぜん息，花粉症などの原臥こ炎症細胞の浸潤  

がある。気道においてアレルギー反応が起きたときに  

は，どのような細胞が浸潤してくるか，また，浸潤した  

細胞の相互作用について検討することを目的とした。本  

年度は炎症細胞として好中球を取り上げ選定因子である  

仙ILPに対する遁走に対する好酸球の影響について検討  

した。好中球のfMLPに対する遁走を好酸球は抑制す  

ることを見いだした。また，好野球の馴化培地を用いた  

場合でも同様の作用があることが見いだされた。  

研究課題 5）肺胞マクロファージと肺線維芽細胞の相  

互作用に関する研究  

【担当者〕持立克身  

〔期 間〕平成5－9年度（1993－1997年度）  

〔内 容〕コラーゲンマトリックスは，線維芽細胞やマ  

クロファージが分泌するマトリックスメタロプロテアー  

ゼ（MMP）によって分解さまt，ゲル弾性率等の物理的  

性質が変化することが予想される。今回は，酸摘出塑お  

よびペプシン抽出型のl型コラーゲンの割合を変えるこ  

とによりコラーゲンのゲル弾性率を変化させ，線維芽細  

胞の生存に与える影響を検討した。その結果，ゲル弾性  

率が約150dyn／cm2以下では，生存率は著しく減少す  

ること，および，これより高い弾性率においても，鱒級  

特異的に生存率が一部低下することが明らかになった。  

この結果は，コラーゲンマトリックス中の線維芽細胞  

は，その生存がMMP等によって影響を受けている可能  

性を示唆している。  

〔発 表〕e67，68，80”82  

研究課題 3）有害大気汚染物質と心・循環機能について  

【担当者〕鈴木 明  

〔期 間〕平．成8～10年度（1996－1998年度）  

〔内 容〕前年定までに，NO2吸入ラットの異常心電図  

では，P波の周波数が有意に低■Fし，隣接するQRS  

彼，STセグメントも和良数が低下し，PQ間隔の延長  

から心臓内の刺激伝導系及び心筋活動が非同期化してい  

ることを明らかにした。本年度は．さらに詳細に分析し  

た結果，ラット心電図のそれぞれの成分は個体固有の周  

波数を持ち，NOz暴露や低酸素などによって，闇波数帯  

域が変化することが推察された。特にP波とSTセグメ  

ントは，他の波形成分より変化が大きいことが示唆され  

た。  
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研究課題 6）活性化リンパ球亜集団の解析法に関する  

研究  

〔担当者〕野原恵子  

【期 間〕平成6－8年度（1994－1996年度）  

〔内 容〕GDIc（NeuGc，NeuGc）はラットヘルパーT  

細胞のサブセットに存在するガングリオシドである。こ  

のガングリオシドに対するモノクローナル抗体ACl  

は，ConAで活性化されたラットT細胞の増殖を促進  

することが明らかとなった。しかし固定化抗CD3抗体  

で活性化されたT細胞の増殖はAClで増強されず，  

AClは活性化における主たるシグナル伝達の経路であ  

るT細胞受容体からのシグナルには直接は作用しな  

い，またはT相胞受容体を介さない活性化経路に関与  

することが示唆された。すなわち GDIc（NeuGc，  

NeuGc）を細胞膜に持つラットヘルパーT細胞のサブ  

セットは，その活性化においてGDIc（NeuGc，NeuGc）  

による活性化調節を受ける細胞群である可能性が示唆さ  

れた。  

〔発 表〕e－55－57  

いては，Tリンパ球のみならず抗原提示細胞（APC）  

も重要な役割を果たLていると考えられているが，詳細  

は不明である。本年度は，APCとT T）ンバ球を抗原と  

環境汚染物質で刺激したときのサイトカイン産生の変動  

について検討した。その結果．APCを抗原刺激すると  

きにDEPが存在するとインターロイキンー1（IL－1）  

αの産生の増強がみられた。次に，APCとTリンパ球  

の混合培養系で抗原のみの刺激と抗原＋DEPの刺激に  

よるインターロイキンー4（IL－4）産生を比較すると  

抗原刺激にDEP刺激が加わった方が高いIL－4産生を  

誘導した。  

〔発 表〕E－35－37，e－58  

研究課題 9）環境汚染物質による毒性発現機構の解明  

並びにその検出手法の開発  

〔担当者〕青木康展・松本 理・石堂正美・佐藤雅彦  

〔期 間〕平成4～8年度（1992－1996年度）  

〔内 容〕重金属・有害化学物質などの環境汚染物質が  

生体に取り込まれた際に生じる毒性の発現機構の研究，  

並びにその検出手法の開発は環境汚染に起因する健康リ  

スク評価と健康影響の早期スクリーニングのために不可  

欠である。本年度ほ次の研究を実施Lた。（1）コプラ  

ナpPCBによるpi－elass GST遺伝子の発現を高親和  

性のAh受容体を持つC57BLマウス肝細胞と低親和性  

のDBAマウス肝細胞の間で此較した。両者に差は認め  

られず，Ah受容体に依存しないコプラナーpcBによ  

る遺伝子発現機構の存牢が示唆された。（2）カドミウ  

ム感受性決定因子をクローニングするための発現ライブ  

ラリーを作成し，約3．O kbpの遺伝子が単離された。  

（3）重金属結合タンパク質メタロチオネイン遺伝子を  

遺伝子工学的に欠損させたマウスは，水銀や白金化合  

物，シスプラチンが示す腎毒性に対して感受性が高いこ  

とがわかった。  

〔発 表〕E－23，29，3l，e－1，3．4，7，8，】1，3ユ，32，34，37  

－41  

研究課題 7）肺胞上皮細胞による基底膜形成の研究  

〔担当者〕古山昭子  

〔期 間〕平成8－11年度（1996－ユ999年度）  

〔内 容〕正常な肺胞構造の維持に重要であると考えら  

れている肺胞上皮細胞による基底膜形成と，基底膜上で  

の上皮細胞の接着と機能発現との関係を明らかにするた  

めに，肺胞上皮細胞をわー血れで形成させた基底膜上で  

培養し，その接着構造と基底膜成分生成について検討し  

た。基底膜上では，肺胞上皮細胞は，細胞細胞間に細  

胞骨格成分を伴う強固な援着を示した。維胞一マトリッ  

クス間には接着分子であるインテグリンの集積が見られ  

ずに小さい接着斑しか形成しないことから，基底膜への  

細胞攫着が弱く可動的なものであることが示唆された。  

さらに基底膜上では細胞による基底膜成分の分泌が抑制  

されることが明らかになった。  

一発 表〕e－68†80  

研究課題10）NMRによる生体の無侵襲診断手法の研究  

〔担当者〕三森文行，山根一祐  

【期 間〕平成8－ユ2年度（ユ996－2000年度）  

〔内容〕生体のエネルギー代謝機能に影響を与える環  

境因子として大気中の酸素分圧がある。本研究ではラッ  

トを用いて筋の酸化的リン酸化能に対する酸素分圧の影  

研究課題 8）肺の抗原提示細胞活性化に閲す．る基礎的  

研究  

〔担当者〕藤巻秀和  
〔期 間〕平成8－11年度（1996〝1999年度）  

〔内 容〕環境汚染物質による免疫増強作用の機構にお  
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響を検討した。吸気酸素濃度を50，26，2ユ，11，8％  

と変え，ラットの下肢筋に同→の運動を負荷して筋のエ  

ネルギー代謝機能を測定した。この結果，正常な酸素濃  

度である21％より高い，26％でも既に筋の酸化的リン  

酸化能は酸素の供給により制限を受けていることが明ら  

かになった。さらに，低酸素分圧における解糖系の発動  

と筋細胞内のクレアチンリン酸レベルには一一定の相関が  

あることがわかった。  

〔発 表〕E44．e－76，77  

新たな環境保健指標の開発を目的に，既存情報，各種の  

健康調査及び健康診断デげ夕等の統合と，疫学研究デザ  

インの開発・検討を行った。   

国保レセプトデータの収集・解析を継続するととも  

に，あらたに救急搬送データについて検討を開始した。  

前年検討した東京都消防庁のデータに加え，名古屋市消  

防局，大阪市消防局のデ←夕を収集し，過去数年間の気  

象変動と救急搬送者数の関連について検討を開始した。   

日別気象データと死亡データから65才以上の呼吸器  

疾患死亡のパターンにインフルエンザの流行が関係する  

ことを示唆する結果を得た。また，大気中の一酸化炭素  

濃度と総死亡率とが量一反応関係を示すという結果を得  

た。   

心拍変動解析の】指標がヒトの徐波睡眠の出現と一致  

して特異的に変化することを，睡眠実験から明らかにし  

た。さらに実際のフィールド調査に中で，この指標の数  

日にわたるモニターを実施した。  

〔発 表〕b82，83，85，C－36，e－18，69～72  

研究課題1り神経毒性指標としての脳アンキリンの分  

子生物学的解析に関する研究  

〔担当者〕匡1本 学  

〔期 間〕平成7”9年度（1995－1997年度）  

〔内 容〕神経細胞傷害の高感度のマーカーとしての利  

用の可能性が明らかになりつつある脳アンキリンの2種  

類のイソ型，440－kD及び220－kD ankyrinBの発生段  

階のラット脳での発現量と局在の変化について検討を加  

えた。胎生13日目の胎仔で，既に有意な量の440－kD  

ank）rrinBが党規されており，発生中の脳，脊髄，後根  

神結節などに局在していることが明らかになった。  

研究課題14）大気汚染物質の個人暴露評価法に関する  

研究  

〔担当者〕田村憲治・小磨難局・安藤 満●1・宮崎竹ニー2  

（■1地域環境研究グループ，  

事2大阪市立環境科学研究所）  

〔期 間〕平成8”10年度（1996～1998年度）  

〔内 容〕地域特性（幹線道路との距離など），家屋構  

造，生活パターンなど条件の異なる地区で，過去数年間  

にわたり環境濃度と個人暴露濃度を調査しデータを蓄積  

してきた。大阪市内の国道26号線沿道の家屋を対象に  

実施した浮遊粒子状物質濃度と二酸化窒素濃度の解析か  

ら，道路からの距離による濃度減衰（屋外のみ）や，屋  

内外濃度並びに個人暴露濃度相互間の相関が調査時期に  

より異なること，などが明らかになった。  

〔発 表）E－28，e－44  

研究課題12）動物の行動発現における海馬の役割解明  

に関する研究  

〔担当者〕梅津豊司  

〔期 間〕平成7～12年度（1995”2000年度）  

〔内 容〕ラット海馬傷害作用を有するtris（2－Chloroethyt）  

phosphate（TRCP）の行動影響を調べた。結果，TRCP  

にマウスの移所運動活性を増加する作用が見いだされ  

た。TRCPのこの作用はdiazepam，mUSCimol，bac  

lofenにより抑制され，SCOPOlamineの移所連動活性増  

加汁官用はこれらの薬物によっては抑制されなかった。他  

方，apOmOrphineの移所運動活性増加作用はmuscimol  

とbaclofenにより抑制され，GABAとdopamincは関  

連していることが示された。従って，TRCPはGABA  

antagonist様作用を有し，GABA－dopaminc関連を通  

してマウスの移所運動活性を増加させることが示唆された。  

研究課題15）PCBの毒性と肝細胞における遺伝子発  

現調節（奨励研究）  

〔担当者〕松本 理  

〔期 間〕平成8年度 り996年度）  

〔内 容〕コプラナーPCB（以下PCB）により特異的  

に発現されるグルタチオンSトランスフエラーゼーP  

（GSTP）遺伝子の調節領域と遺伝子の発現をモニ  

研究課題13）環境保健指標の開発に関する研究  

〔担当者〕小野稚司・田村憲治・本田 靖・畢河佳香  

〔期 間〕平成5－9年度（1993～1997年度）  

〔内 容〕環境汚染による疾病の発生を監視するための  
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ターするためのレポ一夕一道伝子を結合したプラスミド  

をリボフェクション法によりラットの初代培養肝細胞に  

導入し，PCBの毒性と肝細胞における遺伝子発現調節  

機構の関連について調べた。レポ一夕一道伝子としてク  

ロラムフェニコールアセチルトランスフエラーゼ  

（CAT）の遺伝子を用い，GST－P遺伝子の調節領域  

（約2．9kb）とCAT遺伝子を結合したプラスミドを導  

入した細胞にPCBを暴露し，CAT遺伝子の発現量を調  

べた結果，PCBによりCATの発現が誘導されているこ  

とを確認した。さらに調節領域を短くした遺伝子を導入  

してCATの誘導発現を調べた結果，PCBによる  

GST－Pの発現には，GST－P遺伝子の2．5kb上流にあ  

る配列GPEIが必要であることが示唆された。  

〔発 表〕e3，73  

機能への影響を検討した。研究の結果からメチル水銀中  

毒ラット骨格筋の酸化的リン酸化能には変化がないこと  

が明らかとなった。またメチル水銀中毒ラットの骨格筋  

は，強い電気刺激に対する運動発現がやや小さく同時に  

PCr相対値の減少も低いことがわかった。以上の結果  

を総合的に評価してメチル水銀が引き起こす後肢筋運動  

障害は一部神経筋接合部の関与が考えられるものの大方  

の原因はこれより中枢側の障害によることがわかった。  

研究課題17）環境因子による細胞の生と死の修飾横構  

の解析（奨励研究）  

〔担当者〕国本 学・石堂正美・野原恵子  

〔期 間〕平成8年度（1996年度）  

〔内 容〕環境国子（本研究では重金属を中心とする）  

への暴露による標的組織の細胞の死に至る過程或は増殖  

に至る過程を詳細に解析して，キーとなる変化を同定  

し，毒性発現機構の分子レベルでの理解を深めるととも  

に，細胞死の機構解明に，いわゆる基礎科学の観点では  

なく環境毒性学の切り口から貢献することを目的とし  

た。   

これまでにアポトーシス様であることを明らかにして  

きた有機水銀による小脳神経細胞死，カドミウムによる  

腎臓細胞死について，それらの制御にかかわる因子の影  

響，並びにアポトーシス関連遺伝子の変動を詳細に解析  

するとともに，免疫系の細胞でのカドミウムによるアポ  

トーシスの解析も行った。  

〔発 表〕E16，17   

研究課題16）メチル水銀中毒ラットにおける骨格筋エ  

ネルギー代謝の検討（奨励研究）  

〔担当者〕LL」根一祐・三森文行  

〔期 間〕平成8年度（1996年度）  

（内 容〕メチル水銀による障害の部位が神程筋接合部  

より中枢側にあるか末梢側にあるかを特定するために，  

メチル水銀中毒ラット後肢筋機能の評価を行った。3】P  

NMRスペクトロスコピーにより通勤中の骨格筋の無機  

リン酸（Pi）およびクレアチンリン酸（PCr）の測定を  

行い骨格筋のエネルギー状態を評価した。独自に開発し  

た光学式張力計により骨格魔の運動強度を同時に測定し  

た。エネルギー代謝と運動強度との相関関係をメチル水  

銀投与群と対照群との間で比較し，メチル水銀の骨格筋  
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2．2．6 大気圏環境部  

研究課題1）光イオン化質量分析法によるクラスター  

分子及びフリーラジカルの研究  

〔担当者〕鷺田仲明  

〔期■ 間〕昭和60年度～平成8年度（1985～1996年度）  

〔内 容〕大気中でのラジカル反応やエアロゾル生成と  

関連ある課題として，有機・無機化合物のクラスター生  

成とそのイオン反応ヤフリーラジカルの反応の研究が光  

イオン化質量分析計を用いて行われた。本年度はSH，  

NH2，CH3などのフリーラジカルと酸素原子，窒素原子  

などのいわゆるラジカルー原子反応の反応速度および反  

応機構の研究が行われた。  

〔発 表〕F－35，卜46－49  

により再壊し，シミュレーション結果をアメダスデータ  

および航空機を用いた立体観測データと定量的tこ比較検  

討した。また，地域気象モデル（RAMS）を利用し  

て，東京の環状八号付近に出現する積雲についてのシ  

ミュレーションを行った。  

〔発 表）F－12－14，16，f－9－12  

研究課題 4）植生，水文過程を含んだ陸面一大気相互  

作用に関する1次元モデルを用いた研東  

〔担当者〕光本茂記  

【期 間〕平成4”8年度（1992－1996年度）  

〔内 容〕平成5年度までに開発していた，大気一陸地  

表面相互作用を表現する鉛直1次元モデルを，東大気候  

システム研究センターと共同で開発中の大気大循環モデ  

ル（CCSR／NIES AGCM Ver．5．4）に組み込んで，流  

出過程（地表流出／地中流出）の違いが，全球的大気大  

循環に及ぼす影響を調べた。さらに．GCIP（dEWEX  

大陸スケール国際計画）のデータ（1992）のうち，地中  

水分量のデータを用いて，鉛直1次元モデルの検証を  

行った。  

研究課題 2）大気微量成分の分光学的方法によるモニ  

タリング  

〔担当者〕井上 元  

〔期 間〕平成7～9年度（1995～1997年度）  

〔内 容〕半導体レーザーの長距離吸収法による二酸化  

炭素とメタンの濃度分布測定についてのシミュレーショ  

ン計算を行い，実用可能性の検討を行った。大気中の長  

光路吸収測定を目的とした飛行船の開発の予備試験を  

行った。  

研究課題 5）成層及び回転流体に関する数値的研究  

〔担当者〕花崎秀史  

〔期 間〕平成2－8年度（1990－1996年度）  

〔内 容〕大気あるいは海洋は成層および回転流体の代  

表例であるが，そのような流れに対し，二次元あるいは  

三次元座標を用いた時間発展の数個解析を行った。特  

に，成層および回転流体中に生じる内部重力波，ロス  

ピー波，および慣性彼の非線形性（長時間発展において  

顕著となる）についての解析を行い，これらの流体系に  

おける波動の発生および伝栖のメカニズムを解析した。■   

本年度は，特に風速のシアーがある場合の内部重力波  

の鉛直伝播について解析した。  

〔発 表〕F23”28  

研究課題 3）複姐地形上での大気境界層の発達過程と  

乱流拡散に関する研究  

〔担当者〕鵜野伊津志  

〔期 間〕平成5～8年度（1993～1996年度）  

〔内 容〕大気境界層の発達過程は境界層内での熱・水  

蒸気の輸送，汚染物賀の拡散の問題地密接に関連して重  

要である。平坦地上の比較的単純な条件での大気境界層  

の発達適確については多くの知見が蓄積されているが，  

複雑地形上（植生の分布，都市域，海陸の分布，山岳  

地）での大気境界層の構造は十分に把握されていない。  

特に，熱的内部境界層の発達過程および夜間の安定層の  

構造が物質輸送と乱流拡散に重要である。本研究では，  

野外観測結果をもとに大気境界層の発達過程とそのなか  

での乱流拡散構造の変化を検討する。また，その結果を  

もとに，精密な乱流拡散モデルによる数値シミュレー  

ション化の検討を行う。   

本年度は，首都圏城および九州地域での局地循環とそ  

れに伴う大気境界層の発達過程を数値シミュレーション  

研究課題 6）熱帯積雲対流活動の地球規模効果につい  

ての基礎的研究  

〔担当者）高薮 緑  

〔期 間〕昭和63年度”平成11年度（1988－1999年度）  

〔内 容〕ISCCP個際衛星婁気候プロジェクト）によ  

る婁・放射データ及び高精度－、次元放射モデルを用いて  

雲型別の雲の放射効果を求める手法を開発した。特に，  
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フィードバック効果の評価が定まっていない熱帯域にお  

ける組織的な対流婁活動変動と雲型別放射効果との関係  

を研究した。  

〔発 表〕F22，f30－32  

ことがわかった。別にエレベーターに載せたビデオカメ  

ラによる目視観測結果を考え合わせると，上に記した雲  

底高度のみかけ上の変動は．必ずしも雲生成高度の変動  

を意味するのではなく，雲粒濃度の空間分布が不均一  

で，1mあるいはそれ以下のスケールの塊状になってい  

ることによると考えるのが妥当であるとの結論に達し  

た。このような不均一構造は以前赤城山の滑昇霜におい  

て観測したものと類似していた。  

〔発 表〕F－29，30，Lユ0，卜38，40  

研究課題 7）湿潤大気の大規模循環の力学様構に関す  

る研究  

〔担当者〕沼口 敦  

〔期■間〕・平成4－8年度（1992－1996年度）  

〔内 容〕低緯度湿潤大気と地表面の相互作用の基礎的  

プロセスを調べるため，二次元化した大気大循環モデル  

を用いた数値実験を行った。地表面のモデル，雲と放射  

の相互作用，積雲パラメタリセーションなどを変えた実  

験を多数行い，降水や土壌水分の分布に対する敏感度を  

調べた。その結果をエネルギー・水収支的な側面から解  

析し，各種フィードバックの重要性を明らかにした。  

〔発 表〕f33  

研究課題10）反応性大気微量成分の動態に係わる生  

成・変換過程の研究  

〔担当者〕酒巻史郎  

〔期 間〕平成5～9年度（1993－1997年度）  

〔内 容〕前年度に引き続き，バックグランド地域での  

窒素酸化物及びオゾンの連続測定を行った。これら，測  

定濃度の変動と測定地点への移流大気との関係について  

解析した。また，発生源地域からバックグランド地域へ  

と汚染物質が移動するにつれ，反応性汚染物質は様々の  

過程により，変換・変質していく。特に発生源ではNO  

とNO2が大部分である窒素酸化物は移動時閤の経過と  

ともに酸化が進み，より高次酸化物へと変質していく。  

そのため，バックグランド地域での窒素酸化物の測定で  

は，単にNOとNO2との和としてのNOxだけではな  

く，より高次の窒素酸化化合物まで含めた全窒素酸化物  

（NOy）濃度を測完する必要がある。そのため，本年度  

はNO｝′の測定方法についても検討を行った。  

研究課題 8）低気圧性渦におけるラグランジュ的流体  

運動の数値的研究  

〔担当者〕菅輯誠治  

〔期 間〕平成8－11年度（1996－1999年度）  

〔内 容〕大気大循環モデルにより得られた大気循環中  

で中緯度域での高低気圧周辺での多数空気塊のラグラン  

ジュ的運動を調べ，それらの南北連動に着日した。多く  

の空気塊運動は南北方向に単振動的であり，実質的物質  

南北輸送につながらない。実質的南北輸送が活発に起き  

るのは限られた経度帯であることがわかった。この経度  

帯は大陸性高低気圧気団の縁辺に位置している。これは  

低気圧の盛衰とも対応していると考えられる。  

〔発 表〕f2l  

研究課題11）大気化学に係わる気相化学反応の速度論  

的研究  

〔担当者】今村隆史  

〔期 間〕平成4－8年度（1992～1996年度）  

〔内 容〕大気化学に係わる反応研究としてこれまでの  

気相中でのフリーラジ カル反応に加え，気相と液相との  

相互作用による気相中ラジカルの消失過程についての研  

究を行った。本年度はNO。ラジカルの水溶液への反応  

性取り込みについてレーザー吸収法と濡れ壁反応管を用  

いた測定を行い，NO3ラジカルの不均一反応確率を決定  

した。  

〔発 表〕F4～6  

研究課題 9）微粒子の生成とその物理的および化学的  

挙動の研究  

〔担当者〕福山 力  

〔期 間〕平成4－8年度（199Z～1996年度）  

〔内 容〕前年度に引き続き全長425mの立坑を用い  

て人工雲を発生させる実験を行った。新しい試みとして  

坑底にレーザーレーダーを設置して雲底高度の時間変化  

を1分程度の時間分解能で追跡した。その結果，雲底は  

平均して約100mの高度にあったが，低いときは  

40m，高いときには160mと大きな幅で変動している  
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研究課題12）FTIRを用いたラジカルの反応機構に関  

する研究  

〔担当者〕猪俣 敏  

〔期 間〕平成6”9年度（1994－1997年度）  

〔内 容〕大気中での化学反応の反応機構を光化学チャ  

ンバーを用いて解明することを自的とした。大気微量成  

分の検出にはFTIRを用いた。成層圏において放出され  

るハロゲン原子はオゾン破壊を加速することはよく知ら  

れているが，今回対流圏で放出されるハロゲン原子に注  

目した。実際，臭素原子，ヨウ素原子はそれぞれ海洋に  

起源をもつプロモホルム，ヨウ化メチルの光解離によっ  

て地上付近でも放出されている。そこで光化学チャン  

バーを用いて実際に大気に近いと考えられるHC－NOx－  

Airhv系に，ヨウ化メチルを加えることでオゾンに対  

する影響を見た。確かにオゾンの減少が見られ，IOx化  

学が働いていることがわかった。  

〔発 表〕r－41  

研究課題15）静止軌道衛星を利用したレーザー長光路  

大気微量分子監視システムのための狭帯域  

赤外波長可変レーザーの基礎的研究  

〔担当者〕杉本伸夫  

〔期 間〕平成8～10年度（1996～1998年度）  

〔内 容〕対流圏の種々の大気微量分子のモニタリング  

を目的とする，静止衛星利用レーザー長光路吸収システ  

ムを実硯するために必要な狭帯域赤外波長可変レーザー  

手法にいて検討を行った0本年度は，光パラメトリッ  

ク発振器における波長制御技術を中心に考察した。  

研究課題16）ミ一散乱レーザーレーダーネットワーク  

による大気環境モニタリングに関する研究  

〔担当者〕松井一郎  

〔期 間〕平成7～9年度（1995－1997年度）  

【内 容〕ミ一散乱レーザーレーダーによる観測ネット  

ワークはエアロゾルの長距離輸送や都市大気汚染現象の  

把握など種々のスケールの大気環境問題において有力な  

観測手段となる。本研究では，ミ一散乱レーザーレー  

ダーの自動遁転技術およびデータの収集をネットワーク  

経由で行う技術について実験的な研究を行った。これに  

よって，レーザーレーダーによる敵別を最小限の保守作  

業で長期間安定して運転することが可能となった。一  

方，日本各地のレーザーレーダー研究者で構成される黄  

砂のネットワーク観測に参加し，インターネットを利用  

した観測網について検討を開始した。  

〔発 表〕F32，33，卜27，28，44，45  

研究課題13）レーザー分光法による光分解過程および  

反応素過程の研究  

〔担当者〕奥薯幸夫  

〔期 間〕平成7～8年度（1995～1996年度）  

〔内 容〕大気中や燃焼中での化学反応をレーザー光分  

解法と光イオン化質量分析法を組み合わせて反応速度や  

反応の分岐比を測定した。本年度はHSやNH2ラジカ  

ルと酸素敬子の反応についての測定を行い，ラジカルー  

原子反応の反応速度・機構に関する考察を行った。  

〔発 表〕卜4  

研究課題14）質量分析法による大気化学に関わるラジ  

カル反応の研究  

〔担当者〕古林 仁  

〔期 間〕平成6－9年度（ユ99小～1997年度）  

〔内 容〕大気中のラジカル反応軋 大気中微量気体の  

生成・消失にとって重要な役割をなしている。これらの  

ラジカル反応に関与するラジカル種の直接・高感度検出  

を行い，これらのラジカル種の同定や，反応の反応機  

構・反応速度定数の決定を行う。   

本年度は，前年度に引き続き，レーザー誘起蛍光法を  

用いてフッ素置換エチレンと酸素原子の反応生成物の発  

光を測定し，発光している化学種がピノキシ型のラジカ  

ルであることを明らかにした。また，このラジカルの分  

光学的性質についても検討を行った。  

研究課題17）大気微量分子の遠隔計測のための富分解  

分光計測手法の研究  

〔担当者〕古間信彦  

〔期 間〕平成8年度（1996年度）  

〔内 容〕将来の衛星センサー等の可能性を評価するこ  

とを目的として，大気環境問題に関係する大気微量分子  

を遠F南計測するための高分解分光手法について，近紫外  

からミリ波にいたる領域において調査した。この結果，  

成層圏大気の観測にはパッシブな分光計測手法が有効で  

あるが，対流圏の観測ではライダーや長光路吸収測定な  

どの能動的な手法が有効であると考えられることがわ  

かった。  
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研究課題18）大気中の微量化学成分の長期観測に関す  

る研究  

〔担当者〕内山政弘  

〔期 間〕平成2～8年度（1990叫1996年度）  

〔内 容〕大気環境を理解する上で大気中の微量成分の  

長期変動を観測することが重要である。本研究は長期観  

測の際の最大の問題である測定にかかわる人的負担の軽  

減を検討した。具体的には測定装置の自動化およびリ  

モートメンテナンスの構築を行った。離島のステ】ショ  

ンに半年に一度の保守を行えば維持できるメタン測定系  

（GC－FID）を製作し実際に長期間の測定を行い，その  

性能を確認した。また公衆電話回線を用いたリモートメ  

ンテナンスおよびリアルタイムでのデータの取得が可能  

なことを確認した。  

研究課題 21）ガスクロマトグラフ法による大気中の酸  

素／窒素比の精密測定に関する研究（奨励  

研究）  

〔担当者〕遠嶋庚徳  

〔期 間〕平成8年度（1996年度）  

〔内 容〕大気中の酸素濃度の変動は二酸化炭素の収支  

問題を解明する上で貴重な情報を与えてくれることが期  

待されている。本研究では熱伝導度検出器（TCD）と  

ガスクロマトグラフとの組み合わせで酸素／窒素比の測  

定法の開発を試み，バックグランド大気の酸素濃度の変  

動（年間約3ppmの減少）を検出できる分析精度を目  

指した。分析条件の安定化や繰り返し分析によって精度  

の改善を試み，シリンダー内の標準空気の酸素／窒素比  

を繰り返し分析で標準偏差が0．001％，酸素濃度に換算  

すると約2ppmの精度に到達することができた。さら  

に，本研究で開発した測定方法を用いて波照間鳥の大気  

試料や相模湾上空の航空機サンプリングで得られた試料  

の酸素／窒素比の測定を開始した。  

研究課領19）大気中の微量気体成分の測定装置の開発  

〔担当者〕遠嶋麻徳  

〔期 間〕平成7－9年度（1995－1997年度）  

〔内 容〕本研究では，水素炎イオン化検出器と非メタ  

ン炭化水素を酸化除去する触媒を組み合わせたメタンの  

連続測定装置を開発した。本年度は，この測定装置を用  

いて行われてきたシベリア上空での航空機観測の結果に  

ついて解析を行った。その結果，西シベリアの油田地帯  

上空において高濃度のメタンを検出し，天然ガスがリー  

クする様子をとらえることができた。また，西シベリア  

の湿原上空でも高濃度のメタンを観測し，午前中に観測  

されたメタン濃度の鉛直分布からメタン放出率を推定し  

た。  

〔発 表〕F3l  

研究課題 22）大気一海洋間フラツクス決定法の精密化  

に関する研究（奨励研究）  

〔担当者〕花崎秀史  

〔期 間〕平成8年度（】996年度）  

〔内 容〕従来，海面での二酸化炭素など気体フラック  

スの測定が，主としてバルク法を用いて行われている。  

本研究では，乱流理論の一つであるRDT理論を用い，  

種々の濃度勾配，速度勾配に対するフラツタスの時間発  

展を計算し，実効的なフラックス値を求めた。そして，  

その結果をもとに，観測で測定する海上風連及び，大気  

側と海洋例の気体濃度差から鉛直フラックスを求める公  

式づくりを試みた。その結果，風速が5”10mで鉛直フ  

ラックスが一定値に漸近する振舞いなど，風洞水そう実  

験と定性的に一致する結果が得られた。  

研究課題 刀）大気中の温室効果気体に関する基礎的研究  

〔担当者〕高橋善事  

〔期 間〕平成8－10年度（1996－1998年度）  

〔内 容〕大気中に存在する温室効果気体の挙動を詳細  

に知るためには，その発生源あるいは吸収源が何処にど  

のくらいの大きさで存在しているのかという点を充分に  

把握する必要がある。本研究では，二酸化炭素とメタン  

の高精度な分析方法を確立し，その同位体分析を行うた  

めの手法を確立することを目自勺とし－た。   

前年度作成したガスタロマトグラフイ一による温室効  

果気体の測定装置を改良し，大気中の二酸化炭素の同位  

体分析を行うために必要な試料濃縮装置を作成した。  

研究課題 23）中空糸繊維を用いたスクラバーの開発  

（奨励研究）  

〔担当者〕内山政弘  

〔期 間〕平成8年度（ユ996年度）  

〔内 容〕従来大気中の可溶性の微量成分の採取にはガ  

ラス・フィルターを通してバブリングを行う溶渡吸収法  

が使われてきた。しかしこの方法ではキャビテーション  

の問題を避けることができなかった。本研究は近年急速   
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に発達した透過膜素材を利用することにより軽量・コン  

パクトなソフトタッチ・スクラバーを開発を試みたもの  

である。スクラバーの原形として人工肺に用いられてい  

る素材を用い，環境大気のターゲット成分として二酸化  

イオりを想定してスクラバーを構成した。製作したスク  

ラバーの性能は既存のソフトタッチなスクラバーに比べ  

て大きさで数分の1であり，通気可能なサンプル流量は  

数倍であった。他の大気中微量成分への適応可能性など  

検討の必要はあるが，実用に耐えうるものと考えられる。  
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2，2．7 水土壌圏項境部  

研究課題1）湖沼における藻類増殖促進および抑制物  

質の解明に関する研究  

〔担当者〕冨岡典子・矢木修身－1  

（■1地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成7”11年度（1995－1999年度）  

〔内 容〕霞ケ浦の湖心及び高浜入りの湖水を用いて，  

藻類培養試験を行い，種の遷移に及ぼすキレート物質の  

影響について検討を加えた。すなわち，霞ケ浦から分離  

したA那加脚旧館血JdeぶKS－l，〟紀rO（ツざfi5αgれigオー∽ざα  

K－5，仇高地止血ユ 拉閃止 KS1，川柳減損研lは刷  

KS－1を用い，1995年12月に採取し，無菌的にろ過し  

た湖心表層水に，2種類づつの藻類を接種し，EDTA  

濃度を変化させ，2週間培養し両者の増殖量を比較した。   

いずれの2者共存培養においてもEDTAの添加は，  

0ざC川αJoγねに射し増殖促進効果を示さなかった。ま  

た，A糀抽Ⅳ別に対しては，EDTAが0，5mg／～で著し  

い増殖促進効果を示した。〟血鱒仲山に対しては，  

EDTAO．1mg／ヱ以上の添加で増殖促進効果が認めら  

れ，EDTAの添加量が増すにつれ増殖量が増加した。  

A転椚涙Aぬ潤はEDTAO．1mgノまの添加で増殖が促進さ  

れほぼ最大の増殖量を示した。EDTAへの要求性は，  

仇血如血卜鞠珊血血均腑加岬血，』71αムαβ7‡αの順  

に高いものと考えられた。  

研究課題 3）河川流域からの流出解析に関する研究  

〔担当者〕村上正吾・天野邦彦  

〔期 間〕平成7～8年度（1995～1996年度）  

〔内 容〕河川流域の水環境管理・保全に当たっては，  

流域内の水と物質の循環系の解明が基本であり，その基  

本外力である降雨流出過程を精度良く記述するために，  

分布型の流出モデルの開発・整備を行った。モデルとし  

てはアメ1）カ合衆匡1環境局が開発したHSPF（HydL  

rologicalSimulation Program－Fortran）中の流出モ  

ジュール（修正Stanford h／Iodel）を用いた。対象流域は，  

茨城県中央部を東西に走る澗沼川流域（本川長65km，  

流域面積459km2）とした。流域の地形特性は50mメッ  

シュの数値地園に地理情報システムGrS（ARC／lNFO）  

を適用，擬河道網を構築，こ和こ隣接する地表面とあわ  

せて，勾配，区間長，面積等の幾何情報を付与した。構  

築された擬村道網は実際の河道網と流出計算を行う上で  

は十分な精度の類似性があるものと判断された。表面  

流，中開軋 地下水流の挙動を規定する土地利札 土壌  

分布もGIS（ARC／TNFO）を用いて，構築された流域モ  

デル上に付与された。1987年の降雨データを入力条件と  

して，河口より28km地点における流量観測値によって  

モデルのパラメータを調整し，1989－1991年の流量を再  

現した結果より，モデルの十分な適用性が認められた。  

研究課題 4）リモートセンシング，地上実測及び地理  

情報による蒸発等の水文・環境解析に関す  

る研究  

〔担当者〕宇都宮陽二朗・藤沼廃案＊1  

（■1地球環境研究センター）  

．〔期 間〕平成8～10年度（1996～1998年度）  

〔内 容〕衛星情報と地上実測・地理情報をリンクし，  

時間変化の著しい蒸発散等の水収支及び土壌環境の広域  

解析手法（TIMS）の中間研究成果をまとめ，TSPRSで  

公表した。また，実験圃場における微気象観測を継続す  

るとともに，地球観・地理空間概念の史的変遷の解明の  

ため球憐上に残存する地理情報の調査を行った。  

〔発 表〕G－1l，g12”15  

研究課題 2）水環境中における環境有害物質の挙動に  

関する基礎的研究  

〔担当者〕内山裕美・矢木修身＊1・岩崎一弘♯▲  

（＊1地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成7”11年度（1995”1999年度）  

〔内 容〕土壌中に含まれるトリクロロエチレン含有量  

の測定法について検討を加えた。土壌5gにエタノール  

10gを加え20分間振とう後48時間静置し，その後ヘキ  

サン，水で抽出し，遠心分維後ヘキサン層を分離し，セ  

プパックシリカで妨害物質を除去することにより，変動  

係数10％，検出限界Zppbの精度で測定が可能となっ  

た。また．各種の有機塩素化合物分解能を調査した結  

果，クリーニング工場土壌，埋立処分場処理汚軋 F水  

処理場汚泥等のすべてにテトラクロロエチレンを嫌気的  

に分解する活性が認められた。汚染土填の削ヒ機能の評  

価も行った。  

〔発 表〕G9，b－ユ89  

研究課題 5）衛星及び地理情掛こよる中国東北部を中  

心とした東アジア地域の環境解析  

〔担当者〕宇都宮陽二郎・藤沼康実＊1  

（★1地球環境研究センター）   

ー36  



〔期 間〕平成8～10年度（1996～1998年度）  

〔内 容〕NOAA等の衛星情報，地上モニタリング及  

び地理空間情報による中国東北部を中心とした熱及び水  

文解析のため，中国側研究者と情報交換を行うととも  

に，NOAA衛星画像による雲除去手法の検討結果をま  

とめた。  

〔発 表〕G－10  

て残された。  

〔発 表〕g－33  

研究課題 8）耕地や芝地からの農薬の流出過程に関す  

る研究  

〔担当者〕井上隆信  

【期 間〕平成2－8．年度（1990－1996年度）  

〔内 容〕霞ケ浦における水田散布農薬の濃度変化につ  

いて検討を行った。高浜入り湾奥における屑高濃度の検  

出月は除草剤のオキサジアゾンが5月と早く，次いでメ  

フェナセット，シメトリンが6月，殺菌剤のIBP，イソ  

プロチオランが7月であった。また．河川から高浜入  

り，湖心と最高濃度の検出月は1カ月程度ずれている。  

農薬によるピーク月のずれほそれぞれの農薬の散布時期  

を反映しており，水軌こおける農薬の散布時期から考え  

ると湖心に到達するまでには約2カ月かかっている。除  

草剤のメ7ェナセット，シメトリン，オキサジアゾンは  

湾奥から湖心に行くにしたがい濃度が減少しているのに  

対して，殺菌剤のイソプロチオラン，lBPはあまり減少  

せず，また，イソプロチオランは1年を通して検出され  

た。これは，分解性が低いためと考えられ，清裾引二おけ  

る農薬の残留に関しては河川とは異なり流域の使用量の  

大小よりも分解性が大きく影響している。  

〔発 表〕G－3，5．6，g－3－5，7，8  

研究課題 6）自然水系中における溶存フミン物質に関  

する研究  

〔担当者〕今井章雄  

（期 間〕平成5－8年度（】993－1996年度）  

〔内 容〕3種類の樹脂吸着と100日間生分解試験を用  

いて，霞ケ浦等の湖水中の溶存有機物を疎水性一親水  

性，酸性塩基性，易分解性難分解性の違いに基づい  

て分画した（疎水性酸＝溶存7ミン物質）。結果とし  

て，7ミン物質は，既報のように，かか〕難分解性であ  

ることが確認された。興味深い実験結果の一つは，生分  

解性あるいは生物利用性が高いと言われていた親水性酸  

が有意に難分解性であることであった。100日過ぎても  

大部分が残存Lていた。  

研究課題 7）水環境修復のための生態工学の活用に関  

する基礎的研究  

〔担当者〕西村 修  

〔期 間〕平成8～9年度（1996～1997年度）・  

〔内 容〕富栄養化湖沼の藻類の優占化に影響を及ぼす  

因子の1つと考えられる，藻類代謝物質に着目し，藍藻  

類間の相互作用に関する実験的解明を行った。霞ヶ浦で  

は優占種が腑∽堺血から05C仙加iαに遷移する傾  

向があることから，実験にはそれらの種に加えてPカ〃ト  

7JエiゐJmを用い，固体および液体培地で二者培養を行  

い，増殖特性を検討した。実験は温度25度の条件‾卜で  

液体培地はM11培地，固体培地は低温アガロースで固  

体化したM－1l培地を用いた○この結果0．αgαrd妬  

はP・ね和服の増殖を阻害すること，〃．αgγ〟gf7∽5αは  

0．α即γdわiiの増殖ゾーンから離れて増殖すること，  

0・αgαγd揖五は肘．wg5ellわg曙五官の増殖を阻害する傾向が  

あること等が示された。しかし，増殖因子としての温  

度，光，栄養塩等の影響をのぞき藻類代謝物質の増殖阻  

害効果を評価するためにはさらに実験的手法および数理  

モデル解析手法を開発する必要があり，今後の課題とし  

研究課題 9）土壌中における無機汚染物質の挙動に関  

する研究  

〔担当者〕高松武次郎・金尾昌美  

〔期 間〕平成8－12年度（1996－2000年度）  

〔内 容〕耗が国の典型的な火山性強酸性河川である酢  

川（山形県）において，水中溶存物と河床沈殿物の元素  

組成を，河川流路に沿って調査し，強酸性（pH＝1．5）  

の源水が次第に中和（pH＝3．5まで）される過程での主  

要・微量・痕跡元素の挙動を研究した。元素は挙動の遠  

いにより，以下の5群に分類された。単純に希釈される  

元素：Cl，SO．，B，K，P，V；上流域で河床造岩鉱物  

や重炭酸イオンとの反応で消費される元素ニH；源水を  

希釈する中性河川水にも豊富に含まれるため，Clなど  

に比べて流下に伴う減少率が小さい元素：La，Be，Ba  

∴ヒ流域で河床造岩鉱物から溶出し，希釈による濃度減  

少が補償される元素：Ca．Mg，Fe，Mn，Na．Sc，  

Si，Y，Zn，Al，Cr；源流から少し離れた地点までは  
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一旦増加し，その後急激に減少する元素二Co，Cu，  

Ni，Tiなどである。また，河床沈殿物の元素組成は地  

点に関係なくほほ一定していて，上流の特定地域で生成  

されたものが流れによって下流に運ばれていると推定さ  

れた。  

以上の結果から，重金属蓄積土壌の酸性化によって，  

土壌の重金属の植物への可給性が増大すると考えられ  
た。  

【発 表〕G－26，27  

研究課題12）降水・大気中の天然放射性核種の挙動に  

関する研究  

〔担当者〕土井妙子  

〔期 間〕平成8－10年（1996－1998年度）  

〔内 容〕オーストラリア西海岸のフリーマントルから  

神戸へ向かって西太平洋を航海する兵庫県が実施した大  

学洋上セミナーの船上で，1993年と1994年の2回各2  

週間にわたって，毎日採取されたエアロゾル試料につい  

て，航路に沿って210Pbと7Beの大気中濃度分布を観  

測した。観測結果は，各年により多少航路の違いはある  

ものの，大気中の210Pb濃度の分布は両年に共通した  

パターンを示し，赤道付近で濃度が最大となり，一度小  

さくなった後，日本に近づくにつれて再び濃度の上昇が  

みられた。21りPb濃度の増大は大陸からの気団の影響  

と思われる。  

・一・・・方，7Beの濃度分布は南緯20皮付近と北緯30皮  

付近に濃度増大がみられ，この付近に成層圏から対流圏  

への物質移動が起こっていると考えられた。  

〔発、表〕g－ZO  

研究課題10）土壌中における微生物の挙動に関する研究  

〔担当者〕向井 哲  

〔期．間〕平成8－」2年度（1996”2000年度）  

〔内 容〕オートクレープ処理を1回行って土着生物を  

死滅させた6種類の土壌の細毛管孔隙（平均直径：0．ユ9  

”3／ノm），粗毛管礼隙（同：3～48／川1）に入るよう  

な方法で添加したBHC分解菌（細胞のサイズ：0．7×  

1．3〃m）の増殖・生残性およびそれに及ぼす施肥来歴の  

影響を25週間にわたって調べた。その結果，（1）添  

加菌の生残の様相が，砂壌土と殖壌土とで少なからず異  

なっていること，（2）砂壌土では，添加菌の生残数  

（25週目の結果）が純毛管礼隙よりも粗毛管孔隙に添  

加した場合の方が多い傾向があること，およびその生残  

数を各種の施肥区間で比較すると，いずれの孔隙に菌を  

添加した場合にも，その生残数は堆肥多量区＞窒素・リ  

ン酸・カリ肥料区＞リン酸・カリ肥料区の順に減少する  

ことなどが明らかにされた。  

〔発 表〕し9  

研究課題1り 土壌の酸性化が土壌生態系に及ぼす影響  

〔担当者〕服部浩之  

〔期 間〕平成8－】0年度（1996～1998年度）  

〔内 容〕土壌の酸性化が土壌中の重金属の挙動に及ぼ  

す影響を調べた。汚泥を連用し，重金属が蓄積した火山  

灰土壌に，硫酸アンモニウム（硫安）を連用し，その後  

の土壌pH，土壌の重金属含量，コケの重金属含量を硫  

安無添加の対照土壌と比較して調べ，次の結果を待た。  

（1）対照土壌のpH約7．8に対して，硫安連用土壌の  

pHは約5，1に低下した。（2）対照土壌，硫安連用土  

壌の重金属含量は，亜鉛（Zn）が約500mg／kg乾土，  

鋼（Cu）か細j80mg／kg乾土で，両土壌でほぼ同じ値  

であった。（3）コケのZn含量は対照土の約100mg／kg  

乾重に対して，硫安連用土壌では約650mg／kg乾重と  

6倍以上高かった。また，Cu含量も対照土の56mg／kg  

乾重に対して，硫安連用土ではユ16mg／kg乾重と約2  

倍の含量であった。  

研究課題13）地盤沈下観測システムの開発と観測に関  

する研究  

〔担当者〕陶野郁雄  

〔期 間〕平成3－8年度（199ト1996年度）  

〔内 容〕近年，飛躍的に技術革新がなされているが，  

地盤沈下観測装置はこの20年間ほとんど進歩しておら  

ず，いまだに1地点の1帯水層につき1つの大がかりな  

観測井が必要になっている。そこで．安価で手軽でしか  

もポーリング孔内でも掛則可能な装置を考案し，佐賀県  

有明町に設置した。この掛別業置をさらに手軽に持ち運  

びできるように一層簡便化させた。その観測装置を新潟  

県上越市に設置した。経常的な観測を続け，データ甲蓄  

積をはかり，その観測データを分析し，装置の測定精  

度，長期安定性等の検証を行った成果を国立環境研究所  

研究報告としてまとめた。   

簡便な地盤沈下観測装置を本年度は新潟県六日町に設  

置した。1996年12月から新潟県と共同で経常的な観測   
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を続け，データの蓄積をはかっている。  

（発 表〕K－13”15，g－22  

する細菌の細胞牒濁液を入れ，それを放射性セシウムの  

入った水溶硬につけると，水溶液中の放射性セシウム濃  

度は時間の経過とともに減少し，32時間後には初期濃  

度の25％にまで減少した。この時点で細胞中の放射性  

セシウム濃度は初期の水溶液中の濃度の7500倍に濃縮  

されたことになる。さらに蒸留水に種々の濃度のセシウ  

ムー137を添加して試料水を作成し，細胞願濁液に濃縮  

されたセシウムー137濃度を測定したところ，試料水の  

セシウムー137濃度の増加に伴って細胞に濃縮されるセ  

シウムー137濃度も増加し，試料水のセシウムー137濃度  

と細胞群系濁液のセシウムー137濃度との間には高い相関  

関係が認められた。このことから細胞懸濁液中のセシウ  

ム137濃度を測定することによって試料水中のセシウ  

ムー137濃度を推定できるものと考えられた。  

〔発 表〕g32  

研究課題14）陸域由来懸濁態リンの生態系内での循環  

（奨励研究）  

〔担当者〕井上隆信  

〔期 間〕平成8年度（1996年度）  

〔内 容〕湖沼・河川水中から懸濁物質を濃縮・分離す  

る手法の確立を行った。懸濁物質の濃縮には連続遠心分  

離を用いることにし，従来から用いられているろ過操作  

と比較することで捕集効率について検討を行った。連続  

遠心時の試水通水流量が一定の場合は回転数が大きいほ  

ど懸濁物質の捕集率は増加し，26，500gの条件では95％  

が捕集された。また，懸濁物質の粒径が大きいほど捕集  

効率は増加し，上記の条件下では10／ノm以上の懸濁物  

質は100％捕集された。これらのことから，連続遠心分  

離によってろ練による分別とほぼ同様の懸濁物質を濃縮  

することが可能であることが分かった。連続遠心分離に  

よって濃縮した懸濁物質を，無機物質と有機物質との2  

成分に分離するため，水平ローターを用いた密度勾配遠  

心法で分離する手法について検討を行った。密度勾配媒  

体として，CsClの65％溶液を用い，沈殿する物質と浮  

遊する物質l．ニ分けることができた。  

〔発 表〕g6  

研究課題16）・地盤沈下地域の地盤調査（特別経常研究）  

〔担当者）陶野郁雄  

〔期 間〕平成2－12年度（1990－2000年度）  

〔内 容〕著しい地盤沈下地域の地盤構成および地下水  

の実態を把握する目的でポーリング調査を隔年で実施し  

ている。本年度は新潟県六日町にある六日町中学校敷地  

内においてポーリング調査を実施した。なおこの調査  

は，顕著な地盤沈下地域における地質層序上土質力学特  

性を妃揺するために行われる委託調査くポーリング調  

査）であり，直接研究を行うものではない。   

ボーリング調査によると，深度3，20mまでが盛土  

層，深度3．20m～42．50mが粘性土層，深度42．50m－  

116，60mが礫層，深度116．60m－ユ31．00mが泥岩層で  

あった。  

〔発 表〕．K5－12，15，G－19，20  

研究課題15）微生物を用いた放射性セシウム簡易測定  

手法の開発に関する研究（奨励研究）  

〔担当者〕冨岡典子  

〔期 間〕平成8年度（1996年度）  

〔内 容〕セシウム蓄積能を持つ細菌を利用した，放射  

性セシウムの除去や測定手法の開発についてモデル系を  

作って検討を行った。透析チューブ内にセシウムを濃縮  

39－   



めにバーチャルリアリティのシステムを開発し，植物細  

胞の合焦点画像の合成と立体表示を行った。また，植物  

個体や群落についても同様な検討を行った。  

〔発 表〕H14，15，17，h14～17  

2．2，8 生物圏環境部  

研究課題1）淡水生物群集における食物網と生物間相  

互作用  

〔担当者〕岩熊敏夫  

〔期 間〕平成5～8年度（1993”1996年度）  

〔内 容〕尾瀬ケ原の中田代で，水深・形態・水草の生  

育状況が異なった3つの油滴，すなわち，ポット型で緑  

の部分が深く切れ込んで水草が存在しないNA5－43，  

緑の部分が複雑に入り組み比較的浅いNA547，及び  

地酒全体が水草で覆われたNA5－49で底生動物の食性  

を調べた。   

3つの池滑より，双麹目3タクサ，トピケラ目3タク  

サ，トンボ目11タクサ，半麹目1タクサ，甲虫日2タ  

クサ，その他2タクサの合計22タクサの底生動物が出  

現した。底生動物群集は季節を通じて3つの池酒ともに  

ユスリカ科幼虫が個体数の大部分を占めた。   

各分類群の食性は地酒間で類似し，肉食者（トンボ  

目，エスT）カ科のTanypodinae），雑食者（トビケラ  

目）及び藻類・デトリタス採食者（ユスリカ科の  

ChironominaeTTanytarsinj spp，）の3つのグループ  

に分類された。食物網は各池膳ともに主要な経路3つの  

経路，（1）デトリタス・藻類からユスリカ幼虫を経て  

底生のトンボ類，イトトンボ類及び雑食性のトビケラに  

至る径路，（2）デトリタス・藻類から直接雑食性のト  

ピケラ斐削二至る経路，（3）藻痕からミジンコ類を経て  

イトトンポ類に至る経路から構成された。さらに，各地  

酒ともにデトリタスが藻類とともに重要な食物源である  

ことが明らかとなった。  

〔発 表〕h－6，7，9．10，29  

研究課題 3）中国の半乾燥地域に生育する植物の生理  

生態機能に関する研究  

〔担当者〕大政謙次・戸部和夫  

〔期 間〕平成7－11年度（1995”1999年度）  

〔内 容〕本年度は，土壌の塩性化の進んでいる中国北  

西部の乾燥地域に生育する植物種4種に射し，異なる  

NaCl濃度をもつ水耕液を用いて植物を栽培し・各植物  

種の塩性環境への適肘性を調べた。その結果，非塩性の  

土壌のみに生育する「沙冬青」は，0．02mom以上の塩  

を含む条件下では全個体が枯死した。また，弱度の塩性  

土壌に生育する「琵琶柴」と強度の塩性土壌と非塩性土  

壌の双方に分布する「校棲」では，それぞれ，0．3mol／J  

および0．5mol／ほでの塩濃度下で生育可能であった。  

一方，強度の塩性土壌のみに生育する「塩棟木」は，0．23  

mol／J前後の塩条件が最も生育に有利であり，1．Omol／′  

の塩濃度下でも十分に生育できた。以上の結果から，こ  

れら4植物種は，塩環境への適応性が大幅に異なってお  

り，こうした塩適応性の柱間の相違が，生育地点の分布  

を支配する重要な要因となっていることが推測された。  

〔発 表〕H－12  

研究課題 4）高山域に分布する植物の環境適応性に関  

する研究  

〔担当者〕名取俊樹  

〔期 間〕平成7－11年度（199与～1999年度）  

〔内 容〕高山城に分布する植物の環境適応性の特徴を  

明らかにするために，前年度に引き続き，低地域から高  

山城までに分布するイタドリについて，生育高度の上昇  

に伴う光合成のCO2依存性，活性酸素に対する光合成  

の抵抗性，光呼吸速度を比較した。その結果，これらの  

特性のなかで低地と高地との間で最も明確な差が認めら  

れた特性は，水ストレスによる傷害や低温による傷害に  

関係していると考えられている活性酸素に対する光合成  

の抵抗性であった。  

研究課題 2）植物の生理生態機能の画像診断法に関す  

る研究  

〔担当者〕大政謙次・戸部和夫  

〔期 間〕平成7－11年度（1995－1999年度）  

〔内 容〕植物形態の3次元計測を目的として，複数の  

焦点面の異なる画像から，3次元カラー画像が再構成で  

き，形状だけでなく，色調や成長などの解析ができるシ  

ステムを開発した。このシステムは，細胞レベルから群  

落レベルの計測まで，幅広く使用できるが，本年度は，  

主に，光学顕微鏡を用いた実生の計測と成長の解析に適  

用した。また，群落の計測を行うための特性試験を行っ  

た。一方，得られた計測結果の画像認識を容易にするた  
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研究課題 5）温帯林野生植物の環境反応性に関する研究  

〔担当者〕清水英幸  

〔期 間〕平成7～ユ1年度（1995－」999年度）  

〔内 容〕地球環境変動等による野生植物への影響が懸  

念される。本研究では，奥日光地域の蘇苔類等の野生植  

物の生理生態的特性と環境要因との関係を明らかにする  

ために，野外調査や実験的解析を行う。本年度は，奥日  

光森林地域の林床植生構成種の一つである♪／αgわ椚′拙椚  

属の連続培養法について検討した。PJβg言β椚乃f〟J刀属数種  

の成育する野外環境を調査・した上で，地下水を利用した  

流水式の連続培養システムを実験圃場の温室内に構築し  

た。年間の地下水の温度は16”22℃，pHは7．0～7，7，  

電気伝導度は150”190／‘S／cmで変化していた。寒冷紗  

等で光強度をほ”200／ノE／m2／secに調整して培養し  

た。藻類等の混入については，カワニナ等小動物を投入  

することにより増殖を抑削できた。地下水の水位，流入  

量，貯水量等とPJ〟gわm乃～〟m属数種の乾重生長について  

実験的解析を行った。  

t発 表〕H－21，22，28  

ナベナ属18種50株について，直鎖型脂肪酸分析を行っ  

た。アナベナ属はすべて18：3（α）をもつことから，  

脂肪酸組成でタイプZの特徴を示すが，16：1（trans），  

16：2及び16：3の有無によってタイプ2Aとタイプ  

2Bに区分することができた。脂肪酸組成の類似性に基  

づく解析により，螺旋形のアナベナの脂肪酸組成による  

グルーピングは形態分腰とほとんど¶致していた。また  

直線形のアナベナもその脂肪酸組成は形態分類とほぼ一  

致していたが，A．斬直血はタイプ2Aと2Bの2グ  

ループにわかれ．A多血血彿血は3グループにわかれ  

た。18S rDNAのシークエンス解析により，無色のベ  

ン毛藻A山肌川柳眈は真核生物の祖先的な系統に位置  

づけられることが示唆された。シアノバクテリア  

此ゆ抜飽碑才∫プれgdfね7憫7ヂgαと凡r㍍初庖についてはヒ  

ゲモ科∴ネンジュモ札 ユレモ科のいづれに属する属な  

のか論争があったがゝ 脂肪酸組成はユレモ科の特徴を示  

した。  

〔発 表〕K－70，85，H－36，37，40，h3ト34，36，39－47  

研究課題 8）緊急に保護を必要とする車軸藻類の分布  

と培養の研究  

〔担当者〕渡逓 信  

〔期 間〕平成6－10年度（1994～1998年度）  

〔内 容〕現在まで，関東甲信越・北陸地方の20湖  

沼，東北地方7湖沼，北海道大沼，琵琶湖，宍道湖，神  

西湖の合計31湖沼における車軸藻類の分布の状況を調  

査を完了した。これらの湖沼には1963年には27種類の  

車軸藻が生息していたが，今回の調査では4種類を確認  

しただけである。20湖沼で車軸藻類が全滅しており，  

残り11湖沼でもわずか2，3種類の車軸藻しか存在せ  

ず，全体として車軸藻類は湖沼では種数，個体数を激減  

させていることがさらに顕著となった。対象となった車  

軸藻27種のうち，絶滅種4種，野生絶滅種1種，絶滅  

危倶Ⅰ類槙22種と，すべての種が絶滅危倶Ⅰ類種以上  

にランクされる。また，野生では絶滅したホジツリモは  

培養株として保存されているが，元の生息地の野尻湖へ  

復帰させるための現場実験を平成7年産より行ってい  

る。本年度は前年度移植したホシツリモの球状体より発  

芽した個体がみられたことから，移植したホシツリモの  

一部が根付いたものと判断される。  

〔発 表〕h－37  

研究課題 6）植物による環境浄化に関する研究  

〔担当者〕大政謙次・戸部和夫  

〔期 間〕平成8－12年度（1996－2000年度）  

〔内 容〕植物は．自動車の排気ガスや建築資材などか  

らのアルデヒド類や窒素酸化物，光化学オキシダント，  

芳香族化合物などの汚染ガスを吸収する能力をもってい  

る。本年度は，前年度にひき続き，ホルムアルデヒドの  

樹木への吸収について検討するとともに，オゾンの光合  

成被害と樹木への吸収について，街路樹などに使用され  

ている十数種類の樹木等について検討した。その結果，  

ったの類がオゾンヘの抵抗性があり，吸収能力が大きい  

ことがわかった。また，土壌へのオゾンの吸収・吸着現  

象を調べたところ，土壌水分が少ないほど，吸収・吸着  

速度が大きかった。このことは，緑地のオゾンの浄化能  

力をモデル化する際，土壌への吸収・吸着を考慮する必  

要かあることを示唆している。  

〔発 表〕H16，18，h－18  

研究課題 7）微生物の多様性に関する研究  

〔担当者〕渡通 信・広木幹也  

〔期 間〕平成6－10年度（1994～1998年度）  

〔内 容〕盲栄養湖沼で水の華を取成する浮遊性藍藻ア  
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研究課題 9）官栄養湖沼における藻類毒の挙動に関す  

る研究  

〔担当者〕渡過 信，広木幹也・横谷邦光■▲・  

佐野友春★一・稲森悠平＊2  

（＊】化学環境部，  

＊Z地域環境研究グルrプ）  

〔期 間〕平成7～il年度（1995～】999年度）  

〔内 容）有事アオコであるミクロシステイス（〃ic一  

和り倒木）は混令栄養型黄金色藻類によって捕食される  

ことを明らかにしてきたが，平成8年度の調査の結果，  

食用ガエル紬攣gり′Jjoのオタマジャクシによっても捕  

食されることが判明した。オタマジャクシは有毒アオコ  

が発生する池で生育し，2－3週間かけてカエルとなる  

が。この間オタマジャクシの増殖とともに有毒アオコの  

濃度が減退していくことがわかった。実験において．有  

毒アオコを6”9×106細胞／m上の濃度でオクマジャク  

シに投与したところ，20mg／body／da）′の速度で体重を  

増加させた。クロレラ（C／lわγβ〃α）を投与した場合はオ  

タマジャクシの体重の増加はみられなかった。様々な濃  

度の有毒アオコ及びその水抽出液く毒素ミクシスナンが  

2．768〃g／mg／dw含有）を1週間オタマジャクシに与え  

た場合に，オタマジャクシは順調に成長した。  

〔発 表〕H－38，41，h30，38，a－150  

研究課題1り河川及びその集水域の周辺環境と底生動  

物に関する研究  

〔担当者〕佐竹 潔・多田 満  

〔期 間〕平成7～9年度（1995－1997年度）  

〔内 容〕河川における底生動物群集は様々な形でそれ  

を取り巻いている周辺環境に依存していると考えられて  

いる。また，河川の水位変動ヤ地形的要因による伏流が  

底生動物群集の季節的な変動を解析する上で重要な要因  

であることも前年度の調査からわかってきた。本年度  

は，底生動物群集とその取り巻く環境との関係について  

明らかにする目的で，筑波山周辺の山地渓流から平地河  

川にかけて底生動物の分布調査を行った。その結果，底  

生動物の中でも，イシガイ科・シジミガイ科に属する淡  

水産二枚貝類の分布が極めて局所的であることが分かっ  

た。しかし，これらの種類の分布を制限する安国として  

は，人間活動によるものなど，様々なものが考えられる  

ので，さらに検討する必要があると考えられた。  

研究課題12）環境ストレスが移行帯植物群落に及ぼす  

影響に関する基礎研究  

〔担当者〕野原精一  

〔期 間〕平成5－8年度（1993－1996年度）  

〔内 容〕尾瀬沼に侵入した帰化植物の動態調査を  

1996年9月に行った。絶滅危惧植物であるカタシヤジ  

クモの分布を確認した。また，水深1～6mまで繁茂し  

ていたコカナダモほ生育が著しく悪かった。浅い場所を  

除いたほとんどの湖底の植生がなくなり砂漠化した湖底  

となっていた。調査開始した1987年以来生育の年変動  

を繰り返していたが．本年は他の湖沼で見られているよ  

うな衰退が尾瀬沼でも始まったと考えられる。コカナダ  

モ侵入以前に生育していた他の水生植物は分布が狭まっ  

ているが種の消滅はなく，今後の在来種の回復が期待さ  

れた。クローン植物であるので遺伝的多様性が少なく病  

気等に弱く衰退するのではないかという仮説が考えられる。  

〔発 表〕H－30～32，h－28  

研究課題10）土壌有機物分角削こついての酵素学的測定  

手法に関する研究  

〔担当者〕広木幹也・渡逓 信  

〔期 間〕平成5～8年度（1993ル1996年度）  

〔内 容〕土壌の有機物分解活性における種々の土壌微  

生物の寄与を評価する目的で，土壌セルラーゼ活性と微  

生物由来のセルラーゼの酵素学的特性を比較している。  

本年度は福島県南会津郡宮床湿原の泥炭土壌中に優占す  

るセルロース分解細菌額（9株）を単離した。これらの  

細菌類はいずれも長さ3－6／∠mの長梓菌で，CMセル  

ロースを基質七した揮地で良く生育し，また，アミラー  

ゼ，プロテアーゼなど他の高分子分解酵素も生産した。  

これら単離された細菌類の生成するセルラーゼの特性を  

明らかにするため，セルロースを基質として培養し，培  

養液から租酵素を抽出した。  

〔発 表〕K－60，H－34，35  

研究課題13）河川底生動物群集における食物網の多様  

性と生物間相互作用  

〔担当者〕多田 満  

【期 間〕平成6－8年度（1994～1996年度）  

〔内 容】筑波山麓の農村地帯を流れる小桜川とそれが  

下流で合流する川又川において底生動物の季節的な個体  
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数変動調査を行った。その結果，′ト桜川では，5目5科  

4属11種，川又川では，4目2科2属7種の水生昆虫  

の幼虫が採集された。個体数で優占したシロハラコカゲ  

ロウは，両河川において同様な季節変動がみられたが，  

キタマダラカゲロウでは′ト桜川で11月に個体数のピー  

ク（600個体／m2）が，川又川では遅れて1月にピーク  

が現れた（630個体／mZ）。トビケラ目では造網性のシ  

マトピケラ属が個体数で優占した。羽化期にあたる5－  

6月には幼虫の個体数密度は低下したが，7－8月に農  

薬の流入のあった川又川で個体数が低く抑えられ  

（＜500個体／m2），9月になってピーク（2480個体  

／mZ）がみられたが，′卜桜川ではその時期にピーク  

（3080個体／m2）がみられた。一方，それら水生昆虫  

の捕食者であるヘビトンボは，比較的食物網の多様性の  

高いとみられた小桜川で通年採集されたが．川又川では  

シマトビケラの個体数が増大した9～10月にかけての  

み採集された。  

〔発 表〕h－25，26  

研究課題15）環境指榛生物としてのホタルの現況とそ  

の保全に関する研究  
‘〔担当者〕宮下 衛  

〔期 間〕平成8”11年度（ユ996～ユ999年度）  

〔内 容〕筑波山麓のゲンジボタルの生息する渓流にお  

いて，11の水質測定項目とその羽化率との関係につい  

て調べた。その結果，ゲンジボタル上陸幼虫の羽化率は，  

電気伝導度の増加に伴い減少することが認められた。さ  

らに，これらの調査結果に基づき，電気伝導度の変動を  

指標にしたゲンジボタル個体群の滅亡要因の判別法を作  

成した。  

研究課題16）植物の新しい活性酸素毒性防御遺伝子の  

クローニングとその発現機構の解明  

〔担当者〕佐治 光・久保明弘・青野光子  

〔期 間〕平成5”9年度（1993－ユ997年度）  

〔内 容〕本研究は，環境ストレス耐性と密接に関連す  

ることが知られている活性酸素解毒にかかわる新規の遺  

伝子の単経と，その発現機構の解明を目的とする。本年  

度得られた主な成果は次のとおりである。  

（1）、シロイメナズナを動乱低温，乾燥，二倍量の光  

にさらして，活性酸素消去系酵素の活性を測定したとこ  

ろ，デヒドロアスコルビン酸レダクターゼの活性が，高  

温，乾燥，二倍量の光照射で増加した。また，乾燥で  

は，グアヤコールペルオキシダーゼ活性も増加した。一  

方，低温では，アスコルビン酸ペルオキシダーゼとグル  

タチオンレダクターゼの油性が増加し，カタラ∵ゼの活  

性が減少した。以上の結果から，これらのストレズのい  

ずれにも活性酸素が関与しているものの，その詳細は各  

ストレス処理にま■り異なっているということが示唆された。  

′（2トグルタチオンレダクターゼの遺伝子をシロイヌナ  

ズナから単離した。  

〔発 表〕H－1，2，19，h－ユ～4，22－24  

研究課題14）湖沼沿岸革に生息する底生生物の生息環  

境に関する研究  

〔担当者〕上野隆平・高村典子＊1  

（■⊥地域環境研究グループ）  

〔期 間〕平成7”11年度（1995－1999年度）  

〔内 容〕研究所内にある生態園実験地の水革帯におい  

て底生動物の生息場所および餌の選好性を調べるため，  

前年に引き続き水草の付着物・水中・底質の採集を行  

い，約0．3mmのふるいに残ったものについ七同定・消  

化管の解剖を行った。前年も採集された35タクサに加  

え5タクサが新たに採集されたが，優占種は変わらな  

かった。餌については，非捕食性のユスリカヤフタバカ  

ゲロウなどは植物遺体などの堆積物を，捕食性のゲンゴ  

ロウ類とギンヤンマはイトミミズ・ユスリカ・フタバカ  

ゲロウをそれぞれ利用していた。すなわち水草が食物網  

の基礎として重要な地位を占めていると考えられた。捕  

食者のうち，イトトンポはユスリカと同様にミジンコも  

利用していた。イトトンポの場合，プランクトンを経由  

する栄養の流れも重要であると思われた。  

〔発 表〕h－11  

研究課題17）集水域生態系の多様性保全のための移行  

帯の機能に関する予備的研究（奨励研究）  

【担当者〕野原精一・岩熊敏夫・広木幹也・椿 宜高＊．1・  

奥田敏統事」・山形与志樹＊2  

（＊l地球環境研究グループ，  

書2社会環境システム部）  

〔期 間〕平成8年度（1996年度）  

（内 容〕第3次尾瀬ケ原籍合学術調査の一環として  
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池膳の浮葉植物の分布・生産及び生育環境の多様性を  

調べた。全炭酸（TIC）と溶存有様炭素量（DOC）の  

季節変化を中田代の約・50カ所の地酒で調べた。TICは－  

3mgC／l以下．DOCは20mgC／l以下で池酒によって  

様々であった。1995年7月に約50カ所の池清で池水を  

ろ過後，分光光度計で吸収特性を調べた。NA579，  

80，86，93，94の池濾水は300nmに吸収ピークがあっ  

た。また，各地滑のUV－B及び光合成有効放射量の減  

衰率を測定した。吸収波長がUV－Bの波長に近いので  

DOCによる紫外線からの保護効果が予想された。NA5  

－7，9，11，ユ2，17，37，41．44，46，49，82，  

84，89，90，95の池清水には275nmに吸収ピークが  

あった。NA5－43などの多くの池潅水からは蒸留水と  

同じパターンの吸収曲線が得られた。携帯式光合成測定  

器（SPB－H3）でオゼコウホネとヒツジグサの浮葉の  

光合成を測定した。最大光合成速度は2種で違いはな  

く，ヒツジグサの方が光補償点の値が小さかった。携帯  

用蛍光測定器（MIN卜PAM）で沈水葉の光利用効率を  

測定した。浮葉に比べ沈水菜の光利用効率は約1／10程  

度であった。浮葉植物の実生の完着及び沈水菜の生産に  

とってTIC，DOCは重要な環境因子であった。  

〔発 表〕K－3，65－67，69，7ユ，76」十8，h5．8，11，12，  

27，29  

壌層が形成され種子が地表に産出しやすい地点に分布し  

ている「′ト画眉革」の種子は明条件で，土壌層をもたず  

砂が流動しやすく種子が地中に埋もれやすい地点に分布  

している「沙米」の種子は暗条件で，それぞれ高い発芽  

率を示し，種子発芽の光に対する反応特性がこれらの植  

物種の分布地点を決定づける安臥二なっでいることが推  

測された。一方，NaCl水溶液が種子発芽におよほす影  

響を調べた結果，塩性土壌に生育可能な植物種では，種  

子が高濃度の塩との接触後も発芽能を維持する特性をも  

つことが分かった。  

研究課題 柑）環境ストレス耐性にかかわる植物の突然  

変異体の選抜法に関する研究（奨励研究）  

と担当者）久保明弘・青野光子  

〔期 間〕平成8年度（1996年度）  

〔内 容〕環境ストレス耐性にかかわる遺伝子に変異を  

起こした植物の突然変異体は，その遺伝子を単推する材  

料になるなど，環境研究への利用価値が高いと考えられ  

る。そこで，本研究では，この突然変異体の選抜法を確  

立することを目的とした。まず，この研究に適したシロ  

イヌナズナに高温，低温，乾燥，オゾン，二酸化イオウ  

などを与え，反応を調べた。この結果に基づき，環境ス  

トレスとLてオゾンと低温を選び，突然変異を起こす処  

理をしたシロイヌナズナの栽培法や環境ストレスを与え  

る条件を検討した。約相方個体の植物をオゾンにさら  

し，異常な感受性や反応を示す個体の選抜を行った結  

果，46個体のオゾンに弱い突然変異体の候補が得られ  

た。また，3万個体の植物から，80個体の低温に弱い  

突然変異体の候補が得られた。これらのうち，少なくと  

も低温に弱い5系統は，その性質が遺伝したので，突然  

変異体であることが確かめられた。  

〔発 表〕h【22   

研究課題18）中国の砂漠地域に生育する植物種の種子  

の発芽特性に関する研究（奨励研究）  

〔担当者〕戸部和夫  

〔期 間〕平成8年度（1996年度）  

〔内 容〕中国の砂漠地域における植生の変動や植物種  

の分布と植物桂子の発芽特性との関連性を検討するた  

め，中国の砂漠地域に生育する植物種15種の種子の発  

芽におよぼす各種環境要因の影響を調べた。その結果，  

生育地と同一の温度環境のもとでは，砂地の上に堅い土  
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2．3 地球環境研究総合推進費による研究  

2．3．1オゾン層の破頓に関する研究  

〔研究担当〕  

地球環境研究グループ：中根英昭・秋吉英治・笹野泰弘・  

り，オゾン層破壊の機構を解明しモデル化する研究を進  

めることは緊急の課題である。このように深刻化したオ  

ゾン層破壊が人の健康ヤ生物・生態に及ぼす影響，その  

蓄積の影響等に関する研究を進める必要性はますます高  

〈なっている。したがって本研究では，（1）衛星デー  

タ等を活用したオゾン層破壊機構の解明及びモデル化に  

関する研究，（2）臭化メチル等環境中挙動の把握と削  

減代替技術の開発に関する研究，（3）オゾン層破壊関  

連大気微量物質の衛星利用遠隔計測に関する研究，  

（4）紫外線の増加が人に及ぼす影響に関する疫学的視  

点を中心とした研究，（5）■紫外線の増加が野生植物に  

与える影響の評価に関する研究，によりオゾン層破壊に  

関する研究を総合的に推進している。，  

植田達也・鈴木 睦 ＿  

化 学 環 境 部：機内陽子・久米 博・柴田康行  

環 境 健 康 部：遠山千春・藤巻秀和・野原恵子・  

青木康展・佐藤雅彦・小野雅司・  

本田 靖  

大気 圏環境部：常田仲明・花崎秀史・菅訂誠治・  

今村隆史・猪俣 敏・奥貫幸夫・  

古林 仁・杉本伸夫・松井一・郎  

生物 圏 環境部：久保明弘・青野光子  

地域環境研究グループ：森田昌敏・佐治 光・中嶋信実・  

松本幸雄  

地球環境研究センター：神沢 博  

科学技術特別研究員：長浜菅生  

客員研究員  34名，共同研究員 7名  

‾卜線は研究代表者を示す  

〔研究成果】  

（1）衛星データ等を活用したオゾン層破壊横構の解明   

及びモデル化に関する研究   

極渦内のオゾン及びオゾン層破壊関連物質の変動を明  

らかにするために，スウェーデンのキルナにおいて，  

1997年の2月及び3月にほぼ毎日オゾンゾンデ観測を  

行うとともに，フーリエ変換型赤外分光計（FTIR）に  

よる継続的な観測を行った。また，南極の昭和基地，ア  

ラスカにおいても同様の観測を行った。選られたデータ  

は，1LAS等の衛星データと合わせて解析中である。東  

シベリアヤクーソク及び北海道の母子里では，欧州との  

共同研究により，同一の気塊中のオゾンを時間をおいて  

観測し，オゾン破壊速度を評価する観測を実施した。ま  

た，1996年4月に北海道上空を通過した棒渦内のオゾ  

ン鉛直分布，HCl，HF，ClONO2全量を跡別して，極  

洞内でのオゾン層破壊が日本上空に影響を及ぼしている  

ことを明らかにした。また，衛星データのデータ質の評  

価を行うとともに，オゾン層破壊に関連する気象場の変  

化について解析を行った。さらに，CCSR／NIES大循環  

モデルヘの光化学モデルの観み込みを行うとともに，化  

学輸送モデルの初期条件に関する検討を行った。不均一  

反応及び関連するラジカル反応については，Cl2の検出  

手法の開発を進めた。オゾン層変動に関連する大気波動  

については，オゾンレーザーレーダーから得られる気温  

の鉛直分布データに現れる波動解析を進めた。  

〔研究概要〕北半球中高緯度においては，1980年代後  

半からオゾン減少傾向が顕著になってきたが，1995  

年，1996年，1997年の冬季”春季（こ，北極極渦内での  

オゾン層破壊が大きく進んだ。また，南極においてもオ  

ゾンホールが過去東天の規模で推移するなど，極域から  

中緯度にかけてのオゾン層破壊が深刻化している。フロ  

ンを主とするオゾン層破壊物質の成層圏大気中濃度は今  

世紀中にピークを迎え，緩やかな減少に向かうとされて  

いるが，臭化メチル等最近その影響がクローズアップさ  

れてきたオゾン層破壊物質に関Lては，その動態，対策  

ともに不明な点が多く，研究が急務である。さらに，極  

域成層圏の寒冷化傾向が続くならば，オゾン層破壊の匝Ⅰ  

接が遅れる可能性があり，観測に基づいてオゾン層破壊  

の動向と機構を解明することが求められている云幸い，  

1996年には国産の地球観測衛星「みどり（ADEOS）」  

が打ち上げられ，mAS，RrSを始めとするオゾン観測  

センサーが掛則を開穐するなど，我が国の観測体制が充  

実してきており，国際的にも大きな期待が寄せられてい  

る。これらの衛星デ、夕を活用するとともに，地上から  

の遠隔計軋 気球観測を組み合わせた総合的な観測によ  
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〔発 表〕A1，46－52，Ⅰ5，7，a－1，4，45～62，トト4，  

27，47，卜9  

①農耕地で土壌くん蒸に使用される臭化メチルの大気   

ヰヘの放出量の推定と放出抑制技術の開発研究  

③土壌消毒用臭化メチルの代替技術の開発に関する研   

究  

④臭化系化合物等分解技術の開発と評価に関する研究  

⑤臭化メチル等の吸着回収技術に関する研究，  

⑥高性能ハロン代替物質の分子設計及び基礎性能評価   

に関する研究  

以上のサブサブテーマの中 ＝」－①，②および  

（2）丁①が当研究所が行う研究である。  

〔発 表〕D46，48，F－35，d－41，卜46－48  

（2）臭化メチル等の環境中挙動の把撞と削減代替技術  

の開発に関する研究   

オゾン層保護のために，CFC，ハロン等既存規制物  

質に加えてHCFC，臭化メチル等新規規制物質の規制  

の方策が検討・合資された（モントリオール議定書締約  

国会議1995年J2月）。硯在の国際的規削の動向から，  

CFC，ハロン等に関しては今後回収，処理技術の開発  

が重要であり，HCFC，臭化メチルに関しては，大気中  

での分布や蓄積量等の動態把握と，代替路瓶 代替品の  

開発が重要となる。臭化メチルは海洋での自然発生源を  

有するため，自然および人為起源発生量の峻別・評価が  

必要である。以上の状況を踏まえ本研究は臭化メチルに  

関しては大気中の分布・反応・起源に関する研究と土壌  

くん蒸による大気中への放出量の推定と放出抑制や代替  

技術の開発を，CFCやハロンを含むハロゲン化合物に  

関しては回収，分解処理および代替品の開発技術の研究  

を集約的に行うことを目的として以下の研究を行い，オ  

ゾン層保護に向けて要求されている社会の緊急性・必要  

性に応えんとするものである。   

本研究は以下の2つのサブテーマと8つのサブサブ  

テーマからなる。  

1）臭化メチルの環境中挙動の把捉に関する研究   

①臭化メチルの起源，大気中の分布・反応に関する研  

究  

南半球のバックグランド地域において大気中臭化メチ  

ル濃度を観測し，従来の研究結果と合わせた全球的な臭  

化メチルの空間分布をもとに，光化学反応実験結果と合  

わせて確度の高い対流圏寿命を求め，人為・自然起源そ  

叫ぞれの臭化メチル発生量を算出する。   

③放射性炭素同位体比測定による，臭化メチルの起源  

に関する研究   

大気中に微量に存在する有樺ハロゲン化合物の放射性  

炭素同位体比を加速器質量分析計で測定するための新し  

い手法を開発し，14C測定結果から，環境中臭化メチル  

の中の石炭石油起源（人為起源）の割合を測定する。   

2）臭化メチル等の削減・代替技術の開発と評価に関  

する研究   

①臭化メチルの使用実態調査と回収・破壊技術の開  

発・評価  

（3）オゾン層破壊関連大気微量物質の衛星利用遠隔計  

測に関する研究   

太陽掩蔽法によるエアロゾル／極成層圏雲の高精度導  

出手法の開発を行い，ADEOS等の衛星搭載大気セン  

サーILASデータの解析に適用する。このため，成層  

圏エアロゾル／極成層圏雲の微物理特性・光学特性に関  

する実験データなどを文献等から収集し，モデル化を  

行った。これに基づいて開発した粒子種類の識別と粒径  

分布の推定のためのアルゴリズム（方法1）を，衛星搭  

載太陽掩蔽法センサーである1LASから得られる，赤外  

波長域の限られたチャンネル数（4チャンネル）の実測  

データに適用した。吸収特性の波長依存性に基づいて，  

氷，極成層圏雲の識別が可能なこと，また一部の榛成層  

巻雲については種類の識別が可能なことを示した。   

衛星搭載リフレクタを用いてオゾンおよびオゾン破壊  

関連分子の観測を行い，観測手法の検証を行うととも  

に，濃度の経年変化を明らかにする。このため，  

ADEOS衛星搭載の1）フレククー（RIS）をターゲット  

として，レーザー送受信システムの調整，レーザー光の  

照射実験を行い，観測システムの調整を行った。これに  

より，オゾンの吸収スペクトルを示す測定データが得ら  

れた。理論値との比較による測定誤差の評価に基づき，  

システムの改良を進めた。  

〔発 表〕A－17，18，a－16，25  

（4）紫外線の増加が人に及ぼす影響に関する研究   

「ライフスタイルを考慮した，標的部位における紫外  

線有効暴露量評価手法の開発に関する研究」において  

は，①紫外線照射量をはじめ，自然環境の大きく異なる  

国内外の敷地区（能登，つくば，奄美，アイスランド）  
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（5）紫外線増加が野生植物に与える影響の評価に関す  

る研究   

紫外線の増加が野生植物にどのような影響を与えるか  

を検討するため，白l山地域の異なる高度に生育している  

アキノキリンソウの種子を採取し，水耕栽培及び土耕で  

栽培した。その結果，発芽率に関しては水耕，土耕とも  

に40－85％の良好な値を示した。土耕では順調な生育  

が見られたが．水耕栽培では楢種後6週間で生育が止ま  

り，葉にクロロシスが見られた。次に播種後3週間の幼  

首（土耕）にUVB照射実験を行った。光及び温度の  

条件は日長12時間，明期】8℃，晴期14℃で光強度は  

250／JEnl－2s・1で行っ‘た。UVBの照射条件は，0．08  

Ⅵリn12の強度で明期に連続照射を行った。その結果，  

UV－B照射区では照射開始後7日巨で8地点すべての  

グループで生育阻害が見られた。また，本葉及び子葉が  

著しく赤化した。葉の赤化はアントシアニンの蓄積によ  

るものと推定される。   

また，太陽光紫外線が植物のDNAに損傷を与えるか  

どうかを検討するため，キュウリの子葉に太陽光を照射  

したときに，生成するシクロブタン型ビリミジンダイ  

マー（CPD）及び6，4r光産物（6，4－PP）の量を測定し  

た。照射は札幌の5月2ら日－7月19日の快晴の臼を選  

び10：30～13：30の3時間行った。照射後速やかに  

DNAを抽出し，CPD及び6，4－PPをELISA法で定量  

した。その結果，U－330フィルターで光回復に必要な波  

長域を除去した場合，CPD，6，4－PPも照射量に依存し  

て増加する傾向が認められた。一方，太陽光からの全放  

射スペクトルを照射したときには照射量と‡員傷物質の量  

との間に明確な相関は見られなかった。またUV32  

フィルターで紫外線を除去した場合，損傷物質の蓄積量  

は検出限界以下であった。以上の結果から太陽光の  

UV－Bは植物のDNAに損傷を与えるレベルであるこ  

と，形成された損傷は太陽からの可視光により光回復を  

受け，その多くが修復されることが明らかとなった。  

で紫外線暴露の第一の規定要因である人々の戸外活動時  

間並びに地域住民の詣属性（居住歴，職業歴，行動パ  

ターン，帽子や眼鏡の着用等）に関する実態調査を行  

い，紫外線暴露量推定のための基礎テ」夕を収集した。  

さらに，⑦紫外線暴露に及ぼす各種要因（眼鏡，帽子着  

用の効果等）の効果について野外実験を行うためのマネ  

キンモデルを開発した。   

「白内障の実態把握並びに，白内障発症と紫外線暴霜  

との関連性解明に関する国際比較研究」においては，こ  

れまでの国内調査結果をより明確にするために，国内  

（奄美）及び国外（アイスランド）で同一の手法による  

眼科検診を実施した。奄美（喜界烏）の調査においては  

すでに得られている沖縄地方の結果と類似の結果が，ま  

たアイスランド（北緯63度）の調査においては国内調  

査とは明らかに異なる眼科所見が得らゴtた。   

「人の紫外線暴露に対する遺伝的感受性決定要因の解  

明に関する実験的研究」においては，HSV－チミジンキ  

ナーゼ遺伝子を導入したラット細胞を用いて紫外線に  

よって引き起こされる突然変異の波長依存性を調べた。  

300nmにおける突然変異の発生頻度を基準にした場  

合，320nmでの変異発生頻度は従来バクテリアを用い  

て調べられた場合よりも，一桁上昇していた。   

「発がん物質への複合暴露による発がん過程に及ぼす  

修飾要因に関する実験的研究」においては，疫学的デー  

タのモデルとなる実願系を作成して検討を開始した。本  

年度は，酸化ストレスに対する除去機能を有するタンパ  

クであるメタロチオネインを欠損したマウスに，7，12－  

ジメチルペンズ（a）アントラセンと紫外線を暴露し  

た。これまでの予備的な結果においては，メタロチオネ  

イン欠損マウスにおいて，皮膚の濃瘍などの障害が出や  

すい傾向があることが判明した。  

〔発 表】E－5”10，e－2、47，52，53  
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2．3，2 地球の温暖化現象解明に関する研究  

〔研究担当〕  

地球環境研究グルー■プ：野尻幸宏・竹中明夫・向井人史・  

究」であり，その手法は，重要な地域でのプロセス研究  

である。シベリア地域で，自然湿地，凍土地帯からのメ  

タン発生量，タイガの森林の炭素貯留量，陸上植生の自  

然変動などの調査観測と，物質輸送モデリング，リモー  

トセンシングの手法を用いた気候変動応答予測研究を進  

めた。   

重要な地域のプロセス研究として二酸化炭素の循環過  

程を扱うのが（3）の「北太平洋の海洋表層過程による  

二酸化炭素の吸収と生物生産に関する研究」であり，地  

球環境研究モニタリングと連携して，生産性の高い北大  

平洋高緯度海域での，二酸化炭素の交換過程を角牢析する  

研究を行った。  

町田敏暢  

社会環項システム部：田村正行  

化 学 環 境 部：横内陽子・田中 敦  

大気 圏：環境部：常田伸明・井上 元・鵜野伊津志  

光本茂記・萬薮 縁・花崎秀史・  

沼口 敦・菅田誠治・今村隆史・  

猪俣 敏・奥貰幸夫・古林 仁  

遠嶋康徳・高橋善幸・  

2名，客員研究員 20名，  科学技術特別研究員  

共同研究員 4名  

下線は研究代表者を示す  〔研究成果〕  

（1）シベリア凍土地帯における温囁化フィード／くック  

の評個‖こ関する研究   

シベリアの自然湿地からのメタン発生の総量推定を行  

うため，1994年はシベリア大低地の中央部であるハン  

ティマンシスク，スルダート，南部のポロトニコポにお  

いて観測を行ったが，】995年は南部のポロトニコボで  

航空機と地上とで集中的な観測を行った。自然湿地は多  

様性の大きいメタンの発生源であるため，その総量を測  

定するには夜間に接地逆転層に蓄積するメタン量を測定  

する方法が有効であるという発想で，，航空機による接地  

境界層の内部の濃度分布を小型航空機により詳細に測定  

した。また，季節変化，環境要素とのかかわりを明らか  

にするために，チャンバー法によるメタンフラックスの  

測定を長期にわたって行った。これらの結果を総合的に  

判断すると，地上での観測を衛星による植生分類により  

広域にスケールアップする方法が妥当と判断した。  

1995年度の観測結果ではメタンの発生量と地温との  

正の相関が見られたが，単純に地表面温乾から発生量を  

推定することは不可能である。6月末から．8月末までの  

2カ月の長期観測でも，メタン発生の開始から終了まで  

の測定ができず，環境要因との関連を明らかにするデー  

タも得られず，また，一年の結党生量を推定することが  

できないことが分かった。このため，1997年度に長期  

に完全自動観測を電源や物資の補給のない場所で行うこ  

とを呂標に機器間発を行った。   

メタン測定器として一般にFIDガスクロマトグラフ  

が使用されているが，窒素や水素などのガスと，かなり  

の電力が必要である。また，微妙な可動部分があるので  

〔研究概要】地球の温暖化，あるいは，人間活動による  

気候変動が，人間活動に起因する温室効果気体の放出量  

の増加によって引き起こされることが予測されている。  

温暖化現象は，地表気温上昇のみならず，降水量変動，  

海氷，陸水の減少，海面上昇，生態系の破壊などの現象  

が，同時に引き起こされる可能性を含む。温暖化現象解  

明分野の研究は．温室効果気体の発生と消失過程，大気  

成分変化がもたらす気候変動の予測．気候変動がもたら  

すフィードバックによる温室効果気体循環の変動予測な  

どをカバーし，温暖化影響・対策研究に科学的知見を与  

えることを目的とする。研究手法として，グローバルス  

ケールの観測・モデル化を行う手法，地球環境にとっで  

重要な地域でのプロセス研究を行う手法がある。   

温室効果気体の発生と消滅過程を扱う研究が（4）の  

「地球温暖化に係わる対流圏オゾンと大気微量成分の変  

動プロセスに関する研究」である。ここでは，温室効果  

気体である対流周オゾンの観測研究、その大気中濃度を  

制御する因子である大気微量成分を含む対流圏化学反応  

解明研究を行った。   

大気成分がもたらす気候変動の予測を行う研究が課題  

（2）の「気候モデルによる気候変動評価に関する研  

究」でり，その手法は，グローバルスケールのモデル化  

である。精密な気候モデルの開発と気候システムの諸過  

程を解明する研究を行った。   

気候変動がもたらすフィードバックによる温室効果気  

体循環の変動予測を行う研究が（1）の「シベリア凍土  

地帯における温暖化フィードバックの評価に関する研  
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長期に過酷な条件下で自動運転を行うことは凶難であ  

る。そこで都市ガスの漏れを検出する目的で開発された  

可燃性ガスの検知センサーを利用できる可能性を検討し  

た。その結果，除湿や温度の安定化などの工夫により必  

要な感度と安定性を発揮させることに成功した。また，  

バルブなどの省電力化など電力や物資の消費を抑えるた  

めの工夫を行い，太陽電池で稼働できるシステムを完成  

した。  

〔発 表〕K－43，C24，FTl，Z，31，a－109  

合して実験を行った。大気中の二酸化炭素が現在の状態  

と，二倍にした場合とで，モデルを約40年間積分し，  

その差から倍増時の平衡応答を評価した。地表気温の変  

化の地理的分布の比較から，年平均の地上気温上昇はJl．3  

度となった。また，高緯度大陸上と南極周辺■の海水域で  

の上昇が大きく，高緯度では地表付近，低緯度では圏界  

面（約200hPa付近）付近での昇温が大きい傾向がみら  

れた。   

雲の効果の予測には，第1に雲の短波・長波のトータ  

ルの放射強制力の符号，第2に雲量の変化の決定要因，  

第3に光学的特性を左石する雲の徴物理を知らなければ  

ならない。しかしながら，現実の雲についてこれらの点  

は，十分に把握されていない。ここでは，ISCCP  

（InternationalSatellite CIoud Climatology Project）  

による複数衛星の可視赤外観測による雲データ，ERBE  

（E∂r仁h fiadjation8tldgeとExperjment）による衛星  

からの大気上端の放射収支観測データ，軌道衛星  

NOAAによる可視赤外輝度データ，および精密な放射  

1次元モデルを用いて，雲の放射強制力と光学的特性に  

ついて全球的に求める手法を開発L，解析を試みた。  

ISCCP月平均による儲大要塁を持つ雲型分布に， ERBE  

観測による月平均雲放射強制力をベクトルで重ねて解析  

した。その結果，全域的には，要は冷却効果を持つが，  

熱帯暖水塊域などいくつかの特定の地域で加熱方向に働  

いていることが示された。  

（2）気候モデルによる気候変動評価に関する研究   

地球温暖化を含む気侯変動を完量的に評価するために  

は，気候システムの力学とエネルギー・物質循環を表現  

する高精度の数値モデルが必要である。そのため本研究  

では，東京大学気候システム研究センタ．（CCSR）と  

共同でCCSR／NIES一大気大循環モデル（AGCM）の開  

発・改良を継続し，それを用いた気候システムの変動特  

性の解析を行っている。気候値を完量的に再現すること  

を目標として，大気放射，雲，陛両等の各物理過程のパ  

ラメタリゼーションの改良を行った。  

1979年から1988年までの10年間にわたって，毎月  

の海面水温の観測データを与えてAGCMを時間積分した。  

モデルはCCSR／NIESAGCM5．4のT21（約600km格  

子），20層のものを用いた。川年間のシミュレーショ  

ン結果を観測データと比較したところ，対流圏における  

さまざまな量の年々変動の大きさははおおむね観測デー  

タと等しいかやや小さい程度であることが判明した。シ  

ミュレーション結果と観測データの時系列データの間の  

相関係数を計算すると，低緯度域，特に下層850hPaの  

風や大気上端赤外放射（OLR）などの量の熱帯の東大  

平洋械での値は，相関係数0．7程度とかなり良い値を示  

した。国際比較のプロジェクトである大気モデル相互比  

較計画（AMIP）に参加している他のモデルとの比較の  

結果，他のモデルと遜色のない結果が得られていること  

が確認された。   

温暖化現象を正確に表現するためには，海面水温およ  

び海氷の量を評価することのできるモデル，すなわち，  

海洋のフィードバック，海氷量変化を含むモデルが必要  

である。本来は．深海までの海洋の力学と海氷を考慮し  

た海洋大循環モデルと大気モデルとの結合モデル．すな  

わち，海洋大気結合気候モデルが有用である。ここでは  

その前段階として，海洋混合層モデルを大気モデルと結  

（3）北太平洋の海洋表層過程による二酸化炭素の吸収  

と生物生産に関する研究   

地球規模炭素循環の重要なキープロセスの一つである  

海洋と大気のCO2交換量を決めている海洋表層のCO2  

が従来から計測されてきた。しかしながら，季節変化を  

完全にカバーする海洋表層CO2分圧観測がないこと  

が，その推定に不確実さを生じさせていた。最近この間  

題を解決する目的で，定期貨物船を用いる北太平洋域の  

海洋表層CO2分圧の■高頻度モニタリングが，地球環境  

研究センターで開始された。これは，全季節を完全にカ  

バーする画期的な観測であり，従来困難であった冬の観  

測も可能となった。   

本研究課題は，冬季を含む掛別個を用い北太平洋械の  

CO2交換・吸収量を高精度で求めることを目的とする。  

海水中CO2分圧測定の正確化 二酸化炭素分圧と海洋  

観測項目のパラメータ化 
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弧観測データから広域の分布を推定するデータ解析，  

同位体を利用した大気・海洋観測による海洋のCO2交  

換・吸収の解明，という5サブテーマからなる。国立環  

境研究所では3サブテーマを担当している。  

1）船上tCO2分圧判定薬置の開発改良と測定法間誤  

差要因の解明   

定期貨物船に設置している海洋表層二酸化炭素分償測  

定装置に改良を加え，方法間誤差の低減を周った。バブ  

リング方式気液平衡器に，バブリング空気のCO2濃度  

を水中CO2分圧とほぼ等しく調整する装置を付加し  

た。平衡空気の除湿装置の効率を高め，分光光度計での  

水の影響を極小とした。この結果，シ■ヤワー型平衡器に  

よる計測の結果との差が，おおむねZppm程度まで減  

少し，高い信頼度の測定が行えるようになった。   

2）高頻度観測データを利用した北太平洋域の海洋表  

層CO2分圧の時空間分布のモデル化に関する研究  

1995年からの2年間のデータ解析を行い，北太平洋  

高緯度海域における海水中C（）2分圧の季節変化を明ら  

かにした。海域による違いはあるが，高緯度海域では，  

春季から夏季の生物生産が大きい時期に海水中．COz分  

圧は低下し，CO2吸収現象が見られる。しかしながら，  

冬季は高いCO2分圧が支配的になり，CO2放出現象に  

変わる。   

この現象．と海洋パラメータの関係を解析すると，冬季  

のCO2放出現象と表面海水の密度に相関があることが  

見られた。このことは，冬の冷却による鉛直混合が，  

CO2分圧を高める原因であることが明らかになった。   

3）大気，海洋のCO2の同位体測定による炭素循環  

の解明に関する研究   

大気中の二酸化炭素の収支を知るために，二酸化炭素  

の炭素及び酸素同位体比の観測を行った。大気は日本，  

オーストラリア航路，日本一カナダ航路上の太平洋上で  

定期的に採取した。同位体比の精密な測定のために，内  

部標準となるスタンダードを作成し，これを基準に測定  

値を規格化することによって，装置の履歴や装置自身が  

変わった場合でも，炭素の同位体比で0．01％。程度の誤  

差に押さえることができることがわかった。この方法を  

サンプルの測完に適用し，炭素，酸素の同位体比の緯度  

分布を求めた。  

〔発 表〕K－34，k－1，A－61，a－37，78～83  

（4）地球温暖化に係わる対流圏オゾンと大気微量成分  

の変動プロセスに関する研究   

大気中微量成分の中にはCO2，NzO，CFCなどに代  

表される対流圏において非反応性の気体，CH。，0。，  

NOx，VOC，DMSなどに代表される対流圏で反応する  

気体，さらにエアロゾルなどの微量物質がある。反応性  

微量気体の代表である対流圏オゾン（0。）は地球温暖  

化に対して将来大き・なインパクトを与える可能性の高い  

気体として，今後の研究の重要性が1994年のIPCC報  

告において指摘されている。   

対流圏0。には成層圏からの輸送混入によるものと，  

CO，NOx，非メタン炭化水素など多くの短寿命の前駆  

体から生成する光化学反応起源のものがある。CFCに  

よる上部成層圏0。の減少に伴い下部成層圏0。が増加  

し，また，温室効果により大気の大循環が変動し，成層  

圏・対流圏の混合の速度が変化する可能性が指摘されて  

おり，成層圏起源の対流圏03が変動する可能性があ  

る。他九光化学反応による0。生成は，その前駆体が  

北半球の化石燃料の消費や森林火災など人為的に放出さ  

れるので，主として北二1た球の中低緯度で生成する。これ  

らの現象は多分に地域的・比較的短期的な現象であり・，  

北半球では産業革命以来25ppbの増加があり，南半球  

では増加がなく極域ではむしろ減少Lていると言われて  

いるが，その実態は十分把握されていない。   

本研究は対流圏03の地域分布，高度分布，日変化  

季節変動などの濃度測完とその解析，関連する他の微量  

成分の測定，化学反応．対流圏モデルなどにより成層圏  

および光化学起源の対確固03の実態を総合的に把握  

し，温室効果の精度向上および将来予測に貢献する。   

国立環境研究所では以下の3つのサブテーマを担当L  

て研究を行った。  

1）対流圏オゾン分布の地域特性，季節変動要因の解  

析に関する研究   

－・酸化窒素滴定法による0。計の校正システムを構築  

し，順次既存（波照間・落石・隠岐）・新設（ヤーツ  

ク・イルクーツク）の03計の校正を行う。0。観測網の  

一環としてヤクーツクに地上03の測定器を設置し測定  

を開始した。イルークーツク，チクシでの地上03測定  

の準備を行った。   

2）対流圏オゾン濃度変動にかかわる化学反応に関す  

る研究   

対流圏光化学反応に重要な気相ラジカル反応の速度・   
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機構を決定する。海洋上の有無・無機ハロゲン化合物の  

濃度測定を行い，その際の03濃度との相関を見た。海  

塩粒子上の化学反応を研究するための室内実験用装置を  

作成した。   

3）対流圏物質循環モデルによる対流圏オゾンの分布  

と動態の解析に関する研究   

物質循環モデルのためのNOェ，VOC，CO等の全球  

発生順データベースの構築を行った。メソスケール気象  

モデルとのリンクを目的とした化学反応スキームを含む  

対流圏物質循環モデルを確立した。  

【発 表〕F－35，f－47－49  
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2．3．3 地球の温暖化影響・対策に関する研究  

〔研究担当〕  

地球環境研究グループ：西岡秀三・森副喪章・  

3）メタン等の対策技術の研究：メタンガスや亜酸化  

窒素の排出を削減するため，汚水・廃棄物処理システム  

の改良の方向とその効果並びに湿地帯からのCH。発生  

量の抑制について検討した。  

（2）地球温暖化の影響に関する研究  

1）植物影響の研究：我が国及び東アジアを対象にし  

て，フィールド調査，統計分析，モデル分析等により，  

ENSOの植物影響を分析するとともに，実験によって稲  

の受精への影響を分析した。   

2）健康影響の研究：我が国及び東アジアを対象にし  

て，気温と熱射病，老人の死亡率との関係を疫学調査や  

統計分析により検討するとともに，デング熱発生の要因  

を疫学調査や生態調査により分析した。   

3）社会経済的影響の研究：気象データ，社会・経済  

的影垂に関する情報を広範囲に収集し．これらをもと  

に，気象事象と社会・経済影響との関連性を詳細に分析  

した。  

甲斐沼美紀子・甲斐啓子  

地域環境研究グループ：清水 浩・近藤美則・森口祐一・  

稲森悠平・水落元之・若松伸司・  

上原 酒・安藤 満・山元昭二  

社会環境システム部：後藤典弘・後藤別行・日引 聡・  

青柳みどり・川島麻子・乙間末席・  

森 保文・原沢英夫・高橋i架  

環 境 健 康 部：小野雅司・本田 靖  

水土壌層環境部：西村 修・恒川篤史  

生物圏環境部：大政謙次・戸部和夫・清水英幸  

地球環境研究センター：安岡義文・藤沼廉実  

客員研究員19名  

下線は研究代表者を示す  

〔研究概要〕地球温暖化問題の未解明点は大きく3つあ  

る。第一は，地球温暖化のメカニズムであり，大気中の  

温室効果ガス濃度の変化とそれによる地球の気候変動の  

仕組みについて，多くの不確実な点が残されている。第  

二は，地球温暖化の影響であり，気候変動やそれに伴う  

自然条件の変化によって，自然環境や社会経済にどのよ  

うな影響が生じるかについて，不解明な点が多く残され  

ている。第三は，地球温暖化の防止対策についてであ  

り，各種の対策技術や政策の有効性を評価する上で，関  

連する技術システムや社会経済システムの体系的解明と  

そのモデル化が必贅不可欠になってきている。   

本研究プロジェクトは，地球温暖化の影響と対策，即  

ち，第三と第二の未解明点について，現地調査，実験，  

データ解析，モデリング，具体的なシステム設計等を通  

じて，総合的に明らかにすることを目的としている。平  

成8年度においては，次の5つの研究を実施した。  

（1）地球温暖化の防止対策に関する研究  

1）対策技術の評価：電気自動乳 エコハウス，飲料  

用自動販売機，地域冷暖房システムを対象にして，ライ  

フサイクルCO2排出量の評価やモデル計算等により，  

温暖化防止の効果を評価した。   

2）予測のモデルの開発：中国，インド，韓国，イン  

ドネシアの研究所と共同して，温暖化の影響と対策の評  

価のための統合モデルを開発するとともに，モデルを用  

いて将来予測や許容排出量の推定を行った。  

〔研究成果〕  

（1）地球温暖化防止対策技術の総合評価に関する研究  

1）技術評価のためのライフサイクルCO2排出量の  

分析に関する研究では，電源構成の大きく異なる状況‾P  

での対策評価が可能となるように，CO2排出原単位の電  

力分を分離Lた。また，より詳細な評価が可能となるよ  

う，時刻・季節による電力のCO2排出原単位の変動解  

析を行った。さらに，電気自動車の大量導入シナリオを  

設定し，導入過渡期における正味の意味でのCO2削減  

効果を試算した。   

2）エコハウスの構築に関する技術的評価において  

は，エコハウス導入シナリオを設定し，導入によるCO2  

削減効果の試乱導入に伴う社会に対する正負の効果を  

検討した。また，エコハウス技術の改善点を抽出し，そ  

のための対応策の検討を行った。   

3）エネルギー多消費型民生関連製品に関する技術評  

価においては，飲料用自動販売機を対象としたライフサ  

イクル的視．勘二立った検討から，エネルギーやCO2削  

減に資する対策のリストアップとその対策によるCO2  

削減効果の試算，また導入に当たっての障害とその対応  

策についての検討を行った。   

4）コミュータ交通分野の車両の社会的受谷性に関す  

る研究では，コミュータレベルの電気自動車に要求され  

る利用形態や目的に応じた車体設計コンセプトのあり方   
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を開催して，今後のプロジェクトの推進方向と国際賞献  

のあり方を明らかにした。   

〉▼  

（3）地球温暖化抑制のためのCHり N20の対策技術  

開発と評価に関する研究   

CH4，N20抑制のための生活系排水のバイオ・エコ  

エンジニアリングシステムによる対策技術および東北ア  

ジア地域におけるCHい N20抑制のための汚水・汚泥  

の適正処理技術開発の確立を目的として，今後増加が予  

想される′ト規模生活排水処理への対応，畜産排水などの  

高濃度排水処理への対応．生活系排水によって汚濁した  

湿地帯からのCH4発生抑制手法を検討した。その結  

果，前年度から検討を行っている原理的に窒素，リンの  

同時除去が町能な間欠ばっ気方式についてDO制御と凝  

集剤添加を組み合わせることにより，N20発生を抑制  

した効率的な窒素・リン除去の可能性のあることが明ら  

かとなった。さらに既存の生物学的窒素除去に関する動  

力学的モデルに対してN20発生を考膚したモデルの構  

築を検討した。東北アジア地域において今後普及が予想  

される土壌処理からのNzO発生について実態調査を  

行った結果，プロセスに投入される窒素の10％以上が  

N20に変換されることが明らかになり，今後の対策の  

必要性が示唆された。畜産排水処理については嫌気好気  

の時間配分がN20発生に対する重要な要因であること  

が明らかになった。湿地帯からのCH4発生は相生の遠  

いにより大きく影響され 植物の種類によって湿地底泥  

のCH4生成および生成したCH4の酸化のための環境条  

件の違いによると考えられ，CH4発生の少ない湿地植生  

の導入による発生抑制の可能性が示唆された。  

をヒアリング等により調査・検討した。  

（2）アジア太平洋地動こおける温暖化対策分析モデル   

（AIM）の開発に関する途上国等共同研究   

AIMは，温室効果ガスの排出・気候変化・その影響  

といった一一連のプロセスを統合して分析できる「総合モ  

デル」である。この総合モデルは，各国や地域の経済活  

動と地球規模の気候変化を結びつけて検討できるだけで  

なく，地球規模の気候変化が囲や地域の社会経済にどの  

ような影響を及ぼすかについても検討できるため，各種  

の対策を総合的に評価することが可能である。   

本年度は，まず，前年度に引き続き，アジア地域の5  

つの研究機関と共同して，それぞれの回の温室効果ガス  

排出モデルの開発を進めた。これらの機関は，中国エネ  

ルギー研究所，韓国エネルギー経済研究院及びサンミュ  

ン大学，インド経営研究所，それにインドネシア環境省  

である。これらのモデルを用いて，それぞれの国の排出  

量を予測し，排出量の削減方策を検討した。また，日本  

モデルを改良して，エネルギー技術の選択過程をより包  

括的に再現できる構造に拡張するとともに．予測年を  

2030年まで延長して長期的な排出シナリオをシミュ  

レートした。さらに，こ才tらの推計を基礎にしてアジア  

太平洋地域全体の将来の温室効果ガス排出量を推計し  

た。   

次に，既に開発した気候モデルを改良して，安全排出  

コリダー（気候変動の絶対値や速度等，長期的な自然の  

制約条件を課した場合の，短中期的に許容される排出量  

の範囲）を推計した。特に．先進国とそれ以外の地域と  

に分けてコリダーを推計して，南北間の排出量の交渉可  

能な範囲を世界に先駆けて推計した。   

一方，アジア地域の3つの研究機関と共同して，それ  

ぞれの国の温暖化影響のモデルの開発を進めた。これら  

の機関は中国自然薯源総合考察委員会．インドのイン  

ディラガンジー開発研究所，それにインドネシア環境省  

である。特に，農業影響のモデルについては，オースト  

リアの国際応用システム研究所と共同して，農業影響の  

国際的派及効果を分析する経済モデルの開発を進めた。  

さらに，これらのモデルをもとに，国毎に温度上昇と影  

響との関係を分析し，損害関数の推計の基礎を得た。   

なお，以上の研究成果をもとに，アジア地域の共同研  

究者が－・堂に会した国際ワークショップを開催するとと  

もに，IPCCや国際モデリング・フォーラムの研究集会  

（4）アジア太平洋地域における地球温暖化の局地植生  

への影響とその保全に関する研究   

モンスーンアジアにおける温暖化とENSOの植物へ  

の影響に関する研究では，我が国や中国福建省，インド  

ネシアなどにおける気象災害，特に，多台風，洪水，干  

ばつ，高温，冷害などのデータを収集し，，近年における  

エルニーニョ・ラニーニヤ年の発現との関連性について  

検討した。また，稲作への影響を調べるために，ファイ  

トトロンを用いた実験研究において，気温上昇や湿度変  

化 風速変化による受精への影響を解析した。一方，中  

国の森林・草原植生に及ぼす地球温暖化の影響とその保  

全に関する研究では，四川省の森林地域ヤ新彊・甘粛省  
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の砂漠化地域に調査区を設定するとともに，現地の植物  

の種子を採取し，実験研究によって，気温や湿度，二酸  

化炭素濃度などの変化による植物成長への影響を調べ  

た。  

気候変化に伴うこれらの疾病との関係を適応との関連に  

おいて調査し，アジア太平洋域の温暖化のリスクについ  

て定量化する。   

温暖化はデング熱などの動物媒介性感染症の拡大をも  

たらし，人間の健康に影響を与えることが予想される。  

流行モデルによる動物媒介性感染症の地球温暖化に伴う  

拡大予測に関する研究の中では．流行地での現地調査結  

果から，デング熱の流行にかかわる気候要素の開催につ  

いて検討した。今後，デング熱流行地域におけるフィー  

ルド調査，野外実験により得られるパラメータを用い，  

独自のモデルを完成し，アジア太平洋域等を対象に流行  

城の予測と危険人口の推定を行う。  

（5）地球温暖化によるアジア太平洋域社会集団に対す  

る影響と適応に関する研究   

アジア太平洋域は熱帯から寒帯まで分布し，生態学的  

視点から変化に富む一方，先進国・途上国が同時に存在  

し，環境衛生学的視点からも変化に富む状況を呈してい  

る。日本を含むこのような地域において，温暖化による  

影響を検討するためには，多様な手法を駆使し研究して  

いく必要がある。   

先進国や途上国においては，循環系の成人病や肺炎や  

気管支炎が地域集団の健康上重要なリスクとなってい  

る。また熱帯域の途上匡＝二おいては，動物媒介性や水系  

の感染症が重要なリスクとなっている。地球温暖化は，  

このような疾病に直接反映したり，疾病の既往をもつ人  

に対する強いストレスとして反映し，社会集団のリスク  

を増加させる。そこで，温暖化の健康影響を社会集団全  

体について把握するため，この研究においては，温暖化  

による影響をアジア太平洋域に存在する先進国・途上国  

の都市および農村部の多様な社会集団を対象に，社会集  

団のリスクについて研究する。   

まず，地域住民の内分泌系および循環系等疾患に対す  

る温暖化の影響と適応に関する研究の中で，温暖化によ  

り温帯地域において夏季の間，高温の発生頻度と期間が  

増加することから，熱ストレスによる健康への種々甲リ  

スクが研究されてきた。疫学的な調査によると，東京で  

の熱ストレス関連の疾病発生は暑熱環境に顕著に関連し  

ていること，また，高齢者の暑熱による健康障害や死亡  

の発生が夏季に相当急速に増加していることを示してい  

る。回帰分析によると，東京において日平均気温・日最  

高気温がそれぞれ27℃・32℃を超えると，熱中症患者  

が指数関数的に増大することが示された。循環器系や内  

分泌系の疾患や免疫力低下による肺炎や気管支炎が，地  

域集団の健康上重要なリスクとなっているため，今後，  

（6）温暖化の社会・経済的影響の評価と検出に関する  

研究   

本研究は，1994年及び1995年の夏の猛暑の実態を気  

象データをもとに解析するとともに，社会・経済席動に  

与えた影響及びその対応について広範に情報を収集し，  

猛暑と影響の因果関係を明らかにする。併せて，最近の  

耗が国における．温暖化影響に関する研究の知見を分野ご  

とに体系的にレビューし，報告書を作成して公表する。  

これらの知見をもとに，温暖化の影響とその検知に資す  

る分野別指標の選択と体系化を行い，指標を用いた影響  

の検知のためのモニタリングシステムのあり方について  

検討を加える。   

本年度は，1）1994年及び1995年夏の気象データ，  

社会・経済的影響に関する情報を研究・調査報告や新聞  

などをもとに広範囲に収集し，これらをもとに，気象事  

象と社会・経済影響との関連性を詳細に分析して因果関  

連回を作成した。2）また，最近の耗が国における温暖  

化の影響に関する研究・調査報告のレビューを行い，結  

果を『温暖化の日本への影響1996Jとしてとりまとめ  

た。  

〔発 表〕K－44，A一ト9，77，87－99，B－2，3，3‘ト36，42  

－56，97～99，C‾15，31，34，G16，17，H－10，25，a－8，9，  

122－133，b－5，6，26，30，43，44，50，66，102，108－118，  

196，C－12，33，34   
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2．3．4 酸性雨に関する研究  

〔研究担当〕  

地球環境研究グループ：佐竹研一・村野健太郎・  

畠山史郎・森田恒幸・向井人史  
地域環境研究グループ：笠井文絵・西川雅高  

化 学 環 境 部：南山春彦・横内陽子・田中 敦  

大気 圏 環境部：福山 力・酒巻史郎・鵜野伊津志  

水土壌匿＝環境部：高松武次郎・服部浩之・井上隆信  

生 物 圏 環 境 部：上野隆平  

客員研究員 55名，共同研究員 5名  

下線は研究代表者を示す  

烏列島，福岡県太宰府市）を実施してきた。■さらに，湿  

性沈着に比較してデータのない乾性沈着のデータ収集の  

ための基礎データ収集を行った。  

（2）酸性汚染物質の環境一生命系に与える影響に関す  

る研究   

自然生態系は大気圏と岩石圏の境界に広がる生物圏の  

生態系，森林や湖沼や河川などの生態系の総称であり，  

生命活動を中心とする環境丁生命系と考えることができ  

る。各々の生態系では生物を中心として土壌，水，大気  

の間で物質代謝が行われており，酸性物質の影響は生物  

の生存を支える環境要因に直接間接に及ぷ。酸性雨とそ  

の被害の関係を明確にとらえるためには，このような環  

境生命系構成要素ならびにその相互関係に関する基本的  

な理解が不可欠である。本研究では，このような点を考  

慮し，生命活動とその環境の相互関係について特に酸性  

物質の影響という観点から酸性雨によって溶出し，環  

境一生命間の代謝活動を阻害すると考えられるアルミニ  

ウムの挙動，森林生態系の中で重要な役割を果たしてい  

ると考えられる腐朽菌への影響，そしてこれまで評価が  

不明確であった陸水（湖沼，河川）への酸性物質の影響  

評価手法の改善と応用などについて研究を行う。  

〔研究概要〕地球薯礪の大量消費と環境汚染を生み出し   

た20世紀もあと数年で終了し21世紀を迎える。20世   

紀の生み出した環境汚染の中でも酸性雨による生態系の   

破壊と汚染は石炭や石油の大量消費と直結する環境問題  

●であり，各国のエネルギー需要，特にアジアにおける需   

要の増大を考えるとアジアにおける事態はさらに深刻に   

なる可能性を秘めている。酸性雨問題を的確に把握する   

ためには酸性汚染物質の放出一移流・拡散一陣下・沈着   

一生態系ならびに人工物への影響を包括的にとらえて研   

究を進めてゆかなければならないが，併せて発生源対   

策，生態系影響対策，ならびに生態系回復を考えてゆか   

なければならない。従って，本研究では，特に東アジア   

における酸性汚染物質の発生量の予測，発生した酸性汚   

染物質の移流・拡散，生態系への乾性・湿性沈着，そし   

て森林及び陸水生態系への間接的・直接的影響，文化財   

への影響，そして酸性汚染物質の発生源対策に関して研   

究を行うことを目的としている。  

平成9年度は以■Fに述べる具体的な研究計画のもとで   

大気，植物，水，土壌，そして発生源対策などに関して   

研究が行われた。   

（1）東アジアにおける環境酸性化物質の物質収支解明  

のための大気・土壌総合化モデルと国際共同観測に  

関する研究  

東アジアにおける越境大気汚染の定量化のために，長   

距離輸送モデルの開発を行ってきた。このモデルには基   

礎データとして種々の大気汚染物質のグリッド別発生量   

が必要であるので，揮発性炭化水素の放出量マップや二   

酸化硫黄の排出イベントリーを作成した。また，モデル   

の検証データあるいは物質収支の解明のた捌こ，国際共   

同観測として航空機（東シナ海），地上観測（長崎県五  

〔研究成果〕  

（1）東アジアにおける環境酸性化物質の物質収支解明  

のための大気・土壌総合化モデルと国際共同観測に  

関する研究   

精密な化学反応スキームを用いた物質輸送・変質モデ  

ルを，数千kmスケールの東アジア地域に適用した。そ  

の結果，高濃度のエアロゾルの発現には，低気圧・高気  

圧の通過が重要な国子となっていること，SO。2濃度の  

モデル計算値は不均一反応速度を0．5－2．0％／hとする  

と観測値と時間変化を含めて非常によい一致をするこ  

と，粒子状NO。濃度のモデルと観測値も不均一反応速  

度0．5－2．0％／hの範囲で説明されること，冬季であっ  

ても対馬にはガス状HNO。が多く存在すること等が示さ  

れた。これらの結果は，長距離輸送モデルヘの不均一反  

応の重要性を示し，NH。発生量のより正確な把握と  

NO3‾－SO42‾一NH。の気液同相を含む精密な化学モデル  

を導入する必要性が示された。   

日本，韓国を含む東アジア地域における工業活動起源  

の揮発性炭化水素放出量マップを作成した。国別成分別  

排出量データは経緯度1／3度メッシュの人口データに   
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ることを示した。これに対し，NOJは，福岡と五島で  

異なった濃度変化になっており，また五島より福岡で高  

い濃度の日が多かった。   

熱収支ポーエン比法を用いてコムギ，ダイズ，トウモ  

ロコシ，コナラ群落に対するNOz，0ユ，およぴCOz  

の沈着速度を測定した。その結果，沈着速度の乗面積指  

数や日射量への依存性が明らかとなり，さらにそれらの  

依存性は植物種によって大きく異なることがわかった。  

松・コナラ混交林において高さ約20mの観測塔を用い  

てフィルター法により5高度でSO2濃度を測定し，高  

度分布から，林内雨一樹聞流法に必要な沈着モデルにお  

けるdisplacementheightを検討した。円筒形流通反応  

装置を用い．Murphyらの方法により，中国武川および  

火焔山で採取された砂漠土壌に対する二酸化イオウの沈  

着速度を湿度依存性を含めて測定した。その結果これら  

の砂漠土壌に対する沈着速度は本邦の土壌に比べて数倍  

以上大きいことが明らかとなった。   

200余l）の針葉樹（主にスギ）の葉を集め，沈着した  

エアロゾルの29元素を中性子放射化によって分析し  

た。エアロゾルの葉面沈着は，当年葉の出現と同時に始  

まり，経時的に増加して，冬季に最大量に達した後はほ  

ほ一定となる。沈着量は樹種に特有で，広葉樹に比べ針  

葉樹で多い。沈着エアロゾルには，人為起源元素と土壌  

粒子含有元素の他，海塩・火山ガス由来の元素が含まれ  

るが，Au，Ag，Sb，Cl，Se，T では 90％以上が，  

Br，Zn，Asでは80～90％が，Cr，Cs，Co，Ⅴでは  

40－60％が，またFeとNaでは約30％が人為起源もし  

くは海塩・火山ガス由来と推定された。一方，Th，  

Hf，Rb，Ta，Ti，Mn，Al，希土類元素は全て地殻物  

質起源であった。Sbはほぼ全量が人為起源で，濃縮係  

数も大きい。この元素は，植生や土壌中の賦存量が低  

く，一度環境に負荷されると滞留・蓄積するので，大気  

経由の汚染の良い指標となる。事実，汚染の激しい埼玉  

県では，スギの1年葉に，Sbがエアロゾル成分として  

100ng／g新鮮葉以上沈着していた（cf．屋久島では，Ca．  

10ng／g）。  

〔発 表〕K－45，110－128，A－62－69，ト14，15，a一声4－  

100，112～121，f－7，13，37，39，40，83－87，90～92 ■  

（2）酸性汚染物質の環境一生命系に与える影響に関す  

る研究   

平成8年度よりスタートした本課題の中では特に酸性  

よって分解し，緯度1度×経度1度メッシュデータとし  

た。また，VOC排出量の成分分解は日本における排出  

実態及び環境濃度分析結果をもとに行った。中国及び韓  

国を対象にして，二酸化イオウの排出イベントリーを更  

新するとともに，二酸化イオウ排出量を予測するための  

ボトムアップ型モデルの開発を進めた。二酸化イオウの  

排出イベントリーは，中国では県単位，韓国では道単位  

に更新中であり，ボトムアップ型モデルの開発に活用す  

る予定である。また，予測モデルはエネルギー技術の選  

択過程を詳細に再現する＼とともに，脱硫技術等の選択過  

程も再現できるよう，詳細な技術選択の構造を有してい  

る。さらにこのモデルの特性を明らかにするため，他の  

モデルの予測結果と比較検討を行った。   

平成8年度より，これまで以上に国際的な共同研究，  

共同観測を推進するため中国（北京大学）及び韓国（韓  

国国立環境研究院，韓国科学技術研究院）をカウンター  

パートとして，東シナ海・黄海を舞台とする共同観測を  

開始した。すなわち平成9年1月7E】より1月25日ま  

での期間において，青島（中国），清川島（韓国），五  

島列島（日本）で地上観測を行い，本研究所を中心とし  

た航空機観測は，長崎大村空港を基地として，平成9年  

1月11日および1月13日に，長崎と韓国清州島南方沖  

の間の東シナ海上空で行われた。高度800－IOOOmと高  

度約300mの2高度をそれぞれ約1時間ずつ飛行してオ  

ゾン，NOx，SO2，非メタン炭化水素，酸性ガス，アル  

デヒド，過酸化水素等が機上で分析または採取された。  

いずれの日にもこれまでの観測に比較してSO2が高め  

であるが，特に北西風の卓越した11日に高濃度が言弓録  

された。   

九州の最西端に位置している五島列島に設置された国  

設五島酸性雨測定所と福岡県保健環境研究所で，オゾ  

ン，二酸化イオウ，エアロゾル中の硝酸塩，硫酸塩，ア  

ンモニウム塩等の観測を行った。二酸化イオウ濃度は平  

成8年8月の平均値は0，9ppbと低く，翌年の2月まで  

漸増の傾向がみられた。月平均値は8月及び9月を除く  

と2．2～2．9ppbであり，長崎県のバックグランドレベル  

と考えられた。エアロゾル中の陰イオ・ン当量濃度の総量  

でみると夏季及び秋季は約160”170neq／m3と，ほほ同  

程度の値を示していたが，冬季には251neq／m3と約1．5  

倍高くなり，冬季のSO42‾の上昇が主な要因として考え  

られた。福岡と五島におけるSO42‾は，同様の濃度変化  

を示し，また濃度も頬イ以しており，広域的に分布してい  
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雨の与える影響の中で問題となるアルミニウムの問題，  

微生物影響の問題，そして陸水の問題を取り上げ研究を  

行っている。その中で特に陸水影響について本年度得ら  

れた成果は以下のとおりである。  

集水域の酸中和能力の評価手法の改善と応用   

我が国においては，酸性化の可能性が高い地域とし  

て，酸濃度の高い水が多量に一挙に洗出し，表面流出の  

比率が高くなりかつ塩基性の低い鉱物を主成分とする薄  

い土壌相の集水域とされている。このため，酸性雨の影  

響が現われやすい集水城を予測することが重要になる。  

土壌相の緩衝能は地質同等の情報から推定することが可  

能になっているが，陸水への影響は，陸水自身が持って  

いる緩衝能によっても異なる。しかL，陸水の緩衝能を  

的確に評価できる試験手法がないため，実効緩衝能を的  

確に評価できる指標が求められている。   

現在，酸性雨に関係する陸水の測定項目としては，  

pHとアルカリ度が一般的に用いられている。しかし，  

pHはその時の酸性・あるいはアルカリ性の状態を表わ  

すもので，結果を表わすものである。このため，実効緩  

衝能の測定には用いることはできない。また，アルカリ  

度は，pHを4，8にするのに必要な酸の当量を求めるも  

のである。しかし，その数値自体の意味がわかりにく  

いことと，酸性化による陸水生態系への影響は，PHが  

5，6程度でも現われることが明らかになっていることか  

ら，pH4．8アルカリ度で陸水の実効緩衝能を評価する  

ことは難しい。このため，陸水の実効緩衝能の測定手法  

を開発した。  

「実効緩衝能の測定手法の開発」   

1）実効緩衝能の原理，実効緩衝能が低い陸水は，山  

地渓流河川や山岳湖沼が考えられ，酸性雨によるpHの  

低‾Fはまず，降雨時に現われる。一一般に河川水は，表面  

流出・中間流出・地下流出成分に分けられ，中間流出  

は，さらに早い中間流出と遅い中間流出に分けられる場  

合が多い。晴天時には，地下流出や遅い中間流出の比率  

が高く，降雨時には表面流出の比率が高くなる。この場  

合，表面流出と地下・中間流出の比率が一定とすると，  

地下・中間流出成分の緩衝能が低いほど河川水のpHは  

低‾Fする。また，山岳湖沼においては，降雨直後が降水  

の影響が強く，その後中間・地‾F流出成分の流入や底質  

との反応・生物反応等によってpHが変化する■と考えら  

れる。山地渓流両川やLい岳湖沼における降雨時のpHの  

低卜■は，先行晴天日数，降雨強風 降雨邑 降雨継続時  

間等によって影響を受ける。これらの影響を排除し他地  

点と比較可能なデ「夕を得るためには一地点で相当数の  

サンプリングが必要となるが．山地渓流河川や山岳湖沼  

では調査が容易でない。   

これらのことから，晴天時の河川水や湖沼水を用いて  

評価することにし，実効緩衝能の測定は，降水時にpH  

が低下することを晴天時の試水を用いて，実験室で再現  

するような手法とした。すなわち，晴天時の試水に降水  

に相当する酸を加えた場合のpHの変化を測定すること  

にLた。アルカリ度が一定のpHになるまでの酸の当量  

で表わすのに対して，この実効緩衝能はある一定の酸を  

加えた場合のpHの低‾F量・pH値で表すものであり，  

湘定原理そのものは同じである。しかし，実効緩衝能の  

意味するところは，その試水にモデル降水が加わった場  

合のpHの変化を予測することであり，実態に即した酸  

性雨の影響を評価する数値を得ることができる。   

2）実効緩衝能の測定手法，加える酸の種類は，保存  

性がよいことと，市販されていることを考慮し，アルカ  

リ度の測定でも用いられている硫酸を用いることにし  

た。加える酸の墓は，降雨時に河川水では80％以上が  

表面流出水になることから，日本における降水の平均  

値であるpH4，6の酸性水と試水が8：2の比率で混合  

する場合を目安とした。測定精度を上げることと，試薬  

の消費量を減らすことから，実際には試水100mJに，  

酸を1mJ加えることにした。pH4．6の酸とpH7の水が  

8：2で混合することは，・PH7の水100mJにpH2．7  

の酸を1mJ加えることと等しいことになる。このた  

め，加える酸の濃度は，市販されていることを考慮して  

pH3（0，001N硫酸）1pHZ（0．01N硫酸），PHl（0．1  

N硫酸）の3段l；皆とした。1試水の測定時間は3段階の  

測定でもアルカリ度に比べて短く，pHの正確な測定は  

必要ではあるが，アルカリ度のような滴完操作がないた  

め熟練を要しない。   

3）山地渓流糾lトの適用例，屋久島渓流油川水での  

測定結果を，横軸をアルカリ度にして図】に示した。観  

測した河川水のpHは6．6以下であり，すでに酸性雨の  

影響が現われている。0．01Nの酸添加でpHが4近くま  

で下がり，0，001Nの添加でpHは0．2から0．4低下して  

いることから，実効績衝能が非常に乏しい河川水だと言  

える。実効緩衝能は直接pHの値で示すため，横軸に示  

したアルかノ度の倍に比べて，酸性雨の影響の可能性を  

直接読み取ることができ，有益な測売手法であると考え  
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られる。  

〔発 表）K－35，A－20－29，G－3－ら15，25，gト8，k－2  
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アジア海域の重要性を増している。   

上記の海洋研究の重要性，緊急性，国際共同プロジェ  

クトの動向と，国立環境研究所の人的資鳳 他の国立研  

究所，大学とのとの協力・分担を考慮して，以下の地球  

環境研究総合推進費の4つの課題のもとに研究を行っ  

た。  

2．3．5 海洋汚染に関する研究  

〔研究担当〕  

地球環境研究グループ：原島 省・功刀正行・原田茂樹  

地域環境研究グループ：木幡邦男  

化 学 環 境 部：柴田康行・堀口敏宏  

水土壌圏環境部：渡辺正孝・村上正吾・天野邦彦・  

高松武次郎・内山裕夫・金属昌美  

生物圏環境部：渡蓬 信・広木幹也  

社会環境システム部：安岡善文・須賀伸介  

地球環境研究センター：宮崎忠国  

下線は研究代表者を示す  

【研究成果〕  

（1）勃海・東シナ海における河川経由の環境負荷が海   

洋生態系に与える影響評価手法に関する研究  

1996年11月6日に上海において国立環境研究所，地  

質調査所，西海区水産研究所の研究担当者と中華人民共  

和国国家海洋局責任者の出席のもと共同研究に関する調  

整委貞会を開催した。長江経由の汚濁負荷変動に対する  

長江河口域での海洋生態系の応対特性に関する共同研究  

を現場調査，隔離生態系実験，モデルの3つの立場から  

推進することが基本合意された。これを受けて1997年  

3月18日環境庁において環境庁，国立環境研究所，中  

華人民共和国国家海洋局との間で共同調査研究実施取り  

決めに調印を行った。   

海洋メゾコズム実験は長江河口域で行うが，長江から  

の淡水流入方向が季節により異なるため，同水域に直積  

淡水が流人する秋に第1回の調査研究を行うことで具体  

的研究計画を立案した。   

長江河口域への設置を目的とした浮遊式海洋メゾフズ  

ム（海洋隔離実験生態系）の設計・試作を行った。直径  

5m，高さ5m25cmの円錐形で底には直径50cmのセ  

デイメントトラップが接続されている。フロートの浮力  

によりメゾコズム上部が水面上に1m出ている。長江河  

口域で予測される気象に近い条件下（波高50cm，風速  

5m以上）のメゾコズム水塊の混合状態を蛍光色素  

（Rhodamine WT）．をトレpサーとして用い調べた。  

その結果．波高50cm程度の海域に設置したメゾコズム  

ではメゾコズム自体の動きによって内部水塊は良く混合  

され，従来報告されてきた隔離水塊系の鉛直拡散計数の  

数十倍の値が得られた。一般に穏やかな海域に設置した  

メゾコズムでは浮遊力のなレープランクトンなどを維持す  

るために湧昇流動装置などの挽拝装置が必須であるが，  

本課題で予定している長江河口域（波高1m程度）にお  

いては必ずしも撹杵装置が必要ではないことが明らかに  

なった。   

フローサイトメトリー（FCM）法を用いて海水中の  

〔研究概要〕海洋は，本来的に地球環境を安定化する役  

割を果たしている。この作用は，海洋の熱容量，物質容  

量が大きいことのほかに，植物プランクトンやサンゴ礁  

などの海洋生態系の物質循環機能によるところが大き  

い。有史以来，C，N，P，Siなどの親生物元素の循環  

には人為影響による撹乱が加えられている。これらの撹  

乱分は汚染物質とともに最終的に海洋に負荷され，海洋  

環境に変動を生じさせている。また，有機塩素系物質な  

どに代表される有害化学物質は，このような親生物元素  

の循環に伴い，低次から高次の栄養段階に沿って濃縮さ  

れている。さらに直接的な有害物質でなくても，人為影  

響による海洋環境の改変あるいは変質の事例が多く報告  

されている。   

海洋環境問題の重要性・緊急性から，IGBPのサブプ  

ログラムとしてJGOFS（地球規模物質フラックス研究  

計画），LOICZ（沿岸域陸海相互作用研究計画），  

GLOBEC（地球規模生態系実験計画），YSLME（黄海  

大規模生態系研究計画），UNEP－NOWPAP（国連環  

境計画一北西太平洋地域海行動計画），ICRI（国際サ  

ンゴ礁イニシアティブ），PTCES（国際北太平洋科学機  

構）など，多くの国際的な共同研究あるいは行動計画プ  

ログラムが策定されている。   

このような情勢から，海洋環境あるいは生態系にどの  

ような変動が生じているかを検知するとともに，今後の  

海洋環境保全施策に資する手法の確立と，海洋環境にど  

のような変質が生じているかの知見を呈示することが望  

まれている。特に，近年程済的発展のめざましい東アジ  

アに面した環太平洋城の重要性が指摘されている。さら  

に，海の熱帯林といわれるほど生物的多様性の高いサン  

ゴ礁の中心が，これらの海域と隣接していることも，東  
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光合成を行うシアノバクテリアと従属栄養細菌を識別す  

る自動測定システム開発を検討した。その結果，SSC  

（側方散乱光）および赤色蛍光を測定することにより，  

シアノバクテリア類，従属栄養細菌類およびその他の有  

機懸濁物質を識別できることが判明した（シアノバクテ  

リア；赤色蛍光，SSCが大きい，従属栄養紙筒；赤色  

蛍光に比較してSSCが小さい，死細胞その他の粒子；  

SSC，赤色蛍光ともに′トさい）。また，FCM測定時の  

流量が高いとFSC（前方錯乱光）が大きくSSCの小さ  

な粒子が比較的多く計数された。しかし，流量が低すぎ  

ると，シアノバクテリア類のFSCの大きな細胞の計数  

率は低下した。多様な大きさの粒子を含む実試料の測定  

においては，あらかじめサイズ分画して測定を行うこと  

が効果的と考えられた。   

潮海・東シナ海での循環流について3次元数値モデル  

を用いて解析を行った。潮汐を境界条件に与え，過去に  

測定された黒潮流速平均値を与えて計算を行った。計算  

された調和定数と81カ所の中国沿岸観測地点での走測  

値を比較し振幅，位相とも良好な一致を得た。黒潮の分  

支流が東シナ海に入り循環流を形成することが再現され  

た。海洋生態系モデル構築を行った。モデル要素として  

は溶存態PO。P，溶存態NO3－N，NH。－N，溶存態  

Si，粒子態有機リン，粒子態有機窒素，及び珪藻類，渦  

ベン毛藻類，及びラフイド藻類のそれぞれの細胞濃度，  

細胞内P含有量，細胞内N含有量を独立変数として保  

存式を求めた。増殖連度は分裂直前の細胞内栄養塩含量  

に支配されるいわゆるquotamodelを用い，栄養塩摂  

取はMichaelisMenten式により記述される。海洋メゾ  

コズム実験結果との比較を行い，窒素・リン・炭素の消  

長と動物プランクトンによる捕食により海藻遷移がよく  

説明された。  

夕はほとんどない。そこで，濃縮捕集方法を検討するた  

めにシステムを試作し，同装置を用いて濾過海水総量，  

濃縮剤，検出限界などの調査とともに同海域おける有害  

化学物質の存在量のスクリーニングを実施した。フェ  

リー内における海水採恥ま，原島らが設けた船底の専用  

の採水口からステンレス配管を用いて行われている連続  

観測システムを利用した。固相摘出は，抽出剤としてイ  

オン交換樹脂（ⅩAD4），ポリウレタンフォームを，  

また米国EPAに指導の下に開発されたエムポアフィル  

ターシステムの3法を検討した。抽出剤は，カラムとし  

てフィルターハウジングを用い，ⅩAD4は約1J，ポリ  

ウレタンフォームは約500mほ充てんし，海水を毎分  

7Jで約70分，総量として500Jをろ過した。エムポア  

フィルターは，フィルター部での圧力損失が大き〈，最  

初のシステムでは配管の耐圧に問題があり，捕集不可能  

であった。これらの結果をもとに，新しく専用のステン  

レス製の濃縮カラムを設計し直した。これは，容積約  

200mJで材質は鏡面仕上げのステンレスであり，コン  

タミが少なくかつ耐圧が高く取り扱いも容易となった。  

また，配管もすべてステンレスとし耐圧も十分なシステ  

ムに変更した。この第2世代のシステムでは，海水の流  

量を毎分4Jとし25分，総量100Jをろ過し，有害化学  

成分を捕集した。固相抽出剤は，同じⅩAD4とポリウ  

レタンフォームである。エムポアフィルターは，捕集開  

始時の流量は最大で毎分し3Jであるが，経過時間とと  

もに急速に流量が低下し，10分程度で半分以‾卜に下が  

り，50分後には全く流れなくなってしまった。した  

がって，ろ過総量は，約30Jと少ない。なお，国相抽出  

剤は，溶剤にアセトンを用いソックスレ一指出装置で1  

昼夜クリーンアップを行ったものを用いた。捕集彼の固  

相抽出剤は，同様にアセトンソックスレーで抽出後，  

脱水し，］」仇に濃縮した。濃縮した捕集試料は，キャ  

ピラリーガスクロマトグラフ質量分析計でSIM法によ  

り分析を行った。   

以上の検討により，フェリー上で行う海水の濃縮捕集  

方法は．ポリサレタンフォームを固相抽出剤として用い  

る方法が最も優れていることが判明した。XAD4は，  

固相濃縮捕集法に多く用いられているが，今回実施した  

洗浄時間ではクリ、－ンアップが十分でなく，コンタミが  

見られバックグラウンドが上昇気味であった。また，本  

研究のように多数の地点での捕集が必要な場合，大量の  

樹脂を必要とし，それに伴う溶剤等の廃棄物の発生があ  

（2）束アジア海域における有害化学物質の動態解明に  

関する研究   
有害化学物質の梅津l三おける動態を把握するために  

は，空間変動とともに時間変動を把握する必要がある  

が，同一海域にか、て頻度高くこれらの物質の挙動を把  

握する観測威勢は現在なく，早期に確立する必要があ  

る。このために，同一海域を頻度高く航海するフェリー  

船上における有害化学物質濃縮捕集システムの検討を  
行った。外洋海水中の有害化学物質の濃度はきわめて低  

いことLが予想されるが，東シナ海におけるこれらのデー  
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り，さらに経済面からも適切でない。ポリウレタン  

フォームは，濃縮捕集率においてXAD4に遜色がな  

く，またコンタミも少ない。さらに取り扱いも容易で，  

本研究のように多数のカラムの前処理および後処理の上  

でも優れている。かつ，価格的にも安価であり適切な処  

理の上に用いれば，本日的には最も適Lていると判断さ  

れた。エムポアフィルターは，取り扱いは容易である  

が，庄損が大きく流量が十分にとれないばかりでなく，  

流量が急激に低下してしまい，本装置のように大量の試  

験海水を用いるには適していない。エムポアフィルター  

の前段で，3段階のろ遇を実施しているにもかかわら  

ず，庄椙が増加するのは，固相抽出剤を繊維でパイン  

デイングしているが，通常は十分な空隙を確保するため  

に比較的緩い結合となっているものが水圧により密にな  

り空隙が徐々に減少するためと思われる。1J程度の試  

験水を自然ろ過で捕集する際には問題が少ないが，本シ  

ステムのようなダイナミックな使用法に適していないと  

判断した。   

2）上記，海水濃縮捕集装置により東シナ海におい  

て捕集された試料からは，極微量であるが各種の有害  

化学物質が検出されている。現在まで分析，解析の結  

果からは，t－クロルデン，α－およびノ？－HCH等が検出  

されている。しかし，存在量はきわめて低く，tクロ  

ルデンで検出限界”30pg／～，α†HCHが20pg／巨250  

pg／J，ノ？－HCHが40pg／巨370pg／J■であった。また空  

間分布としては，t－クロルデンはバラツキが大きく，  

α一HCHは東シナ海＜沖縄沖＜瀬戸内海，β－HCHは  

沖縄沖＝東シナ海＜瀬戸内海の傾向が見られた。しか  

し，いずれもきわめて微量であり，これが一般的な傾  

向であるか否かの判断は，さらに調査を進める必要が  

ある。   

これらの結果から，フェリーを用いた海水中の有害化  

学物質の空間的な分布調査は，検討に必要な十分な感度  

を持って可能であることを明らかにした。  

〔発 表〕A－11，a－14  

はあるいはかえって減少する可能性があると考えられ  

る。珪藻類は本来の健全な海洋生態系の基礎になってい  

るが，その殻を形成するキめにSiを必要とする。海域  

に負荷される（N，P）／Si比の増大は，海洋生態系の  

健康度の1つの指標である珪藻／非珪藻の比率を減少さ  

せる可能性がある。   

このような変動が多様な時空間スケールをもっている  

ため，これを把揺するためには時空間連続性と長期性を  

有した計測手法を確立する必要がある。この日的のため  

に，1996年度には，日本（東京・横浜・名古屋・神  

戸）一番港－シンガポールーマラッカ海峡－ポートケラ  

ン（マレーシア）を往復するコンテナ船に連続海水扱み  

上げシステムを設置する方式を設計し，犠装を行った。   

また，人為起源による変動を抽出するためには，自然  

起源による海洋環境変動を明かにする必要がある。この  

ため，上記航路が通過する，南シナ海の流動を対象とし  

た数値モデルを作成した。その結果，この海域の流動が  

モンスーンに強く依存していることが分かった。   

さらに，定期航路船舶の航路（船上）のデータを2次  

元面上に外挿するためには，Nimbus7CZCS や  

ADEOSrOCTSなど，衛星海水色データの利用が重要  

になる。このため，東海大学，遠洋水産研究所との共同  

により，衛星データによる東シナ海，日本海の1978－  

1986年の期間の植物プランクトン分布の月別複合画像  

を作成し，国立環境研究所地球環境研究センターのデー  

タベースとして整備した。  

〔発 表〕K－36，129，131，139，k－3，A－70”72，10ト106  

（4）サンゴ礁生態系の維持横構の解明とその保全に関  

する研究   

サンゴ礁におけるサンゴ群体他の分布状態とその成  

長・変質等を客観記述し，さらに後年サンゴ礁環境の長  

期変動を解析するために，水中画像を系統的に撮影し，  

保存データ（アーカイブ）とする手法を確立した。水中  

画像取得の方法として以下の2系統を実施した。1）は  

同一・地点に経年的に繰り返しコドラートを置きスチル画  

像を撮影する方式で，八重山諸島黒鳥周囲の7地点で実  

施した。この画像をディジタル化・CD－ROM格納を行  

う。さらに，幾何補正を行い，コドラートが正方形にな  

るような規格化を行い，これに基づいて数値処理を行っ  

た。当該年度内に行った画像取得のほかに，海中公園セ  

ンター（財）によって行われた1990－」992年の同地点  

（3）アジア大陸隣接海域帯の生態系変動の検知と陸域   

影響抽出に関する研究   

アジア大陸隣接海域帯（南シナ海，東シナ海，日本  

海）においては，人為影響によってN，Pの負荷が増え  

るのに射し，大規模な土地・水利用形態の変化のため，  

自然の風化作用によるSiの補給は増えないか，あるい  
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の水中画像を収集した。2）ではビデオカメラとスチル  

カメラを収めた水中ハウジングを調査船にとりつけ，サ  

ンゴ礁海域を低速で航速撮影する。この方式で，石垣島  

一西表島間のリーフに沿って数キロメートル分の画像取  

得を行い，無作為抽出とみなした。平成8年度には，さ  

らに西海区水産研究所石垣支所所属のグラスボートによ  

り浦底湾のパッチリーフの航走撮影を行った。ビデオ画  

像は動画取り込みソフトウェアによりディジタル化し  

CD－ROMに格納・保存した。   

また，自作の幾何補正プログラム，Spyglass  

Transform，Adobe Photoshop，NIH一Imagel，55によ  

り，得られた画像を処理するフローを整備した。   

今回の研究期間に得られた画像アーカイブには，大規  

模なサンゴの自化ほみられなかった。これは，研究期間  

中に異常水温上昇などのサンゴ礁へのストレスが顕著で  

なかったことドよると考えられる。一方，本研究で対象  

とした海域以外で，オニヒトデの発生の兆候が見られる  

ところがある。本研究で得られた手法による水中画像  

アーカイビングおよび解析がサンゴ礁の変質を評価し，  

環境管理を行うために有効であり，今後，広域に展開し  

てゆくことが重要になると考えられる。  

〔発 表〕A71   
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2．3．6 熱帯林の減少に関する研究  

〔研究担当〕  

地球環境研究グループ：奥田敏統・唐 艶鴻・足立直樹・  

椿 宜高・高村健二・永田尚志  

生 物 環 境 部：古川昭雄  

社会環境システム部：田村正行・山形与志樹  

地球環境研究センター：安岡善文・杉田幹雄  

科学技術特別研究員：横田岳人  

下線は研究代表者を示す  

上部に樹木のない場所を裸地区とし，各々の区に樹種構  

成が均等になるように植栽した。その結果，被陰区と裸  

地区で各々1203本と1220本であった。   

2）熱帯実生椎樹の潜在的成長特性と光合成油性に関  

する研究   

熱帯樹2種（E祝ge現宣αgrα富d五ざ，勒1gα刑ぬ如｝Ⅶね）  

と温帯樹2種（サンゴジュ；V助｛門1班別α∽αム祝翫，ユズ  

リハ；伽♪／mゆ／小山研削αCγゆ血椚）の光合成速度，気  

孔コンダクタンスに及ぼす水蒸気飽差の影響を調べた。  

各々の樹種の単葉を温度，遇腰を制御できる箱の中に入  

れ，光合成速度，蒸散速度，気孔コンダクタンス，案内  

CO2濃度を光合成ポロメーター（米国LトCOR社製  

Ll－6400型）で測定して求めた。環境制御箱内の水蒸気  

密度は，箱内に導入する空気の飽和水蒸気密度を露点温  

度を変えることによって制御した。測定は温度25℃，  

光量子密度500〃nl／mZ／s，湿度0．5～2，5kPaで行っ  

た。E．gm71dj5とP．♪わ1†∽ねは水蒸気飽差が増加する  

に従って光合成速度，気孔コンダクタンスが減少した。  

2．5kPaにおける熱帯樹の光合成速度は60”70％減少し  

たが，温帯樹の光合成速度の低下は15”25％に過ぎな  

かった。且き閑職沈の気孔密度と気孔インデックス  

（表皮細胞数当たりの気孔数）は他の熱帯樹や温帯樹の  

それよりも高かった。このような光合成速度に対する水  

蒸気飽差の影響と気孔コンダクタンスに対する影響か  

ら，熱帯樹は温帯樹よりも水葬気飽差に対して敏感に反  

応し，水蒸気飽差の増加が熱帯樹の成長に多大の影響を  

与えていることが明らかになった。  

〔研究概要〕熱帯林の地球環境変動における重要性が叫  

ばれる中，依然としてその森林面積の減少はとどまると  

ころを知らない。近年，熱帯林をはじめとする森林資源  

の持続的供給とその維持管理の手法が様々な地域で模索  

されているが，それ以前の問題として天然林はいまどれ  

ほど残されているのか，伐採された森の状態はどうなの  

か，いつ再び伐採が出来るようになるのか，さらに，熱  

帯林そのものは，構造的，組成的に安定したものか，こ  

れらの問題についての具体的なデータが乏しいのが現状  

である。そこで，本研究課題では熱帯林の保全管理のた  

めの手法を確立することを目的として1）熱帯環境林保  

続のための指標策定に関する研究，2）熱帯環境保全林  

における野生生物多様性と維持管理のための指標に関する  

研究，3）熱帯林環境保全機能の評価に関する研免 4）  

人工衛星を用いた東南アジア地域の地表面被覆分布図の作  

成に関する研究を行った。なお，本課題の一部はマレーシ  

ア森林研究所，マレーシア農科大学，東京都立大学，京都  

大学，自然環境研究センターなどの協力を得て行った。  

（2）熱帯環境保全林における野生生物多様性と維持管  

・理のための指標に関する研究  

1）熱帯林における哺乳類及び鳥類群集構造と多様性  

の維持機構に関する研究   

熱帯林の撹乱に伴う鳥類群集構造の変化および鳥類群  

集の多様性と環境要因の関係を定量化し，熱帯林の鳥類  

の個体群動態を明らかにすることを目的として，マレー  

シア半島の撹乱の程度の異なる2つの低地熱帯林のパソ  

森林保護区（孤立林）とゴンバック森林保護区に次  

林）で調査を行った。林内下層部に生息する林床棲鳥煩  

群集を明らかにするために，毎月，10－20枚のカスミ  

網を林動こ設置し標識再捕調査を行った。捕獲した鳥は  

種類を同定し，計測した後に個体識別のための足輪を装  

着し放鳥した。また，孤立化したパソ森林保護区で周辺  

〔研究成果〕  

（1）熱帯環境林保続のための指標策定に関する研究  

1）撹乱環境における熱帯樹の応答選択に関する研究   

半島マレーシアでは，199打年2月から3月にかけて  

¶斉開花が起こり，その年の8月から9月にかけて種子  

が落下した。その種子を採集し，発芽させた後，寒冷紗  

を掛けて被険した場所で栽培した。実生苗は1996年の  

12月まで同じ環境条件下で栽培し，マレーシア農科大  

学構内の伐採跡地に植栽した。植栽した樹種は21種  

で，総本数は2423本であった。植栽地には伐採されず  

に残っていた樹木や遷移初期に出現するマカランガ等の  

樹高10m程度の樹木があり，そのような樹木の下にも  

植栽を行った。樹木によって被陰された場所を遭光区，  
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効果がどのように生じているかを明らかにする目的で，  

人工巣を用いた捕食実験も行った。パソ森林保護区内の  

原生林とアブラヤシ農園との境界林の2カ所にそれぞれ  

20偶の人工巣を設置し，人工巣内にウズラの卵を放置  

し捕食される速度を反複して計測すると同時に，自動撮  

影装置を設置し捕食者を予備的に調べた。   

まず，熱帯鳥類群集の維持機構を明らかにするため  

に，現在までに集まった4年分の標識再捕データより鳥  

類群集構造の動態を解析した。ゴンバックの鳥類群集の  

季節変化をみてみると，捕獲数は6ル9月に増加し，10  

～12月にかけて減少していた。捕獲種類数ほ，嫡獲個  

体数が少ない月に減少する傾向はあるものの，多様性は  

1年を通してほとんど変化せず群集構造の季節変化は認  

められなかった。繁殖期後の6～9月に捕獲数の増加  

は，繁殖により生産された若鳥の増加と，繁殖の終わっ  

た放浪個体が捕獲されることによると考えられる。森下  

のC人を用いて群集組成の時系列解析および上位優占  

14種の出現数を自己相関関数を用いて47カ月のデータ  

を解析したが，周期性は検出されなかった。熱帯林の鳥  

類は成鳥の生存率が高く，′Jこ鳥類でも寿命が10年を超  

えるといわれているので，4年程度のデータせは同報性  

を検出するのは無理なのかもしれない。パソ森林保護区  

において人工巣を用いた捕食実験は，まだ反復回数が少  

なく予備的な結果しか得られていないが，原生林内では  

実験開始後，2．03±0．14日（n＝80，±SE）でウズラの  

卵が捕食されたのにたいして，テプラヤシ農園と保護区  

の境界の二次林においては1．47±0．07日（n＝78）で捕  

食されていた。また，実験終了まで捕食されなかった巣  

の割合も，境界林ではユ，3％なのにたいして原生林では13．  

8％であった。実際に，自動撮影業置で確認された捕食者  

は，ネズミ，リス，サル，チメドリなどの動物であった。   

熱帯林の多様性を維持するような保護区を計画するた  

めには，周辺効果がどのように生じているか，個体群の  

移出入がどのように起こっているかを明らかにする必要  

がある。今回の人工巣による予備的な実験で，パソ森林  

保護区においても境界地域で捕食圧がやや高く，周辺効  

果が認められた。保護区の設計には，周辺効果の他に個  

体群の移動分散に関する情報が不可欠であり，今後，こ  

れらの情報を蓄積していく必要がある。   

2）昆虫群集の多様性と動態に関する研究   

調査はマレーシア森林研究所パソ試験地で行った。同  

地に建設されているタワー（高さ約50mジュラルミン  

製）に，地上高40mまで10れ1おきにプラスチック  

シャーレを各2個設置した。探蜜に訪れたハナバチ類を  

シャーレに閉じこめて採集し，個体ごとに標本を作製し  

た。今回の解析には95年6月から96年7月のデータの  

みを用いた。その結果，ト■ラップで捕獲されたハナバチ  

填は稔計547頭で，ハリナシバナ騒が10種，ミソバチ  

属が1種であった。最も多く捕獲されたのは，ハリナシ  

バナ属（了1γ1卯プ1α）のT．画血机血痴で，150頭，次い  

でミツバ チ属（A〆∫）のアジアミツバナA．cg矧1αの  

140頭であった。トラップで捕獲されたハナバナ類の季  

節変動について述べると，1996年3月までは，トラッ  

プに誘引されたハナバチ類はほとんどがハリナシパテ属  

で，1995年9月がいちばん多く，徐々に減少し1996年  

4月はハナバチ頬は誘引されなかった。1996年6月か  

ら7月にかけてはすべてミツバチ属であった。このよう  

にハナバチ類は仁特定の榎がいつも儒占するのでなく，  

季節的に優占種が大き〈変化していた。捕獲されたハナ  

バチ類の高さ別群集構造の違いを見ると，T．  

机宣7′tαチIg払わα鋸及び7’．加どjcゆぶは高さにあまり影響さ  

れず各高さで捕獲されでいるのに対し，T．用叫如桐  

はタワーの高い場所でのみ捕獲されていた。また，  

T．卵油m血涙及びT，♪αgd叫か刑i5はOmから40m  

にかけて幅広い層で捕獲されていたがT．錘血机血血  

は30m付近に，T．♪αgdβ7ゆ珊f5は10m付近で捕獲  

される個体が最も多かった。¶方T．刑f祁α†tgおαわαlfは  

20mからOmというF層でのみ捕獲され，Omで捕獲  

される個体が最も多かった。このようにハナバナの種類  

によって探餌に訪れる場所が大きく異なっていた。上記  

の結果から判断すると，ハリナシパテの餌探索様式は，  

棲ごとの決まった高さの探査区域を巡回し，偶然塞源を  

見つけた個体が同じコロニーの個体を次々とリクルート  

するというものであろう。このような餌探索様式の結  

果，優占種が季節的に次々変化するという結果をもたら  

したと考えられる。   

3）動植物種の種特異的共生関係に基づく生物種の生  

態特性の指標化に関する研究  

〈異なる光環境下で生育した7タバガキ朴椎樹の防御特   

性の比較〉   

本研究では，異なる光環境下で育成した4種のフタバ  

ガキ科（Dipterocarpaceae，Shorea）推称の成長反応  

を調べ，各樹種の成長反応と防御戦略の関係を調べると  

ともに，防御戦略に対する光環境の影響を考察すること   
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を目的とした。調査はパソ森林保護区で行った。光環境  

の異なるギャップ下（相対光量子密度35％）と林床下  

（相対光量子密度6．5％）で育成したフタバガキ科の椎  

樹4種を対象種とした。移植から1年半後に，各光環  

境・種ごとに3個体ずつサンプリングを行った。それぞ  

れの種の成長反応を調べるために各器官の乾燥重量を計  

測し，葉の被食を軽減する物理的な防御特性  

（1eartoughness）と化学的な防御特性（フェノール化  

合物含量），‘被食後の再生能力の指標となる貯蔵物質含  

量（デンプン含量）の分析を行った。その結果．それぞ  

れの防御能力は，どちらの光環境においても種間差がみ  

られ，葉の展開速度の速い種5，αCl仰fTtαJα，5．如γ一  

両軌厄は，遅い種5，椚αCγ0仲m，S．ナ托αズわ常αに比べて  

小さな値を示し，乗の展開速度が遅い種は，物理的な防  

御，化学的防御能力ともに高い値を示す結果となった。  

また，すべての種のIeaf toughnessは明るい環境の方  

が有意に大きかったが，フェノール化合物含量は少な  

かった。この結果から，暗い環境ではIeaf toughnesは  

低‾卜するが，フェノール化合物含量を増加することで防  

御能力を補償している可能性が示唆された。一方，貯蔵  

物質についても，どちらの光環境でも有意な柱間差がみ  

られた。重さあたりの樹高で表した樹高成長効率が高い  

種ほど，茎に含まれるデンプン含量は低く，封研伽  

肌那加柑は他の種と比べ，高い貯蔵物質含量を持つこと  

が明らかになった。また，光環境の影響は，桂によって  

異なった。以上から，フタバガキ科椎樹4種の防御特性  

に種間差がみられ，光環境によってその内容が変化する  

ことが明らかになり，実生や椎樹の定着率は，光環境や  

被食庄によって変化することが示唆された。そのため，  

樹高成長，葉の展開速度が大きい樹種は被食庄が低く明  

るい環境であれば定着率は高くなるが，被食庄が高く暗  

い環境になるほど，定着率は低くなることが予想された。   

〈動物による種子捕食と実生定着への影響〉  

本研究ではパソ森林保護区において結実の起こった  

フタバガキ科4種（5九0γgα）れαC瑚Jgm，5．押ICち仙化，  

5．卸恒何れβ榊肌00申化抑Ⅶ血）に対する動物に  

よる種子捕食の影響調査を行った。またその影響が林冠  

ギャップ下と閉鎖林冠Fで違いがみられるか解析を試み  

た。さらに，親木に種特異的な捕食者や菌による実生へ  

の影響を評価する目的で，実生の生存率と親木からの距  

離との関係についても調べた。種子の供給量については  

シ「ドトラップを用いて，種子散布が始まった1996年  

8下旬から6週間にわたって毎週調べた。その結果散布  

された種子の大半は8m以内の親木から近い場所に落ち  

ており，16nl以上の距離まで到達したものはわずかで  

あった。散布された種子の個体数が比較的多かった  

5加柁αナれαCγ坤fβm，S．♪“化研0用について2月におけ  

る実生の生存率についてギャップと林内で差がみ＿られる  

かどうかをt検定により解析したところ，有意な差はみ  

られなかった。桂子散布が終了した9月下旬から10月  

にかけての実生個体数の急激な減少がみられたが，主に  

種子の死亡（動物，昆虫による捕食や菌などの影響）に  

よるものと考えられる。また各樹種について，実生の生  

存率と親木からの距離との関係を調べたところ，分散分  

析の結果から各距維間での生存率に有意な差はみられな  

かった。少なくとも現段階では親木からの距離は実生め  

生存にはそれほど影響を及ぼしてはいないことが推察さ  

れた。種子の捕食について調べたところ，4種のうちで  

は丑蜘励伽制御lぶC仰…‘llぶの捕食率がきわめて高かっ  

た。〃．c川り血5の種子は他の別冊祝届3種にくらべ  

種子サイズが大きく捕食者にみつかりやすいこと，  

β．ぐ0れtl↓′1．1ぶの種子は炭水化物に富んでいることなど  

が，捕食者に選好される理由であると考えられる。自動  

撮影により撮影された動物の写真から主な種子捕食者は  

朗αCαぐαTlβナチ‡β5汀i7′1α，511∫5Cγq血ル払∬01叩＝止血転血  

LβゆJ血〝り∫5αわα叩11ざの4種であることがわかった。  

〔発 表〕A－39，40，a－5－7，43  

（3）熱帯林の環境保全機能の評価に関する研究  

1）熱帯林における撹乱が土壌形成及び土壌構造に及  

ぼす影響の評価に関する研究   

土壌形成の重要な過程である植物遺体分解に関わるシ  

ロアリについて伐採による撹乱の影響を把握するため  

に，マレーシア半島部の低地熱帯雨林の一次林・二次林  

で比較調査を行った。各林内に調査区域を設完し倒木を  

個々に識別するとともに，そこに生息するシロアリの種  

類相を調査した。倒木は二次林に比べて一▲次林に多く，  

またその直径で測られた大きさも一次林の方で大きいこ  

とが分かった。一次林，二次林各々の林床の倒木・落枝  

から採集・同定されたシロアリは，それぞれ1Z，9軽  

であった。調査材から頻繁に見つかった上位3種は，  

〃αCmrβmeぶmαJαCCg化5i∫が一一次林調査材31本のうち  

10本，0（わ7血fg門れg55αⅢ㈹たどナ岱iぶが9本，几弟〃扉の7鋸5  

匝抽血液削が3本で採集されたが，これら3種は，二   
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次林の調査材37本では各々17，5，9本で採集され  

た。したがって，一次林・二次林のどちらにおいてもこ  

の群のシロアリが材分解過程において重要であることが  

推察された。これらのシロアリはキノコシロアリ亜科に  

属し，前年度までの研究において木材分解における重要  

性が確認された種群である。ただし，一次林・二次林間  

で違いも認められ，一次林で種数が多いことと，上記3  

種の出現頻度が異なっており〃αC和fe仰eぶ仲旭JαCCgす1  

sイ∫，腑血液m那加新山血㍑の割合が二次林の方で高  

く，Odの1わfgγ肌g55α和棚α烏の1ざi5は逆に低い傾向がうか  

がえる。今回の調査によって，一次林では二次林よりも  

倒木の存在量が圧倒的に多いことがわかった。このこと  

が，そこに生息するシロアリなど植物遺体分解にかかわ  
る生物の分布及び，それらが果たす分解の機能と土壌形  

成への貢献に影響しているもとの考えられる。倒木量に  

一次林と二次林とで顕著な違いがあることは，土壌形成  

に様々な影響を与えていると考えられるが，このような  

倒木の調査は，長期に設定された調査区がなければ実施  

不可能である。それだけに調査の努力があまりなされて  

いない分野であるが，本研究によって今後さらに，撹乱  

の影響を明らかにする上で貴重な知見が得られるものと  

期待される。  

度で観測する（毎日2匝りNOAA AVHRRデータを利  

用することとした。平成8年度では，1）1970，80，90  

年代のLANDSAT MSS，TMデ，夕等の高空間分解  

能人工衛星センサからのデータを用いた東南アジア地域  

の詳細な土地被覆変化の定量的評価，2）1980，90年  

代のNOAA AVHRR等の広域：高頻度（低空間分解  

能）センサからのデータを用いた広域土地被覆変化の評  

価，3）LANDSAT MSS，TMなどからの局所情報  

を，空間分解能は低いが広域をカバーする  

NOAA AVHRRからのデータを併用して，大陸レベル  

に外挿するスケーリング手法の開発を試みた。   

平成8年度までに，東南アジア地域をカバーする  

1970，80，90年代のLANDSAT MSS，TMデータ計  

600シAンを入手した。このLANDSAT MSS，TM  

データから対象地域の衛星モザイク画像を作成するとと  

もに，土地被覆分類図の試作を行った。土地被覆分類に  

際しては，東南アジアに特有な小規模単位での季節に・よ  

る変化を伴う土地利用形態を反映できる分類項臥手法  

の検討を行った。また，70～90年代の変化を抽出する  

ために，スペクトル波形の類似度に基づいた地表面被覆  

変化抽出手法を＿ヒ記データに適用した。   

一方，AVHRRデータからの土地被覆分類の試みとし  

て，米国NASAより提供されたNOAA AVHRRから  

算出された植生指数の毎月単位の時系列デ「夕（1982”  

1991年）を基に，東アジア土地被覆分布図を作成し  

た。本データは，8kmわ分解能で，1カ月間のデータ  

を重ねて雲を除去したものである。水田，森札砂漠地  

など対象地わ土地被覆状況により各点の月ごとの植生指  

数の変化パターンが異なることから，その変動特性を類  

型化することにより対象地点の被覆を分腰することがで  

きる。ここでは各点の3年間の植生指数の時系列パター  

ンをフーリエ変換して，そのフーリエ係数により特性値  

化し，その特性値を最尤法により分類する方法を用いた。   

さらに，LANDSAT TMとNOAA AVHRRデー  

タの重ね合わせを行い，両者をつなぐスケーリングモデ  

ルの開発を行った。平成8年度では，地表面の基本的構  

成要素である植生，水，土壌の混合状態を表すVSW指  

数がTMデータとAVIiRRデ．夕の間で高い相関を示  

すことを示し，AVHRRデータを用いて，東南アジア全  

域の1kmメッシュでの植生，水，土壌のVSW指数分  

布図を作成した。  

〔発 表〕C－Z3．44，46，l13，16，C－17－21，i22～25  

（4）人工衛星データを用いた東南アジア地域の地表面  

被覆分布図の作成に関する研究   

熱帯林の減少，砂漠化など東南アジア地域における地  

表面被覆状況の変化は著しい。これらの土地被覆の変化  
は，それ自身が地域にとって大きな問題であるばかりで  

なく，その変化が局地的また広域的な気候変動を引き起  

こすなど地球規模での環境変動に大きな影響を与えてい  

る。これらの問題に対処するために土地被覆の現状とそ  

の変化を正確に操えることが緊急の課題となっている  

が，大陸レベルのような広い範囲を対象として地表面の  

状況を高精度観測することは容易ではなく．正確な情報  

が得られていないのが実情である。   

本研究では，人工衛星からの画像データを利用して東  

南アジアの広い範囲の地表面変化を定量的に評価するた  

めの手法を開発することを目的とした。人工衛星データ  

として，高い空間分解能（30－80m）を有するが観測範  

囲が狭く（180km四方），観測額層が低い（16日に1  

回）LANDSAT MSS，TMデp夕，ならびに空間分解  

能は低いが（1km），広範囲（2700km四方）を高額  
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2．3．7 生物多様性の減少に関する研究  

〔研究担当〕  

地球環境研究グループ：椿 宜高・奥田敏統・高村健二・  

（4）生物多様性保全の観点から見たアジア地域におけ  

る保護地域の設定・評価に関する研究   

アジア地域で設定されている国立公園や保護区等の生物  

多様性に関する情報を収集し，また，それらの情報と地理  

情報をもとに野生生物の潜在的生息域を割り出し，当該地  

域の自然保護の進展に資することを目的として，地理情報  

システム（GIS；GeographicInformation System）を  

用いた生物多様性保護区の候補地の選定システム  

（Geographic Approach to Protection ofBiodiversity；  

GAP analysis）の開発に着手し，生物多様性保護地区  

のデータベース作成のための資料を収集した。  

永田尚志・唐 艶鴻・足立直樹  

地域環境研究グループ：高橋慎司  

社会環境システム郡：安岡善文・関村正行・山形与志樹・  

清水 明  

生物 圏：環 境部：渡過 信  

下線は研究代表者を示す  

〔研究概要〕  

（1）野生生物集団の絶滅プロセスに関する研究   

野生生物が絶滅に至る主要な原因は生息地の破壊・消  

失にあるが，かりに棲息地の一部が保護され直ちに絶滅  

には至らなかったとしても，少数集団特有の脆弱な性質  

が重なって，最終的には絶滅に至るケースが頻出すると  

考えられる。′ト集団は（a）個体数の偶然変動の影響，  

（b）気象などの環境変動の影響，（c）遺伝的均一化  

の影響，（d）寄生，病気，捕食者などの他種の影響な  

ども；対して大集団よりもずっと敏感だと考えられている  

からである。また，少集団に分割された個俺群（メタ個  

体群）は，たがいに交流することによってこれらの影響  

を低減している可能性があるが，その効果については世  

界的な論争の中にある。これらの問題を解決し，野生生  

物保全施策への提言を行うことを目標とする。  

（2）アジア・太平洋地域における湿地等生態系の動態  

評価に関する研究   

湿原植生の植生状態をより定量的に把握するための手  

法として，航空機搭載スペクトルイメージヤを用いた赤  

井谷地の湿原植生分類，多時期のランドサットTMを  

用いた釧路滝原の渥原植生分類，そして，スペクトル情  

報から複数の湿原植生タイプを分解する部分空間法を用  

いたミクセル分解手法を開発した。  

（3）発生遺伝子工学的手法による希少野生生物の個体  

復元および増殖技術の開発   

国立環境研究所動物実験施設には，抗体産生能を指標  

として20年以上もの選抜を行ってきたH2及びL2系  

ニホンウズラが継代飼育されている。これらの系統の長  

期にわたる交配・繁殖履歴データを詳細に解析し，供試  

ウズラの純系化過程に見られる長期的変動要因を解析す  

るため，20年以上ドわたる交配・繁殖記録を電算機処  

理可能な形式に整え，データベース化する作業を行った。  

〔研究成果〕  

（1）野生生物集団の絶滅プロセスに関する研究  

1）イリオモテヤマネコの遺伝的多様性  

個体数が減少した種および集団の絶滅を促進させる諸  

要医のなかの1つとして，遺伝的多様性の欠如があげら  

れている。種および集団の遺伝的変異量を推定する  

DNA多型マーカーとしては，マイクロサテライト領域  

の多型が広〈用いられ．ネコ科動物においてはすでに  

MenottiRaymond＆0’Brien（1995）によって，マイ  

クロサテライト領域のプライマーがデザインされてお  

り，多数の対立遺伝子の存在および高い平均ヘテロ接合  

度が報告されている。  

本研究では，上記のMenotti－Raymond＆0’Brien  

のプライマーを用い，生息数100個体前後と推定されて  

いるイリオモテヤマネコ（F射ね」レわ用例熟眠止）26個体  

について，マイクロサテライト多型解析を行った。8つ  

の遺伝子座について解析した結果，多型の検出された遺  

伝子座はわずかに1つであり，全体の平均ヘテロ接合産  

も1％と，他のネコ科動物に比べても極めて低い値と  

なった。このことは，今回調べたマイクロサテライト領  

域の変異がほとんど存在しないことを示しており，イリ  

オモテヤマネコの遺伝的変異が著しく低‾卜している可能  

性も示唆する。小集団の遺伝的変異の維持に最も大きく  

貢献する遺伝的交流が，地理的隔離によって全く行われ  

ないことが遺伝的均一化の一つの大きな原凶であると思  

われる。  

大陸から隔離されて数十万年もの間，この小集団が存  

続し続けていることから考えると，たび重なる近親交配  

によって，すでにこの集団から有害遺伝子が排除されて  

いる可能性があるq従って・ 
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伝的側面からの大きな脅威は，この種が適応している生  

息環境を人間活動により撹乱することであろう。特に，  

小動物とともに島内に持ち込まれるウイルス等の病原体  

は大きな脅威となりうる。今後は免寝系の遺伝子群であ  

る MHC（Major HistocompatibilityComplex）等の  

遺伝的変異量を解析してゆく必要がある。   

2）ウスバシロチョウの遺イ云的変異と適応度   

ウスバシロチョウ（Parnassius glacialis）は年一化  

性で，国内では九州を除く各地の山間地域にバッチ状に  

生息している。本研究では，ウスバシロチョウの各個体  

群の集団サイズや各個体の形質（左石対称性のゆらぎ  

（FA），遺伝子型）を測定し，適応度との関係を明ら  

かにすることを目的とした。   

5月上旬から6月下旬にかけて，岐阜県下の22個体  

群について複数の個体を採集した。採集時には採集時間  

を測定し，単位時間当たりの捕獲数をその個体群の生息  

密度とした。採集した個体は採集後直ちにドライアイス  

で冷凍し，－80℃のディープフリーザーで保存した。冷  

凍した個体から左右の前饗と後麹を4℃の恒温室内で切  

り放した。切り放された左右の親の剋派閥の長さを測定  

し，FAを計算し表現型変異の指標とした。頭部と胸部  

を200／りのバッファーとともに磨砕し，4℃，14000  

rpn－で15分間した後，上浦を抽出した。抽出した上清  

を電気泳動法で分画し，アイソザイムを分析した。GPI  

（Glucose PhosphateIsomerase）には1遺伝子座に  

6つの対立遺伝子が検出された。EST（Esterase）に  

は1遺伝子座に4つの対立遺伝子が検出された。G6PD  

（Glucose－6LPhosphate Dehydrogenase）には1遺伝  

子座に2つの対立遺伝子が検出された。PGM（PhosL  

phoglucomutase）には3つの遺伝子座が認められ，そ  

れぞれ2対立遺伝子，2対立遺伝子，5対立遺伝子で  

あった。今後はこれらのデータを基にFAと遺伝的変異  

性，適応度の関イ系を明らかにする予定である。  

〔発 表〕A－100，a－38，44，紙134－136  

を用いて赤井谷地を観測した。湿原における水の流れ  

は，周辺の土地利用や標高差によって影響されることが  

多い。また，湿原内部での傾斜は－・般的にはなだらかで  

はあるが，ミズゴケによる泥炭地形成等の作f削二より微  

細な起伏があり．土壌水分や植生分布の変動と関連して  

いることが多い。CaSi画像の3次元立体表示を行い，  

湿原内の植生分布と微細な起伏との対応関係に付いて検  

討した。   

多時期に取得されたランドサツトTM画像を用い  

て，さらに正確な湿原植生分頬図を作成した。多時期の  

ランドサットTM画像を用いることによって，湿原植  

生の判別に有効である近赤外，中間赤外バンドの情報を  

活用することができ，多時期のデータを重ね合わせて利  

用することで，湿原植生タイプごとの生育時期の違いを  

用いて分類することができる。釧路湿原を6，8，11  

月に撮影した多時期ランドサットTM画像を用いた湿  

原植生分燥を中心として，スペクトル放射計によって計  

測された主な湿原植生タイプのスペクトル特性と，主な  

湿原植生タイプのバイオマス調査を実施し，多時期のスペ  

クトル情報から湿原植生の分類が可能であることを示した。   

湿原域では様々な渥原植生が相互に重なり合い，連続  

的に変化して分布している。このような領域を分光観測  

した画素の多くは，複数の土地被覆クラスのスペクトル  

特性が混合したミクセル（Mixedpixel）になってい  

る。ミクセル画素の解析には，ミクセルのスペクトル情  

報から各構成要素についての情報を逆に推定するミクセ  

ル分解手法を用いる必要がある。本研究では，部分空間  

法によるミクセル分解手法を開発し，従来の統計的な特  

徴選択とは全く異なった原理によって，大規模な超多波  

長の画像を安定かつ高速に処理することが可能となっ  

た。部分空間法によるミグセル分解では，これまでの線  

形ミクセルモデルに基づいたアプローチに代わって，各  

クラスに部分空間が対応していると考えて，部分空間へ  

の射影によってミクセル分解するアプローチが用いられる。  

〔発 表〕c44～47  

（2）アジア・太平洋地域における湿地等生態系の動態   

評価に関する研究：人工衛星データを用いた湿地分   

布図の作成手法に関する研究   

湿原植生の分類や湿原内の状態の把握を実現すること  

を目的として，可視域から近赤外城にかけて複数のバン  

ドで高分解能の画像を取得できる航空機搭載スペクトル  

イメージヤcasi（compactairborne spcctralimager）  

（3）発生遺伝子工学的手法による希少野生生物の個体   

復元および増殖技術の開発   

野生動物の絶滅は，まず環境要屡＝二よる緩慢な個体数  

の減少に始まり，ある個体数以下になると近交退化によ  

る不可逆的な繁殖能力の低下によって加速すると考えら  

れている。しかし，近交退化現象のモデルとなる純系勤  
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物が開発されなかったために，希少野生動物が絶滅寸前  

に示す近交退化現象のメカニズムが具体的に解明されて  

おらず，絶滅危惧種を人為的に増殖・救済する際に最大  

のネックとなっている。また，発生工学的手法による個  

体復元と増殖に関する技術が確立された場合において  

も，少数の個体から出発し交配を重ねて増殖させる際に  

は，近交退化に関わる問題を避けて通ることができない。   

国立環境研究所動物実験施設には，抗体産生能を指標  

として現在まで50世代に亘る選抜を行ってきたH2お  

よびL2系ニホンウズラが継代飼育されている。これら  

は，現存する鳥類の近交系としては数少ないもので，同  

一集団から分系育種されながらも，双方でやや異なった  

近交退化現象を示している。本年度は，これら近交系ウ  

ズラの繁殖能力の長期にわたる交配・繁殖履歴データを  

コンピュータ解析し，鳥類の近交退化現象のメカニズム  

の解明を行った。これまでに，供試ウズラの純系化過程  

に見られる長期的変動要因を解析するため，20年以上  

にわたる交配・繁殖記録を電算機処理可能な形式に整  

え，47世代にわたって繁殖成績を入力したが，これま  

での解析より，H2及びL2系ウズラの受精率，産卵  

率，ふ化率，死ごもり率の0～47世代での推移が明ら  

かになった。これによると，両系ウズラとも受精率・死  

ごもり率には一定の傾向は見られないものの，産卵率と  

ふ化率は世代の進展．に伴って減少する傾向，いわゆる近  

交退化現象が認められることがわかった。また，L2系  

ウズラは．選抜途中からふ化率が回復する傾向が見られた  

が，この現象を解明することにより，絶滅危倶種の救済策  

に関する情報が得られることが期待され，さらに詳細な検  

討を試みている。  

〔発 表）B66，C14  

在，両地域における動物行動城の捕捉システムの開発の  

ための予備調査や動植物のリスト編纂，地理情報の収  

集．衛星画像による調査地の植生解析を行っている。   

2）東南アジア地域における野生生物保護区のデータ  

ベース化とそれを用いた生物多様性評価手法の開発に関  

する研究においては，東南アジア地域の保護地区データ  

ベース作成のための以下のような予備的作業を行った。  

まず，東南アジア地域の野生生物と保護地区についてど  

のような情報整備が行われているかを概観した。保護地  

区については，イギリスにある世界保全モニタリングセ  

ンタp（WCMC；World Conservation Monitoring  

Centre）が整備しているデータベースの充実度が高い  

ことが判明した。ただし，各保護地区の動物相，各動物  

種の分布状況等に関するデータはきわめて不十分であっ  

た。野生動物については，統一規格によるデータベース  

は存在せず，関連情報のうち大雑把な分布が分短評ごと  

のリスト，l窒l鑑，モノグラフなどに示されているものの  

データベース化はされておらず，より詳細な情報は一部  

の桂や地域についてのみ各種の学術雑誌，報告書，書籍  

等に散在して記載されているのが現状であった。次にこ  

れらの既存資料等を用いて，東南アジア8カ国につい  

て，保護地区のリストと各保護地区の概略（面積，設立  

年等），野生動物種のリスト，国別・地域別の分布状況  

を整理した。また，モデル地区調査を行う半島部マレー  

シアについては，既設保護地区の内容の詳細を整理し  

た。さらに，これらの既存資料を東南アジア地域の標準  

化データベースにどのように組み込むべきかについて予  

備的検討を行った。そのために，半島部マレーシアを中  

心に鳥類データベースの作成と当地域におけるGAP解  

析のための予備調査を行った。マレーシアには700種類  

を超える鳥類が生息し，種の多様性が非常に高い。これ  

らの鳥類ががどのような環境に生育するかを多角的に解  

析するために，既存の資料を用いて鳥類の分布に関する  

リレーショナル・データベースを作成し，種名，学名，  

地名，立地タイプ，高度区分，渡りの有無の各項目から  

検索できるようにした。検索結果はテキストおよび地図  

画面として出力することができる。これにより，どの場  

所にどの種が生息するかはもちろん，逆にどの種がどの  

ような生息場所を好むかを調べることができる。このよ  

うに，種ごとの生息地の指向性を知ることにより，今後  

大規模なGAP解析をする際の基礎データとして活用で   

きることが期待される。  

（4）生物多様性保全の観点から見たアジア坤卿こおけ  

る保護地域の設定・評価に関する研究  

1）生物多様性評価のための地理情報システムの応用  

に関する研究においては，まずパイロットサイトとし  

て，マレーシア半島部及び，中華人民共和匠雲南省の自  

射呆護区を選んだ。現地の研究機関及び行政機関と交渉  

したうえで，マレーシアにおいてはTaman Negaね公  

園西部，中臥こおいては酉双版納保護区を調査候補地と  

した。その際の相手側研究機関との了解に基づき当該地  

域の生息する動植物種のリスト，分布状札 植生，地  

形，土質などに関する文献，情報を収集した。また，現  
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2．3．8 人間・社会的側面（分野）に関する研究  

【研究担当〕  

地球環境研究グループ：西岡秀三  

地球環境研究センター：宮崎忠国・吉成信行・中井真司・  

福渡i架  

地域環境研究グループ：森口祐一  

社会環境システム部：原沢英夫・青柳みどり・高橋 潔  

「アジア地域における人間活動による広域環境変化と  

経済発展の相互影響に関する研究」においては，アジア  

地域の発展途上国では，経済活動の拡大に伴う人間活動  

が一次産業などの基盤となる環境資源の持続不可能な利  

用等をもたらしているとの観点から，（1）人間活動に  

伴う広域的な環境変化とその社会・経済へ及ぼす影響を  

同定するとともに，（2）人間活動一環項変化の相互影  

響を考慮した人間活動一環墳変化一社会・経済影響を評  

価するモデルを構築し，アジア地域に適用することによ  

り，持続可能な発展を実現するためにとるべき施策を検  

討することを昌的としている。  

水土壌圏環境部：大坪囲順  

下線は研究代表者を示す  

〔研究概要〕推進費における本研究分野は，地球環境変  

化の人間・社会的側面の国際共同研究計画（Interna－  

tionalHuman DimensiorlProgramme on GlobalEn－  

vironmentalChange：IHDP）に積極的に対応してい  

くために，平成7年度に創設された。  

IHDPは地球環境変化の人為的要因とその地球環境変  

化が人間社会に及ぼす影響の2つの側面を研究するもの  

で，具体的な研究分野として，土地利用・被覆変化，産  

業構造の変化とエネルギーの生産と消費，資源利用に関  

する人口・社会的側面，環境倫理や教育∴資源利用や人  

口推移を決める各種制度，及び環境の安全性と持続的発  

展が挙げられる。   

「地球環境負荷低減のための都市とライフスタイルの  

あり方に関する研究」においては，社会経済システムの  

構成要素のうち，低地球環境負荷型の都市像を措きだす  

とともに，その実硯のための市民，消費者・企業の態度  

ヤ行動などライフスタイルのあり方などに資する知見を  

提供することを目的としている。   

「地球環境保全に関する土地利用・被覆変化研究  

（LU／GEC）」においては，アジア・太平洋地域にお  

ける持続可能な土地利用のあり方という観点から地球環  

境保全のための適切な政策オプションを提案することが  

最終目標である。第一期（3年間）では，アジア・太平  

洋地域各国における2025年，2050年の土地利用・被覆  

の状況の予測を行い，全体としてどの国にどのような荒  

廃的な変化が起きるかを洗い出すことを目的としてい  

る。サブテーマ（1）では土地利用・被覆変化の長期予  

測モデル（LU／GECモデル）の開発に取り組み，サブ  

テーマ（2）では国際交流研究としてLU／GECヰデル  

を適用するために必要なデータセットの構築や，限られ  

たデータセットによる土地利用変化予測手法の開発に取  

り組んだ。  

〔研究成果〕  

（1）地球環境負荷低減のための都市とライフスタイル  

のあり方に関する研究   

都市の構成要素，および都市とライフスタイルの相互  

関係に関しては，大学の研究者の参加のもとに，下記の  

課題を実施した。  

1）環境調和型の社会像を示すため，環境共生への転  

換のための都市基盤（エコ・ファンダメンタルズ），そ  

の運用を決めるソフトウエア，その背景としてのライフ  

スタイルの具体的な姿を住宅郡市を例に提案した。とく  

に，下水汚泥や台所ごみのコンポストの土壌還元の可能  

性と限界，およびその消化処理技術について検討すると  

ともに，環境調和型技術の受容度に関する住民意識調査  

を行った。   

2）都市の社会資本形成に資材を提供し，かつ廃棄・  

副産物の有効利用を行う静脈産業としての性格をもつセ  

メント産業に着目し，静脈産業が背負うべき環境負荷量  

を正当に評価するための分析手法を提案した。   

3）都市内の物のフローを担う貨物車交通に関して，  

交通流の円滑化のための駅前商店街などにおける荷受ス  

ペースの共同利用システムの導入による効果を推計する  

とともに，貨物車による社会的費用を騒音，交通事故，  

大気汚染について推計し，これらを内部化した場合の燃  

料価格の変動と，これによる走行量の削減効果を試算した。   

4）環境による外部性および人的資本を考慮した中生  

的都市成長モデルに関する基礎的検討を行った。また，  

農村と郡市の間での人口移動や郡市失業という経済不均  

衡状態を考慮Lながら，温暖化による海面上昇がもたら  

す被害を推計し，都市の工業化が被害を低減させるとの  

結果を得た。  
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5）都市の静脈施設に関する環境負荷低減策の検討の  

ためi汚泥処理システムをとりあげ，ライフサイクルで  

みたCOz排出量のほか，処分地の面積，容積を評価項  

目として，いくつかの異なる構成のシステムについて評価  

を行い，都市の特性に応じたシステムの形態を見いだした。   

6）家計消費行動における環境配慮意識を，住宅設備  

や耐久消費財などの生活設備との関わりを分析するた  

め，環境家計簿と機器保有に関するデータを組み合わせ  

た解析を行った。また．都市居住者の自動車利用影響要  

因とそれに与える環境配膚の効果を．アンケート調査結  

果に基づき解析した。   

ライフスタイルについては，一般の人々の環境に関す  

る態度形成要因と行動についての調査分析，消費者と企  

業の相互関係に関する調査分析の2つの観点から分析を  

行った。一般の人々の環境に関する態度形成要因と行動  

についての調査分析にあたっては，1993年に実施され  

た欧米諸国のISSPデータと同じ設問を用いて実施した  

1995年調査データを用いて，日欧の比較を通じて日本  

人の環境に対する態度形成要因と行動の差を浮き彫りに  

した（図1）。旧西ドイツ，イギリス，アメリカ合衆  

国，イダリー，アイルランド，オランダと日本の回答者  

を，環境に対する価値観でグループ分けし，それぞれの  

グループごとに行動者の比率．を見た。グループ分けに当  

たっては，「科学観」「自然観」「環境観」に関する設  

問についての回答結果を国子分析の手法を用いて摘出さ  

れた因子のうち，第一・軸の「環境悲観主義因子」，第二  

軸の「現状優先主義因子」の2つを用いた。第一報の因  

子の傾向の強いもののグループを「環境悲観主義」，第  

二軸の傾向の強いもののグループを「現状優先主義」と  

した。それぞれのグループごとに．a）リサイクル，  

b）無農薬野菜の購入，C）自動車の運転の抑制につい  

ての行動率の差を見た。巨本では，b）の無農薬野菜の  

購入以外では，環境悲観主義者の行動率が，現状優先主  

義グループの行動率より低い結果がでている。逆にドイ  

ツ，オランダなどでは．3つの項目とも環境悲観主義者  

の方が行動辛が高い。日本人は環境悲観的な考え方が行  

行動を行っている比率％  

（いつも＋しばしば）  

【≡≡国現状＝（現状優先主義）  

lⅢ】環境＝（環境悲観主義）   

－▲－加重点（右軸）で見た   

傾向（右軸）  
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注）「あなたは廃品回収などによるリサイクル（資源再利用）のために，ぴんや金属，プラスティソク，紙などを分けることをど   

の程度心がけていますか。1つお選びください。」の設問に対する回答，「いつも心がけている」＝5，「心がけていること   

が多い」＝4，「ときどきは心がけている」＝3．「全く心がけていない」＝2，「自宅近くでは廃品副文などのリサイクル  

は行われていない」＝1，と重み付けをして，回答の加薫平均をとった結果を平均値の差の検定を行った。  

●それぞれ国名の‾Fに●マークのあるものは，危険率5％で重みづけ平均に有意な差のあるものである。  

園1意識と行動のギャップの各国比較（リサイクルの例）  
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動に直接結びついていなことがわかる。しかし，リサイ  

クルや無農薬野菜の購入を見ると，どちらのグループも  

全体の行動者率は他国に比べて高く，国全体としての行  

動率水準は低いわけではない。また，日本の】995年調  

査においては，日本人の環境行動の要因として社会参加  

意識の有無について関連を見たものが図の最右端の棒で  

ある。「自分一人一人の行動の結果が社会全体の結果に  

効果があるか」という考えに対しで効果があるとした者  

を社会参加者識あり，効果がないとした者を社会参加意  

識なしとグループ分けした。その結果，この3つの行動  

のいずれにおいても社会参加意識有j）のグループは行動  

率が高い結果になった。E本人においては，環境につい  

ての態度は，いまだに環境保全行動に直接結びついてい  

るわけではなく，むしろ，社会と自身のかかわり方につ  

いての態度（社会に対して自分の行動がどれだけ意味を  

持つか）が，環境保全行動の重要な要因となっているこ  

とがわかった。   

また，消費者と企業の相互関係に関する調査分析にお  

いては，前年度の消費者調査に続き，平成8年壕は企業  

調査を実施した。調査内容は，（D環境問題に対する認  

識，⑦環境行動の硯帆 企業の環境行動における「消費  

者」の位置づけ，③企業の情報リテラシー度，である。  

調査対象は上場・非上場企業あわせて6，000社であり，  

2，093社（回収率34．9％）からの回答があった。環境に  

対する姿勢について特に取り上げてみると，環境規制に  

ついての取り組みは，業種ごとに大きなバラツキがあ  

り，一般に製造乳 建設業，電気・ガス・熱供給業で取  

り組みがなされているのに対して，適輸∵通信業，卸売  

業，小売業・飲食店，金融・保険業・不動産業・サービ  

ス業，農林水産・鉱業では相対的に取り組みがなされて  

いない傾向にあることがわかる。特に製造業では，生活  

関連型の企業より，加工組立型の企業において積極的な  

取り組みがなされており，生活関連型のうち44．4ヲ占が  

「自主的に環境監査，独自の上乗せ基準などを策定し，  

さらにISO14000や環境JISの認証を目指して取り組ん  

でいる」と回答しており，これは他の業種に比べて圧倒  

的に多い。  

〔発 表〕K－52，C－2，3，C－1－5  

を設置し，①基本モデルグループ，⑦中国モデルグルー  

プ，③東南アジアモデルグループ，④全域拡張グループ  

を作り，それぞれ以‾卜の作業を分担した。   

①基本モデルグループ・…‥本研究の根幹となる基本モ  

デルの一部であるリ ンケージモデルを開発し，  

LU／GECモデルのVersion upに取り組んだ。   

②中国モデルグループ……基本モデル（Ver．i）の中  

国長江下流域への適用を試みた。また，農地転用の著し  

い内蒙古地域を現地調査し，データを収集した。   

③東南アジアモデルグルー70……スマトラ島を対象と  

し，データをカブパテン（日本の県）レベルで収集して  

基本モデル（Ver．1）の適用を試みた。   

④全域拡張グループ……基本モデル（Ver．1）をイン  

ドに適用Lた。また，各国の州単位でのデータセットの  

構築作業を継続した。   

サブテーマ（2）では，国際交流研究として以下の内  

容を実施した。   

①中国デ←タセット・・・・＼整備した中国のデータセット  

を洗い直し，収集したデータで適用可能なLU／GEC簡  

易モデルを開発した。   

②インドネシアデータセット・‥＝ジャワ島の社会・経  

済データセットの強化を図るとともに，整備したデータ  

セットを利用して独自の簡易モデルによる予測を行っ  

た。   

③タイデ←タセット・・・土地利局二社会程離与データ  

を東北部，西北部，中央部，東部の4地域単位で収集  

し，それを用いてLU／GEC簡易モデルによる予測を  

行った。   

図2はLU／GEC簡易モデルを中国に対して適用した  

－・例で，外部変数として与えられた人口とGDPシナリ  

オに対する5つの土地利用形態（農用地，林地，牧草  

地，都市的利用地，その他の利用）の2050年までの利  

用比率の年次変化予測である。  

（発 表〕g－16－18  

（3）アジア地軌こおける人間活動による広域環境変化  

と経済発展の相互影響に関する研究   

本研究は，1）アジア地域の発展途上国における一次  

産業を中心とした人間活動の変化と環境変化・．温暖化の  

相互作用の解明，2）人間活動と環境変化を評価・予測  

するための人間活動一環境変化・温暖化一社会・経済影  

響モデルの開発と適用，3）一次産業経済モデルによる  

（2）地球環境保全に関する土地利用・被帝変化研究   

（LU／GEC）  

サブテpマ（1）を推進するためにLU／GEC検討会  
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臨2 中匡の2050年までの土地利用面積予測値（104ha）  

では，流域の植生被覆の破壊や土壌浸食が発生して，生  

産力の低下や日々のエネルギー源である薪不足，‾下▲流で  

の洪水と土砂沈積などの環境変化が発生している。いず  

れも農業，林業などの一次生産活動など不適切な環境資  

源の利用から生じている。   

2）人間活動喝境一経済の相互作用に関する知見や  

既存の資源利用一環境変化に関するモデル等を評価する  

とともに，アジア地域における現象のモデル化に必要な  

知見を整理し，合わせてモデル構築・検証に必要なアジ  

ア地域の地理情報データ，玖会・経済データを一部収  

集，整備した。本研究の中心となる人間活動一環境変化  

一経済社会システムを表すモデルは，農林水産業を中心  

とした社会システムと水資温，二じ壌資源，土地資源など  

の環境資源からなる自然システムとの相互作用を主とし  

て扱い，人口増加，都市化，ライフスタイルの変化 技  

術革新や気候変動などの影響は外生的に与えるモデノウで  

あり，次年度以降，この枠租みに従ってモデルを構築し  

ていく予定である。  

〔発 表〕C－33，34，C32  

持続可能な→次産業生産の方策に関する検討，の3つの  

観点から実施する。平成8年度は，特に1）及び2）を  

中心に検討を進めた。  

1）発展途上国における人間活動と環境変化及びその  

社会・程済影響に関する研究レビュー等を通じて人間活  

動と環境変化の相互関連要因の分析（活動パターンと環  

境変化）を行った。従来，環境破壊は人口増加．開発圧  

力による環境資源の枯渇や再生不可能な利用を中心とし  

てとらえられてきたが，さらに農村地域に見られる地域  

共同体による資源管理や土地所有などの制度の問題，ま  

た持続的な発展のために不可欠な農業生産性の向上を可  

能とする技術が挙げられる。また環境変化も地域によっ  

て異なっている。アジア地域についてみれば，たとえ  

ば，東南アジアでは，生産性の高い土地の利用を制限さ  

れている農村地域住民が森林地へ入りこむことにより，  

森林破壊を招いたり，肥沃な土壌の消失や生物多様性の  

減少をもたらしている。そして農業生産力の低下，潜在  

的な森林生産の消失などを招き，地域共同体としての生  

活が成り立たなくなり，結果的に貸倒を助長し，都市へ  

の人口流入を促進するといった悪循環がある。一方，世  

界の最貧国国であるネパールを含むヒマラヤの山岳地帯  
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2．3．9 総合化研究  

〔研究担当〕  

地球環境研究センター：大坪囲順・宮崎忠国・中井真司  

に関する研究を行う。  

「地球環境予測のための情報のあり方に関する研究」  

（平成7年度－）においては，地球環境の状況とその対  

応策の効果を定量的に把撞するために，環境を数量化す  

るための情報システムを構築することを最終の目的とし  

ている。研究対象をおもにアジア太平洋地域の持続的発  

展の定量化にしぼっている。本年度は，世界における関  

連研究の把握，研究フレームの構築，持続的発展の具体  

例の考察，新たな環境指標の開発，アジア太平洋地域で  

生じている環境問題の要因の把撞を行った。  

地球環境研究グループ：西岡秀三・森田恒幸・  

甲斐沼美紀子・甲斐啓子  

地域環境研究グループ：森口祐一  

社会環境システム部：後藤別行・日引 聡・川島康子・  

下線は研究代表者を示す  

〔研究概要】地球環境研究センターにおいては地球環境  

研究総合推進費による総合化研究を実施している。この  

「総合化研究」という特殊な研究領域は，分野別に実施  

されている個々の研究プロジェクトと異なり，（1）  

個々の研究プロジェクトの成果を集約しつつ，程済学，  

社会工学的手法を含む観点から総合的かつ体系的に検討  

を行い，政策の具体的な展開に資する知見を提供する  

「政策研究」，（2）「課題別研究」として分野ごとに  

研究プロジェクトが推進される地球環境研究に対し，こ  

れら個々の分野にまたがる研究領域や共通する研究領域  

を体系的かつ集中的に解析する「分野横断的研究」，  

（3）個々の研究領域の重要性を地球環境問題の解決と  

いう観点から総合的に評価する「リサーチ・オン・リ  

サーチ」の3つの役割を有しており，現在までに（1）  

の政策研究に該当する以下の2つの研究に着手している。   

「持続的発展のための環境と経済の統合評価手法に関  

する研究」（平成7年度～）においては，地球環境保全  

と経済発展とを統合する目標について目標設定のあり方  

とその目標達成の方策を明らかにするため，大別して3  

つのテーマが実施された。（1）前プロジェクトで開発  

した地球環境の変化を総合的に予測する「環境総合モデ  

ル」と，環境変化に影響を及ぼす桂子新吉動を分析する  

「世界経済モデル」の成果を踏まえ，次世代モデルとし  

て環境と経済を統合して分析できる新しいタイプの経済  

モデルわ開発を行う■。（2）平成4年度から3年をかけ  

て研究を行った環境資源勘定に関する成果を基礎にし  

て，種々の環境負荷のフローを体系的に定量化し，これ  

をベースに政策目標の設定や政策効果の評価に適した環  

境指標を開発を行う。（3）環境と経偶の統合を目指し  

た勘定に関する各種の研究，国連，OECD等の国際機  

関やい〈つかの国々で実施した研究及びこれまでの研究  

成果を踏まえて，我が国の環境・経済統合勘定を実用化  

に近づけるための実際環境費用及び帰属環境費用の推計  

〔研究成果〕  

（1）持続的発展のための環境と経済の統合評価手法に  

関する研究   

環境保全と経済発展を両立させることは，地球サミッ  

トにおけるリオ宣言を引用するまでもなく，地球環境政  

策の基本的目標とLて世界共通に認識されており，具体  

的にどのような目標を設定し，どのような方法でこの目  

標に到達するかについての検討が緊急の課題である。我  

が国の環境基本計画や経済計画においてもこうした目標  

設定と達成方策が大きな検討課題であるが，現在のとこ  

ろ，目標設定やその実硯可能性，達成状況をシミュレー  

トするための経済モデルや総合的な指標，勘定体系など  

の基本的な分析ツールが未整備の状況にある。   

そこで，本研究は，地球環境の保全と経済発展とを統  

合する目標について，∃標設定のあり方とその目標達成  

の方策を明らかにするため，環境と経済を統合して分析  

できる新しいタイプの経済モデルおよび指標体系，勘定  

体系を開発することを目的とするものである。   

第1のサブテーマ「環境経済統合目標設定のための経  

済モデルの開発に関する研究」においては，一般均衡タ  

イプ及び3種類の動学的最適化タイプの経済モデルに対  

して，これらのモデルを改良するとともに，環境モ  

ジュールを追加することにより，それぞれの経済モデル  

の特徴を生かして持続的発展の可能性についての分析を  

行った。   

まず，一般均衡タイプのモデルについては，米国の太  

平洋北西国立研究所と共同して，典型的な一般均衡モデ  

ルであるセカンドゼネレーションモデル（SGM）と，  

国立環境研究所で開発中のボトムアップ型のAIMエン  

ドユースモデルとの統合を試みた。これにより，一一般均  

衡モデルのもつ整合的な市場構造とボトムアップモデル   
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量（TMR：TotalMaterialRequirement）などの指標  

を用いて，国際比較や過去20年の指標の推移の分析を  

行った。本共同研究のため，これまで国内で試作されて  

きたマテリアルバランスに関するデータのほか，資源生  

産や貿易等に関するさまざまな統計情報を収集・整理し  

た。また，資源採掘時に生じる環境負荷に関する推計法  

等について，共同研究機関と密接な情報交換を行うた。   

本研究で用いた「マテリアルフロー勘定」の手法は，  

環境資源勘定の一種と位置づけられるが，環境を貨幣価  

値で評価して経済指標を直接修正することは避け，経済  

活動に必要とされる自然資源のフローを物量単位で記述  

し，これをこれまで用いられてきた国民経済計算の集計  

値（GDPなど）と併用することによって，環境と経済  

の係わりの理解を深めようとするものである。   

本研究では，経済活動の山口側で生み出される汚染物  

質や廃棄物ではなく，経済活動の入り口側で生じる自然  

資源の需要に焦点をあてた。経済活動に商品として実際  

に投入される物質だけでなく，資源の採掘段階での覆土  

の移動や廃棄物の発生，建設工事による土壌掘削や耕作  

による土壌浸食など，経済活動で商品として扱われる以  

前の物質のフローも記述した点に大きな特徴がある。こ  

うした「隠れたフロー（エコロジカル・リエッ・クサッ  

ク）」と，実際に程漸舌動に投入される資源（直接資源  

投入量：DMl）の和を総物質需要（TMR）と名付け  

た。隠れたフローがTMRに占める割合は半分から4分  

の3に達した。本研究のもう一つの特徴は，ある国の経  

済活動に伴って，他国で生じる物質のフローも考慮に入  

れ，その割合を明らかにした点である。米国は概ね資源  

が自給されているが，他の3カ国では，TMRのうち外  

国由来の割合が35～70％に達している。   

4カ国とも，実質GDP当たりのTMRは低下傾向に  

あり，経済活動はある程度「脱物質化」に向けて動いて  

いる。しかし，一人当たりのTMRはむしろ増加傾向に  

すらあり，絶対的な意味での経済成長と物的成長との分  

離には未だ成功していない。1人1年当たりTMRをみ  

ると，日本は約45トンであり，他の3カ国に比べて小  

さい値を示した。エネルギー消費量が相対的に小さいこ   

と，石炭への依存度が低いことが主な原因と考えられ  

る。また，日本の特徴として，TMRに占める輸入の割  

合が高いこと，資源輸入に伴って海外で発生する「隠れ   

たフロー」の量が大きいことが挙げられる。   

本研究では，すべての物質のフローを重さの単位で計  

の詳細な技術・エネルギー構造の両方を再現できる，日  

米の共有の新しいモデルの開発に向けた作業を進めた。   

次に，動学的最適化タイプのモデルについては．昨年  

に引き続き，米国のマン及びリッチェルズの開発した  

MERGEモデルを改良して，最近米国を中心に主張され  

ている「後悔しない政策」，すなわち，地球温暖化の対  

策を後送りにすべしという主張の問題点について，シ  

ミュレーション分析により検討した。また，東京理科大  

学の森俊介教授により開発されたMARIAモデルを用  

いて，エネルギーと食料供給の競合場において，温暖化  

対策の有効性を検証するためのシミュレーション分析を  

行った。さらに，横浜国立大学の藤井鰊正助教授らが開  

発したNE21モデルを用いて，二酸化排出削減対策と  

しての排出権バンキングの有効性を分析するシミュレー  

ション分析を行った。   

第2のサブテーマ「政策目標の設定と評価のための環  

境資源勘定と環境指標の統合手法に関する研究」におい  

ては，アジェンダZユからの要請に基づいて行われてい  

る環境資源勘定および環境指標に関する国際的な取り組  

みについて，引き線きその最新動向を調査するととも  

に，マテリアルフローに関する物的勘定と指標開発に関  

する国際比較研究を実施した。また，国内においては，  

環境基本計画の長期的目標の達成度評価のための環境指  

標，とくに「循環」分野の検討に参画し，これまでの研  

究成果を指標開発作業に反映させるとともに，指標開発  

側から物的勘定体系の設計に求められる要件を調査し  

た。   

UNCDからの委嘱を受けた環境問題に関する科学委  

員会（SCOPE）が，1995年11月に開催した「持続的  

発展の指標に関する科学的ワークショップ」において，  

マテリアルフローに着目した指標開発が重点的な研究課  

題の一つとされた。これを受けて，米国の世界資源研究  

諷ドイツめヴッバータール研究所，オランダの住宅・  

国土計画・環境省と国立環境研究所との間でこの分野で  

の国際比較研究に着手したが，今年度は共通の手法の確  

立と，データ収集，第1次成果のとりまとめを行った。   

本共同研究では，持続的発展のためには，経済の成長  

と物の生産・消費・廃棄量の増大とを切り離す「脱物質  

化」の方向が必要との認識から，4つの先進工業国につ  

いて，現在の経済活動が，如何に大量の物質のフローに  

牒拠しているのかをマテリアルフロー勘定として定量化  

するとともに，一人当たり，GDP当たりの絶物質需要  
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量して加算している。しかし，同じ量のフローであって  

も，環境への影響が物質の種類によって大きく異なるこ  

とはいうまでもなく，今後はこうした観点を加味した指  

標の開発が課題である。   

第3のサブテーマ「環境・経済統合勘定の推計に関す  

る研究」は環境庁の地球環境研究総合推進費を移し替て  

平成7年度より経済企画庁が実施している調査である。  

本年度の調査は平成7年度より開始された3年計画の中  

間年度に当たり，計画の最終年度である平成9年度の研  

究成果を見据えた検討を行った。   

今回の研究計画に先駆けて行われた平成6年度の試算  

（「国民経済計算体系に環境・経済統合勘定を付加する  

ための研究」）では，我が国の環境・経済統合勘定に必  

要不可欠と思われる項目に絞って推計したが，その対  

象，′推計方法とも研究開発途上のものであり，今後さら  

に改善していく必要がある。とりわけ推計方法が多くの  

仮定に基づくものになっており，これをより仮定の少な  

い推計に近づけながら全体的に推計精度を高めることが  

重要であった。   

これらの点を踏まえ，基本勘定表の精度向上として，  

自動車排出量等の帰属環境費用の試算方法の検証と関連  

データの整備，国民経済計算の資産額推計に用いる統計  

データの整理，環境保護関連予算を経済コードに対応さ  

せた整理，実質化の対象となる項冒の整理を行うととも  
に，基準年次の遡及を行った。   

自然環境領域の充実として，国民経済計算の土地資産  

額推計のデータからは欠落していると考えられる物量  

データを整理L，土地物量データの基本助走表への反映  

方法の検討及び，国連ハンドブックにおける自然環境  

サービス（自然環境の処分，生産，消費者サービス等）  

の取扱いを整理し，環境サービスを基本勘定表へ反映す  

る場合の項目整理を行った。   

地球環境問題への対応として，地球温暖化・地球規模  

の資源の枯渇について，エネルギー統計データと国民経  

済計算データとの項目の関係及び数値を整理した。ま  

た，生産活動と環境費用の分析として，実際環境費用と  

帰属環境費用の総合分析，水質汚濁，大気汚染についての  

総合分析の方法を検討し，その意味合いと限界を検討した。   

産業別の生産活動と環境関連活動及び帰属環境費用を  

附帯表として作成する手法を検討した。  
〔発 表〕K－109，132，ユ33，A－89，B－34，35，C【36，39”  

42  

（2）地球環境予測のための情報のあり方に関する研究   

UNEP－GEO，CSD，OECD，オランダなどが行って  

いる持続可能な発展のための指標の開発に関する研究例  

を，①指標開発の背景及び目的，⑦指標の体系化の方法，  

③駆動力／負荷（DrivingForceンpressure）指標，④  

状態（State）指標，⑤対策（Responce）指標の項目に  

ついてとl）まとめを行った。   

1）指標の在り方とその構築に必要なデータに関する  

検討   

上記のレビュー結果をもとに，アジア太平洋地域を対  

象とした望ましい指標のあり方の全体像について明らか  

にするとともに，その構築に必要なデータに関する利用  

可能性や限界等についての検討を行った。   

2）指標体系の構築   

指標のレビューとデータの利用可能性の検討箱果をも  

とに，アジア太平洋地域に適した指標の体系の構築を  

行った。その体系の中で最も有用な，又は緊急性の高い  

指標を主要指標として位置付けた。これらの主要指標に  

ついては，既住の研究において検討が進められている指  

標との関連性を十分に考慮した。   

3）既存データによるケーススタディーの実施   

持続的発展の中心課題である農業生産の持続性をケー  

ススタディとしてとりあげた。持続性に関する人間側か  

らの需要圧力として，人口増加と一人当たりの需要即ち  

食糧の質の面も考慮した。食生活は一般に経済発展とと  

も内食化へ進むともみられるが，アジアの食生活の特色  

として菜食中心のため，摂取カロリーの伸びは西欧型の  

発展と比べて少ないこと，また，日本を除きアジア地域  

では穀物を家畜用に消費する比率は小であることが示さ  

れた。供給力拡大圧力として，農業的土地利用面積の拡  

大，労働力・資本・エネルギー及び肥料などの生産要素  

投下の増大を考慮した。アジア農業の特徴として，肥料  

の投下量と穀物生産性は比例的関係にあるが，インドネ  

シア等は生産性が比較的高〈，気候ヤ土地と言った自然  

要因に有利な点があること，あるいは適切な農業生産形  

態がとられていることが示唆された。今後はさらに土地  

の生産性（地力），■土地の荒廃，気候や水資礪等の周辺  

条件の変化等のデータ収集が必要であると考えられる。  

このようなケーススタディーによって，持続可能な発展  

の概念と実際に存在するデータとを繋ぐ道筋が考察され  

た。  
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5）情報システムの構築   

上記の指標レビュー，指標体系の構築，ケーススタ  

ディーの実施等と平行して，アジア地域の持続的発展の  

検討に必要な人口，労働，経乳 食料，貿易，資源，エ  

ネルギー等の基本項目について，系年変化データベー ス  

の整備を行うとともに，国別の，法・制度に関する情報  

の収集を行った。  

〔発 表】K－109，卜19  

4）指標の開発に関する国際的協力体制の構築方針の  

検討   

指標のレビュー結果やトライアル結果等を踏まえて，  

構築した指標体系の中で，平成8年度調査において開発  

するべき指標（主要指標を含む）とその開発方針を検討  

するとともに，指標の開発に関する国際機関等との協力  

体制ヤアジア太平洋地域における指標開発のためのデー  

タ収集に関する検討も行った。  
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2．3．10 課題検討調査研究  

（1）石油汚染の海産生物に及ぼす影響及びモニタリン  

グ手法の開発に関する予備的研究  

〔研究組織〕化学環境部  

〔研究概要〕海洋汚染の中で注目される汚染のひとつで  

ある石油汚染のモニタリング手法の確立を目指して，多  

環芳香族炭化水素化合物（PAH）等の一斉分析と生物  

試料の分析，並びに生物濃縮を模倣した新しいサンプ  

ラーの評価を軸とする研究を行った。また，平成9年1  

月に発生した日本海タンカー沈没事故に対応して現場の  

調査研究並びに試料採取，分析を行った。本年度地球環  

境モニタリングFS課題の一環として収集したイカ試料  

のPAHを分析した結果，北東太平洋の限られた海域で  

ベンゾ（α）ビレン等の濃度が高い現象を認め，以前の  

地球環境研究総合推進費課題での結果を確かめることが  

できた。海流の関係で，この海域は1989年のエクソン  

パルデイーズ号事件の影響を受けているものと予想され  

たが，検出されたPAHの分布パターンは報告されてい  

るパルデイーズ号原油のものとは異なっていた。米臥  

カナダの研究者と連絡をとりながら．ほかの原因の可能  

性も含めた検討を進めている。また，生物蓄積に関して  

問題となる代謝分解や個体差，性差などの影響を抑える  

ために開発された生物模倣サンプラーである半透膜デバ  

イス（SPMD）を入手して評価検討をすすめ，日本海重  

油汚染事故への適用を目指したが，冬の日本海の荒波に  

耐えて1カ月SPMDを海水中に保持・曝露する機構の  

開発と性能評価が間に合わず，海水並びに生物の採取と  

分析を優先した。くみ取り重油並びに漂着抽の分析か  

ら， ベンゾ（α）ビレンを含むPAH（特に比較的分子  

量の多い領域）の分布パターン並びにアルキル化ジベン  

ゾチオフェンのパターンが同定・追跡のよい指標となる  

ことがわかった。沿岸漂着油並びに沖合漂流泊周辺の海  

水からも同じ特徴的パターンのPAI・Ⅰが検出できた。検  

出されるピークの中で手持ちの標品と一致して同定可能  

なものはその一増βに過ぎず，その他の化合物がどのよう  

な構造を持つのかを明らかにするために，分離精製作業  

を続けている。  

（2）アジア諸国における開発水準と生活の豊かさ  

（QOL），環境意儲・行動に関する予備的研究  

〔研究組織〕地域環境研究グループ  

環境健康部  

〔研究概要）地球環境問題への具体的対策にとって，と   

くに工業化や産業化の活発な開発途上国における住民の  

環境意識・行動の水準が重要と考えられるが，それら水  

準を改善するためのインセンティプ等，今後の方策を考   

察するためには，それらの背景にある規定要因をも含む  

総合的かつ構造的な把握が必要と考えられる。本研究で   

は，アジア地域諸国における環境意識・行動について，   

その背景要因と考えられる開発水準および生活・健康水  

準（したがって人口転換の水準）を基本として把握・整  

理することを目的として，中臥 インド，ネパール，バ   

ングラデシュ，パプアニューギニアにおいて調査の可能  

性と．調査内容の具体的検討を目的とした予備的調査を  

・行った。   

各国における調査対象地域は，都市と農村に大きく分   

けられるが，これらを各国横断的にみると，都市は，工  

業化・産業化・都市化の水準に応じたランク付けが可能  

であり，それら開発活動に由来する環境負荷による「環  

境リスク」の問題を抱えている。ただし，こうした郡市  

での「環境リスク」は，大気汚染・水質汚濁・土壌汚  

染・騒音・振動等の地域環境問題と，同時に地球温暖化  

やオゾン層破壊を初めとする地球環境問題にかかわる  

「健康リスクこ 生態系リスク及び生活の質（QOL）」の   

3つの側面から解析しうるものとする。   

一方，農村での「環境リスク」としては，急激な人口  

増加を背景に，自然環境の乱開発による森林破壊・耕地  

の荒鼠砂漠化や飲料水の枯渇，農薬汚染，その他痘生  

環境の問題が大きい。このことは，とくに開発水準のい  

国の場合の疾病・死亡構造が，感染症や新生児死亡が多  

いことによって特徴付けられることからも明らかであ   

る。こうした農村環境の開発に係わる諸次元の中で，農  

業生産を取り巻く所与の自然環境，土地制度やカースト  

などの階級制度といった社会・経済的要因等も重要と考  

えられる。   

本予備調査の検討の結果，これから実施する本研究に  

おいて，これら諸国における都市と農相を対象として実  

施する調査として，既存データ（人口，社会経済，健  

康，環境測定値など）の収集整理，参与観察及び質間調  

査の進め方とその具体的内容について，整理した。  
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2．4 地球環境モニタリングに関する研究  

2．4．1衛星観測プロジェクト  

〔研究担当）  

地球環境研究グループニ笹野泰弘・鈴木 睦・横団達也・  

中根英昭  

大気圏環境部：杉本伸夫・松井一郎・古閑信彦  

地球環境研究センター：神沢 博  

客員研究員12名  

下線は研究代表者を示す  

プロジェクト，lLASⅠⅠプロジェクト）を推進している。   

さらに，ILAS，RISのそれぞれのプロジェクトを進  

めるため，サイエンスチームを組織して国内外の研究者  

の協力を得ている。また，RIS観測については，地上局  

からの衛星追尾が不可欠であるため，郵政省通信給合研  

究所との共同研究により，観測を行うこととしている。   

なお，これらの事業は，環境庁衛星搭載機器等製作費  

（地球環境部研究調査室），国立環境研究所地球環境研  

究センター地球環境モニタリング経費，地球環境研究総  

合推進費等により，実施されている。  〔研究概要】環境庁はオゾン層の監視，調査研究の推進  

を目的として人工衛星を利川した観測を行うこととし，  

平成元年度より衛星搭載機器の開発に着手した。すなわ  

ち，改良型大気周縁赤外分光計ILAS（Improved Limb  

Atmospheric Speetrometer），地上衛星間レーザ⊥長北  

路吸収用レトロリフレクターRIS（Retrorenectorln  

Space）及びRIS観測用レーザー送受信地上設備である。  

IIJAS，RISは，宇宙開発事業団が1996年8月に打ち上げ  

た地球観測プラソトフォーーム技術衛星（ADEOS：Ad、  

vanced EarthObservingSatellite）に搭載されており，  

3年間にわたってデータが取得されることになっている。   

さらに．1999年に打ち上げが予定されている環境観  

測技術衛星（ADEOS－11）に，改良型大気周縁赤外分光  

計ⅠⅠ型（1LAS－11）の搭載が決まり，開発に着手した。   

国立環境研究所はこれに対応して，（1）搭載機器開  

発に係る科学面での支援．（2）データ処理運用のため  

の地上システムの開発とその運用を担当している。前者  

には，機器の概念設計，開発に係る技術的知見の提供，  

性能評価試験の支援，機器検証実験計画立案支援等が含  

まれる。後者は，データ処理のためのアルゴリズム研究  

開発，データ処理運用システムの概念設計，システムソ  

フトウェ7開発のための基礎検討，計算機システムの概  

念設計，データ利用研究計画立案，等が含まれている。  

さらに，衛星データの取得が開始された後はデータ貿の  

評価，検証解析，アルゴリズム改訂のための検討を行い  

つつ，データを用いたオゾン層監視，オゾン層変動メカ  

ニズムの研究等の，データ利用研究の中心的役割を担う  

ことになる。衛星観測研究チーム，高層大気研究室，地  

球環境研究センター（衛星担当研究管理官）が中心と  

なって，衛星観測プロジェクト（ILASプロジェクト，RIS  

一（1）lLASプロジェクト   

1）アルゴリズムの改訂   

定常的なデータ処理用のソフトウェアについて，この  

分野の研究の進展，新しい科学的知見の集積を踏まえ  

て，最新の情報を取り込むため，アルゴリズムの研究を  

引き続き行った。これには，可視チャンネルにおけるオ  

ゾン吸収の補正，赤外チャンネルの酸素連続吸収帯の取  

り込み，赤外信号のデコンポリューション処理法の改  

訂，誤差評価の改訂，等が含まれる。   

2）データシステム開発  

ILASデータ処理運用施設データシステム（Version  

l）のうち，一部のデータ処理アルゴリズムが確定して  

いなかった部分を確定し，一連のデータ処理，データ管  

理，ミッション管理，解析評価．等の機能を実現するシ  

ステム（Ver三ion2）を確立した。ILASの実掛則デー  

タに基づいて，1LASの装置間数の改訂を行い，データ  

システムに組み込んだ。   

3）性能評価試験   

比ASの実データに基づいて，ILAS機器の性能評  

価，そのトレンド評価を行った。また，機器の光学特性  

の一部（サンユツジセンサー・）について詳しい評価を行  

い，設計値との食い違いの原因を調査した。   

4）検証実験   

スウェーデンキルナにおける気球観測キャンペーンを  

中心に，各種の検証実験を計画し，各国研究者の協力の  

もとにこれを実施した。   

5）データ質評価・検討   

9月，10月の初期運用チェックアウト期間及びその  
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後11月26日の完常道用開始までの試顔期間，淀常運用  

開始後のそれぞれの期間に得られたIl．AS実データを用  

いて，1LASの観測データの評価を行ってきた’（図1）。  

解析されたオゾン等の高度分布データと，検証実験デー  

タの予備的な比較解析によれば，概ね良好な－・致が見ら  

れ機器の正常な稼働と，データ処理ソフトウエアの正常  

な動作が確認された。今後，さらに詳細な解析がなされる。  

（2）RISプロジェクト  

1）RIS観測実験   

RISによる観測は，レーザー光をRTSで反射し，往復  

の光路中にある大気中わ微量分子の吸収を測定するもの  

である。RISによる観測は技術的に新しい要素が多いた  

め，計画当初より国立環境研究所と郵政省通信紙合研究  

所の研究協力により地上システムの開発を進めてきた。  
国立環境研究所は分光計測手法を，通信総合研究所は衝‘  

星の追尾手法を中心に研究を分担してきた。観測実験は  

追尾システムのある通信紙合研究所宇宙光通信地上セン  

ター（東京都′」、金井市）において実施Lている。   

炭酸ガスレーザーを光源とする分光計測用レーザー送  

受信システム，追尾システムを整備し，ADEOS衛星打  

ち上げ後，ADEOS搭載RISの光学特性の評価試験，能  

動追尾技術の試験を行った後，分光計測用システムを用  

いた観測実験を実施した。  

パス 97  

地点 北緯71．5鹿 西経129．9度（アラスカ北方）  

時刻1996年9月18日11時53分（日本時間）  

2）データ処理アルゴリズム開発   

基本的な解析アルゴリズムおよびデータ解析システム  

については既に開発を終えているが，実際のデータの解  

析における処理手法ヤアルゴリズムの再検討を実施した。   

3）検証実験  

IiIS観測の検証のために，赤外ヘテロダイン分光計に  

よるオゾンの測定を通信総合研究所構内で同時刻に行  

い，RISで得られたスペクトルとの比較を行った。   

4）データ利用研究   

オゾン，硝酸，フロン】2等の観測を実施し，季節変  

化 経年変化変化等の解析を実施する。また，長光蹄吸  

収法による種々の大気微量分子の計測について技術的な  

観点からの評価を行い，将来の観測システムの開発のた  

めの基礎データを得るための研究を実施する。  

（3）ILAS－ⅠⅠプロジェクト  

ILAS」Ⅰ機器の製作に係る技術的な事項について調  

査，検討を進め，機器開発に反映させてきた。ILAS1Ⅰ  

による測定データの処理解析のためのアルゴリズム，  

データ処理システムの検討を行った。ILAS－ⅠⅠでは  

ILASに加えて，エアロゾル，極成層巻雲の識別，組成  

評価の高精度化のための中間赤外チャンネル，C】ONO2  

測定のチャンネルを持つ。また，中間赤外チャンネル  

で，CO2濃度の制定の可能性を検討した。   

パス 97  

地点 南緯87．5度 東経92．6度（南極点近傍）  

時刻1996年9月18日12時58分（日本時間）  

o 2 4 6  

オゾン濃度（ppm）  
0  2  4  6  

オゾン濃度（ppm）  

（注1）lLASは、宇苗開発事業団の地球観測衛星「みどり」に搭載されている。   

は2）参照値として米国の衛星センサーMLSのデーダをもとに算出した平均値（細実線）と、変動幅  
（横棒：標準偏差の3億）を示している。  

（注3）機能確認のための速報的処理として、英国気象局提供の気温データを計算に使用している。   

囲1ILASの初期チェックアウト期間中に得られた初データ（オゾン濃度の高度分布）  
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〔研究成果〕  

（1）ルAS  

＜データ処理システムの改良＞   

データの前処理に関する研究では，赤外時系列データ  

のデコンポリューションの改良手法として，ウイナー  

フィルタの適用可能性について調査を行った。また，可  

視チャンネルデータの観測透過率スペクトル中には，オ  

ゾンの吸収（Wuけノ（ンド吸収）がべ一スラインとして  

重畳する。これは気温と気圧の導出処理に影響を及ぼ  
す。そこで，その影響量を推定する手法の検討を行い，  

実用的な方法を開発した。   

また，誤差伝播の理論と統計的な数値シミュレーショ  

ンに基づいて，赤外チャンネルデータの処理における素  

子荷重（ウェイト）の調整に関する研究を行った。この  

ウェイトは，解析に使用する気温と気圧の高度分布データ  

の誤差と装置のノイズに，結果が大き〈影響されずに安定  

して求められるために必要である。さらに，ILASデータ  

処理の全プロセスにおける誤差伝播について明らかにした。   

赤外チャンネルのデータ処理アルゴリズムにおいて，  

6／川1付近の酸素の連続吸収の寄与を計算に取り入れて  

いなかった場合に，二酸化窒素および水蒸気の導出結果  

が下部成層圏で正しくない値を示すことが判明し，その  

改良を行った。この研究結果を連用処理プログラムに導入  

して，データの導出結果において顕著な改善が認められた。   

さらに，1LASの観測処理結果と過去の典型的な測定  

結果とを比較するために，ILAS参照用大気データベー  

スを整備した。本データベースは，運用処理時の初期値  

分布として利用されるとともに，作成に使用したデータ  

の観測年の特殊性に配慮しながら，IlノASの導出結果の  

比較および大気化学・大気物理現象の解釈における参照  

値として利用されている。  

＜装置関数の再決定＞  

ILASは大腸掩蔽法に基づき大気の吸収測完を行うた  

め，装置関数として分光器の各検出素子の波長位置等の  

分光感受特性が重要となる。打ち上げ前の各種の実験・  

理論計算は，決定された1LAS赤外分光器の装置関数が  

十分な正確さを持つことを示し，このことは打ち上げ後  

の実データによっても確認された。   

同様に可視分光器についても，その分光感受特性が  

データ処理上の大きな誤差要因となる。しかし耶見分光  

器は，熱的に十分に安定な赤外分光器と異なり，軌道上  

環境では，地上で決定したのとは異なる波長位置を持つ  

可能性があった。このことはIt．AS連続運用開始直後に  

確認された。そのため軌道上データに基づき分光感受特  

性の再調整を行った。その結果，可視分光器データの処  

理（理論透過スペクトルの再現）において，フィッティ  

ング残差を大幅に減少させることができた。  

＜並列言語の利用による高速演算＞  

1LASデータ処理においては，軌道上でILASが観測  

する大気吸収を計算機上で正確に再現することが，本質  

的に重要である。そのため，データ並列式計算機に適し  

た非常に高速な大気吸収の計算手法を開発し，これを簡  

潔かつ効率よく並列実行させるプログラムを全く新しい  

並列言語（HPF：High PcrforrnanCC Fortran）で開発  

することに，世界で初めて成功した。  

＜lLAS検証実験＞  

lLASの測定データは．ILAS衛星データ処理運用施  

設において処理され，オゾン濃度の高度分布などの地球  

物理量に変換される。ここで生成された各種分布の妥当  

性を評価するに当たって，空間時間的に－・致させた独立  

の観測実験（検証実験）を行い，それらを比較する方法  

がある。   

直接的な検証データを得るために，いくつかの検証実  

験を計画し，実施してきた。特に，平成9年2月，3月  

にはスウェーデンのキルナに近いエスレンジにおいて，  

大気球を用いた大規模な検証観測実験を，環境庁とフラ  

ンス宇宙研究センター（CNES）との共同で実施した。  

この実験では，合計20樺の大気球が用いられ，延べ41  

件の観測実腰が行われた。これにより，ILASの検証に  

必要なパラメータだけでなく，オゾン化学の研究に必要  

な多くのデータも同時に取得された。国2は，この期間  

中に取得されたオゾンゾンデによるオゾンデータと，  

lIノASによるオゾンデータとの比較を示したものであ  

る。詳細な解析は，今後の課題であるが，一致はよいこ  

とがわかる。  

＜lLASデータ処理＞  

1LASは，1日には南北両半球のそれぞれで，ある緯  

度園に沿った14地点での測定がなされることから，各  

種パラメータの高度一経度断面内の分布を措くことがで  

きる。図3は，そのようなオゾン濃度の分布図である。  

TOMSによるオゾン全量データや気象データ等から解  

析されるオゾンホールに対応した，オゾンの高度分布の  

特徴が見いだせる。  
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（2）RIS  

＜軌道上の剛Sの光学特性の評価＞   

第二高調波YAGレーザー（波長532tlnl）を用いて，  

ADEOS搭載RISの反射光の測完を行い，星の等級を基準  

とLて解析することによって反射率を評価した。この結  

果，RISがほぼ設計倦通りの反射率を持つことを確認した。  

＜能動追尾技術の確立＞   

RISの反射光を追尾望遠鏡に設置した高感度CCDカ  

メラで画像としてとらえ，この画像を用いて架台の追尾  

誤差を補正する能動追尾技術の試験を行った。この結  

果，昼，夜ともにRISを約30マイクロラジアンの精度  

で追尾できることを確認した。  

＜分光観測実験＞   

炭酸ガスレーザーを用いてオゾンの測定寛験を実施し，  

衛星が進行することによるドップラーシフトを利用した世  

界初のスペクトル測定に成功した。測定されたスペクトル  

は，同時刻に実施したレーザーヘテロダイン分光計による  

オゾンの分布を用いて再現したスペクトルと良く一致した。   

一方，RISで得られたスペクトルに含まれる維音が予  

測されたより大きい問題があったため，ピンホール等を  

用いた空間フィルターを送信光学系に追加することに  

よって，これを改善した。また，実際の雑音レベルを考  

慮してデータ解析手法を再評価した。  

〔発 表〕K104～川8，A14～17，3ユ，32，F17，a15，  

18～29，31．32，34，36，137－147，f－17，18，22，29，i－9－】2  

03 日付：96／11／17  

オゾン  
lしÅS  ゾンデ   UARSノMしS  

年月日 96，11．15  96．11．15  ⊆12，11．01－92．11．38  

時刺 2（】：01：47  23：80ニ38  

繊度  70．62S  

経度  38．36∈  

69．00S   72．5S・67．5S  

39．58E  

▲一一一－－－－．．．．＿ lしAS  

：  一◆ オゾンゾンデ  

U▲托m占  

10％価．的％値  

0  2  4  6  8  

オゾン濃度（PPmV）  

図2】LASとオゾンゾンデによるオゾン濃度高  

度分布の比較の例  

緯度：70．301S－70．054S  

180  －90  

0．0  4．O  

PPmV  

図3ILASで得られた高度経度断面内のオゾンの濃度分布  

ユ996年ユユ月」7日，南緯70度〒盲‡。  
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2．4．2 地球環境モニタリング  

〔実施組織〕  

地球環境研究グループ：野尻幸宏5，6，7，9，15・  

向井人史5，6，8・  

町田敏暢5，6．8・中根英昭1，2，3，4・  

秋吉英治1，2・原島 省7，里・  

功刀正行9  

地域環境研究グループ：森田昌敏10，望・木幡邦男9・  

中村泰男9・松重一夫15・  

白石寛明14・堀口敏宏10，12・  

矢木帽身t5・高村典子15  

社会環境システム部：乙間末贋旦・原沢英夫11・  

H村正行8・山形与志樹】1  

化 学 環 境 部：横内陽子5・伊藤裕頗14・  

吉永 淳ユ0∵柴闘牒行10．12・  

田中 敦14・河合崇欣14  

大気圏環境部：鷲別申明旦・井上 元5，6，竺・  

鵜野伊津志5・光本茂記8・  

福山 力5・酒巻史郎5・  

杉本伸夫1，2，3・松井一郎3・  

内山政弘5・遠嶋廉徳5，8・  

高橋善幸5，8  

水土壌圏環境部：今井章雄14・井上隆信14  

国  際  室：柏弘崇嗣7，12  

地球環境研究センター：中島興基13・宮崎忠国11  

（事務局）  藤沼東実4・外山洋一・浮貝太一  

地球環境モニタリング検討会委員 60名  

事業委託，業務請負組織・機関 15匡卜体  

ホ 人名の後の数値は表1中の事業番号を示し，F線は各事業   

の実施代来者を示す。  

とができ対象・目的を明確化・先鋭化できること，第二  

に，対象とする分野が広範囲であり，物理・化学的手法  

によるものから，地球環境変動が生物・生態系，ならび  

に人類に及ぼす影響に係るものまで多岐にわたる領域を  

扱うこと，第三に，民間協力の積極的な導入一三よる事業  

の推進や，地方公共団体・大学・国際機閥などとの協  

力・連携を積極的に清用Lていることである。   

こ．れらのモニタリング事業は，（1）種々の事象につ  

いての個別の地球環境モニタリング（個別事業），（2）  

国際的観測プロジェクトへの参画・協力（国際協力・支  

援等業），（3）衛星搭載観測機器のデータ処理連用シ  

ステムの開発・運用（衛星観測プロジェクト）の3？に大  

別され，個別事業は，その進捗段階に応じてフィwジビ  

リティスタディ（以後，FS），試験モニタリング；長  

期モニタリング，さらに特定事象を短期集中的に掛則す  

る特定モニタリングに分けられている。それらはこれま  

での地球環境研究によって開発・確立された手法に基づ  

いて実施するもの，地球環境研究に不可欠な観測データ  

を掟供するもの，あるいは，国際的な取り組みのもとで  

観測に参画・支援するものなどがあり，常に地球環境研  

究と相互補完する視点に立って，長期・継続的に推進す  

るものである。1996年度に実施したモニタリング事業  

の一一覧と概要を，それぞれ表1，図1に示す。なお，得  

られた観測データは検証・評価を経て，年次報告書や  

CDROMなどの情報媒体で逐次公表している。また．  

1996年度から地上ステ丁ションモニタリング（波照間・  

落石岬）については個別事業と切り離し，独立した事業  

として観測を続けることとした。   

なお，衛星「ADEOS」に関するモニタリング事業  

は．「2、4．1衛星観測プロジェクト」を参照されたい。  

〔事業概要）   

地球環境研究センターでは，「地球環境研究の総合  

化」，「地球環境研究の支援」とともに，「地球環境モニタ  

リング」を推進している。   

このモニタリング事業は，地球環境研究や行政施策に  

必要となる基礎的なデータを取得することを目的に，内  

外各機関と連携しつつ，地球的規模での精緻で体系的，  

かつ長期間にわたる地球環境変動やその影響などを継続  

して監視・観測するものである。その特徴は，第一に，  

所内の研究者が参画することにより，当該分野の最新の  

知見を踏まえ，地球環境に係る事象を的確に把握するこ  

〔実施概要・成果〕  

（1）地坪環境モニタリング（個別事業）  

＜成層圏オゾン層に係るモニタリング＞   

①オゾンレーザーレーダーによる成層匪オゾン層モニ  

タリング   

成層圏に係る事業は，最もデータ蓄積が進んでいる事業  

であり，1988年から，オゾンレーザーレーダーを用いて  

高度15－45kmの低中高度成層圏オゾンの観測をつくば  

（研究所）で続けており，成層圏の国際観測網である  

NDSC（成層圏変動探査ネットワーク）に加盟し，束アジ  

ア地域における観潮拠点として国際的責務を果たしている。  
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表1 平成8年度地球環境研究センターが推進する地球環境モニタリング事業等－・覧  

分野   事  業  名  等   事  業  概  要  穂別等  開始年月   
1．オゾンレーザーレーダーによる成層  所内に設置したオゾンレーザーレーダーを用いて高度】5～45kmの成層匝    個別  】988．9－  

幽オゾン層モニタリング   に分布するオゾンの鉛直分布を観測する。  衣期  
成                      2．ミリ波分光器による成層圏オゾン層  所内に設置したミリ波分光計を用いて45km以上の嵩高度成層圏に分布す    個別  1995．8－   

モニタリング   るオゾンの給料分布を観測し．オゾンレーザーレーダーの観測を補完する。    試験  （1g95．7設置）  層  
3．北城成層圏モニタリング   オゾン層破壊の錘著な影響か変ナうるわが回：化滅における成層圏オゾン層    個別  1996－   

姻  のモニタリングの可能性を検討する。  F S  

4．筋■書紫外線モニタリング   オゾン層破壊に伴う大都了†凋城での有＃紫外線の増大を監視するため，東    個別  1993．1l山  

京霞ヶ関でプリューワ型分光光度計とUV一円計で観測する。  試験   
5．地上ステーションモニタリング  地上観測施設により温室効果ガよのベースライン濃度を自動観測する■。  
・地球環境モニタリングステーション一校照間  ・沖縄県八重山諸島波照間釦二設置：太平洋気団の観測（1992．5竣工）  1993．10－  

・地球環境モニタリングステーションー落石岬  ・北海道根室市落石岬に設置；シベリア・太二日辛気閲の  1995．9「  

対                             6．定期船舶を利川した南北太平洋上大    白（甘本郵船）を利用して，太「㍉羊上大気の温室効果ガ   個別  1992．3～   

気モニタリング  度分布を3D の聞糎で定期的に自動採取し，観測する。   長斯  〃し  
7．克則船舶を利用した北大隼洋域大気  日一加間の定期船舶（ノルウェー船籍）を利用して，北太平洋域での大気    個別  1995．3－   

圃   一海洋間ガス交換収支モニタリング  一海洋閉の温室効果ガス等の交換収支を定期的に自動  試験  
8，シベリア上空における温室効果ガス    架機をチャータして，シベリア・スルダート等におい  1995一  

に係る航空機モニタリング  効果ガスのブラックス・分布を定期観測する。  
個別  
試験  

なお，1995～1996にはシペ1）7憾批ヒ空で鉛直分布を観測した。   

9．定期船舶を利用した東アジア海域海  定期船舶を利補して，人為影響が顕著な大陸棚海域のii疾■   洋環境因子の広域  甲別  1994．1－   

分布を定期的に高頻度に自動観測する。・大阪～那覇・別府（関西汽船）    試験   海             洋  洋環境モニタリング  
環  10．イカを指標生物とした海洋環境モニ  世界的に分布するイカを指標生物として，海洋中の有二     個別  1994ん   
墳   タリング   況を把捉することを馴勺として．その可能性を検討する。  F S   

陸生  11．リモートセンシングによるアジア地  NOAA／AVHRR画像データを集成L 東南アジア地域全体の解像度1krn  個別   
1993～   

域態  械の柄三l二分布モニタリング   の雲なし両條を合成L，それらの画像をもとに植生指数分布図を作成する。    試験   
系  なお，これまでの事業によって1986－1995までの10年間の画像がそろった。   

GEMS／Ⅵ「ater支援単葉   GじMS／Wat巳「における凍アジア・火乎洋域の中核として，卒業を支接する。    その他  

国   各測定点の糖度管理のため，標準試料を作成・配布し，  際支  1993－  

協援  国内のトレンドステーションを1fいノ）まとめ，測定データを管理する。  1994－  

力事  1995－  業  
陸水環境のトレンドステーションとして霞ケ浦で水質を観測する。  

∈≡ヂ㌔ 

シベリア上空における渥卓効属ガス   
に締る併空頗モニタリング  

地方公共団体にぶける逓卓効果  
ガス等発生‘貯モニタリング  店賃モニタリング  

・十 ㌔  
オゾンレーザレーダー ミリ波分光器  丁リューワ）I光計  

（つく ば）  用甘  
－オ 

・∴…  

ゾン層モニタリング  有畜紫外叔モニタリング  
」≠  

lトー／  

、、▲∫→  嬉洋汚兼モニタリング  
幽  西太平洋威南北半額洋上   

大京モニタリング   
北太平洋威大気庵洋ノ野ガス  
交換収支■モニタリング  ′ 

地球虜傍の摩水府彪の監理  
〔G訓yⅣalerへの参画ノ  波．ゼ凱野ステーション  

r虚妄効果ガス等ノ  

図1 地球環境モニタリングの概要  
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1996年蔭はつくぼ上空の観測を継続するとともに，  

システムの老朽化に伴う設備更新をほほ完了L，御宝下  

限を高度15kmから10kmに広げた。   

②ミリ波分光計による成層圏オゾン層モニタリング   

ミリ波分光計は，回転励起状態のオゾン分子から放射  

されるミ1j波（110GHz）を超高感度に検出して，高度  

ごとのオゾン量を算出するもので，1995年からつくば  

（研究所）で，高高度（35－70km）のオゾン畳を，天  

候に左右されず，5分間隔で自動観測している。  

1995年度にはFSから試験観潮に移行し，オゾンレー  

ザーレーダーとの2方式での観潮体制をとることによ  

り，高度15－45kmの低中高度成層圏オゾン層はオゾ  

ンレーザーレーダー，35km以上の高高度成層圏オゾン・  

層はミリ波分光計で観測することが可能になり，観測で  

きる高度がほぼ成層圏全域に広がり，かつ，天候の影響  

も受けにくい観測体制が構築できた。1996年度には測  

定範囲を広げるなどシステムの高度化を検討するととも  

に，自動連続観測体制の構築を進めた。   

③北械成層圏モニタリング   

日本における成層圏オゾン層破壊が最も進行しやすい  

と考えられる北海道での総合的なオゾン層のモニタリン  

グを実施するため，1995年度に引き続きFSとして北海  

道陸別町の町立天体観測施設を利用した総合的なモニタ  

リング体制の構築を検討した。   

①有害紫外線モニタリング   

成層圏オゾンの減少により，その人体への影響が危供  

されている有害紫外線量を，人間活動の活発な都市域  

（東京・霞ヶ関の第5合同庁舎尾上）において，プ  

リューワ型分光計を用いてB領域紫外線（UV－B）の波  

長別強度を試験観測しており，大気汚染・気象などの因  

子との関連を調査している。1996年度には観測データを当  

センター（つくば市）で収録できるシステムを構築した。  

＜対流圏の温室効果ガスに係るモニタリング＞   

⑤地上ステーションモニタリング   

人為的な発生源の直接の影響が少ないベースラインレ  

ベル濃度の温室効果ガスを長期観測することを目的とし  

て，我が国の最南端の有人島である沖縄県八重山諸島波  

照間島に太平洋気団に由来する温室効果ガス等の大気微  

量成分の自動観測ステーションを設置し，また，我が国  

の北東端に位置する北海道根茎半島落石岬にシベリア気  

団・太平洋気凱こ由来する温室効果ガス等の大気微量成  

分の観測ステーションを設置し，それぞれ1993年秋，  

1995年秋から観測を継続して実施している。   

現在，両ステーションでは，二酸化炭素・メタンなど  

の温室効果ガスのほか，探気する気団の起源を推定する  

ための指標世子として，オゾン・粒子状物質・ラドン・  

気象因子などを観測している。また，観測データの検証  

ならびに特性の検討，ハーモナイゼーション手法の開発  

も同時に進めている。  

1996年度には，両ステーションともに，観測システ  

ム全般を長期・継続的観測に向け再構築するとともに，  

得られた観測結果を当センター（つくば）で遠隔管理・  

収集するデータ収録管理システムの構築に着手した。ま  

た，波照間で11月から炭素粒子．3月から一酸化炭素／  

水素の観測を開始L，落石岬では根室半島納沙布岬にお  

いてー司棟の観測が行われているフロン類についてデータ  

の比較を行い，観測の合理化を検討した。   

⑥定期船舶を利用した南北太平洋上大気モニタリング   

温室効果ガスの全球的挙動において，特定の海域で温  

室効果ガスなどの挙動を定期的・継続的に観測するため  

に海運会社の協力を得て，定期航行する民間船舶を利用  

したモニタリングを現在2航路で推進しており，その一  

つとして日本一オーストラリア東海岸間を航行するコン  

テナ貨物船（さざんくろす九；（槻大阪商船三井船舶，年  

間8往復）に大気の自動採取装置を設置し，西太平洋上  

の温室効果ガス（二酸化炭素・メタン・一酸化二窒素）  

を約3度の緯度間隔で採取分析し，南北両半球の濃度の  

空間分布，時系列変化を観測している。1996年度は順  

調に観測を継続するとともに，温室効果気体の濃度デー  

タの検定について，二酸化炭素とともにメタンについて  

も分析結果を当所のスケールとして表現可能になった。  

（む定期船舶を利用した北太平洋域大気海洋間ガス交換  

収支モニタ1jング   

前記の民間船舶の協力を得たモニタリングと同様に，生  

物生産が大きく，二酸化炭素の発生源／吸収源として重要  

な北部太平洋海域で，大気一漸羊間の二酸化炭素交換収支  

を観測するために，カナダ海洋研究所の協力を得て，日本  

一カナダ西海岸間を航行する木材運搬船（スカグラン号；カ  

ナダ船籍，年間8往復）に，海水自動採取分析装置・コイテ  

ナ実験室などを設置し，2名の観測要員を乗船させ，大気  

と海水中の二酸化炭素濃度t海水の水質を自動観測すると  

ともに，大気を約60km間隔で採取・分析している。  

1996年直には，順調に観測を進めるとともに，アラ  

スカ湾・ベーリング海・千島列島沖と北太平洋のそれぞれ   
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の海域における二酸化炭素の収支特性について検討した。   

また，本年度は上記両航路において，海洋観測におけ  

る国内外の連携体制の構築を進めるとともに，温室効果  

ガスの分析体制を整備した。   

⑧シベリア上空における温室効果ガスに係る航空機モ  

ニタリング   

温室効果ガスの全球的挙動において，海域とともに陸  

域の果たす役割については不明な点が多く，特に，地球  

温暖化によるシベリア地域の凍土融解に伴うメタンの放  

出の見積もりの重要性が問われている。   

本事業では，1992－1994年の3年間でシベリア上空  

の温室効果ガスの水平分布を夏期に集中観御してきた  

が，その成果を跨まえて，1995年度からはチャーター  

した小型航空機を用いて高度別（こ7000m）に大気を定  

期的に採取し，温室効果ガスの鉛直分布の観測を開始した。  

1996年度には，観測地点にヤクーツクを加え，2地  

点での鉛直分布を定期観測するとともに，トムスクでの  

観測を予備的に検討した。また，大気試料の自動分析体  

制の整備を進めた。  

＜海洋環境に係るモニタリング＞   

垣）定期船舶を利用した東アジア海域海洋環境モニタリ  

ング   

前述の船舶を利用した温室効果ガス関連のモニタリン  

グと同様に，民間船舶の協力を得て，海洋の水質モニタ  

リングを実施している。対象とする縁辺海域は，人間活  

動の影響が顕在化しやすい海域であり，人間活動の増大  

による地球規模の物質循環の撹乱を把握するため，大阪  

”沖縄間・大阪～別府間を航行するフェリー（関西汽船  

拝糊 に海水自動計測装置と自動採水装置を設置し，海洋  

汚濁を生物・化学的指標を用いて観測を行っている。  

1996年度には大阪一沖縄・別府航路において高頻度  

の観潮を継続するとともに，東アジア海域航路での観潮  

の可能性を検討した。   

⑬イカを指標生物とした海洋環境モニタリング   

有害化学物質の海洋汚染が全球的規模で広がり，海洋  

生態系への影響が危惧されている。しかし，外洋におけ  

る有害化学物質はその濃度が定量限界以下であることか  

ら，汚染の実態はほとんど把握されていないのが現状で  

ある。そ土で，有害化学物質の全球的な海洋汚染の状況  

を把握することを目的に，広範囲な海域に生息するイカ  

を指標生物として，生物体中に高倍率に濃縮された有害  

化学物質を分析し，汚染状況を把握することとした。  

1996年度にはFSとして，分析手法の確立，イカ試料  

の継続的な人手体制の構築とともに，予備的に入手試料  

を用いて太平洋海域における有害化学物質の汚染状況を  

調査した。  

＜陸域生態系に係るモニタリング＞   

⑪リモートセンシングによるアジア地域の植生指数分  

布モニタリング   

インドおよびインドシナ半島全域を含む東南アジア地域  

の植生および土地被覆状況の変化を把握するため，人工衛  

星観測データ（NOAA／AVHtミRデータ）を用いて，当該  

地域の広域モザイク画像と植生指数分布図を作成している。  

1996年度には，1995年冬季データを解析するととも  

に，過去10年間の相生指数画像を用いて，植生の経年  

変化を把握するための解析手法の検討に着手した。  

（2）国際協力・支援事業  

＜GEMS／Water支援事業＞   

UNEPとWHOが協力して，1977年からGEMS（地  

球環境監視システム）のFに，陸水の汚染などの監視情  

報を収集・統合化するプロジェクト（GEMS／Water）  

が推進されており，地球環境研究センターは，束アジ  

ア・太平洋城の中核として事業を支援・参画している。   

⑫リファレンス ラボラトリー  

1993年度より分析精度管理のための標準試料作成及  

び内外関係機関への配布などを行う「リファレンス・ラ  

ボラトリー（参照研究室）」業務を実施している。  

1996年度には，底質の標準試料を作成するともに，  

国内の観測機関での一般水質項目の測定について評価した。   

⑬ナショナルセンター  

1994年度より，我が国の地方公共団体などの河川・  

湖沼における観測点（21地点）のデータの取りまと  

め，およびGEMS本部との連絡・調整を行う「ナショ  

ナル・センター」業務を担当している。   

⑩摩即鯛ベースラインモニタリング  

1994年度より，人為的汚染の影響の少ない北海道摩  

周湖を陸水のベースライン観測点として位置づけ，北見  

工業大学の協力を得て定期観測を年1匝】実施している。  

1996年度には，8月に採水調査を行った。   

⑮霞ケ浦トレンドステーションモニタリング   

従来，特別研究・特別経常研究の一環として実施して  

きた，霞ケ浦全域調査を，1996年度より，GEMS／Water  

トレンドステーションとして継続することとし，霞ケ浦  

10地点で月1匝Ⅰの頻度で採水・調査を行っている。  
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2．5 年寺別研究  

2．5．1湖沼環境指標の開発と新たな湖沼環境問  

題の解明に関する研究（最終年度）  

〔研究担当〕  

地域環境研究グループ：森田晶敏・福島武彦・松重一夫・  

木幡邦男・矢木修身・高村典子・  

春日清一  

化 学 環 境 部：彼谷邦光・佐野友春  

水土壌圏環境部：今井章雄・井上隆信  

生 物 圏 環 境 部：渡逓 信  

客員研究員 29名，共同研究員1名，研究生 4名  

下線は研究代表者を示す  

〔研究期間）平成4”8年度（】992～ユ996年度）  

〔研究概要〕湖沼環境は国民共通の資産として維持保全  

して行かなければならない。しかしながら，現状では湖  

沼環境基準の達成率は依然として低く，また多くの湖沼  

でアオコや淡水赤潮の発生が報告されている。さらに，  

中栄養湖である琵琶湖北湖ではピコプランクトン  

（和？エビCんococcl－5）の異常発生が起こり，平行して貼の  

大量へい死が起こっている。富栄養湖である霞ケ抑こお  

いても夏期のミクロキスティス（几すばγ叫ぶ′五ざ）を中心と■  

したアオコからオシラトリア（0ざC沼αJ〃γ宣α）を中心と  

したアオコに変化し始めており，それに伴って魚類の現  

存量の減少，異臭昧の発生等が起きている。このような  

現象は湖沼水を利用している国民に多くの不安を与え，  

信頼感を失わせている。   

このように湖沼環境は近年急激な勢いで変化しており，  

特に藻類組成変化を含む生態系の変化が著しい。このよう  

な急激な変化が生じてきた原因としてはさまざまな要田が  

考えられるが，流域からの負荷流出特性の変化もその原因  

の一つとして考えられる。流域における各種対策の効果に  

よって近年リンの負荷量は減少しつつある反面，窒素の負  

荷量は横ばいか微増の傾向にある。そのため，水中のN／P  

比（N：全窒素，P；全リーン）が増加している湖沼が多く，  

その影響評価が行われなければならない。またこのような  

湖沼環境変化は従来のCODを中心とする水質項目では的  

確に表現できず，新たな湖沼環噺旨標の開発が必要である。   

本研究に連なるこれまでの研究成果により，流入負荷  

量と植物プランクトン現存量の景的関係についてはかな  

り明らかにされてきたが，質的な関係については不明な  

点が多く残されている。したがって，なぜピコプランク  

トンが増殖するのか．アオコが発生するのか，淡水赤潮  

が発生するのか等，湖沼環境と傑占する植物プランクト  

ンの関係については研究が進んでいない。   

本研究では，流域での各棟対策や土地利用変化が負荷発  

生にどのような変化をもたらしているのか，窒素やリン葦  

の負荷とLて，また有機物の負荷として自然由来のものは  

どの程度あるのか，N／P比の変化は湖沼水質環境や生態  

系にと～のような影響を与えているのか，湖沼水中の有機物  

の起源はどこにあるのか，ピコプランクトンの異常発生は  

どうして起きるのか等の調査研究を行うとともに，最近の  

急激な湖沼生態系の変化を表現できる新たな指標の開発を  

行うことを郎勺として，以‾卜切課題を設定して研究を進めた。  

〔研究成果〕  

（1）流域特性と水質との関係の評価に関する研究   

阿見町を対象に，水環境に係わる水処理形態別人口，  

二1．」地利用，押‖ll網などの流域情報をパソコン上の地理情  

報システムにとりこみ，窒素，リン，有機物等の汚濁負  

荷発生鼠の予測（団1），各種管理対策実施後の効果予  

測を行った。いくつかの小流域では下水道の整備後も汚  

濁が著しいことが予想され，さらなる水質改善のために  

は直接浄化の手法を取り入れるなど高度な流域対策が必  

要であることがわかった。すなわち，こうしたシステム  

は綿易であるとともに，最新情報の収集，整理が簡単であ  

ることから，行政的にも十分利用可能であることを示した。  

［：ニコ0－0皿kg佃y匡喜ヨーロ20Ⅷkg伽皿和一州∝跳油卸  

圏㈹一郎00kg伽匠冠詞紬－－6000kg伽園1㈹→20卸kg他  

図1阿見町での生活系COD汚濁負荷発生予測  
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また，5，6月期を中心に，数年にわたり河川で有機  

物の流出特性を観測し，その流量との関係を解析した。  

その結果，溶存態と懸濁態で，また主要な流出源が森林  

域か，市街地かにより流出特性が大きく異なることがわ  

かった。こうした基本特性をもとに，有機物の流出に関  

するモデル化を行った。  

予測値／実測値の平均はそれぞれ1．18（最小0．90叫最大  

1．61）l，11（0．85”1．73）と，予測値の方が実測値より  

若干大きいものの両者はよく一致している。2年間の相  

関関係だけで得られた式を用いて．こうしたよい相関関  

係を得られたのは，霞ケ浦では両者の関係がこの9年あ  

まり変化しなかったことを意味している。同じように，  

CODとTOCの関係を用いても，上記には劣るが良好  

な予測値が得られた。   

また，同様なことを手賀沼，琵琶湖のデータに適用したが，  

年度ごとにCODとTOCの相関関係が異なっていた。こ  

の場合，かなり昔のT（X値の予測は推しいといえる。以  

上をまとめてみると，徐々にCODからT∝への置き換  

えをはかるとともに，数年閏両者を同時に測定することか  

ら過去のCODデータの活用を検討することが妥当である。   

2）湖内溶存有機物の起源に関する研究   

霞ケ浦，琵琶湖，野尻湖などの溶存有機物サンプルか  

ら，その紫外部吸光度（UV；ここでは260nmでの吸光  

度）とTOC（すなわちD（X）との比（UV：IX）C比）  

が外来性物質と内部生産由来物質で大きく異なること，な  

らびにこの比が生分解性試験によっても大きく変化するこ  
とがないことから，この比を用いて湖内の溶存有機物の  

起源を推定する方法を前年度提案した。本年度は，全国  

‘約30湖沼の溶存態サンプルを分析した結果，UV：DOC  

比が滞留時間の増加とともに減少し，内部生産由来の溶  

存有機物が主体となってゆくことがわかった（図3）。  

（2）湖沼環境指標に関する研究  

1）新しい有機物指標の開発に関する研究   

前年までの研究で，過マンガン醍カリウム法による  

CODはTOC（全有機炭素）と各水域ごとには高い相関  

関係を有するが，それぞれの関係は異なっていること，  

酸化率は生物的な分解率と無関係なこと等から，湖沼の  

環境指標としては適当でないことを示した。しかし，湖  

沼で年間約7，000，海域で年間約30，000ものサンプルの  

CODが環境基準評価のため測定されているので，COD  

を他の指標に置き換えるとしても，この情報を有効に生  

かす方法の開発が必要である。図2には，建設省が  

1984－1992年間に霞ケ浦の高浜入り，湖心で測定した  

DCOD（溶有無COD），PCOD（懸濁態COD）をもと  

に，この地点で我々が得たDOC（溶存意有機炭素）と  

DCOD，POC（懸濁態有機炭素）とPCODの関係を利  

用してTOC（DOC＋POC）を予測し，これを実測値  

（建設省測定）と比較した結果を示す。相関係数は高浜  

入り（St，1）で0．963，湖心（St．9）で0．873であり，  

∪V260：DOC  
（（mAbsorbance／Cm）／（rng／l））  予測されたTOC佃（mg′り   

0  10  2（1  30  

測定されたTOC値（mg／り   

図2 過去のCOD測定値をもとに予測した  

TOCと実測値の関係  

St．1：高浜入り奥部，St．9：湖心  

．01  ，1  1  10  100  

滞留時間 （年）  

回3 滞留時間と紫外部吸光度（UV）：DOC比の関係   
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化炭素の大気一水間の輸送，一次生産，呼吸速度を見積  

もる方式を確立した。本年度は潤沼で，1時間ごとに水  

が入れ替わる明，暗箱にDO，pHなどのセンサーをい  

れ，またフリーウオーター法でDO，DICの変化をモニ  

ターした（図4）。計算されたDO，DICの変化速度か  

ら水界の生物活性（一次生産速度，呼吸適度等）を評価  

した。すなわち，こうしたシステムが実湖沼でも応用可能  

なことを示した。また，バイオマニピュレーションに関す  

る隔離水塊実験に際し，各地にDO，pH，水温センサーを  

殺人し，それらの変化から池ごとの生物活性を測定した。   

さらに，霞ヶ胤 琵琶湖の1年間にわたるDO，pH  

モニターデータから生物活性の季節変化を調べた。富栄  

養化している湖沼では大気一水間の輸送量と比べ生物活  

動よる変動の方がDO，pt†変化に寄与が大きいこと，  

一次生産量は有機物量と密接な関係を有すること等が明  

らかになった。この結果，こうしたモニターデータが湖  

の生物活性評価に極めて有用であることを示した。   

また，霞ケ浦では霞ケ浦開発事業に伴う管理目標水位  

の上昇により，アシ群落の衰退が観察された。この原因  

また，親水性一疎水性，酸性一中性一塩基性樹脂を用  

いで，責苦琶湖湖水，流入河川水の洛存有機物を分画し，  

各画分の有機炭素量，UV：DOC比を測定した。この  

結果，湖内の溶存有機物質の大半が湖内で生産されたの  

ではないかと推定された。   

3）生態系の活性指標に関する研究   

水中のDO，PHを連続的に測定して，その変化から  

光合成，呼吸量を推定する方法が提案されでおり，フ  

リーウオーター法と呼ばれている。この手法は，ボトル  

中への閉じ込め効果を除去しうることに加えて，底泥な  

どを含めて水域全体での生物活動を評価可能であるこ  

と，連続測定を行えば生物活性を微′トな時間間隔で測定  

可能なことなどの長所を有している。しかし，水塊での  

DOやD工C（溶存無機炭素）の収支計算をしていること  

と同等であるので，大気との交換，流入，流出水による  

物質移動を正確に測定するか，推定する必要がある。   

前年度までの研究から，屋外実験池において上部が開  

放された箱，閉じた箱を設置し，その中及び箱外（フ  

リーウオーター）でのDO，pH変化から，酸素，二酸  

（
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図4 瀾沼における明，噌ボックスならびにフリーウオーターでのDOの時間変化  
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としてはアシ群落先端部での根洗いよる退行と考えられ  

ている。このほか，洞爺湖の水質，生態系調査を継続し  

て行い，近年の漁獲減少の原因はワカサギの高密度化と  

推測された。  

クラスターに分類できることがわかった。   

2）ピコプランクトンの毒性   

どのような種類のどコプランクトンに毒物賓であろチ  

オンスルフォリビドが存在するかを調べた。対象とした  

のは琵琶湖で採取された鋤lβC九ococ川∫株（pink），  

霞ヶ浦で採取されたゎ伽血嘲血株（green），ス  

ウェーデンから分与された∫叩山砲準正株（pink）で  

ある。どの株のスルフォリビドもthioic O－aCidエステ  

ルの存在を示したので，これら藍藻のスルフォリビドは  

すべてチオンスルフォリビドであると同定した。この結  

果はチオンスルフォリビドがSynechococcus及び  

Synechocystisに広く分布していることを示すものと考  

えられた。  

〔発 表〕K一郎，88，94～96，Br70，9ト93，b－97，】36，  

163，165，167，170   

（3）ピコプランクトンの異常発生機構に関する研究  

1）ピコプランクトンの分類   

藍藻ピコプランクトンの分類について，前年度の成果  

を踏まえて，さらに詳細に検討Lた。C如∽細別寂γね潤一  

CJ祉Sfgγ勘り1gC如雄Cllざ拍血叫〔加瀾雨脚Ch5‘gγのそ  

れぞれに所属する培養株を通過型電子顕微鏡及び蛍光顕  

微鏡で観察した結果，砂皿血血ぬ欄CJllぶJβγにチコラ  

イドの形状が異なる集団があることがわかった。この結見  

ピコプランクトンの代表的な藍藻類である勘メェgC毎cロ〔で‘′（∫  

グループはGC含量，キノン組成，直鎖型脂肪酸組成，  

フィコピリン組成，核質及びチラコイドの形態で5つの  
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2．5．2 環境中の有機塩素化合物の暴露量評価と  

複合健康影響に関する研究（最終年度）  

〔研究担当〕  

地域環境研究グループ：森田昌敏・相馬悠子・米元純三・  

化合物の健康リスク評価と漂白殺菌由来の有機塩素化合  

物についての研究を進めた。  

（2）有機塩素化合物の複合健康影響評価に関する研究   

わl〃すrγ0系システム（神経細胞，不死化ラット肝細  

胞，ラット胎仔肢芽細胞）による有機塩素化合物の毒性  

評価，毒性機序の検討，また2種以上複数の有機塩素化  

合物が共存する時の毒性作用の相加性や相乗性，および  

細胞毒性とれ〃iγ0の毒性データとの相関を検討した。  

（3）環境中有機塩素化合物の総合影響評価   

ここでは有機塩素化合物の総合評価のため環境で検出  

される可能性のある有機塩素化合物の分析法，健康影響  

情報を集めリスト化した。構還と反応性と毒性の桶開の  

研究からは実験データがない化合物に関する情報を得る  

ことを目的とした。国内塩素化合物生産量から有機塩素  

化合物の環境への放出を推定し，フィールド調査の結果  

と比較検討し，有機塩素化合物のリスク評価法の検討を  

行った。その結果を含めて大気中揮発性有機化合物の個  

人暴露是調査を実施し，都市域の人々の健鰊リスク評価  

をした。  

高木博夫・稲葉一穂・曽根秀子・  

白石寛明  

化 学 環 境 部：藤井敏博  

環 境 健 康 部：青木廉廉・松本 理・国本 学・  

梅津豊司  

客員研究員 6名，共同研究員 2名  

下線は研究代表者を示す  

〔研究期間〕平成4－8年度（1992－1996年度）  

〔研究概要〕化学物質の多方面への使用は将来にわたっ  

て増加すると予想され，それに伴い化学物質の環境への  

放出も増加することが考えられる。そこでどのような種  

類の化学物質がどのような環境に，どれだけ存在し，複  

合してどのような影響を環境に与えるかという化学物質  

の総合影響評価をする必要がある。化学物質の中でも塩  

素を含む有機塩素化合物は化学工業製品の中でもその種  

類，割合はきわだって多い。一方化蕃法に基づいて規制  

がなされている有機塩素化合物は多く，化合物の安定  

性，殺菌殺虫作用といった有機塩素化合物の有用性が難  

分解性，有毒性といった環境汚染につながっていると考  

えられる。   

この研究では，環境に存在する化学物乳 特に有機塩  

素化合物の健康影響を体系的に評価するた捌二，環境中  

の多種類の有機塩素化合物の暴露量評価及び健康影響評  

価に関する研究を行い，有機塩素化合物の総合評価を目  

的とした。特別研究は3つのサブテーマに分かれて進め  

られた。  

（1）有機塩素化合物の暴露量評価に関する研究   

ここではどういう有機塩素化合物がどこに（大気，  

〔研究成果〕  

（1）大気中揮発性有機化合物の個人暴露量と健康リス   

ク評価   

揮発性有接化合物36種類を対象として1日個人暴露  

量調査を行った。調査法は拡散サンプリング方式により  

被験者にZ4時間サンプリングチューブを所持してもら  

い大気中の揮発性有機化合物を捕集した。サンプル数は  

つくぼで延べ37人（1996年6月），東京西部の大学の  

化学科学生延べ97人（1996年10月），東京葛飾区  

（1997年2月）延べ68人である。得られた1日暴露量  

を前年度の実験で決定した拡散係数を使用して1日平均  

暴露濃度に変換した。それぞれの中央値を各地域の代表  

値と比較した。調査で得られた1日平均暴露濃度の中央  

値を表1に示す。それを見ると，  

①一般環境大気濃度より個人暴虎量のほうが，濃度が高   

いものが多い。  

⑦鼻先にある物質の影響が大きい。暴露濃度の中央値と   

最大値の差が非常に大きい物質がある。  

③物質によって暴露の傾向が3種類にわけられる。  

・一般環境大気濃度と暴露濃度があまり変わらず，暴  

露濃度の地域差もない物質。  

四塩化炭素，フロン11  

水，土壌，底質）どれだけあるかの総合評価を目的とし  

て，イオントラップ質量分析法を用いた有機化合物の一  

斉分析（大気，海水，海底質，生物），郡市河川（水，  

底質）の有機塩素化合物と有機塩素量調査，国内の塩素  

化合物生産量から推定した有機塩素化合物の環境放出量  

等の研究を行った。   

その結果，環境への放出量は揮発性有機塩素化合物が  

多く，水や底質中の有機塩素濃度には漂白殺菌により生  

成する有機塩素化合物が大きな寄与をしていることがわ  

かった。そのため，特別研究の後半では揮発性有機塩素  
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これらは身近に汚染源のない物質と考えられる。  

・一般環境大気濃度に比べ暴露濃度が高く，つくばと  

東京で暴露濃度に差がない物質。  

キシレン，p－ジクロロベンゼン等。  

これらは室内汚染からの影響が大きい物質と考え  

られる。  

・つくばに比べ東京で暴露濃度が高い物質。  

ベンゼン，1，1，1トリクロロエタン等。  

これらは都市大気汚染の影響が大きい物質と考え  

られる。  

個人暴露量濃度が一般環境大気濃度に比較し値が高い物  

質が多いので，人の健康リスクを評価する場合には一般  

環境大気の計測だけでは不十分であることがわかった。  

またベンゼンの大気環境基準指針値は3〃g／m3になっ  

ているが，個人暴露量からは達成が難しい地域があると  

考えられた。   

表1で得られた暴露濃度の中央値と発がんの  

unit riskを使って発がん性が認められている物質につ  

いて発がんリスクの計算を行った。発がんリスクは，こ  

の暴露濃度を生涯70年吸入し続けた時発がんに至る確  

率であるが，その計算結果を表2に示した。クロロホル  

ム，ベンゼン，テトラクロロエチレンは発がんリスクが  

ユ05を超える場合があり注意が必要であることがわかっ  

た。がん以外の毒性は呼吸量を1日20m3とした1日暴  

露量と，経口投与で得られた体重70kgの人の最大無作  

用量（NOAEL）を安全係数100 で割った RFD  

（Referenee dose）の比で比較したのが表享である。  

クロロホルムと四塩化炭素は大きい値になっており，注  

意物質であることがわかった。  

（2）漂白殺菌由来有機埴素化合物   

塩素や塩素化合物による漂白や殺菌はさまざまな方面  

で使用されており，塩素化合物による漂白，殺菌作用の  

結果生成する有機塩素化合物畳も河川水や河川底質では  

無視できない量であることが，モデル計算ヤフイールド  

調査の結果判明した。そのため綾瀬川水系において漂  

白，殺菌由来の有機塩素是の発生源を調査し，工場とと  

もに家庭排水も大きな発生源であることが判明した。そ  

こで水道水中の塩素により塩素付加反応が起きた場合，  

問題になりそうなトリクロサンとMX（mutagenic  

halogen）物質について塩素付加および分解過程や分析  

法について検討した。トリクロサンはシャンプーや殺菌  

石鹸の殺菌剤として使用されているが，塩素化したヒド  

表2 表1の暴露濃度から計算した発がんリスク  

Unitrisk（inhり  発がんリスク  
（ug／ma）‾▲  葛飾住民  つくば住民   

ジクロロメタン   4．7×jO‾7   ‖）×」0じ 8．3×川‾7   

クロロホルム   2．3×】05   1．4×10‾5  3．2×105   

四塩化炭素   1．5×10‾5   5．3×10〕  7．5：く10‾ぺ   

ベンゼン   8．3×10b   2．3×】05  6．7×10U   

トリクロロエチレン   8．8×107   3．2×10b  8，7×10▲7   

テトラクロロエチレン   1．0×10‾5   9－5×10‾占  】．UXlO5   

表11日平均暴露濃度（〃g／m3）  

0（1卜96  Feb－97   Jup－96  

化学学生（97）  東京葛飾（68）  つくば（31）   

フロン11   0．65   0．84   1．52   

フロン113   0－06   0．09   0．11   

ジクロロメタン   3．02   乙23   】．77   

クロロホルム   7．08   0．59   1．37   

1．1，トトリクロロエタン   10．10   8．38   3．27   

四塩化炭素   10．10   0．35   0．50   

ベンゼン   5．28   2．77   0．81   

トリクロロエチレン   1．63   3．60   0．99   

トルエン   58．70   64．40   21．70   

テトラクロロエチレン   1．64   0－95   0．95   

クロロベンゼン   0．06   0－05   0．06   

エチルベンゼン   4．64   3．27   2．96   

m．p一キシレン   9．19   6－59   5．46   

0－キシレン   3．25   3．00   2．18   

スチレン   8，99   3．56   2．57   

】．3．5一トリメチルベンゼン  1．04   1．4Z   1．01   

1，2．4－トリノチルベンゼン  4．64   7．7（；   5．27   

p－ソクロロベンゼン   35．60   61．60   47．50  

表3‘表ユの暴露量から計算した非発がんリスク  

RiD  1日暴露量／RfD  

mg／70kg／day      葛飾住民  つくば住民   

フロン113   2】（カ  857×10‾7  1．05×10‾6   

ジクロロメタン   4．2  1．06×10‾2  8．43×103   

クロロオりレム   0．7  1．69×102  3．91×102   

1．1，1－トリクロロエタン   24．5  684×10‾3  2．67×10‾3   

四塩化炭窯   0．0525  1．33×10」■  1．90×10‾（   

ペンーピン   1．7Z  3．ZZXlO‾2  9．4ZXlO3   

トルエン   40．39  3．19×102  1．07×10‾2   

テトラクロロエチレン   0．7  乙71×10‾2  2．71×10Z   

クロロベンゼン   1．4  7，14×10q  857×10‾1   

エチルベンゼン   ロ  9．34×103  8．46×10‾3   

m．p－キシレン   140  9．41×10■‘  7．80×10‾4   

0－キシレン   140  4．29×101  3．11×104   

スチレン   田  5．09×103  3．67×103   

1，3，5トリメチルベンゼン   25．Z  1．13×103  8．OZXlO4   

1．乙4－トリメチルベンゼン   322  4，8ZXlO【4  3．27×10【4   

p－ジクロロベンゼン   21  5，86×10‾2  4．52×10‾Z   
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作用が見られ，単一物質の影響の相加作用とは異なる結  

果が得られた。これらの結果から混合物は混合物として  

評価することも必要であることが示された。  

ロキシビフェニルエーテル構造でありダイオキシンの前  

駆体になると言われている。塩素を含む水道水でトリク  

ロサンを使用した時の塩素付加および分解過程の研究を  

行い，中間生成物である二塩素付加物の毒性が高いこ  

と，トリクロサ㌢は比較的塩素による分解が速くクロロ  

フェノールを経由してクロロホルムになることが判明した。  

（4）ダイオキシンに関する分子軌道論的研究   

ダイオキシンの毒性は，塩素の数や置換位置により大  

きく異なることが知られている。しかしその分子構造ヰ  

イオン化ポテンシャル，電子親和力などの物理量に関す  

る実験化学的報告例は極めて少なく，毒性とそれらの物  

理量との相関関係および毒性発現機構の詳細について  

は．未だに解明されていない部分が多い。   

本研究では現在考え得る最良の理論値を算出するため  

に，abinitio分子軌道法に基づいて，ダイオキシン異  

性体の構造，イオン化ポテンシャル，電子親和力，電荷  

密度，生成熱，双極子モーメントなどの理論値を算出  

し，毒性との定量的構造活性相関を行うことを目標とし  

た。毒性の指標としてRecepter Binding，AHH，およ  

びERODのEC50値を用いた。それらの各々を非線形  

パラメーターとして取り扱うため，ハーセプトロン（階  

層）型ニューラルネットワークを用いて定量的構造活性  

相関を実行した。ニューラルネットワークにより，イオ  

ン化ポテンシャルと電子親和力の値が毒性と強い相関を  

もつことがわかった。この結果，ダイオキシンが毒性を  

発現する際に，レセプターと電荷移動型錯体を形成する  

ことが示唆された。  

〔発 表〕D－37，E－15，b－126”128，198，199，e－3，4，14  

（3）有機塩素化合物の複合健康影響に関する研究   

か乙甘汀mのアッセイ系を用いて有機塩素化合捌こつい  

て単独及び複合影響を評価することを試みた。アソセイ  

系としては肝細胞，神経細胞，CHL（チャイニーズハ  

ムスター肺細胞）など性質の異なる数種の細胞を用いた  

細胞毒性のアツセイに加えて遺伝毒性，胎仔毒性の特殊  

毒性の玩1点れ系のアソセイを用いた。   

いくつかの系を用いることにより，ある程度物質の毒  

性を特徴づけることができた。例えばTCEP（トリスク  

ロロエチルフォスフェート）は細胞毒性は低いが胎仔毒  

性，行動毒性が認められること，シクロロフェノールは  

リソゾーム機能を特異的に阻害し，胎仔毒性も認められ  

た。0－，p一ジクロロベンゼンはガス暴露で遺伝毒性が  

認められた。殺菌剤であるトリクロサンとトリクロカル  

パンはいずれの系でも毒性が高かった等の特徴づけがで  

きた。   

混合物の毒性の評価をわ＝五抽系を用いて行った。2  

物質の混合系では用いた細胞，物質の組み合わせによっ  

て2つの物質の相互作用はさまざまな様相を示した。ま  

た9種類の有機塩素化合物を混合した毒性評価では相乗  
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2．5．3 環境負荷の構造変化から見た都市の大気  

と水質問題の把握とその対応策に関する研  

究（最終年度）  

〔研究担当〕  

地域環境研究グループ：森田昌敏・若松仲司・上原 清・  

の改善方策等を見いだしていくための科学的知見の蓄積  

が必要である。   

本研究においては，ニのような観点から環境負荷の構  

造変化が都市環境に及ぼす影響の把握とその対応策に関  

する研究を行う。具体的には首都圏を中心とする都市域  

における環境負荷の構造変化の実態解明並びに環境要因  

の中でも特に緊急の対策を必宴とする大気問題，水質問  

題の改善に関する研究を行い，交通問題，都市大気環境  

問題，都市域の未規制排水問題に対する新たな対応策と  

その評価を明らかにすることにより．都市の大気問題と  

水質問題に対する行政施策に有用な知見を提供すること  

を目的とする。  

治水 浩・森口礼一・稲森悠平・  

水落元之・高木博夫・福島武彦・  

栓塞一夫・竹下俊二・松本幸雄  

大 気 圏 環境部：鵜野伊津志・杉本伸夫・松井一郎  

水ニヒ填圏環境部：西村 修  

下線は研究代表者を示す  

〔研究期間〕平成5－8年度（1993～1996年度）  

〔研究概要〕都市機能の一極集中や地価の高騰などによ  

る都市の社会，裡済的変化や物理的変化は，産業構造や  

都市構造の変化に大きな影響を及ぼしている。例えば，  

都心におけるサービス産業を中心とした第3次産業の増  

加や都市への過度の人口集中による高人口密度地域の都  

市周辺部へのスプロール化，交通，物流の都市域内密度  

の増大等が顕在化している。一方都市住民のライフスタ  

イルや生活の質及び生活パターンは快適性の志向により  

増々エネルギー多消費型になりつつある。   

このような都市構造変化，生活様式の変化は環境負荷  

の構造を大き〈変えている。例えば都市域のスプロ⊥ル  

化は通勤距離を増大させ，このことにより自動車交通量  

の増加や交通渋滞が発生している。また都市に向けての  

物流の増加は自動車の車種変化をもたらし，大型ディー  

ゼル貨物車の混入率の増加とこれによる窒素酸化物汚  

染，粒子状物質汚染が大きな社会問題となっている。こ  

のように大気汚染，騒音の問題はさらに深刻になってい  

る。生活様式の変化や多様化は排水や廃棄物の質や量を  

大きく変化させており，都心部における第3次産業レス  

トラン等の高濃度油分含有排水や，郡丁別封辺地域におけ  

る小規模未規制排水による表流水系の汚染が大きな問題  

となりつつある。都市域の拡大やエネルギー消費の増大  

は都市気候にも影響を及ぼし，ヒートアイランド等の問  

題が生じている。   

環境負荷の構造変化に伴う地域の環境要因の悪化を早  

急に食い止め，改善に向かわせることが急務である。原  

因等が複雑化している都市環境問題を解決して行くため  

には，発生源の個別的な対策のみならず地域問題として  

総合的な対策を講じる必要がある。そのためには郡市丁環  

境聞達の現状を様々な面から定量的に正確に把握し現状  

〔研究成果〕  

都市の大気問題の研究  

（1）沿道・都市大気環境の予測と評価に関する研究   

前年度までに沿道大気汚染濃倭が大気安定度によって  

大きく変化することを示したが，本年度はストリート  

キヤニオン内部の流れをレーザー流速計によって計測  

し，ストリートキヤニオン内の流れが大気安定度によっ  

て大きく変化し，沿道における高濃度大気汚染の直接の  

原因となっていることを明らかにした。すなわちスト  

リートキヤニオン内部には上空の夙に誘引された回転流  

が生じ，これが沿道大気汚染特有の濃度分布を形成する  

主たる原因となっている，また，この回転流の速度は大  

気安定度によって大きく変化し，沿道大気汚染濃度に直  

接の影響を与えることがわかった。回転涜の速度が変わ  

る理由としては，1，上層風からストリートキヤニオン  

内部への運動量の伝達の大きさを示す煎断応力が大気安  

定度によって大きく変化すること，2，ストリ⊥トキヤ  

ニオン内部に形成される安置成層が上層からの流れの侵  

入を阻むために，キヤニオン内部の風速が低下し，それ  

がより強い安定性層の形成を助長するといった正の帰還  

効果が生じ，その結果としてキヤニオン内部に対する安  

定成層の影響がより強まり風速がさらに弱まること，等  

が原因であることがわかった。  

（2）交通環境の予測と評価に関する研究   

交通公害特研以丸 開発・機能改良を進めてきた「広  

域交通環境シミュレーションシステム（RTPSS）」を  

阪神地域に適用し，政策代替案ごとの大気汚染改善効果  

を予i則するためのデータ整備を引き続き行った。これと  
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ともに開発着手後約10年を経たRTPSSを今後も継続  

して利用可維なものとするため，計算機の動作環境の見  

直しを行い，有害大気汚染物質等を含めたより広い対象  

についての大気環境シミュレーションに応用できるよう  

にするためのシステム設計を行った。また事例研究の対  

象としてきた阪神地域が震災に見舞われたことから，災  

害からの復興を，都市の環境負荷発生構造の長期的視点  

からの改善の機会ととらえ，防災目的と両立する交通公  

害改善のための対策について検討した。このため，都市  

内2階建て構遠道路の問題点や阪神地域の地理的制約に  

よる交通集中の要因を明らかにするとともに，都市内を  

貫通する幹線道路を代替する外縁部の路線整胤交通誘  

導のための経済的手段，港湾関連物流のモーダルシフト  

等の対策案を提案した。  

類によって産生される有毒物質几弟cmり5血の挙動につ  

いてユ996年夏期に霞ケ浦（土浦港）で調査を行った。   

肱αβれIgイ7柑5α藻体内外の肌cγ叫，5血濃度はアオコ  

の発生が著しい時期に最も高い佃を示すことがわかっ  

た。また，藻類培養過程で産出される代謝物質や分解産  

物とTHMFP（トリハロメタン生成能）との間には高い  

相関が得られ，藻類培養後のTI・lMFPは著Lく高まる  

ことが明らかとなった。   

このような実態を踏まえ，これからの都市の水質環境  

に関して生活排水対策としての下水道，合併処理削ヒ  

槽，単独処理浄化槽の普及の将来予測とそれらの処理施  

設からの汚濁負荷量についてシミュレーションを行い，  

トイレの水洗化率は‾卜水道と合併処理浄化槽の普及に  

よって2005年には約98％に達すること，水洗化に伴っ  

てBOD汚濁負荷は削減されるものの窒素，リンに関し  

ては汚濁負荷が増加すること，この対策としては‾F水  

道，合併浄化槽の高度処理化 単強処理浄化槽の高度合  

併処理浄化槽化を行う必要があることが明らかとなった。  

（3）広域大気環境の予測と評価に関する研究   

平成5年に関西地域における春季の広域大気汚染解明  

のためのフィーールド観測を実施し，前年までの解析で関  

西地域における春季の高濃度大気汚染には広域的な大気  

汚染物質の移流，成層圏オゾン，地域スケールの光化学  

大気汚染が複合して影響を及ぼすことがわかったが，本  

年度はモデルを用いてこれらそれぞれの要因の寄与率を  

定量的に明らかにした。解析の結果，大阪の中心地域に  

おいては，日中には成層圏起源のオゾンと光化学オゾン  

との寄与率はほぼ半々であることがわかった。また二酸  

化窒素に関しては反応により生成するものが50％以上  

の寄与を占めていた。関東地域に関しても平成7年に  

フィールド観潮を実施しており，本年度は特に関東西部  

地域における光化学大気汚染の立体分布や太平洋上での  

濃度分布を気象モデルを用いて解析した。これとともに  

大陸スケールの長距離輸送現象が都市の大気環境に及ぼ  

す影響を明らかにするために，エアロゾルの生成プロセ  

スの検討や，大規模気象と濃度分布との関連性に関する  

モデル研究を実施した。得られた結果をフィールド観測  

結果と比較検討し広域長距離輸送反「邑プロセスを明らか  

にした。  

（5）都市の水質問題の対策技術に関する研究   

汚濁の現況の改善を回るため，都市の水質問題の対策  

技術に関する研究を行っだ。生活排水処理方式として生  

物ろ過法は，多孔質担体を用いることにより高い硝化能  

および窒素除去能が得られることがわかった。またリン  

除去のためにアルミニウム電解法を実際の排水処理施設  

に適用し，処理水リン濃度を1mg／J以Fにすることが  

可能であった。一方排水処理によって発生する汚泥の処  

理法として高温好気発酵法処理の実験を行い．高度減量  

化が可能であることを明らかにした。また，都市域の水  

質問題として重要な埋立地浸出水処理に生物活性炭およ  

び有用微生物を清川した活性炭複合担体を用いることで  

微量化学物質，難分解性有機物および窒素を同時に除去  

できることが明らかとなった。  

（6）都市の水質汚濁負荷の削減効果に関する研究   

本研究で有効性の確認されたアルミニウム電解法リン  

除去システムを用いた場合の都市の水質汚濁負荷の削減  

効果の評価に関する研究を行った。単独・合併処理浄化  

槽のリン除去システムとしてアルミニウム電解法を導入  

した場合の環境改善効果を，大阪湾をモデル対象流域と  

してケーススタディーを行い，単独処理馴ヒ槽，合併処  

矧争化槽それぞれに電解装置を設置する場合．単独処理  

都市の水質問題の研究  

（4）都市の水質環境の予測に関する研究   

都市城に位置する湖沼は，窒素，リンの過剰な流入に  

より富栄養化の進行が著しく，有害藻類の増殖に伴い深  

刻な水質問題が発生している。その実態解明として藍藻  
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浄化槽では負荷削減量が，合併処理浄化槽では費用効果  

（単位費用当たりの負荷削減量）が高いことがわかっ  

た。しかし生活雑排水未処理人口を合併処理浄化槽で処  

理し，さらに電解装置をすべての浄化槽に設置した場合  

が，リン負荷削減量，費用効果が最も高いことから，今  

後新設される浄化槽については単独浄化槽を廃止し，さ  

らに高度合併処理浄化槽にする必要があると考えられた。  

〔発 表〕K－48，89－91」03，B－13，14，20←23，98，117  

～121，F9，12，15，16，b－13，14，20，27～29，34，44，48，  

52，53，58，59，61，66，74，79－81，200－2D8，f‾10～ユZ   
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2．5．4 ディーゼル排気による慢性呼吸器疾患発  

症機序の解明とリスク評価に関する研究  

〔研究担当〕  

地域環境研究グループ：森田昌敏・嵯峨井勝・市蘭孝道・  

前年度までは，DEPとアレルゲンの代わりとしての  

卵白アルブミン（OA）を併用して繰り返し投与するこ  

とにより短期間で上記の気管支ぜん息様の基本病態が発  

現することを明らかにし，かつDEPとOAの併用投与  

でぜん息様の病態が発現するメカニズムの解明に重点を  

置いた。この実験では，lgE抗体価はほとんど増加せ  

ず，IgG抗体，なかんずくIgGl抗体価とサイトカイン  

のインターロイキン5（IL－5）が著しく増加してい  

ることが判明した。IL－5は気道炎症を起こす好酸球を  

肺に呼び寄せる因子であり，IgGlは集まった好酸球の  

特異的受呑体に結合して好酸球からMBP，EPO，ECP  

等の気道炎症誘起顆粒タンパク質を放出（脱顆粒）させ  

ているものと推測される。また，lL－5やIgGl抗体を  

産生しやすい系統のマウスはぜん息様の上記の病態を起  

こしやすいことも判明し，気管支ぜん息棟の病態発現に  

はし5やIgGlが非常に重要性であることが支持された。   

本年度は，マウスにディーゼル排気（DE）を吸入さ  

せることで，前年度までDEP＋OAの実験系七得られ  

たぜん息様の病態が発現するかどうかを調べるために，  

1mg DEP／m3と3mg DEP／m3の濃度のDEをC3  

H／He系マウスに3カ月間吸わせる実験を行った。その  

結果，DEのみの吸入では気管支ぜん息と関連がある影  

響はほとんど認められなかった。これに対して，DE吸  

入下で3週間おきに1％OAミストを吸入させると気道  

粘膜への好酸球浸潤を伴う慢性気道炎症，気道上皮での  

粘液産生細胞の増生ならびに気道過敏性の克進が観察さ  

れた。しかし，この影響の程度はまだ緩慢な状態のもの  

であった。そこで，さらにDEPの暴露期間をもう少し  

長くし，かつDEPの濃度を0，3mg／m3，1mg／m3およ  

び3mg／m3の3濾度に増やした実験を行った。現在そ  

のデータの解析を行っているところであるが，影響はか  

なり増強されている傾向が認められており，ディーゼル  

排気もアレルゲン吸入下ではぜん息様病態発現にかか  

わっている可能性が強いことが示唆された。  

高野裕久  

環 境 健 康 部：小林隆弘・藤巻秀和・古山昭子・  

田村憲治・本田 靖  

客貞研究員 8名，共同研究員 6名  

‾F線は代表者を示す  

〔研究期間〕平成5－9年度（1993”1997年度）  

〔研究概要〕大都市部の大気環境は，ディーゼル車等の  

増加により，一向に改善の兆しがみられていない。なか  

でも二酸化窒素（NO2）と浮遊粒子状物質（SP～Ⅰ）の  

環境規準値達成率はきわめて低く，肺がんや気管支ぜん  

息等の呼吸器疾患を引き起こすのではないかと危惧され  

ている。しかしながら，ディーゼル排気による呼吸器疾  

患に関する知見は少なく，今日これらに関する知見の蓄  

積が急務となっている。   

本研究では，（ヨディーゼル排気による気管支ぜん息等  

呼吸器疾患の発症機序の解明とその量一反応関係の解  

析，②低濃度ディーゼル排気の長期暴露による肺がんに  

及ぼす食事性因子のリスクの解析，さらに．③高濃度の  

ディーゼル排気暴露を受けている人間集閥の個人暴露量  

の推定と健康影響調査を行う。これらの結果を合わせ  

て，ディーゼル排気によるヒトの健鰊影響に及ぼすリス  

クを評価し，大都市大気汚染防止に資する科学的知見を  

得ることを目的とする。  

〔研究成果〕  

（1）ディーゼル排気による気管支ぜん息等慢性呼吸器   

疾患の発症機序の解明と量一反応関係の解析に関す  

る研究   

気管支ぜん息の基本病態とされている慢性気道炎症  

（好酸球浸潤），粘液過分泌，気道過敏性の克進等の病  

態ならびにアレルギー反応等がディーゼル排気微粒子  

（DEP）の気管内投与やデイpゼル排気（DE）吸入に  

より発現するかどうかを実験的に明らかにする。これら  

の各病態の解析によって，DEPあるいはディーゼル排  

気（DE）がそれら病態を引き起こすメカニズムを明ら  

かにすると同時に，各病態がどの程度の濃度で起こるか  

という量一反応関係を調べ，ヒトの健康に及ぼすリスク  

評価の基礎資料を得ることを目的とする。  

（2）ディーゼル排気による呼吸器系腫瘍発生に及ぼす   

食事性日子のリスク評価に関する研究   

ヒトの肺がんによる死亡率は各種のがんの中で年々最  

も高い割合で増え続けており，1993年の統計では，男  

性の肺がんによる死亡率は胃がんによる死亡率を追い越  

し一位になった。この増加の最大の原因は喫煙と食事因  

子と言われているが，近年増加しているのは喫煙による  
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がん発生率に有意な相違は認められなかった。しかし，  

剤旨肪食を摂取した3mg／m3群では発がん率が増加す  

る傾向が認められ，DEの発がん性を否定することはで  

きないと思われる。さらに，この吸入実験においては気  

管内投与実験とは異なり，β－カロチンは肺での発がん  

宰を上昇させた。この結果は，ヒトにおいては，ノラーカ  

ロチンは発がん性を抑制するよりも促進的に作用してい  

るという按学的研究結果を支持することとなった。  

リスクが最も低い腺癌であり，この腺癌は脂肪の過剰摂  

取等の食事性因子と非常に深い関連があることが示唆さ  

れている。そこで，近年の日本人の食事性脂肪摂取量に  

近い高脂肪食（約16％）を与えたマウスにDEPを気管  

内投与したり，比較的低濃度のDEを長期間吸入させ，  

それによる発がん率の違いを調べ，ライフスタイルとし  

ての食事性因子の呼吸器発がんに及ぼすリスク評価を行  

うことを昌的としている。   

前年度までは，0．05，0．1mg及び0．2nlgのDEPを  

マウスに毎週一回ずつ10匝卜気管内投与し，1年後の肺  

がん発生率を調べるとともに，DNAの酸化的障害の指  

標である肺「不Jの8ヒドロキシデオキシグアノシン  

（8－OHdG）の生成を調べ，両者間の相関を検討した。  

その結果，高脂肪食群では発がん性が上昇し，′ラーカロ  

チン添加群では発がん率が著しく低下するとともに，両  

者の閏には非常に高い相関性が認められ，DEPによる  

発がんにはヒドロキシラジカルトOH）が深く関わっ  

ていることが示唆された。   

一一方，先に米国でDEPから有機物を十分に除いた炭  

素粒子や酸化チタンだけでもラットの肺に腫瘍を発生さ  

せるという報告がなされている。本年度は，これが本当  

かどうかをマウスを用いて検討した’ところ，マウスでは  

そのような炭素粒子や酸化チタンだけでは肺がんの発生  

率は非常に低かった。しかし，その発がん率と肺内の  

8－OHdG生成との間には有意な相関性が認められた。  

このことから，ラットにおいて認められた炭素粒子や  

酸化チタン等の発がん率は低いながらもマウスでも認め  

られることが判明した。   

さらに本年度は，マウスにディーゼル排気（DE）を  

1年間吸入させた発がん実験のデータの解析を行った。  

その結果，マウスではOmg／m3，0．3mg／m3，1mg／m3  

および3mg／m3の濃度のDEPを含むDE暴露による肺  

（3）ディーゼル排気高濃度暴露集団の個人暴露量の推  

定とリスク評価に関する研究   

ディーゼル排気暴露によるヒトの慢性呼吸器疾′患発症・  

に及ぼすリスクを評価するために，本研究では，特に高  

濃度のディーゼル排気等に暴露されている職域集団や地  

域集団を対象に，SPMとNOzの個人暴露量を推定する  

ための調査を行い，ヒトの暴露レベルを明らかにする。  

また，高濃度ディーゼル排気暴露を受けている地域，職  

域を対象に，各地域の気管支ぜん息等の雁恩率を調べ，  

ディーゼル排気暴露量との間の相関を調べ因果関係を明  

らかにし，ヒトのリスク評価に資することを目的として  

いる。   

本年度は，これまでの東京都内での調査に加えて大阪  

での調査結果の解析を行った。大阪においても，NO2と  

SPMの屋外，屋内および個人暴露量の結果は，東京で  

の調査結果と非常に賂似していた。すなわち，個人暴露  

量は屋内のNO2やSPM濃度と榛めて相関が高く，さち  

にこの屋内濃度は屋外濃度と非常に高い相関性があり，  

その相関性ほNO2よりもSPMの場合に高く，さらに2  

／‘m以下のSPh′Ⅰで最高の相関性を示していた。また，  

微小SPMの個人暴露量は屋外SPMの約5”7割に相  

当することも明らかになった。  
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2．5．5 廃棄物埋立処分に起因する有害物質暴露  

量の評価手法に関する研究  

〔研究担当〕  

地域環境研究グループ：森田昌敏・．白石寛明・西川雅高・  

曽根秀子  

化 学 環 境 部：中杉修身・安原昭夫・吉永 純・  

山本黄土・白石不二雄・瀬Ll」春彦・  

堀口敏宏  

客員研究員 21名  

下線は研究代表者を示す  

〔研究期間〕平成6～9年度（1994”1997年度）  

〔研究概要〕廃棄物は人間活動の増大・物質文明の発達  

に伴い，発生量が増大するとともにその性状についても  

多様な広がりを見せている。また，匡Ⅰ際的のも越境汚染  

問題，発展途上臥二おける大都市周辺のごみの山問題  

等，今後の人間活動の根幹にかかわる緊急かつ重大な解  

決すべき環境問題となっている。   

耗が国においても廃棄物は，経済の成長に伴い，その  

量は増大し，質的には多様化している。ゴミの減量化と  

無害化を目的とする中間処理としての焼却処理について  

は，高効率燃焼・排ガス対策などによる汚染対射二加  

え，ゴミ発電や熱電併給システムの導入などエネルギー  

源としての見直しがなされつつあるなど，焼却処理に伴  

う環境問題には解決の糸口が見えつつある。一九 廃棄  

物の最終処分の主要な形態である埋立処分については，  

埋立処分地からの浸出水・漏出水によ′る地下水や地表水  

の汚染が懸念され そこに含まれる有害物質による人の  

健康あるいは生態系への影響が危倶されている。   

上水道の水質基準や水質や二1．1壌にかかわる環境基準の  

改訂に伴い，廃棄物の埋立処分に起因する有害化学物質  

による環境汚染についての防止策がとられ始めたもの  

の，浸出水中に含まれる化学物質の実体や危険性につい  

ては未だ不明確な状態である。また，埋立処分地から発  

生する揮発性成分による大気経由の環境汚染に関して  

は，埋立処分地で化学的変化の結果生じるおそれのある  

揮発性有害物質はもとより，廃棄物にもともと含まれて  

いた揮発性物質についても，情報がほとんどないのが実  

状である。さらに，過去の埋立地の再開発・再利用に伴  

う人の健麻や環境影響についても未解明な状態であり，  

廃棄物の埋立処刑こ伴う有害物貸の環境に対する負荷を  

明らかにし，そのリスクを評価する手法を提示すること  

が，現在，社会的に求められている。   

有害物質による環境汚染の中で廃棄物問題の持つ特徴  

は，評価の対象となる有害化学物質として，廃棄物中に  

含まれる化学物質や農薬等だけではなく，燃焼や埋立処  

理に伴い非意図的に生成する物質が多く含まれる可能性  

が高いことである。また，特に埋立処理では水溶性の蒸  

気圧の低い物質も生成すると考えられているため，環境  

中の化学物質の分析法として広く用いられている溶媒抽  

出法などの前処理法やガスクロマトグラフィー／質量分  

析法（GCルイS）などの検出法以外にも様々な分析手法  

を導入し十分な測定を行い，有害性についての評価をす  

る必要がある。   

本特別研究では，有害物質の環境に対する影響を評価  

する上で不可欠な化学物質の環境濃度を測完するため  

に，最新の物理・化学的分離分析手法の適応性の拡大を  

はかり，さらにこれを標準化するとともに，埋立処分に  

関する暴露星に関する評価手法を確立することを目的と  

している。  

〔研究成果〕   

埋立処分地からの浸出液等の水系経由．並びに梯発性  

成分及び粒子状物質等の大気系経由の有害物質の環境に  

対する負荷量及びその環境影響を評価する手法を構築す  

ることを目指し，次の各サブテーマを研究対象とした。  

（1）埋立地由来汚染物質の検出法及び特定法の高度化  

1）浸山水中の汚染物質などの捕捉・同定率の向＿「．   

環境試料を含め複雑な混合物巾の有機物質の測定にあ  

たって，今El，広く採用されているGC／MSによって  

も，埋立地浸山水の分析においては全有機物質含量の  

10％以下の成分しか測定できない。これは，浸出水中  

の蒸気圧の低い（蒸発し難い）物質，水溶性の物質，あ  

るいは熱分解し易い物質が含まれ，これらが通常の濃縮  

操作を伴うGC几′ISによっては測定が困難であるためで  

ある。そこで，これらの物質を測定するた捌ニサーモス  

プレーイオン源を持つ磁場型の装嵐 エレクトロスプ  

レー及び大気圧イオン化方式のイオン源を持つ四重極型  

のh′IS几1S装置を用いて行った。一・部の試料で分子構造  

に（C。H60）nの重合物の存在を示唆するスペクトルが  
得られたものの，標準となるライブラリーが存在しない  

ため，LC〃MSのみによる未知物質の物質同定は困難で  

あった。本法は，浸出水中の変異環物質の検索などに活  

用するのが適当であると考えられた。  
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2）埋立地から発生する揮発性物質に関する研究   

埋立地においては，埋め立てられる廃棄物の種類及び  

埋立地の物理・化学的形態により，好気的酸化状態から  

嫌気的還元状態まで様々な状態で分解が起こり，二酸化  

炭素やメタン等の気体の発生が見られることは良く知ら  

れている。分解による発熱に伴い廃棄物に含まれる可能  

性のあるトリクレン・バークレンなどの低沸点有機溶剤  

等が揮発することが考えられる。埋立処分場ガス中の揮  

発性有機化合物（VOC）の測定を，前年度検討した  

キャニスター法で行った。埋立処分場ガスをガス抜き坑  

より真空ビン（キャニスター）で捕集した。定量対象と  

した成分は，米国EPAのTO－14法に記載されている  

物質のうち，フロン11などの低沸点化合物をく32成分  

である。処分場発生オスより高濃度で検出された物質は，  

脂肪族塩素化合物では，1，1－ジクロロエタン（処分場N  

の平均値：」03ppb）1，2－ジクロロエテン（30ppb），1，2L  

ジクロロエタン（4ppb），ト1）クロロエチレン（1．5ppb）  

であった。アルキルベンゼン類では，ベンゼン（248ppb），  

エチルベンゼン（478ppb），キシレン（m，p－；236ppb，  

0－；43ppb），1，2，4一トリメチルベンゼン（118ppb）  

などであり，周辺大気と比較して2桁ほど高濃度の発生ガ  

スが見受けられた。クロロベンゼン類では，タロロベンゼ  

ン（18ppb）の濃度が高い傾向にあった。図1に塩化アル  

カン類の埋立処分場発生ガス中の濃度と参考のため室内空  

気中の濃度を示した。ガスの発生が認められる地点の四塩  

化炭素ほ周辺大気より低濃度であった。これは，ガスの発  

生に伴う希釈の効果と思われる。また，ジクロロエタンな  

ど炭素数が2の化合物の濃度が高い傾向が見られた。塩化  

ベンゼン類では，室内空気中では殺虫剤のジクロロベンゼ  

ンが高い濃度で検出されるが，埋立処分場発生ガスではク  

ロロベンゼンの濃度が他と比べて高い傾向があった。同様  

に，アルキルベンゼン類の室内空気との比較では，埋立処  

分場発生ガスのエチルベンゼンが相対的に高い傾向があっ  

た。V（℃濃度の最も高かった処分場のガス抜き坑からの  

発生量は，エチルベンゼンセ670g／年，ベンゼンで250g  

／年，1十ジクロロエタンで130g／年などと推定された。  

地表面からの発生量を加味する必要があろうが，埋立処分  

場からVqCの大気への負荷畳はそれほど大きくないと考  

えられた。発生ガス中のVOCの起源には焼却灰に由来す  

る化合物やポリスチレンなどのプラスチックの分解による  

化合物など様々な要因が考えられ，今後の検討課題である。   

3）廃棄物汚染の指標となる物質群の効果的な検出手  

法に関する研究   

埋立処刑二伴う汚染物質は，構成成分が特定困難で複  

＞
q
d
d
 
 

㌔  ㌔♂㌔  ♂
 
 

図1塩化アルカン類の埋立処分場発生ガス中の濃度と一般的な個人住宅室内空気中濃度の比較  
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雑な組成をなすため，環境中でこれらによる汚染の検出  

は容易でない。このため，埋立処分に起因する汚染の  

マーカーとなる物質（群）をGC／MS，GC－AED（原子  

発光検出器）及びLC／MS等の最新の測売手法を用いて  

検索している。本年度も，GC／MSによる一括分析手法  

の適用拡大に加えて，元素特異的に検出することにより  

化学物質を物質群として分類する試みとしてGC／AED  

による測定を継続した。その結果，いくつかの浸出水か  

ら，プラスチックの発泡剤などに使われるアゾビスイソ  

プチロニトリルの分解物と考えられるテトラメチルブタ  

ンジニトリルなどが同定された。  

のため，冬に採取した浸出水では，毒性は減じたものの  

同様の結果となった。シリカゲルカラムによる分画で  

は．5％エタノールーベンゼンに強い変異原性が認めら  

れた。また．長時間窒素パージしても揮散しないことか  

らこの物質（群）は，極性の官能基をもった揮発しにく  

い性質を持っていると考えられた。今臥1例ではある  

が腹立処分地の浸出水から比較的強い変異原性や遺伝毒  

性が検出された。その原因物質などについては，今後さ  

らに検討する必要がある。  

（3）モニタリングシステムの開発  

1）埋立地浸出水共同分析プログラム   

化学物質の観点から浸出椎の実体を明確にすること及  

び定状的なデータ取得及び監視のセきる測定法や標準的  

な測定法を提示することを目的として，平成6，7年度  

に引き続き，地方公害研究所等との共同研究で最終処分  

場より採取した浸出水を10カ所の最終処分場で採取し  

た。測克結果はおおむね前年度とほぼ同様となっている  

が，有機物で濃度の高い物質（ppb以上）としては，  

1）低分子の脂肪酸，2）フェノール類，3）リン酸エ  

ステル類，4）フタル酸エステル類，5）芳香族アミン  

類，6）ジオキサン，7〉 ビスフェノールA，8）トル  

イジンやナフナルアミンなどの芳香族アミンがあげら  

れ，濃度の低い物質（数ppt以下）としては，クロルダ  

ン，DDT等の有機塩素系農薬や多環芳香族化合物など  

がある。発ガンリスクから見ると，直接に浸出水を飲用  

するとしてもグロルダン，DDT等の発ガンリスクは  

IO7レベル以下と計算されたが，ジオキサンとブタル酸  

ジュチルヘキシルのリスクが相対的に高い結果となった。   

2）汚染土壌標準試料  

共通試料の作成・■分析による測定手法の統一化・標準化  

を検討する巨沌勺で作成した環境分析試料（埋立地汚染土  

壌）No．1，No．2中の無機元素を複数の分析機関で複数  

の分析手法により測完し参考値を提示した。この標準試  

料は，Cu，Zn，Pbは，地殻平均存在度よりも含有量が  

高く，Na，Mg，Caなどは含有量が低かった。今まで  

に，採取した汚泥試料中の金属元素は，Alの相対濃度  

で比較する多くの元繋で埋立地汚染土壌No．1と同等で  

あり，10倍以上の濃縮を示すような底泥は存在しな  

かった。  

〔発 表〕B57，107，D－2Z，28，29，31～33，39，41，  

b‾」19，145，d10，24，25，39   

（2）埋立処分に係わる有害物質春雷宜評価手法に関す  

る研究  

1）溶出試験及び廃棄物分類法の検討   

埋め立てられた廃棄物による環境汚染の主要な経路で  

ある浸出水の管理のため囁乗物の溶出試験が実施されて  

いるが，埋立地の環境と現行の溶出条件でとは性質が異  

なっている。このため，溶出試験法について実体をより  

反映した溶出試験として，廃プラスチックからの溶出試  

験を目的に，ガラス製のカラムに焼却灰（ボトムアッ  

シュ）や廃プラスチックを充てんし，廃プラスチックか  

ら溶出する溶出する成分の分析を行った。   

2）強毒性物質の検索   

埋立処分地からの浸出液を用いて，エイムズ試験によ  

る変異原性試験，姉妹染色分体交換頻度より見た遺伝毒  

性試験，マイクロトックス試験による急性毒性試験を  

行った。変異原性試験は，固相抽出法により濃縮Lた試  

料を用い，ニトロ芳香族化合物や芳香族アミンに高感受  

性を示す菌株ふくむ6種類の菌株を使用して行った。前  

年度と同様に，浸出水より検出されるエイムズ試験によ  

る変異原性は，芳香族アミンに高感受性の菌株で対照株  

よりも高い変異原性が検出される傾向が強かった。ま  

た，各々の菌株で検出される浸出水中の変異原の相対的  

な強さのパターンは良く類似していた。A処分場より夏  

に採取した浸出水は，一般毒性に比較してかなり強い変  

異原性が認あられた。この試料は，姉妹染色分体交換頻  

度より見た遺伝毒性試験でも同様に強い毒性を示した  

が，マイクロトソクス試験では相対的に弱い毒性を示し  

た。また，GC／MSによる測定でも相対的に低濃度で  

あった。したがって，この浸出水には，強い変異展性や  

遺伝毒性をもつ物質が含まれていると推定された。比較  
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2．5．6 化学物質の生態影響評価のためのバイオ  

モニタリング手法の開発に関する関する研究  

〔研究担当〕  

地域環境研究グループ：畠山成久・笠井文絵・菅谷芳雄・  

これらのサンプルに試験生物を暴露して，化学物質の総  

合的な影響を評価する手法と，河川水を連続的に水槽や  

水路に流して，水生生物の各種反応（行動，生長，繁  

殖，酵素活性など）を常時，または定期的に監視・計測  

する手法がある。反応を迅速に評価するた捌二は．特に  

画像解析の手法が有効である。試験に使用する水生生物  

は，主として飼育化された生物を用いるが，生態影響評  

価で重要であっても飼育化が困難な場合には，野外から  

採集した生物についてもバイオモニタリングによる化学  

物質の評価手法を検討する。  

五箇公一・白石寛明・高木博夫  

水土壌圃環境部：井上隆信  

化 学 環 境 部：堀口敏安  

生 物 圏 環境 部：宮‾l∵ 衛・多田 満  一  

客員研究員 6名，共同研究員 3名   

・下線は研究代表者を示す  

〔研究期間〕平成7～9年度（ユ995－1997年度）  

〔研究概要〕近年，生態系の危機を憂慮する国内外の社  

会情勢に伴い，化学物質の生態影響を配慮した環境基準  

や規制のあり方が求められている。これまでの研究か  

ら，化学物質の潜在的な生態影響が無視できないこと明  

らかにし，また化学物質の生態影響評価には生物開村互  

作用を考慮することが重要であることを示した。本研究  

では，化学物質の潜在的な生態影響をバイオモニタリン  

グにより連続的に評価する手法と，バイオモニタリング  

に用いた生物の各種反応が化学物質の生態影響をいかに  

指標するかに関しての研究を行う。これらの調査・研究  

の成果に基づき，化学物質に対する生物の反応（あるい  

は影響）レベルをもって，化学物質の総合的毒性から生  

態系を保全するための環境基準や規制・対策のあり方  

と，その具体的な方法を検討する。   

以下の二つ課題に従って調査・研究を行う。  

1）有感受性水生生物の選定と生物相互作用系に及ぼす   

化学物質の影響解析   

生物は食物連鎖関係∴飼や生活空間などをめぐる競争  

関係など様々なバランスの下で共存Lている。化学物質  

は致死濃度以下のレベルでもこれらわ相互関係を撹乱  

し，生腰系に予測し難い間接的影響を及ぼす。水界生態  

系を構成する様々な水生生物の中から，生態系の中での  

役割（機能）や化学物質に対する感受性，実験生物化の  

可否などを検討し，バイオモニタリングに有効な水生生  

物を選択するとともに，生物間相互関係に基づいた生態  

影響評価手法を検討する。  

2）生態影響評価のためのバイオモニタリング手法の開発   

化学物質に感受性の高い試験生物を用いたバイオモニ  

タリング手法の開発と，試験生物の反応が生態影響を如  

何に指標するかに関しての調査・研究を行う。バイオモ  

ニタリングでは，河川水や底質などを定期的に採取し，  

〔研究成果〕   

本年度は，桜川バイオモニタリング施設の整備と新た  

な試験生物の検討，及び河川水の連続暴露によるバイオ  

モニタリング手法の開発，それを用いて河川水（桜川）  

の毒性評価を行った。  

（1）桜川は霞ケ浦に流入する最大の河川である。その  

河口から5kmにバイオモニタリング施設を作り，河川  

水を引き込んで，生物を連続的に河川水に暴露しその反  

応をモニタリングする。本年度は，河川水の水温をコン  

トロールし，一定温度で，バイオモニタリングが可能と  

なるように施設の整備を囲った。バイオモニタリングに  

使用する生物として，新たにイチョウウキゴケ，ウキク  

サ（Z種），オオカナダモ，ヨコエビ，ミジンコ（8  

種）などに関して．バイオモニタリング生物としての適  

否を検討′した。  

（2）バイオモニタリング施設内の水路から，週3回の  

頻度（月・水・金曜日）で河川水を採取し，農薬分析，  

セレナストルム増殖試験，ヌカエビ試験（死亡率），な  

どにより，河川水の潜在的毒性の変動を評価した。メカ  

エビ試験で見ると，河川水の毒性は前年度に比較し著し  

く低くなっており，7月下旬までは河川水中のヌカエビ  

死亡率（14日後）は最高でもに20％前後が2回起こっ  

ただけであった（6月下旬）。一方，連続的に河川水を  

流した水槽に，5月から各月の初めに】00個体のヌカエ  

ビ（生後1カ月）を導入し，その後の死亡率を調べた。  

連続暴露においても，河川水サンプル中の死亡率が顕著  

でない場合は，死亡率は低く5月導入の場合でも7月下  

旬における死亡率は20％程度に止ま？ていた。しか  

し，7月末から8月初めにかけ河川水の毒性は急速に高  

まり，5－6月に導入した集団は4－5日間で100％  
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な除草剤が検出された5月から6月にかけ 個1），生  

長は著しく阻害され（図2），極端な場合は枯死した。  

一方，河川水サンプル中のセレナストルム増殖試験で  

は，生長の阻害は6月初旬には回複し，ウキクサ連続暴  

露の方が微量な除草剤の生態影響をより感度よくモニタ  

リングできる可能性が高い。前年度の結果から，セレナ  

ストルム増殖阻害の原因物質は．プレナラクロールが主  

因で，わずかにブタクロール，メ7エナセットの相加的  

影響が示唆されたが，ウキクサの生長阻吉もこれらの除  

草剤の複合影響である可能性が高い。渾‖ll生態系の中  

で，水生植物の役割は，様々な水生生物の生活の場，繁  

殖の場として重要である。微量な除草剤の水草に対する  

総合毒性のバイオモニタリングは，水草の感受性の種間  

差なども含め様々な検討が必要である。   

除草剤の一次生産に及ばす影響に，紫外線の影響が如  

何に作用するかに関して生物試験を実施した。セネデス  

ムス（緑藻）を5～20〃g／Jのシメトリンに暴露した場  

合，これらを．0．06∴0．591～リn12の紫外線（UVB）で  

照射↓た場合は全濃度で影響はなかったが，1．33W／m2  

で照射した場合は，10”20′∠g／Jのジメトリンでも，セ  

ネデスムスの光合成活性（4－h試験）は，対照の80－  

死亡した。8月初めに導入した集計＝まZOヲ左程度の生き  

残り，その後回復の傾向を示し，産仔する個体も認めら  

れた。ヌカエビに対する毒性物質は．その時期にフユノ  

ブカルブ，フユニトロチオン，マラソンなどの殺虫剤と  

2種の殺菌剤濃度が高まり（図1），これら化学物質の  

複合影響によるものであった。これらのバイオモニタリ  

ングにより．定期的な水のサンプリングでは，見逃す可  

能性が高い顕著な毒性を，確実に検出できることを示し  

た。5”7月下旬にヌカエビ試験による毒性が，低かっ  

たのはその間に殺虫剤がほとんど検出されなかったこと  

による（囲1）。  

（3）除草剤の汚染に関しては9種類が検出され，河川  

水サンプル中でのセレナストルム（緑藻）の増殖は5百  

中旬をピークに対照のZO％程度にまで阻害された（図  

2）。山方，河川水（調温，22”23℃）を連続的に流し  

た′ト型水槽にウキクサ（2種）を浮かべ，その後の生長  

を調べることにより，化学物賀の毒性をモニタリングす  

る手法を検討しゎ。水槽の水面には仕切を設け，ウキク  

サを個別に10個体暴露し，4，7，14日後に葉面積を  

測定し生長の変化を調べた。，2桂のウキクサとも，様々  

濃l璧（フルスケール） t11  

回1馴l，バイオモニタリングステーションにおける河川水中農薬濃度（ppb）の変動  

（棒グラフ，白：除草剤，朕色；殺保1剤，圭、‡≒；殺虫剤）  
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70％まで減少した。このような複合影響が長期間に及ぶ  

とき一次生産にいかなる影響を及ぼすかに関してはさら  

に検討を要する。  

遊泳時に急に方向や速度を変えるなど，平常時にはない  

行動が現れた。また，平均した遊泳速度も上昇したがこ  

れは，汚染の最もひどい期間よりも．農薬汚染がある程  

度減少した期間の方が高い傾向にあった。ただし，遊泳  

適度の上昇を含め，このような異常行動は長時間は続か  

ず，先の7月31日の例では異常行動が見られ始めてか  

ら18時間を過ぎる噴からはかえって動きが緩慢となっ  

た。観察に用いたヌカエビが疲弊，または障害を受け，  

反応が鈍化したものと考えられる。その結果，メカエビ  

行動の画像解析によるバイオモニタリング手法として，  

河川水に暴露して1日以内のメカエビの運動量が適して  

いた。1年間のデータから＿ヒ記に適合するデータを抽出  

し，運動量（日平均）として図3に示した。これによる  

と，ヌカエビは4月，7月末から8月初旬そして11月中  

旬に運動量が大きく，逆に，冬季ほ概して低い値であっ  

た。7月末のどークは前述の農薬空中散布時のものである  

が，他2つは水田への農薬散布時期ではなくその原因は現  

在のところ不明であり，殺虫剤以外に行動異常を惹起した  

化学物質（5～6月に検出された除草剤など）の流入も考  

えられ，今後その原因物質を室内実験等で解析する。  

（4）ヌカ．エビの行動変化による化学物質のバイオモニ  

タリング手法を検討した。ヌカエビを低濃度の有機リン  

系殺虫剤（フエニトロチオン）に暴露すると，逃避行動  

に似た特異な行動を示す（前年度の成果）。そこで本年  

度は河川水（桜川）を連続的にかけ流した水槽に入れた  

ヌカエビ（生後1カ月，5個体）の行動を，1）遊泳速  

度と 2）検出個体数（水槽底面より高さ7mmより上  

に泳ぎ出し，しかも1分間の移動速度が3mm以上のも  

の）および，3）運動量（遊泳速度と検出個体数の積で  

相対的な連動の程度を表す）の変化として，画像解析に  

よりモニタリングした。顕著な事例として，7月31日  

から1週間に及びヌカエビの行動異常が続いたが，その  

原因は河川の上流域で殺虫剤・殺菌剤の空中散布があ  

り，水中で検出された数種の農薬類（囲1）によるもの  

と考えられる。汚染された河川水にさらされるとメカエ  

ビは水槽底を離れて水中に泳ぎ出す頻度が増加したり，  

（
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園2 ウキクサの生長，セレナストルムめ増殖によるバイオモニタリング  

河川l水（射Ir）に連続暴露したウキクサ（2種，Duckweed，S．L）の生長速度（棄面積による）の変動（水温；22‾  

23℃，賛光灯連続照明下）。セレナストルム増殖試駿（3日間）は河川水サンプルによる0  
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薬濃度の検出時期と一致し，間接的ではあるが農薬類の  

影響と考えられる。生長に及ぼすこれらの環境要因をさ  

らに検討する余地はあるが，ドプガイの生長速度の変化  

から化学物質の総合的な影響をモニタリングできる可能  

を示した。   

ドブガイを5－10月の臥 毎月桜川河川水に1カ月  

間暴露し（バイオモニタリング施設・水路），様々な農  

薬類暴露に対する薬物代謝の変動に基づいたバイオモニ  

タリング手法の可能性を検討した。テストステロン6Jヲ  

水酸化の活性は8月導入のドプガイをピークに最も顕著  

な変勤を示した。8月初旬に殺虫剤，殺菌剤に暴露され  

ているが，水温との相関も極めて強く，Cytoch－  

rome p450（CPY）に依存した変動であるかどうかは  

現在不明である。Glutathion S－Transferase（GST）  

は5月に導入したもので最高値を示したが，5月中に出  

現した様々な除草斉rJ（囲2）の薬物代謝を反映したもの  

かどうかについては，単独の除草剤暴露試験などにより  

さらに検討を要する。Benzo【alpyrene3－hydroxyla－  

tion，Androstenedione（テストステロン代謝），コリ  

ンエステラーゼなどには顕著な変動は認められなかっ  

た。薬物代謝の変化を用いたバイオモニタリングは，魚  

類でなされた報告が圧倒的に多いが，魚類は移動範囲が  

大きいのが難点である。貝類は移動がほとんどないた  

め，今後酵素活性の変化によるバイオモニタリング手法  

の有効性をさらに検討する。  

APR MAYJIJ7JJUL AUG SJ：P OCT NOV DECJ＾N FEtlMAR＾PR  
1996  199了   

図3 河川水（桜川）に連続暴露（1日）したヌカエビ  

の相対運動量（日平均）の年間変動（水温；22～  

23℃，流水適度；10mJ／min；水槽：縦10cmX  

横14cmX2cm．画像取込；1回／min．）  

（5）ドプガイによる河川水中の有害化学物質モニタリ  

ング手法の検討を行った。ドプガイは中型の二枚貝で河  

川や湖沼に生息し，底泥から水管を伸ばし主に浮遊藻  

類，有機懸濁粒子を摂食する。農薬など化学物質はの多  

くはこれらの懸濁粒子に吸着することが知られている  

る。ドブガイを用い，水に溶解，または藻類等の懸濁粒  

子に吸着した化学物質（調査地点では農薬類）の総合的  

な影響の評価手法の開発を目指した。将来的には現場法  

（測定場所に試験生物を置き影響を計測する方法）の1  

つとして二枚貝（他に，シジミを検討）を用いた，バイ  

オモニタリング手法の開発を目的とする。ドプガイを個  

体識別し，2週間ごとに体重（殻を含む生体重）を1年  

間にわたり計測した。生長速度（平均値，n＝26）・は1  

月には0．0021であったが，5月はじめにかけて指数的  

に士朗口し年間でも最高の0，0166に達した。しかし，6  

月から7月中旬までの生長速度は，それまでの半分ほど  

に低下した。その後，生長速度は9月はじめにかけて回  

復するが9月半ばから再び減少した。生長速度の増減を  

環境要因（水温，農薬類の濃度，クロロフィル量（餌と  

しての藻類量）など）と相関させてみると，冬から春に  

かけての増加は水温の上昇に伴い，9月の落ち込みはこ  

の時期水中クロロフィル量が極端に減少することから餌  

不足によるものと推定される。しかしながら，6月から  

7月にかけては，そのいずれでも説明できず，水中の農  

（6）最近はメダカでさえも少なくなり，絶滅の危機が  

あるとさえいわれている。その原因として一般的には，  

生息環境の破壊が言われている。水質的に，農薬類の汚  

染が関与しているかについて，河川水（桜川）を連続的  

に流した水槽にメダカを導入し，生長・産卵数などの変  

化を対照と比較して検討した（対照：研究所・水生生物  

実験棟の地下水）。それほど顕著ではなかったが，バイ  

オモニタリング施設内で河川水（桜川）に連続暴露した  

メダカの生長，産卵数は対照よりも低い値を示した。さ  

らに卵の発生，ふ化率などに関しても調べることとする。  

〔発 表〕A－35，B－83～85，116，H31，32，b－86，87，1Z2  

～124，152－155  
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2．5．7 輸送・循環システムに係る環境負荷の定  

量化と環境影響の総合評価手法に関する研  

究（初年度）  

〔研究担当〕  

地域環境研究グループ：森田昌敏・兜 真徳・森口祐一・  

スタディに力点を置き，そこで得られた成果をより汎用  

的な方法論へと発展させるアプローチをとる。本課題で  

取り組む内容は，Zつの領域に大別される。   

第1の領域は，内外のLCA研究で奉だ十分な成果の  

得られていないインパクトアセスメント手法の開発に関  

するもので，人の健康や生活，生態系への影響を視野に  

入れた環境負荷項目の選定および影響の総合化の手法  

と，環境負荷の発生から環境影響に至る流れの中に介在  

する地域性を加味して，環境負荷と環境影響とを定量的  

に結び付ける手法を開発する。第2の領域は，具体的な  

評価対象および環境負荷低減のための代替案を取り上げ  

た総合的な環境影響評価の事例研究である。これらは，  

研究全体を構成する横糸と縦糸に棚当する。  

松橋啓介・近藤美別・若松伸司・  

白石寛明・曽根秀子・新田裕史・  

．高村典子・松本幸雄  

社会環境システム部：乙間末広・森 保文・寺圃 淳  

化 学 環 境 部：中杉幡身・田通 潔  

客員研究員 4名  

下線は研究代表者を示す  

〔研究期間〕平成8（」0年度（ユ996－1998年度）  

〔研究概要〕環境基本法の基本理念として「環境への負  

荷の少ない持続可能な社会の構築」が掲げられ，基本法  

に基づき閣議決定された環境基本計画においても「環境  

への負荷が少ない循環を基調とする経済社会システムの  

実現」が施策の第1の柱とされるなど，「環境への負荷  

の低減」は今後の環境政策の根幹をなすものである。こ  

のため，さまぎまな人間活動について，環境への負荷発  

生の実態を具体的に明らかにし，これらが人間や生態系  

に与える影響を総合的かつ定量的に評価する手法を整備  

することが急務である。   

－・方，製品や技術システムについて，原料採取から生  

産，使用，廃棄に至る一連の過程における環境への影響  

を評価しようとするライフサイクルアセスメント（LCA）  

手法が，内外で関心を集めている。国内でも．エネル  

ギー消費や二酸化炭素排出を評価項目とする事例研究が  

進みつつあるが，人間の健廉や生態系への影響という観  

点から，どのような項目を優先的に把握し，負荷の「総  

合的」な評価をどのような方法で行うかについては，今  

後の研究に待つべきところが大きい。   

こうした背景から，本研究では，今日の社会を特徴づ  

ける．「人やモノの流れ」を支える技術である自動車交通  

等の輸送システムおよび廃棄物処理・リサイクル等の循  

環システムを対象とした事例研究を軸にして，環境負荷  

およびこれによる環境影響を総合的に評価する手法を開  

発することを目的とする。   

■本研究では，あらゆる製品や技術システムに適用でき  

る汎用的な環境影響評価手法の開発を究極の目標に据え  

ながらも，3年間のプロジェクト研究としての到達目標  

を明らかにするため，具体的な評価対象を絞ったケース  

、〔研究成果〕  

（1）環境負荷項目の同定と環境影響の総合化手法に関  

する研究   

本サブテーマでは，本研究で根うライフサイクルでの  

環境影響評価手法において．どのような環境負荷項目を  

どのような影響の観点からとりあげるか，という評価の  

枠組みを構築するとともに，異なる種類の環境問題を専  

門家の判断や国民の認識をもとに共通の尺度に投影する  

方法について検討し，個々の環境負荷をなるべ〈少数の  

指標群に集約する手法を開発する。   

本年度はまず，米国環境保護庁（USEPA）が進めて  

いるComparativeRisk Assessmentの手法をレビュー  

し，この手法に基づく異種の環境問題間の総合評価の可  

能性と意思決定手法としての我が国への適用可能性につ  

いて検討した。このため，匡・地方自治体（研究・行  

政），大学，NGO等の環境問題の専門家約30名の参加  

のもとに，「比較リスク評価研究会」を開催L，我が国  

にとっての主要な環境問題を．15の問題領域にまとめ  

たリスト（表1）を試作するとともに，各々の問題領域  

が人の健康，生態系，生活の質（QOL）に与える影響  

の大きさについて，相対的なランキングを行った。ま  

た，異種の環境影響のエンドポイント間の等価評価の試  

行を行った。   

一九 人間の健康への影響という観点からのインパク  

トアセスメント手法の枠組みを構築するため，環境中の  

有害化学物質が人間の健康に与える影響の経路を，作用  

機構，影響が現れるまでの時間，健靡障害の種類，影響  

の重篤度といった観点から整理したフロー図を所外の専   
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ける手法を開発する。LCAでは，地域性を加味した  

「実際に予測される影響」よりも，平均化された「潜在  

的な影響」を定量化するべきとの主張もあるが，自動車  

による大気汚染のような属地性の高い問題を扱うには，  

評価対象の地理的な偏在を考慮しておくことが必要と考  

えられるためである。   

このため，大気中の有害汚染物質への適用を念頭にお  

いて，汚染物質の排出要因となる人間鳳軌 汚染物質の  

排出量，環境中の汚染レベル，汚染による健康リスクの  

分布を地理情報とLて扱うデータベースと，これら各段  

階の関係を記述する排出量計算モデル，クロスメディア  

型の濃度予測モデル，暴露評価・リスク計算■モデルから  

構成される総合的な情報システムの設計を行った。本シ  

ステムはLCAのインパクトアセスメントの中に，リス  

クアセスメントの考え方を取り込むためのものであり，  

LCAの環境負荷インベントリーや，有害化学物質に関  

する物性・毒性データベースとのインターフェースを確  

保しながら，具体的な地域を想定した地域リスクの予測  

計算を行うものである。システム設計と合わせ，次年度  

に実施予定の大都市圏の地方自治体における地域リスク  

評価のケーススタディの準備として，システムで用いる  

既存の発生源関連データ，環境中汚染レベルの調査デー  

タの整備状況甲調査とデータ収集を行った。また，行政  

におけるPRTR（汚染物質排出移動登録）の制度化の検  

討への参加やオランダなど同制度の先進国に関する文献  

調査によって，化学物質の環境中への排出量の算定手  

法，および具体的に調査された排出係数や業種ごとの排  

出量の推計値に関するデータを収集した。さらに，シス  

テム8三よる濃度予測との比較に用いる目的で，有害大気  

汚染物質の実測調査データを収集し，汚染の空間変動，  

時間変動の特性解析に着手した。   

一方，道路沿道における人口の空間分布の偏在が，自  

動車排出ガス起源の大気汚染物質への暴露量に与えるバ  

イアスを定量化するため，国勢調査データ，住宅地図な  

どの地図情軌 土地利用に関するメッシュ数値情報を組  

み合わせ，人口の詳細な地理的分布を推定するための手  

法の基礎的検討とデータ収集，地理情報システムの導入  

を行った。  

門家の意見を取り入れて試作した。また，文献，データ  

ベース検索等に基づいて化学物質の毒性レベル，影響の  

類型等の情報を摘出し，第2のサブテーマで構築する地  

域のリスクアセスメントのための情報システムに提供す  

るための手順を明らかにするとともに，代表的な有害化  

学物質数十種についての情報整理に着手した。   

こうした独自の枠組み構築と並行して，内外のLCA  

研究におけるインパクトアセスメントの事例を収集し，  

対象として扱っている環境負荷項目や異種の環境問題間  

の重みづけ手法のレビューを行い，重みづけに用いる原  

理を，代理指標による方法，除ま技術や市場原理に基づ  

く方法，パネル法，目標値（Distance to Targct）法  

に分類した。また，これらの事例で用いられている重み  

づけ係数を，さまぎまな環境負荷の日本における発生量  

の試算値に適用して各負荷項目の寄与を試算し，手法間  

で環境負荷ごとの寄与に大きな差異があることを確認した。  

（2）地域性を考慮した環穏負荷とその影響の評価手法  

の開発に関する研究   

本サブテーマでは，環境負荷発生源の分布や，人間や  

生態系など影響を受ける主体の空間分布の偏り，環境中  

での物質の移動現象に与える立地や気象の影響など，環  

境負荷の発生から環境影響に至る流れの中に介在する地  

域性を加味して，環境負荷と環境影響を定量的に結び付  

表1 問題領域1jストの試作結果  

・地球規模の大気変動  

・近隣諸国との間での環境問題  

・地域大気汚染  

・有害化学物質汚染  

・暮らしに潜む汚染  

・感覚公害  

・身近な環境の人工化  

・生物相のバランス  

・大規模自然開発  

・土地（土壌）の劣化  

・河川，湖沼の水質汚濁  

・海洋汚染  

・迷惑施設の立地  

・大量生産，大量消費，大量廃棄  

・放射線，電磁波  

（3）自動車等の陸上輸送システムに関する事例研究   

本サブテーマでは，影響評価の第1のケーススタディ  

の対象として，自動畢などの陸上交通手段をとりあげ，  
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走行時の環境負荷だけでなく，車両とその材料の生産段  

階や廃棄段階で生じる負荷，さらには道路，線路といっ   

たインフラストラクチュアの建設・維持管理に関連する  

負荷も含めたライフサイクル評価を行う。   

このためまず，内外における自動車のLCAに関する  

、研究事例を収集し，評価の対象範囲等について調査し  

た。また，自動車の生産，使用，廃棄および関連インフ   

ラの建設に関して，各々の段階で発生する環境負荷の項   

目，これにより発生する環境問題の種類，その影響の終  

着点を結ぶ主な経路をリストアップし，ライフサイクル  

評価を適用する概念的範囲を明らかにした。一方，自動  

車の生産段階や関連インフラ建設による環境負荷を統計  

からマクロに推計するため，COzについてのこれまでの  

通用事例を参考に，産業連関表を用いて原材料の生産段  

階での負荷にさかのほったインベントリーを作成する手  

法を設計した。また，環境負荷量の具体的な算定を行う  

ための基礎資料として，業種別の燃料消費量あたりの大  

気汚染物質排出係数等の資料を収集した。   

こうした情報に基づき，現在の陸上輸送システム由来  

の環境負荷の主因であるエンジン自動車と，電気自動車  

等の低公害車や，軌道系交通システムとの比較評価を行   

うことが，ここでの事例研究のねらいである。このた  

め，電気自動車について，走行に要する電力を発電所で  

生み出す際に生じるNOxなどの大気汚染物質排出量を  

考慮した走行段階での環境負荷発生量を試算し，エンジ   

ン自動車との比較を行った。また，自動車を代替する交  

通手段として路面電車に着目し，日本全回で遅行されて  

いる路面電卓の事業体ごとに，走行に伴うエネルギー消  

費量データを収集して，単位輸送量あたりの環境負荷量  

を試算した。また，事業体へのヒアリング調査により，  

車両製造や軌道敷設を含めたライフサイクル評価手法の  

ための基礎的資料を収集した。  

が，ともに互いを補うものである。   

まず，自動車について作成したものと同様に，廃棄物  

の収集・処理・処分に起因する環境負荷の発生とこれに  

よる環境影響の経路を整理した。すなわち，廃棄物処  

理・リサイクルにおいて注目される有害化学物質汚染や  

迷惑施設立地を含め，想雇されるすべての環境問題の種  

類について，負荷の発生段階から影響に至る経路を明示  

した。   

また，廃棄物の収集・処理・処分に関するLCAの内  

外の研究事例を収集し，廃棄物処理，リサイクルシステ  

ムのLCAで問題となる「按分問題」についての概念整  

理を行った。按分問題とは，さまざまな成分からなる廃  

棄物を焼却した場合に生じる有害物質を，特定の廃棄物  

に帰属させるか均等に配分するかや，リサイクル過程で  

生じる負荷を，リサイクル原料を産出した側と，リサイ  

■クル材によって新たな財を生産した側とにどのような比  

率で帰属させるか，といったケースがあげられる。   

こうした概念整理と合わせて，次年度以降に行う予定  

のリサイクル促進による環境負荷削減可能性評価の事例  

研究の基礎データとして，容器や包装材について，首都  

圏の一自治体を例に，廃棄物の発生，収集，リサイク  

ル，処理処分のマテリアルフローの実態調査を行った。  

すなわち，自治体とリサイクル業者の協力を得て，缶・  

ぴん・PETボトル，紙パックなどの容器ごとの発生量  

や収集形態を明らかにするとともに，二次材料としての  

用途まで含めたリサイクル量に関する資料を収集した。  

〔発 表〕K－48，B－100，Cr28，30，Dr26．30，b－102，Cr26，  

27，29，d－21～23  

（4）廃棄物処理・リサイクル等の物質循環システムに  

関する事例研究   

本サブテーマは事例研究の第2の適用分野として廃棄  

物処理・リサイクルをとりあげるもので，容器包装廃棄  

物の処理・リサイクルシステムに着目した事例研究と，  

廃棄物処理施設に着目した事例研究を行う。前者は複数  

の廃棄物処理Tリサイクルシナリオ間の環境影響を比較  

検討し，後者は個々の廃棄物処理・リサイクル施設に起  

因する廃棄物特有の按分問題などに対処するものである  
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2）浄化酵素及び浄イヒ酵素遺伝子の単離と諸性質の解明  

3）浄化機能強化型微生物の作成  

4）浄化微生物の検出法の開発  

（2）微生物浄化機能の試験方法の開発に関する研究  

1）フラスコ土壌系による浄化機能試験方法の開発  

2）土壌シミュレータによる削ヒ機能試験方法の開発  

3）バイオリアクターによる浄化機能試験方法の開発  

4）バイオレメディエーション技術のリスク評価手法  

の開発  

2．5．8 微生物を用いた汚染土壌・地下水の浄化  

・機構に関する研究（初年度）  

〔研究担当〕  

地域環境研究グループ：森田昌敏・兜 眞徳・矢木修身・  

中嶋信実・岩崎一弘  

水土壌圏環境部：内山裕夫・冨岡典子・向井 智・  

服部浩之  

‾F線は研究代表者を示す  

〔研究期間〕平成8－10年度（1996－1998年度）  

〔研究概要〕全国各地の土壌・地下水中からトリクワロエ  

チレン（TCE）およびト1）クロロエタン（TCA）等の揮発  

性有機塩素化合物並びに重金属等が検出され大きな問題と  

なっており，浄イヒ対策として種々の物理化学的手法が用い  

られている。しかしながら揚水ばっ気や真空抽出法は，コ  

ストが高い点，また根本的な分解除去法でないため，新た  

な浄化技術として，微生物機能を活用して汚染した環境を  

修復するバイオレメディエーション技術が注目されている  

が，技術開発が遅れているのが現状である。本研究は，この  

ような状況をふまえ，バイオレメディエーション技術の浄  

化効果およびリスク評価手法を開発することを目的とした。   

すなわち，全国各地の土壌より，浄化能を有する微生物  

を探索・分離するとともに酬ヒ能を定量化し，ついで，汚  

染物質分解酵素および分解酵素遺伝子を単離し，その構造  

と性質を調べるとともに，分解能を強化した微生物を創生  

する。さらに，馴ヒ微生物の環境利用に際し，適正管理に  

資するための削ヒ微生物の迅速・高感度検出法を開発する  

とともに，自然環境を模嘩したフラスコ土壌系あるいは土  

壌シミュレータ系を用いて，微生物の持つ削ヒ機能の定量  

化試験方法を開発する。以上の研究を実施するため，以下  

の2つの課題と各4つのサブテーマを設定し研究を遂行した。  

（1）土壌・地下水浄化微生物の開発と浄化機構の解明  

に関する研究   

1）浄化微生物の探索と削ヒ特性の解明  

〔研究成果〕  

（1）浄化微生物の探索と浄化特畦の解明   

TCAお皐びTCEを同時に分解するエタン酸化細菌  

爪如ob∝J血11mSp．TA27株の分解特性について検討を加えた。  

TA27株は，高波度のTCE（50mg／l）およぴTCA  

（150mg／カ を分解できること，また種々の有機物を分解  

できることが判明した。休止菌体は，pH6．0から8．0で良  

好な分解を示したが，pH4．0及びpfJ9．0においては分解能  

が著しく阻害された。休止菌体の分解能は培養条件により  

大きな影響をうけ，pH3．5のとき高い分解活性を示した。  

またエタンを10％以上添加した場合に，高い活性の休止菌  

体が得られ，汚染土壌の浄イヒに有効であることが判明した。  

（2）浄化酵素及び浄化遺伝子の単離と諸性質の解明   

TCEを分解するメタン酸化細菌肋坤由甲府sp．  

strain M（M株）より，分解酵素遺伝子である可溶性  

メタンモノオキシゲナーゼ（sMMO）遺伝子をクロー  

ニングし，全塩基配列を解読した。この結果，以下のこ  

とが明らかとなった。   

sMMO 遺伝子は，全長6kb で，mmOX，mmOY，  

mmoB，mmOZ，mm6Cおよび機能不明なorfYの遺伝  

子群で構成されていた（図＝）。これまで報告されてい  

る2株のメタン酸化細菌のsMMO遺伝子と比較した結  

mmO   

B  〝l爪O Z o〟 Y   〝】mO C  mJnO X   爪m（〉Y  

土ントBlよ  

ヒドロキシラーゼ  
γサブユニット  

．1  
レダククーゼ   

11  
ヒドロキシラーゼ ヒドロキシラーゼ  
αサブユニット  βサブユニット  

園1 メタンモノオキシゲナーゼ遺伝子の構造  
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果，アミノ酸レベルでも非常に高い相同性が認められ  

た。また，SMMOの活性中心に特徴的な構造等，活性  

に関与する種々の重要な知見が得られた。クローニング  

されたsMMOをE，COliC＝形質転換し，TCE分解活性  

を測定したが，分解は認められなかった。これは，分解  

酵素のコンポーネントの1つであるヒドロキシラーゼが  

高分子集合体であるため，適正な立体構造を保持できな  

かったか，または活性中心に鉄イオンが配置されなかっ  

たためと考えられた。  

微生物細胞を匝川又した後，酵素及び界面活性剤で溶菌す  

るDNA摘出法（間接法）が最も高い回収率を示した。  

さらにこの方法を用いて6種類の土壌（砂質土，沖積土  

及び火山灰土各2種）からのDNA抽出を行った。回収  

したDNA試料は塩化セシウム密度勾配遠心で精製した  

後，紫外部吸収 アガロ∵スゲル電気泳動により，その  

純度および濃度を測定し，回収量を求めた。土壌の粘土  

率，全炭素量等の物理化学的諸性質がDNAの回収率に  

大きく影響を及ぼすことが判明した（図3）。  

（3）環境中からの微生物DNAの回収法の開発   

環境中において有用微生物を利用する場合，微生物お  

よび遺伝子の挙動を明らかにすることが安全性を評価す  

る上で非′削二重要であるため，環境中からの微生物  

DNAの回収法の検討を行った。火山灰土に水銀耐性遺  

伝子（図2）を導入した組換えプラスミドpSR134を  

保持するPか1Jゴ血PpYlOlを接種し，3種類の方法で  

DNAの回収を行った。その結果，土壌試料を撹拝して  

（オペレーター・プロモーター）  

（4）PCR法による標的微生物の検出   

微量のDNAを増幅して検出する技術（ポリメラーゼ  

チェインリアクション法：PCR法）を応用して，培養を  

必要としない迅速な微生物のモニタリング手法の開発を試  

みた。菌体内の標的DNAを直接PCR法で増幅し，検  

出・定量する手法の検討を行った。P．♪ヱりi加  

PpYlOl／pSR134の水銀耐性遺伝子（merオペロン）の一  

部を標的DNA塩基配列とした。菌体からのDNAの抽出  

を行わず，直接菌体に対してPCR反応を行った。f一  

声直血菌体内の目的のDNAが直接PCRによって増幅で  

きることが確認された。次いで，酵素，緩衝液等の条件検  

討を行った結果，反応チューブ（50／∠カ当たり100細胞  

数で検出が可能であった。さらに同じプライマーを用いて  

再度PCRを行ったところ，検出限界は1細胞であった。  

水銀輸送タンパク  

／   
Hg2†＋NADPH－－－－－吋＋H．NADP  

（5）フラスコ土壌系による浄化横能試験方法の開発   

バイアルピンを用いて不飽和土壌中におけるM株の  

TCE分解能について検討を加えた。M株はバイアルピ  

ン中の土壌中および気相中のTCEを同時に分解・除去  

発現活性化因子   

図2 水銀耐性遺伝子（merオペロン）の構造  

0
 
 

0
 
 

0
 
 

3
 

1
 
 

2
 
 

（
芭
掛
竪
回
く
N
O
 
 

0 10 20 30 40  
粘土率（％）  

0  200  400  012 3 4 5 6 7  
土壌当たりのフミン醸量   有機炭素含量（％）  

（mg／g幸三土）  

国3 土壌資料からの微生物DNAの回収率と各種土性との関係  
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重力水の分布部位）に入るような方法で添加し，程時的  

に土壌中のBHC分解菌を計数し，その生残性を調べ  

た。BHC分解菌の生残性はいずれの処理区において  

も，純毛管孔隙の方が租毛管礼隙よりも高い傾向があ  

り，特に無窒素区でこの傾向が顕著であった。その生残  

性は，投与肥料の種類によって異なっており，両孔隙と  

もに寮窒素区で最も高く，以下堆肥多量区，化学肥料区  

の順に低下した。   

以上の事実は，純毛管礼隙の方が粗毛管孔際よりも  

BHC分解菌の生残に好適な土壌部位であること，およ  

びその生残性が投与肥料の種類によって少なからぬ影響  

を受けることを示している。また，原生動物等の補食者  

が柵毛管孔隙には入ることができない大きさであること  

から，細毛管礼隙に添加されたBHC分解菌はその補食  

を免れていることが推測された。  

できること，また土壌中と気相中のTCE濃度には良好  

な相関関係が認められ，気相分析から土壌中のTCE含  

有量の推定が可能であることが判明した。  

（6）土壌中における接種微生物の挙動   

接種微生物の土壌中での生残，増殖に及ぼす要因につ  

いて検討を加えた。すなわち土壌に接種したP．かl／f血  

の生残数の変化を6種類の土壌で調べた。その結果，  

pHの低い火山灰ニー二1，2，砂質土2で菌数は大きく減  

少した。土壌に消石灰を加えて，土壌pHが約7になる  

ように補正した場合，いずれの土壌でも生残性が良く  

なった。特に，pHの低い火lU灰土などで生残性が大き  

く高まり，二Ⅰ二壌間差も小さくなった（図4）。以＿「．の結  

果から，土壌に接種したP．如両血の生残には土壌直1  

が最も大きくかかわっていると考えられた。   

土壌に接種するP．か1肋、の生矧生を高めるため，資  

材に吸着させて土壌に添加する方法を試みた。その結  

果，バーミキュライトやカオリンなどの粘土に菌を吸着さ  

せて，土壌に接種すると生残性が高まることが認められた。   

山口県農業試験場の水田圃場の無窒素肥料区・化学肥  

料区・堆肥多量区から採取した3種雉のニヒ頓にBHC分  

解菌を甜毛管孔隙（平均直径：0．19”3〃nl，毛管水の  

分布部位），租毛管孔隙（平均直往：3－48．〃m，毛管  

砂質土1  沖楕土1  

（7）／くイオレメデイエーション技術のリスク評価手法  

の開発   

M株を用いるTCE汚染土壌・地下水のバイオレメ  

ディエーション’実証試験を計画しており，このためのリ  

スク評価項目について検討を加えた。  

〔発 表〕B109”1】5，G9．L－8，b77，78，188－195，  

g－9，36．37  
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2－5．9 海域保全のための浅海域における物質循  

環と水質浄化に関する研究（初年度）  

〔研究担当〕  

地域環境研究グループ：森田昌敏・竹下俊二・木幡邦男、  

実験等を基に，水界生態系・底泥での，一次生産・摂  

食・分解等による，炭素・窒素・リンの物質循環を明ら  

かにする。本年度は，東京湾奥にある三番瀬を調査対象  

とした。三番瀬での調査は，平成8年9月と平成9年2  

月に行い，後者では，潜水夫を使った採泥や生物採取を  

行った。二回とも，水質と，底生生物（マクロ・メイオ  

ペントス）の存在量を調査した。また，東京湾央（≡番  

瀬の沖）の定点で，平成8年4月一平成9年3月に6  

回，水質調査と底泥採取を行った。底泥試料に付き，酸  

素消費速度と栄養塩溶出速度を測定した。   

課題2では，浅海城生態系や，内湾生態系をモデル化  

し，環境要因の変動に対する尽応を解析する。また，こ  

れらの解析に加え，水質以外の環境要因をも考慮して，  

浅海・干潟域の価値の評価法を検討する。本年度は，モ  

デル化に必要なパラメータを得るため，浅海域生態系で  

最も重要である二枚貝に着目し，アサIj，バカ貝，シオ  

フキ貝，シジミについて，その酸素消費速度の温度変化  

を室内実験により測定した。また，現場にて酸素消費速  

度や栄養塩溶出速度を正確に測定するための装置を，新  

たに製作した。本年度は，霞ケ浦臨潤実験施設脇に設置  

した隔離水塊にて，この装置の有効性を検証した。  

中村泰男  

水土壌圏環境部：渡辺正孝・今井章雄・井上隆信  

社会環境システム部：大井 絃・須賀伸介  

化 学 環 境 部：柴田康行・堀口敏宏  

客員研究員 5名  

下線は研究代表者を示す  

〔研究期間〕平成8－10年度（1996－1998年度）  

〔研究概要）浅海域，特に干潟は，水産賀胤ことって重  

要なばかりでなく，自然環境保全上その役割の重要性が  

認識されつつある。さらに，浅海城では，高い有機物分  

解速度などから水質浄化能力が高いと言われている。環  

境基本計画でも，自然海岸・干潟・藻場・浅海域の適正な  

保全，人工干潟・海浜などの適切な整備，特に内湾の環境  

について富栄養化の防止等を推進するよう定められている。   

一方，現在まで，洩海域の機能評価が十分にできな  

かったこと，開発による環境影響を評価するのにも定  

まった手法がなかったこと等から，過去に行われた開発  

は，環境への配慮が必ずしも十分でなかった。富栄養化  

は陸威からの負荷と同時に，底泥からの溶出のような浅  

海域での栄養塩の挙動も考慮されるべきで奉るが，この  

点に関する現在の科学的知見も，まだ不十分といえる。   

したがって，浅海域環境の保全を図る為には，科学的  

な調査法・評価法がさらに進歩する必要がある。本特別  

研究では，現場調査・室内実験・数理モデル等を用いて  

標題の研究を遂行し，浅海域の機能を明らかにすること  

を目的とする。   

本年度の研究は，以下の2課題に沿って実施された。  

謀蔑1浅海・干潟域における物質循環の実証的研究   

（1）浅海域における食物連鎖による水質浄化能力に  

関する研究   

（2）底生生物群集による有機物分解過程に関する研究  

課題2 海域における物質循環モデ．リングと環海域機能  

の評価に関する研究   

（1）内湾全体の生態系における物質循環のモデノン  

グに関する研究   

（2）浅海城における物質循環モデリングに関する研究   

（3）内湾浅海域の環境影響評価手法に関する研究   

課題1では，浅海・干潟域において，現場調査・室内  

〔研究成果〕  

課題1浅海・干潟域における物質循環の実証的研究   

平成8年9月，平成9年2月に，三番瀬で水質・生物  

量の調査を行ったが，ここでは，前者の結果について報  

告する。調査地点は，岸から順に，測点1～3を三番滞  

内に，また，船橋沖合の4～14kmに測点4”6を選定  

した。水深1m程度の三番瀬の測点1”3の溶存酸素  

は，3－6mg／上の幅であったが，水深12mの測点5  

や，水深18mの測点6の底泥直上水では，溶存酸素が  

1mg／ヱであり，貨幣霧状態であった。泥分率，含水率  

や強烈減量は，三番瀬内の底泥と，沖合測点の底泥で  

は，大きく異なる値であった。底生生物の出現個体数の  

分布を周1に示す。三番蘭内の測点では，底生生物とし  

て軟体動物（ほとんど二枚貝）が多く，それぞれの生物  

の重量比では，二枚貝の割合が98％以上を占め，浅海城  

での二枚貝の重要性が示された。沖合の測点5，6では，  

底層が貧酸素化していたため，シズクガイやチヨノハナガ  

イの死殻のみで，生存個体は発見されなかった個1）。   

平成8年4月～12月に，沖合定点（水深約18m）で  

採水した底泥試料に付き栄養塩溶出速度を測定し，その  
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季節変化を求めた（図2）。東京湾奥で，海水中の  

N／P比に季節変化があり，夏季に低く，冬季に高いこ  

とが，昨年までの調査で明らかになってきた。今回測定  

した，底泥から溶出する栄養塩のN／P比にも，同様の  

季節変化が存在することから，栄養塩の循環に占める底  

泥からの溶出の寄与が大きいことが推察された。   

内湾域における一次生産は，カイアシ類のような大型  

の動物プランクトンに直接取り込まれると考えられてき  

た。ところが，我々も含めた最近の研究によると，一次  

生産のかなりの部分は従属栄養性渦ベン毛虫や繊毛虫と  

いった小形の原生動物プランクトン（microprotozoop－  

1ankton；MPZ）に取り込まれることが明らかになっ  

た。従って，MPZがさらにどんな生物にどれだけ食べ  

られているのかを知ることは内湾での物質循環の解明に  

重要である。このような観点から，本年度はカイアシ類  

α仙川α止血はによるM脛Zの摂餌を解析した。0，  

∫わ和才ノブ∫は世界的に広く，しかも多量に存在することが  

知られているが，カイアシ類としては小形で通常のプラ  

ンクトンネット（300■ミクロン）では抜け出てしまうた  

め，その摂餌生態は未解明であった。研究の結果，0．  

扇用刃由はMPZを主要な餌として利用して成長し，さ  

らに，暖期においては～IPZ群集を捕食を通じてコント  

ロールしうることが明らかになった。  

課題2 海域における物質循環モデリングと浅海域機能  

の評価に関する研究   

現場にて，底泥の酸素消費速度や底泥からの栄養塩・  

有機物の溶出を測定する装置を新たに開発した（図  

3）。従来行われてきた現場法による溶出速度は，ベル  

ジャーと呼ばれるお椀状の容器を底泥に被せる方法で測  

定されてきた。この方法では，底泥上に設置する際に，  

現場環境条件を撹乱することなく，直上水を捕集するの  

が技術的に困難であった。本研究では，今までと全く異  

なる発想を基にした測定装置を開発し，この装置の性能  

試験のた捌二，夏期に，霞ケ浦で行った隔離水界実験に  

おいて，栄養塩，有樺物の溶出を測定Lた。本装置は，  

チューブで連結された溶出測定札対照稽，ろ過槽の3  

つの部分からなる（図3）。溶出測定槽は，通常のベル  

ジャーと同じように底部が開いたアクリル製筒状容器  

で，内径29．6cm，厚さ1．2cm，高さ約20cm，内容積は  

約13．8′である。この容器を底泥の上に被せ，底泥からの  

溶出を測定する。本装置では，底泥上に設置後，底泥の状  

態が安定した後に，吸引により容器内の試水を容器外の直  

上水と置き換える。このことで，設置時の撹乱の影響のな  

い直上水を，測定のための初期値として得られる。   

実験用の魚（ハクレン）の初期個体数が最も多い池  

（No．6）と，全くいない池（No．1）で，平成8年7月  

18”22日（RUNl），9月9－12日（RUN2）に，栄  

養塩略出速度を測定した。後者で，アンモニアとリン酸  

について得られた結果を表1に示す。   

表1隔離水界における栄養塩の溶出速度（mg／mZ／d）  
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表1に見られるように，底泥からの溶出速度は，池  

No．1の方が，ハクレンの多い池No，6よりも，アンモ  

ニア．リン酸とも大きかった。   

海域保全と海域での開発に対する住民の関心事を調べ  

るために2件の住民意識調査を行った。第一の調査で  

は，瀬戸大橋についての利便性，地域への影響，問題点  

などを瀬戸大橋の接岸地近くに居住している住民を対象  

に調べた。その結果，岡山県側と香川県側の調査地妓の  

間で橋の便利さや橋の利用についての意識に違いが見ら  

れた。第二の調査では，東京湾についての意識調査を，  

特徴的な3つの母集団を対象に行った。母集団として  

は，東京湾近くの住宅地の住民ヒして千葉県船橋市駿河  

台地区の住民，東京湾で漁業を行っている船橋7行漁業協  

同組合貝，埋め立てか保全かで近年注目されている三番  

蘭に関心を持っている三番瀬フォーラムの参加者を選んだ。  

【発 表〕K－88，92，B－74，75，77，78，b－96－99，140－  

143  

†対照用試水  †溶出測定用試水  

回3 現場に設置して使用することを巨川勺として，新たに開発した栄養塩溶出呈測定装置の概略図  
hIS；マグネテイク・スターラー，FL；整流板，CV；逆止弁■  
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2．6 開発途上国環境技術共同研究  

2．6．1自然利用強化型適正水質改善技術の共同  

開発に関する研究  

〔研究担当〕  

地域環境研究グループ：稲森悠平・水落元之・森m昌敏  

浄化法等を研究対象とし，それぞれについて現地に気象  

条件及び汚濁負荷等の状況に合わせた運転パラメーター  

を検討し，最適操作条件を明らかにする。また現地共同  

研究機関において現場で上記直積浄化法について／ト規模  

な処理実験を行い．処理機能を調査する。  

（4）高濃度汚濁排水の直接処理手法の開発に関する研  

究   

集落単位でその生活排水が集中して流れてくる水路を  

想定し，これらについて嫌気処理を組み込んだラグーン  

処理，土壌処理等について脱窒素，脱リン能力を含めた  

運転パラメーターを検討し，最適操作条件を明らかにす  

る。また現地共同研究機関において現場で上記処理シス  

テムについて／ト規模な処理実験を行い，処理機能を調査  

する。  

（5）直接浄化・排水処理システムから発生するバイオ  

マスの薯源化・リサイクルに関する研究   

水処理に伴い発生するバイオマスは家畜等の飼料ある  

いは農耕地の有機質肥料として非常に有用であるが，利  

用に際しては発酵，事乞燥等の処理が必要である。我が国  

においてこれらの実用化された技術は存在するが，その  

技術は複雑で維持管理能力を非常に要求されるために，  

そのままでは開発途上国に適用は困難であると考えられ  

る。したがって，本研究では薙が国の技術をベースとし  

て対象地城の気象条件，社会条件等を考應して，現地協  

力研究棟閑と共同して，より簡易な処理方法及び，資源  

循環・有効利用方法を検討する。  

（6）汚濁水域の水質改善効果の評価に関する研究   

本研究の成果を基に対象水域の水質汚濁の改善効果を  

評価し，開発途上国における実用的な水質改善手法を提  

案する。  

地球環境研究センター：中島興基  

水土壌圏環境部：西村 修  

下線は研究代表者を示す  

〔研究期間〕平成6－10年度（1994－1998年度）  

〔研究概要〕開発途上国では生活排水，産業排水等の未  

処理放流により水辺環境の汚濁が著しく進行し安全な水  

資源を確保することも困難射犬軌二ある。このままの状  

況を放置することは極めて危険であり，特に環境衛生  

上，一刻の猶予も許されない状況であると考えられる。  

このため，開発途上凱こおける生活排水等の処理方法と  

しては多大な施設とエネルギー消費が伴う処理ではな  

く，有用生物を活用することによって自然の浄化能力を  

強化し，効率化した水処理技術が求められている。ま  

た，その技術は我が国における水質改善手法の多様化を  

匡lる際において基礎となるものである。本研究では上記  

の点を鑑み，開発途上試の水質改善技術としての適正手  

法の開発を以下の内容で推進する。  

（1）水源域における汚濁物質の質と量の調査に関する  

研究   

対象となる水源放での今後の浄化対策を検討していく  

上で水凍域及び水源域に流入する汚濁物質の質と量を正  

確に把握する必要がある。したがって，本研究では現地  

の研究機関と共同して，有機汚濁の指標の消長を含めて  

汚濁状況を調査する。またそれらの汚濁物質の発生源に  

ついても特定を行う。  

（Z）直積浄化機能の高い有用生物の検索と培養に関す  

る研究   

水源域の浄化を行う際に利用可能な有用生物の検索を  

現地の研究機関と共同で実施し，その結果をもとに国立  

環境研究所でこれらの増殖特性，増殖手法及び制限因子  

の検討を行う。また現地の共同研究機関において水源域  

に流人する河川及び水路の浄化に活用可能な充填物の供  

給状況を調査し，活用方法を検討する。  

（3）低濃度汚濁水域の直接浄化手法の開発に関する研究   

湖沼ばっ気法，水生生物浄化法，充填物を用いた水路  

〔研究成果〕  

（1）高濃度汚濁排水として，工業団地から排出される  

生活排水を対象として，初段の嫌気性ラグーン処理と3段  

の好気性ラグーン処理から成る最大処理能力5，600m3／d  

の施設の有機物の処割火汎 および放流水の河川への影  

響等について検討を行った。有機物の処理状況は，流入  

BODの平均値が258mg／J（飼大685，最小85）である  

のに対し処理水BODの平均値は18mg／J（最大27，最  
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小8）となり，BOD除去率も90％以上で良好に処理が  

行われていることが明らかとなった。水温は30℃と高  

温を維持しており，嫌気性ラグーンでは繊毛虫緑毛類の  

lわγJJceJJα肌五cmざわmα，好気性ラグーンでは姶虫類の  

尺oJαわαSP．や繊毛虫緑毛類の仇γffce肋co†lγα眈わα等  

の微′ト動物の増殖が良好であった。いずれもろ過捕食性  

の微小動物で処理水質の清澄化およびSS分の凝集化に  

効果を発揮しているものと推察された。  

は，細菌類による有機物の分解およぴガマによる栄養塩  

類の取り込み．細菌類による硝化作用および植物プラン  

クトンによる栄養塩類の取り込みと同時に，植物プラン  

クトン→動物プランクトン→魚という食物連鎖の利札  

第2湿地帯では，細菌煩による脱豊作用，デトリタスの  

分解射ラえるように考宿した。BOD負荷：0．71g／mりd  

（植栽面積のみでは1．56g／mZ／d）の条件下，流入  

BOD67mg／l（平均値）のとき処理水BOD8mg／l  

（平均値）で除去率88％，窒素，リンについては除去  

率85％以上と効果的な処理が行え，ガマ植栽は有横  

物，窒素，リンの除去について実用性の高いシステムで  

あることが明らかとなった（図2）。  

（2）ラグーン処理施設からの放流水の河川への影響に  

ついて検討したところ，放流口上流部では珪藻類がほほ  

プランクトンの全体を占めているのに射し，下流部では  

珪藻類はほとんど出現せず，代わって緑藻類の占める割  

合が増加している傾向にあり，放流口下流部は明らかに  

ラグーン排水処理水の影響を受けているものと考えられ  

た。これは排水に含まれる栄養塩類の影響と考えられ，  

本来は有機性汚濁の低減のために用いられるラグーン処  

理法においても栄養塩類の除去のための嫌気・好気法の  

組み込み，および水生植物植栽浄化法とのハイブリッド  

化が必要なことが明らかとなった。  

（5）ガマ植栽浄化手法においては，ガマの成長が著し  

〈4～5mの高さに伸長し，かつ，年間を通して部分的  

には枯れることがあってもガマ全体が枯れることはなく  

常に再生産が行われることから，熱帯地域における安定  

した効果的処理手法になり得ることが明らかにされた。  

（3）ラグーン処理水の放流口上流部では珪藻類の  

り血潮尤飯山両脚叫♪加東血sp．また，下流部では  

緑藻類の，C加椚故＝血如γねトA〟玩瓜抽倣刑」厄肌k〟両，  

CロgJα5土用肌∫♪ゐαOJ血椚などが出現し，これらの生物を  

中心として汚水生物学的に評価すると，放流口上流部の  

水質は／ヲ中腐水性，‾F▲流部の水質はα中庸水性であり，  

藻類種による水質階級の評価の妥当性も確記された。  

（4）低濃度汚濁水域の直接浄化手法としてガマ植栽の  

第1湿地帯，池，第2湿地帯からなる人工遅地帯の水質  

浄化能を検討した（図り。この場合，第1湿地帯で  

第1湿地帯  

第1湿地帯   

図1人工湿地帯の概要  図2 人工握地帯の各処理段階における水質の変化  
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（6）ガマ植栽の根茎部の浄イヒ報を評価するために，植  

栽してあるガマの一部の付着微小動物相と付着板（塩化  

ビニール製）上の微小動物相の調査を行った。出現した  

微小動物は栄養塩類の取り込みを行う植物性ペン毛虫類  

のE旬gJピケlα属，P九αClt5属，ろ過摂食性で池水の清澄化  

に働く自由遊泳性繊毛虫類の肋加わα属，りc㍍di甘附  

属，5混珊加属，ほふく性の繊毛釦頓心外油川鳳 付  

着性繊毛虫類の輪相加加牒L旦匝頻偵屑 輪虫類の  

P九油dわ旭属，斤0ねわα属，BOD負荷が低く，硝化の進  

行の指標生物である肉質虫類Ellg如血属および繊毛虫  

類C叫如牒などの多種多様な微小動物がガマ根茎部に  

生息し馴ヒに大きく貢献していることが明らかとなった。  

（7）食品工場排水の活性汚泥処理施設における水質浄  

化，発生汚泥の処理，リサイクルシステムの調査を行っ  

た。汚泥滞留時間を長くすると同時に，園液分離槽とし  

ての沈殿槽にグッピー等の魚類を生息させ，食物連鎖を  

長くすることにより1．5mという極めて清澄な透明度の  

高い水質が得られること，また発生汚泥を汚泥貯留槽に  

貯留し表層の乾燥部分を排出し緑農地遼元する方法は．  

熱帯地域における有効な水質浄化，汚泥リサイクルシス  

テムになる可能性の高いことが明らかとなった。  

〔発 表〕k－7，B－17，b－12，16，24，27，28，49，54，64  
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2．6．2 石炭燃焼に伴う大気汚染による健康影響  

と疾病予防に関する研究  

〔研究担当〕  

地域環境研究グループ：安藤 満・平野靖史郎・山元昭二  

屋内汚染は，フッ素吸入暴露に結びつくのみならず，貯  

蔵・乾燥する農産物のフッ素汚染を招き，食品汚染を介し  

た経口的なフッ素摂取量を増大させる。現在，石炭燃焼由  

来のフッ素症の患者の発生は，1800万人が歯牙フッ素症  

に，また33万人が骨フッ素症に罷っていると報告されて  

いる。このような著しいフッ素汚染を防止するため今回の  

日中共同研究を発展させ，中国農村地域において予防対策  

を実行していくための科学的基盤を確立する必要がある。  

環 境 健 康 部：田村憲治  

客員研究員 5名，共同研究員 5名  

下線は研究代表者を示す。  

（研究期間〕平成6”10年度（1994”1998年度）  

（研究概要〕21世紀にかけて世界人口の大部分（1995  

年現在78％）を占め続ける開発途上国においては，人  

口の増加，都市の急速な膨張，経済成長への熱望そして  

生活レベルの向上のため，化石燃料の消費が増加し続け   

るものと予想されている。途上国の急発展は，近い将来  

の世界経済を動かす一九 掛蓄発展の優先の中で，先進  

国がかつて経験した環境汚染が途上国に広がっている  

が，環境汚染を防止し，環境を保全していく政策へと転  

換していくには，かなりの時間を要することが予想される。   

現在の途上国にとって経済発展のためには，先進国が歩  

んできた道甲りと同じ道－まず化石燃料の大量消費－  

が経済成長の基盤となっている。なかでも石油に比べ資  

源的に豊富かつ安価な石炭の大量消費は，エネルギー供  

給の重要な柱となっている。石炭は燃焼に際し浮遊紛じ   

ん等の大気汚染物質を多量に放出するため，大気汚染に   

よる環境汚染を起こしやすい。   

工業での使用に加え，貧しい農村地域においては地域  

暖房，屋内暖房，調理用熱源として日常生活において大  

量の石炭が使用されているため，屋内大気汚染は特に著   

しいものとなっている。現在その影響は，呼吸器系を中  

心にした健康障害を引き起こす一方，農業や自供生態系  

の破壊等として顕在化している。このような開発途上国  

型の大気汚染は，中臥二おいて特に著しいことが，これ   

までの研究によって明らかにされている。   

中国は12億の人口を抱えながら，豊富な石炭に支え   

られ近年急激な経済成長を成し遂げつつある。その一  

‘方，農村や郡市において，浮遊粉じんヤ有害大気汚染質   

を中心とした深刻な大気汚染が進行している。貧しい農  

村地域においては屋内暖房，調理用熱源として日常生活   

において大量の石炭が使用されているため，屋内大気汚′  

染は特に著しいものとなっている。   

特にフッ素含量の多い石炭を使用する農村地域では，  

屋内暖房や調理の際発生する高濃度の粒子状およびガス  

状フッ素のた捌こ，フッ素の屋内汚染が深刻化している。  

〔研究成果〕  

（1）フッ素大気汚染の現状   

中国の農村地域のフッ素汚染により，さまぎまな経路  

を通した暴露が存在するため暴露形態ごとの評価が必妾  

である。中国の農村地域では種々の石炭燃焼器具が使用  

されてきており，汚染の著しい燃焼器具も使用されてい  

る。現在，広範に使用されているストープには，屋内汚  

染を緩和するため煙突を備え付けるよう指導がされてい  

るが，農村地域で用いられている石炭の質は悪く高濃度  

のフッ素を含有する一方，換気状況が個々の農家によっ  

て異なるため，屋内フッ素濃度は著しく変動する。   

石炭燃焼によ，って発生するフツ衰に関しては，拡散と  

吸着が重要性を持ち，貯蔵中の食品が微小粒子状やガス  

状フッ素の拡散と吸着により汚染される。屋内石炭燃焼  

によるフッ素汚染から食品汚染を防止していく上で，貯  

蔵庫にある食品や日常的に摂取する食品中のフッ素の汚  

染の状況等について予測し，食品を介した個人暴露を把  

握する必要がある。  

（2）フッ素の個人暴露皇   

浮遊紛じんとフッ素の屋内汚染は，可搬型SPMPサ  

ンプラー，デジタル紛じん計等を用いSPM濃度の変動  

を測定した。吸着に伴う貯蔵農産物のフッ素汚染を調  

べ，食品汚染を介した経口的なフッ素摂取量を推定し  

た。調査地域においては，調理用ヤ暖房用熱源として使  

用される石炭の燃焼によって，深刻な屋内汚染が観測さ  

れる。この著しい屋内汚染源は，石炭燃焼時の排ガスの  

寄与が大部分を占める。図1に示すように，吸入性浮遊  

紛じんの屋内汚染に並行して，屋内大気は著しく高濃度  

のフッ素汚染を示していた。   

フッ素含有の多い石炭による屋内暖房や調理の際発生  

する高濃度の浮遊紛じんとフッ素による屋内汚染によ  

り，貯蔵中の食品への吸着が起こる。回2に，食品汚染   
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著しく高い。  を介した経口摂取を含め．フッ素の全摂取量を示す。吸  

着に伴う貯蔵農産物のフッ素汚染を起こし，食品汚染を  

介した催口約なフッ素才真取景が著しいことが判明した。   

フッ素の個人暴露の影響指標に関しての桑田レベルの  

正確な評価が非常に重要である。フッ素への暴露の影響  

指標としては，尿中フッ素濃度の測定が最も適切であ  

る。中匡1においては，住民のフッ素暴露により尿中フッ  

素含量の顕著な増加が観られた。  

（4）骨フッ素症の診断   

フッ素の個人暴露tこ伴うフッ素の体内負荷量との関連  

で，骨フッ素症についての放射線医学的診断法，X線解  

析に関して検討した。その結果，現時点における骨フッ  

素症の診断は，Ⅹ線医学的基準に準拠し，フッ素暴露状  

況の疫学調査を並行して行うことが必要であった。  

骨フッ素症例の■F腿のX線所見を写真2に示す。X線  

を用いた病期分類によると，重度の骨硬化を示す症例が  

骨フッ素症全体の88％を占めていた。   

本研究においては，中匡における石炭燃焼に伴うフツ  

（3）歯牙フッ素症の診断   

歯牙フッ素症の調査は，小学生の高学年生を中心に調  

査した。歯牙フッ素症の体系的分類は，国際的評価法と  

して確立しているディーンの分類（Dean，1942年）に  

基づき行った。   

写真1に示すように，罷農産別の歯牙フッ素症例に関  

しては，WHOの口腔診査法による中重度と重度を合わ  

せた割合は71．4％と，重症に相当するフッ素症の羅思が  
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写真1 歯牙フッ素症例  

A（lD）B（lD）C（lD）D（lD）E（lD）E（OD）  

□1stday【∃2ndday田3rdday国4thgay 田5thday  

図1 屋内大気中のフッ素濃度  

田飲料水  
□大気  
■トウモロコシ  
■小麦  
口唐辛子  
同 じやがいも  
由 野菜類  

家族コード  

図2 フッ素の経口摂取量  写真2 骨フッ素症例   
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素と浮遊粉じん汚染の状況，屋内汚染の実態，住民の暴  

露と健康影響の評価のため，フッ素個人暴露の測定，暴  

露予測とフッ素症の稔合調査を実施した。本研究を進め  

ることにより，フッ素暴露に伴うフッ素の体内負荷量を  

予測し，歯牙フッ素症や骨フッ素症等の発生との関連を  

解明するための日中共同研究を推進することが可能とな  

る。このことによってフッ素障害の発生濃度を予測し，  

気中フッ素による健康障害の発生を防止するための予防  

医学的手法の基礎が確立できるものと期待される。石炭  

燃焼によるフッ素の屋内汚染による健康影響は著しく，  

今後，予防医学的対応を含めた検討が必要である。  

〔発 表〕B－1，88～90，b－2－4，156，ユ57  
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2．6．3 宮栄養湖沼群の生物群集の変化と生態系  

管理に関する研究  

〔研究担当〕  

地域環境研究グループ：高村典子  

ることを目的とする。  

〔研究成果〕   

本年度は霞ケ浦に設置した5mX5mX2．5mの隔離  

水界6基を用い，ハクレンの密度を変化させ，魚が栄養  

塩類や他のプランクトン群集構造にどのような影響を及  

ぼすのか，を明らかにするため週2回の頻度で環境要因  

（光量，水温 DO．pH），水質（窒素，リン，潜存有  

機炭素，ケイ酸），プランクトン（枝角類，ギョウ脚  

類，輪虫，繊毛虫，鞭毛虫，細菌，植物プランクトン，  

ピコ植物プランクトン），懸濁態の沈降速度，一次生産  

量，細菌生産量，魚の生長量を測定した。実験は，7月  

15日から開始（前期実験）したが．8月15日にきた台  

風のためリセットし，第2回目（後期実験）を8月26  

日から開始したが，9月22日再び台風がきたため，こ  

の段階で実験を中止した。   

前期の実験では，はからずもブルーギルの稚魚が大量  

に混入してしまい（2週間後に取り除く），実験期間  

中，動物プランクトン（枝角類とカイアシ類）がほとん  

ど出現しなかった。そのため，ハクレンを入れていない  

隔離水界で血相ムαβ7†α．伽∫一叩lαβのアオコが大発生し  

た。後期の実験でも，やはりハクレンを入れていない隔  

離水界でアオコ形成種が出現したが，アオコ形成にはい  

たらなかった。むしろ，ハクレンを入れていない隔離水  

界で枝角類の助郎血肋削鞘＝γαビタ叩lγ11恥 そしてカイ  

アシ類のルねぶ叫′Cゆ5SP．が多く出現し，水中のクロロ  

フィルα量はハクレン導入区より少なくなる傾向を示し  

た。ハクレンの成長は，ハクレンの導入密度にほほ逆比  

例しており，成長速度が密度依存的であった。   

隔離水界食物網の各構成要素の現存畳もLくは密度の  

変動を説明するために，ステップワイズ回帰を用いて反  

応変数（Y）の変動を有意に説明する垂回帰モデルを見  

つけだした。その結果，姶良，繊毛虫，2／Jm以上の植  

物プランクトンは，ハクレンの現存量に，独立栄養性ベ  

ン毛藻はカイアシ類と翰虫の現存量に，ピコ植物プラン  

クトンは枝角類とカイアシ類の現存量に依存して変動し  

ていることが明らかになった。   

ハクレンの密度と水界の透明度の閤には強い正の相関  

が見られた（r＝0，663，n＝102，P＜0．0001）。ただし，  

透明度の向上する傾向は，ハクレンの密度が50g／m3を  

超えるとあまり明瞭でなくなる。明らかにハクレンはア  

オコや大型の植物プランクトンを摂食し，その結果，水  

生物 圏 環境部：岩熊敏夫・上野隆平  

水土壌圏環境部：今井章雄  

中国科学院水生生物研究所東湖湖泊生態系統実験砧  

：謝  平・黄 祥飛・黄 梶田・  

諸葛 燕・王  健・代  苓・  

中国科学院水生生物研究所  

：染 彦齢・沈 温葉芽・王 士達・  

悦 楽意・楊 字峰・叶  軍・  
末 天祥  

客員研究員 4名  

下線は研究代表者を示す  

〔研究期間〕平成7－11年度（1995－1999年度）  

〔研究概要〕揚子江中下流域を含む東都遅潤地域にある  

淡水湖は，中国の全淡水湖の総面積の42％を占め，こ  

の水資源がこの地域の経済活動および人間活動を支えて  

いる。しかし，この地域の湖沼は，急激な経済発展と水  

処理技術の立ち遅れから富栄養化が著しく進行してい  

る。さらに，経済価値の高い草食性魚類を過放養殖した  

た捌こ沿岸植物群落が破壊され，ニれが植物プランクト  

ンの異常増殖を促進している。一方で，ダム建設による  

魚の生息場所の分断や，乱獲にも近い漁業を行っている  

ため，漁業資源が破壊されつつある。中国のように人口  

の多い国では，窒素やリンといった富栄養化の原因物質  

の負荷の削減にも限界があるため，生物や自然が持つ自  

然浄化機能を十二分に活用し，地域特性を考慮した富栄  

養化防止ならびに持続的利用可能な湖沼管理が必要とさ  

れる。   

本研究は，揚子江とつながっている唯二の湖のうちの  

一つである洞庭湖と，すでに1960年代に切り離され，  

都市に隣接している東湖を調査対象とし，まず，自然資  

源の破壊による水質ならびに生物群集の変化の現状を明  

らかにする。次に，一揚子江中下流域にある浅い雷栄養湖  

沼の適切な湖沼管理手法のひとつの可能性を探るため，  

東湖をひとつのモデル湖沼として，ハクレンやコクレン  

といったろ食性プランクトンフィーダー魚を用いた湖の  

生態系管理の有効性を，湖沼の隔離水界を用いた実験に  

基づいて検討する。こうした，調査と実験に基づき，水  

質と生物資源を考慮した適正な湖沼管理の施策を提唱す  
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界内の湖水の透明度向上に役立っていると考えられた。   の溶出速度は，ハクレンのいない隔離水界のほうが，ハ   

ハクレンの導入により，水中の栄養塩類が増加するこ   クレンの多い池よりも数倍大きかった。  

とはなく，前期実験での底泥からのアンモニア・リン酸   〔発 表）K－87，88，B－7ト73，b－97，160∴161  
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2．6．4 大気エアロゾルの計測手法とその環境影  

響評価手法に関する研究  

〔研究担当者〕  

地域環境研究グループ：森田昌敏・西川雅高  

化 学 環 境 部：軌Ⅰ．」春彦・田中 敦・膏永 淳・  

久米 博  

日中友好環境保護センター：全 活・黄 業茹・張  粁・  

任 剣攣・駿 東民  

客員研究員 6名  

下線は研究代表者を示す  

〔研究期間〕平成8～12年度（1996－2000年度）  

〔研究散票〕中国の大気エアロゾルによる環境汚染は，  

非常に深刻な状況にある。その主要な発生源は，石炭燃  

焼などによる人為由来のものと内陸部砂漠乾燥地帯から  

発生する砂塵嵐に起因する自然由来のものに大別でき  

る。人為由来のエアロゾルも自然由来のエアロゾルも，  

ともに，日本の現状に比べると1”2桁程度大気中濃度  

が高い。人為由来甲エアロゾルについては，日本でも  

かって局所的汚染地域で観測した濃度レベルであるが，  

自然由来の土壌起源系（黄砂）エアロゾルによる大気汚  

染は，中国特有のものである。   

土壌起源系（黄砂）エアロゾルによる大気汚染は，北  

京では晩冬から春にかけて最もひどい状態であるが，内  

陸部ではその他の季節も無視できない。土壌起源系（黄  

砂）エアロゾルは，その鳳送過程で，酸性ガス成分を表  

面捕捉することが知られている。その結果として，土壌  

起i原糸（黄砂）エアロゾルの化学組成や形態の変質現象  

が生じると思われる。このような大気エアロゾルが高濃  

度で混ざり合った状態の都市環境について研究された例  

がなく，土壌起源系（黄砂）エアロゾルが，中国の都市  

大気汚染を進行あるいは抑制のいずれの方向に作用する  

のか明らかになっていない。このような土壌起源系（黄  

砂）エアロゾルの大きさは，発生源に近い内陸部の都市  

域と北京のような発生源から比較的離れた都市域を比較  

すると粒径分布が異なることが考えられる。燃焼過程を  

経て大気中に放出される人為起源系エアロゾルの革径分  

布がほとんど一様なことと比べると，ニヒ壌担源系（黄  

砂）エアロゾルは．地域ごとに異なり，起源が単純な割  

には粗しい物質と言わざるをえない。   

本研究は，いくつかのサブテーマをたて，それを遂行  

することによって，最終的には中国の大気エアロゾルに  

よる汚染の実態を起源別に明らかにするだけでなく，中  

国特有の土壌起源系（黄砂）エアロゾルが大気汚染に対  

してどのような役割を果たしているのかを解明し，中国  

都市域での大気環境改善につながるような提言あるいは  

環境影響評価手法の開発を基本方針としている。  

（1）中国の大気エアロゾルのうち，土壌起源系（黄  

砂）エアロゾルと人為起源系エアロゾルの混合割合が著  

しく異なる都市域，例えば北京と蘭州，における大気エ  

アロゾルの通年モニタリングを行い，それぞれの起源別  

エアロゾルの寄与率を明らかにする。  

（2）ニヒ壊起源系（黄砂）エアロゾルが，酸性ガスとど  

のように反応し変質するかを研究するために，典型的な  

土壌起源（黄砂）エアロゾル（標準物質）を作成する。  

（3）発源地からの飛来量やルートを特定するために，  

発生源地特有の指標成分を探索する。  

（4）大気エアロゾルと並行して，都市域での降‾卜物を  

モニタリングする。両者の組成や粒径分布にどのような  

対応関係があるのかを調査し，粒径の大きな土壌起源系  

（黄砂）エアロゾルが都市環境に対して汚染の進行ある  

いは抑制のいずれに寄与しているのかを推定する。  

・以上の4項目の内容について，中匡‖則研究者と多年継  

続研究を行い，中国の都市大気環境の保全に役立つ科学  

的解析を目指している。  

〔研究成果〕   

本年度は，5年間にわたる共同研究について，中国側  

研究者と基本方針の確認を行い，いくつかのサブテーマ  

に関わる研究のうち，以‾卜のZテーマを実行した。  

（1）大気エアロゾルの粒径別モニタリング   

中国内陸郡に位置する工業都市である寒夏回族自治区  

鎖川市．甘粛省■蘭州市および首都北京市の大気エアロゾ  

ルの実態を把握するために，アンダーセンサンプラーを  

用いて，大気エアロゾルのサンプリングを8月から毎月  

行っている。鋭川および蘭州近郊の砂漠／乾燥地帯が土  

壌起源系（黄砂）エアロゾルの代表的発源地の一つであ  

る。鎌川は，石炭を中心とした鉱業，およびそれを利用  

した工業が発達している。蘭州は，内陸部の交易の中心  

地として商業，重化学工業が発達している。また．北京  

は，政治，経済の中心地であり交通量も非常に多い。こ  

れら3都市について，多年にわたるモニタリングを開始  

した。図1に北京市における大気エアロゾルのモニタリ  

ング結果の1例を示した。アンダーセンサンプラーと同  

時並行して採取したローボリュームサンプラ一による北  
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なろう。大気エアロゾルに関する標準試料は，NTSTが  

提供している都市大気粉じん（Urban Particulate  

Matter SRM1648），慶応大学橋本研究室が作成したビ  

ルダスト粉じん（ASシリーズ）が主な．ものであり，土  

壌起源系エアロゾルを対象としたものは全くない。特  

に，黄砂エアロゾルの標準試料は，その取り按う原料の  

膨大な量と労力を考えると，作成することが非常に難し  

い物質である。黄砂エアロゾルの棟準試料を作成すべく  

予備調査として，中国側研究者と共同で，バダイジャラ  

ン砂漠，トングリ砂漠，マオウス砂漠の表層砂を各1ト  

ン採取した。各1トンの砂から採取できる中心粒径20  

／ノm以下のエアロゾル量は，多くとも数kg以下である  

ことがわかった。表1は，予備的に作成した人工黄砂エ  

アロゾルの化学組成である。甘粛省で採取した砂塵嵐粒  

子，日本の屋久島で採取した黄砂エアロゾルとアルミニ  

ウム相対濃度比が良く類似していることがわかる。本年  

の結果を踏まえ，次年度は本格的な黄砂エアロゾルの標  

準試料を作成する計画である。  

〔発 表〕B→79，96  

京の7月と12月の大気エアロゾル濃度の値は，それぞ  

れ，126〃g／m3，411／∠g／m3であった。7月の大気エア  

ロゾルの粒径分布は，粒径2一箪〃mを境とする2山分  

布形を示した。7月の大気エアロゾルの濃度粒径分布  

は，東京をはじめとする日本の都市域のそれと類似して  

いた。12月の大気エアロゾルの粒径分布は，粒径2／‘m  

を頓にして粗大粒子側で以上に高濃度な1山型の分布形  

を示した。大気エアロゾル濃度が夏の3倍近い億となっ  

た原因は，粗大粒子側の大気エアロゾルが以上に増加し  

たためであることがわかった。ちなみに，粒径2／′m以  

下の微小粒子例の濃度分布は，7月も12月もほとんど  

差が認められない。北京での採取地点が高さ50m強で  

あることから．周辺土壌の巻き上げに困るとは考え難  

い。どこから発生したエアロゾルであるのか検討中である。  

（2）黄砂エアロゾル標準試料の作成  

典型的な土壌起源（黄砂）エアロゾルを作成できれば，  

大気中での酸性ガス成分との反応機構の解明に関する実  

験的検証ができる。また，毎年，風送される土壌起源系  

物質の良い比較対象物質ともなり，多くの研究の助け・と  
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図1 北京における大気エアロゾルの粒径分布  
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表1土壌起源系（黄砂）エアロゾルの化学成分  

（／▲g／g）   

砂塵嵐  黄砂エアロゾル  人工黄砂エアロゾル  
（甘粛省，1993）  （屋久島，1998）  （予備作製標準試料）  

48900（1）  

48900（1）  

27000（0．55）  

17300（0．35）  

14900 仙30）  

11700（0．24）  

3480（0，071）   

933（0，019）   

653（0．013）   

694（0．014）   

260（0，0053）  

64800（1）  

46200（0．71）  

34000（0．52）  

24000（0．37）  

20000（0．31）  

25500（0．39）  

3190（0．049）   

945（0．0ユ5）   

884（0．014）   

498（0．0077）   

324（0．0050）  

144（0．0022）  

135（0．0021）  

186（0，0029）  

48，0（0，00074）  

55900±497 （1）  

55900±亭16（1）  

28900±356 （0．52）  

18000±216 （0，32）  

14800士125 （0．26）  

12700±125 （0．23）  

3210±37．7（0．057）   

799± 33．2（0．014）   

622±5．44（0．01）   

519±5．66（0．0093）   

252± 2．62（0．0045）  

105 ±0．47（0，0019）  

81，6±1．06（0．0015）  

34．9±1．38（0．00063）   

13士0．816（0．00023）  
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2．7 重点共同研究  

平成8年度は計画書に記載された課題から以下の研究  

を推進した。  

（1）流域環境情報直接計測手法の開発に関する研究   

水・物質循環系の研究の基本となる輸送フラックスの  

直接計測手法の開発のため，長江の代表的測点において  

予備調査・踏査を行った。  

（Z）長江流域環境情報の収集   

本研究の実施に当たっては，長江全流域の気象，地  

形，水文，水理，河川構造，土地利用等の詳細な環境情  

報の中国関係機関よりの直接取得が不可欠なため，平成  

8年11札 共同関係機関との協議を行った。また，中  

国国内外で収集されたデータをもとに長江本川，支川の  

水系網とその河道特性，集水域の斜面特性等についての  

データベースを地理情報システムGIS（ARC／INFO）  

上で作成した。  

（3）モデル集水域における水文学的過程と汚濁負荷昧  

単位のモデル化に関する研究   

流域内の水・物質輸送を表現する汎用的な数値模擬モ  

デルの開発を行っており，モデル集水域としては過去に  

多くのデータの蓄積がなされてしさる潤烈l†（本川長65  

km，流域面積495km2）を対象にした。数値模擬計算  

と実測値との対応から，流域内の水・物質輸送に関する  

数学モデルの基本的な枠組みの検証とモデルのシステム  

特性の検討を行った。  

2．7．1流域環境管理に関する国際共同研究  

〔研究担当〕  

水土壌圃環境部：渡辺iE孝・大坪囲順・村上正吾・  

西村 修’・井上隆信・天野邦彦・  

高松武次郎・金尾昌美・林 誠二・  

内山裕夫  

生 物 圏 環境 部：渡遁 信・広木幹也  

地球環境研究グループ：原田茂樹  

社会環境システム部：田村正行，山形与志樹  

地球環境研究センター：安岡善文  

共同研究機閑  

中国水利部・交通部・電力工業部 南京水利科学研究院  

：Dr．DOU Xiping  

中国科学院遥感応用研究所：Prof．LIUJiyuan  

Dr．ZHUANG Dafang  

Dr．WU Qiuhua  

中国科学院植物研究所生態センター：Dr．WANG QuaIl  

米国マサチューセッツ工科大学：Prof．ADAMS Eric  

下線は研究代表者を示す  

〔研究期間〕平成8〈」2年度（1996－ZOOO年度）  

（研究概要〕近年の東アジア地域，特に長江流域の社会  

権漸古動のめざましい発展は，流域内の水資源・エネル  

ギr開発（ダム開発，水力・火力発電所の建設等）を希  

求するとともに，産業構造変化に伴う土地利用形態の変  

化，都市部への人工集中などの現象を促している。さら  

に，こうした流域の変貌は流域内で生産される汚濁物質  

や有害物質の排出負荷量を著しく増大させている。この  

ため，水質汚濁，農地塩害化，酸性雨による農地劣イヒ，  

風食・水食による土壌流亡，洪水，かんがい用水・飲料  

水不足等々の流域の持続的発展を妨げる要因が顕在化し  

っっある。また，長江流域からの排出負荷は必然的に東  

シナ海の海洋生態系に大きな影響をもたらす。本研究で  

は社会権済的要因を考慮し，流域内の物質循環とその輸  

送外力となる水の循環の質，量に関わる力学的側面とそ  

れに規定される水界生態系，陸上生態系をトータルシス  

テムとして解析を行い，水・物質・エネルギーの効率的  

な配分と適正管理を可能にする流域管理手法を国際的連  

携のもとに開発，流域の持続的発展に寄与することを目  

的としている。  

〔研究成果〕   

本年度は次年度以降に予定されている本格調査手法．  

蓄積される流域環境情報のデータベース化手法，流域内  

水・物質循環に関する数学モデルヘの環境情報入力用イ  

ンターフェース開発等の基礎的かつ不可欠な検討を行った。  

（1）長江本川における予備調査時の採水試料の粒度分  

析結果は，上流の高濃度の土砂を含む流れが郡陽湖の下  

流で濃度低減していることを示しており，酎陽湖の洪水  

調節作用に伴う顕著な土砂堆積作用を示唆するものであ  

る。上流からの土砂供給量の変化は那陽湖の湖面積の縮  

小過程に多大な影響を与える，ものと推測され，上・中流  

域での水と土砂の輸送過程を同時に考慮したモデルの開  

発が急務であることが示唆された。   

長江流域からの汚濁負荷量の検討のため，これに供す  
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している。前者は100万分の1の各種地図（中国土地利  

用国編集委員会主編，1990）よ－り土地利用，土壌，土  

質，植生，リン．窒素，土壌酸性度等の分布をデイジタ  

イジング作成している。後者は前述の中国科学院リモー  

トセンシング応用研究所が作業を分担し，研究目的に応  

じた精度のデジタル情報を作成し，流域構造の全貌の把  

捉を進めている。  

るデータの収集方法を検討中である。その具体的な方法  

として，神戸～武漢間に就航している定期連絡船（5000  

トン）を利用し，海域一長江において連続的に採水する  

ことを計画している。日本側船主の了解のもと中国側と  

の協議後，実行計画を作成予完である。  

（2）流域内での物質の循環を司る基本的かつ最重要な  

外力である水循環過程を規定する最大要因が流域の地形  

特性と河川水系網である。これらを数学モデルへ入力す  

るためには勾配，面積，流路長竿の数値データが必要に  

なる。小流域で大縮尺の地図が公表されている場合には  

地形図より水系網を作成することも可‘能であるが，公開  

地形l窒lも十分でない長江を対象とし，数値データ化する  

事を念頭に，数値標高モデルDEM（NOAAの1knl  

メッシュデータ）とGIS（ARC／INFO）を用いて，  

域地表面の最大急勾配線に規定される雨水の集水より河  

川水系網の構築を行ったム計算された水系網と実際の長  

江水系網と比較した結果，宜昌より上流域（重慶一宜昌  

の平均河道勾配1／2000）では，十分な再現性が認めら  

れた。一方，中流域から下流域への平原・丘陵小「茎二（宜  

昌の直‾卜流付近の平均河違勾配】／4700），長江三角州平  

原区（平均河道勾配1／10000以下）では十分な精度で再  

硯し得なかった。これは平坦であればあるほど最急勾配  

線の精度上げるために空間解像度を上げる必安性を示し  

ている。この地表面勾配と数値標高データの解像度との  

関係は（3）で述べる滑沼川の水系網構築の際に検討を  

進め，平坦地に対しては空間解像度は50mを限度をす  

ることが認められた。この長江平原区（宜昌より下流）  

における解像度50mの数値標眉モデルが流域の水循環  

の数学モデルの精度向上の一つの鍵となるため，中国科  

学院リモートセンシング応用研究所との共同研究協力体  

制を敷き，現在，平地部を対象に，中流域の四川盆地と  

‾卜流域の平野部を対象に50mメッシュのDEMを作成  

中である。   

地形特性とともに水循環を規定する要因が地表面状況  

を含む土壌構造である。地表面状況は植生分布を含む土  

地利用形態で代表させると，土壌構造を含めてこれらの  

長江流域での空間分布は種々の地l窒lとして既に公開され  

ている。長江流域が広大であることと郡市近郊部の程活  

発展に伴う土地利用形態の錯そうした急激な変貌の考慮  

し，地理情報データベースの作成においては，可咽全体  

を対象としたものと大郡市近郊のものとのZ軽類を作成  

（3）流域構造の初期条件，気象条件を外力条件とする  

水・物質循環系の理解は系に関わる構成要素が多岐にわ  

たるため限定した条件下での挙動を解析した例が多い。  

系全体が制約条件下の解の線形和になることは考えられ  

ず，系全体の挙動の理解の深化のた捌二は，構成要素の  

モデルの精度を考慮しつつ，全システムを記述する数理  

モデルを稼働させる必要がある。本研究では，第1段階  

として水循環の物群機構をある程度概念化した分布型モ  

デルと物質循環の物班モデルとを組み合わせたモデルの  

構築を行った。全体としてのモデルは，モデルヘの入力  

条件を与える数値環境情報（気象，地形，水文等）と，  

輸送機構の物理モデルより構成される。ここでは，その  

基本システムの特性把撞のため，地形等の条件が明確な  

澗沼川1充域を対象にモデルの検討を行った。   

輸送外力を規定する地形学的安国は村道網とそれに連  

なる単位流域である。本研究では，これを国土地理院発  

行の50nlメッシュの国ニー∴数値情報に基づいて地理情報  

システムGIS（ARC／TNFO）より構築，その結果を国＝  

に示す。太線が実際の河道網を，細線が擬河道をそれぞ  

れ示Lてある。実河川の支流は省略されているが，これ  

らを含めて両者は良く類似していることが確認されてい  

る。   

－・方の基本システムである輸送過程の物理機構は忠実  

なモデルを指向した。必要とされ為係数が多いため，ま  

ず水と濁質の輸送の再現計算を通じて，モデル定数の同  

定を行った。水文計算の同定のためには，1987年の気  

象，流量儲測値を用いた。輸送濁質の物理的性質と発生  

源の空間分布は国土地理情報よりARC／lNFOを用いて  

データベース化された。図2は同定された諸定数を用い  

て，流量と濁質濃度の1989”1990年の再現計算を行っ  

たものであり，その適用性の高さを示している。すなわ  

ち，本モデルは解像度50mのDEMから構築される流  

域構造上で，時間当たり降雨量を入力として日平均化さ  

れた流出河川流景を高い精度で再現することが可能であ  

一 ほ7 －   



ることがわかった。ただし，単位集水域の空間スケール  

と降雨の時間スケールとの間には強い相関関係があり，  

大流域への適用に当たっては，計算機の能力と降雨の時  

空間分布を勘案した適切な単位集水域の面積を決定する  

必要性がある。すなわちどの程度の規模の支川までを対  

象にするかの基準が明確にされねばならない。さらにこ  

れに供する降雨データの取得をいかにしていくかが重要  

な検討課題であることが指摘された。また，予測モデル  

ベの展開にあたっては定数群の決定の客観化が必要と判  

断された。  
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図2 モデルによる流量，濁質濃度の再現計算結果   図1 DEMより構築された擬河道網  
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2．8 国立機関公害防止等試験研究  

2．8．1地域の未利用資源を活用した河川等の生  

物的浄化システム開発に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平・水落元之  

水土壌圏環境部：西村 修  

〔期 間〕平成6”8年度（1994～1996年度）  

〔内 容〕我が国の公共用水域の水質は，環境基準の達  

成率からみても改善は遅々として進んでおらず，汚濁湖  

沼・河川・内湾が全国各地に数多く存在している状態に  

ある。－・方では，廃棄物排出量の増大による対策が大き  

な問題となり，資源リサイクル等を考慮した未利用資源  

の有効活用を促進することが重要視されている。本研究  

では，水質汚濁の現状，廃棄物排出形態，生活様式など  

が地域依存性に高いことを鑑み，東京都，神奈川県，長  

崎県の地方公設試験研究機関との連携のもと，特に地域  

に特有の未利用資源を活用した水質改善対策等を陛1るこ  

とを目的に検討を行ってきた。   

最終年度は，地域未利用資源としての余剰汚泥，焼却  

灰，食品産業廃棄物などをセラミックス状の浄化接触担  

体に改変し，水路直接浄化法などの BOD20～  

50mg／l，TN5－20mg／l，TPl～5mg／lの低濃  

度汚濁水浄化において，これまで除去対象とされていな  

かった栄養塩類除去システムの開発を目的に嫌気好気生  

物膜法の適用性について検討を行ってきた。その結果リ  

ン除去特性としてはCa（OH）2を多量に含有したセラ  

ミックス担体でT－Pで約80％の除去率が得られ，この  

ときのPO．l－P除去率は約60％と他の担体の除去率5％  

と比較して極めて高いリン除去能を有することが明らか  

となった。窒素除去特性としては循環なしではDNで  

約30％の除去率であったのに対して循環比0．5に設定  

した系では約40％以上の除ま率が得られ，循環効果に  

より生物学的硝化脱窒反応に由来して窒素除去能の高ま  

ることが明らかとなった。しかしながら，カルシウム含  

有セラミックス担体ではリン吸着反応に伴い水酸化物イ  

オンの放出が起こりpHが上昇し，嫌気槽では脱窒阻害  

を与え窒素除去能の低下がおこらたが，アルカリ度の供  

給に優れた結果を示したことから，好気条件での利用が  

有効になるものと考えられた。なお，BODの除去率は  

約90％と高い除去率が得られており，各種未利用資源  

担体は循環の有無に関わらず嫌気好気生物膜法において  

従来の担体と同様の性能の得られることがわかった。  

〔発 表〕B－12，17，b12，15，16，45，54  

2．8．2 湖沼での有様物の動態解析手法の開発に  

関する研究  

（担当者〕地域環境研究グループ：福島武彦・松重一夫・  

高村典子  

水土壌圏環境部：今井章雄  

〔期 間〕平成7－9年度（1995～1997年度）  

〔内 容〕琵琶湖北湖湖水および流入河川水を対象とし  

て，3種類の樹脂を用いて，疎水性一親水性，酸性一塩  

基性の違いに基づいた潜存有機炭素（DOC）分画手法  

を適川し，各画分のDOC濃度および紫外部吸光度  

（UV）を測定した。琵琶湖湖水および流入河川水とも  

DOC成分として有機酸，すなわち疎水性酸（フミン物  

質）と親水性酸が卓越していた。湖水は親水性酸，河川  

水は疎水性酸が優占した。湖水のUV：DOC比は親水  

性酸，湖水DOC，疎水性酸の順に高くなった。湖水疎  

水性酸（フミン物質）のUV：DOC比は藻類由来フミ  

ン物質とほぼ同様な低い値を示し，湖水フミン物質は主  

に藻類由来ではないかと示唆さゴtた。   

長期における連続測定が可能なDO，PH，水温 電  

気伝導度を測定し，それらの変化量から，湖沼における  

一次生産量を予測する手法を確立することを目的として  

研究を行った。本年度は，汽水湖である渦沼において本  

手法の検証を目的として，夏，秋．冬の計3恒】連続測定  

を行った。また，同時に明・暗ボックスを用いた手法に  

よる一次生産測定も行った。現在，データの解析を行っ  

ている。   

十和田湖の湖心（水深100m地点）において，2年に  

わたり毎月，層別に水質（栄養塩），サイズ別クロロ  

フィルα量（＜2，2－10，＞1叫m）およびプランク  

トン群集（細菌，ピコ植物プランクトン，植物プランク  

トン，動物プランクトン）について調べた。その結果，  

十和掛澗は窒素：リン比が低く，他の貧栄養湖と栄養塩  

条件が異なることが明らかになった。また，春から夏に  

かけては，大型の植物プランクトンと輪虫が優占し，秋  

に小型の植物プランクトンと枝角頬の艮即扉削が出現  

する傾向があった。1997年10月には，瓜ゆ加血が出現  
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し，この時期に′J、烈の植物プランクトン量が増えた。  

〔発 表〕K94～96，B70，92，b－136，163，165，167，」70  

の，水温・塩分の水平・垂直分布は良〈一致した。  

2，8．4 有害金属の形態別分析技術の開発と地下  

水汚染機構解明に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グルー■プ：西川雅高  

化 学 環 境 部：中杉修身・柴田康行  

〔期 間〕平成8”10年度（1996～1998年度）  

〔内 容〕近年，様々な有害物質による地下水汚染が顕  

在化し．その対策が緊急の課題となっている。一昨年に  

水環境基準項臥 環境基準値の見直しや強化が行われて  

以来，ヒ素等の基準値を超える地下水汚染が，全国自勺に  

見つかっている。こうした背景から，本研究では，ヒ素  

を始めとする有害元素による地下水汚染機構の解明と無  

害化技術の開発を中心課題として行っている。   

ヒ素の形態別分析方法は，多くの報告があるが2つに  

大別される。一つは，試水中のpHを調整して，発生す  

る水素化ヒ素化合物を形態ごとに分離する方法で，PH  

3－5の弱酸性下では，重機態3価とジメチルアルシン  

酸（D九′1A）が水素化物を生成し，経傑悪5価やモノメ  

チルアルソン酸 仙Ih′1A）は，水素化物を形成しないこ  

とを利川した方法である。また，一つは，液体クロマト  

グラフ法によって試水中のヒ素化合物を形態別に分離  

L，原子吸光，fCP発光分析法，tCP／MS法にi：り定量  

する方法である。地下水巾に溶存する主なヒ素化合物  

は，無機態3，5価とMMA，DMAの4種類であり，  

その他の形態は，特殊な有機化合物を除くと毒性が弱  

〈，しかも溶解度も高くないため，分析の必要性が低  

い。そこで，この4種類に限定した迅速分析法を開発し  

た。長さ3cmの弱陰イオン交換樹脂を充填したマイク  

ロカラムに試水通し，分離された4種類のヒ素を  

ICPル1S装置で分析する方法である。本法は，分析に必  

要とする試水量が200／り以下であり，全分析時間は10  

分以内と短時間であり，検欄凄度も】Opl）tと環境基準  

値の1／」000が測定できる。ヒ素汚染している地下水を  

分析した結果 無機態5価のヒ素による汚染のケースが  

多かった。そのほか，トリクロロエチレン，テトラクロ  

ロエチレン，硝酸態窒素によって汚染された地下水の実  

態解明を行い，汚染の低減下方法についても検討した。  

〔発 表〕D－21，23－25，27，b－146，d－19   

2．8．3 兵庫県南部地震による突発的負荷変動が  

大阪湾環境に与える影響に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：竹下俊二・木幡邦男  

水ニー∴壌圏環境部：渡辺正孝  

地球環境研究グループ：原田茂樹  

〔期 間〕平成8←10年度（1996－1998年度）  

〔内 容〕兵庫県南部地震により，阪神地区の下水，排  

水処理施設が大きな損傷を受けたため，未処理水，各種  

廃棄物などによる流入汚濁負荷が増加した。この，突発  

的な負荷の変動と，それにより引き起こされる生態系の  

変動，内部生産の増加，底層の葉酸素化などの過程を正  

確に把揺することで，富栄養化の機構解明を研究するた  

めの，他では得られない貴重なデータを蓄積する。ま  

た，過大な有機汚濁や栄養塩の負荷は底泥に蓄積され，  

後年にも影響が及ぶものと考えられる。流入負荷や底泥  

からの栄養塩回帰を考慮Lた大阪湾の生態系モデルを構  

築し，集積されたデータを用いてモデルを検証すること  

を目的とした。河川から流入する栄養塩の負荷につき，  

増水時の負荷量が大きいと言われてきたが，現在まで，  

極めてデータが不足している。本年度は，兵庫県を流  

れ，大阪湾に流入する5西‖l【（武庫川，東川，夙川．妙  

法寺川，明石川）で，平成8年10～12月の増水時に5  

回，流入量及び流入負荷量の調査を行った。   

平成7年度に，震災直後から調査された大阪湾水質  

データを整理した。震災直後の平成7年2月には，被災  

Lた東灘処理場周辺の海域で，COD（化学的酸素要求  

量）が非常に高い値であったが，6月以降の調査では，  

特徴的な差は見いださjLなかった。本年度も，長期にわ  

たる震災の影響を調べるため，■大阪湾にて5測点，播磨  

灘にて8測点を設定し，水質，生物量等の調査を行っ  

た。また，大阪湾，播磨灘で採掘し，底泥からの栄養塩  

の溶出量を測完した。大阪湾，播磨灘を1knlメッシュ  

で区切った3次元流動モデルを構築した。モデルを検証  

するために，済己劫など，多くの実測値が入手できた  

1989年について，水温・塩分の実測値と計算値を比較  

した結果，海峡部の流入速度等に差違が見られたもの  
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2．9 国立機関原子力試験研究費による研究（原子力利用研究）  

2．9．1微生物における有害化学物質分解・除去L  

能の発現機構の解明とその活用に関する研  

究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：矢木修身・岩崎一弘  

水二1∴壌圏環境部：内山裕夫・冨岡典子・  

向井 哲・服部浩之  

〔期 間〕平成5－9年度（1993－1997年度）  

〔内 容〕エタン資化性蘭でトリクロロエタン分解菌と  

して財経されたWcobacterilimSP．TA5株及びTA27  

株について，各種有機塩素化合物に対する構造と分解性  

ならびにトリクロロエタン分解代謝経路について検討を  

加えた。  

（1）各種揮発性有機塩素化合物の構造と分解性   

揮発性有機塩素化合物として，メタン骨格のジクロロ  

メタン，クロロホルム，四塩化炭素，エタン骨格のジク  

ロロエタン類，トリクロロエタン類，テトラクロロエタ  

ン類，フロン113，エチレン骨格のジクロロエチレン  

頬，トリクロロエチレン，テトラクロロエチレンの計  

15種を用いた。構造と分解性の関係について検討を  

行った結果，メタン骨格を持つ化合物については塩素数  

が2個のジクロロメタンは両菌株ともに良く分解した  

が，塩素数2 3，4と上がるにつれ分解率が低くな  

り，四塩化炭素では全く分解が認められなかった。エタ  

ン骨格の化合物は，TA5株で分解可能な化合物が多く  

認められた。TA27株は1．2－シクロロエタンや1．1，2－  

トリクロロエタンのように両方の炭素に塩素が含まれる  

化合物の分解が悪い傾向が示された。これらの化合物も  

リ100に濃度を‾卜げることでよく分解されることが示さ  

れた。エチレン骨格の化合物は，両菌株で同様な分解傾  

向を示した。l，l－ジクロロエチレン及びtrans－1，2ジ  

クロロエチレンは高濃度で分解が悪く，濃度を下げれば  

分解可能であり，Cis1，2ジクロロエチレン及びトリク  

ロロエチレンは高濃度でも非常によく分解することが分  

かった。  

（2）分解代謝径路  

1，1，1一トリクロロエチレンの分解代謝生産物につい  

て検討を加えた結果，TA5，TA27接いずれも2，Z．2  

トリクロロエタノールの生成が確認された。また，2，2，  

Z－トリクロロエタノールはさらに分解されることが判  

明した。  

〔発 表〕b193，19∠1  

2．9．2 水界生態系由来の気候変動気体の循環機  

構解明に関する基礎的研究  

〔担当者〕地球環境研究グループニ原田茂樹  

水土壌圏環境部：土井妙子・渡辺正孝  

地域環境研究グループ：稲森悠平  

〔期 間〕平成5”9年度（1993～1997年度）  

〔内 容〕地球規模の気候変動に影響を与える気体とし  

て，二酸化炭素とジメチルサルフ7イドが注目を集めて  

いる。前者は温室効果気体であり，後者は大気の敷収支  

に影響を与える気体である。これら2つの気体の消長に  

は，水界生態系における物質循環が大きな影響を与える  

と言われている。そのため，2つの気体を構成する炭                   （  

素・硫黄等の水界生態系内循環を明らかにする必要があ  

る。本研究では動物プランクトン・植物プランクトン・  

バクテリアによって構成される水界マイクロコズムシス  

テムにおける物質の形態変化を，安完同位体及び放射性  

同位体トレーサーを用いて解析することを目的としている。   

本年度は，生態系内の炭素収支を微生物を用いて明ら  

かにするために，個体群動態と物質フラックスの関係を  

同時に検討する必要性から，環境凶子等の条件を制御で  

き，再現性がある種構成の単純な三者系マイクロコズム  

を用いて，両者の関係を明らかにすることを試みた。放  

射性炭素を定常状態の≡者系マイクロコズムに添加し  

て，各構成生物に取り込まれた放射性炭素を権時的に追  

跡し，剛寺に対象系の個体数の計測も行った。その結  

果，光合成で緑藻が無機炭素を1”2時間以内に取り込  

むことがわかった。その後，代謝物として産生した有機  

炭素をバクテリアが摂取して，バクテリアが原生動物に  

捕食されるとみなすと，炭素フラックスは各生物を経る  

ごとに約10分の1づつ減少していくものと推察され，  

この方法により，微生物生態系における個体群動態と物  

質フラックスとの関係を統合する方法として使用できる  

ことがわかった。   

また炭素の安定挿‖立体を添加した系を作成して，同様  

に各構成生物に取り込まれた炭素安定同位体量を程時的  

に追跡して，放射性炭紫と類似した挙動を示すことが確  
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記された。  

〔発 表〕A－74，75，a－108，b－37，75  

り，湿原からの自然発生量と，化石燃料からの人為発生  

量との割合を求める。   

平成6年度には航空機上において冷却した活性炭にメ  

タンを吸着濃縮する事を予備的に試みたが成功しなかっ  
た。平成7年には高圧コンプレッサーでボンベに加圧サ  

ンプリングを行ったが，電源のトラブルでわずかなサン  

プルしか採取できなかった。こうした経験から，平成8  

年は100リットルの大容量の容器に10気圧までサンプ  

ルを圧縮して採取し，日本に輸送し実験室で前処理を行  

うこととした。   

平成8年8月初旬および平成9年1月下旬に300m，  

2000mの低高度では複葉機のアントノフ2で，6000  

mではターボプロップ機であるアントノフー26Bで，合  

計20のサンプルを採取した。発生源の影響評価を行う  

ため，低高度のサンプルはス？レダートとトムスクで採取  

し，バックグラウンドの嵩高度のサンプルはスサグート  

のみで採取した。  

2．9，3 大気汚染物質の生体影響機構の解明と耐  

性植物の作出に関する研究  

〔担当者〕生 物 圏環境 部：佐治 光・久保明弘・  

青野光子  

地域環境研究グループ：中嶋信実・米元純三  

環 境 健 康 部：国本 学  

〔期 間〕平成6～10年度（1994－1998年度）  

〔内 容〕大気汚染物質は，それ自身が生物に対して毒  

物として作用するだけでなく，酸性雨や地球の温嬢化な  

どの原因となることから，その除去は環境保全上重要な  

課題である。一方植物には大気汚染物質を吸収，除去す  

る能力があるため，大気汚染物質の生体に及ぼす影響を  

解明しつつ，植物の吸収能や耐性を高めることにより大  

気浄化に積極的に活用していくことが期待される。   

これまでの研究により，オゾンや二酸化イオウなどの  

大気汚染ガスと接した植物でエチレンが発生し，この物  

質が，植物に生じる障害と深くかかわっていることが示  

唆されている。さらに，この，大気汚染ガスによるエチ  

レンの生成は，その生合成のキーエンザイムであるアミ  

ノシクロプロパンカルポン酸合成酵素（ACS）の活性  

化によってもたらされるらしいことが明らかとなった。  

そこでこの酵素の遺伝子レベルでの研究を行うため，オ  

ゾンと接触させたトマトからACSのcDNAを単離し，  

その構造を決定したところ，これまでに報告されている  

ものとは異なる新規なアイソザイムがオゾンによるエチ  

レン生成の誘導に関与しているらしいことが示唆された。  

〔発 表〕K－2，38，H120，k－5  

2，9．5 環境化学物質に対するバイオエフェクト  

センサーの開発  

〔担当者〕環境健康部：持立克身・古山昭子・  

青木康展・遠山千春  

〔期 間〕平成7－11年度（1995－ユ999年度）  

〔内 容〕化学物質の環境汚染による生体影響の評価を  

行うために，生体組織から個別に取り出した各種細胞を  

組み合わせ，組織と同等の形質を有する細胞培養系を構  

築L，複合毒性を容易に評価できる系の開発をすすめて  

いる。   

重金属や酸化的ストレスなどに対する生体防御国子と  

して重要な役割を果たしているメタロチオネイン（MT）  

の欠損マウスの肝臓から不死化細胞を樹立して，有害化  

学物質の酸化的ストレスの影響評価のわ川i一作培養系の  

確立を試みた。その結果，MT欠損マウス及び対照であ  

る野生型マウスの肝臓をそれぞれ摘出し，コラゲナーゼ  

で処理し，低速遠心後に得られた細胞にSV40ウイル  

スを感染させ，その後生存し続ける不死化細胞を得た。  

得られた細胞は20回以上の継代ののちも増殖を続けて  

いる。MT欠損（MT一／一）柚胞と対照（MT＋／十）  

細胞の両細胞の，重金属化合物に対する感受性を調べ  

た。亜鉛に対する感受性には差異は認められなかった  

が，hIT（一／）細胞は，MT（＋／十）細胞に比べ  

て，カドミウム，無機水銀，シスプラチンに対して著し  

2，9，4 西シベリア大低地から発生するメタンの  

起源同定のための計測技術の開発に関する  

研究  

〔担当者〕大気圏環境部：井上 元・帝橋善幸・  

遠嶋鹿徳  

地球環境研究グループ：町田敏暢  

〔期 間〕平成6－10年度（1994－1998年匿）  

〔内 容〕自然発生源からのメタンは放射性炭素を含ん  

でおり，天然ガスを起源とするメタンはすでに放射能を  

失っている。この明瞭な遠いを利用して，大気中メタン  

に含まれる放射性炭素同位体の濃度を測定することによ  

－132 －   



い感受性を示した。   

また，肝臓の機能に対する環境化学物質の影響評価を  

行うためには，不死化した肝実質細胞が肝機能をどの程  

度維持しているかを明らかにしておく必要がある。そこ  

で，デット初代培養肝実質細胞とSV40Tantigenで  

不死化した肝実質細胞の間でその機能を比較した。その  

結果，不死化細胞では血清アルブミンの分泌熊が初代培  

養細胞の約100分の1に低下していた。一九 肝臓の重  

要な機能である薬物代謝酵素のPCBによる誘導能を調  

べた。不死化細胞，初代培養細胞ともにCYPIAlの  

誘導能は有していたものの，不死化細胞ではGSTLPは  

内在的に発現しており，PCBによる誘導は認められな  

かった。  

〔発 表〕e51，54  
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2．10 科学技術振興調整費による研究  

2．10」総合研究  

（1）マイクロ波センサデータ利用等によるリモートセ  

ンシング高度化のための基盤技術開発   

①リモートセンシングデーダの複合利相接術の開発と  

実証一大気センサーデータの複合利用技術の高度化とオ  

ゾン層変動の解明への適用性実証の研究一  

〔担当者〕地球環境研究グループ：在野泰弘・鈴木 睦・  

横田達也・中根英昭  

大気圏環境部：杉本伸夫  

〔期 間〕平成7～8年度（1995～1996年度）  

〔内 容〕ADEOS搭載の大気センサ りL▲AS，椚S，  

IMG，TOMS，POl，DER）から得られるオゾン，エア  

ロゾル等の大気微量成分データを複合的に用いて地球規  

模大気環境動態，時にオゾン層の変動現象を総合的に解  

明するのに必要な基盤技術の開発を目的とする。特に，  

詳細な高度分布が得られるIl．ASデータは，水平方向の  

測定点が少ないため3次元構造の把握に向かないが，こ  

れを複数日の観測データについて，それぞれの観測ポイ  

ントの空気塊を（前進及び後退）涜跡線解析の手法で，  

ある特定の臼に存在したであろう位置まで洗すことによ  

り，多数のデータ点数を3次元的に分布させることがで  

きる。これをもとに，適当な内外挿により3次元的な微  

量成分等の分布構造が構築される。   

本年度においては，英国気象局提供の流跡線解析プロ  

グラムを本研究用に改修し，同アシミレーションデータ  

を用いて，渦位輸送のテスト計算を行った。次に，  

ILASの連続観測日（平成8年11月4～12日）につい  

て，改修プログラムおよび気象データ，線度圏に沿った  

毎日のル互Sのオゾン高度分布データを用いて，オゾン  

の輸送計算を行い，特定の日（平成8年11月8［】）の  

オゾン3次元分布の構築を行った。この結果，妥当と思  

われる分布を得た。  

〔発 表〕A13   

〔内 容〕熱帯林の減少，砂漠化といった地球規模レベ  

ルでの環境問題を監視するためには，人工衛星からのリ  

モートセンシンプアータの利用が不可欠である。しかし  

ながら，熱帯地域ほ雲で覆われていることが多く，通常  

の可視・近赤外域の光学センサを利用したリモートセン  

シングのみでは，対象地城の状態を完常的に監視するこ  

とは薙しい。マイクロ波センサは，使用するマイクロ波  

が，波長が長く雲，雨を通して地表面を観測できるた  

め，全天候型センサとして期待されており，近年，  

ERS－1，JERS－1が相次いで打ち上げられた。   

本研究では，人工衛星ERS－1，JERS－1に搭載されて  

いるマイクロ波センサ（SAR）及び高分解能光学セシサ  

（OPS）等を融合利用して熱帯地域における地表面特性，  

特に現存植生の現況とその変化を把纏するための手法の開  

発を行うことを目的とする。平成8年度は以下の成果を得た。   

①釧路湿原地区において現存植生，ERS1，JERS－1  

のSAR画像，及びLANDSAT TM画像を重ね合わ  

せ，植生等の地表面特性がSAR画像に及ぼす影響を定  

量的に評価した。  

◎タイの実験フィールドである′ソンクラ，プラチョキ  

リカンにおいてデータ収集実験を行い衛星デ【夕および  

グランドトルースデータの収集を行った。これらのデー  

タから湿原相生分布を計測する手法を検討した。  

〔発 表〕C－23，43～47，C－13．ユ7ん21，38  

（2）極限貴子センシンク技術の開発及びその利用のた  

めの基盤技術開発   

①極限量子センシングのための全回体化レ←サー技術  

に関する研究一全周体化レーザーによる極限大気計測技  

術の研究  

〔担当者〕大気圏環境部：杉本伸夫・松井一郎  

〔期 間〕平成8～9年度（1996～1997年度）  

〔内 容】本研究は，飛翔体などを利用した将来の大気  

環境遠偶計測システムのための基盤技術である全固体化  

レーザーを用いた大気遠隔計測技術の開発を目的とす  

る。本研究後期では、全固体化赤外レーザーを光源とす  

るメタン計測用の差分吸収レーザーレーダーの開発を行  

う。後期1年度目の本年度は，前期に開発した相関セル  

を用いた濃度計測手法に基づくメタン計測用長光臨差分吸  

②時系列SAR画條による現存植生分布の変動把握手  

法に関する研究  

〔担当者〕社会環境システム部：田村正行・l圧形与志樹  

地球環境研究センター：安岡善文・宮崎忠国  

〔期 間〕平成4～8年度（1992－1997年度）  
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候変動に与える地表条件の影響を考察する目的で，ミラ  

ンコビッチサイクルの検証や生物相変動（花粉，有機化  

合物，光合成色紫など）についても解析を進めた。   

具体的には，以下のような研究課題を他省庁研究機  

関，各大学と共同で設定するとともに，ロシア・アメリ  

カ・ドイツの研究者との共同研究で総合的な測定・解析  

を行っている。  

1）不かく乱柱状試料の採取及び現場測定   

①掘削地点の選定に関する研究  

（か掘削手法に関する研究   

③物理検層及びガス成分分析  

2）椎桔年代決定法に関する研究   

①1‘1C加速器質量分析法による堆積年代決定に関する  

研究   

②い－Be加速器肇量分析法による1千万年絶対年代決  

走法の実用化に関する研究   

③古地磁気・岩石磁気年代測定などによる堆積年代の  

高密度測完（実用）  

3）環境情車輌羊読に関する研究  

（D堆積物の物性測完による環境変動解析に関する研究   

②堆積物中の有機化合物を指標とした環境変動の解析  

に関する研究   

③堆積物中の無襟元素変動と環境変化に関する研究   

④生元繁安完同位体自然存在比測定による物質循環系  

の構造解明に関する研究  

4）古生物情報解析に関する研究  

（D植生変遷史に関する研究   

①植物化石花粉の葉緑体DNA分析による植物分子系  

統進化に関する研究   

③水域環境変化と徴化石群集変動に関する研究  

5）バイカル潮流域条件及び流域条件の変化に関する研究  

6）バイカルデータベースに関する研究  

〔発 表〕D6．7  

収レーザーレーダーシステムを製作した。レーザー光源部  

については，前期に開発した技術に基づいて′ト型の3／∠m  

帯の全団体光パラメトリック発振器を新たに製作した。  

〔発 表〕F21，f－Z6  

（3）システムと人間の調和のための人間特性に関する   

基礎的・基盤的研究   

丁住工・住商混在地域のサウンドスケープ評価に関す  

る研究  

〔担当者〕社会環境システム都：大井 紘  

武庫川女子大学：平松幸三  

〔期 間〕平成8～9年度（1996～1997年度）  

〔内 容〕1）京都における歴史的な住工・住商混在地  

区である西陣地区において，住民の西陣織産業に対する  

意識を調べるために．「住みよさ」「聞こえる音」．につ  

いて自由記述法を用いて調査を行い，回答を分析した。  

2）住工混在地域でもある東京都板橋区で，公害苦情に  

ついて，申し立て者に苦情内容を自由記述してもらった  

データを分析し，既成の工場側と移入住民との間の習慣  

や環境観の相違による公害意識の形成構造を検討した。  

3）住工混在地域である堺市錦接地区において，工場関  

係所帯の多い一戸建て住民と域外との関係の強いマン  

ション住民との間での環境意識を白山記述法で調べ，前  

者において人間関係の重視が顕著なことを明らかにした。  

4）代表的サウンドスケープの思想を分析した。その結  

束，環境への患味づけに着†］する意味論的環境観と，音  

源ないしは富源者と昔の受け手との間の関係性などが，  

環境認識において重要であることがわかった。  

〔発 表〕C－5．c6  

（4）パイカル湖の湖底泥を用いる長期環境変動の解析  

に関する国際共同研究  

〔担当者〕化 学 環．境 部：河合崇欣・柴田康行・  

田中 致・相馬悠子・  

水土壌国環境部：高松武次郎  

地球環境研究グループ∵功刀正行・森田昌敏  

科学技術特別研究員：南 浩史  

〔期 間〕平成7～11年度（1995－1999年度）  

〔内 容〕平成8年度は，バイカル湖の湖底堆積層から  

採取したZOO nlの不かく乱柱状試料を測定・分析し，  

過去500万年程度のバイカル湖地域の気候や環境の変化  

を市税することが可能であることを確認した。地球の気  

（5）成層圏の変動とその気候に及ぼす影響に関する国   

際共同研究   

①成層圏変動の気候への影響に関する解析及びモデル  

を用いた研究、衛星データ等を用いた解析的研究一衛星  

データ等を用いた庫渦構造の力学的解析一  

輝当寺〕地球環境研究センター：神沢 博  

地球環境研究グループ：笹野泰弘  

大気圏環境部：菅田誠治  
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〔期 間〕平成7－9年度（1995－1997年度）  

〔内 容〕研究期間全体を通じての目的：成層圏極渦の  

構嵐 桓渦の孤立性の機構を力学的解析によって理解す  

ることを目的とする。極渦の構造は，オゾン，温室効果  

ガス等の分布を決める大きな要素であり，それらの分布  

は，直接的には放射過程を通して，間接的には，放射過程  

によって規定される成層圏の温度分布，さらには，温度と  

密接な関係がある風の分布を通して，気候へ影響を及ぼす。  

研究方法：衛星データ，地上観測データ，客観解析気象  

データを解析する。衛星データについては，空気粒子運  

動のトレーサーとなるCll4，N20等の不満性気体の  

データを主に使用する。地上観測データについては，エ  

アロゾル，オゾン，N20等の鉛直分布データを主に使  

用する。客観解析気象データについては，トラジェクト  

リー解析，ポテンシャル渦度解析等を行う。   

平成8年既に得られた研究成果：衛星データ等のデー  

タセットの収集，ディスクアレイ装置等の計算機ハード  

ウェアの整備，極渦の鉛直構造を解析するための修正ポ  

テンシャル渦度算出プログラムの開発，等の作業を完施  

し，解析を行った。解析結果の概要は以下のとおり。ト  

ラジェクトリー解析を，観測データに適用する前の準備  

を兼ねて，CCSR－NIES大気大循環モデル積分結果のう  

ち，北半球冬の成層圏データに適用した。梅渦の内外の  

空気粒子交換過程をより明確に調べるため，初期に等温  

位面上の等ポテンシャル渦度線に沿って置いた粒子のト  

ラジェクトリーを解析し，極渦が壊れて夏の循環へと移  

行する最終突然昇温の時期に，空気粒子の混合が激しい  

ことを確かめた。さらに，客観解析気象データの修正ポ  

テンシャル渦度解析から得られた極渦の構造とILAS等  

の衛星データ解析によるCH。，N20等甲空間分布によっ  

て得られた極渦の構造とが整合的であることを確かめた。  

〔発 表〕ト5，7，卜9   

直分布，時間変動などを，サンフォトメータ，レーザ  

レーダ「 気球，衛星等によるデータを参考にして詳細  

に検討し，設定した。すなわち．最も基本的な4つの物  

理量（エアロゾルの成分（75％硫酸液滴），エアロゾ  

ルの粒径分札 鉛直分布，時間変動）のみを仮定するこ  

とにより，エアロゾルの波長ごとの光学的厚さ，後方散  

乱係数，Extinction／Backscattering ratio，表面積，  

有効半径などの観測と直結した物理量を，れIie散乱理論  

による厳密な計算によっで矛盾な〈導出した。そして  

種々の観潮結果と比較しそ，4つの基本的な物理量に関  

する設定の妥当性を検証した。この成層圏エアロゾル増  

加実験によって，Z5－33knlの高度でオゾンが最大約  

3％増加，25km以下で最大約5％減少という結果が得  

られ，硫酸エアロゾル上でのN205とH20との不均一  

反応が，これらのオゾンの変動に大きな影響を与えてい  

ることが確かめられた。   

また，オゾンの光解離によって生じる0（1D）の生  

成確率が，従来考えられていたよりも大きいという最近  
の新しいデータを用いて，大気光化学成分濃度の平衡値  

計算を行った。その結果，成層圏下部のHOxの濃度  

が，従来のデータを用いて計算された備に比べて，約  

20～30％増加することが確かめられた。一方成層圏下  

郡のオゾン濃度は1％程度しか減少せず，あまり大きな  

影響はない。  

〔発 表〕A－1，aZ－4   

③成層圏オゾンに影響を及ぼす臭化メチル等の発生起  

礪に関する研究  

〔担当者〕化学環境部：横内陽子  

〔期 間〕平成7－9年度（1995～1997年度）  

〔内 容〕海洋生物起源の臭化メチル，塩化メチル，ヨ  

ウ化メチルのグローバルな分布と季節変動を明らかにす  

るため，北極城のアラート，沖縄県波照間島における月  

1回の大気サンプリングと船舶による北太平洋上7地点  

における隔月の大気サンプリングを開始した。サンプル  

中のこれらハロカーボン類の測定は低温濃縮／キヤピラ  

T）－GC／MSにより行い，その分析精度は±3％であ  

る。北太平洋の観測では，夏にヨウ化メチルが増え，臭  

化メチル濃度が下がる傾向が観測されている。引き続  

き，観測を進め，解析に必要なデータを集積する。  

〔発 表〕D－46，47，d－41  

②オゾンに関わる光化学基本モデルの開発  

〔担当者〕地球環境研究グループ：秋膏英治  

〔期 間〕平成7”9年度（1995－1997年度）  

〔内 容】前年度に開発した鉛直1次元光化学一放射結  

合モデルの基本性能及びそのチェックを行うため，1991  

年のどナツポ火山爆発による成層圏エアロゾルの増加現  

象を念頭に置いた硫酸エアロゾル増加実験を，このモデ  

ルを用いて行った。この数値実験に先立ち，モデルに人  

力パラメタとして与えるエアロゾルの光学パラメタ，鉛  
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〔期 間〕平成6～8年度（1994～1996年度）  

【内 容〕本研究では車社会が抱える環］乳 エネルギー，  

事故，渋滞の4つの問題を抜本的に解決することを目的  

とした総合的な取り組みのうちの基礎的研究を行った。  

本研究では4つの目標を達成するための手段として，  

（1）新技術を盛り込んだ電気自動車技術を主体とし，  

（2）これに太陽電池による充電の補助機能を持たせ，  

（3）草体を小型化する。  

という概念を盛り込んだ車輌を開発した。さらに  

（4）センサー技術を駆使して単に衝突防止機能を付加  

することと，（5）渋滞をよりよく解消するために道路  

を■多層構造で利用するマルチデッキという技術について  

基礎研究を行った。   

本研究における最も重要な課題は上記（1）～（3）  

を盛り込んだ車輌の開発であった。本研究の特徴は新し  

い駆動システム，新しいフレーム（バッテリービルトイ  

ン式フレーム構造），新しい電池管理技術の採月＝こより  

高性能化を回り，超小型でありながら安全性に優れ，動  

力性能が高く，乗員一人分の空間は十分に広いという3  

つの要素を兼ね備えており，かつ，極めて省エネルギー  

性の高い車を実現することであった。   

平成8年度は本車輌を完成させた。また新しいセン  

サーの評価を行った。さらにマルチデッキについては基  

本設計を完了した。  

（6）植物の環境応答と形態形成の相互調節ネットワー  

ケに関する研究の現状とそのバイオテクノロジーと  

しての技術開発のための調査（FS）  

〔担当者〕生物圏環境部：佐治 光  

〔期 間〕平成8年度（1996年度）  

〔内 容〕植物は．1般に動物のような移動能を持た態  

いために，厳しい環境条件にさらされることが多く，そ  

れに耐えるための特有の機構を備えている。たとえば，  

環境条件に応じて自身の成長や発生，分化を巧みに制御  

している。このような機構の解明は，今後植物を各種産  

業や環境保全に有効に活用していく上で極めて重要であ  

る。このような観点から，植物に影響を及ぼす環境要因  

のうち，大気汚染ガスについて，それに対する植物の応  

答機構についての研究の現状を調査した。   

これまでに，主として二酸化硫黄，二酸化窒素，オゾ  

ンの3種類の大気汚染ガスの，様々な植物種に及ぼす影  

響が調べられ，それらのガスにより，葉の部分的な細胞  

死や植物体の成長抑制から落葉や老化の促進などの障害  

が引き起こされることがわかっている。その機構とし  

て，まず大気汚染ガス自体またはそれが水に溶けてでき  

るイオンなどが，反応性に富み，様々な生体物質を破壊  

または尖活させるとともに，植物体内で活性酸素やエチ  

レンが生成し，それらが障害の進行を促進することが明  

らかにされている。これらの物質は多様な作用を示し，  

障害を促進する一方で，各種防御遺伝子の発現を誘導  

し，障害を穏和する方向にも働くことが示されている。  

このような二次的生成物の生成と作用は，大気汚染ガス  

の場合に限らず，紫外線照射や病原菌の感染などの場合  

にも観察され，様々な原因によるストレス状態下で生じ  

ているようである。最近，オゾンと接触させた植物体内  

でサリチル酸の量が増加し，それによっていくつかの防  

御遺伝子の発現誘導が起こることがわかり，ストレス反  

応の共通性が更に裏付けられている。   

以上のようtこ，今後，大気汚染障害に関する研究は，  

他の要因によって生じるストレス反応の研究と比較検討  

しながら推進していく必要がある’と思われる。  

〔発 表〕K2，38，H20，k－5  

2．10．3 省際ネットワーク  

（1）省際ネットワークの整備・運用に係る碁盤技術調  

査研究   

一大容量数値データ等の伝送に適した省際ネットワー  

ク経路制御方式の研究  

〔担当者〕環境情報センター：阿部重信・板橋正文・  

萩原理之  

〔期 間〕平成6”8年度（199巨1996年度）  

〔内 容〕環境観測測定データ，シミュレーションデー  

タ等の機関内に蓄積された多数の大規模な研究データに  

ついて，その性質に応じて省際ネットワーク上で高速か  

つ効率的にイ云送させるとともに，スーパー■コンピュータ  

等の情報基盤設備を省際ネットワークを介して有効活用  

できるように，経路制御．データ・情報機器アクセス管  

理等の基礎的利用技術を確立する。   

ネットワーク上における研究情報の提供方法として  

は，WWWサーバを中心に行ってきたが，本年度から  

2．10．2 国際流動基礎研究（省際基礎研究）  

（l）環境保全に対応した陸上移動媒体（エコビーク   

ル）に関する基礎研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：清水 括・森口祐一  
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は，所外向け及び所内向けに（いわゆるイントラネット  

として）分けて提供することとした。すなわち，新た  

に，本格的なⅥrWWサーバ（UNIXサーバ）と情報発  

信サーバ（高機能DBMSを搭載したUNIXサーバ）を  

導入し，所外向けのサービスを専用に行うとともに，所  

内向けには，高性能なPCサ，バを導入し，DBMSとと  

もに，開発，通用等を行った。一方，所外からのイン  

ターネット接続には，1Mhet経由のネットワーク接続の  

ほか，デジタルモデム搭載のリモートアクセスサーバを  

導入し，公衆回線（デジタル，－ アナログの両方）経由の  

接続をも可能とした。   

また，前年度に増強した1，5Mbpsの専用回線を，  

1997年1月末，6Mbpsの専用回線へと，4倍に増強  

した。なお，外部回線の増強に伴い，高速スイッチング  

ハブ（100BASE－TX（2P）／10BASE－T（6P））を導入  

し，外部ネットワーク（サービスネットワーク）の性能  

向上を提】った。   

さらに，大谷量テ㌧夕の伝送を行う試みとして，2拠  

宣間においてバイナリファイルの転送として，1．5M  

bps及び6Mbpsの2つの回線速度において，朝，昼，  

夕の3匝】測定を行った結果は，512Mbps→1．5Mbpsで  

2～10倍の適度向上が見られたものの，1．5Mbps→6  

Mbpsでは，回線増強に係る効果が認められなかった。  

この統合したデータベース上に，環境リスクの評価に  

必要な物性宝劇，毒性定数，生態毒性定数及び環境測定  

データの情報を追加・整備Lた。   

既存モデルを改良したリスク評価システムに以上の  

データベースを活用するシステムを構築するとともに，  

化学物質環境濃度予測モデルの開発を行った。  

〔発 表〕d－20  

2．10．4 国際共同研究（ワークショップ）  

（1）シベリアにおける炭素・水・エネルギー循環に関  

する国際り一クショップ  

〔担当者〕大気阻環境部：井上 元  

〔期 間〕平成8年度（1996年度）  

〔内 容〕＜経緯＞lGBPNESの過去2回のワーク  

ショップを経て，実行計画を検討するためのワーク  

ショップをヤクーツクにおいて開催した。1994年l】月  

第一個提案書起草ワークショップ（ストックホルム）  

1995年12月第二回計画立案ワークショップ（つくば）  

1996年10月東シベリアトランゼクト・ワークショップ  

（ヤクーソク）  

＜目的＞北ユーラシア（ヨーロッパロシア，シベリア，  

ロシア梼東）は地球変動研究の巾で特に興味を集めつつ  

ある。ここは広い地域ではあるが西側科学界はほとんど  

知識を持っていない。北半球の高緯度帯は人間活動によ  

る気候変動の結果気温が最も大きいと予想される地帯で  

あり，温室効果気体へのフィードバックの可能性が大き  

い。さらに，経済の急速な発達により二I二地利用が大規模  

に大変動する可能性がある。北ユーラシア研究の興味の  

中心は，高緯度で一般的なことであるが，その炭素循環  

に果たす役割にあり，それが気候変動により大きく変わ  

りそうだという点にある。  

＜成果＞以下の研究の方向が決定さオtた。   

東・極東シベリアにおける南北トランゼクトにツンド  

ラ，ツンドラー森林移行帯，カラマツ林の試験地蛾を設  

定する。ここは典型的な大陸性の場所で，もっと理解を  

深める必要のみるカラマツ林が広がっており，これから  

の数十年の土地利用変化によって変化する可能性が高  

い。日本・ドイツのグループがヤクーツクで，米国・カ  

ナダのグループがチクシで，それぞれ研究計画を策定す  

る。これらはGAMEグループと連携して行う。日本の  

グループはドイツ・カナダの森林火災のグループと共同  

する。  

（2）物質関連データ（生体影響，食品成分，表面分  

析）のデータベース化に関する調査研究  

〔担当者〕化 学 環 境 部：中杉帽身  

地域環境研究グループ：白石寛明・米元純三・  

曽根秀子  

環 境 健 康 部：小野雅司  

〔期 間〕平成6～10年度（1994～1998年度）  

〔内 容〕化学物質の環境リスクを評価するためには，  

化学物質の性状や毒性等に係るデータが不可欠である。  

しかし，数多い化学物質について多くのデータを収集・  

整備することは容易ではなく，国や地方自治体が共同し  

てデータベースの維持管理を行うことが求められる。本  

研究は，これらの機関が共同してデータベ⊥スを維持管  

理するシステムを構築することを目的としている。   

本年度は，インターネット上でグラフィカルインター  

フェイスを持つクライアントサーバー型の入出力プログ  

ラムを作成し，神奈川県のKISS－NETデータベースと  

1UCLIDデータベースを統合した。  
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（2）血山什0系を用いたリスクアセスメント手法の開発  

〔担当者〕環境健康部：国本 学・青木廉展  

〔期 間〕平成8年度（1996年度）  

〔内 容〕有害化学物質による修験影響を予測するため  

のリスクアセスメン・ト手法開発努力の一環として，特に  

短期間で多種類の化学物質の毒性を評価しうる試験系と  

しての培養細胞を用いたわ＝血γ0毒性評価法確立のため  

の検討を，ウプサラ大学のグループと共同で行った。特  

に，様々の試験法の有用性評価と，れ＝血加毒性試験で  

得られた結果とヒトでのj7川わ叩の毒性との比較に焦眉  

をあててすすめた。試験法の多くは用いている細胞の種  

類，由来の臓器が異なっているにもかかわらず比較的似  

通った毒性値を与えたことから，この毒性値が各細胞に  

共通の機能，構造に対する毒性を反映するものと考え，  

基礎細胞毒性（Basalcytotoxicity）という概念を提示  

した。さらに．この毒性値と，ヒトでの急性毒性発現用  

量（中毒センター等より入手）との比較を行ったとこ  

ろ，ヒト由来細胞を用いたゎ＝血γ0毒性試験での毒性発  

現濃度とヒトでの急性毒性発現血中濃度との間にある程  

度の相関が認吟られることが明らかになった。   

また，匡Ⅰ立環境研究所において，当分野の第一線で活  

躍している研究者を国内外より招聴して，「Jl＝iれ毒  

性試験の環境評価への利用一有望それとも絶望的」と超  

したワークショップを開催した。  

〔発 表〕E13－15，e－14  

＜参加者＞  

日本（9），ロシア（20），米国（4），カナダ（2）  

ドイツ（2），英国（1），オーストラリア（1）  

オーストリア（1）  

2．10．5 国際共同研究（二国間型）  

（1）海洋物質循環解明に必要な海洋観測項目の正確度  

に関する研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：野尻幸宏・向井人史  

〔期 間〕平成8年度（】996年度）  

〔内 容〕二酸化炭素の地球規模循環解明には，海洋の  

炭素吸収量を明らかにする必要がある。高緯度北太平洋  

は植物プランクトンの生産が大きく，重要度が高い。国  

立環境研究所地球環境研究センターでは，地球環境モニ  

タリング事業として，日加間を定期遅行する貨物船によ  

る海洋の二酸化炭素交換収支と生物生産に関するモニタ  

リング研究をユ995年に開始した。この研究はカナダ政  

府海洋科学研究所との共同研究である。   

この観測において両研究機関では，化学分析項目を分  

担して行うこととした。従来の観測データ，他機関の観  

測データとの相互比較を行うことは，そのデータの有効  

活用のために必要であり，そのために，データの正確度  

を高めることが必要である。この研究では，研究者の相互  

訪問を通して，クロロフィル，二酸化炭素同位体，栄養塩  

について，その化学分析の正確度に関する研究を行った。   

海洋植物70ランクトン量の指標であるクロロフィル量  

について，日加間定期船で得られる同一試料を双方で分  

析した。カナダ海洋科学研究所では，蛍光光度計による  

従来法で，国立環境研究所では，名古屋大学大気水圏科  

学研究所との共同で，高速液体クロマトグラフ法で分析  

した。相互の分析から得られた季節変動，空間分布パ  

ターンは同様であったが，絶対値そのものには差があっ  

た。ただし，本質的な測定対象が異なるため，その差は当  

然のものと考えられた。また，高速液体クロマトグラフ分  

析システムを整備し，より高度な分析を行え右ものとした。  

t  海洋の二酸化炭素吸収の指標となる海水・大気の二酸  

化炭素炭素安定同位体比分析について，標準スケールの  

相違を確認する相互比較を行い，その結果を解析中であ  

る。栄養塩類は，カナダ海洋科学研究所がその分析を担  

当している。その相互比較は今後行うこととして，分析  

体制を整備した。  

〔発 表〕a－80  

（3）日中における大気中鉛と硫黄の安定同位体比：汚   

染の発生源と越境輸送に関する研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：向井人史  

化 学 環 境 部：田中 敦・藤井敏博  

〔期 間〕平成8年度（1996年度）  

〔内 容〕日本及び中国での大気汚染の特徴を鉛とイオ  

ウと安定同位体比の観点から明らかにするために，各地  

で大気粉塵，二酸化イオウなどの採取を計画し，いくっ  

かの場所でのサンプリングを実施した。分析のために  

は，大容量の空気が必要であるため，従来のハイポ  

リュームエアーサンプラを用いて，粉塵，二酸化イオウ  

の両者を同時に各々のフィルターにサンプリングするた  

めの方法を検討した。お互いの汚染を防ぐために，アル  

カリろ紙を別のろ紙でサンドウィッチ状に挟んで，その  

上に従来の石英フィルターを引くことで，それが実現で  

きることがわかった。これらのフィルターのセットを爵  
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初に各地に配布した。中国では，安陽（貴州省）等の中  

国南部の都市で共同研究者（曽毅強氏：地球化学研究所）  

が採取を行った。加えて中国東北部のハルビン，長春，大  

連などの都市を訪問し，二酸化硫黄等の採取を行った。   

サンプリングされた試料中の一部については，主要な  

化学種の分析を行った。中国での冬場の大気中の二酸化  

イオウ濃度は硫酸塩濃度に比べ1桁多く，あまり酸化が  

進んでいないことがわかった。また，ナトリウムが日本  

に比べ低く，逆にカルシウムなどのアルカリ分が高い中  

国土壌の特徴が現れていた。一部試料について，鉛同位  

体比の分析を行った。これによると貴陽などの南部の都  

市での鉛同位体比が石炭燃焼による鉛の備に近いもので  

あることなどが判明した。石炭起源の鉛同位体比は特徴  

的に207Pb／206Pbが低くそれと分かることが多い。こ  

れに比べ，日本での鉛同位体比は少し高い傾向があった。   

さらに本サンプルを用いて硫黄の同位体比を分析する  

方法も検討した。  

（5）肺胞内環境と肺胞マクロファージの免疫抑制機能  

に関する影響  

〔担当者〕環境健康部：小林隆弘  

〔期 間〕平成8年度（1996年度）  

〔内 容〕本研．究はアレルギーの増加と大気汚染物質と  

の関係を基礎的に解明するため，大気汚染物質を暴露し  

たときの肺胞内環境の変化が肺胞マクロファージの免疫  

抑制機能に及ぼす影響とその機構を明らかにすることを  

目的としている。大気汚染物質として二酸化窒素とオゾ  

ンをラットに暴露し，肺胞マクロファージの免疫研削機  

能がどのように変化するか，また，肺胞内環境の変化と  

しては洗浄液を用い肺胞マクロファージの免疫抑制機能  

に及ぼす影響をコンカナバリンA刺激のよるT細胞の  

増殖を指標に検討した。その結果二酸化窒素またはオゾ  

ン暴露した肺胞マクロファージの免疫抑制機能は清浄空  

気を暴露したものと比較し大きい差異はなかったが汚染物  

質を暴露後の肺胞洗浄液中では肺胞マクロファージの免疫  

抑制機能が大きく阻害されることが明らかになった。この  

ことから，大気汚染物質に暴露されると肺胞内環境が変わ  

り免疫機能が発現しやすい状玉酎二なることが示唆された。  

〔発 表〕e－26，29  

（4）都市域における光化学大気汚染生成機構解明に関  

する共同研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：若松仲司・上原 清・  

森口祐一  

〔期 間〕平成8年度（1996年度）  

〔内 容〕光化学大気汚染は世界の大都市地域において  

最も大きな大気環境問題である。特にメキシコシティは  

光化学オゾンの濃度が世界で最も高い地域として知られ  

ている。我が国においては，産業構造や都市構造の変化  

等による環境負荷の構造変化に伴って都心地域よりも郊  

外地域や山岳地域での光化学大気汚染物質の濃度が相対  

的に上昇しており汚染の広域化が問題となっている。本  

研究は山岳，盆地地域における光化学大気汚染機構の解  

明を主たる目的として共同研究を実施した。   

発生源条件や気象条件が大きく異なる二国間で国際共  

同研究を実施することにより光化学大気汚染生成機構に  

ついての総合的な理解を深めることができた。具体的に  

は日本・メキシコ双方で光化学オゾン，窒素酸化物，炭  

化水素成分等の大気中微量成分の測定や上空の風向，風  

嵐 大気安定度，混合層高度等の気象の観測を独自に行  

い，得られたデータを共通の手法により解析・評価し  

た。．また光化学大気汚染モデルの適用性評価を行い光化  

学大気汚染の生成機構に関する相互比較を行った。  

〔発 表〕b－202－204，206－208  

（6）微生物を活用する汚染土壌の浄化技術の開発に関  

する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：矢木修身・岩崎－▲弘  

水土壌圏環境部：内山裕夫・冨岡典子  

〔期 間〕平成8年度（1996年度）  

〔内 容〕トリクロロエチレン（TCE）等の揮発性有機  

塩素化合物を分解する能力を有するメタン酸化細菌の  

PCR反応（ポリメラーゼチェーン反応）を用いる迅速計  

数法について検討を加えた。TCE分解活性を有するメタ  

ン酸化細菌卜怖坤ゆ堺血sp．M株＝晩吻血血血虚血一  

画itm OB3b，Methylococcus caPslilatlLS Bathのメタ  

ンモノオキシゲナーゼ遺伝子配列を比較検討し，3株に  

共通の塩基配列を抽出した。この配列をプライマー  

（mmoX）とLて，PClモ反応を行い，地下水中のメタ  

ン酸化細菌の検出感度を調べた。すなわち，地下水をろ  

過し，菌体を回収し，フィルター上に回収された菌体を  

超音波熱処理を行いDNAを回収し，PCR法により増  

幅を試みた。その結果，日本各地のTCE汚染現場から  

単離したTCE分解活性を有するメタン酸化細菌が特異  

的に検出できることが判明した。この際，従属栄養細菌  
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を実施した。タイ，中国，日本等で分離培養された無菌  

株12株はGC含量．色素組成，脂肪酸組成及び形態の  

特徴により5つのグループに区分することができた。グ  

ループ1はGC含量42．7～47．2％でフィコシアニンのみ  

を有し，16：l（trans），16：2，16：3，ユ8：4の脂肪  

酸をもたないことで特徴づけられ，グループ2はGC含■  

量，脂肪酸組成はグループ1に類似するが，フィコエリ  

スリンを有することで特徴づけられる。グループ3は  

GC含量と色素組成でグループ1と類似するが，18：4  

の脂肪酸を有することで異なる。グルー7d4はGC含  

量，色素組成，脂肪酸組成でルーナ2に類似するが，細  

胞サイズが大きく，さらに補色適応を行うことで異な  

る。グループ5はGC含量が53，3ヲ占と他のグループよ  

り高く，糸状体の直径が最も大きく，さらに糸状体のま  

わりに固い鞘を発達させることで特徴づけられる。  

〔発 表〕H－36，37，40，h31”34，39－43  

やTCE分解活性を有さないメタン酸化細菌は検出され  

なかった。次に，本方法による地下水中のメタン酸化細  

菌の定量を試みた。PCR法はMPN法による計数と相  

関が認められた。またMPN法が4週間を要するのに対  

し，PC民法は10時間で測定が可能であることが判明Lた。  

2．10．6 国際共同研究（多国間型）  

（1）アジア地域の微生物研究ネットワー？に関する研究   

①有毒微細藻類とそれらの増殖制御技術の開発  

〔担当者〕化学環境部：彼谷邦光・佐野友春  

生物圏環境部：渡通 信・広木幹也  

〔期 間〕平成7”9年度（1995”1997年度）  

〔内 容〕本年度は（1）アジア地域における有毒微細  

藻類の異常発生の状況調査および有毒微細藻類の採集と  

それらの分離培養（2）微細藻類の生産する有毒物質の  

化学的性質の解明およぴ（3）有毒微細漢類の増殖を制  

御する微生物の探索を目標とした。これらの研究巨標に  

対して以下の成果を得た。   

＝）本年度は中国の内蒙古のダライ湖およびタイの南  

東部の飲料水源の調査を行った。ダライ湖の試料の主要  

藻類は藍藩のA71αわαβ一迫ノ加α叩αgで，タイの2カ所  

の飲料水順の主要微細藻類はともに 肌cγ叫岬厄  

α紬gイ7柑ぶαであった。これらの藍藻類を分離し，大量  

培養した。（2）これらの藍藻の生産する主要毒素はミ  

クロシスナンI」Rが100％のものとミクロシステン  

RR，LRおよびYRを含むものであることを明かにし  

た。また新規毒素LBしlを同定した。  

（3）有毒微細藻類の増殖を阻害する成分を酵母から単  

離し，構造決定した。また，有毒微細藻規を捕食する原  

生動物を武漢の池から採取した。  

〔発 表〕D－5，9   

（∋微細藻類の系統保存体制の整備と保存ネットワーク  

の構築  

〔担当者〕生 物 圏 環境部：広木幹也・渡迫 信・  

野崎久義  

社会環境システム部：清水 町  

〔期 間〕平成7－9年度（】995～1997年度）  

〔内 容〕本研究では，アジア地域より分離培養された  

微細藻類の適切な保存法の開発，微細藻類培養株のデー  

タベースの構築とその管理法の開発，微細藻類特定デー  

タ解析システムの構築を行うことを目的とする。   

シアノバクテリアの培養株27種144株について，凍  

結保存条件を検討した結果，ほとんどのシアノバクテリ  

アが凍結融解後生存することがわかった。細胞分裂能力  

をもとにした生存率とFDA法による生存率との間に  

r＝0．965という高い相関が確認された。16種26株のシ  

アノバクテリアの凍結融解後の生存率をFDA法により  

測定した結果，9種16株について60％以上の生存率  

が，4種4株について30－40％の生存率が得られた。  

シアノバクテリアA71αわαβ71α（アナベナ）属をモデルと  

して，微細藻類特定データ解析システムの設計を行っ  

た。アナベナ偶に所属する種の分軌二重要な26項目の形  

態形質を選び，試料データファイルと標準データファイル  

の2ボックスを設定した。試料データと標準データフ7イ  

ルに登録されているアナベナの標準種の形質との一致度か  

ら，どの種に対応するかサーチされた。細胞糸形状，形態   

②微細藻類の系統分類学的研究及び種の多様性の解析  

〔担当者〕生物圏環境部：漉逓 信・広木幹也・  

張 暁明  

化学環境部：彼谷邦光・佐野友春  

〔期 間〕平成7”9年度（1995－1997年度）  

〔内 容〕アジア地域の微細藻類の多様性を解明し，そ  

れらの形態・生理生化学的特性に基づく新たな分類・同  

売システムを構築し，分子系統学的解析を行う。   

本年度は，富栄養湖沼で水の華を形成するユレモ，0，  

αgαγdイ壱complexの種の実体を明らかにするための研究  
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駆細胞のマーカーになる可能性が考えられ，この点につ  

いて今後検討が必要である。  

（発 表〕e－55～57．60，65，66  

及び休眠胞子の形態に重きをおいて，計算した結果，シス  

テムの同定結果と専門家の同定結果はほとんど一致した。  

〔発 表】H－36．37，40，h－36，43～47  

（2）生活環境中の低周波電磁界の健康リスク評価に関  

わる実験研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：兜 眞徳・新田裕史  

環 境 健 康 部：崇河佳香  

〔期 間〕平成8年度（1996年度）  

〔内 容〕近年，いくつかの疫学調査によって，孜々が  

日常的に暴露されている程度の低レベル■の超低周波  

（ELF）電磁界（E～lF）によって白血病，脳腫瘍，乳  

癌などの発癌への影響が示唆されており，影響の可能性  

や，影響が考えられる場合の「量一反応関係」等の検討  

が急務となっている。本研究では，人が中で睡眠をとれ  

る程度のスペースを有する暴露装置を開発し，低レベル  

のELFEMFによる内分泌及び自律神経系への影響を  

評価する実験を行うことを目的として，開始した。実験  

設備については，3次元の100／∠T程度までの均等な磁  

界空間を発生するものを年度内に作成した。これほ，国  

際的にみても，これまで米国の1研究所で作成使用され  

ているものと同等の規格を有するもので．変動や周波数  

成分などを任意に変更可能となっている。一方，内分泌  

影響については，人を対象とした1日24時間のメラト  

ニンの変動について，唾液や尿サンプルを用いたモニ  

ター法を確立した。さらに，自律神経系への影響につい  

ては，心拍間隔変動を経時的にモニターし，RR間隔の  

変動についてのパワースペクトル成分を求めて，副交感  

神経・交感神経系の活動を推定する方法について．所要の  

基礎的な検討を終了した。現在，これらの諸検討結果を総  

合し，暴露装置を用いた実験を開始しているところである。  

■〔発 表〕B27，Z9，30～32，b－91，95  

2．10．7 重点基礎研究  

・（1）新しい表面マーカーによるアレルギー制御丁細  

胞の検出技術に関する基礎的研究  

〔担当者〕環境健康部：野原恵子・藤巻秀和・  

国本 学・石堂正美  

生物圏環境部：佐治 光  

〔期 間〕平成8年度（1996年度）  

〔内 容〕近年，ヘルパーT細胞（CD4＋T細胞）が免  

疫刺激を受けて活性化しさらに分化して生じるThlお  

よびTh2という細胞がアレルギー反応の制御に重要な  

役割を持つことが明らかにされている。ガングリオシド  

はT細胞の活性化や分化に関与する細胞膜成分であ  

る。私たちは先に，ラットのT細胞および主として未成  

熟丁稚胞からなる胸腺細胞の主要ガングリオシドGD】c  

（NeuGc，NeuGe），および活性化胸腺細胞でGDIc  

（NeuGc．NeuGc）と同程度の量出現してくるGDlb  

（NeuGc，NeuGc）を構造決意した。本研究ではラットお  

よぴマウスにおいて，これらのガングリオシドのT細  

胞マーカーとしての有用性を検討した。   

抗GDlb（NeuGe，NcuGc）モノクローナル抗体を用い  

たセルソ一夕一分析の結果，GDlb（NeuGc，NeuGc）は活  

性化したラットの胸腺細胞にのみ出現し，ラッ．トの活性  

化胸腺細胞サブセットのマーカーとなりうることが明ら  

かとなった。一九 GDIc（NeuGc，NeuGc）はラットと  

マウスのヘルパーT細胞とCD4＋成熟胸腺細胞のサブ  

セットに存在した。このガングリオシドに対するモノク  

ローナル抗体AClはラットおよびマウスT細胞への抗  

CD4抗体の結合を阻害し，GDIc（NeuGc．NeuGc）がT  

細胞活性化の補助レセプターとして働くCD4分子の近  

傍に存在することが示唆された。さらにACl抗体の投  

与によってマウスにおける抗原特異的IgEの産生量や  

サイトカインlし2，lFNγ，lL－4の産生パターンが  

変化することが明らかとなり，AClがヘルパーT細胞  

のThlまたはTh2細胞への分化を修飾する可能性が  

示された。以上の結果から，GDIc（NeuGc，NeuGc）は  

ラットとマウスにおいてヘルパーT細胞の活性化や分  

化に機能的に関与する分子であることが示唆された。こ  

のガングリオシドの存在量の差がThlまたはTh2前  

2．10．8 生活・社会基盤研究  

（1）環境保全と資源の持続的利用に資する地域エコシ  

ステムの開発に関する研究   

①流域汚濁付加削減管理手法の開発に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：松重一夫  

〔期 間〕平成7－9年度（1995～1997年度）  

〔内 容〕市町村べ一スでの流域管理のための地理情報  

システム構築を行い，適正な管理手法を明らかにする目  

的で研究を行った。平成8年度は．霞ケ浦流域市町村1  
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つであるつくば市を対象に，町丁字単位での各種統計  

データを収集し，地図情報，航空写其，現地調査などに  

よって，国勢調査区囲凍位での人口，土地利用などの環  

境情報データベースをパソコン利用地理情報システム上  

に構築した。さらにこれらのデータから窒素，リン，有  

終物及びゴミについて発生源負荷量を推定しデータベー  

ス化を行い，処理形態のデータと組み合わせ，緋出負荷  

量を求めた。降雨，水道，地下水利用，農業用水等の水  

の流れを明らかにし，各水系毎に水路図を作成し，地理  

情報システム上にデータ化した。各水系を2次河jll，3  

次河川等の小流域に分割し，小流域単位での水収支，物  

質収支を明らかにし，平均水質の水質予測を行った。   

これらのデータベースを地区‖青報とLて提示し，各種  

保全対策の流域管理情報として活用する。また，地図上  

に特定地域を指恵し，処理形態を変化させた場合や各楼  

閣発行為に伴う水質変化の予測を行う。このような操作  

により，各種の汚濁負荷対策を行った場合，例えば合併  

浄化槽を普及させたときの効果などについて評価を行った。  

〔発 表〕K98．b168，169  

また．硝化反応は安定状態に入りHRTを24，18，12，  

6時間，10℃においては4時間とした場合，硝化率は  

90％以上と非常に高い借が得られ続け，充てん担体の  

目詰まり，逆洗操作による硝化反応の低Fがみられず．  

高い徹生酬呆持能力を碓持できることを明らかにした。  

また，低水温Fになるほど硝化反応より脱窒反応の方が  

絆遠因子となる傾向にあったが，流入負荷を高めること  

により効率的な硝化脱窒反応の行われることが明らかと  

なった。また，リン除去能としては，対照系で処理水中  

のT－Pが2”3mg／‖蔓度であったのに対して，リン酉変  

イオンを選択的に吸着できるセブントールThtPを充填  

した吸着法ではT－P O．2～0．3mg／J，アルミニウム電極  

を用いた電解法では70”97％の範囲でリン除去能が保  

持された。これらのことから，コンパクト化を目指した  

高度処理プロセスとして物理的リン除去を組み込んだ生  

物膜ろ過法の有効性を明らかにすることができた。  

〔発 表〕K－40，b－13，14．17－19．24，Z5，29，38，略53．  

56，58，72  

（3）日常生活における快適な睡眠の確保に関する総合  

研究   

①生体リズムの睡眠・覚儲調節作川に関する研究  

一環境ストレスによる生体リズムヘの影響と感受性の固  

体差の解明  

〔担当者〕地域環境研究グループ：兜 眞徳・影山隆之■  

環 境 健 康 部：畢河佳香  

【期 間〕平成8～10年度（】996（」998年度）  

〔内 容〕陣眠に影響を与える物理的要因として，夜間  

の道路騒音，電磁界暴露あるいは照明環境等の影響が示  

唆されており，快適睡眠保全の観点から，それら影響の  

評価と対策法を探ることを目的として，本校学調査を開  

始した。本年度は，東京都l†亘の住民男子約500名と沖  

縄のK鳥の住民男女約ユ，000名を対象とLて，不眠症や  

睡眠の取り方等に関するアンケート調査を，前者では郵  

送法，また後者では個別訪問により実施した。また，前  

回行ったアンケート調査の結果から，すでに不眠症  

（「入眠困難」，「中途覚醒」，「早朝覚醒」「覚醒時  

の不眠感」が週1回以上1カ月以上持続しているも  

の）と判定されている都内1区の主婦約30名を対象と  

して，連続一週間の超低樹液電磁界への個人暴露測定を  

行い，不眠症との関連について解析中である。なお，測  

定は米国Enertech社のEMDEXLTTEを用い，1分．F  

（2）生活排水等の循環共生型処理技術の開発に関する  

研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平・水落元之  

水土壌国環境部：西村 修  

〔期 間〕平成7”9年度（1995”1997年度）  

〔内 容〕窒素，リン，有機物の高度処理，汚泥の減量  

化処疲システムのさらなるコンパクト化等を考慮した  

高性能な小型合併処理浄化槽の開発に対する社会的要請  

は年々強〈なってきている。そのため，流入負荷条件，  

運転条件の変動に対して耐性可能となるような諸環境因  

子の解明，運転条件の最適化を艮lることが極めて重要で  

ある。本研究では，流量調整型嫌気ろ床接触ばっ気方  

式，流量調整型嫌気ろ床生物膜ろ過方式を適用し，本年  

度は窒素等の処理特性に及ぼす水温，負荷条件，逆洗等  

の環境因子の影響，および吸着法，電解法によるリン除  

去プロセスの基礎的設計等について解析を行い，コンパ  

クト化を目途した適正な逆洗条件，最適運転条件を明ら  

かにすることを目的として実験を行った。   

生物膜ろ過槽にかける逆洗は，処理能力の低下時期に  

て開始した結果，BOD除去はどの水温においても90％  

以上と高い状態であり，処理水中のBOD濃度はおおむ  

ね10mg／J以下と良好な水質が得られる結果となった。  
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との3方向軸の磁界瞬時倍の実効値（rms）を測定・記  

録した。上記アンケート調査結果については現在解析中  

であり，得られた知見については追って報告する。な  

お，前回の都内Ⅰ区の主婦を対象としたアンケート調査  

では，不眠症の頻度は，幹線道路沿道では，後背地の  

数％に比較して約2倍であった。  

〔発 表〕B24－26，b－82〝85，88，95  

〔内 容〕－重点研究支援協力員の協力を得て，重点研究  

テーマ3課題を実施し，次のような成果を得た。   

①衛星利別こよる環境計測に関する研究   

ADEOS衛星搭載のオゾン層観測センサーである，  

【LAS（改良型大気周縁赤外分光計）のデータ質の判定  

に閲し，気象データや過去の衛星データの収集・整理，  

データ解析ソフトウェアの開発，データ質判定の標準  

データセットの作成を行った。   

つくばと沖縄県黒島にある人工衛星NOAA受信局か  

ら得られる画像データを処理，解析し，東アジア地域の  

植生分布図を作成するためのシステム開発を行った。  

②環境リスク評価に関する研究   

環境中の変異原物質をモニターするための遺伝子  

rpsLを導入した遺伝子導入ゼブラフィッシュ作製を試  

みた。その結乳 モニター遺伝子の組み込まれた3種類  

のゼブラフィッシュ系統を得ることができた。   

環境中の有害化学物質の生物への影響を明らかにする  

ために，実験的に有害物質に暴露した動物・微生物など  

の細胞形態の変化，元素の局所分布の変化などを，電子  

顕微鏡とⅩ線マイクロアナライザーを用いて分析した。   

③環境計測の高度化に関する研究   

環境串における物質の循環を明らかにするために，無  

機元素（炭素，窒素，イオウ，錆など）の安定同位体比  

を精密に測定するための試料処理法および測定法の問題  

点を検討し，環境計測の高度化に向けて改良を加えた。   

地上観測局や船舶を利用した温室効果ガス等の大気微  

量成分の観測システムを高度化する技術開発において，  

大気捕集瓶を用いた温室効果ガスの自動分析システムの  

整備・調整を行った。  

〔発 表〕a－142，144，e－6，C23，24，E－3  

（4）スギ花粉症克月別こ向けた総合的研究に関する調査   

（FS）  

〔担当者〕地域環境研究グループ：新田裕史  

〔期 間〕平成8年度（1996年度）  

〔内 容〕スギ花粉症克服に向けた総合的研究のFS調  

査として，花粉症と大気汚染物質との関係，および個人  

モニターによる生活環境での花粉暴露および花粉の自動  

計測装置の開発の2課題について，研究の現状と課題と  

今後の研究課題に関して，既存の知見に基づいて整理・  

検討を加えた。その結果，花粉症と大気汚染物質の関係  

については，動物実験からは関連性を肯定する知見が多  

くみられるものの，疫学研究による知見は肯定するも  

の，否定するもの両者の報告があり，今後さらに検討す  

る必要があると考えられた。花粉の自動計測装置につい  

ては，装置を構成するために必要な要素技術については  

すでに確立したものが多いと考えられるが，■スギ花粉の  

サンプリング，免疫反応を応用したスギ花粉に特異的検  

出方法などをさらに検討することにより，実用的な装置  

の開発を目指すべきであると考え．られた。また，スギ花  

粉飛散数測定の自動化は飛散予測・予報の高度化に大き  

く貢献するものと期待される。  

〔発 表〕K－4  

2．】0．9 重点研究支援協力員制度  

（1）環墳モニタリング手法開発のための基慢技術研究  

〔担当者〕地球環境研究グルドプ：笹野泰弘・飯田隼人＊  

社会環境システム部：田村正行・徳村公昭＊  

環 境 健 康 部：青木康展・天沼喜美子＊  

化 学 環 境 部：安原昭夫・富永 淳・  

仲間純子－・橋本俊次＊  

地球環境研究センター：安岡善文・藤沼康実・  

松平俊次象  

（■重点研究支援協力員）  

〔期 間〕平成7－11年度（1995～ユ999年度）  

2．10．10 緊急研究  

（＝ナホトカ号油流出率故による環境影響に関する緊  

急研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：森田昌敏  

〔期 間〕平成8年度（1996年度）  

〔内 容〕ナホトカ号流出量袖について，その汚染の環  

境への評価をするために，1）一般的な特徴の記述，  

2）毒性・悪臭等で注目される物質の探索，3）環境動  

態を追跡する上での指標物質の探索，の3つの立場から  

分析を行った。主成分は直鎖状のnlアルカンで，炭素  

数20前後が最も多く，典型的な重油のパターンであっ   
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た。ベンゼンやトルエンなど毒性面から注目される揮発  

性の高い成分はほとんど含まれておらず，この点でも通  

常の重油と特に違いはなかった。臭気成分の探索過程で  

多種類の側鎖をもつ芳香族化合物が見つかったが，これ  

も石油に一般的な傾向で，特に注目すべき化合物は認め  

られていない。   

油成分の環境中の動きを追跡する指標としては，硫黄  

を含むジペンゾチオフェン類と多環芳香族化合物（PAH）  

の特徴的パターンが各地の漂着渦や海水抽出物中に認め  

られた。代表的なPAHの一つであるベンゾ（α）ビレ  

ンは，漂着油の周囲の海水中に通常の1～2桁高い濃度  

で見つかり，また漂着場所付近での，海岸生物において  

も検出された。高分解能ガスクロマトグラフ／質量分析  

法及び原子発光検出法によって重油のパターン分析が精  

密に行えることが明らかとなった。   
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2．11海洋開発および地球科学技術調査研究促進費による研究  

2．11．1地球環境遠隔探査技術等の研究  

（1）月掩蔽法大気周縁分光計  

〔担当者〕地球環境研究グループ：鈴木 睦・笹野泰弘・  

横田達也  

地球環境研究センター：神沢 博  

〔期 間〕平成8～10年度（1996～1998年度）  

【内 容〕環境庁の衛星センサー，1LAS・ILASrHi  

太陽掩耐去式大気周縁分光計であり，赤外分光器として  

極めて小型ながらも，高い掛別精度・鉛直分解能，幅広  

い観測対象を特徴とする。しかし観測原理上，観測地理  

領域が衛星軌道により制約され，ADEOSからは極故に  

特化した観測が行える。掩掛去観測では．月・恒星等も  

光源とすることが可能であり，近赤外城での月掩蔽法に  

より，ILASでは観測できない極夜の内部領域や全球的  

観測が可能となると考えられる。そのための観測原理の  

検討から実際的な装置の試作と地上試験による考証を行  

う。しかし，類似センサーの開発例が無いため早期に概  

念検討と室内実験による実現性の実証が必要とされている。   

大気光学計算等から．月観測の可能性・観測可能化学  

種などの検討を行った。小型FTIRに近赤外用横山器を  

取り付け，月及び同程度の輝度を有する昼間の大気散乱  

光の予備的観潮を行い，これまでの理論的検討の検証を  

行い，近赤外域での大気観測の有刺生を示した。  

〔発 表〕A－16，33，34，a－18，20，21，29←31，33～36  

オールメータの観測を実施し，これらのデータを合わせ  

て解析することによってエアロゾルの分布および光学パ  

ラメータを導出し，エアロゾルの高度分布をモデル化し  

た。後期では，ラマン散乱法を導入し，レーザーレー  

ダーによるエアロゾルの定量測定の精度を改善するとと  

もに，小型レーザーレーダーを併用して観測の頻度を上  

げることによって，エアロゾル分布の動態をより詳細に  

把捉することを目指す。平成8年度は，全天候型の小型  

レーザーレーダーによる観測を開始し，通年にわたって  

ほぼ連続してエアロゾルおよび雲の観測を実施した。  

【発 表〕F－18，f27．44．45  

（2）エルニーニョ南方振動（ENSO）機構の解明  

（ENSOに伴う熱帯対流活動の変化に関する研究）  

〔担当者〕大気圏環境部：高薮 緑・沼口 敦・  

鵜野伊津志・菅田誠治  

〔期 間〕平成6～10年度（1994”1998年度）  

〔内 容〕熱帯対流活動の大規模（数千km）組織化の  

特徴が，ENSOに伴いどのように変化するかを明らかに  

する。さらに，このような対流雲擾乱の特徴の変化が  

ENSOのような時間空間的にスケールの大きい現象に対  

し，どのようなフィードバックをもたらすかを調べる。  

そのために，蓄積された衛星データを利用して移動性の  

要一大気撞乱を総合的・統計的に解析し，気候値および  

ENSOに伴う変化を解明する。また，TOGA－COARE’  

（熱帯海洋および全球大気プログラム，海洋一大気結合  

実験）のような総合観測データおよび大循環モデルを利  

用L，移動性擾乱とENSOとの相互関係について知見  

を得ることを目指す。   

本年度は，TOGArCOARE集中観測期間中のIMET  

ブイ観測による放射フラツクスデータと船舶からの雲量  

観測を利用することにより，ISCCI〕（国際衛星空気候計  

画）の下層雲量を補正し雲データと放射モデルによる海  

面放射収支計算の改良を試みた。衛星からの「F‾層雲量過  

少評価による上向き長波フラックス過大評価が約10  

W／m2改善さゴtた。  

〔発 表〕F－22  

2，11．2 地球科学技術特定調査研究  

（1）地球温暖化の原因物質の全球的挙動とその影響等   

l；関する観測研究   

①大気微量気体とエアロゾルの濃度・組成の変動に関  

する観測的研究－エアロゾルの大気中濃度・組成の変動  

に関する産別則的研究一陣上からの観測的研究  

〔担当者〕大気圏環境部二杉本伸夫・松井一・郎  

〔期 間〕平成2－11年度（1990”1999年度）  

〔内 容〕対流圏および成層圏のエアロゾルの濃度の長  

期的変動を把握するためのレーザーレーダげ観測を実施  

し，気候モデルの入力ためのエアロゾル分布モデルを作  

成することを目標とする。前期5年間では，大型レー  

ザーレーダーによる観測と，サンフォトメータ，オリ  
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2．12 文部省・科学研究費補助金による研究  

の雲システムに伴う放射効果の違いを示した。また，大  

規模なMadden－Jtllianシステムの移動に伴い様々なタ  

イプの雲が消長することにより，放射効果が時間的に変  

化する様子を明らかにした。  

〔発 表〕f－31，32  

（1）エネルギー指標・環境指標・経済指標にもとづ〈   

「都市の進化」のモデリング  

〔担当者〕地球環境研究センター：一ノ瀬俊明  

〔期 間〕平成8年度（1996年度）  

〔内 容〕都市の発展の度合を表題の指標で表現し，  

「都市の進化論」を組み上げることを目標とする。州レ  

ベルでのデータ収集が終了した土地利用比率を対象と  

し，解析手法の開発を行った。対象地域はアジアの20  

カ国である。人口密度と農地率の関係によれば，南アジ  

アにおいては，農地率は人口密度にほぼ比例して上昇し  

ており，i970年以降その関係にはあまり変化が見られ  

ない。一方台湾及び韓国では，1970年時点でインドに  

類似り関係が見られるものの，時間の経過とともに人口  

密度の高い地域における農地率が低下する。これら2つ  

の地域の間では経済的発展のステージが異なを），増加す  

る人口を養うためその増加に対応して農地を増やす国と，  

食糧生産を他の地域に依存し，農地を減らして農業以外の  

産業にシフトする国という相違があるように思われる。実  

際台湾で1点1点の動きを追ってみると，人口密度で  

500人／kn12を超えるあたりから農地率の減少が見られる。  

〔発 表〕i－4  

（3）液状化による砂屑の堆積構造の変化が強度特性に   

及ぼす影響に関する基礎的研究  

〔担当者〕水土壌圏環境部：陶野郁雄  

日 本 大 学：遠藤邦彦  

茨 城 大 学：安原一哉  

道 都 大 学：鈴木正章  

〔期 間〕平成7～9年度（1995～1997年度）  

〔内 容〕液状化によって引き起こされる－・次的な堆積  

構造の変化や乱れ具合を地質学的・地盤工学的に検討す  

るため，1993年北海道南西沖地震および1995年兵庫県  

南部地震により液状化が発生した地域を対象として開削  

調査を行った。   

①北海道の北桧lU町と今金町では，噴砂を伴った亀裂  

を横切る多数のトレンチを掘削した。砂脈は表層の砂質  

シルト層中に認められ，その下位の砂礫層中から立ち上  

がっていた。液状化層は完新世末期の河成砂礫層である  

と推定され，砂脈を充填している液状化砂は表層に向  

かって徐々に細粒化する傾向を示していた。   

⑦神戸市灘区における開削調査では，深度約1．8m以  

探で砂脈が不明瞭となっていたが，この砂を採取して粒  

度分析を行ったところ埋立マサ土と類似していた。砂脈  

を充填する堆積物の粘度組成は下位から上位に向かって  

次第に埋立マサ土領域から細粒へとまた淘汰が進む方向  

に変化していた。深度1．5－約10m間に分布する埋立マ  

サ土層の上部が液状化したものと推定された。  

〔発 表〕G23，g－24，26，28，31  

（2）衛星観測による大陸規模の水・エネルギーフロー   

の解明一熱帯域の大規模降水システムに伴う水循環  

の解明に関する研究  

〔担当者〕大気圏環境部：高薮 緑  

〔期 間〕平成8年度（1996年度）  

〔内 容〕季節内変動＞スーパークラスター＞赤道波擾  

乱＞雲クラスターのように階層化した熱帯の大規模降水  

システムにおける水循環および放射過程を解析し，シス  

テムの組織化機構において水と放射の果たす役割を明ら  

かにすることを目的としている。   

本年度は，衛星観測（lSCCP Dl）による雲の光学的  

厚さ，雲頂温度，雲量データと精密な1次元放射平衡モデ  

ルとを用い，長波（4－100／Jm）◆短波（0．2－4／Jm）  

領域において，大気上端の放射フラックスおよび大気加  

鮒二対する雲の効果を計算した。特に西太平洋暖水域・  

東太平洋偏東風城の2領域での1990年3月の時系列を  

定量的に求め，海面水温等の異なる大規模場条件の下で  

（4）環境汚染物質に対するアレルギー反応性のヒトと   

マウスでの比較  

〔担当者〕環境健康部：藤巻秀和  

化学環境部：白石不二雄  

慈恵医科大学：実吉健策  

〔期 間〕平成7－9年度（1995”．1997年度）  
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〔内 容〕環境汚染物質のヒトの健康への影響を評価す  

るときに，実験動物で得られた知見をヒトヘの影響とし  

て直接外挿はできない。しかしながら，外挿するための  

最良の方法は見いだされていない。ヒトヘの外挿の問題  

に科学的知見を提供するため，本研究では，環境汚染物  

質に対すると卜とマウスの細胞における感受性を比較す  

る目的で，アレルギー反応に関与する細胞群に焦点をあ  

て細胞増殖やサイトカイン産生への影響について検討し  

ている。マウス骨髄由来培養肥満細胞とヒト幼若好塩基  

球細胞のホルムアルデヒド暴露による細胞増殖能の比較  

では，低濃度暴露による細胞増殖の尤進が好塩基球ではみ  

られたが，肥満細胞ではみられなかった。サイトカイン産  

生への影響検車では，活性化していないマウス肥満細胞へ  

の低濃度ホルムアルデヒドの暴露では産生はみられなかっ  

たが，抗原やAZ3187により活性化した肥満細胞への暴露  

ではインターロイキン4や6の直生の増強が認められた。  

〔発 表〕E35，36，39，40  

〔期 間〕平成8（」0年度（1996－1998年度）  

〔内 容〕近年とくに生活パターンの夜型化が進行して  

おり，夜間の活動や昼夜シフトの勤務等も増加してい  

る。こうした睡眠覚醒リズムの変化がストレスや不眠症  

の原因となることが示唆されているが，その本態につい  

てはなお不明な部分が多い。本研究では，都内及びN  

県，G県及び0県の3カ所で行っている不眠症の疫学  

調査において見いだされた極端な睡眠覚醒リズムを示す  

ケース，すなわち■一short sleeper’’∴‘long sleeper’’，  

”daytlme Sleeper”，“nighttime sleeper”について，  

その自覚的及び他覚的な睡眠の評価を行うほか，職域で  

も同様な睡眠調査を行い，昼夜シフト業務や極端な睡眠  

覚醒リズムを示すケースについて同様に詳細な評価研究  

を行うことを目的としている。他覚的評価としては，カ  

テコールアミン，コロチコステロン，メラトニン等の内  

分泌系及び心拍間隔変動のパワースペクトル成分を用い  

た自律神経系機能指標を用いる。また，心拍間隔変動の  

パワースペクトル解析から得られる超低周波成分は，睡  

眠のうちの「探睡眠」を示す指標であることが示されて  

きたので，心拍間隔のモニターデータを用いた睡眠の直  

接的な評価も可能である。初年度である平成8年度にお  

いては，同調査のための基礎的な検討を行い，調査に協  

力してもらえる対象者の選定を行い，現在調査中であ  

る。  

〔発 表〕B－24”26，b82～85、88，95  

（5）砂分を多量に含む粘性土の繰返し庄密特性に関す  

る基礎的研究  

〔担当者〕水土壌圏環境部：陶野郁雄  

〔期 間〕平成8～10年度（1996－1998年度）  

〔内 容〕砂分を多量に含む粘性土の繰返し往密試験を  

行えるようにするために，．全自動繰返し庄密試験装置を  

改良した。砂質粘性土を用いて繰返し圧密試験を行い，  

1秒に1回の割合でひずみ量を読み取り精度0．001mm  

の計測器によってデータを収録Lたところ，収録した  

データ数が十分でないことがわかった。そのため，0．1  

秒間に1回の割合でデータを収録できるように試験装置  

の一部の改造にとりかかった。   

試験装置を改造している間，繰返し圧密試験を実施するこ  

とができないため，主に砂質地盤で構成される上越市の高田  

市街地において，消雪周に多量に地下水を揚水している深度  

30～40m付近の帯水層の地下水位と地層収縮量を新たに  

開発した持ち運びのできる簡便な地盤沈下測定装置を用い  

て測定して，地下水位の短期的な変動量と地盤沈下量の関  

係を明らかにした。国立環境研究所研究報告にまとめた。  

〔発 表〕G－19，g－22  

（7）lgGlを介する新しいタイプのぜん点種病態発現  

メカニズムの解明に関する実験的研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：嵯峨井勝・市瀬孝道・  

高野裕久  

【期 間〕平成8－9年度（ユ996－1997年度）  

〔内 容〕我々は，ディーゼル排気微粒子（DEP）を  

アレルゲンとともにマウスに気管内投与すると，好酸球  

の浸潤を伴うぜん息様病態が発現することを見いだL  

た。しかし，この時のぜん息様反応は，lgEと肥満細胞  

が関与するⅠ型アレルギー反応ではなく，IgGlが著し  

く増加していた。   

今軋 このメカニズムを解明するため，IgE抗体産生  

能の高いBALB／cマウスとIgG産生能の高いC3H／He  

系マウスにDEPと卵白アルブミン（OA）を繰り返し  

投与した。その結果，両マウスでIgE増加は見られ  

ず，IgGlの増加が認められた。また，好酸球浸潤と  

（6）睡眠覚醒リズムのシフトと不眠症のストレス評価   

に係わる生理内分泌学的研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：兜 眞徳  
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るペン毛虫，ベン毛藻，繊毛虫，太陽軋 アメーバを初  

めて明らかにした。  

〔発 表〕B－70，b－135  

1L－5はC3H／Heマウスでのみ認められた。このこと  

から，DEPによるぜん息横柄態発現には，IgGlとIL5  

が増加するかどうかが重要な因子であることが示唆された。  

（10）アオコが生産する毒物質，ミクロシスチンの湖沼   

生態系における挙動に関する研究  

〔担当者〕生物圏環境部：渡逓 信  

化学環境部：彼谷邦光  

〔期 間〕平成6－8年度（1994～1996年度）  

〔内 容〕霞ケ浦及び印旛沼においてアオコ細胞中の毒  

素ミクロシスチン量は74－632／∠g／gと変動し，湖水中  

には0－0，33／∠g／gの濃度で溶解し．動物プランクトン  

β05†血Ⅶカ血揖に6．3－270〃g／gの濃度で蓄積してい  

ることがわかった。混合栄養を行う黄金色藻類ポテリオ  

オクロモナスは有毒アオコを捕食し，消化して増殖す  

る。消化されたアオコ細胞より放出された毒素ミクロシ  

ステンのほとんどは分解されず，細胞外へ放出されるこ  

とがわかった。タマミジンコに対する有毒アオコの影響  

を調べた結果，タマミジンコに致死影響を及ぼす毒成分  

はミクロシスナンではないが，その合成と密接に関連し  

ている物質であることがわかった。食用ガエル  

肋∽gりJわのオタマジャクシは有毒アオコ及びそれが  

産生する毒素の影響を全くうけず，有毒アオコを餌とし  

て摂食し，カエルまで成長すること，また，オタマジャ  

クシは有毒アオコを活発に摂食することで有毒アオコの  

水の華を減少させることが判明した。  

〔発 表〕H－38，39，4l，h－30，35，38  

（8）野生生物個体群の生存力の評価手法に関する研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：椿 宜高・高相健二・  

永田尚志  

〔期 間〕平成8－10年度（1996－1998年度）  

〔内 容〕世界中で生物多様性の減少および野生生物種  

の絶滅が問題となり，その対策が緊急の課題となりつつ  

ある。種の絶滅の原因には死亡・出生の偶然変動，環境  

の偶然変動，カタストローフ，遺伝的多様性の減少によ  

る平均適応度の低下などがあげられる。その中心課題ゐ  

ひとつとして，遺伝的多様性の減少が種の絶滅を加速し  

ている可能性が多くの研究者によって指摘されている。  

しかし，遺伝変異の減少の記載は少なからずあるもの  

の，その生態学的なメカニズムに関してはほとんど明ら  

かになっていない。この研究では動物の適応度（生存・  

繁殖）の指標としての左石対称性のゆらぎの振舞いを生  

態学と遺伝学の両面から明らかにする。  

〔内 容〕A－4ユ，42，44，45，100，a－38，44，63，64，134－  
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（9）湖沼における従属及び半独立栄茸性ベン毛藻の分  

布とその役割に関する基礎的研究  

【担当者〕地域環境研究グループ：高村典子  

〔期 間〕平成6”8年度（1994－1996年度）  

〔内 容〕湖水の栄養レベルの異なる日本の31湖沼で．  

湖の表層水中に出現した細菌，ピコシアノバクテリア，  

真核性ピコプランクトン，ベン毛虫（藻），そして繊毛  

虫の密度を水温が律達しない時期に調べ，湖水の栄養塩  

濃度との関係，または微小生物間の密度の関係を検討し  

た。その結果，細菌の密度と繊毛虫の密度がともに全リ  

ン量，全窒素量，クロロフィルα量と正の相関を示し，  

TN：TP比と負の相関を示した。対数変換した繊毛虫  

の密度は対数変換したクロロフィルα量の一次回帰式で  

表せた。今回求めた細菌と繊毛虫の密度やそれらを表す  

回帰式は従来の報告値と大きく異なることはなかった。  

しかし，ベン毛虫の密度は過去の報告ほど高くはなく，  

従来報告されているように細菌の密度と密な関係は得ら  

れなかった。ハイビジョンカ．メラを用いることによっ  

て，湖水の栄養レベルの異なる日本の15湖沼に出現す  

（‖）ダイオキシンとその類縁体の分子構造及び構造毒  

性相関に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：森田昌敏  

〔期 間〕平成7～8年度（1995－1996年度）  

〔内 容〕い〈つかのダイオキシン異性体類の結晶を得  

てⅩ線結晶解析により分子の三次元構造を明らかとする  

ことを試みた。1，3，6，8一国塩化ダイオキシンの構造が決  

定された。毒性構造相関として予備的なバイオアツセイ  

の結果ではl，2，4，7，8LPCDDに弱い毒性と認めた。  

（12）環境汚染のタイムカプセル■■入皮”の研究  

〔担当者〕地球環境研究グループ：佐竹研一・  

地域環境研究グループ：西川雅高  

化 学 環 境 部：田中 敦  
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〔期周〕平成7－8年度（1995－1996年度）  

〔内 容〕樹木彬）の幹の中には樹木の傷の修復過程  

で樹体内に閉じこめられた外樹皮（入皮）が存在する。  

この外樹皮は生成当時の汚染物質を蓄積しているので環  

境汚染のタイムカプセルと考えることができる。この  

“入皮”に注目し，江戸時代の鉛汚染の程度と現代の鉛  

汚染の程度を比較すると，鉛による大気汚染は栃木県の  

日光で江戸時代よりも約1000倍進んでいることが明ら  

かとなった。一方，同様の調査を鹿児島県の屋久島で  

行ったところ，汚染は江戸時代のそれの約数十倍であっ  

た。この調査に用いた日光の杉は樹齢約350年のもの  

で，幹の中には江戸時代中期の1760年から約20年間で  

形成された人皮が存在し，その中の鉛の量が約0．15  

ppmであったのに対し，現在の汚染は150ppmであっ  

たのである。  

研究を行った。この結果，ルIRイメージ上で胆管線維症  

6例，肝紫斑症8例，高分化型肝細胞癌及び過形成結節  

3例，嚢胞3例，脂肪変成2例を識別することができ  

た。さらに，画像のコントラスト，特に，ダイナミック  

スタデイにおける信号増強の綻時変化から，肝細胞癌及  

び過形成結節をその他の疾患と鑑別できることがわかっ  

た。この結果は，同一個体を用いた長期繰り返し観察に  

おいて肝細胞痛を同定するためにきわめて有用である。  

また，高齢LECラット肝において，肝細胞癌のみなら  

ず肝紫斑症が頻発することを初めて示し，そのMRイ  

メージにおけるキャラクタリゼーションを確立した。  

〔発 表〕E43，e－74，75，78，79  

（15）・植生景観の好みに及ぼす居住環境の影響解明  

〔担当者〕社会環境システム部：青木陽二  

山 梨 大 学：北村真一  

千 葉 大 学：古谷勝則  

国立科学博物館：近田文弘  

〔期 間〕平成8”9年度（1996－1997年度）  

〔内 容〕本研究は，日本の景観の特徴が多様な植生に  

よってもたらされているという外国人の指摘に従い，ど  

のような植生景観がどのような店住環境に住む人々に  

よって好まれているかを明らかにするものである。研究  

対象として日本で最も多様な植物群落が見られる南アル  

ブス周辺地域を選び，長野県，山梨県，静岡県の学識  

者，国立公債l管理者，市町村，一般住民の協力を得て，  

多様な植生景観を撮影した写真を収集した。また写真が  

撮影された現地を訪ね，視対象と視点を確認した。また  

当該地域の植生囲や地形匡Ⅰなど植生景観を分析するため  

の資料を人手した。収集した写真をZ軸で分類した。一  

つは高度差を考慮した植生帯で高山帯，亜高山針葉樹  

帯，落葉樹帯，常緑広葉樹帯を12クラスに分け，他方  

は写真に含まれる近景，中景，遠景の割合を用いて6ク  

ラスに分けた。そして，それぞれの分類群から，代表的  

写真の選定を行った。  

（13）大気中有機ハロゲン化合物測定のための極低濃度  

標準ガスの保存性に関する研究  

〔担当者〕化学環境部：横内陽子  

〔期 間〕平成8～9年度（1996－1997年度）  

〔内 容〕塩化メチル，臭化メチル，ヨウ化メチル，四  

塩化炭素，トリクロロエチレン，テトラクロロエチレン  

の7種類の有様ハロゲン化合物の1ppb，100ppt標準  

ガスを調整し，5種類の容器（汎用アルミニウム谷器，  

アルミニウム1s容器，汎用マンガン鋼容器．マンガン  

鋼1s容器，ニッケルメッキマンガン鋼容器）に加圧  

（100気圧）充填して保存試験に供した。その結果，表  

面が滑らかな1s容器が低濃度ハロカーボン標準ガスの  

保存に優れ，アルミニウム1s容器が四塩化炭素も含め  

て最もよい成績であった。汎用容器の場合，特に臭化メ  

チル．ヨウ化メチルの減少が顕著であった。  

（14）MRイメージング法によるLECラット肝におけ  

る多段階発痛説の検証に関する研究  

〔担当者〕環境健康部：三森文行t山根一祐  

筑波大学：板井悠二  

〔期 間〕平成8”10年度（1996－1998年度）  

〔内 容〕2年間にわたって長期的に繰り返し観察を行  

うために，LECラット17匹を長期実験群として設定し  

た。さらに，上記とは別に57週から】04過齢の高齢  

LECラット11匹を確保し，肝のMRイメージ測定と病  

■理診断を組み合わせた，肝疾患の鑑別診断確立のための  

（16）大深度立坑を利用した実スケール雲化学実験一二   

酸化イオウの酸化に関する研究  

〔担当者〕大気 圏 環境部：福山 力・内山政弘  

地球環境研究グループ：相野健太郎  

北 海 道 大 学：太田幸雄  

〔期 間〕平成8｛」0年度（1996－1998年度）  
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〔期 間〕平成8－9年度（1996－1997年度）  

〔内 容〕本研究ではヨーロッパおよび日本で異常発生  

する05C川αわγイαや∧bぶ加等の有毒糸状藍藻類の生産  

する毒素の化学構造，作用機作を解明し，有毒糸状藍藻  

類の被害の防止に役立てることを目的としている。初年  

度はイギリスで淡水湖招から汽水域まで広く繁茂している  

八b∫加の有毒成分の単離・構造決7三を行った。約30g  

の凍結乾燥液体から有毒成分を抽出し，逆相HPLCで  

分画し，4種類の有毒成分を単離精製した。FABMS，  

NMRおよびアミノ酸の光学異性体分析から3種類は新規  

ミクロシスチン同族体（［Asp3，ADM4dda5，Dhb7］  

microcystin RR，［Asp3，ADMAdda5，Dhb7］  

micorcystin HtyR および［Asp3，ADMAdda5，  

Dhb7］mierocystin LR）であった。デヒドロプチリン  

（Dhb．2－amino2－butcnoic acid）を含むミクロシスナ   

ン同族体の発見は当研究室が最初である。もう一つの有   

毒成分は新規構造のサイクリックデブシペプチド  

（Nostocyelinと命名）であった。本ペプチドはミクロ   

システンと同様にプロテインホスファターゼを阻害した。  

〔発 表〕D－4，10  

〔内 容〕岩手県釜石鉱山にある全長425mの立坑を用  

いて人工雲を発生させ，これに向けて二酸化イオウを放  

出する実験を行った。今回は坑底にブロワーを設置して  

二酸化イオウを強制的に拡散させ濃度の均一化を図っ  

た。放出量は平均0．5β／min，坑底での濃度は約30  

ppbであった。観測用エレベーターに二酸化イオウ計  

を搭載して濃度の鉛直プロフ7イルを調べる際．濃度計  

の時間応答性にとくに注意を払ってエレベーター運行プ  

ログラムを設定した。得られたプロファイルから，二酸  

化イオウのレインアウト速度に関する結果の再現性を  

チェックした。またエレベーダ一に雲水採取装置を載せ  

て，種々の高度で雲水を集めイオンクロマトグラフィー  

により組成分析してSO。2，NO。‾，Cl，Na＋，K†，  

Mg2＋，Ca2＋等の濃度を求めた。SO42‾は最高10ppm  

に達し液相熱反応によるS（lV）．→S（VI）の酉変化反応  

が裏付けられた。また，雲核として作用する重機塩頬濃  

度に関する知見が得られた。  

【発 表〕ト5，6，38  

（17）lgEを介さない新しいぜん点種病態発現メカニズ   

ムの解析とマウスの系統差に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：苗蘭孝道  

〔期 間〕平成8”9年度（1996～1997年度）  

〔内 容〕これまで，ディーゼル排気微粒子（DEP）  

をアレルゲンとともにマウスに気管内投与するとぜん息  

様病態が発現し，その病態の程度はマウスの系統によっ  

て違う可能性があることを認めた。   

そこで今回，5系統のマウスにDEP（50／∠g）＋OA  

（1／ノg）を3週間に1回ずつ4回気管内投与し，ぜん息  

横柄態指標の計測を行った。その結果，1bL清中の1gE  

値はどのマウスにおいても変化なかったが，IgGl値は  

系統によって著しい遠いがあり，その順序はぜん息の病  

態の最もよい指標である気道粘膜下への好酸球浸潤や気  

道上皮の粘液細胞化の程度と統計的に有意な相関を示し  

た。このことは，DEPとアレルゲンによるアレルギ－  

性気管支ぜん息の病態発現には1gEよりもIgGl′も項要  

な役割を果たしている可能性があることを示している。  

（19）土壌生態系に及ぼす汚染物質の影響評価手法に関  

する基礎研究  

〔担当者〕水二Ⅰ∴壌圏環境部：服部浩之  

〔期 間〕平成8～10年度（1996～1998年度）  

〔内 容〕汚染物質として，酸性物質を取り上げ，ニヒ壌  

の酸性化と土壌微生物僻との関係を調べた。土壌は，砂  

質土と火山灰土を用い，それぞれの土壌で，pHが約4  

－7の範l甜の8通りのpHの二Ⅰ∴壌を作成し，名土壌中の  

細菌数，グラム陰性細菌数，放線菌数，糸状菌数を調べた。   

その結果，土壌pHが低くなるほど，細菌数」グラム  

陰性細菌数は，減少する傾向にあり，糸状菌数は逆に増  

加する傾向にあった。両土壌とも，PH約4の土壌の方  

が約7の土壌に比べて，細菌数，グラム陰性細菌数は約  

100分の1に減少し，糸状菌数は千倍以上に増加した。  

菌相が掛二大きく変化するのは，PHが約5，5のときで  

あった。基質（稲ワラ）を添加した土壌でも同様の結果  

が得らゴtた。   

以上のように，土壌の種類，基質の有無によらず，二1二  

壌pHと糸状菌数の間には，同様な関係がみられること  

から．糸状菌数が二t二壌の酸性化の指標になりうる可能性  

があると考えられた。  

（18）日本およぴ∃一口ツパの富栄養化水域に発生する   

糸状藍藻類の新規毒素の構造と毒性  

〔担当者〕化学環境部：彼谷邦光・佐野友春  

生物圏環境部：渡遵 信  
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（20）ディーゼル排気微粒子（DEP）によるぜん息様   

病態におけるリンパ球の役割に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：高野裕久  

〔期 間〕平成8”9年度（1996－1997年度）  

〔内 容〕マウスにvehiele，OValbumin（0VA：アレ  

ルゲン），dieselexhaustparticles（DEP）．OVA＋  

DEP併用を6週間気管内投与した。OVA，DEP単独  

投与群に比較し0VA＋DEP併用群では，組織学的に好  

酸球とリンパ球の気管支周囲への浸潤を特徴とする気道  

炎症と粘液産生細胞増生が著明であり，気管支肺胞洗浄  

液（BALF）中の好酸球と好中球数，アセチルコリンに  

対する気道過敏性，抗原特異的IgGl産生も有意に増悪  

していた。免疫組織学的検討では，OVA＋DEP併用群  

の浸潤リンパ球にはIL5陽性の細胞が散見された。  

BALFと肺可溶性画分中のⅠⅠ一－5のタンパク発現は，  

OVA単独でも軽度に観察されたが．OVA＋DEP併用  

群で顕著に増強していた。IL－5は好酸球を誘導，活性  

化し，生存を延長することが知られている。DEPの併  

用投与は，アレルゲンによるリンパ球の浸潤やIL5  

の産生を修飾することにより，好酸球性気道炎症を増悪  

していることが示唆された。  

〔発 表〕B60，62，37，b－133，134  

年と観察された。シュート密度はラインの50m付近で  

やや大きく赤井谷地境界付近とチマキザサの分布緑の  

90m付近で小さくなった。6月初めには当年のシュー  

トが生じるために密度が大きくなったが，L 9月には一部  

の老齢化したシュートが枯死するため密度は低下した。  

〔発 表〕K－76，H3，5，6，k－8  

（22）脳神経系における細胞接着分子と細胞膜裏打ち構  

造との相互作用の解析  

〔担当者〕環境健康部二国本 学  

【期 間〕平成8－9年度（1996－1997年寵）  

【内 容〕脳神経系における細胞接着分子と細胞膜裏打  

ちタンパク質の相互作用の意義を分子レベルで明らかに  

するため，神経細胞接着分子Llと細胞膜裏打ちタンパ  

ク質脳アンキリン（ankyrinB）に着目して，まず，脳  

神経系の発生段階における神経細胞でのLl及び  

ankyrinBの発現量と局在の変化をイムノブロット法並  

びに免疫組織化学染色により解析した。ラットの脳神繚  

系発生過程において，ankyrinBは胎生■13日目より有  

意に発現されており，その後発現量は増加し，  

440－kD ankyrinBは生後10－15日でピークに達する。  

Llの発現量も類似の変化を示した。さらに生後の小脳  

分子層形成過程では，440－kD ankyrinB，いともに形  

成中の分子層に局在し，プルキンエ細胞，顆粒細胞の細  

胞体，樹状突起に局在する220－kD ankyrinBとは大き  

く異なった。  

（21）周囲の土地利用が湿原の乾燥化に及ぼす影響評価  

に関する研究  

【担当者）生物圏環境部：野原精一  

【期 間〕平成8－9年度（1996－1997年度）  

〔内 容〕1996年6月1日に地下水位の観測を25カ所  

で行った。概ね上から下へ水が流れていっているが所々  

で流れが上向きの場所があった。どの地点も6月上旬よ  

りも6月下旬の方が水位は高く梅雨で水が供給されたこ  

とを示している。9月中旬には夏期の降水が少ないため  

に地下水位が低下した。急激に変化するのはおよそ20  

mの所まででそこを過ぎる湿原内部の変化は小さくなっ  

た。素掘■りの水路が深いラインは水位低下が大きいこと  

から湿原の周囲の地下水位の低下が原因と考えられた。  

水路が深いラインでは境界から20mの地点でチマキザ  

サの草高が平均約80cmあり，50m付近で50cm，90  

m付近のあまり見られなくなる地点では30cmの草高  

になっていた。その関係は季節を通して大きな変化はな  

かった。シュート当たりの乗数の平均はどの地点でも大  

きな遠いはなく5－7枚であった。棄の寿命はおよそ2  

（23）自然発症肝炎・肝がん動物における加疇引こ伴うゲ  

ノム不安定性の解析  

〔担当者〕地域環境研究グループ：曽根秀子  

【期 間）平成8～9年薩（1996山1997年度）  

〔内 容〕LongEvans Cinnamon（LEC）ラットは，  

銅の輸送タンパク遺伝子αゆ7∂の変異により肝臓に銅が  

異常蓄積し，さらには肝炎・肝がんを発症する。この  

LECラットの加齢でのゲノム不安定性を解析するた  

め，本年度はレポ一夕一道伝子を組み込んだトランス  

ジェニックLECラットを作成した。IacI導入LECラッ  

トの作成は，lacIが導入されたBigBlue F344ラット  

とLECラット（LEC／Crj）のF．をLECラットと戻し交  

配することにより行った。得られたFノマッククロスの  

中から，ねcJDNAプローブを用いたドットプロット解  

析により，JαCJ遺伝子導入動物の選別をした後，さら   
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ニシのインポセックス出現率はいくらか減少し，産卵不  

能個体は観察されなかった。産卵行動も卵嚢も観察さ  

れ，加入畳も上述の海域より多いと示唆された。  

【発 表〕K－54，D－38，d－30～36  

に，Wild atf）7bのプロー7JrwDF9RlOによるサザンプ  

ロット解析によりmutantα妙7わ（d伸7わ十）を持つ加J  

遺伝子導入LECラットを選別した。  

（24）植物の光合成誘導状態に及ぼす光と水兵件の影響  

とその生暦学的意義  

〔担当者〕地球環境研究グループ：唐難鴻  

〔期 間〕平成8年度（1996年度）  

〔内 容〕本研究の目的は，光合成を制御する主な環境  

要因である光と湿度が光合成誘導状態に及ぼす影響を調  

べ，誘導状態の生理生態学的意義を明らかにすることで  

ある。そこで，熱帯と温帯椎樹を材料とLて，以下の実  

験を行った。1）同化箱内の湿度と光強度を変化させ，  

椎樹の光合成を測定した。Z）熱僑林林床の光と湿度条  

件下で，連続的に椎樹の光合成を測定した。その結果，  

湿潤な条件Fでは定常状態の光合成速度，気孔コンダク  

タンスと蒸散速度が高いこと，また，光量子密度を50  

から500〃mOl／m2／sまで上昇させた場合，高い湿度が  

光合成誘導反応速度を加速することが明らかになった。  

しかし，湿度に対する光合成速度の変化は熱帯と温帯稚  

樹の間で明瞭な違いが認められなかった。さらに，熱帯  

林の林床のように高い遅度環傾では，変動する光環境に  

対する椎樹の光利用効率が増加することが明らかになっ  

た。  

（26）生体内での酸化的ストレスに対するメタロチオネ  

インの防御効果  

〔担当者〕環境健東部：佐藤雅彦  

〔期 間〕平成8年度（1996年度）  

〔内 容〕マウスに塩化亜鉛をあらかじめ（薬物投与1  

日前）1回皮下投与して肝臓中のメタロチオネイン  

（MT）濃度を増加させることにより，フリーラジカル  

誘起物質である四塩化炭素あるいはメナジオンの投与で  

認められる肝臓での脂質の過酸化並びに血祭GPT活性  

の上昇がともに著しく軽減された。しかしながら，MT  

合成阻害作用を有するプロパルジルグリシンを亜鉛投与  

2日前から1日1回，3日間皮下投与することにより，  

肝臓中MT濃度の増加が抑制され，亜鉛前投与による  

両薬物の肝毒性の軽減も有意に抑制されることが明らか  

となった。また，マウス右後肢足首の虚血で発生する足  

浮腫（フリーラジカルの産生が炎症の発現に関与してい  

る）がMTを虚血直前に尾静脈内投与することよっ  

て，著しく抑制されることが見いだされた。以上の結果  

から，MTは酸化的ストレスに対する生体内防御因子と  

して重要な役割を果たしていることが強く示唆された。  

（25）環境中の有機スズ濃度とインポセックスによる巻  

貝頬の個体群減少の最近における動向  

〔担当者〕化学環境部：堀口敏宏  

〔期 間〕平成8年度（1996年度）  

〔内 容〕（1）マリーナ周辺海域（神奈川・油壷）で  

は海水中から20－70ng／上のトリプチルスズ（TBT）が  

常時検出され，他の海域における最近の報告値より10  

倍ほど高かった。また造船所近傍海域（神奈川・城ケ  

島）では，海水中からTBTが6．4”289，9ng／J（平均51．  

3ng／J）検出され，他の海域と比べ著しく高かった。イ  

ポニシのインポセックス出現率は両海域とも依然100％  

であり，産卵不能個体がなお多数観察されるなど，その  

症状はなお重篤であった。産卵行動や卵雲はほとんど観  

察されなかった。殻高組成解析の結果，加入量も少ない  

と推察されたこ   

（2）対照海域（茨城・平磯）では海水中のTBTは  

3ng／′程度であり，他の海域よりヤや低かった。イボ  

（27）環境大気中の炭素安定同位体比の高頻度，高精度   

測定のための導入系の開発  

〔担当者〕化学環境部：田中 敦  

〔期 間〕平成8年度（1996年皮）  

〔内 容〕元素分析計のキャリア流終に定量ループを組  

み込み，気体試料を導入できるように改良し，同位体測  

定精度を支配している要因を検討した。この導入系を用  

いて，元素分析計から質量分析計へ気体試料をスプリッ  

ト導入した場合，標準偏差0，09‰の精度で測定できるこ  

とが示され，元素分析計からのガス試料の導入能力自体  

は，質量分析計の測定精度に匹敵することがわかった。  

ただし．試料導入のスプリット比が時間経過に伴って変  

化することが原因であるサンプルビーム強度のドリフ  

ト，及び空調機のスイッチングが原因である周期的な同  

位体比の変動が認められ，これらの要素が測定精度の限  

界となっていた。また，質量分析計のイオン源内の圧力  
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効果を検討したところ，元素分析計から導入されるキャ  

リアガスの量がバックグラウンド値及び同位体比に影響  

を与えていることが示され，通常行われるビーム強度で  

同位体比を補正する方法は有効でないことがわかった。  

肺腺維芽細胞を包埋したコラーゲンゲル上で培養した場  

合には基底膜が形成された。このとき形態的にも細胞表  

面マーカー発現でもⅠ型肺胞上皮細胞への分化促進が認  

められ，タイトジャンクションが形成されて上皮組織の  

電気抵抗が増加した。肺実質組織を模したこの系では上  

皮細胞の機能分化と極性が発現したものと考えれられ  

た。この培養系にオゾンの作用型であるラジカル発生源  

として過酸化水素の暴露を試みたところ，肺胞上皮細胞  

に濃度・時間依存的に電気抵抗の減少ヤアポトーシスの  

増加，細胞剥離などの傷害を与えた。ガス状物質暴露を  

可能にするためにはさらに暴露方法の検討が必要である。  

〔発 表〕e－67，80  

（28）環境汚染物質の影響評価のための肺胞モデル培養  

系の作製  

〔担当者〕環嘩健康部：古山昭子  

〔期 間〕平成8年度（1996年度）  

〔内 容〕本研究では肺を構成する細胞間の相互作用に  
注目して肺胞構造を模した培養系を作製し，環境汚染物  

質のわl〃Jわ℃暴露法の検討を行った。ラット［型肺胞上  

皮株細胞株は，通常の培養では基底膜を形成しないが，  
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2．13 地方公共団体公害研究機関と国立環境研究所との共同研究  

湖，野尻湖，雄池，雌池，女神札 猪名札 諏訪札 蓼  

科湖，白樺湖，九池，琵琶池，湖山池，三方湖，北潟  

湖，水月湖，河口湖，四尾連札 琵琶湖，池田湖，鰻  

池，室生，高山，津風呂，池原，風屋，大迫，力九，広  

川，日神ダムでいっせいに同一項目についての調査を実  

施し分析を行った。  

〔発 表〕B－70，b－135～137  

研究課題1）河川における農薬流出量の定量評価の研究  

〔担当者〕水土壌圏環境部：井上隆信  

北海道環境科学研究センターニ沼辺明博  

神熱順環境科学センター：伏脇裕一  

長野県衛生公害研究所：佐々木一敏  

福岡県保健環境研究所：永淵 修  

〔内 容〕それぞれの研究機関において，水田で散布さ  

れた農薬の水田内と流出先の河川・湖沼での濃度・負荷  

量変化 果樹栽培地域から河川への農薬流出，松林に散  

布された農薬の林内での挙動の実態調査を実施した。ま  

た，これまで蓄積した実測データをも七に，河川におけ  

る農薬の濃度変化特性・流出負荷量を，流域の農薬使用  

量と散布時期が解れば求められる農薬濃度変化モデルの  

構造とパラメータについて検討を行った。  

〔発 表〕G－3，5，6，g－3－5，7，8  

研究課題 3）リモートセンシンクによる湿原環境モニ  

タリンク手法の研究  

【担当者〕社会環境システム部：田村正行・清水 明・  

山形与志樹  

北海道環境科学研究センター：金子正美∵′」、野 理  

〔内 容〕衛星センサーおよび航空機搭載センサーから  

のリモートセンシング画像データを用いて，釧路滝原の  

植生分布を調査する手法を検討した。衛星および航空機  

による観測と同期して，i湿原の地上探査を行い，植生  

データおよび地表面での分光スペクトルデータ等を収集  

した。これらのデータに基づき，人工衛星および航空機  

観測から，植生分布図等環境主題囲を作成Lた。  

〔発 表〕C－45，47  

研究課題 2）湖水中のN，P，Si含量及びその元素比と  

植物プランクトン組成との関係に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：高村典子・福島武彦  

北海道環境斬学研究センター∴≡上英敏・石川 靖  

青森県環境保健センター：三上 一  

席木県保健環境センター：中島 孝  

福井県環境科学センター：片谷千恵子，  

岐阜県保健環境研究所：村瀬秀也  

滋賀県立衛生環境センター：山中 直  

福岡県保健環境研究所：笹尾敦子  

鹿児島県環境センター：平江多績  

〔内 容〕植物プランクトンの現存量は流入するリンや  

窒素の負荷量ならびに湖水の全リン量や全窒素豊から予  

測できる。しかし，湖沼で優占する植物プランクトン撞  

の予測は困難である。藻類種の連続培養実験等から補給  

される水中の窒素：リン比により優占する植物プランク  

トン種が変わることがわかっている。本研究は全国の湖  

沼の湖水の全窒素量：全リン量比と優占植物プランクト  

ン種の関係を明らかにすることによって，湖水の栄養条  

件から発生する植物プランクトンの種を予測するための  

基礎データを得ることを目的とする。   

本年度は，阿簸乱 大沼，支第湖，洞爺湖，茨戸湖．  

十和田湖，中禅寺湖，湯の湖，木崎汎 中網†札 青木  

研究課題 4）環境における質的要因を考慮した評価手  

法に関する基礎的研究  

〔担当者〕社会環境システム部：田村正行・清水 明・  

山形与志樹  

北海道環境科学研究センター：高橋英明′  

〔内 容〕北海道を中心とする1000×1000kmの範囲  

において，NOAA14号衛星のAVHRR画像を一年間にわ．  

たって取得し，バンド1と2のデータから各日の植生指数  

を算出した。植生指数の一年間の変化パターンを用いて土  

地被覆の分類を行い，植生分布図と比較することにより，  

AVHRRデータを用いた土地被覆分類の有効性を検討した。、  

【発 表】c－23，24  

研究課題 5）室内環境中の有害物質のモニタリングと  

生体影響について  

〔担当者〕地域環境研究グループ：相馬悠子・米元純三  

北海道立衛生研究所：小林 智  
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〔内 容〕大気中揮発性有機化合物の個人暴露量調査，  

室内汚染調査を拡散サンプリング法で行うため，18種  

の化合物のuptake rateを使用するサンプリングチュー  

ブで決めた。また測定可能化合物を増やすため吸着剤の  

検討を行った。この拡散サンプリング法を使用して北方  

気密住宅の室内の揮発性有様化合物濃度調査と，室内濃  

度を下げるためのベイキング効果の調査を行った。  

〔発表〕b－ユ26，127  

とにより窒素とリンを効果的に除去でき，生活排水の高  

度処理システムに導入できる可能性を明らかにした。  

〔発 表】b－15，j6，54  

研究課題 9）東京湾浅海域における物賀循環の調査  

研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：竹下俊二・木幡邦男  

千葉県水質保全研究所：小倉久子  

〔内 容〕千葉県環境部所有の調査船‘一きよすみ”を用  

いて，東京湾奥の船橋航路東側の浅海域で，初夏”秋に  

毎月1臥 冬期2匝Ⅰの合計6回調査を行った。7－10  

月の水温・塩分成層発達期の溶存酸素は，表層より6  

メートル以深で貧簡素化状態にあった。また，現場で測  

定された水中蛍光強度とHPLC法で測定したクロロ  

フィルaの値を比較した結果，両者には良い相関がある  

ことが分かった。  

〔発 表〕b－96，97  

研究課題 6）新潟県上越市における消雪用地下水の揚  

水による地盤沈下特性  

〔担当者〕水土壌圏環境部；陶野郁雄  

新潟県衛生公害研究所二間谷一義  

〔内 容〕新潟県上越市では，地‾卜水を利用して消雪し  

ている。このため，冬期には地下水を短時間にきわめて  

多量に揚水することになり，急激な地下水位低下に伴う  

地盤沈下が生じている。この地盤沈‾F■機構を解明し，地  

盤沈下の将来予測を行うことと高田市街地に設置した簡  

便な地盤沈下観測システムの検証を目的として研究を  

行った。この研究成果を今までに行ったものを含めて国  

立環境研究所研究報告としてまとめた。  

〔発 表〕K－8～1ユ．14．g22  

研究課題10）生活誹れ 汚濁湖沼水等の有用生物を活  

用した水質改善技術の開発と高度化及びそ  

の評価に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

千隻県水質保全研究所：中島 淳  

〔内 容〕環境基準の達成率の著しく低い手賀沼，印旛  

沼等の汚濁湖沼の水質改善のために必要な生活排水の窒  

素，リン除去対策のために間欠ばっ気活性汚泥法の実態  

調査を行い，嫌気・好気の時間比を適正化することによ  

り処理の高度化を低コストで可能なことを明らかにした。  

〔発 表〕K－40，B－14，b－26，30  

研究課題 7）①酸性降下物に含まれるリン酸の畳とそ  

の季節変化 ②樹木樹皮による酸性環境汚  

染物質蓄積の検討  

〔担当者〕地球環境研究グループ：佐竹研一  

福島県衛生公害研究所：佐藤聡美  

〔内 容〕リンは生命活動を支える最も基本的な元素で  

あり，生態系には主としてリン酸として供給される。し  

かし，一般に降水に含まれるリン酸の量は微量であり，  

リン酸の重要性にもかかわらずほとんどその測定が行わ  

れていない。そのため本共同研究ではまず降水に含まれ  

るリン酸の微量定量法の基礎的検討を行った。  

研究課題 ‖）高濃度大気汚染生成機構の解明に関する  

研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：若松伸司・上原 清  

大気 圏 環境部：鵜野伊津志・松井一郎  

神馴慣環境科学センター：阿相敏明・須山芳明  

〔内 容〕関東地域における広域大気汚染の生成機構を  

解明するためのデータ解析並びに共同観測を実施した。  

関東西部山岳地域や太平洋上での航空機を用いた観測  

データを用いて大気汚染物質の垂直分布の特徴や山岳地  

城への汚染空気の流人機構を把握するとともに高濃度の  

汚染空気が太平洋上に広域にわたり存在している状況を  

解析した。  

研究課題8）未利用資源を活用した接触材等に関する  

研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

素京都環境科学研究所：水村賢史  

【内 容〕未利用資源としてセメント寵材等から作成し  

たCa系ろ材を接触材として充填した生物ろ過処理シス  

テムにおいて，嫌気・好気条件を適切に組み合わせるこ  
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〔発 表〕b－202”204，206－208  し，相互の関係を水域毎に解析した。この結果，トリハ  

ロメタン生成能はCOD，DOCよりも紫外部吸光度と密  

接な関係を有していることがわかった。  研究課題 T2）薫アジアの環境酸性イヒ物質の物質収支解  

明のための大気・土壌結合化モデルと国際  

共同観測に関する研究  

〔担当者〕地球環境研究グル「7b：村野健太郎・畠Ll」史郎  

長野県衛生公害研究所：河原純一  

奈良県衛生研究所：松本光弘  

福岡県保健環境研究所：宇都宮彬  

長崎県衛生公害研究所：釜谷 刷  

鹿児島県環境センター：木山祐三郎  

沖縄県衛生環境研究所：金城義勝  

〔内 容】東アジアの環境酸性化物質の物質収支解明の  

ための大気・土壌総合化モデルと国際共同観測に関する  

研究の一環として，地上観測を実施した。オゾン，二酸  

化イオウ，エアロゾル中のイオン種の測定を行った。ま  

た，乾性沈着量の測定のために，j～2週間の輔集によ  

る大気汚染物質濃度の測定を行い，大気中のガス，粒子  

状成分の分布を明らかにし，乾性沈着量の算定を行った。  

〔発 表〕A－63，65，68，a－88，9ユ，112－116．118，119，  

121  

研究課題15）土壌・地下水汚染物質の測定法および浄  

化法に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：矢木修身  

名古屋市環境科学研究所：榊原 靖  

〔内 容〕ブタル醍エステル及びテトラクロロエチレン  

分解菌の検索を行った。テトラクロロエチレン汚染土壌  

集積培養液は，水飽和テトラクロロエチレン溶液を分解  

できた。フタル酸エステル分解菌を用いる汚染土壌の浄  

化を目的として．分解菌の大量培養法及びスラリー華反  

応リアクターの構造について検討を加えた。  

〔発 表〕B－113  

研究課題】6）生活排水，汚濁湖沼水等の有用生物を演  

用した水質故事技術の開発と高度化及びそ  

の評価に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

福井県環境センター：石本健治  

〔内 容〕富栄養化湖沼の三方五潮の水質及びプランク  

トン調査を行うと同時に，アオコ等の障害藻類を捕食す  

る微小動物の分社培養保存を行い，かつ捕食特性を検討  

したところ原生動物ペン毛虫類凡才o7∽∫属，水生ミミズ  

頬，輪虫類が大きくアオコの消滅に貢献している可能性  

の高いことを明らかにした。  

〔発 表〕b－2Z，24．39，63－65  

研究課閏13）環境大気中における植物起源有機物質の  

役割の解明  

〔担当者〕化 学 環 境 部：横内陽子  

長野県衛生公害研究所：笹井春雄  

〔内 容〕長野県小谷の森林地域においてイソプレン，  

モノテルペン類，メチルビニルケトン，ノナナール等の  

植物起源有機化合物の大気中濃度を測雇した。オゾン，  

窒素酸化物等の観測も合わせて実施した。これらのデー  

タをもとに森林地域のオゾンに対する植物起源有機化合  

物の影響解明を進めている。  

〔発 表〕d44  

研究課題17）騒音苦情と土地利用の相関などに関する  

解析  

〔担当者〕社会環境システム部こ大井 紘  

大阪府公害監視センター：下本健二・厚井弘志・  

√ 奥田孝史・金城 巌  

〔内 容〕大阪府での騒音公害苦情の発生件数の位置  

データを片付－て，人口密度に対する⊥一定人口あたりの苦  

情発生件数の関係を検討した。その結果，500メートル  

メッシュの地区割りでの集計に対して，発生件数は人口  

密度とは関係なくほほ一定ないしは微減することが明示  

できた。これは，人口密度が高いと相互の近接性によっ  

て受音側での騒音レベルが大となり，一定人口あたりの  

苦情件数は増加するという従来の説を明瞭に否定する。  

研究課題14）水域の新たな有機物指榛の開発に関する  

研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：福島武彦  

虚根大学生物資源科学部：柏崎守弘  

長野県衛生公害研究所：小沢秀明  

〔内 容〕長野県の数十の抑Il，湖沼から得られた水サ  

ンプルをもとに，その有機物に関して紫外部吸光度，  

BOD，COD，DOC，トリハロメタン生成能などを測定  
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研究課題 柑）境界要素法に基づく道路交通騒音の予測  

方法に関する研究  

〔担当者〕社会環境システム部：田村正行・須賀仲介  

大阪府公害監視センター：金城 巌  

〔内 容〕道路の構造や周辺の境界条件が複雑な場合に  

も騒音の伝播を予測することのできるモデルとして，境  

界要素法に基づくモデルを開発し，数億実験ヤ模型実験  

などにより検証を行った。また，実際の通路構造をモデ  

ルに入力し伝播損音の予測を行った。その結果，本モデ  

ルは，騒音対■策の効果（騒音対策を実施する前後での騒音  

レベルの差）を計算する上で有効であることが確認できた。  

〔発 表〕C－25，26  

〔内 容〕富栄養化の進行した湖山他における水の華の  

発生要田を明らかにするため，湖山池より分離した  

〃ic用叩ざJすざを用いて，湖水の藻類増殖制限物質につい  

て検討を加えた。夏期にはリン，窒素が同時制限物質で  

あったが，秋期から春期にかけては．EDTAのみか  

EDTA・リン・窒素が同時に制限物質であった。  

研究課題 22）リモートセンシンクによる地域環境評価  

手法の開発  

〔担当者〕社会環境システム部：町村正行・清水 明・  

山形与志樹  

福岡県保健環境研究所：大久保彰人  

〔内 容〕衛星リモートセンシングデータおよび地図情  

報などを用いて，福岡県の環境行政を支援するための地  

理環境情報システムを構築し，インターネットを通じて  

広く一般に公開した。また，地域の水資源管理における  

基礎データとして，ニヒ壌水分の広域分布の推定を行うた  

めに，JERS1／SARからのマイクロ波センサーデータ  

の有効性に関して検討を行った。  

研究課輯19）生活排水，汚濁湖沼水等の有用生物を活  

用した水質改善技術の開発と高度化及びそ  

の評価に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

岡山県環境保健センター：山本 淳  

【内 容〕湖沼水質保全特別措置法の指定湖沼となって  

いる児島湖の水環境修復手法として，バイオエンジニア  

リングに着目した解析を行い，高度合併処理浄化システ  

ムとして特に窒素除去型の嫌気・好気生物膜循環プロセ  

スに脱リン法として電解法を用いた手法を組み込むこと  

により流入水リン4mg／Jを0，5mg／J以下にまでの除去  

の可‘能性を明らかにした。  

【発 表〕b13，48，58  

研究課題 23）モデル地域における有機塩素化合物の暴  

虎量評価に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：白石貴明  

北九州市環境衛生研究所：門上希和夫・花田喜文  

〔内 容〕イオントラップ質量分析計を用いた水中の微  

量有機化合物の－・斉分析法の検討を引き続き行った。新  

たな化学物質についてGC保持指標，回収率，検出下限  

を求め，水中の285化合物の同時分析が可能となった。  

本法の四重病型質量分析計への適用可能性について検討  

した結果，簡易な一一斉分析法とすることが可能であるこ  

とが示された。また，北九州市沿岸の化学物質汚染調査  

に適用し．閉鎖性水域での化学物質の挙動を明らかにした。  

研究課題 20）難分解性化合物分解菌の検索及び特性に  

関する研究  

〔担当者〕水土壌国環境部二内山裕夫  

岡山県環境保健センター：水嶋香織  

〔内 容〕土壌から分離したテトラクロロエチレン  

（PCE）を分解する混合微生物系の分解経路を明らかに  

するとともに，各種揮発性有機塩素化合物に対する分解  

特性を明らかにした。また，分解至適pHは7に，並び  

に至適温度は30℃前後であり，分解活性を保持したま  

ま継代培養するに必要と．される因子の検討を行った。  

【発 表〕g－10，11  

研究課題 24）ダム湖（芹川ダム）における富栄養化機  

構の解明  

〔担当者〕地域環境研究グループ：稲森悠平  

大分県衛生環境研究センター：有田 等  

〔内 容〕富栄養化が問題となりカビ臭が引き起こされ  

つつある芹川ダムについてダム湖水の生物相，水質の探  

さ方向および底泥の化学分析等を行い，いかなる国子が  

カビ奥生成に関係しているかについての解析，すなわち  

ダム湖の水質保全対策を効果的に行う上での検討を行  

研究課題 21）藻類の異常発生機構に関する研究  

〔担当者〕地域環境研究グループ：矢木修身  

鳥取県衛生研究所：南條告之  
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い，底泥の嫌気・好気の状態，微生物相がカビ奥生成と  

関連している可能性を明らかにした。  

〔発 表〕K－90，91，b23，31  

イオキシン及びポリクロロジベンゾフラン）の分析法の  

検討および精度管理に関して研究を行った。試料として  

フライアッシュ，土壌等を用い，抽出操作，カラムクロ  

マト処理等の種々試料前処理法及び高分解能GC／MSに  

よる測定について検討した。フライアッシュ抽出標準試  

料を用いて，4－8塩素化のダイオキシン類を分析した  

結果，他の分析礫関で測定された平均値に比べ，変動係  

数が10－40ヲ左であった。  

研究課題 25）ダイオキシシ類の分析法に関する研究  

〔担当者〕化 学 環 境 部二伊藤裕康  

埼玉県公害センタ⊥：中辻 勝・杉崎三男  

〔内 容〕ダイオキシン類（ポリクロロジベンゾp－ダ  
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3．環境情報センター  

3．1業務概要   

環境情報センターは，平成2年7月，国立公害研究所が  

国立環境研究所に改組されたのに伴い新たに設置され，環  

境情報の収集・整備・提供と電子計算機システム及びネッ  

トワークの管理・運営などの業務を行っている。最近の環  

境行政の領域の拡大に伴う環境情報への広範な需要に応じ  

るため「環境データベース 」を整備充実し，当研究所のみ  

ならず広く環境研究，環境行政の推進に必要な情報を関係  

部内に提供している（図3．1）。また，環境基本法の主旨  

を踏まえ，広く一般の国民等への環境情報の提供を行うた  

め，通信ネットワークによる環境情報提供システムの運用  

を，それぞれパソコン通信にあっては平成8年3月より，  

WWWサーバにあっては平成9年1月より開始した。   

電子計算機システムについては，平成2年度に更改し  

た大型電子計算機システムと平成3年度に導入したスー  

パーコンピュータシステムを平成8年度にシステム更改  

し，両者を統合したUNIX環境のシステムとした。あ  

わせて，基幹ネットワークをIPスイッチ，IPスイッ  

チ・ゲートウェイを用いたネットワークシステムに切り  

替え，性能，機能等を強化した。その結果，処理速度  

は，従来のユ0倍以上になり，科学技術計算の高速化及  

び研究所内外との通信速度の向上が図られた。また，平  

成8年10月より，所内向けの情報提供システムとし  

て，イントラネットの試験運用を開始した。   

平成8年度の業務の概要は次のとおりである。  

環境月間値・年間値データフ7イル，④大気測定局属性  

情報ファイル，⑤大気測定局マスターファイルにより構  

成されている。本年度は，前年度に引き続きデータファ  

イルの作成を行うとともに，新たに大気測定局マスター  

プア、ィルの整備を開始した。   

各ファイルの内容は以下のとおりである。   

①大気環境時間値データファイル   

②大気環境時間値データファイル；国設局   

大気汚染防止法に基づき都道府県が実施する大気環境  

常時監視の1時間測定結果をデータファイルに収録する  

作業は昭和52年度より開始し，収録項目を逐次充実し  

てきたところである。本年度は，平成7年度測定に係る  

関東・愛知・近畿・中国・北九州地方の測定局（18都  

府県1，Z19局）及び全国の国設測定局について，環境  

基準項目（窒素酸化物，浮遊粒子状物質，二酸化イオ  

ウ，－・酸化炭素，光化学オキシダント，非メタン炭化水  

素等15項目）及びその他項目（気象要素等10項削 等  

の各測定結果データを収録した（延べ10，538件）。ま  

た，平成4年度より，「データ抽出プログラム」の整  

備・改良をすすめ，利用者のニーズに即したデータ提供  

を可能にしている。  

（多大気環境月間値・年間値データファイル   

環境庁大気保全局は，大気汚染防止法に基づき，毎  

年，都道府県より報菖を受けた大気環境常時監視測定結  

果をとりまとめ，データファイルに収録している。当セ  

ンターでは，大気保全局よりこ■のデータファイルの提供  

を安けて，昭和45年度測定結果から整備している。本  

年度は，平成7年度測定に係る全国の測定局（Z，135  

局）について，環境基準項t］11項目の各測定結果デー  

タを収録した（延べ12，382件ト。   

また，本年度は，コンピュータシステム更改に対応す  

るため，蓄積する全データファイルについて．文字コー  

ド及びデータフォーマットの変更を行った。   

なお，本年度も，前年度に引き続き，大気保全局の平  

成7年度測定結果データファイル及び測定結果報告書の  

作成について，支援を行った。   

④大気測定局属性情報ファイル   

国立環境研究所及び環境庁大気保全局は，毎年「大気   

3．2 環境数値データファイルの整備と提供  

3．2．1データファイルの整備   

環境研究及び環境行政において必要とされる環境数値  

データを広く収集・整理し，電子計算機によるアクセス  

が可能な形で蓄積し，提供することは，環境情報セン  

・ダーの主要な任務の一つである。平成8年度において  

は，前年度に引き続き大気環境データ及び水質環境デー  

タを収集してデータファイルの整備を行った。  

（1）大気環境データファイル   

大気環境データは，（∋大気環境時間値データファイ  

ル，②大気環境時間値データファイル；国設局，③大気  
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環境情報データベース  

0
0
◎
△
○
 
◎
△
◎
 
 

数値情報  大気環境 「 大気環境時間値データファイル  環境質  
大気環境時間値データファイル；国設局  

大気環境月間値・年間値データファイル  

大気測定局属性情報ファイル  
大気測定局マスターファイル  

公共用水域水質データファイル  

公共用水域水質データ年間値ファイル  

公共用水域水質マスターファイル  

水質環境  

自然環境血自然環境保全総合データベース（GREEN）  

」p＿GREEN  

関連統計肘工業統計（通商産業省との情報交換）  △  

○＊4  

0＊3  
0＊3  
0＊1＊3■4   

◎■2＊3  

NIESBOOK（単行本所蔵計録）  

NIES－SC（逐次刊行物所蔵目録）  

NIES－REPORT（研究報告論文）  

NIESLPAPERS（発表研究論文）  

EArRESEARCH（環境庁委託等調査報告書）（整備中）  

EAPRESS滞境庁公表資料情報）  

INFOTERRA（国際環境情熱原照会システム：UNEP） ◎＊1＊2＊4  

◎＊1■2＊3＊4   EIGUIDE（環境情報源情報）  環境情報源情報  

◎ 一般へ提供  

○ 行政機関・研究者等へ墟供  

△ 所内・庁内利用に限定  
▲ 利用システム上での利用に限定  

＊1WWW（World－WideWeb）で利用可能  

†2 環境情報提供システムで利用可能  

＊3 パーソナルコンピュータシステムで利用可能  

＊4 国立環境研究所ネットワークで利用可能  

図3．1環境情報データベースの構成  
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制定局属性調査」を実施し，全国の測定局の設置状況を  

調査している。当センターでは，属性情報管理システム  

を整備し，上記調査表をもとに，データ更新，管理台帳  

の作成，データファイル作成等の業務を行っている。本  

年度は，所内ネットワークを利用したデータベースサー  

バークライアント方式による管理システムの開発を行  

い，データ移行を行った。属性情報ファイルは，各年度  

の調査結果をファイルに収録したものである。本年度  

は，平成7年度調査結果に係る情報を収録した。また，  

希望する地方公共団体等に射し，所管区域内設置局の調  

査結果を収録したフロッピーディスクを配布した。   

⑤大気別売局マスターファイル   

本年度より，上記属性情報ファイルの収録内容のう  

ち，大気測定局に関する基碇的情報を収録したファイル  

の整備を開始した。本年度は，平成6年度及び7年度調  

査結果の収録を行った。  

する情報を収録したファイルであり，データの検索や環  

境基準適合の判定などに用いる基礎的情報を持ってい  

る。本年度は，前年度に引き続き，変更地点等の調査結  

果に基づいて．地点統一番号，地点名称，指定類型，達  

成期間，緯度，経度などをマスターファイルに収録した。   

以上のファイルは，環境庁水質保全局の行う公共用水  

域水質測定結果調査と密接な関係にあり，同調査によっ  

て得られた内容を当センターで収録・集計等の業務を行  

う過程で作成されたものである。環境庁水質保全局が平  

成8年11月に発表した「平成7年度公共用水域水質測  

定結果について」及び同局監修の「全国公共用水域水質  

年鑑」の内容は，この作業結果を基礎としている。   

なお，水質データファイルの整備については，効率的  

なデータ交換及び将来の改定に対する拡張性を考慮した  

標準フォーマットを策定し，平成6年度より，都道府県  

からの測定結果の収集，整備提供に採用している。  

（2）水質項墳データファイル   

水質汚濁防止法に基づき，昭和46年度から全国公共  

用水域水質調査が実施されている。この調査結果をデ」タ  

フアイルに収録する作業は昭和51年度より開始し，収録  

項目を逐次充実してきたところである。平成8年度は，前  

年度に引き続き水質環境データファイルの作成を行った。   

水質環境データフ7イルは，①公共用水域水質データ  

ファイル，②公共用水域水質データ年間値ファイル，③  

公共用水域水質マスターファイルにより構成されてお  

り．その内谷は以下のとおりである。   

①公共用水域水質データファイル   

本年度は，平成7年度測定に係る全国公共用水域の全  

測定一宣（8，669地点，延べ1略333測定）について，生  

活環境項目（pH，DO，BOD，COD，SS，大腸菌群  

数．nヘキサン抽出物質（油分等），全窒素，全リ  

ン）及び健疑項目（カドミウム，全シアン，鉛，クロム  

■（6価），ヒ繋，給水銀，アルキル水銀，PCB等計23項  

目）等の各測定結果データを収録した。   

②公共用水域水質データ年間値77．イル   

年間の測完結果について，最高値，薫低値，平均値，  

測定恒】数及び環境基準達成回数等を測定点ごとに集計  

し．生活環境項目，健康項目等の項目別に年間偲ファイ  

ルを作成した。   

③公共用水域水質マスターファイル   

水質マスターファイルは公共用水域の水質測定点に閑  

3．2．2 データファイルの提供  

（1）貸出による提供   

環境データファイルは，「環境データベース磁気テー  

プ貸出規程」に基づき，大気環境時間値データファイ  

ル，大気測定局マスターファイル等7ファイルについ  

て，従来より庁内及び行政機関・研究者等への提供業務  

を行っている。平成8年度は，計196ファイルの貸出を  

行った。  

（2）コピーサービスによる提供   

環境デしタフアイルが環境研究及び環境行政にとどま  

らず，民間機関を含め広く社会的に利用されるよう平成  

4年10月から（財）環境情報普及センターを通じて，  

大気環境月間侶・年間値データファイル，公共用水域水  

質データファイル及び公共用水城水質マスターファイル  

の3種類のデータフ7イルについて，磁気テープコピー  

サービスによる有償提供を行っている。平成8年度は計  

21ファイルの提供を行った。  

3．3 研究情報の整備と提供  

3．3．1環境文献データファイルの整備と提供   

環境研究ヤ環境行政に関する文献情報の収集とその  

データベース化を推進するとともに，CD一尺OM及び  

CCOD（カレントコンテンソのフロッピーディスク版）  

の導入を行うなど，国内外のデータベースのオンライン  
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検索による効果的な活用体制の充実を因っている。  Medicine）作成の医学文献データベースで，利用者が  

オンライン検索システムによらず，直接必要な文献を検  

索することが可能である。   

③EIENERGY AND ENVIRONMENT   

環項及びエネルギーに関する文献データベースで，主  

に，環境工学，石油・石炭技術，水源生態系，大気汚  

染，水質汚染，酸性雨関連の文献を検索することが可能  

である。   

④ENVIRONMENT LIBRARY   

OCLCOnline Union Catalog（OLUC）から環境関  

係の刊行物を抽出したデータベースである。  

（1）内部システム   

①NIESBOOK   

収集した単行本の所蔵目録データベースとして，昭和  

58年度から入力を開始したもので，昏名，著者名，出  

版年．出版社，配架先等を入力している。このファイル  

の利用によって，各研究部等に分散所蔵された単行本の  

集中管理と有効利用が進められる。  

（∋NIESSC   

収集した逐次刊行物の所蔵目録データベースとして作  

成しているもので，入手形態，配架場所，・所蔵巻号，所  

蔵年等のデータを入力している。このファイルの利用に  

よって，雑誌管理の省力化とともに，逐次刊行物リスト  

の発行，雑誌架の見出し作成等を容易にするなど，図書  

室サービスを強化する手段になっている。   

③NIESREPORT   

これまで刊行された国立環境研究所研究報告（Rシ  

リーズ）及び国立環境研究所資料（Fシリーズ）等に掲  

載された内容について，シリーズごとに論文タイトル別  

の表題，著者，ページ，刊行年等を記録しているデータ  

ベースである。  

（むNIESPAPERS   

国立環境研究所職員の誌上（所外の印刷物）発表論文  

等及び口頭発表（講演等）に閲し，発表者，題臥 掲載  

誌（学会等名称），巻号・ページ（開催年）及び刊行年  

（発表年月）について，年度ごとにとりまとめ，データ  

ベースとしているものである。  

（3）FDシステム  

（DCCOD   

米国iSl社（Institute for Scientificlnformation，  

Inc．）作成の目次速報詰であるカレントコンテンツの  

FD版であり，科学技術分野の主要な雑誌の日次情報を■  

検索することができる。  

（4）データベースのオンライン検索  

（功01S   

科学技術振興事業悶科学技術情報事業本部UICSサ）  

のオンライン文献検索システム（漢字データベースであ  

るJICST系ファイルを含む。）である。また，オンラ  

イン発注による原報複写サービスが利用できる利点があ  

る。なお，JICSTファイルには，国内の環境公害関連の  

研究報告を含めて科学技術文献が毎年数万件入力されて  

いる。   

②DIALOG   

米国Knight－RidderInformation社の検索システム  

であり，利用できるファイル数が多い（約450種のデータ  

ベース，蓄積情報量は世界長大）のが特色である。また，  

科学技術情報だけでなく社会情報の検索にも有用である。  

（∋STN一International   

米国化学会のChcmicalAbstracts Service（CAS）  

とドイツFIZ Karlsruhe及び科学技術振興事業団が共  

同で提供する国際的オンラインネットワークデータベー  

スサービスであり，科学技術関係の多数の有用なファイ  

ルを含んでいる。  

（むG－Search  

（株）ジー・サーチのオンライン検索システムであり，  

朝日新聞，読売新聞及び日経産業新聞等の新聞情報，産   

（2）CDTROMシステム   

①NTIS   

NTIS（NationalTeehniealInformation Serviee一  

米国国立技術情報サービス）作成の米国政府関連技術報  

告書を収録しているデータベースである。平成2年度か  

ら，CDROM版を借り上げ，米国環境保護庁（EPA）  

関連レポートのみでなく，環境科学及び周辺科学全般の  

より広範な報告書を検索することが可能となった。ま  

た，原典については，EPA及び環境科学閥連の技術報  

告書をマイクロフィッシュで収集しているので，即時に  

利用できる体制になっている。  

（むMEDL7NE   

米国国立医学図書館（NLM：NationalLibrary of  
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業技術情報の検索に利用している。   

⑤NIFTY－Serve   

平成8年度より，人物・人材情報，企業動向情敵 国  

番内容情報等の検索についてはNIFTYServeに接続し  

て利用している。   

また，所外文献の原典コピー入手については，国立大  

学附属図書館（筑波大学，東京工業大学，東京大学．大  

阪大学，九州大学等），JICST，国立国会図書館を利用  

しており，さらに，国外所蔵文献に関しては，  

KfNOUSA代理店（紀伊団屈書店）より海外情報サー  

ビス，米国のCAS（ChemicalAbstracts Service）社  

の原報複写サービスを利用することにより，原報提供体  

制の強化を因っている。特に，JICSTへの複写依頼につ  

いては，オンラインによる発注のほかに，ファクシミ】j  

による原鞍の即日提供も可能である。   

前述のように，複数のデータベースを利用する方法と  

並行Lて，日独科学技術協力協定に基づく情報交換等国  

際協力による研究情報の整備を図っている。  

広く提供している。   

平成8年度においては，年報，NIES AnnualRcport  

1995，特別研究報告（3件），資料（15件），地球環  

境研究センター報告（9件）．ニュース（6／年）を刊  

行した（7．1研究所出版物参照）。   

なお，これらの刊行物は，その種類によって，国立国  

会図書館．国内外の環境関係試験研究機軌 各省庁及び  

地方公共団体環境担当部局等に寄贈交換誌として配付した。  

3．4 機関情報（lNFOTERRA）の整備と提供   

環境情報センターは，国連環境計画（UNEP）の運営  

する国際環境情報源照会システム（INFOTERRA）に  

おける我が国の代表機関（NationalFoca】Pc．int）とL  

て，次の業務を取り行った。なお，1997年3月現在，  

INFOTERRAへの参加数は174カ国であり，登録され  

ている情報源数は，約乳000となっている（日本国内登  

録機関数519件）。   

①情報源の登録と更新   

本年度は，国内情報源台帳を最新の内容に更新するた  

め，登録内容更新調査を行い，国内登録機関に係る記述  

の修正及び追加等の作業を行った。   

②情報源の検索照会及び回答   

国内外からの依頼に対して，情報源照会回答案務を  

行った。本年度（平成8年1－12月）は，46件の照会  

があった（国外からの照会数42件）。   

③ネットワーク上での検索システムの提供   

平成8年度は，国立環境研究所ネットワーク及び国立  

環境研究所WWWサーバから利用可能な検索システム  

の提供を行った。なお，本年度（平成8年4－12月）  

の国立環境研究所WⅥrW上の検索システムヘのアクセ  

ス回数は1，795件であった。   

④広報活動   

情報源及び利用者への広報賓料として，「1NFOTER－  

RA国内情報源台帳（第13版）FD版」の刊行を行い，  

関係機関に送付した。  

3．3．2 図書関係業務   

国書関係業務については，環境情報の収集，整理及び  

提供に関連する業務の一部として図書館業務を行ってい  

る。図書等の整理及び研究情報の提供については，特に  

データ入力にパーソナルコンピュータを利用L，事務の  

合理化を進めるとともに，所内の利用者がオンライン検  

索できるよう整備している。   

環境庁長官官房環境情報システム室を通じて送付され  

る い環境庁公表資粁●及び“環境庁委託等調査報告書’●  

の2種類の資料と環境庁各課室から直接送付される資料  

等を一元的に管理・把握するため環境庁資料管理ファイ  

ルを作成し，管理体別の整備を図った。   

図書関係の設備については，雑誌閲覧室は棚数2，664  

棚，雑誌展示書架840誌分，204m2，単行本閲覧室は棚  

数708棚，雑誌展示書架280誌分，194mZ，索引・抄録  

誌閲覧室は棚数480棚，80m2，報告書閲覧室は，棚数  

918棚，74m2であり，その他情報検索室（50m2），地  

図・マイクロ資料閲覧室（101m2），及び複写室（17m2）  

となっている。  

3．5 電子計算機管理業務   

環境情報センターは，電子計算機管理業務として，大  

型電子計算機システム，スーパーコンピュ←タシステ  

ム，平成9年3月に稼働を開始したコンピュータシステ  

ム及び国立環境研究所ネットワークに関する管理，運用  

等業務を所掌している。これらの管理，運用を行うた   

3．3．3 編集・刊行業務   

当研究所の各部．各グループ．各センターの活動状況  

及び研究成果等については，刊行物として関係各方面に  
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め，「国立環境研究所電子計算機処理管理規程」及び  

「匡l立環境研究所ネットワーク運営管理規程」を定め，  

適正な管理，適用等を行っている。   

また，電子計算機の勤務時間外における利用体制を確  

立し，電算機周辺装置圭及びグラフィックワークステー  

ション室の共通の出入口のドアに設置する磁気カード方  

式による入退室管理システムの管理を行うとともtこ，利  

用にあっては「国立環境研究所電子計算機室利用要領」  

及び「国立環境研究所電子計算機室利用要領細則」を定  

めて運用を行っている。  

（2）スーパーコンピュータシステム管理業務   

平成3年度，新規に導入されたスーパーコンピュータ  

システムは，その利用に係る調整にあっては地球環境研  

究センターが，システムの管理及び運用にあっては環境  

情報センターが行うこととされている。   

本システムの運転時間は，その処理業務の性格上，夜  

間及び閉庁日を含めて24時間連続運転を行い，原則と  

して月に1度，第4土曜日に4時間程度，保守作業のた  

め計画的に停止することとしている。   

本システムは，オペレーティングシステム（OS）と  

してSUPER－UX（UNIX準拠）を採用し，地球環境問  

題を扱う大規模なFORTRANプログラムを効率よく作  

成・編集し．また実行するために，デバッグ機能，最適  

化機能や高水準の自動ベクトル化機能等をもつ  

FORTRANコンパイラ及び各種支援ツpルを備えてい  

る。また，地球環境研究では，計算結果を可視化するこ  

とが現象解明並びに影響評価及び予測を行う上で非常に  

重安な役割を果たすため，計算結果を動画として表示す  

る高速画像表示装置を始め，三次元グラフィック処理装  

置及び二次元画像処理装置等を備えている。   

また，平成9年3月のシステヰ更改に伴い，同年2月  

5日をもって運用を終了した。   

なお，平成8年度における本システムの利用登録者  

は，共同研究員等を含めて，41名であった。利用状況  

を年平均CPU使用率及び実行ジョブ本数でみると，そ  

れぞれ93％，10，746本であった。  

（1）大型電子計算機システム管理業務   

大型電子計算機システム（環境情報システム）は，環  

境分野のシミュレ「ション計算，各実験施設やリモート  

センシング等における測定データの解析及びそれらの画  

像・図形処理に利用されるとともに，各種データベース  

等の業務処理に使用され，平成8年】2月24日をもって  

運用を終了した。   

地球規模での環境問題に関する研究への取り組みが本  

格化したことを背景として，大規模なメモリ空間や長時  

間の計算を必要とするシミュレーション計算が引き続き  

行われた。電子計算機の性能に依存するこれらのジョブ  

は，一般に，相当程度のCPUを費やし，場合によって  

は数日から10数日の期間を要するため，特に大型の  

ジョブを実行する場合にあっては，システム運転時間を  

最長翌日の7時30分まで自動的に延長している（平日  

の通常運転終了時間は22時00分）。また，「国立環境  

研究所電子計算機処理管理規程」に基づき，年度初めに  

実施した全利用者に対する利用予定調査をもとに，年間  

利用計画を作成したほか，個別のジョブについては，プ  

ログラムサイズ32メガバイトまでを－■般ジョブ，それ  

以上のサイズのものを大型ジョブとし，実行クラスを分  

けてスケジューリングを行うなど，システムの円滑な逆  

用に努めている。また，シミュレーション計算及び大量  

のデータを扱う計算を対象とする利用のほか，大型電子  

計算機システムに付属する豊富なライブラリプログラム  

を活用する例も多く，それらの適切な利用に当たって，  

利用者の要請に対応した。   

なお，平成8年12月に運用を終了するまでの本シス  

テムの利用登録者は，87名であった。利用状況を年平  

均CPU使用率及び実行ジョブ本数でみると，それぞれ  

86％，13，734本であった。  

（3）新コンピュータシステム管理業務   

本年度3月に行われたシステム更改では，計算需要の  

増大及び処理形態の多様化に対処するため，前述の大型  

電子計算機システムとスーパーコンピュータシステムを  

統合したシステムとしてとらえ，比較的大規模のスー  

パーコンピュータシステムを中核に，複数の各種サブシ  

ステムを加えた分散型のシステムを導入した。各システ  

ムのうち，ベクトル計算機本体，フロントエンドシステ  

ム，グラフィックスサブシステムの利用に係る調整に  

あっては地球環境研究センターが行い，上記以外のシス  

テムの利用に係る調整，全システムの管理及び運用に  

あっては環境情報センターが行うこととされている。   

本システムは，平成9年3月1日から稼働を開始した。   

システムの運転時間は，夜間及び閉庁時を含めてZ4  

時間連続運転を行うこととしている。  
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システム更改後の利用登録者数は所外の共同研究者を含  

めて，ベクトル計算機及びフロントエンドシステムは40  

名，グラフィックスサブシステムが57名，計算サーバサ  

ブシステム42名となっている。今後，本格的に各システ  

ムを使用するため，各機能等のチェック及び使用方法の習  

得並びにプログラムの作成及び試験的実行などに使用された。  

3．61国立環境研究所環境情報ネットワーク   

平成8年度には，前年度に引き続き「国立環境研究所  

環境情報ネットワーク研究会（第9回）」を環境庁長官  

官房総務課環境情報システム室主催の「全国環境情報担  

当者会議（第6回）」との合同により，平成9年2月  

25，26日に開催し，地方行政機関及び地方公害試験研  

究機関等から約100機関（約150名）の参加を得た。こ  

こでは，パソコン通侶システムの整備とともに，環境基  

本法（平成5年法律第91号）に基づいて策定された環  

境基本計画（平成6年11月）を実効あるものとするた  

め．今後の環境情報の掟供等のあり方についてさらなる  

検討を加えるなど，所要の検討を行った。   

これらの研究会の実摸や全国公書研究協議会からの国  

に対する要望を和まえて，当研究所では，平成3年7月  

より「環境情報ネットワーク」【の運用を開始したが，平  

成8年3月より環境情報掟供システムの運用を開始した  

こと等に伴い，同年12月をもって本ネットワークを廃  

止し，新たに平成9年1月より環境情報提供システム内  

に全公協CUGを設置した。  

（4）国立環境研究所ネットワ－ク管理業務   

平成3年度に，スーパーコンピュータシステムが新規  

に導入されたことに伴い，構内情報通信網（ローカル．エ  

1）アネットワーク：LAN）として，FDDIを基幹ネット  

ワークとする国立環境研究所ネットワーク（NIES  

NET）が構築された。代表的な利用例は，各研究室等  

に配置されたワークステーション又はパーソナルコン  

ピュータにより，スーパーコンピュータを始めとする各  

種コンピュータの利用及び国外を含む所外の関連研究者  

との電子メールの交換である。   

平成6～8年度には，科学技術振興調整費によって，  

外部接続用専用回線を省際研究情報ネットワーク  

（1Mnet）に接続し，毎年度，それぞれ51ZKbps，1．5  

Mbps及び6Mbpsに増強を行った。このF乳平成6  

7年度末には，所内の各種業務及び研究活動の紹介を中心  

にした研究情報提供システム（WWWサーバ日本語版・．  

英文版）の試験運用を開始するとともに，本格運用に移行  

した。   

一方，平成7年度には，ファイアウォールの導入によ  

るセキュリティシステムめ構築を行うほか，平成8年度  

には，ドメインネームサーバの更新及び電話（デジタ  

ル・アナログ）回線による接続を可能にするリモートア  

クセスサーバの設置を行うとともに，所内掲示板のほ  

か，所内電話乳 ネニノトワーク利用者名簿，各種申請書  

及び単行本所蔵計録データベース等を搭載したイントラ  

ネットの試験運用を開始した。   

また，本年度末には，1Pスイッチの新規導入による  

データ転送の高速化を図るとともに，LAN構成の変更  

に伴うネットワーク運用の見直しを行った。なお，これ  

らの技術的検討にあっては，「所内LANワーキンググ  

ル‾プ」を開催し，意見等を聴取している。また，新  

ネットワークの連用開始の私 直ちに「ATMネット  

ワーク機器導入に伴う利用説明会」を開催するなど，  

ネットワークの高度利用の実現に努めている。  

3．7 WWW（World－Wi血Web）による情報提供   

近年，情報通信ネットワーク等の整備や情報の共有化  

という認識の広まりなど，社会をとりまく環境も著しい  

変化を見せている。   

このような背景に鑑み，国立環境研究所の案内情報，研  

究情報等の提供をインターネットにより行うたゆ，平成6  

年度より開発整備に取り組んだ「国立環境研究所WWW  

サーバ」の本格運用を平成8年3月末より開始した。   

平成8年度は，サーバの運用と提供情報の更新追加等  

の管理を実施した。   

情報提供の内容等の概要については，図3．2に示すと  

おりである。  

3，8 環境情報提供システム  

（EICネット：Environmentallnformation＆Com－  

munication Network）   

環境情報提供システムは，環境基本法第27条に基づ  

き，環境教育・学習の撮興及び民間環境保全活動の促進  

に資するため，環境情報の提供及び情報交流の促進を図  

ることを目的とするもので，平成6年度より通信システ  

ムを利用した環境情報提供システムの構築を進め，平成  

8年3月からパソコン通侶による情報提供を開始した。   
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インターネットアドレス（URL）  
日本語（http：／／vwMies．go．jpnndex・j．htmI）  

英語（柏p：／／www．nies．go．jp／）  

主な提供情報  

」EICネッ＝  

環境庁案内  

環境庁報道発表資料   
環境庁行事予定  
行政資料（白トl青書・会i関鮨料・各捜夏情事）  

環境行政情報  

最新什報  
研究所の挽要  環境白書概要   

アシ▲ェンタ●21行動計画   

環境基本計画  
地球温聴化防止行動計画   

生物多様性国家戦塵   

審給会関係費料  

国立環煉研究所の概要  
交通宇内  
調査研究の慨要  

地球環境研究  
特別研究  
掬際交流及び協力等  

成果発表－Ⅹ  

l㍉．．；：  
研究所の出版物  
［ 究所ニュ‾ス  

研究内容の紹介  環境法令・条例・条約  
パイカルホームページ  
エコビークルプロジ工クト  
屯ヶ浦騙期実験施政気象データベース  

環境情報センター  
環境†一組センターについて  
オンラインデータベース  イベント情報   

エコライフガイド   

環境情報ガイド  

環境情朝ガイドディスク（WWW版）  

国立環境研究所発声研究論文データペ⊥ス  
INFOTERRAデータベース  

（国際環境相朝源照会システム）  
データファイル提供  

王男境情報取扱機関   

環境情報源情報   
1Nf＝OTERRA登録機間  

地球環境相究センター   
GR‖〕一つくぼ   

（国連環境計画資源情報デ▼夕べース）  

lLAS・RIS7’ロジ工クト  
（人工衛星によるオゾン層】吐測）  

lUしSプロジェクト  

RISプロジェクト  

環境保全活動促進情報データヘーース  

環境NGO総覧  

地球環境基金助成フ○ロシーェクト  

民間環境保全活動事例  
エコマーク商品情報   

環境教育映像機材  

環焼関連WWWサーバ  

What■sN8W   

Ah〉UtNIES   

Activities＆Rl）50arChatNIES   

Nl∈SPublica個On   

EnvilOnmenta」困Ormat10nConter  

JINFOTERRADaLabase   

CGER   

（C即lor†oIG10bal∈∩Vironl¶8ntalR8開即Ch）   

GRID一丁sukuba   

（GlobalRo∽UrS8lnf【〉rmationDalabaso）   

lLAS＆RISProj8Ct  

全データベース検索  

w〈その他〉、“  

←パソコン通信のみ  会員広場  
ライブラリー（データ、フーロ㌢ラム）←パソコン通信のみ  

Ⅰ扇境情報関連リンク集  ←WWWサゼスのみ  

（0ヱOnLayerObs馴Vab8nW仙aSatellit8伽rneSons8†）  
-Ims Prolect 
RISProjocl  

［nvi叩nmOntalUbra「y  
∈nvi10nmenね＝＿○【l始Ialion  

Th（〉BasicEnvironmen【alLaw  
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図3，2 国立環境研究所WWWによる情報提供  図3，3 EICネナトによる提供情報一覧  
（WWW及びパソコン通信）   
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た調査研究等の成果物を中心に，その収集，整備を行っ  

た。  

平成8年度は，パソコン通信サービスに加えインター  

ネットを利用したWWⅥ／による情報提供サービスの運  

用を開始（9年1月から）するなどシステム機能の充実  

を行うとともに，提供情報の更新，追加を行った。   

本システムによる提供情報等の内容につし、ては，  

図3．3に示すとおりである。これらのサービスを利用す  

るための費用は無料としており，■また，地域における通  

信費の格差是正等に配慮Lて，公衆回線のほか，多くの  

アクセスポイント有する大手商用パソコン通信ネットや  

インターネットからのアクセ．スを可能としている。シ．ス  

テムの適用は，（財）環境情報普及センターに委託して  

実施している。   

環境情報提供システムについては，今後引き続き機能  

の拡充，提供情報の充実を因っていくこととしている。  

3．9．3 環境庁公表資料情報データ一覧及び公表資料の  

提供   

環境庁は，広報室を通じて年間300件以上の資料．調  

李結果等の公表を行っている。これらの情報を民間の機  
関等が把握するためには，新聞等を毎日精査するなど，  

大きな労力が必要となる。これを軽減し，環境庁の公表  

資料の普及に努めることは．環境行政の推進の観点から  

も重要なことである。   

このため，環境庁行政部局の協力を得て，平成3年度  

分からの環境庁公表資料データ一覧並びに公表資料及び  

添付資料の－▲般利用者への提供体制について検討を行っ  

た。環境庁公表賓料データー覧は，公表年月日，件名，  

概要，キーワード，添付資料名，担当課室等を含み，帳  

票（コピー用紙）のほか，パーソナルコンピュータによ  

る検索等の処理の便を考慮してフロッピーディスクによる  

提供を，また，公表嚢料及び添付資料については，晰環境  

情報普及センターを通じてコピーによる提供を行っている。   

一方，同データー覧は，環境情報提供システム（EIC  

ネット）にアソブロードし，別途，地方公害研究機関等  

への提供体制も確立している。  

3．9 各種情報の収集及び整備等に関する業務  

3．9．1自然環境保全総合データベースの開発   

自然環境保全総合データベースは！自然環境に関する  

現況の把握及び変動の予測や評価等の基礎資料とするこ  

とを目的として，環境情報センターにおいて平成3年度  

より整備業務を開始したものである。   

これまでの成果としては，全国土の自然環境データを  

3次メッシュ単位で数値及び文字情報として検索・r表示  

できるデータベ．スシステム（GREEN）を，国立環  

研究所データベースサーバ上に構築し，庁内及び所内で  

の利用が可能となっている。   

また，本データベースのパソコン版としてP－Gf～EEN  

が新たに開発されている。   

このパソコ■ン用データベースは，既システムの成果や  

収録データ（表3．1）を基としつつ，Windows上での  

グラフィカルな表示及び操作により，自然環境データの  

利用を容易にしたものである。   

平成8年度は，GREENの全国植生データ等のデータ  

更新と追加及びその連用と，PGREENの利用マニュア  

ル作成及び公開に向けた機能充実を行った。  

3．9．4 環境情報源情報の整備   

環境情報については，これまで環境庁を始め政府機関  

等において多種多様な情報が集積され，環境自署などの  

形で公開さゴtているが，これらの情報は必ずしも体系的  

な収集・整備が行われているわけではない。このため，  

環境情報の全体像とそれらの情報の所在について明らか  

にし，環境に関連する情報へのアクセスを容易にするこ  

とが必要となっている。   

このため，環境情報センターにおいては，どのような  

環境情報がどこにどのような形態で集積されているかに  

関する情報（環境情報源情報）を整備し，環境情報の全  

体像を明らかにするとともに，外部提供可能な情報源情  

報について，広く¶般に利用可能な形で提供するため，  

平成4年度より環境情報に関する調査を行っている。   

平成8年度においては，環境情報源情報及び環境情報  

扱い機関情報について，更新・追加調査を実施した。   

環境情報ガイドに収録している案内情報としては，以  

下のようなものがある。  

3．9．2環境庁委託等調査報告魯の収集   

環境庁行政部局が委託等により実施した調査研究の成  

果は，研究者や一般の国民にとっても貴重なものであ  

り，研究所の改編の際にも情報センターの役割としてこ  

のようなGrey Literatureの整備の必要性が指摘され  

ている。平成8年度は，環境庁が平成7年度中に実施し  
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【名称，概要，公布t施行年月日などを収録  

○環境基本用語解説情報  

（ガイドディスク中の用語で解説を要するとおもわれる   

もの約200語）   

名称，解説，関連図書などを収録  

○国際研究計画・機関情報  

個際的なモニタリング計軌環境情報の整備・提供機   

関など約310件）   

一名称，概要，目的などを収録   

○環境情報情報源情報  

（国，地方自治体，主要NGO等の持つ環境情報約680件）   

－情報の概要，収録内容，保有機関，整備期間，対象  

地域，入手方法 などを収録  

○環境情報扱い機関情報  

（国や地方自治体の組織，公益法人NGOなど約420附   

一各臥 所在，連絡先，扱う環境情報の概要，主要成  

果，定期刊行物 などを収録  

○国際環境情報源照会システム（UNEP／INFOTER   

RA）の国内登録機関情報  

（国や地方自治体の組織，研究所，大学など約510件）   

一名称，連絡先，扱う環境分野（キーワード方式）な  

どを収録  

○環境関連法律・条約・条例情報  

（環境保全を主目的としでいる法律・条約・条例など   

約210件）  

本調査の結果を収録したディスク（環境情報ガイド  

ディスク）は，卿環境情報普及センターを通じて一般へ  

の配布も行っているが，広く活用されることを考慮し，  

複写・譲渡を自由にしている。   

これらの情報については，環境情報提供システム等に  

よるオンライン提供も実施している。  

表3．1自然環境保全総合データベース収録データー覧  

デ ー タ 名 称  データ年度   デ ー タ 名 称  データ年度   
植物群落（767分業引  2．3回調査   平均   昭和58年  

4回調査  捺               車高  
植生自然度（ユ3区分）  2．3回調査  煩低  

自  
4匝l調査  鐘状量  妖  

環  3．4回調査  東大傾斜角度   昭和58年  

墳  哺乳類（105種）  傾  
保  嚢小傾斜角度  
全  斜  
基  国  平成3年  

礎  土  田  
調  土  
査  

糠境指標性（70種）  数  果樹園  
自然景観資源（14934件）  3回調査  地  
自然公園・保全地域（402地域）  値  森林  

利  日本の絶滅のおそれのある  平成3年度  

野生生物（全種調査該当401種）  惰  建物用地  
用  

自然地名（22】60件）  平成4年壕  

農業地域  昭和62年  報  
＃林地域  内水地  
都  穣   

国  海水域  
計  計  

左  表層地質  昭和54年  

自  地形分類  

土 数 値  平年気温（窮鼠 壊低，平均〉   昭和61年  
嘩  気  昭和60年  

憎  象  昭和63年  

然  そ  
報  積  の  

墳  他   
保  
全   

環境庁：自然環境保全基礎詞鼠国土地理院：国土数値惰猟気象庁：メッシュ気候偶による  
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4．地球環境研究センター  

困，農業用地の乱開発，先進国の都市化 高度な生活の  

要求及び急速な技術進歩等，人間活動が複雑に関連し  

合って生じている。地球環境研究の総合化においては，  

地球環境保全に向けて各分野の研究者の総力を結集して  

効果的に研究を進めるため，研究の有機的連携を図ると  

ともに，こうした社会現象や環境破壊に至る現象を総合  

的に把捉し，相互作用を解明することにより，地球環境  

研究の方向づけを行うことを目的としている。  

4．1業務概要   

近年，地球温暖化 成層圏オゾン層の破壊，酸性降下  

物，海洋汚染，熱帯林の破壊，砂漠化，野生生物種の減  

少等の地球規模での環境問題が顕在化し，人類の生存基  

盤に深刻な影響を与えている。このような事態に対して  

実効ある取り組みを行うためには，地球環境に関する観  

測・監視と調査研究を抜本的に強化し，人類の諸活動が  

地球環境に及ぼす影響を科学的に解明する基礎作りを進  

めることが不可欠であるという認識が世界的に広まって  

いる。とりわけ，高度な経済活動を営み，優れた技術力  

を有する我が国としては，「世界に貢献する日本」の立  

場から，国際的地位に応じた役割を積極的に果たしてい  

くことが必要である。   

以上のような背畢の下，地球環境研究センターは平成  

2年10月1日に発足した。当センターの基本的任務  

は，地球環境研究を国際的，学際的，さらには省際的な  

観点から総合的に推進することにあり，この実施のため  

地球環境研究の総合化 地球環境研究の支援及び地球環  

境のモニタリングを業務の「3つの柱」として据えている。   

平成8年度には，平成7年度までに築き上げた基盤を  

さらに発展させるべく業務を実施した。具体的には内外  

の研究者の参加による各種研究交流会譲を開催して研究  

者間の交流を促進するとともに，総合化研究の継続的推  

進，スーパーコンピュータシステムの更新や戦略的な運  

用，UNEP／GRIDのセンターとしてのサービス提供，  

落石岬や波照間などの地球環境モニタリングステーショ  

ンの整備，地球環境モニタリング事業の充実など具体的  

な推進を図ってきた。また，本年度は，ADEOS（地球  

観測プラソトフォーーム技術衛星）が打ち上げられ，その  

衛星に搭載されたオゾン層観測センサーILAS（改良型  

大気周縁赤外分光計）のデータの取得に成功した。   

このほかにも国際研究協力の観点から，lPCC（気候  

変動に関する政府間パネル）活動への参加，APN（ア  

ジア太平洋地球変動研究ネットワーク）の支援等の活動  

を行った。  

4．2．1地球環境研究の方向づけ  

（1）地球環境研究者交流会議   

地球環境研究に携わっている研究者を広く結集し，研  

究手法，成果等について総合的かつ分野横断的な検討を  

行うことにより，体系的，効率的，学際的かつ国際的な  

地球環境研究を推進している。   

平成8年12月9日に第10回地球環境研究者交流会議  

を「人間・社会的側面からみた地球環境研究」という  

≠－マで日本学術会議講堂（東京）で開催した（主催：  

地球環境研究センター，環境庁地球環境部，日本学術会  

議地球環境研究連絡会講HDP専門委貞会（HDP：  

Human Dimension of GlobalEnvironmentalChange  

Programme））。環境庁では，平成7年度から地球環境  

研究総合推進費に「人間・社会的側面からみた地球環境  

問題」分野を新設し，社会科学的アプローチ等による地  

球環境研究の展開及び研究体別の構築の検討を開始し  

た。この研究分野は，地球環境変動に対する人間活動の  

影響・役割や地球環境変動が人間社会に及ぼす影響等を  

研究するもので，自然科学的な知見を基礎としつつ，政  

策面の研究を強化していく上で重要な分野美して国際的  

にも期待されている。研究者を含めた当該分野に関心を  

持つ120名が一同に参集し，本研究の将来の方向につい  

て活発な議論が行われた。  

（2）各種研肇企画支援活動・  

1）水循環と土地利用合同国際シンポジウム   

平成8年11月4”7日に「IGBP／BAHC（水循環）  

とIGBP・IHDP／LUCC（土地利用）合同国際シンポジ  

ウム」を日本学術会議と共同で京都において開催した。  

4，2 地球環境研究の総合化   

地球環境問題は，発展途上国における人口増加や貧  

－17l－   



参加者総数は135名，内国内参加者92名，国外参加者  

は19カ国から43名であった。IGBPは第2期フェーズ  

に入り，コアプロジェクト間の連携強化（Inter－Core  

Projeet）を打ち出しており，今回のシンポジウムはそ  

れに沿った最初の国際的なIGBPジョイント・コア・シ  

ンポジウムとして高い評価を受けた。   

2）APN／STARTTEACOM LUTEAワークショップ   

平成8年11月8－9日に上記寅際シンポジウムに引  

き続いて「APN／STARTTEACOM LUTEA  
（LUTEA：LUCC under TEACOM，TEACOM：  

START Regional Committee for Temperate East 

Asia）ワークショ、シプ」を京都で開催した。このワー  

クショップの目的は，東アジア温帯地域での土地利用・  

被覆変化（Land Use Cover Change（LUCC））研究  

の推進を図るというものである。国内外を含めて約40  

名の土地利用・被覆変化研究者が一堂に会Lて，今後の  

東アジア地域で進めるべき土地利用・被覆変化研究につ  

いて活発な意見交換が行われた。   

3）酸性雨国際シンポジウム   

平成8年12月10～12日に「酸性雨国際シンポジウ  

ム」が所内で開催された。このシンポジウムには，海外  

から11カ国17名の招碑者を含め163名が参加した。－ま  

た，3日間で35の研究発表が行われた。このシンポジ  

ウムは，2000年に開催される酸性雨国際学会への足が  

かりとするため，さらに，日本での酸性雨研究を世界に  

紹介する目的で開催された。当センターは，このシンポ  

ジウム開催に支援した。   

4）東アジア・太平洋地域長期生態研究会議   

平成9年3月3～5日に「東アジア・太平洋地域長期生  

態系研究会議」の国際会議を所内で開催された。近年拡がっ  

た長期生態研究ネットワークを東アジア・太平洋地域におい  

て展開し，生態系の学際研究を国際的に推進することを目的  

として開催され，当センターがこの会議を支援した。   

5）地球環境研究総合推進費関連研究   

分野内の研究者間の交流と情報交換を呂的として，平  

成8年7月に連絡会議を開催し，各研究分野内の今後の  

研究の方向性を詩論した。  

て，地球規模の変動に関する地域研究所のネットワーク  

づくりを行うためSTART（地球規模変動に関する解  

析・研究・訓練のためのシステム）が進められている  

が，この一つとしてTEACOM（東アジア地域における  

地球変動研究の地域ネットワーク）が創設された。平成  

8年度は，APNとSTART本部から支援を受けて  

TEA（Temperate EastAsia）における土地利用・被  

覆変化研究のネットワーク（lノUTEA）に関するキック  

オフ・ワークショップを11月8”9EIに開催した（上  

述4．2．1（2）2）参照）。そこで合意された活動計画は，  

平成8年11月中旬に韓国のソウルで開催された第6回  

TEACOM会合で承認された。第6回TEACOM会合で  

は，アジアモンスーンを含めた気候変動の大陸スケール  

（RegionalModel）の開発に関するネットワーク化の  

活動計画も了承された。2つの活動計画のうちワーク  

ショップ開催については平成9年3月の第2回APN科  

学計画委員会でこの支援が決まった。  

（2）アジア太平洋地球環境変動ネットワーク   

APN（アジア太平洋地球変動研究ネットワーク）は  

地球を3つの地域に分割してそれぞれの地域の中で地球  

変動研究ネットワーク化を図る構想の一環である。平成  

8年3月から本格的に活動を開始し，複数のネットワー  

ク化のワークショップを支援し，GAME（WCRP  

GEWEX Asia Monsoon Experiment）の活動を支援  

している。平成9年3月には，第2回政府間会合が開催  

され，平成9年度の活動方針が了承されるとともに，日  

本は暫定事務局から正式な事務局として貢献することと  

なった。当センターは事務局を補佐する立場で，APN  

の基本方針や平成9年度の活動方針案作りに協力すると  

ともに，APN匡Ⅰ内委貞会やAPN科学計画委員会会合  

に参加した。  

4．2．31PCCへの貢献  

IPCC（気候変動に関する政府間パネル）において  

は，第ユ2回TPCC全体会合に出席した。「統合評価モ  

デルに関するIPCCアジア太平洋ワークショップ」がこ  

の全体会合で承認され，平成9年3月9～12日に東京  

の国連大学で開催された。当センターは，総勢340名  

（海外から47カ国，ユ20名，国内から220名）の参加  

者を集めたこのワークショップの事務局となった。   

また，気候変動枠組条約第3回締約国会議に向けて，  

4．2．2 地球環境研究の国際的な組織化  

（1）東アジア地域における地球変動研究の地域ネット  

ワーク  

IGBP（地球圏一生物圏国際共同研究計画）におい  
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もとにした湿地デジタル地図データ等を作成した。ま  

た，自然資源の輸出入がアジア諸国の環境に与える負荷  

量を把瞳するためのマテリアルフロー基礎データセット  

等を作成した。   

データの公表については，地球環境研究センターが  

行った「定期船舶を利用した東アジア海域海洋汚染モニ  

タT）ング」の観測データ（1994”1996年）をCDROM  

として刊行した。  

現在の地球温暖化による日本の影響を科学的に評価し取  

りまとめるために「温暖化の我が国への影響評価ワーキ  

ンググループ専門家会合」の開催を支援し，また，報告  

書の編集に協力した。   

当センターは，広くIPCCの最新結果の普及に努める  

等，我が匡1におけるIPCC活動の中心としての役割を果  

たしている。  

4．2．4 総合化研究   

推進費の中の「総合化研究」，については，当センター  

が中心となって推進しており，平成8年度は，「持続的  

発展のための環境と経済の兼合評価手法に関する研究」  

や「地球環境予測のための情報のあり方に関する研究」  

を実施した。（詳細については，2．3，8，2．3．9参照）  

（2）GRID一つくぼ   

当センタ－は，平成3年5月に国連環境計画  

（UNEP）／地球資源情報データベース（GRID）のセ  

ンターに指名され，以来GRID一つくぼとしての活動を  

進めている。   

平成4年度から開始したGRIDの地球環境データの提  

供業務については，平成8年度は，国内外から33件の  
申請があ り130データセットの提供を行った。そのほ  

か，22件の問い合わせがあり，すべてに対して回答した。   

平成8年度は，GRIDメタデータディレクトリアクセ  

ス拠点を開設するため，ネットワークデータベ一女ソフ  

トウェアOracIcを導入し，システムの開発を行った。  

4．3 地球環境研究支援   

日本における地球環境研究の中心的役割を果たすべ  

く，地球環境研究に必要な様々な支援体制を整備し，そ  

れを広く提供していくことにより研究の効果的推進を  

図っている。  

4．3．1データベース  

（l）地球環境データペース   

地球環境研究センターは，地球環境に関する各種情報  

を収集，・蓄積し，国内外の研究者や施策決定関係者に提  

供することを目的としている。   

平成8年度には，近年のインターネットの伸びに伴っ  

て急激に変化している世界の地球環境データの入手方法  

等を再把握するため，モニタリング計画の概要，データ  

の所在や人手方法等について調査を行い，ハンドブック  

の形でとりまとめた。   

また，分野別のデータベースの構築については，東ア  

ジア地域での長距離越境大気汚染解明のための基礎デー  

タベースとして，排出源に関しては中国とインドにおけ  

るSO2の排出インベントリを作成するとともに，大気  

汚染観測データに関しても国立環境研究所等が行った航  

空機・地上掛則データ（1991－95年度）と全国公害研  

協議会が行った酸性雨調査データ（199ト93年度）の  

整理・加工を行った。世界の湿地に関しては，ラムサー  

ル条約における野生生物保護および地球温暖化に係るメ  

タンの発生源としての視点から，湿地の分布と特性およ  

び関連文献等の情報をまとめたデータベースやそれらを  

4，3．2 スーパーコンピュータ   

平成3年度からスーパーコンピュータシステムの利用  

サービスの提供が開始され，平成8年度は引き続き研究  

所内外に開放して連用を行った。運用に当たっては，専  

門家からなる「スーパーコンピュータ関連研究ステアリ  

ンググループ」の意見を反映させるとともに，代表的な  

利用者からなる「スーパーコンピュータ利用ワーキング  

グループ」（代表的ユーザーからの意見聴取等）及び  

「スーパーコンピュータユーザーミーティング」（利用  

者べの情報提供等）を開催した。また，本年度は，環境  

情報センターとの協力を得ながら平成8年度に導入する  

次期コンピュータシステムのため「次期コンピュータ検  

討委貝会」や「次期コンピュータワーキンググループ」  

を開催し導入の検討を進めた。平成9年3月，新しい  

スーパーコンピュータシステムに更新した。   

本システムを利用して，地球規模の気候変動を予測す  

るための大循環モデル（GCMニGenera】CjrcuIa鉦）n  

トlodeり による数値シミュレーショ㌢研究，人口衛星等  

によるリモートセンシング関連研究をはじめとする広範  

な分野の地球環境研究が，国立環境研究所内外の研究者  
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により実施された。   

当システムを利用した地球環境研究の幅広い紹介，利用  

者間の情報交換などを目的として，平成7年度の研究成果  

をCGER’S SUPERCOMPUTER ACTIVITY REPORT  

Vol．41995として出版したり，「第4回スⅥバ〔コン  

ピュータによる地球環境研究研究発表会」を開催したG  

各モニタリング事業は，図4．1に示す実施体制で推進さ  

れており，環境庁が実施する地球環境モニタリング事業  

として位置づけられている。   

また，個々のモニタリング事業は，所内研究者からな  

る実施代表者が中核となって事業を統括し，観測実務を  

分担協力する所内研究者（協力研究者），専門的見地か  

ら指導・助言を行う所外の有識者（指導助言者），事業  

実務を担当・補佐する民間団体（技術支援団体）からな  

る実施グループにより実施されている。そして，事業全  

体の企画調整・予算等は，地球環境研究センターの研究  

管理官（観潮担当卜観測第一係が事務局となり，事業  

実施グループ・技術支援団体等と緊密な連携を図りなが  

ら管理・運営が行われている。例として，地上モニタリ  

ングにおける事業実務の連携関係を図4．2に示す。   

事業の成果は毎年，国立環境研究所内に設置された地  

球環境研究センター運営委員会で評価され，幹部会読に  

報告される。  

（1）地球環境モニタリング（個別事業）   

事業は進捗状況などにより次の4段階に分類される。  

（事業の詳細は2．4．2を参照）  

（Dフィージビリティスタディ（FS）一原則1年間とし，  

4．4 地球環境モニタリング業務   

地球環境研究センターでは，地球環境研究及び行政施  

策に必要な基礎データを得るために，世界各国の関係機  

関・研究所と連携しつつ，地球的規模での精緻で体系的  

かつ長期的な地球環境のモニタリングを実施している。  

4．4．1地球環境研究センターのモニタリング体制   

当センターのモニタリング事業は，  

（D地球環境の諸事象に係る個別の地球環境モニタリング   

（個別事業）  

②衛星搭載観測機器のデータ処理運用システムの開発・   

運用等（衛星観測プロジュクト関連）  

（∋国際的なモニタリングネットワークへの参画・支援に   

大別される。  

・軍票の指軋助言、公表データの検鉦  

・各乎業の逮捕調髪 等   

図4．1地球環境モニタリング事業の実施体制  
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モニタリングの継続可能性・手法等の検討を行う。  

②試験モニタリングー原則3年間とし，FSで検討され   

た手法等を試行し，長期モニタリングとしての手法・   

体制を確立する。  

③長期モニタリングー試験モニタリングで確立された手   

法で長期・継続的にモニタリングを実施する。原則3   

年ごとに事業を見直す。  

④特走モニタリングー特定事象を期間を限定して短期集   

中的に観測する。   

なお，平成8年度から地上ステーションモニタリング  

（波照間・落石岬）については個別事業と切り離し，独立  

した事業として観測を続けることとした。   

本事業で得られたデータについては速やかに公表し，  

広く⊥般に提供するものとしており，検証が済んだデー  

タから順次，年次報告書，CD－RO丸′Ⅰなどの情報媒体で  

公表している。  

テムの運用および，TLASの後継機であるILAS－IIデー  

タ処理運用システムの開発業務を担当している。   

本事業で得られたオゾン層関連データは，データ質の  

検証後，インターネット等によるコンピュータネット  

ワークあるいは，CD－ROM等の電子媒体及び印刷物で  

公表され，一般に広く提供される予定である。   

なお，地球環境研究に係る本プロジェクトの必要事項  

についての検討は，本研究所「研究推進委員会」の下部  

組織である「衛星観測プロジェクト検討小委員会」にお  

いて行われている。  

（3）国際モニタリングプロジ工クトヘの参画・支援   

世界の関係機関と連携しつつ，国際的なモニタリング  

プロジェクトの飢貞として参画すること，かつ，プロ  

ジェクト自体の構築・強化への積極的な貢献も耗が国の  

責務である。特に，東アジア・西太平洋地域における中  

核機関としての機能を果たすことが期待されている。   

現在，昭和52年よりUNEPとWHOなどが推進する  

地球環境監視システム／陸水環境監視計画（GEMS／  

Water）に対して，様々な支援事業を行っている。  

（2）衛星観測プロジェクト関連   

衛星観測プロジェクトの一環として，lLAS（改良型  

大気周縁赤外分光計）・RIS（地上衛星間レーザー長光  

路吸収測定用リトロリフレクター）データ処理運用シス  

＊：波照間HS；沖縄県衛生環境研究所   
落石岬MS；北海道環境科学研究センター  

図4，2 地上モニタリング事業の実務の流れ  
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4．4．2 事業別活動概要（各事業の詳細は2．4参照）  

（1）地球環境モニタリング（個別事業）   

＜成層圏オゾン層に係るモニタリング＞   

当センターは地上ベースの遠隔計測器による国際的な  

オゾン層稔合観測ネットワークであるNDSC（成層圏変  

動探査ネットワーク）に加盟している。   

①オゾンレーザーレーダーによる成層圏オゾン層モニ  

タリング（長期モニタリング）   

昭和63年よりオゾンレーザーレーダーによりつくば  

市上空の高度】5”45kmの低中高度成層圏オゾン濃度の  

垂直分布を観測している。   

②ミリ波分光計による成層圏オゾン層モニタリング  

（試験モニタリング）   

①に加え平成7年度よりミリ波分光計による高度45  

km以上の高高度成層圏オゾン層のモニタリングを開始  

している。これによって成層圏のほぼ全域にわたる高度  

での観測を可能とする体制が構築された。   

③北域成層圏モニタリング（FS）   

日本におけるオゾン層破壊の状況を把握するため，北  

海道陸別町の町立天文台を利用した総合的な成層圏モニ  

タリングの可能性について検討した。   

④有害紫外線モニタリング（試験モニタリング）   

成層圏オゾンの減少による有害紫外線量の増加を監視  

するため，東京・霞ヶ関の第5合同庁舎屋上において，  

ブ1）ユーワ型分光光恵計などにより有害紫外線量  

（UV－B）を試験的に観測している。   

換収支モニタリング（試験モニタリング）   

全球的な炭素循環において重要な位置をしめる北太平  

洋海域の役割を評価するために，民間船舶の協力を得  

て．日本カナダ間の二酸化炭素の発生源／吸収源とし  

て重要な北太平洋の定期航路上で，大気と海水中の二酸  

化炭素濃度・海水の水質などを観測し，二酸化炭素の大  

気／海洋間の交換収支に係る基確データを収集している。   

⑧シベリア上空における温室効果ガスに係る航空機モ  

ニタリング（試験モニタリング）   

温室効果ガスの発生源／吸収源として重要なシベリア  

地域における，湿地からのメタンの発生や森林による二  

酸化炭素の吸収などの把握を目的として，航空機を用い  

た温室効果ガスの観測を行っている。   

ロシア連邦の中央大気観測所・凍土研究所の協力を得  

て，シベリア地域の2地点（スルダート，・ヤクーソク）で，  

チャーターした航空機を用いて大気を採取し，温室効果  

ガス濃度の鉛直分布（－7000mまで）を観測している。   

＜海洋環境に係るモニタリング＞   

⑨定期船舶を利用した東アジア海鱒海洋環境モニタリ  

ング（試験モニタリング）   

人為活動による地球規模の物質循環の撹乱を把握する  

ために，東アジア地域の緑辺海域での海洋汚濁を，生  

物・化学的指標を用いて観測している。   

現在，大阪丁沖縄聞及び大阪一別行間を航行するフェ  

リーの協力を得て，機関室内に設置した海水自動計測装  

置と自動採水装置により，我が国酒蔵の水質を高頻度に  

観測している。   

⑳イカを指標生物とした海洋環境モニタリング（FS）   

有害化学物質による全球的な海洋汚染の状況を把握す  

るために，世界的に分布するイカを指標生物として，生  

物体中に高倍率に濃縮された有害化学物質を分析し海洋生  

態系への影響を観測する海洋環境モニタリングを推進する  

ために，その手法・体制などについて予備的に検討した。   

＜対流圏の温室効果ガスに係るモニタリング＞   

⑤地上ステーションモニタリング   

人為的発生源の直接影響を受けない地点で大気中の温  

室効果ガス等の長期変化を監視するため，波月弔問島（沖  

縄県）及び落石岬（北海道）に無人観測ステーションを  

設置して，大気微量成分の高精度自動観潮を行っている。   

⑥定期船舶を利用した南北太平洋上大気モニタリング  

（長期モニタリング）   

温室効果ガスに関する観測データの集積が少ない西太  

平洋海域における，温室効果ガスの′（ツクダラウンド濃  

度（人為発生源の直接影響を受けない濃度）を観測する  

ために，民間船舶の協力を得て，日本一オーストラリア  

間の定期航路上で洋上大気を一定間隔（緯度で約3度）  

で自動採取し，温室効果ガス濃度を観測している。   

⑦定期船舶を利用した北太平洋域大気一海洋間ガス交  

＜陸域生態系に係るモニタリング＞   

⑰リモートセンシングによるアジア地域の植生指数分  

布モニタリング（執験モニタリング）   

インドおよびインドシナ半島全域を含む東南アジア地  

域の植生および二】二地被覆状況の変化を把接するため，衛  

星観測データ（NOAA／AVHRRデータ）を用いて当該  

地域の広域モザイク画像と植生指数分布図を作成している。  
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（2）衛星観測プロジェクト関連   

地球観測プラットフォーム技術衛星ADEOS（平成8  

年8月打ち上げ：打ち上げ後みとょりと命名）に搭載され  

たIIJAS・RISセンサーのデータ処理連用システム（計  

算機システムおよびゾフトウェアシステムを統合したシ  

ステム）の連用を開始した。衛星搭載機器ILASおよび  

RISは順調に稼働しており，データ処理運用システムも  

所期の性能を発揮している。同システムにより，データ  

処理が進められ，オゾン及びオゾン層関連大気微量成分  

の鉛直分布が得られている。また，平成11年打ち上げ  

予定の後継機ILASⅡのデータ処理運用システムの開  

発を進めた。  

（2）客員研究官制度   

地球囁墳研究センターには，研究活動推進のため客員  

研究官を置くこととされており，平成8年7月29日付  

けをもって6人の大臣発令があった。   

客員研究官は，地球環境研究に関する有識者としての  

立場から，地球環境研究センターの活動方針及び地球環  

境研究の総合化に射し指導．助言を行った。また，平成  

9年1月に第3回地球環境研究センター客員研究官会議  

を開催した。  

4．5．2 所外協力活動  

（1）地球環境研究等企画委員会，地坪環境研究小委員  

会，地球環境モニタリング小委員会   

地球環境研究センターの対外的業務の一つとして，地  

球環境研究総合推進費による研究の進行管理があり，毎  

年度策定される実施要綱に基づき研究連絡会議及び研究  

推進会講を開催し，環境庁企画調整局に設けられた「地  

球環境研究等企画委員会」及びその下に設置されている  

「地球環境研究′j、委員会」にその結果を報告している。  

また，さらに同企画委員会の下に設置されている「地球  

環境モニタリング小委員会」においては，当センターで  

行う地球環境モニタリングが審議されている。  

（3）国際協力・支援事菓   

＜GEMS／Water支援事業＞   

地球環境監視システム／陸水監視計画（GEれIS／  

Water）に参画L，参照研究室業務（分析精度管理のた  

めの標準試料作成及び内外関係機関への配布・評価等）  

及びナショナルセンター業務（国内観測点のデータの取  

りまとめ，現在21観測点）を担当している。   

また，従来から研究所の観測研究の一環として継続調  

査されてきた摩周湖・霞ケ浦をGEMS／Waterの観測点  

として位置づけ，摩周湖は人為的汚染源の直接的な影響  

の少ないベースラインモニタリングステーション（平成  

6年度より），霞ケ浦は水質汚濁の変化を調査するトレ  

ンドステーション（平成8年度より）として調査を継続  

している。  

（2）その他の所外活動   

当センターの総括研究管理官等が「自然環境保全基礎  

調査検討会植生分科会」（環境庁），「航電蕃・地球科学  

技術部分」（科学技術庁），「地球環境観測委員会」（科学  

技術庁）等を通じて，地球環境政策への提言を行ってい  

る。  4．5 その他  

4．5．1組織  

（1）組織概要   

平成8年度末現在で，地球環境研究センター長（充て  

職），総括研究管理官（1名），研究管理官（4名），研  

究員（1名），業務係長，交流係長，観測第1係長及び  

観測第2係長の体制で業務に当たった。   

また，当センターの職員のほかに，環境専門調査員，重  

点研究支援協力鼠専任に準ずる併任として2名と，モニ  

タリング，データベース及び総合化研究を主体的に実施す  

る研究者13名を所内併任として，業務の推進を図った。  

4．5．3 広報活動（広報印刷物）   

地球環境研究センター発足から現在までに，年報，パ  

ンフレット，ニュース等によりセンターの活動を広報  

し，研究者間の交流等に役立たせている。地球環境研究  

センターニュースは毎月発行し，地球環境研究関係者及  

び諸機関あてに送付した。   

その他，地球環境研究の総合化，研究支援，モニタリ  

ングに関連した各種報告書を作成し，配布した。   
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5．環境研修センター  

複雑多様化とそれに伴う研修ニーズに応えるべく行政関  

係研修20コース，分析関係研修12コースを実施した。   

また，国際協力の一環として開発途上国における環モニ  

タリングに関する人材の養成のための，「環境モニタリン  

グ（水質）研修」を実施した。（平成2年度より開始）   

研幡実績は次のとおりである。  

5．1業務概要   

環境研修センターは，環境行政に従事する国及び地方  

公共団体等の職員の行政的識見の向上専門的知識，技  

術の習得及び職員相互の啓発，交流を目的とした研修を  

実施している。   

研修コースは，行政関係研帽と分析関係研修に大別さ  

れるが，平成8年度の研修は，環境をめぐる社会情勢の  

5．2 行政関係研修  

研  修  名  実施時期（日数）  研 修 対 象 者  修了者数（人）  

環境行政管理・監督者研究会  8．5．13－8．5．17（5日）  国及び地方公共団体等の環境行政を担  
当する管理者及び係長（相当職を含  
む。）以上の監督者   

国及び地方公共団体等において環境管  
理業務（環境管理計画の作成または実  
施に関する業務等）及び快適環境に関  
する業務を担当している職員   

国及び地方公共団体等において環境影  
響評価業務を担当している職員でその  
経験が1年以上の者   

国及び地方公共団体等において環境教  
育t学習に関する業務に従事している  
職員でその経験が1年以上の者   

国及び地方公共団体の環境・学習に関  
する実践活動を支援する関係団体等の  
職員   

国及び地方公共団体等において環境基  
本計画業務を担当している職員   

地方公共団体等において環境に関する  
国際協力業務の企画・管理及び開発途  
上国等からの研修員の指導等に当たる  
職員   

地方公共団体等において地球環境保全  
対策の企画・実施等に関する行政また  
は研究業務に従事している職員   

国及び地方公共団体等において自然保  
護業務を担当している職員でその経験  
が1年以上の者   

国及び地方公共団体等において鳥獣関  
係司法警察貞及び野生生物保護業務を  
担当している職員でその橙験が1年以  
上の者  

8．7．17－8．7－24（6日）  地域環境研修  62  

8．8．27〝8－9．3（6日）  環境影響評価研修  1177 

8．10．14－8．10．18（5日）  環境教育研修（行政）  46  

8．10．14”8．10．16（3日）  環境教育研修（実践）  25  

8．10．28－S．11－1（5日）  環境基本計画研修  7F, 

8．9．30－8．10．4（5日）  海夕挿刑参貞指導者研幡  11  

8．12．3－8．12．12（8日）  地球環境保全技術研修  35  

自然保護研修  8．11．20－8．11．27（6日）  66  

8．9．9－8．9．13（5日）  野生生物保護研修  55  
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研  修  名  実施時期（日数）  研 修 対 象 者  修了者数（人）  

大気保全研修  9．乙13－9．2．20（6日）  国及び地方公共団体等において大気保  
全業務を担当している職員でその経験  
が1年以上の者   

国及び地方公共団体等において騒音・  
撮動慨止業務を担当している職員でそ  
の経験が1年以上の者   

国及び地方公共団体等において水質保  
全業務を担当している職員でその経験  
が1年以上の者   

国及び地方公共団体等において環境に  
関する行政又は研究業務に従事してい  
る職貞でその経験が1年以上の者又は  
同程度の知識を有する者   

環境庁に勤務する職員のうち係長昇任  
後1【3年の者   

環境庁新採用職貞（Ⅰ種）   

環境庁新採用職員 川・Ⅲ種）  

騒音・振動防止研修  8．7．1”8．7．5（5日）  102  

水質保全研修  113  8．11．7－8．11．14（6日）  

情報処理研修  9．1．28－9．2．6（8日）  38  

環境庁職員研修（係長級）  9．2．24－9．2．28（5日）  

環境庁新採用職員研修（Ⅰ種）   

環境庁新採用磯貝研修（Ⅱ・  
皿穐）   

国立公園管理官研修  

8．4．8－8．4．17（8日）   

8．4．8－8．4．11（4日）  

環境庁の職員で自然公開管理業務を担  
当している職員   

環境庁の業務を所管する総務庁の環境  
調査官等の初任者でその経靡が1年未  
満の着   

地方公共団体等において環境政策の企  
軌 実施等に関する業務に従事してい  
る職員でその経験が2年以上の者  

8．10．21～8．10．25（5日）  40  

8．4．22－8．4．25（4日）  19  地方環境調査官初任者研修  

課題研究型研修  8．9．5－8．11．29（58日）  

5．3 分析関係研修  

研 修 名  実施時期（日数）  研 修 対 象 者  修了者数（人）  

国及び地方公共団体等において公害防  
止に係る分析業務を担当している職員  
でその経験が1年以上の者   

国及び地方公共団体等において公害防  
止に係る分析業務を担当している職貞  
でその経験が概ね2年程度までの者   

国及び地方公共団体等において大気・  
悪臭関係の分析業務を担当している職  
員でその経験が概ね2年以上の者   

国及び地方公共団体等において水質・  
土壌・廃棄物関係の分析業務を担当し  
ている職員でその経験が概ね2年以上  
の者   

固及び地方公共団体等において公害防  
止に係る分析業務を担当している職員  
でその経験が2年以上の者  

機器分析研修（一般課程）  9．1．21－9．2．6（13日）  

8．5．15～8．5．24（8日）  19  一般分析研修  

8．12．3－8．12．19（13日）  大気分析研修  24  

8－6．1ユ～8．6．27（13日）  38   水質分析研修  

機器分析研修（特定課程）A（Gい1S第1剛8．7．8－8．7－12（5日）  
A（CC－MS第2回）8．10．1巨8皿18（5日）  
B（SEトⅠ）   8．9．9－8．9．13（5日）  
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研 修  名  実施時期（日数）  研 修 対 象 者  修了者数（人）  

特別分析研修  8．9．2－8．11．27（59日）  地方公共団体の公害試験研究機関にお  
いて分析測定業務を担当している職員  
で既に環境研修センターの分析研修課  
程を修了した者及びそれと同等の者   

国及び地方公共団体等において公害防  
止に係る分析業務を担当している職員  

課題分析研修①（付着藻類）   8．5．20－8．5．24（5日）  
②（プランクトン） 8．7．8∵8．7．12（5日）  
③（悪臭）  9．2．24－9．2．28（5日）  
④（底生動物）  8．4．22－8．4．26（5日）   

環境モニタリング（水質）研修  8－9．24－8．11，8（32日）  

6
 
5
 
2
 
6
 
 

開発途上国において水質環境保全を担  
当する中堅管理技術者  

研修修了者計  
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6．研究施設・設備  

6．1運営体制   

本研究所の大型施設等の運営については，大型施設等  

運営委員会において管理・運営に係る基本的事項を審議  

し，研究部門の主体運営部署を中心とした各施設運営連  

絡会と施設課が連携して，専門業者を活用しつつ行って  

いる。  

ンバー装置が設置されている。   

本年度は，地球環境研究および経常研究等が行われた。  

6．2．4 大気共同実験棟（大気フリースペース）   

本施設は，室内実験，フィールド調査などに使用され  

る各種計測器の校正試験，および既設の各施設では対応  

できない大気関係の研究のために，その必要性に応じ一  

定期間の使用に供することを目的とした施設で，各種の  

機器の校正に利用された。また，対流圏および成層圏の  

オゾン濃度分布の測定を行い，オゾン漉度の変動現象の  

解明および長期的な変化を研究するオゾンレーザーレー  

ダーが設置されている。  

6．2 大型研究施設  

6．2．1大気化学実験棟（光化学チャンバー）   

本施設は，大気中の一次汚染物質が光化学的に二次汚  

染物質に変質するメカニズムを実験的に研究し．都市域  

における光化学スモッグ，対流圏バックグラウンド・成  

層圏等の大気光化学反応を解明することを主目的として  

いる。そのための大型実験装置として光化学チャンバー  

が設置されている。   

本年度は，地球環境研究および経常研究等が行われた。  

「オゾンレーザーレーダー 」   

オゾン観測室に設置されているオゾンレーザーレー  

ダーは3台のレーザーと口径100cmおよび56cmの2  

台の望遠鏡を備えており，高度45kmまでのオゾンの  

高度分布を高い精度で観測することができる。   

本年度は，地球環境研究および経常研究等が行われる  

とともに，地球環境研究センターによる成層圏モニタリ  

ングが行われた。  

6．2．2 大気拡散実験棟（風洞）   

本施設は，工場や自動車から排出される大気汚染の移  

乱 拡散現象をできるだけ現実に即してシミュレー・卜す  

るための施設である。本施設は従来の流体力学用風洞の  

仕様条件に加えて，温度，速度成層装置，加熱冷却床パ  

ネルを備えている点に特徴がある。これらの組み合わせ  

により種々の気象条件が再現でき，移流，拡散に最も重  

要なバラメータである大気の安定度を調節して自然大気  

と相似の条件で大気汚染をシミュレートすることが可能  

である。そのための大型施設として大型・中型の風洞が  

設置されている。   

本年度は，特別研究および経常研究等が行われた。  

6．2．5 大気モニター棟   

本施設は，大気質の自動測定装置等の精度や安定性の  

チェックあるいは相互比較，さらに妨害因子の検討など  

を行うための施設である。本施設には，国設大気測定所  

などで実際に使用されている機器を中心として7種類の自  

動測定器（NOx，SO2，0。，メタン，非メタン．  

SPM，ガス状Hgの各測定機器）が設置されている。機  

器の性能を維持するために，専門技術者が精度管理を厳  

しく行っている。また，所内外の研究者に対して，気象  

要素（風向，風速，雨邑 気庄，日射量，紫外線放射  

量，地表温度）や大気質の測定結果の公開なども行って  

いる。   

本年度は，半年以上にわたる長期テストを必要とする  

研究課題を含み8研究課題の利用申込みがあったほか，  

データの閲覧申込みも10件あった。  

6．2．3 大気汚染質実験棟（エアロドーム）   

本施設は，環境大気の遠隔計測並びに粒子状大気汚染  

質の大気中の挙動を研究する施設である。最上部（7・  

8階）に設置されている大型レーザーレーダーは大気汚  

染質の空間分布を短時間に広範軌こわたって観測するた  

めの装置で，コンビュ⊥夕によって操作，データ処理を  

行う。3階には，粒子状汚染質および酸性・酸化性物質  

の生成，拡散，消滅の諸過程を研究するエアロゾルチヤ  
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6．2．6 ラジオアイソトープ実験棟（Rl棟）   

本施設は，放射性同位元素を利用することにより環境  

中の汚染物彗の挙動ヤ，生態系への影響，物質循環の解  

明，生物を用いた汚染物質の除去技術の開発等を行って  

いる。   

使用承認されている放射性同位元素は，36核種で放  

射線業務従事者は職員，客員研究員，共同研究員∴研究  

生等32人である。平成8年度には本施設を利用して特  

別研究3課題，地球環境研究総合推進費による研究3課  

題，開発途上国環境技術共同研究1課題，■原子力利用研  

究4課題，科学技術振興調整費による重点基礎研究1課  

題，奨励研究2課題，経常研究15課題が行われた。   

なお，本年度は老朽化した放射性有機廃液焼却炉の更  

新を行った。  

走同位体比質量分析計と前処理装置が設置されている。   

本年度は，地球環境研究，原子力利用研究，重点共同  

研究，経常研究が行われた。  

6．2．9 土壌環境実験棟（ペドトロン）   

本施設は，土壌・底質環境の保全並びに汚染土壌の浄  

化に関する研究を行うことを目的とした施設であり，環  

境制御下で土壌一植物系における汚染物質の挙動を調べ  

るための地温制御大型ライシメーター，グロースチャン  

バー，地温制御チャンバー，化学物質研究のための実験  

室などの装置が設置されている。   

本施設を利用して，特別研究，地球環境研究，経常研  

究などが実施された。  

6．2．10 動物実験棟（ズートロン）   

本施設は，環境汚染物質が人の健康に及ぼす影響を，  

BiomediealScienceの立場から，動物を用いて実験的  

に研究することを目的とした研究施設である。   

本施設を使用して実施された試験研究は，特別研究  

（①ディーゼル排気による慢性呼吸器疾患発症機序の解  

明とリスク評価に関する研究，①都市型環境騒音・大気  

汚染による環境ストレスと健康影響に関する環境保健研  

究）の2課題と開発途上国関係（開発途上国における石  

炭燃料に伴う大気汚染による健康影響と疾病予防に関す  

る研究）1課題，さらに経常研究16課題であった。こ  

れらの内容として，大気汚染物質，重金属およびその他  

の環境汚染物質の生体影響の解明に関する基礎的研究・  
リスク評価研究に加えて，地球規模の環境変化としての  

地球温暖化やオゾン層の破壊に伴う紫外線の健康影響に  

二関する研究が含まれている。  

6．2，7 水生生物実験棟（アクアトロン）   

本施設は，水界における汚濁物質の挙動および影響を  

生態学，微生物学，水質工学等の見地から解明すること  

を目的とした施設である。大型施設として，アオコ等の  

微生物の挙動および水質改善効果等を研究する目的で淡  

水マイクロコズム装置が設置され，微量の重金属，農薬  

等の汚染物賀が，どのように魚類ヤ甲殻類等の水生生物  

に影響するかを研究する目的で毒性試験装置が設置され  

ている。   

また，水生生物の飼育培養および系統保存のための設  

備が設置されている。屋外には自然条件下における生態  

系の遷移現象や水質変化に伴う生態系としての反応を，  

生物群集の面から解析するための実験施設として生物生  
態実験地が設けられている。   

本年度に供試された実験水生生物は，グッゼー，メダ  

カ，タマミジンコ，オオミジンコ，ヌカエビ等を中心に  

、およそ50種・系統に及んだ。   

本年度は，特別研究，地球環境研究および経常研究等  

が行われた。  

「生体用NMR装置」   

本装置はヒトや実験動物を生きた状態でNMR計測を行  

い．その代謝機能ヤ体内イメージを解析する装置である。  

経常研究，科学研究費補助金による研究などに使用された。  

6，2，8 水理実験棟   

本施設は，水土壌圏の水理現象と水質に関与する物  

理・化学・生物学的な諸現象を実験的に解明することを  

目的とした施設であり，海洋への炭酸ガス吸収とその循  

環機構の解明を目白勺としで海産藻類の無菌的純粋培養を  

行う漸羊マイクロコズム，地‾F－水汚染研究のための諸モ  

デル測定装置，物質循環速度・経路を解明するための安  

6．2．11植物実験棟（ファイトトロン）   

本施設は，地球環境問題や自然保護などに関連して，  

植物および陸上生態系に及ぼす種々の環境ストレスの影  

響について．制御された環境下で研究をすることを目的  

とした試験研究施設である。このために，植物群落を対  

象とした自然環境シミュレータを始めとして，クリーン   
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6．2．13 騒音・保健研究棟   実験室・培養室等からなるバイオテクノロジー施設，  

種々の型式・性能の環境調節装置が植物実験棟Ⅰおよび  

刀に設置されている。また，砂漠化や熱帯林の研究のた  

めの低温低湿，高温高湿の設定のできるグロースチャン  

バーも設置されている。   

本年度に本施設では，2研究グループおよび2基盤研  

究部によって，地球環境研究総合推進費研究5課題，経  

常研究6課題，科学技術振興調整費研究1課題の試験研  

究等が行われた。特に地球環境研究総合推進費研究，  

「紫外線増加が野生植物に与える影響の評価に関する研  

究」．「アジア太平洋地域における地球温暖化の局地植生  

への影響とその保全に関する研究」，「熱帯環境林保続の  

ための指標策定に関する研究」．「熱帯環境保全林におけ  

る野生生物の多様性と持続的管理のための指標に関する  

研究」，「野生生物集団の絶滅プロセスに関する研究」等  

により，植物に対する地球規模の環境変動の影響につい  

て，遺伝子から群落までの種々のレベルで研究が行われ  

ている。また，環境保全のためのバイオテクノロジーの  

活用とその環境影響評価に関する研究では，バイオテク  

ノロジーを用いて大気汚染環境に対して指標性や浄化能  

力の高い植物の開発に関する研究が行われている。   

本年度に供試された実験植物は，中国の砂漠に生育す  

る植物等海外で種子を採取した野生植物種を含め約60  

種に及び，年間供給個体数は約10，000個体に達した。  

本施設は，環境因子の人体への影響に関して，人を対  

象として研究することを目的とLた施設である。本施設  

を利用し，主として，環境健康部・病体機構研究室およ  

び環境疫学研究室，地域環境研究グループ・都市環境影  

響評価研究チームが以下の研究を実施している。病体機  

構研究室は環境汚染物質の毒性発現機構に関する実験的  

研究，および健康影響のモニタリング手法の開発に関す  

る基礎的研究を，環境疫学研究室は各種疫学調査の準備  

並びに現地調査の実施，調査試料の分析，収集資料の整  

理とデータベースの作成，を行うとともに，各種計算機  

システムを括用したデータ解析を行っている。都市環境  

影響評価研究チームは人を対象とした生理実験室を利用  

した騒音，超低周波電磁場等の環境ストレスの健康影響  

に関する研究を実施するとともに，各種疫学調査の準  

備・解析に利用している。  

6．2．14 環境遺伝子工学実験棟   

本施設は，組換えDNA技術を環境保全に利用するた  

めの手法の開発や，遺伝子を祖換えた生物の環境中での  

挙動や生態系への影響を解明するための基礎的知見を収  

集することを目的とした施設である。   

平成8年度に承認された本研究所における組換え  

DNA実験はZ9課題，登録された組換えDNA実験従事  

者ほ71人であり，従事者数は前年度より増加した。遺  

伝子組換えによる環境ストレス耐性の植物の作成，組換  

え微生物の水中及び土壌中での挙動の解明，動物遺伝子  

のクローニングなどの実験が本施設内で実施された。   

また，管理区域外の分析機器室にはペプチドシークエ  

ンサーやDNAシークエンサー等の分析機器が設置され  

ており，極めて活発に使用された。  

6．2．12 微生物系統保存棟   

本施設は，微生物が関与する環境汚染・環境浄化の研  

究を推進させるために必要な環境微生物培養株を収集，  

確保して系統的に保存することおよび研究者の要請に応  

じて保存株を株データとともに提供することを目的とし  

た施設である。   

平成8年度の保存株の分譲は，赤潮・水の華形成藻  

類，汚染指標藻類，AGP供試藻類，有毒藻類，炭酸カ  

ルシウムの鱗片を有する藻類等多種にわたり，水環境保  

全研究および地球環境保全研究に利用された。   

本年度寄託株25種を含めた微細藻類と原生動物808  

株について，それらの種名，履歴（産地，採集者，分離  

者，採集片目等），株の状態（無菌，単藻等），培地，  

培養条件等をパーソナルコンピュータそ整理した。本施  

設の保存株を利用して実施された試験研究は，特別研究  

5課題，経常研窄10課題，地球環境研究総合推進費2  

課題，科学技術振興調整費3課題であった。  

6．2．15 共通機器   

本研究所では，大型で高価な分析機器等を共通横器と  

して管理・運営し，広く研究者が利用できるようになっ  

ている。現在，共通機器として登録されている機器は，  

表6．1のとおりである。どの機器も性能を維持するため  

に専門技術者による維持管理業務が行われている。その  

中でも，①ガスクロマトグラフ質量分析装置，②電子顕  

微鏡，③プラズマ発光分光分析装嵐 ④核磁気共鳴紫  

置，⑤元素分析計は，特に分析希望が多い装置である。  

分析希望試料も難度の高い前処理や分析技術を必要とす  
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るものが多いため，この5装置については，専門技術者  

による依頼分析業務を行っている。   

平成8年度に依頼分析を行った研究テーマは，約30  

課題，約10，000検体の分析を実施した。このようにし  

て，所内約4割の研究者が共通機器を毎年利用してお  

り，■環境にかかわる分野の応用研究や基礎研究に役立つ  

データを提供している。   

なお，平成8年度にⅩ線回折装置，高精度安定同位  

体比測定用質量分析システム，トレーサー実験用安定同  

位体比質量分析システムが新たに導入された。  

増大及び処理形態の多様化に対処するため，大型電子計  

算機システムとスーパーコンピュータシステムを統合し  

たシステムとしてとらえ，比較的大規模のスーパーコン  

ピュータシステムを中核に，複数の各種サブシステムを  

加えた分散型のシステムを導入した。   

本システムは，オペレーティングシステム（OS）と  

してUNIX系OSに統一されるとともに，地球環境問題  

を扱う大規模なFORTRANプログラムを効率よ〈作  

成・編集じ，また実行するための多様な機能を持つ  

FORTRANコンパイラ及び各種支援ツールを備えてい  

る。   

また，演算処理を超高速に行うベクトル計算撥本体を  

中心としてフロントエンドシステムや地球環境研究で  

は，計算結果を可視化することが現象解明，影響評価及  

6．2．16 情報関連施設  

（1）新コンピュータシステ阜   

本年度3月に行われたシステム更改では，計算需要の  

表6．1共通機器一覧表  

型 式  導入年  機 器 名  

JMS－700  平成6年  

5800LV  平成8年  

jEM－2000FX  昭和63年  

1CP750  平成4年  

61E  平成8年  

JNM－A500  平成6年  

ESCALAB5  昭和54年  

JES－FE－3X  昭和55年  

HITACHl－835  昭和55年  

EAllO8  平成8年  

（1）ガスクロマトグラフ質量分析装置  GC／MS  

（2）走査型電子顕微鏡  

（3）透過塑電子顕微鏡  

（4）プラズマ発光分光分析装置’  

（5）プラズマ発光分光分析装置  

（6）稜磁気共鳴装置  

（7）x線光電子分光装置  

（8）電子スピン共鳴装置  

（9）高速アミノ酸分析計  

（10）元素分析計  

（11）全自動細胞解析分離装置  

（12）蛍光Ⅹ線分析装置  

（13）原子吸光光度計  

（14）顕微分光分析装置  

（15）フーリエ変換赤外分光光度計  

（16）ÅED検出器付ガスクロマトグラフィー  

（17）ⅢP質量分析装置  

．（1幻パージ＆トラップガスクロマトゲラフ質量分析装置  

（19）自動二次元電気泳動装置  

（20）共焦点レーザー蛍光顕微鏡  

（Zl）Ⅹ線回析装置  

（22）高精度安定同位体比測定用質量分析システム  

（23）トレーサー実験用安定同位体比質量分析システム  

SEM   

TE九1   

1CP－JA   

ICP一丁IS   

NMR   

ESCA   

ESR   

RAA   

CHN  

CELL SORTER  FACSCaliber  平成7年  

VF－320F  昭和63年  

5100（P且）  昭和63年  

UMSP－80  昭和63年  

FT／1R－500  平成7年  

5921A  平成7年  

P－6000  、 平成8年  

AUTO MASS50  平成8年  

平成8年  

TCS4D  平成8年  

RINT－Ultima＋  平成9年  

MAT252  平成9年  

DELTAp＝＝  平成9年   

ⅩRF   

C,FAA 

FT－1R   

GC－AED   

MIP／MS   

P＆T／GC／MS   

EP  
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び予潮を行う上で重要な役割を果たすため，計算結果を  

適切に表示するグラフィックスサブシステム，さらに，  

科学技術計算の多くの数値シミュレーションについて  

は，計算アルゴリズム（算法）及びプログラムに適した  

スカラー計算サーバも導入した。   

このほか，基礎データ，共用データ及び計算結果等の  

大量のデータを格納する大容量磁気ディスク装置，各構  

成要素を構成するコンピュータが扱うファイル（データ  

等）の高速バックアップ及びマイグレーションが可能な  

大容量磁気テープ装置を備えたファイルサブシステム，  

並びにデータベースサーベ（統計解析システムソフト  

ウェアを含む。），当研究所の情報を所内外へ発信する  

WWWサーバ，イントラネットサーバ等から構成され  

ている。  

6．2．け 実験ほ唱   

本施設は，植物および土壌生態系の環境保全機能に関  

する野外実験や所内の各生物環境調節施設で得られた研  

究成果を野外条件下での応用試験，並びに実験植物の系  

統保存，供給を行うことを目的とした生物系野外実験施  

設である。施設は，所内にある構内実験ほ場と当研究所  

の西方約4kmに所在する別団地実験ほ場（つくば市八  

幡台3）の2施設より構成される。   

平成8年度には，特別研究，地球環境研究総合推進費  

による研究などによる野外実験が実施された。また，熱  

帯の樹木類や砂漠植物などの実験植物を系統保存すると  

ともに，それらを植物実験棟などで実施される研究に供  

給した。  

6．2．18 司ヶ浦臨湖実験施設   

霞ケ浦臨御実験施設は国立環境研究所の研究者の共同  

利用施設として利用されている。日本の中でも水質汚濁  

の進行している霞ケ浦の湖畔に位置するところから，  

霞ケ浦を対象とした調査や，霞ヶ浦の湖水や生物を利用  

した各種の実験研究を行うことにより，湖の汚濁機構の  

解明，汚濁した瀦の水質回復に関する研究，潮の生態等  

や物質循環などを明らかにすることを目的として研究が  

行われている。   

平成8年度は，特別研究「湖沼環境指標の開発と新た  

な湖沼環境間遠の解明に関する研究」，「環境負荷の構  

造変化から見た都市の大気と水質問題の把握とその対応  

策に関する研究」，開発途上国環境技術共同研究「富栄  

養湖沼群の生物群集の変化と生態系管理に関する研  
究」，地球環境研究推進費による「北太平洋の海洋表層  

過程による二酸化炭素の吸収と生物生産に関する研  

究」，国立機関公害防止等試験研究費による「湖沼での  

有機物の動態解析手法の開発に関する研究」等，総合研  

究グループおよび基盤研究部の程常研究等で30の研究  

テーマが施設を利用して行われた。  

（2）国立環境研究所ネットワーク   

本システムは，研究所内に相当台数導入されているコ  

ンピュータ賓源を相互接続することにより，■これらの資  

源の有効利活用を図り，併せて国外を含む所外のネット  

ワークに接続されたコンピュータとの間で電子メールの  

授受等を行うことを目的として，スーパーコンピュータ  

シ欠テムの新規導入に伴い，FDDlを基幹ネットワーク  

として，平成3年度に構築されたものである。   

その後，平成7年度に，研究本館Ⅲの増設に伴い，新  

たに2つのFDDIサブネットを構築するため，ATMス  

イッチを導入し，既設のFDDl基幹ネットワーク等を統  

合した。また，平成7年度末には，ネットワークの強化  

に係る基盤整備の一環として，本館及び実験棟の間に光  

ファイバケーブルを敷設するほか，研究室等にツイス  

テッドペアケーブル（カテゴリ5）の配線及び情報コン  

セントの取り付けを行っている。   

本年度は，新コンピュータシステムの処理能力の向上  

及びデータ格納領域の拡充に合わせ，特に大容量データ  

の高速伝送に適したIPスイッチ（2台）及び1Pスイッ  

チ・ゲートウェイ（11台）を導入し，既設FDDI基幹  

ネットワークのイーサーネットセグメントをこれらのゲT  

トウェイに収容するほか，同ゲートウェイに情報コンセン  

ト配線を接続するなど，LAN構成の変更を行った。な  

お，一般の利用者においても，これらの情報コンセント  

を使用し，より高連なネットワーク（100BASE－TX）  

の利用が可能となった。  

6．2．19 奥日光環境観測所   

本施設は，森林生態系に及ぼす環境汚染の影響および  

環境汚染に対する非汚染地でのバックグラウンド値を長  

期にわたって観測することを目的とした実験・観測施設  

である。   

施設は，日光国立公園内の栃木県日光市奥日光に所在  

し，観測所と管理棟のZ施設により構成されている。  
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平成8年度は，生物圏環境部と地球環境研究グルプ  

において下記の研究テーマについて実施された。   

経常研究として，外山沢川における底生生物の群集構  

造と食物網の調査を継続し，水温が安定した源流域河川  

における水生昆虫の生活史と生長特性を明らかにした。  

また河畔及び林内では，蘇苔類の生長と遷移過程につい  

ての追跡調査を実施した。   

温暖化現象解明関連課題として，森林大気中の二酸化  

炭素濃度とその安定同位体比変動から植物の二酸化炭素  

吸収放出過程の知見を得た。   

また，酸性雨関連課題として，森林被害地におけるオ  

ゾン濃度との比較のため，本観測所で測定したオゾン濃  

度を解析し，森林被害に関する大気汚染の関わりに関す  

る知見を得た。  

（1）地球環境モニタリングステーション一波無間   

本施設は，沖縄県八重山郡竹富町にあり，西表島の南  

方約20kmの日本最南端の有人島である波照間島の東  

端に位置している。   

本施設では，ベースライン大気中の温室効果ガスなど  

の長期的な変化を観測するために，39nlの観測塔上で  

大気を採取して，温室効果ガスのほか，探気する気団の  

起源を推定するための指標因子として，オゾン・粒子状  

物質・ラドン・気象要素などを1993年秋より観測して  

いる。  

1996年度には，臣射別項目の充実・強化の一環とし  

て，炭素粒子・一酸化炭素／水素の観測を開始した。  

（2）地球環境モニタリングステーションー落石岬   

本施設は，波照間ステーションに続〈第二のステー  

ションとして根室半島の付け根にある落石岬の先端部  

（海抜50m）に建設された。   

本施設は，50mの観測塔上で大気を採取して，波照  

間ステーションと同様に温室効果ガス・指標性ガス・気  

象要素を1995年秋より観測している。  

1996年度には，初期計画の観測体制の整備が完了  

し，定常的な観測に移行した。  

6．2．20地球環境モニタリングステーション   

地球環境変化を監視する一環として，人為的な発生源  

の直接影響を受けろことが少ない沖縄県竹富町波照間島  

と北海道根室市落石岬に無人の自動観測ステーションを  

設置して，大気中の温室効果ガス等を高精度自動測定  

し，ベースライン大気（大気汚染の影響をほとんど無視  

できる十分に清浄な空気）の長期的変化を観測すること  

としている。   

各ステーションの観測項巨＝ま表6．2のとおりである。  6．2．21黒鳥NOAA受信施設   

本施設は，米国の地球観測衛星NOAAから送られて  

くる観潮データを受信，処理するためのシステムであ  

る。平成5年度の補正予算により日本国内に2セットの  

設置が認められ，一方を沖縄県八重山郡異島の用水海中  

公園センター八重山研究所内に，他方を茨城県つくば市  

の国立環境研究所内に設置することとなった。平成7年  

1月より黒鳥受信施設が，平成7年】0月よりつくば受  

信施設が稼働を開始した。   

NOAAは上空850kmで北極と南極を通る軌道上を周  

回する人工衛星で，NOAAに搭載されたリモートセン  

サーAVHRRからは約2700kmという広い帽（範囲）  

を，地上での分解能1km（地上の1km四方が一点）  

で，毎日2回観測することができる。AVHRRは，地上  

で反射された太陽光ヤ地表面から放射される熱赤外線な  

どの電磁波（光と熱）を検知して画像化し，この電磁波  

信号を解析することにより，地上の植生分布ヤ海面の水  

温分布，また雲の分布に関する情報を得ることができ  

る。広、い範囲を高輝度で観測できるというAVHRRの   

表6．2 地上モニタリングステーションの観測項目  

観測項目   波照間ステーション  落石岬ステーション   

二酸化炭素（CO2）   ◎   ◎   

メタン（CHl）   ◎   ◎   

一酸化二窒素（N20）   ◎   （⊃   

オゾン（0ユ）   ◎   ◎   

ラドン（Rn）   ◎   ◎   

フロンガス（CFCs）   ◎   ※（8年度限り）   

エアロゾル   ◎   ◎   
炭素粒子   ◎   （⊃   

一酸化炭素／水素   ◎   ○   

窒素酸化物（NOス）  ◎   

硫垂線化物（SOx）  ◎   
気象要素   ◎   ◎   

◎：すでに掛別を開始した項目  
○：将来観測を予定している項月  
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特徴は熱帯林の減少や砂漠化など地球的規模で進行しつ  

つある環境の変化を正確に捉えるうえで非常に有効な手  

段となる。   

黒鳥，つくばの両受信牒でカムチャッカ半島からマ  

レー半島までの東アジア地域をカバーしており，現在  

NOAA12号と14号からのこの範例の画像を毎日20枚  

程度受信処理している。平成8年度では，これらの画像  

をもとに東アジア衛星モザイク画像の作成，地表面の植  

生指数分布風 雲分布図を作成するためのプログラム開  

発を行った。  

6．2．23 研究本館Ⅱ（共同利用棟及び共同研究棟）  

（1）人間環境評価実験施設（ELMES：Evaluation   

Laboratory of ManTEnvironmentalSys  

tems）及び環境総合評価のための情報システム   

（SAPIENS：Systems Analysis and Plan－   

nlnginlnteLligent Environmenta11nforma－   

tbnSystem）   

ELMESは環境評価にかかわる人間集団の反応測定  

や，意志決定プロセスにおける情報伝達効果の有効性の  

確認等，環境と人間行動に関する実験を行うための施設  

であり，中会議室と兼用の・・・・・集団実験室，ゲーミングシ  

ミュレーションのための多集団実験室および情報伝達に  

用いるオーディオ・ビジュアル機器，実験制御装置  

（サーバー，ワークステーション）等から構成されている。   

SAPIENSはELMESでの環境情報提示や，地域環境  

情報システムの開発研究を進めるためのコンピュータお  

よび画像処理・表示システムと環境データベースよりな  

るゝ  

6．2．22 研究本館Ⅰ（計測棟）   

環境中の有害物質を高感度，商運択的に検出したり，  

環境試料中での有害物質の分布を局所分析などにより調  

べること，あるいは，地球温暖化の現象解明ヤ汚染物質  

の起源解明などのための元素（炭素，鉛など）の同位体  

比を精密に測定することは，環境汚染の状況を把握し汚  

染機構を解明したり，環境リスク評価を行う上で重要かつ  

基本的なことである。研究本絹Ⅰ（吉相J棟）は，このよう  

な分析・測定を行うための装置（高度な分析機器など）お  

よびそれらを有効に使用するための施設（クリーンルーム  

など）を維持・管理し，必要に応じて高精度の測定データ  

を提供している。また，一部の機器については，新しい分  

析法を研究・開発するための装置としても利用されている。  

（2）試料庫   

環境試料の長期保存並びに試料の保存性に関する研究  

のために設立されたものであり，低温室，ディープフ  

リーザー室，恒温室，試料準備室，記録室から成り立っ  

ている。低温室は一20℃の3低温重からなり，大量の試  

料の保存が可能である。ディープフリーザー室には3基  

の超低温槽と3台の液体窒素ジャーを設置し，超低温保  

存（－85℃，－110℃，196℃）の必要な少量の試料の  

保存が可能である。十4℃，＋20℃の恒温室は，それぞ  

れ凍結しない方法による保存に用いる。保存する試料の  

前処理は試料準備室で行い，記録室には各室の温度が表  

示記録されるとともに，保存試料の情報が記録されてい  

る。   

平成8年度には，研究所の試料に加え，環境庁化学物  

質モニタリング試料のうち昭和59年度一平成4年度分  

が追加搬入され，長期保存を開始した。  

（1）主要機器  

1）高速液体クロマトグラフ質量分析装置（LC／MS）  

2）誘導結合プラズマ質量分析装置（TCP－MS）  

3）二次イオン質量分析装置（SrMS）  

4）高分解能質量分析装置（HRMS）  

5）ガスクロマトグラフ質量分析装置（GC／MS）  

6）原子吸光光度計（AAS）  

7）表面電離型質量分析装置（IDMS）  

8）大気圧イオン化質量分析装置（API／MS）  

9）ガスクロマトグラフ四重軽質量分析装置（GC／QMS）  

10）x繰回析装置（XRD）  

11）レーザーラマン分光分析装置（RAMAN）  6．2．24 研究本館Ⅲ‘  

（1）大型雲量分析施設   

「フーリエ変換質量分析装置（FT－MS）」   

本装置は，フーリエ変換方式によるイオンサイクロト  

ロン共鳴を用いた質量分析装置で，イオントラップは3  

テスラの超伝導マグネットを用いている。測完できる質  

（2）主要設備  

1）クリーンルーム  

2）純水製造装置  
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量範囲は12一〉16，000amuで，分解能はm／z＝131で106  

以上の高精度・高分解能の質量分析装置である。イオン  

源はEI，CIレーザーイオン化が使用可能であり，また  

FT－MS本体のアナライザセル側にイオン加速レンズ系  

を介して接続されている外部イオン化室を有する。   

以上の機能を有した本装置は，質量数の大きいクラス  

ターの測定，同位体の測定，ラジカルの反応測定，イオ  

ン反応の測定の研究に用いられる。   

本年度は反応の同位体効果の研究を行った。  

安全な実験環境の確保，かつ区域外への有害物質の漏  

出を防ぐため，管理区域内の気圧を大気圧より低くし，  

実験用ドラフトや空調の排気口に焼却可能な活性炭フィ  

ルター等を設置してガス状，粒子状の有害物質が漏れ出  

ることを抑えるエ夫がなされている。実験排水も，活性  

炭処理されたあと，さらに研究所全体の実験排水処理施  

設で処理される二重構造になっている。   

さらに区域内で出る実験廃棄物，廃液，使用済み排気  

フィルターは，すべて区域内で処理して外部に持ち出さ  

ないよう区域内に焼却炉を設置している。   

また区域内利用者は登録制でカードキーで出入を記録  

している。   

実験室としてはGC／MS室，試料調整室，微生物実験  

室，物性実験室，低温室，水生生物実験室，細胞実験  

室，毒性実験室，動物飼育室，マイクロコズム，高温分  

解塞がある。   

本年度は，特別研究「環境中の有機塩素化合物の暴露  

量評価と複合健廉影響に関する研究」，科学研究費「ダ  

イオキシンとその類縁体の分子構造及び構造毒性相関に  

関する研究」を中心に研究が進められた。  

「タンデム質量分析装置（タンデムMS）」   

本装置は，分解能65，000の二重収束型質量分析計  

（MS）を2台直列に組み合わせたもので，通常の高分  

解能質量分析に加え，第一MSで分離・選択されたイオ  

ンをさらに第二MSで質量分析することによって，正確  

かつ詳細な化学構造情報を調べることができる。   

本年度は，第二MSへの新型面検出器の導入による高  

感度化等について，繹常研究等が行われた。  

「加速器分析施設」   

本施設は，最大加速電圧5百万ボルトの静電型タンデ  

ム加速器を擁する加速器質量分析装置（A九′IS），同百十  
万ボルトのPIXE／RBS分析装置，並びにAMS用試料  

調製クリーンルームから構成される。AMSは，質量分  

析の原理と高エネルギー粒子の弁別測定技術とを組み合  

わせて，極めて微量にしか存在しない（安定同位体の  

10【川以下）同位体を精度，感度良く測定するためのシ  

ステムで，特に炭素14等の，宇宙線起源の長寿命放射  

性同位体をトレーサ←とする環境研究に用いられる。  

PIXE／RBSは表面分析，元素分析の手法であり，各種  

環境試料中元素の迅速分析や分布の詳細な解析等に威力  

を発揮する。AMSは放射線発生装置であり，放射線防  

護の観点から，放射線モニターと連動したインターロッ  

クシステムの設置など，様々な工夫が凝らされた施設に  

なっている。   

本年度は，9月に完成記念シンポジウムを実施した。  

また，特に炭素14について，精度に及ぼす様々な要因  

の検討，解析を行った。  

（3）lLAS・RIS衛星データ処理運用施設   

本施設は，ADEOS衛星搭載のILAS（改良型大気周  

縁赤外分光計）およびRIS（地上衛星間レーザー長光路  

吸収測定用リトロリフレクター）のデータを処理運用す  

るための施設であり，データ処理運用のための装置（計  

算機システム）およびソフトウェアからなる。衛星から  

送信される生データを，宇宙開発事業団地球観測セン  

ターより，高速デジタル専用回線にて人手し，オゾン高  

度分布等の地球物理パラメータの作成を行うとともに，  

外部へのデータ提供を行う。   

本年度は，8月17日にADEOS衛星が打ち上げられ  

た（打ち上げ後，「みどり」と命名された）。ILASデー  

タの処理運用＼RIS観測のためのADEOS位置情報  

得，等を本施設が実施し，所期の性能を発揮した。  

（4）ミリ波測定施設   

本施設は，ミリ波解析室，ミリ波分光器茎，ミリ波分  

光観器室の3部屋からなっており，ミリ波分光計並びに  

ミリ波オゾン分光観測システム等を使用し，成層圏・中  

間圏のオゾンが放出する電波（ミリ波）の回転スペクト  

ルを高い分解能で分光し，40km以上の高度領域のオゾ   

（2）化学物質管理区域   

本施設は強い有害性を有するダイオキシン類などの特  

殊有害物質の分析，毒性評価を行うための実験施設である。  
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ン鉛直分布を観測している。本年度は，ほぼ毎日（雨天  

等，厚い雲のある場合を除く），高度約35”751【mのオ  

ゾンの鉛直分布をZ4時間連続的に観測し，良好なデー  

タが得られている。  

（7）GRID情報処理解析施設   

地球環境研究センターは，国連環境計画（UNEP）／  

地球環境資源情報データベース（GRID）の協力セン  

ター（GRtDつくぼ）になっている。本施設は，GRID  

情報処理解析システム（平成5年度導入）を中心とする  

計算機システムを設置しており，GRID一つくぼのオリ  

ジナルデータの作成，データの加工・解析，データの提  

供等を行っている。本年度は．GRIDのメタデータディ  

レクトリ拠点の整備を行った。  

（5）エコオフィス   

本施設は，オフィスにおけるエネルギー消費の低減な  

らびに二酸化炭素排出量の削減を目的とした施設であ  

る。このエコオフィスの特徴は，1）断熱材の使用，ペ  

アガラスの導入により，従来のオフィスに比べて断熱性  

能が大幅に向上していること，2）太陽光発電システム  

を導入してオフィス内の電力需要の¶都をまかなうこ  

と，3）太陽熱温水器により温水を作り．その熱エネル  

ギーを冷暖房に利用することで冷暖房エネルギーの削減  

をはかることである。さらに，太陽光発電システムにお  

いては現在利用可能な単結晶，多結晶，アモルファスの  

3種類の太陽電池を用いた発電システムを併置し，同じ  

条件での各発電システムの性能評価を行うことが可能と  

なっている。   

平成8年度は，エコオフィスに導入された個別の環境  

負荷型技術および機器について実測データに基づく定量  

的評価を行い，同時にエコオフィスの問題点を摘出し，  

個別機器の改良及び連転管理手法の改善を行った。  

6．3 共通施設  

6．3．1エネルギー供槍施設   

エネルギーに対する生物系の安定した供給と理工系の  

間欠的な変動の大きい供給に応じるために，各研究室と  

の密接な連絡と運転保守管理により，供給要請に対処  

し，省エネルギーに努めた。   

平成8年度末におけるエネルギーセンター施設の概箪  

は次のとおりである。   

なお，平成8年度は，特高受電需要設備の更新，冷凍  

機の増設を行った。  

（1）規模   

特高受電需要設備楓 変圧器容量66kV／6．6kV－10．C00  

kVAX2息共通施設棟（エネルギーセンター），（ポンプ苛束）  

（6）NOAA受信施設   

本施設は，米国の地球観測衛星NOAAに搭載された  

AVHRRセンサーの衛星データの受信及び解析を行うた  

めに設置された施設である。NOAA／AVHRRは，可視  

械から赤外線に合計5バンドを受感する多重分光走査セ  

ンサーである。広い地域を高頻度に観測するので地球全  

体を対象とするのに適している。本施設は，2つの受信  

局で構成されており，国立環境研究所に1995年9月，  

沖縄県黒鳥に1995年1月に設置された。主な構成機器  

は，レドーム付き直径1．2mの受信パラボナアンテナ，  

アンテナ別御装置，受信機，GPS装鼠 制御及び解析  

用SUNワークステーションである。受信データの記録  

には，4mmDATテープ12本を格納できるスタッカー  

装置を装備している。つくば局と黒鳥局をあわせると，  

南シベリアから中I乱 マレー半島，さらに赤道付近まで  

観測が可能である。   

本年度は，衛星データの定常的な取得，植生指数分布  

図および東アジア衛星モザイク画像の作成を行った。  

（2）主な設備  

1）受変電設備  

特高受電所1カ所，2・3次変電所21カ所  

2）非常用自家発電設備  1，000kVA  3台  

3）温熱源設備（ボイラー）10，000kg／h  3台  

（都市ガス使用）  

4）冷熱源設備   

吸収式冷凍機  600USfiT－ 4台  

6．3．2 廃棄物処理施設   

廃棄物処理施設は，各処理施設とともに順調に稼働した。   

平成8年度における廃棄物処理施設の概要は次のとお  

りである。  

（1）処理能力  

1）一般実験排水処理能力  300t／d  

2）特殊実験排水処理能力  100t／d  

一191一   



3）一般固体焼却処理能力  ユ50kg／h  

4）特殊固体焼却処理能力  100kg／d  

（2）排水処理   

平成8年度における処理水について，表6．3に本構内  

の汚水排除基準と霞ケ浦臨湖実験施設の排水基準および  

各々の最高値を示す。  

6．3．3 工作室   

研究活動に伴い，ガラス工作室，金工室，材料工作  

室，木工室，溶接室，エレクトロニクス室の各室が利用  

され研究機器等の加工，製作が行われた。  
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衰6，3 平成8年度汚水排除基準  

構  内  霞ケ浦臨湖実験施設  
項  目  

（汚水排除基準） （最高値）  （排水基準）   （最高値）   

温度   45度以下   （8”29℃）   45度以下   （7．－28℃）   

水素イオン濃度   5－9   （6．9～8．1）   5．8～8．6  （7．1”7．6）  

生物化学的酸素要求量  600mg／～以下  

化学的酸素要求量  15n】g／J以下   （3．3）  

浮遊物質量  600nlg／J以下  15mg／J以下  

ノルマルヘキサン抽出物含有量  （1以下）  （1以下）  

ア）鉱油類含有量  5mg／J以下   3nlg／J以下   

イ）動植物油脂類含有量   30mg／J以下  5mg／J以下  

ヨウ素消費量   （6．6）  

カドミウム含有量   0．01mg／J以下  （0．005以下）   （0．005以下）        0．01mg／J以下  

シアン含有量   不検出   （不検出）   不検出   （不検出）   

有機リン含有量   不検出   （不検出）   不検出   （不検出）   

鉛含有量   0．05mg／J以‾ド  （0．05以下）   0．1mg／J以下  （0．05以下）   

クロム（六価）含有量   0．05mg／J以下  （0．01以下）   0．05mg／J以下  （0．0ユ以下）   
ヒ素含有量   0．01mg／J以下  （0．002以下）   0．05mg／J以下  （0．002以下）   

給水銀含有量   0．0005mg／J以下  （不検出）   不検出   （不検出）   

アルキル水銀含有量   不検出   （不検出）   不検出   （不検出）   

PCB含有量   不検出   （不検出）   不検出   （不検出）   

トリクロロエチレン   0．03mg／上以下  （0．001以下）   0．03mg／J以下  （0．001以下）   

テトラクロロエチレン   0．01nlg／～以下  （0．001以下）   0．Olmg／ヱ以下  

ジクロロメタン   0．02mg／J以下  （0．002以下）  （0．002以下）   

四塩化炭素   0．002mg／J以下  （0．0002以下）  （0．0002以F）   

1．Z－ジクロロエタン   0．004mg／J以下  （0．001以下）  （0．001以下）   

1，トジクロロエチレン   0．02mg／J以下  （0．001以下）  （0．001以下）   

シスー1，21ジクロロエチレン   0．掴nlg／J以下  （0．001以下）  （0．001以下）   

1，l．トトリクロロエタン   1mg／J以下  （0．001以‾り  （0．001以下）   

1，1，2トリクロロエタン   0．006m月／上以下  （0・001笹下）  （0．001以下）   

1，3－ジクロロプロペン   0．002mg／J以下  （0．001以下）  （0．001以下）   

チウラム   0．006mg／J以下  （0．0006以下）  （0．0006以下）   
ンマジン   0．003mg／上以下  （0．0003以下）  （0．0003以下）   

チオペンカルプ   0．02mg／J以下  （0．002以下）  （0．002以下）   

ベンゼン   0．0】mg／J以下  （0．001以下）  （0．001以下）   

セレン   0．01mg／J以‾ド  （0．01以下）  （0．01以下）   

フェノール含有量   0．5mg／J以下  （0．025以下）  0．1mg／J以‾F   

銅含有量   3mg／J以下  （0．03）   1nlg／J以下  （0．01以下）   

亜鉛含有量   5mg／J以下  （0．05）   lmg／J以下  （0．02）   

鉄（溶解性）含有量   10mg／J以下  （0．31）   1mg／J以‾ド  （0．19）   

マンガン（溶解性）含有量   1mg／J以下  （0．09）   1mg／J以下  （0．01以下）   

クロム含有量   1mg／上以下  （0．01以下）   0．1mg／J以下  （0．01以下）   

フッ素含有量   8mg／J以下  （0．5以下）   0．8mg／J以下  （0．1以下）   

窒素  25mg／J以下  （2．3）   

リン  4mg／J以下  （0．05以下）   

大腸菌群数  3000コ／J以下  （0）   

（注）最高値欄の（××以下）は定量限界以下を示す。  
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Akaiyaehiand Kushiro Mires  

記号   発  表  者   題  目   ／く－ジ   

K－64  ToshioIwakuma   EnvironmentofMiyatokoHire   3－10   

K－65  TatemasaHirata，   GroundandSurfaceWatersofMiyatokbMire   11－18  
SeiichiNohara，Toshi8Iwakuma  

K－66  SeiichiNohara，ToshioIvakuma  Micro－tOpOgraphyandtheHydrologicalEnvironmentofMiyatDkoMire   19－21   

K－67  SeiichiNohara，ToshiDIwakuma  PlantPhenologyinIlirePooIs   23－28   

K－68  ÅkihideTakehara＋）   FloraandVegetationof†1iyatokoMire   29－45  
（llIwateUniv．）  

だ－69  RyuheiUeno   Anthophilousrnsectsin”iyatoko廿ire   47－50  

一199 一   



記号   尭  哀  者   題  目   ぺ－一ジ   

Ⅹ－70  Biomass，SpeciesCompositionandDiversityofEpipelicAlgaeinHire  
・ PooIs  
き・・童・・萱  

（＊1TokyoGakugeiUniv．，  
＊2univ．Tokyo）  

k－71   59－62   

K72  ToshioIwakuma   EcologyandProductionofChironomidaeina丑汗ePool   63－70   

K－73  HikiyaHiroki，   MicrobialCommunityandCelluloseDecoJnPOSitionActivityirLPeat   71－76  
HakotoH．Watanabe   SoilsofHiyatokoHire   

K－74  ToshioIwalくulna   Environmentof此aiyachiMire   79－87   

K－75  YoshikiYamagata，   HonitoringAkaiyachiMirewithOverlaidCASIlmagesandaDetailed   89－94  
ToshioIwakuma   Digital Elevatian Model 

K－76  SeiichiNohara，HikiyaHiroki  EffectsofLandUseintheSurroundingAreaonBa爪booGrassInvasion  95－98  
into Akaiyachi Hire 

K－77  ToshioIwakuma   EnvirormentofKushiroMire   101－104   

K－78  LandCoverMonitoringwithaVegetation－SoiトWaterlndex  105108  
HikioSugita■1  
（11科学技術特別研究員）  

K－79  WetlandVegetationClassificationwithHulti－tempDralLandsatTM  109‖4  
HiroyukiOguma＊1，  Data  
Hir8koFujita＊2  
（＋lNatl．SpaceDev．Agency，  
♯2日DkkaidoUniv．）  

K－80  SelectionofEffectiveSpectr・alBandsfroJnAirborneHSSDatato  115－12ユ  

HiroyukiOguma＊1  ClassifyWetlandVegetation  
（11Natl．SpaceDev．Agency）  

K－81   UnmixingWetlandVegetationTypeswithaSubspeceHethodUsing  123－127  
HyperspectralCAS王Imagery   

国立環境研究所資料 F－94－’96／Nl∈S．（1996）  

国立環境研究所資料 F－95－’96／NIES，（1996）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

E－83  中島興基（編）   開発途上国環境技術共同研究のあり方に関する調査報告（3）   54p．  
（湖沼水質管理計画における社会的，技術的制約要因等の考察）   

国立環境研究所資料 FT96（FD）－，96／NIES，（1996）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－84  環境情報センター   Ⅰ即OTERRA国内情報源台帳（第13版）FD版  

国立環境研究所資料 F－97－’97／NIES，（1996）  

言己号   発  表  者   題  目   ページ   

K－85  MakotoれWatanabe，   NIES－CollectionListofStrainsFifthEdition1997Microalgaeand   140p．  
HikiyaHiroki   PI、OtOZOa   
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国立環境研究所資料 F－98－，97／NIES，（1997） 霞ケ浦全域調査資料（平成5年慶一平成7年度）  

記号   発  表  者   現  目   ページ   

E－86  野尻幸宏，福島武彦ヰ1 霞ケ涌全域調査データ   79p．   
， 松重一夫，高木博夫，稲葉一穂，  
矢木修身，高村典子，河合崇欣， ＊2 
柏崎守弘，海老瀬潜一■3  

完墓毒筆i。井上隆信，岩熊敏夫，  
（■1広島大，■2島根大，  
■3摂南大，吊信州大）  

国立環境研究所資料 F－99－’97／NIES，（1997） 霞ヶ浦臨湖実験施設研究発表会 講演報告集－11－  

記号   発  表  者   頃  日   ページ   

K－87  ハクレンはアオコを制御できるか？  ト16  

l 

OttoAlbingerヰ3，松垂一夫  
（＊1東京水産大，  
招㈱頚墳研究センター  
■コSTAフェロー）  

K－88  
琵葦諺1子葉荒正恵書下俊二，  

（＊1㈱環境研究センター）  

K－89  22－25  
2．i．  調査  

（■1筑波大，＊2茨城県企業局）   

K－90  微生物担体によるカヒ異物質Z¶MIBの生分解特性  Z6－Z9  
浦；i、  

（♯1東北大，＊2茨城県企業局）  

K－91  生物腰法による藻類由来トリハロメタン前駆物質の除去特性  30－33  
：i。  

（＊王日立化成テクノプラント㈱，  
＊2茨城県企業局，＊3筑波大）  

K－92  東京湾浅海域での生物による水質浄化機能  34－41  
竹下俊二，田中秀之■2  Ⅰ．底生生物の分布と生息環境  
（＊】地球・人間環境フォーラム，  
12㈱環境研究センター）  

K－93   霞ケ浦のペヘレイ定着とその将来   42－46  
二il 

K－94  霞ケ浦における溶存態有機物の挙動  47－52  
福島武彦★3，大槻晃＊1  
（■1東京水産大，■2島根大，  

l〇広島大）  

K－95  琵琶湖湖水中の溶存有機物特性  53－55  
2 

（＊】広島大，■2東京水産大）  

K－96  湖沼の有機汚濁指標  56－59  
， 

（＊1広島大，■2島根大）  

K－97  霞ケ輔におけるメタン酸化一5年間の調査でわかったこと－  60－62  
中村岳史＝，野沢岳史■コ  
（11筑波大，■2東京水産大，  
＊コ㈱環境研究センター）  

K－98  GISを用いた阿見町水質管理システムの開発  63－65  
三浦真吾＝，伊藤春樹■2，  
工藤祐治■2  
く＊1島根大，＊2繁文化研）  

K－99   流域発生負荷対策一滋賞県での事例を中心として－  67－72   

K－100  天野桝二11（＊1立命館大）   湖沼モニターの利用について   73－75   

K－101  森誠一＊】  魚から見た水環境：ハリヨの視点から   76－81   

（＊1京都大生態学研究セ）  

K－10Z  Ⅲ．資 料   83－91   

－201－   



国立環境研究所資料 F－100十97／NIES，（1997）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－103  上原清，若松伸司，村上周三＊l ■】  温度成層化した乱流境界層内の流れ頓に関するLDVを用いた風洞実験   147p．   
（東京大里産技術研）  

国立環境研究所資料 F－18卜’97／N忙S，（1997）  

記号   発  表  者   題  目   ′ミーーン   
K104  笹野泰弘（編）   ILASユーザーズハンドブック 第1．0版   124p．   

国立環境研究所資料 F－102－’97／NIES，（1997）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K105  笹野泰弘（編）   1I．ASUser’sHandbook（Versior11．0）   126p．   

国立環境研究所資料 F－】03－’97／N忙S，（1997）  

言己号   発  表  者   塩  冒   ページ   

K一IO6  神沢 博（編）   ILAS・RIS衛星データ処理運用施設利用の手引き 第1版   74p．   

国立環境研究所資料 F－104－－97／NIES，（1997）  

国立環境研究所資料 F－105一，97／NIES．（1997）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－108  神沢 博（編）   ILASCorIlelativeIleasurementsPlan   178p．   

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－AOO5－’96，（1996）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－109  地球環境研究センター   地球環境研究センター年報Vol，5（平成7年度）   64p．   

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－DO10T，96，（1996）’941GAC／APARE／PEACAMPOT航空機・地上観測デ‾タ集  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－110  畠山史郎   平成6年度調査の概要   ト19   

K－111  向井人史   ’941GAC／APARE／PEACAnPOT航空機観測時の流跡線解析結果   20－41   

K－112  畠山史払坂東 縛れ   ’94IGAC／APARE／PEAC山1POT航空機調査におけるオゾン（03），窒素酸化物   42－58  
（ヰ1大阪府立大）   （NO．），および二硬化硫黄（SOz）の観測   

K－113  向井人史，畠山史郎，村野踵太郎  ’94IGAC／APARE／PEACAHPOT航空機儲畑‖こおけるエアロゾル成分の観測   59－63   

K－114  酒巻史郎   ’94IGAC／APARE／PEACA爪POT調査による屋久島及びその周辺大気の大気質調査  64－69  
における炭化水素の測定結果   

K－1Ⅰ5  田中 茂れ，駒崎儲一♯j   ′94IGAC／APARE／PEACA〃POT地上鋭部（屋久島），航空機餌鮒における大気中  70－g7  
（轟1慶応大）   微量ガス成分の測定   

’94IGAC／AP姐E／PEAC劇POTによる屋久島大気中のガス・エアロゾル・降水の  88hlO5  
Ⅹユ】6  観湘  

（■1大阪府立大，＊2慶応大）  

K‖7   ’94IGAC／APARE／PEAC心†POT観漸 一層久島における地上威測一   jO6－139  
畠山史鮎，村野健太郎  
（＊1鹿児島県環境セ）  
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国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－DOll－，96，（1996）†95IGAC／APARE／PEACAMPOT航空機・地上観測データ集  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－118  畠山史郎   平成7年度調査の概要   l－26   

K－119  畠山史郎   ，951GAC／APARE／PEAC仙POT航空機観劇偶の佐掛こおける高層気象観測   27－54   

K－1ZO  畠山史恥坂東 博＝   ，95IGAC／APÅRE／PEACAHPOT航空触調査におけるオゾン仙）；窒素酸化物   55－78  
（▲1大阪府立大）   （NOx），および二酸化硫黄（SO2）の観測   

K－12l  向井人史，畠山史臥 村野健太郎  ，95IGAC／鮮ARE／PEÅC心tPOT航空機観測におけるエアロゾル成分の観測   79－83   

K－122  ，94，’95TGAC／APARE／PEACAHPOT地上調査（屋久島，佐渡島）およぴその周辺  
冨田潤一■コ，畠山史郎，  の航空機調査におけるパーオキシアシルナイトレート顆（PANs）の観測  
村野健太郎，向井人史，  
坂東博＊4  

（11国立公衆衛生院， 12千葉県環境研，り東洋人，  
■一大阪府立大）  

K－123   

トlニ手  

村野健太郎，向井人史  
（■1東洋大）  

Kl126  
，   

廣川淳11，秋元聾＊1  
（＝東大先端研）  

K－127   
il   観測   

K－128  鹿角孝男れ，隠乱数」1 ’951GAC／APARE／PEiCAHPOT観測一八方尾根における地上観測－   
， 内田英夫れ，笹井春雄■1，  
河原純一＊】  

（＊1長野県衛生公害研）  

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－DO12（CD）－’97，（1997）  

記号   発  表  者   温  目   ′こ－一ジ   

K－129  A．Harashima   CollectedDataofHighTemporaトSpatialResolutionMarine  
BiogeochemicalMonitoringfromFerTiesintheEastAsianMarginal  
Seas（April1994－December1995）   

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－DO13－’97，（1997）  

記号   発  表  者   毘  目   ページ   

K－130  地球環境研究センター   DataBookofDesertification／LandDegradation   68p．   

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－DO15－（CD）－．g7，（1997）  

記号   発  表  者   題  目   ／ミーン′   

Kl13l  H．Fukushi】¶a－1，H．Toratani◆1  TiJneSeriesofPhytoplanktontliomassDistributionoverthe  
S．Hatsumura■2，A．Harashima   NorthwesterrlPacificAreabyMonthlyCorDPOSiteIrnagesfrom  
（◆1TokaiUnivり  Ni爪bus7－CZCS Data   
◆2Natl．Res．Inst．FarSeas  

Fish．）  

国立現場研究所地球現場研究センター報告 CGER－DO16－’97，（1997）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K132  地球環境研究センター   産業連関表による二酸化炭素排出原単位 ・   119p．   
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国立環境研究所地坪環境研究センター報告 CGER－1023－’96，（1996）  

記号   発  表  者   題  目   ページ   

K－133  地球環境研究センター   第8回地球環境研究者交流会議報告竃〈地球環境研究の新たな展開〉   51p，  
一人間・社会的側面の研究推進に向けて   

国立環境研究所地球環境研究センター報告 CGER－1024－’96，（1996）cGERISSUPERCOMPUTER ACTIVITYREPORTVol．4L1995  

題  記号   発  表  者  目   ノく－ジ   

K－134  KensukeNakajlma■1   Ultra－highresolutionTnOdelingofthetropicalairseainteIlaCtion：  3－5  
（＊1KyushuUniv．）   Atロ10Sphericpart   し，   

K135  AClimateSensitivityStudyt）yUseofaCGCM   6▼7  

（ヰ1Heteorol．Res，Inst．）   OntheOceanicResidualCirculation  

好一136   飴さpOn5eOf仙eAtmo5phericAngリーar伽爪釧tu刀8刀dtheleng仙Dfthe  8－9  
（■1SaitamaInst．Technol．）   DaytotheSurfaceTernperaturelncreaseforanAquaPlanetModel   

K－137  KiyotakaShit】ata寧】   Hasscirculationvariationsduetoseasorlalandlongerterm   10－11  
（■1Meteorol．Res．Inst．）   Variationsinthemiddleatmospherecirculation   

K138  IsamuYagai11  TheStudyofOzoneVariationwithaGeneralCirculationModel   12－13   
（＊1！イeteorol．Coll．）  

K139  MasahirDEndoh響1   Studyof13asinScaleOceanCirculationrelatedtoGIobalChlorophyll  17－19  
（■Ⅷeteoro】．Res．Inst．）   DistributionInterdecadaユ Variati（】TI－   

K－140  JunjiSato＊1   DevelopmentoftheTransport，TransformationandRemovalModelfor  20－21  
（■Ⅷeteorol．Res．Inst．）   AcidicandOxidativePollutantsintheEastAsia   

K－141  YasuoSatoれ  AStudyofModelingofLocalCO2Circulations   22－27   
（＊1Heteorol．Res．Inst．）  

MasatakaWatanabe      K－142  DestratificationandgravitationalcirculationcausingAoshioin   28－30  
TokyoBay   

K－143  Yoshi－YukiHayashi書1   E叩erinentalstudyonthethreedimensiorlalsphericalconvections   33－37  
（轟1Univ．Tokyo）   withtheparametersofplanetaryatnospheres   

K－144  SatoruKomori＊1   ThreerDiJnenSionalNuTnericalSimulationofFluidForcesActingona  38－41  
（＊lKyushuUniv．）   SpinningSphereinatinearShearFlow   

K－145  AnAccurateSecond－OrderApproxiq］ationFact8rizationMethodfoIl   4246  
（■1NagoyaInst．Technol．）   Time－DependentIncompressibleNavier－StokesEquationinSpherical  

PoユaJ・Coordinate5  

K－146   Structure，Energy，VibrationalFrequenciesandPotentialEnergy  4953  
Curveof2，3，7，8JretrachlorinatedDibenヱ0－P－Dioxin：abinitioMO  
Studies   
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7．2 国立環境研究所研究発表会  

発表年月日 平成8年6月21日  

記号   発  表  者   題  目   

k－1  野尻幸宏（地球環境研究グループ）   定期貨物船による太平洋域の温室効果気体観測研究   

k－ 2  佐竹研一（地球環境研究グループ）   “酸性雨’’の自然生態系影響   

k－ 3  原島 省（地球環境研究グループ）   フェリー時系列による海洋生態系変動の研究   

k－4  大坪密順（水土壌圏環境部）   地球環境研究のナビゲ一夕ーを目指して   

k－ 5  佐治 光（地域環境研究グループ）   バイ■オテクノロジーによる大気汚染耐性植物の開発   

k6  兜 眞徳（地域環境研究グループ）   都市型環境騒音と大気汚染による環境ストレスと健康影響に関する環境保健研究   

k－ 7  稲森悠平（地域環境研究グループ）   アジア太平洋地域における水環境修復技術の国際共同研究と展望   

k－8  野原精一（生物圏環境部）   病める生態系・湿原の生物多様性とフィールドサイエンスの重要性   
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7．3 誌上発表   

成層圏下部の長期オゾン変励（i次元光 化学一放射結合モデルによる計算結果）  

衛星による成層圏・対流圏  
化学の研究に関するワーク  
ショップ報告竃（地球環境  
観測委員会ATIIOSClチーム  
，361p．）  
Ann．Bot．  A－  2  Adach＝㌧TerashimaI．  

TakahashiM．（＊2）  
（＊1Tsukuba Univり＊2Univ．  
Tokyo）  
Adac最月りTera如imaJり  
T8kahashiM．（紹）  
（■1Tsukuba Univり＊2Univ．  
Tokyo）   

足立直樹   

AdachiNりTerashimaI．  
（＊1），TakahashiIt．（＊2）  
（＊1Tsukuba Univり＊2Univ．  
Tokyo）  
甲斐沼美紀子  

甲斐沼美紀子   

甲斐沼菜紀子  
Hibino G，（り），Kainuma M‥  
Hatsuoka Y．（暮2），Morita T．  
（＊1FujiRES川ST Corp．，  
（＊2）Nagoya Univ．）  

Centraldie－back of monoclonal  
Sta可SOfReynoutriajaponica享nan  
early stage of prlmary SuCCeSSlOn  
OnI伽nt Fujl   

MtrogeJ】tJ、a刀Sユocati8月Via  
rhizome systems in monoclonal 
stands of Reynoutria japoniea in an 
Oligotrophic deBert On Mt  
Fuji：Field experirnents   

イタドリ：噴火跡地のパイオニア  

Hechanisms af central dieback of 
Reynoutria japonica in the valcanic 
desert orlIIt．Fuji．A stochastic  
modelanalysis of rhizome growth   
環境工学   

477－486  199（；  

A－  3  gco】．Re5．  】75一】g6  1 1996 

植物の生き残り作戦（井上  
健編，平凡社，268p．）  
Ann，Bot．  

76－88   

169－179   78  

A－ 6  ソフトコンピューティング  
用語集（坂和正敏，馬野元秀  
，大里有里編，朝倉書店，232  
L－．i  
Sci．＆Technonews Tsukuba   

資源環境対策  
Two1evelmatherDatical  
programming for  
analyzing subsidy  
Options to reduce  
greenhouse gas  
e府is5ionsりJAざA，20p．）  
ぶんせき   

日本分析化学会弟45年会展  
望とトピックス   

化学と生物  

地球温暖化対策の検討一統合評価モデ  
ルの開発－  

Integrated assessmentの最近の動向   
Twoievel mathematical 

programming for analyzing subsidy  
Options to reduce greenhouse gas  
emlSSlOnS  

コンピュータネットワーク1996一米国  
の環境行政における利用例一   
定斯フェリーを用いた海水中有害化竿  

物質の高密度観測  

地球温鳩化現象の解明はどこまで進ん  
だか？望まれる，「化学と生物」の視点の  
とり込み   
オゾン層変曲解明のための大気センサ  

データ複合利用技術の開発   

（39）   

32（16）  15131516   
20－21    1－20  

0   

oorees ．． 
功刀正行，原島省，  
藤森一夫（書1），中野武（＊1）  
（＊1兵庫県立公害研）  

2  

3  

中根英昭，杉本伸夫（＊1）  
（＊1大気圏環境部）  

皆野泰弘，神沢博（＊】）  
（＊1地球セ）  

笹野泰弘  

笹野泰弘，鈴木睦，  
神沢博（可）（＊1地球セ）  

A－ 1   

A－ 11  

A－ 1  

A－ 1  

（10）  76－81  

2  

10－1Z  

別卜73  

1996   

1996  

1997  

】99（；  マイクロ波センサデータ利  
用等によるリモートセンシ  
ング高度化のための基盤技  
術開発（窮1期）成果報告宰  
（科学技術庁編，264p．）  
第6回大気化学シンポジウ  
ム講演集  

監  

衛星による成層圏・対流医  
化学の研究に関するワーク  
ショップ報告竃（地球環境  
観測委員会AT〃OS－Clチーム  

，3∂1p．）  
1st．SPARC Gen．Assem．  

几AS／fLASJfプロジェクト状況報告  

人工衛星から地球大気環境の変動を  
視する－オゾン層の衛星観測とILASプロ  
ジェクトー   
太陽掩蔽法赤外センサーによるオゾン  

層化学関連物質と温室効果気体の観測   

Sasano YりKanzawa H．（＊1），  
SuzukiH‥Yokota T．  
（＊1Cent．GlobalEnviron．  
Res．）  
Pitts宮．C．（＊1），Tho爪aSOn L  
W．（★1），Sasano YりOkamoto  
H．（＊2）（■1NASA Langley  
Res．Centり＊ZUniv．Tokyo）   

Sasano Y．  

A－ 17  Preliminary results of ILAS 
（ImprovedI－imb Atmospheric  
SpectroJneter）measurements for・  
StratOSpheric ozonelayer   

Peter】Ⅵination or polar  
StratOSpheric cIoud properties  
utiユizing observations frorn the  
lmproved Limb Atmospheric  
Spectrometer   
Tropospheric aerosol extinction 

COefficient profiles derived from  
SCannlnglidar measuremeTltS OVer  
Tsukuba，Japan，frorn1990to1993   

ZOOO年の酸性雨国際学会は日本で開催  

1996  

A－ 1ざ  1st．SPARC Gen．Assen．  206  1996  

Å一 19  App‖ed Opt．  35（Z4）  4941－4952  1996  

佐竹研一，土器屋由紀子（■‖  人間と環境  

ー206 －   



A．（＊1），Iwao Y．（暮2）  
（＊1Tanabu High School，  
＊2KansaiJunior Coll．  
Foreign Lang．）  
久保井徹（事1），山口武別（＊2）  

佐竹研一（＊1静岡大学，  
＊Z農業環境技術研究所）  
Satake K．（Kenichi），Tanaka  
A．Ki【nura E．   

Satake K．（Kenichi），Nakaya  
k，Takamatsu T．   

佐竹研一，平野由佳（＊1）  
（＊1筑波大）  

佐竹研一  
佐竹研一，大八木昭（＊1），  
巌硝子（事2）（＊l田名部高校，  
関西外国語短期大）  
佐竹研一  
佐竹研一   

鈴木睦，笹野泰弘，横田達也，  
神沢博（書1）（り地球セ）   

鈴木睦   

鈴木睦，横田達也，笹野泰弘   

3  

笹野泰弘，久世晩彦（♯2）  
（＊l松下技机＊2日本電気）  

4  

神沢博（■1）（＊1地球セ）   

5  

and riversinJapan：The ecosysten  
oflake U50riko（pH3．4－3．8）  

土壌カラム法による下水汚泥連用土壌  
の酸櫻衝機構の解析  

Accumuiation of lead in tree 
trunk bark pockets as pollution  
time capsules   
pH distribution in radial 

sections of the stem and root of  
CryptomeriaJapOnic血   

＜訳＞粉塵の減少が酸性雨を悪化させ  
る？   

ホンモンジゴケ，青森県弘前市で発見   
日本の自然酸性湖沼と酸性河川   

66（6）  

181  

26（3）  

3  

1  

48（2）  

25く10）  
48（1）  

1995  

1996  

1996  

1997   

1997  
1996  

1g96  
1996   

1995  

1996   

1994   

1995  

1996  

1996  

1996  

日本土壌肥料苧雑誌  

The Science of the  
TotalEnvironment．   

Can．J．For．Res，  

日経サイエンス   

子供の科学  
生物科学  

665－662  

2530  

503－507  

96－102  

48   
75－81  

574－577   
2－3  

2029  

669－674  

59－66  

43－48  

18二30  

ト8  

345352  

A－ Z2  

A 23  

A－ Z4  

上・25   

A 26  
A 27  

ト こさ  
A－ 29   

A－ 30  

A－ 31   

A－ 32   

A－ 3  

A－ 3  

Å一 3  

A－ 36  

環境技彿  
生物科学   

地球環境遠隔探査技術等の  
研究平成6年度成果報告書   

計測と制御   

電子情報通信学会技術研究  
托告  
電子情報通信学会技術研究  
報告   

地球環境遠隔探査技術等の  
研  

EcDtOXicol．  

Biol．ConseI、V．  

酸性雨汚染物質の生態系監響   
“酸性環境の生態学”特集の背景と展  

望   
アレー検出器型回折格子分光計を用い  

た大気微良成分の高精度観測に関する研  
究   

ADEOS衛星搭載センサーILASの校正に  
ついて   

ADEOSILASの概要   

IL九S－11の概念検討結果について  

アレー検出器型回折格子分光計を用い  
た大気微量成分の高糖度観測に関する  
究  
l．ife cycle of the damselfly  

Calopteryx atrata in relatiOn to 
pesticide contamination   
Life history and demographic  

features of Aster kantoensis．an  
endangeredlocalendemic of  
floodplains  

Structural variation in 
current－year Shoots of broad－1eaved  
evergr・een tree Saplings under  
forest canopies in warm temperate 
Japam   
陀ひなたのある枝の成長と樹冠の形成   
Light   

35（9）   

93（484）  

94（518）  

Takenaka A‥WashitaniI．  
（＊1），Kuramoto N．（♯2），  
Inoue K．（＊3）（＊1Univ，  
Tsukuba，＊2Tokyo Park  
Assoc‥■3Shinshu Univ．）  
Takenaka A．  ltり丁  205－210  Tree Physiol．  A－ 37  

83－86  
3－40  

日本生態学会誌  
Plant  
EcopllySiol、ogy（Prasad  
軋N．V．edりJohn Wiley＆  
SonsIncり542p．）  
Forest Ecol．＆Hanage，  

46  

竹中明夫 Tang Y．  A－ 38  
A－ 39  

1996  89  205Zll  Light reduction by regional haze 
andits effect on si】ロulatedleaf  
photosynthesisin a tropicalforest  
Of Halaysla   

Gamma radiation effects on  
reE）rOductive potentialand sperm  
use pattern in pseudaletia separata 
几epldoptera：¶octuldae）   
Absence of biood parasites in the 

Japanese．reedbuntingEmberiza  
yeSSOenSIS  

The effect of forest disturbance  
on avian community structure at two  
lowland forests in Peninsular 
Malaysia  

Paterrlity assurance behaviour of  
theJapaヮesereedbunting（Emberiza  
yessoensIS）   

Commnt：Fluctuating asymmetry and  

Tang YりKachiN．（＊1），  
Furukawa A．，Awang M．（＊2）  
（＊1Tokyo Metrop．Univり  
＊2Univ．PertanianIlalaysia）  
He Y．（＊1），TsubakiY．，Itou  
K，（霊2），Hiyata T．（＊1）  

A－ 40  

1627－1630  1995  88  J．Econ．Entomol．  Å 41  

事2Natl  （＊1Nagoya Uni   
t
 
 

Ågr，Res．Cen  
SodhiN．S．（＊  
（♯2），Nagata  

1996  115117  Jpn．J，Ornithol．  Benett G．F  
（＊1Natl．  

Univ．Singapore，＊2Mern．Univ  
Newfoundland）  

3  

1dris A．H．（＊2）（＊1Univ．  
Kebangsaan†1alaysia，  
＊2Univ．Malaya）  

SodhiN．S．（＊1），Nagata H．  
い1Natl．Univ．Singapore）   

SodhiN．S．（Natl．Univ．  

Conserv．＆－aunal  
Biodiversity in 
肋1aysia（Hasan Z．A．A．＆  
Akbar Z．eds．，Penerbit  
Univ．Kebangsa8n  
払alaysia，163p．）  
J．Ethol．  

Can．J．Zool  

A－ 4  

145－149  

1594－1595  
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of Japan 
Response to Air Pollution   the Battie agalnSt Air  

Poiiution（The  
Pollution－Related  
Health Damage  
Compensation and  
Prevention Association）  
ほくとう  
かんきよう   

J．Ethol．  

新編リモートセンシンク用  
語辞典（大塚俊道、田辺芳男  
編著，（財）栗源環境税測解  
析センター，Z91p．）  
新編リモートセンシンク用  
語辞典（大塚俊道、田辺芳男  
編著，（財）資源環境説潔J解  
析センター，291p．）   

PROCEEt）INGSⅦ Asian  
Congress of  
Agricul川ed，RuralHlth  

A－ 98  
A－ 99   

A100  

A－101  

森田恒幸  
森田恒幸   

Yamane AりDoiT．（■1），Ono  
Y．（霊1〉（靂1Kyushu Univ．）   

横田達也  

最近の地球環境問題の概要と対応   
地球温暖化対策技術の採用を促す経済  

社会のルールは何か   
Mating Behaviors，Courtship Rank  

and Hating Success of Male Feral  
Cat（Felis catus）   
吸収  

A－102  横田達也  吸収緑データベース  

B  

B－ 1  
地域環境研究グループ  
Ando HりTamura Kり  
Watanabe T．（＊1），Asanuma S．  
（＊2），SakuraiS．（＊3），Korldo  
T．（珂），（事1Saku Cent Hosp．  
，事2Jap．Inst．RuralHlthり  
＊30tuma仙）men’s univり  
＊4Mtunoto Dent Coll．，  
山元昭二，安藤滴  

McmichaelA．」りAndou Hり  
Carcauallo RりEpstein P．R．  
，Haines AりJendritgky G．，  
Kalksteinl．S‥Odongo R．A．  
，PatgJりPiver W．TりSloof  
R‥Kovats S．  
SakaiⅨ．（＊1），KohriT．（＊1），  
Mizunuma T．（霊1），Kishino Y．  
（辛1），Ichinose T．  
（Takamichi），SagaiIl．  
（＊1Univ．Tokushima Sch．Hed．  
）  

Ichinose TりYajilna Y．（＊1），  
Nagashi】¶a M．（＊1），  
Takenoshita S．（＊1），  
NagamachiY．（＊1〉，SagaiH．  
（＊1Gunma Univ）  
Inaba KりSekine T．（＊1），  
Tomioka N．（＊2），YagiO．  
（■1Sci．Univ．Tokyo，＊2Soil  
＆Water Environ．Div．）  
Inaba K．  

lntemationalJoint Research Work  
on Risks of Airborne Fluoride on  
RuralPopulationin China  

317－321  lリりしこ  

暑熱の感染防御能に及ばす影響  環境庁地球環境研究総合推  
進費終7研究報告書（環境  
庁地球環境部）  
Climate Change And  
Human  
Health（WHO川MO／UNEP，297p  

）  

TokushimaJ．Exp．Med．  B－  4  Immunohistochemical localization 
Of surfactant protein Ain N－ちIS  
（2ヰydro子yprOpyl）  
nitrosamlne－inducedlung tumorsin  
rats  

Lung carcinogensis and formatiDr1  
0f8－hydroxy－deDXyguanOSinein nice  
by dieselexhaust particles  

Seasonalandlongitudinalchanges  
inLcopper andironin surface water  
Of shallow eu．trophic Lake  
Kasumlgaura，Japan   

Extractability and Solubilization  
Locus of Sixβ－Diketones and Their  
tron（Ⅰ‖）Cornplexesin Triton X－100  
Hicellar SDlutions   
活性炭共存微生物包括固定化法による  

ジベンゾフランの処理特性  

手作り石けんの有機汚濁負荷   

43  

B－ 5  Carcinogenesis  185－192  111pこ  

B－  6  WateI－Res．  280－286  l封】T  

B－  7  Langmuir  13  150ト1509  1997  

朴哲緊（＊1），梶内俊夫（＊1），  
稲森悠平，矢野正健（暮2）  
（＊1東京工大，＊2大王製紙）  
吉川サナエ（＊1），稲東低平，  
宇那宮暁子（＊2），  
岡田光正（＊3），菊地幹夫（＊4）  
須藤隆一（＊5）  
（＊1Jrl崎市公望研，  
事2神奈川県衛生研，＊3広島大  
河東京都環境科学研  
＊5東北大）  

丁国際（★1），徐開欽（＊1），  
稲森悠平，須藤隆一（■1）  
（■1東北大）  

Park C．一日．（事1），KajiuchiT  
（＊1），Xu K．Q．（＊2），1namori  
Y．，Yano M．（＊3）（＊1Tokyo  
Inst．Tech．，＊2Tohoku Univ．  
霊3DaiD Pap．Corp．）  

水環境学会誌  

水環境学会誌  

水道水から分離された線虫類の増殖特  
性  

The effect of ozone oxidation  
treatments of pulp bleaching  
WaSteWater COntainlng refractory  
Organic substances  

水処理とバイオテクノロジー  

水環境学会誌  

Jpn．J．甑ter Treat．Biol．  

小沼和博（霊1）  空気調和・衛生工学  701－709  70  
暮1筑波大  

ー21l－   



（■2），Rhu H．」．（★1），RyuJ．  
－K．（事1），Ina∬OriY．  
（ネ1Eorea NIER，＊2Eyungbuk  
Natl．Univ．）  
InamoriYりTakaiT．（＊1），  
Yamamoto Y．（＊2），KatagaiN．  
（♯3），SankaiT．（叫），Hirata  
A．（＊1）（IIWaseda Univ，  
鳶2だirinぬchinery，  
♯3HitachiChemical  
Techno－piant）  
InamoriYりHurakamiK．  
い1），Sato R．（＊2），Tanaka N．  
（＊3），Sudo R．（＊3），Kurihara  
Y．（叫）（＊」Dkay8爪且Pref．  
Inst．Env．sci．Public  
Health＊2DaikiCo．，  
寒3Tohoku univり書400u Univ．  

）  

Takamatsu Y．（＊1）  
Nishimura OりInamoriY．，  
Sudo R．（象Z），肋tsumura材．  
（＊1）（＊1Univ．Tsukuba，  
柁Tohoku Univ．）  
稲盃悠平り孔海南り水落元之  

production from Korean isolates of 
the封jcrocy5tis5pp．胸aれObacteria）  

SLUDGE PRODUCTION CHARACTERISTICS  
OF SMALI一－SCALE WASTEWATER TREATHENT  
FACILITIES USING ANAEROBIC／AERO3IC  
BIOFILIIREACTORS  

B－ 14  Wat．Sci．Tech．  34  379－387  1996  

B－ 15  INTERACTIONS BETWEEN GEHS AND  
川DIGENOUS HICROORGANISHSIN  
AQUATIC ECOSYSTEH   

Wat．Sci，Tech．  34  397－405  1996  

B－16  EFFECT OF TEMPERATURE ON  
BiODEGAAOABiLITY OF SURFACTANTS IN 
AQUATfC押ICROCOSM SYSTE皿  

アジア・太平洋地域における水環境修  
復技術と国際協力   

職場でのアレルギー疾患の実態－JR東  
日本事務職員を対象として－   

侮t．Sci．Tech．  

水処理生物学会誌   

産業医芋ジャーナル  松岡男子（＊1〉，藤嶋明（＊1），  
村山膿志（＊】），今井秀軌  

新田裕史，兜美徳，  
灰田夫智子（柁）  
（＊1JR東日本，＊2東京大）  

9  

（＊1），Rivera O．J．（薯2），  
Takemoto T．（＊3），”ojiK．  
（事3），KimⅣ．S．（項，Kabuto  
刈りHongo T．（＊1），SuzukiT  
（＊1Univ．Tokyo，＊2Clinc．  
Virgen Copacabana，  
＊3NagasakiUniv．  
＊4Kangweon Univ．）  
上原清  

3－ 1  

SELENIUIIINTAKE STATUSIN AN ANDEAN HIGHI」AND POPULATION   

Nutrition Reseavch  599－602  1997  

B－ 20  交差点周辺の大気汚染濃度分布に関す  
る風洞実験  
市街地における汚染物の拡散に関する実  
験的研究その1   
Transient turbulence structure in 

the unstable boundary layer under 
the condition of step cooling from  
below  

市街地における汚染物拡散に関する風  
洞実験その5  
LDVによる温度成層流中の二次元フェン  
ス周辺流れの測定   
温度成層流中のストリートキヤニオン  

内の流れに関するLDVを用いた風洞実験   
市徳地における汚染物の拡散に関する  

笑顔的研究その2   
A standardization nethod for  

respiratorysinusarrhythmiaat  
supine rest as an index of cardiac 
ParaSyn］Pathetic activity using  
breathing frequency   

タイプA行動特性と飲酒・喫煙・仕事  
・肥滴   

日本建築学会計画系論文集  

B－ 21  FukuiK．（＊1）川eda H．（事2）】  
Sha W．（＊3），Uehara K．  
（＊1HimejiInst．Tech．，  
＊ZKyushu Univり★3Nagoya  
Univ．Tech．）  

上原胤村上周三（＊1）  
（＊1東京大）  

上原清，村上周三（亭】），  
老川進（＊2），若松伸司  
（＊1東京大，事2清水建設技研）   

Kageyama TりImaiH．，  
Kabuto M．  

At爪OS．Environ．  30（16）  281ト2819  1996  

B1 22  日本建築学会関東支部1995  
年度第66回研究発表会研究  
選集5   

日本建築学会計画系論文集  8－ 23  

B－ 24  J．Occup．t7ealth  

影山隆之，錦戸典子い1），  
小林放生（＊2）牒河佳香（＊3），  
兜美徳  
（＊1富士通エフ・アイ・ピー，  

＊2東京商船大，事3環境健康誹）  
Kageyama T．，1maiH．，  
Kabuto H．  

Br 25  タイプA  

B→ 26  A standardization method for  
respiratory sinus arrhythmia using  
breathingfre9uenCy（the2nd  
Report）：EfficlenCyOf assessing  
changes in cardiac parasympathetic 
activity with posture   

神経内分泌r免疫系の相関   
職場の音環境と精神保健   
超低周波電磁界はヒトのメラトニン代  

J．Occup，Health  107－112  】Jミ】G  

兜兵徳  
兜其徳，影山隆之  
兜美徳  

アレルギー科  
産業精神保健  
電磁環境工学情報  
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B－ 30  児桑徳   電磁波は健康に冨をおよほすか？   Newton   17（4）  62－67  1997   
B－31  Daytimemelatoninin  Melatonin Hypothesis 319－334  

postrnenopausalJapaneseLAJnerican  
VOmen  も．Ⅵり＆AndersGn  

L．E．ed．，BattellePress）  
B－3Z   電磁界の踵康膨響を巡る研究動向につ  42（3）  

いて  
B－ 33  兜葵徳  騒音・振動と健康   人間・環境系の科学  11ト130  1997   

（メヂカルフレンド杜）  
環境科学会誌       B－ 34  近藤実刑，森口祐一，清水浩．  家計の消費支出から見たCO2排出構造  9（2）  

の経特約分析  
B－ 35  KondoYりHoriguchiYリ  Creatirlganinventoryofcarbon  血1bi（）   25（4）  304－308  

ShimizuH．（Hiroshi）  dioxide emissions for 
Japan：ComparisonDftwoFDethods  

近藤芙別，森口祐一，清水浩    B－ 36    電気自動申IZAとガソリン申とのライ  エネルギー・資源   76－82   
フサイクルCO2監の比較  

E37  15（5）  474481  
職器疾患一気菅支喘息、アレルギー性鼻   
炎と肺がん－  

3－38  Endothelial－CDnStitutivenitric  LifeSci．  1563－1570  
（＊1），YamadaK．（＊1），Esaki  OXidesynthaseexistsinairways  
T．（＊1），SagaiHりIguchiA．  anddieselexhaustparticles  
（＊1）（＊川agoyaUniv．Sch．  
”ed．）  

B－39  199－209  
IchinoseT．（Takamichi）  exhaustparticles（DEP）．Ⅰ□  
（＊1Environ．HealthSci．Div．  
）  SymptOmSinmice  

B－40   労働の科学   572－575   
喘息との関係  

B－41  ディーゼル排気微粒子（DEP）によるマ  34   212217  
ウスでの喘息様病態発現とNOの役割につ  
いて  

B－42   新しい様式を生み出す時代   高速道路と自動車   18－19   
B－43  DevelopmerltOfahighperforrnance  1996IEEEIECON  lof3  14－19  

Har8daJ．（＊1），ChanL．（＊1），  
Kal†akamiK．（暮1），OchiaiJ．   
（＊l）（寒1EcoVehicleProj，）  

月－44   TheAsiacar－Thenewvehicle   OEC【）Doc．  349358   
SyStemlndeveloplngCOuntrleS  

召－ 45  清水浩  地球環境時代の対策技術の展望その3  （103）  4551  1996   
一環境調和型技術を中心にして－  

B 46  清水浩，原捌厨二  持続ある発展のための電気自動車の可   60（10）  

能性  
B－47  41－50  

足利正（＊1），久光行正（り），  電気応用合同研究会資料  
伊達正晃（＊1），満水浩  
（＊1明電舎）  

B－48  Theecovehicleproject   13th．Int．Elec．Veh，Symp．  436－441  
HaradaJ．，Ch8nLam．，  
KawakamiKりOchiaiJ．．  

もー49  13th．h止．Elec．Vet〉．Sプmp．  693－69B  
（♯1），ShimizuH．（Hiroshi），  
HaradaJ‥AkiyamaT．（＊2），  
FujiiO．（＊3）（＊1Jpn．  
Automob．Res．Inst‥  
事ZDaihat5uMottorCo．Ltd．，  
＊3Kurumelnst．Tech．）  

省一50   Aserieshybrldcherrypicker   13th．lnt，Elec．Vell，Symp．  2   24－29   
YasuokaY．（＊1），TamuraH．  
（＊2），Kaw8kamiK．，SuzukiY．  
（＊3），KanK．（＊3），Chack（＊3），  
KondDY．（叫），TakahashiK．  
（＊5），NakajimaA．（＊6），et  
al．（＊1Cent．Global  
Environ．Resり★2Soc．＆  
Environ．Syst．Divり  
＊3NikkenCorpり＊4Isuzu  
Hotorslimited，＊5Isuzu  
BodyEng．Co．Ltdり  
＊6HeidenshaCorl）．）   
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New dr vehicle  13th．tnt．Elec．Veh．Symp  SyStem fol、el   
Y．（事2），Shi爪izu H．  
（Hiroshi），KoizumiT．（事3），  
HuraJnatSu Y．（＊4），Shoda M．  
（＊5）（＊1Heidensha CDrpり  
＊2Pollut．－Related Health  
Damage Compens．＆Prev．  
Assocり＊30kubo Gear Co．  
Ltdり♯4Nabco Ltdり＊5Koyo  
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Sugiyama K．（♯1），SuzukiH．  
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Ltdり＊ZSoltechInc．，  
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3  

（Hiroshi）（事1Daihatsu  
Hotor Co．Ltd，）  

4  

（Hiroshi）（＊1KurumeInst．  
Tech．）  

5  

6  

7  

（＊1成撲大）  

8  
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TakagiHリAizawa T．（＊1），  
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（＊1京都府立医科大）  
Takano HりYoshikawa T．  
（♯1），Nishida K．（＊2），  
Terasawa Y．（＊1），FujiiM．  
（簾1），YamaguchiA．（＊1），  
Nishioka B．（＊2）（＊1Kyoto  
Pref，Univ．of Hed‥  
＊2Shakaihoken kobe Cent．  
鮎5p，）  
高野裕久，  
市瀬孝道、嵯峨井勝  
吉川敏一（＊1），高野裕久，  
近藤元治（凄1）  
（＊l京都府立医科大）  
TsudzukiH．（竃1），Ito S．  
（＊Z），Sato K．（＊3），  
TakahashiS．，Uchida H．  
（＊4）（＊1Hiroshima Univり  
＊2Gifu Univ．，事30kayama  
Univ‥＊4TokaiCo．）  
Tak8hashiS．，SuヱukiA．Kり  
Pandy G，S，（＊1），EajiT．  
（＊1）（■1Univ．Zambia）   

高橋慎司，清水明，  
土屋英明（雷1）  
（＊1筑波医学実験用霊長類セ）  
TakahashiS．，SuzukiA．K．  
（事1），Pandey G．S．（＊2），Kaji  
T．（♯Z）（霊1Environ．Health  
Sci．Div．，＊2Univ．ZaI□bia）  

8  

（＊1），Pandey G．S．（＊2），  
Mwase E．T．（＊2），KajiT．  
（＊2）（＊1Environ．Health  
Sci．Divり葦2Univ．Zambia）  

高村典子  

13th．Int．Elec，Veh．Symp．  288－292  二pp6  ちl ざl  Performance and application  
technology of the ValveRegulated  
Lead－Acid（VRL＾）batteries for  
’Eco－Vehicleカ  

The outline of the eco vehicle  
de5ign  

Sola】、－EV and Asian car  

技術的観点から見た環境対策   
新世代の電気自動車エコビークル   
水圏環境における有機物質の計湘   

R 5  

B 5  

E－ 5  
B－ 5  
8－ 5  

13th，lnt．Elec．Veh．Symp．  

13th．Int．Elec．Veh．Symp．  

学術月報  
電気学会誌  
季刊化学総説  
地球環境と計測化学（不破  
敬一郎他，学会出版センタ  
ー，191p．）  
Org．Geochem．  

2  

2  

49（12）  
117  

387－391  

409－416  

1400－1404  
14－17   
58－72  

1996  

こさ】しlしこ  

1996  
二pp【1  

二tlしl仁  

もー 5  Photosynthetic pigTnentS and  
perylenein the sediTnentS Of  
SOuthern basin of Lake Baikal  

Behavior of pesticides in the 
Water reSOurCe frorD the paddy area  

大気汚染の現況と気管支  

Candida Cholecystitis as an  
UnusualComplication of Endoscopic  
Retrograde Cholangiography   

553－561  二中旬  

lWater Supply 

lEndoscopy 

ディーゼル排気ガスによる呼吸器障害  
の分子機構   

肺組織障音とNO  

FAWN－2：DomiTlant plumage color  
mutation in Japanese quail 

分子呼吸器病   

炎症と免疫  

J．Hered．  

1（1）  1066－1067  1996  Serological diagnosis of 
Newcastle disease between Guinua  
fowland chikenin developing  
COuntry   
希少野生鳥類及び近支系ウズラでの情  

報管理システムの作成  

Diagnosis of new castle disease  
virus and Salnonella pullorum in 
Zambian chickens  

Serological diagnosis of 
newcastle disease virus in guinea 
fowIs  

湖の悲鳴二植物プランクトンたちの生  

8th．AAAP Anin．Sci．Cong．  B 65  

岡山実験動物研究会報  

Proc．Symp．’The effects  
of enlargement of  
domest．aniln，paSture On  
the wildlifein Zambia’  
Proc．Symp．’The effects  
of enlargement of  
domest．anim，paSture On  
the wildlifein Zambia’   

イリューム  

134－135  1997  E－ 6  

活戦略とアオコの大  
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三上英敏（雷1），三上一（事2），  
藤田幸生（＊3），樋口澄男（＊4）  
村瀬秀也（霊5），山中直（＊6），  
南條吉之（事7），猪狩忠光（＊8）  
他  
（豪1北海道環境科学研究セ，  
＊2青森県環境保健セ，  

＊3栃木県公害研，  
叫長野県衛生公告研，  
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Ⅹie P．（＊1），Takamura N．  
（＊1Chin．Acad．Sci，）  

Xie P．（＊1），Zhuge■Y．（霊1），  
DaiH．（＊1），Takamura N．  
（＊1Chin，Acad．Sci．）  
Ⅹie P．（事1），Takamura N．  
（＊1Chin．Acad．Sci．）  

菌，ピコ植物プランクトン，鞭毛藻（虫）お  
よび絨毛虫の密度の関係   

B－ 7l  Changesin com□lunity structure  
and biodiversity of planktonic  
copepodsin Lake Donghu，Wuhan（in  
Chinese）  

1mpacts of eutrophication on  
biodiversity of plankton comJnunity  
（in Chinese）  

ITnpaCt Of filter－feeding silver  
and bighead carps on thelong－terJ7）  
Changesin the cornmunity structure  
Of cladocerain Lake Donghu（in  
Chinese）   
内湾の貧酸素化と青潮発生メカニズム   
エアレーション手法を用いた水質浄化  

に関する研究と技術開発の動向   
Disruption ofJnicrotubules by  

abscisic acid in guard cells of 
Vicia faba L   

Develop爪ent and collapse of a  
Gymnodinium mikimatoi red tide in 
the SetoInland Sea   
Production of Oikopleura dioica  

（appendicularia）follo再ng a  
picoplanktan bloom in a eutrophic 
COaStalaJ、ea   
Preparation af artificiai kosa 

aerosoIwith two originaldesert  
Sands  

Acta Hydrobiol．Sinica  

Acta Hydrobiol．Sinica  

Acta Hydrobiol．Sinica  

二
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かんきょう  
化学工学   

Plant CellPhyshl．  

Aquat．Micrcb．Ecol．  

J．Plankton Res．  

21（4）   

61   

37（5）  

10  

19（1）  

36－37   
77   

697－701  

131－137  

113－124  

1996  
1997   

1996  

1996  

1997  

Jiang C．一JりNakajima Nり  
Kondo N．   

Nakamura YリSuヱUkiS．（＊1），  
HiromiJ．（♯1）（＊1IJihon  
Univ．）  
Nakamura YりSuzukiK．（＊1），  
SuzukiS，（＊1），HirDmiJ．  
（書1）（＊1Nihon Univ．）   

Quan H．（＊1〉，Huang Y．（＊1），  
Nishikawa H．，Liu X．（柁），  
HoriI．（＊3），Iwasaka Y．  
（♯3），WeiQ．（事4），Qiao S．  
（竃4）（＊1Chin，－Jpn．  
Friendship Cent．Environ．  
Prot．i＊2Chin．Acad．Sci．  
簾3Nagoya Univり＊4Gansu  
Inst．Environ．Prot．）  
Nishikawa HリShiraishiHり  
Uehiro T．（＊1），NakasugiO．  
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簾2Environ．ChemⅧiv．）  
高橋裕一い1），新田裕史，  
兜美徳，田村富治（＊Z），  
阪口雅弘（＊3），渡辺美香（事4）  
（ヰ1山形県衛生研，  
＊2環境健康部，  
葦3国立予防衛生研，＊4東京大）  
Haeda K．（＊1），Nitta H．  
（＊lTokyo KaseiUniv．）  
Hatakeyama S．（Shigehisa〉，  
Yokoyama N．（＊1）  
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KasaiFりHatakeyama S，  
（Shigehisa）  

Hatakeyama S．（Shigehisa），  
Fukushima S．（＊1），KasaiFり  
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Hirano S．，SuzukiK．T．（♯1）  
（＊1Chiba Univ．）  

B－ 79  J．Envir（）n．Chem．  225－Z31  1996  

B－ 80  Inorganic companents of leachate 
and sedimentinlandfilltreatments  
for waste substances   

盆地におけるスギ花粉とSPMの飛散動  
態   

5th．Int．Conf．Environ．Che  
m．Hawaii1996  

日本花粉学会会誌  

206207  1996  

B－ 81  

Research activities of  
epidemiology in Japan 

Correlation between overall  
PeSticide effects monitored by  
shrimp.ortality test and change inn 
macrobenthic faunain a river   

Ch如IgeaSin herbicide  
suseeptility of algae in a river 
running through an agricultural  
region  

Joint effects of herbicide on・  
algal production in rivers 

J．Epidemiol，   

Ecotoxicol，＆  
EnviI・On．Saf．  

EcologicaiChem．（Russia）  

121－124   

148－161  

B- 84 Z92－296  1996  

B－ 85  EcologicalChem．（Russia）  

104（1）  
Exposure，Metabolism，and toxicity Of rare earths arLd related compounds  

Environ．Health Perspect．  
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1996  

1996  
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12ト135   

L836－L845  
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1114   
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8－ 88   

B－ 89  

臥 90  

B 91   

B－ 92  

和夫編，南山堂）  
血．J．Physiol．  

HetalIons Biol．＆Hed．  

土と基礎   

Aquatic Sci．  

Hirano s．  
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Univ．）  
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lmalÅ．い2），刊atsushlge R．  
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FukushimaでりImaiA．（＊1），  
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（＊2），OtsukiA．（＊3）  
（＊1Water＆SoilEnviron．  
Div‥凄2Shimane Univ．，  
事3Tokyo Univ．Fish．）  

松橋啓介   

松本幸雄，阿向尋子（＊1）  
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森育子，昌坂春信（＊1），  
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森口祐一・  
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汐崎剛（＊1），森口祐一  
（＊1京都大）  
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（凄1化学環境部）  

Migratory responses of P卿after  
intraperitaneal and intratracheal 
administration oflipopolysaccharide   

Comparisor）Of pulmonary toxicity  
Of yttriuzn chloride（YC13）betveen  
Saline and YC13Pretreated rats   
湖沼の環境保全  

Dissolved arganic carbon in a 
eutrophic  
lake；dynamics，biodegradability and  
Origin  

Freshwater DOC measurements by  
higトtemperature  
COmbustion：COmparison of  
differential（DTC－DIC）and DIC  
purging methods  

省エネルギー型都市の立体都市空間形  
態に関する一考察   
研究所ルポ一国立環境研究所を訪ねて  

エアロゾル中の非海塩性（Sr2＋／Ca2＋）：  
黄砂エアロゾル飛来の指揺としての有効  
性  

地球温暖化の対策   
持続可能な交通システム阪神地域の  

自動車交通問題を中心に   
地域特性を考慮した地】或冷暖房システ  

ムのライフサイクル分析  評価の基本的枠組みと指標 
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270  

4  

45－1（4   

68）  
58／2  

30（11）  1996  2717－Z722  Water Res．  B－ 93  

都市計画論文集   
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環境化学  
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29－41   

Z60－271   

ll：0  
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1996   

1996   
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環境技術  
地域開発   

環境システム研究   

重点領域研究「人間地球系  
」研究報告集BOO9－Ell人間  
活動による環境インパクト  
の定量化手法（文部省科学  
研究費重点領域研究「人間  
地球系」E‖計画研究班，13  
2p．）  
周産期医学  
環境化学  

B 97  
B 98   

B－ 99   

B－100  

573－576  
ZO7214  
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廃棄物ハンドブック（オー  

ム社，1199P．）  
水環境学会誌   

廃棄物学会誌  

InternationalJourrlal  
of Hass Spectrometry  
andIon Processes   

AnalyticalChemistry  

Journal of 
Chromatography A  

J．PHYS．CHEH．  

D－ 21   

D 22  
D－ 23  

D－ 24  
D 25  
D－ 26  
D▲ ごT   

D－ 28  

1996  中杉修身  D－ 29  

1997  
1996   

1996   

1996  

1995  

26（26）  

19（9）  

7（3）  

151  

22－27  
946－954  

27   

208－219  

159165  

中杉修身  
中杉修身   

2   

3  

中杉修身（＊1福岡大，  
＊2京郡大）  

4  

（＊1），fujiiT．（♯1TelAviv  
Univ－）  

5  

（＊10yama Natl．Coll，Tech．）  

6  

Sato G．（＊2），（＊10yama  
Natl．Coll．Techり＊ZTukuba  
Univ．）  

7  

でokiwa H．（竃1），Soma Y．  
（＊1Rikkyo Univ．）  

堀口敏宏  
安原昭夫   

Kawata K，（＊1），MukaiH．  
（＊1），Tanabe H．（＊1），  
Yasuhara A．（＊1Niigata  
Pref．Res．Lab．Health  
Environ．）  

1  

D－ 30 D－ 31  D－ 3   

D－ 3  

D－ 3  

68  

722  

2776－2781  

169－175  

D－ 3  

D－ 3  

1996  100（12）  48104814  D－ 3  

海洋と生物  
環境化学   

餌11．Env行on．Contam．Toxi  
col．  

埋立地における高塩頬問題  
と技術的対応（花嶋正孝編，  
廃棄物学会研究委貝会，206  

D－ 4  
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col．Environ．Chelロ  
（＊1），Tanabe H．（＊1），  
Yasuhara A．（■1Niigata  
Pref．Res．1ab．Health  
Environ．）  
Kavata K．（＊1），HukaiH．  
（＊1），Tanabe H．（＊1），  
Yasuhara A．（＊1Niigata  
Pref．Res．Lab．Health  
Environ．）  

安原昭夫  
山本黄土  
Y8kouchiYり8arrie L．A．  
（＊l），Toom D．（＊1），Akimoto  
H．（竃2）（♯1Atmos．Environ．  
ServりCanり＊2Univ．Tokyo）  
横内陽子  

chiarinated hydracarbons in ambient 
air at a subarban aTea  

Annual variation of insecticides 
in precipitation in rural Japan 

D－ 43  

Bull．Environ．Contam．Toxi col．  
57  853－858  1996  

26（‖   
49   
30  

悪臭物質の機器分析法   
繊維製品中のダイオキシン簸   
The seasonalvariation of  

selected natural and anthropogenic 
halocarbans in the arctic 
troposphere   
エアロゾルの成因の原因物質の化学的  

挙動解明に関する研究   

環境技術  
化学と工業  
Atmos．Environ  

137－143   
809  

1723－1727  

科学技術庁振興調整賢北極  
域における気圏・水圏・生  
物圏の変動及びそれらの相  
互作用に関する国隈共同研  
究（第Il期）成果報告苔（科  
学技術庁，174p．）  
化学と工業   

TohokuJ．Exp．Hed．  

D▼ 47  

横内陽子   

YoshinagaJ．  

海洋は臭化メチルの発生源か吸収源か  
9  

Isotope ratio analysis ofleadin  
biologicalTnaSterials by  
inductiveiy caupled plasola mass 
SpeCtrOmetry   

Ån application8f nitrogen′  
nicrowave－induced plasma rnass  
SPeCtrOnetry tOisotope dilution  
analysl冒Of seleniuminmarine  
Organis】□S  

Stable carbon and nitrogen  
isotopic composition of diet and  
hair of Gidra山Speaking Papuans   

50（1）   

178  

ShirasakiT．（＊1），  
YoshinagaJ．，Morita M．  
（＊2），Oku皿OtO T．（＊3），Oishi  
K．（＊3）（＊1HitachiInst．  
Engり＊2Reg．Environ．Div．，  
＊3HitachiLtd．）  
YoshinagaJ．川inagawa H．  
（＊1），SuzukiT．（＊2），  

D 50  TohokuJ，Exp．Hed．  

D－ 51  An．］．Phys．Amthrop．  

Ohtsuka R．（  
（＊3），Inaoka  
AkimichiT，   

b
 
 

a
 
l
 
 

V
）
 
 

a
 
4
 
 

（＊1Hokkaido Univ‥＊2Dir  
Genり＊3Univ．Tokyo，  
＊4Ku爪amOtO Univ．，＊5Nat．  
Mus．Ethnol．）  
米田譲，吉田邦夫（＊1），  長野県出土人骨試料における炭素・窒  

素安定同位体比および微量元素旦に基づ  
く古食性の復元  

環境エストロジュンとその作用機構   
Susceptibility of  

metallothianein-nuli mice to 
paraquat   

D－ 52  第凶紀研究  35  293－303  1996  

吉永淳， 赤澤威（  
森田昌敏（■2〉  

＊2）  

環境健康部  
青木康展  
Sato軋（＊1），ApostoIDVa H．  
D‥Hamaya H．（＊1），YamakiJ．  
（＊1），Choo K．H．A．（＊2），  
Miqhalska A．E．（＊2），Kodama  
N．，Tohyalna C．  
（＊lFukushima Med．Coll‥  
＊2RoyalChild．’s Hosp．）  

3   

Ono軋川itta H．（霊1）  
（＊1Reg．Environ．Div．）   

5  

6  

7  

（♯り，Sakamoto Y．（★】），  
Fujisawa K．（霊1），Asano K．  
（竃1〉，Ono M．，Katoh N．（＊2）  
（＊1KanazawaIIed．Univリ  
＊2Tokyo Women’s Med．Coll，）  

8  

Fujisawa K．（＊2），Kojima H．  
（♯Z），Sakamoto Y．（＊2），  
SasakiK．（■2）（■1Tokyo  

EnviI、On．Toxicol．Pharmaco  化学と工業  l．  

変異原物質検出用トランスジェニック  
ゼブラフィッシュの開発   
History of the research program  

On health effects of automobile  
exhausts in Japan 
生活環境における紫外線暴題一簡易測  

定装置による長期暴露畳調査結果につい  
て   
紫外線の簡易測定   
A current UV→B－related cataract  

epidemioiogy studyinJapan   

水環境学会言志   

Environ．Sci．  

太陽紫外線防御研究委員会  
学術報告   

環境技術  
Dev．Ophthalmol．  

19（10）  

4  

6（1）  

2 5   
27  

E  

E－  4  

E－  

E－   
E－   

24－28   

13－23  

1－9  

681－686  
32－41  

1996   

1996  

1996  

1996  
1997  

E－  Relationship between pure  
COrticalc＆taraCt appearanCe and  
the vearlng glasses  

Dev．OphthalrDOl．  

Women’s Med，Coll．  
♯2Kanazal伯Hed．Univ  
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OnoIt．   

SasakiH．（＊1），Kasuga T．  
（＊1），Ono M．，Sakamoto Y．  
（＊1），Kojima H．（＊1）  
（＊1Kanazawa朗ed，Univ．）  

川合覚（＊1），脇誠治（＊2），  
小野雅司，申立剛（＊3），  
湯林華（凄4），狩野繁之（車5），  
鈴木守（＊5）（＊1濁協医科大，  
＊2群馬県立医科短大，  
＊3U雷雨省疾病防治研，  
＊4中国予防医科学院，  
＊5群馬大）  
Kageyana TりKabuto軋，  
Kaneko T．（＊1），Nishikido N．  
（キZ），く竃ほyoTin Univ．，  
♯2FujitsuねcomInf．  
Process．Corp．）  
Cle爪ed50n C．（＊1），  
HcFarlaneAbdulla E．（＊2），  
Andersson M．（＊3），Barile F．  
A．（＊4），Calleja H．C．い5），  
Chesne C．（＊6），Cユothier R．  
（■7），Cottin軋（＊8），Curren  
R．（＊9），Kunimoto Hりet al．  
（＊1Uppsala Univ．，  
＊ZWellcome Res．Lab．，  
＊3Univ．Lund，叫City Univ．  
New York，＊5Univ．Ghent，  
＊6Technopole Atlante  
VilleJean，＊7Univ．  
Nottingham Med，Schり  
事8I．aboratoires Recherche  
Fondamentale，＊9Microbiol．  
Assoc．Inc．）  
Clemedson C．（＊1），  
HcFarlane－Abdulla E．（＊2），  
Andersson H．（＊3），Barile F．  
A．（＊4），CalleJa H．C．（♯5），  
Chesne C．（＊6），Clothier R．  
（♯7），C8ttin H．（璃），Curren  
R．（＊9），Kunimoto M．，et al．  
（★1Uppsala Univり  
事2WellcorDe Res．Lab．，  
＊3Univ．Lund，＊4City Univ．  
New York，寒5Univ．Ghent，  
＊6Technopoleitlante  
Villejean，＊7Univ，  
Nottingham Med．Sch．，  
＊8Laboratoires Recherche  
Fondamentale，♯9Microbiol．  
Assoc．Inc．）  
国本学，安原昭夫（＊1），  
相馬悠子（＊2），中杉修身（＊1）  
（＊1化学環境部，＊2地域グ）  
Kunim8tO MリSlユヱukiT．（＊1）  
（＊1Dir，Gen．）  

国本学   

KobayashiT．   

小林隆弘  

内山康雄（★1），小林隆弘，  
三浦卓（＊Z）  

（♯1国立公衆衛生院，  
＊2東京薬大）  

inary study on exposure Dev．Ophthalmol．   

Dev．Ophthalmol．  
measurement of ultraviolet radiation   
Aging changes of lens 

transparency in subjects with 
noncataractous eyes  

中国雷雨省におけるマラリア血清疫学  
調査一地球温暖化によるマラリア流行の  
拡大予測に関する基礎的研究－   

寄生虫学雑誌  533－542  E－ 11  lt】リb  

154－155  11997 J．Occup．Health  E－ 12  Accuracy of pulse rate  
variadility parameters obtained  
from finger plethysmogram：A  
COmparison with heart rate  
Variability paraJneterS Obatained ECG   
MEIC evaluation of acute systemic  

toxicityPartI．Hetho血logy of68  
in vitro toxicity assays used to  
test the first30reference  
chemi（：als   

251－27Z  ltlミ？ト  24  lATLA E 13  

273・－311  lうpしこ  24  MEIC evaluation of acute systemic  
toxicity－PartII．In vitro results  
from68toxicity assays used to  
test the first30reference・  
chemicais and a comparative 
cytotoxicity analysIS   

ATLA  E－ 14  

水環境学会誌  

Jpn．J．Toxicol．Environ．He  
alth  

〃01．川ed．   

Environ．Sci．   

平成7年度環境庁委託業務  
報告書花粉症に関する文献  
調査（常俊義三編著，92p．）  
平成7年度環境庁委託業務  
報告書大気汚染物質のレビ  
ユ、■  

ガス状物質及びエアロゾル  
の生休影響（常俊義三編著，  
J！CST，68p．）  

アレルギーの領域  
木材の科学と利用技術Ⅳ  
4．木材と健康（日本木材学  

哺乳動物培養細胞系を用いた水環境試  
料の毒性評価  

Apoptotic death of cerebellar  
rleurOrlSin prinary culture prepared  
from neorlatalrats exposed to  
methylmercuryin utero   
メチル水銀の細胞毒性発現機構とアポ  

トーシス   
Air pollutants and airway  

hyperresponsiveness   
ディーゼル排気曝露と花粉症様病態  

動物実験  

33（11）  

4  

1292－1301  

53－72  

64－9Z  

3－32  

1996   

】うpさ  

】tl：】さ  

1995  

E－ 17   

E－ 18   

E－ 19  

E－ 20  

喘息モデル ウサギ  
大気環境と花粉症  弘

弘
 
陰
険
 
 

林
林
 
 

日本木材学会  
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Role of metalloth  TohokuJ．Exp．Med  
Naganuma A．（凄2），Imura川．  
（＊1）（＊1Kitasato Univり  
＊2Tohoku Univ．）   

4  

（＊1），TakahashiS．（＊2）  
（＊1Univ．Za爪bia，＊2Reg．  
Environ．Div．）  

5  

K．，kajiT．（り），Takahashi  
S．（事2），Nambota A．（＊1），  
Kamweneshe8．（＊1）（＊1Univ．  

ZaI止ia，幸2Reg．Environ．Div．）  
6  

（＊1），NambotaÅ．（＊1）  
（＊1Univ．Zambia）   

7  

（★1），Hatsukawa K，（＊1），  
TakahashiS．（＊2），Nambota  
A．（＊1），KajiT．（キ1）  
（＊1Univ．Zambia，車2Reg．  
Environ．Div．）  
Tamura KりAndo M．（＊1），  
Sagai軋（＊1），Hatsumoto Y．  
（＊1）（＊1Reg．Environ．Div．）  
Tanno KりAokiY．（Yasunobu）  

protection against renal oxidative 
stress induced by 
9is－diamminedichloroplatinum（Il）  
1n glutathione－depleted mice   
Contact between domestic animal  

andwildlife‾購iヮgcomputer  
imaglng analysISlnlochinvar  
nationalparkin Zalnbiar   
Emerging diseases of livestack 

and wildlife through their mixirlg  
and galne ranChingin Zambia  

Serological examinatian of 
brucellosisin Kafuelechwe  

Energing probleEnS On diseases of  
livestock and wildlife due to their  
mixingin the developing country   

Proc．Symp．”The effects  
of enlargement of  
domest．anim．pasture on  
the wildlifein Zarnbia’’  
Proc．Symp．”The effects  
Of enlargement of  
domest．anim．pasture on  
the wildlifein Zanbia”   

Proc．Symp．”The effects  
of enlargeioent of 
domest．anizn．pasture on  
the wildlifein Zambia”  
8th．AAAP  
Anim．Sci．Cong．Proc．  

E－ 2  

E－ Z  

136－138  lりp8  E 26 

1068－1069  こしIp【i  E－ Z  

Estimation af levels oi personal 
exposure to suspended particulate  
matter and nitrogen dioxidein Tokyo   

Phosphorylation of c－Jun  
stimulatedin priJnary Cultured rat  
liJerparenchyma19ellsbya  
COPlanar polychlorlnated biphenyl   
Direct detection of mercuryLbound  

metalloproteins（Jnetallothioneirl  
and Cu，Zn－SuperOXide dismutase）  
using a combination of gel  
electrophoresis and one dimensional  
SynChrotron radiation x－ray  
fluorescence analysis   
Reduced retention of cadmium in 

theliver of rnetallothionein－null  
mice   

Environ．Sci．  

Biocherm．J．  

Homma（Takeda）S．（＊1），  
ShinyashikiM．（＊2），Nakai  
I．（＊3），Tohyama C‥Kumagai  
Y．（＊2），Shi爪Ojo N．（事2）  
（簾IInst．Co爪munity】1ed．，  
＊2Univ．Tsukuba，＊3Sci．Univ  
Tokyo）  
Tohyama CりSatoh M．，  
K8dama NリNishimura H．  
（＊1），Choo A．（＊2），  
Hichalska A．（＊2），Kanayama  
Y．（＊3），Naganuma A．（事3）  
（＊1AichiHizuho Univり  
＊2MurdochInstり＊3Tohoku  
Univ．）  
姫野誠一郎（＊1），遠山千春  
（＊1北里大）  

Tohyama C．，SuzukiJ．S．  
（＊1），Homma S．，Karasawa H．  
（＊2），KurokiT．（★2），  

Anal．Lett，  29  60ト611  こtりしi  E－ 30  

213－216  1996  

Environ．Toxicol，Pharmaco l．  
E－ 31  

微塵元素（亜鉛とセレン）  

Testosterone－dependentinduction  
of metallothionein in genital 
OrganS Of male rats   

栄養評価と治療   

Biochem．J．  

Nishimura H  
Nishilnura N  
（＊1Kyoritsu  .Pharm 

＊2Univ．Tokyo，＊3CSIRO Aust  
，＊4AichiHiヱuho Univ．）  
Nishimura N．（＊1），Cam G．R．  
（＊1），Nishimura n．（＊2），  
Tohyama CりSaitoh Y．（事3），  
Adelson D．L．（＊1）（＊1CSIRO  
Aust，＊ZAichiHizuho Univ．  
＊3AichiMed．Univ．）  
藤巻秀和   

SaneyoshiK．（享1〉，Fujimaki  
H．（＊1JikeiUniv．）  
藤巻秀和  

10891096  1996  Reprod．Fertil．Dev．  Evidence for developnentally  
regulated  
transcriptiorlal，tranSlatioTlalaTld  
posttranSlationalcontrolof  
Metallothionein gene e叩reSSiorlin  
haiI－follicles   
大気汚染物質によるマウス免疫応答の  

克進   
Air pOliUtants and IgE antibodY 

production   
アレルギー性疾患と環境因子  

2．大気汚染とアレルギー反応  

ホルムアルデヒドによる免疫応答の修  
飾   
ディーゼル  
Inhalatian of diesel exhaust 

erlhances antigen－SpeCificIgE  
antibody productionin mice  

E－ 34  

大気環境学会誌   

Environ，Sci．   

免疫薬物療法研究会言己録集  
（免疫薬物療法研究会著，日  
本アクセルシュプリンガー  
出版，116p，）  
日小皮会誌   

アレルギー科  
Toxicol．  

藤巻秀和   

旛巻秀和  
FujimakiHりSaneyoshiK，  
（＊1），ShiraishiF．（＊Z），  
ImaiT．（＊1），Endo T．（＊1）  
（事1JikeiUnivリ＊ZEnviron  
Cheln．Div  

－223一   



J．Occup．Health  
Muto S．（■2），Kita！nura K．  dysfunction among printing plant  

workers  

花粉症患者動向調査から   

（＊3）（＊1Univ．Tsukut）a，  
♯2Xagawa Nutr．Univ．，  
＊3日inist．Financ．）  

2  

小山英明（＊2），猿谷文男（＊2），  
高橋俊二（＊3），辻和男（＊4），  
本田靖，村上責二（＊5）  
（＊1慈恵医大，＊2医師，  
＊3気象研，  
事4オフィシャル・ツジ，  

＊5日本気象協会）  
3  

（＊1），Onaya H．（＊1），DoyII．  
（事2），MitsumoriF，  
（凄1Tsukuba Univり  
＊2Tsukuba Med．Cent．）  

4  

MitsumoriF．（＊1Tsukuba  
Univ．）  

184－188  1997  アレルギーの臨床  E－ 4  

429－434  1996  ¶agn．Reson．Imaging  MRimaglng Of non－CanCerOuS  
hepaticlesionsin Long－Evans  
Cinnamon rats  

3】p nuclear rnagnetic resonance  
study an changes in phasphocreatine 
and theintracellular pHin rat  
skeletal muscle during exercise at 
variousinsplred oxygen contents  

Aircraft measurements of the  
stable carbon isotopic ratio of 
atmospheTIc methane over Siberia   

E－ 4  

305310  1996  Eur．∴Appl．Physiol．  E－ 4  

大気圏環境部  
Sugawara S．（ヰ1），Nakazawa  
T．（＊1），Inoue GりMachida T．  
（1Z），汎ukalⅥ．（≠2），‘  
Vinnichenko N．K．（＊3），  
Khattatov V．U．（＊3）  
（ヰ1Tohoku Univり＊ZGlobal  
Environ．Divり＊3CAO Russia）  
Nakazawa T．（＊1），Sugal†ara  
S．（＊1），InoueG．，MachidaT 
，Maksyutov S‥HukaiH，  
（＊2）（事1Tohoku Univ‥  
＊2Glot）alEnviron t）iv．）  
NevellR．E．（＊1），Hul†．（＊l），  
Akimoto H．（＊2），Anderson丑．  
（＊3），Brol－ellE．（＊3），  
Gregory G．（＊3），Sachse M．  
（＊3），Shipham M．（＊3），  
SakamakiFリet al．  
（★lMassachusettsInst．  
Tech．，＊2Univ．Tokyo，♯3NASA  
Langley Res．Cent．）  
MatsumlY．（★l），NDmu↑a S．  
（＊1），KawasakiM．（＊1），  
Ima打Iura T．（＊1nokkaido  
Univ．）  
Rudich Y．（＊1），Talkudar R．  
K．（事1），Imamura TりFox R．W．  
（＊1），Ravishankara A．臥  
（＊1）（＊lNO山り  

Shit】uya K．（＊l），SuzukiS．  
（＊Z〉，Imamura TりKoyanoI，  
（＊3）（＊1TokyoInst．Tech‥  
＊2Tokyo Metrop．Univ．，  
＊3HimejiInst．Tech．）  
粗野伊淫志，花崎秀史  

孤野伊淫志，花崎秀史  

鵜野桝皐志，大原利良く＊l），  
若松伸司（事Z），松井一郎  
（事1計量計画研，柁地域グ）  
平岡久司（＊1）瀾野伊渾志，  
中嶋洋（象1）（＊1京都大）  
鵜野伊津志，大原利眞（＊1）  
（♯1計量計画研）  
鵜野伊津志，若松伸司（＊1）  

F  

F－ 1  、223－231  1996  GlobalBiogeochem．Cycles  

Aircraft rneasurements of the  
concentrations of CO2，CH4，N20，  
and the carbon and ozygen isotopie 
ratios of C02 in the troposphere 
PVer Russla   
Atompspheric sampling of  

Supertyphoon with NASA DC8  
aircraft on Septernber  
27，1991，during PEM－West A   

102（D3）  3843－3859  1997  j,,,,,l of Geophysical 
Research  

F－  2  

1853－187l  1996  J．GeophysicalReseach  F－  3  

1996  176179  J．Phys．Chem．  VibratiDnaldistl・ibution oiCl（〉  
radicals produced in the reactian 
Cl＋03－＞ClO＋02  

Uptake of N03 On KI 
solutions：rat．e COefficient for the  
NO〇＋Ⅰreaction 

． 

Dissociation of state－Selected  
NO2◆ions studied by threshold  
photoelectrorL－photoion coincidence  
techniques  

砂漠化機構解明のためのシミュレーシ  
ョンの検討，植物群落帯での微気象、環境  
のパラメータ化   
砂漠化機構解明のためのシミュレーシ  

ョンの検討，植物群落での徴気象、環境の  
パラメータ化   
近地地域の局地循環シミュレーション  

と評価  

ニューラルネットワークを利用した気  
孔コンダクタンスの非線形重回帰モデル   

冬季の関東地域の大気汚染の3次元構  
造   
桜島からの火山ガスプリュームの輸送  

ト  4  

467－473  1996  Chem．Phys．Lett．  

J．Phys．Chem．  

F－  5  

685－689  1997  F－  6  

砂漠化機構の解明に関する  
国際共同研究平成5年度成  
果報告書  
砂漠化機構の解明に関する  
国際共同研究第ⅠⅠ期成果報  
菖蔓  
天気  

日本建築学会計画系論文集   

日経サイエンス   

土木学会論文集  

F一  T  

F－  8  

F－  9  

F－ 10   

F－ 11   

f－ 12  
拡散過程の  ＊l地域グ  
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Åppl．XI（Gryning  
S，E．et alりNato  
Challenges Mod．Soc．）  

大気環境学会誌   

大気環境学会誌  

TDeSOSCale numericalrnodel  
simulation using four－dimensional  
data assimilation of c8mPlex  
airfiow over the Kanto Region in 
Japan   
コンピュータグラフィックスによる大  

気環境の可視化   
九州北部地域におけるエアロゾル濃度  

の変動と高濃度エピソードの解析   

鵜野伊津志，大原利眞（＊1）  
（＊1計量研）  

森淳子（■1），宇都宮彬（＊2），  
鵜野伊津志，若松伸司（＊3），  

大原利員（＊4）  
（＊1長崎県消費生晴セ，  
＊2福岡県保健環境研，  
＊3地域グ，＊4計塁研）  
鵜野伊沖志，大原利眞（＊1）  
（＊1計且研）   

Sugimoto N‥Minato A，（＊1）  
（＊1IbarakiUniv．）   

杉本伸夫，松井一郎，  
笹野泰弘（＊1）（＊1地球グ）  

Saito Y．（＊1），Hatake K．  
（甘），Nomura E，（＊1），  
Kawahara T．D．（＊1），Nomura  
A．（＊1），Sugimoto NりItabe  
T．（＊2）（＊1Shinshu Univり  
＊2CRL）  

杉本伸夫   

杉本伸夫，小林裔（＊1）  
（＊1福井大）  

科学研究費（基礎研究（A）（1  
〉）研究成果報告容（花水啓  
祐代表者）  
Opt．Rev．  

地球温暖化の原因物質の全  
球的挙動とその影響等に関  
する観潮研究平成7年度成  
果報告書  
Adv．AtTnOS．Remote  
Sensing Lidar  

メソスケール気象モデルで再現された  
冬季関東地域の局地循環  

Optical characteristics of the 
retroreflector in space for the 
advanced earth observing satellite   

トト（2）陸上からの睨測的研究   

Laser－lnduced Fluorescence（LIF）  
imaginglid鋸r With range resolution  
for vegetation monitoring   

475478  1996  ト 】t】  

地球環境遠隔探査技術等の  
研究平成7年度成果報告書  
極限量子センシング技術の  
開発及びその利用のための  
基盤技術開発（第一期，平成  
5年度～平成7年度）成果報  
告書  
Month．Weather Rev．  

日本流体力学会誌「ながれ  
」  

励  
」  
日本流体力学会誌「ながれ  
」  
J．Fluid Mech．  

J．FIuid Mech，  

将来の地球観測衛星システムに関する  
研究（1）大気分光観削システムの研究   
極限センシンクのための全個体化レー  

ザー技術に関する研究15  
全個体化レーザーによる極限大気計測技  
術の研究  

Ob5erVation of a Quasi2day wave  
during TOGA COARE  

流体力学  

自由表面および成層、回転流体中に  
起される波動と非線形効果   
旋回流中に励起される非線形波劇とそ  

の砕波   
Linear processes in unsteady 

Stably stratified turbulence  

On the wave excitation and the  
formatOf recirculationeddies  
in an axISymm声tric flow of  
uniformly rotating fluids   
旋回流中の非線形波動と砕波  

Production of heterogeneous 
Cluster，Arm（CO2），by the molecular  
exchange reaction of Ar乃Wit†lCO2  

エアロゾルー地球温暖化に関連する計  
測   
Airborne rneasurements of  

atrnospheric methane over oilfields   

124（9）  

15（2）  

15  

15  

318  

322   

1892－1913  

148   

173－183   

204－216   

303337  

165－200  

1996  

1996   

1996   

1996   

1996  

1996  

ト 22  

F－ 23   

F－ 24   

F－ 25   

F－ Z6  

ト 27  

Takayabu Y．N．，Lau K．M．  
（キ1），SuiC．－H．（事1）  

（＊1NASA／GSFC）  
花崎秀史   

花崎秀史   

花崎秀史   

HanazakiHりHuntJ．C．R．  
（＊1）（＊1Univ，Cambridge＆  
Meteorol．Off．）  
HanazakiH．  

京都大学数理解析研究所講 究録 Sci．Rep．RITU  
Z30－241   

197199   

F－ 28   

ト 29  

花崎秀史   

OzakiY．（＊1），Fukuyama Tり  
Ichihashi〉1．（＊2），Kondow T，  
（＊2）（＊1JosaiVnivり  
＊2Univ．Tokyo）  

福山力   

Tohjima Y．（＊l），Maksyutov  
S．，Machida T．（＊2），Inoue G．  
（ヰ1Univ．Tokyo，＊2Global  

Envirn・Div・）  
MatsulIりSugilnOtO Nり  
Haksyutov SりInoue G．，  
Kadygrov E．（＊1），Vyazankin  
S．（事1）（＊1Cent．Aerol．  
Ot〕SerV．）  
斉藤保典（事1），山村祐司（■1）  

松井一札杉本仲丸  
野村彰夫（＊1），鹿野哲生（■2）  
（＊‖言州大，＊2八戸工大）  

光本茂記   

矧訓申明  

974   

’A41  

季刊化学総説   

Geophys．Res．I．ett．  

（29）   

23（13〉  

ZO－32   

1621－1624  

ぎー 30   

F－ 31  

2168－2169  1996  F－ 32  Jpn．J．Appl．Phys，  Comparison of atmospheric  
boundary layer structure mesured 
With a microwave temperature  
ppofiler and a Mie scatteringlider  

低層大気観劇用車載型ライダーの開発  
と盆地における動作試験  

地球環境問題を読むための基礎の基礎  
－CO2はなぜ地球を温暖化させるか－   
フリーラジカル反応と大気の化学  

ト 33  天気  

355－356   

92卜931  化学  日本化学会誌  
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G  

G1 1   

G－  2  

G－ 3  

G  4   

G－  5   

G－  6   

G  7   

G－  8  

G－  9  
G－ 10  

G－ 11  

天野邦彦，凌辺正孝、  

天野邦彦，渡辺正孝  

井上隆信，海老瀬潜一（＊1）  
（＊1摂南大）  

Chattonella antiquaの増殖及び日周  
鉛直移動のモデリング   

赤潮プランクトンChattonellaと珪藻  
類との種間競合及び種組成遷移のモデル  
化一義層混合と栄姜塩成層位置の役割一   
水田における農薬の吸着・分解特性と  

河川流出機構  

浅い湖沼における沈降物量の評価  

環境保全型耕地としての水田群システ  
ムの将来設計   
水田からの農薬流出の定量評価  

Speciation of chromium（Ⅰ］）in  
activated sludge   

月刊海洋   

水工学論文集  

汚染物質の環境挙動予測に  
関する局地規模詳細モデル  
並びにその移行パラメータ  
陸水学雑誌   

文部省重点領域研究人間地  
球系研究報告集BOO7－E23  
農薬環境科学研究   

WateI、Environ．Res．   

地球の危機的状況（海老瀬  
潜一・ 今井章雄・今井秀樹  
共訳，森北出版，256p．）  
化学と生物  
Proc．Int．Symp．EnviroJl．Re  
mote Sensing Northeast  
Åsia  

Int．Arch．Photogramm．＆  
Remote Senslng  

133－141   

403－408  

203－212  

163－171   

4ト58   

13－25   

30ト310  

19S6   

1997  

1996  

：p†1d   

1996   

1996   

1996   

1996  

1997  
iミ】こJしi  

1996  

治国（暮1），井上隆信  57   
北海道大）  

海老瀬潜一（＊1），井上隆信  
（♯1摂南大）  

井上隆信，海老瀬潜一（＊1）  
（＊1摂南大）  

ImaiAリGloyna E．F．（＊1）  
（＊1Univ，Texas Austin）  

海老瀬潜一（＊1），今井章雄  
今井秀掠廿柁）（豪1摂南大，  
＊2地域グ）  

内山裕美  
Utsunomiya Y．  

Utsunomiya Y．  

4   

68（3）  

環境庁における環境研究・技術政策   
Cloud screening froln NDAA AYHRR 

data by a color composite procedure  

Construction of a Thermal lnertia 
Happing System（T川S）for  
hydrological analysis of the 
earth’s surface using satellite and  
ground monitoring data   
植物群薄荷での微気象、環境のパラメ  

ーター化  

川CC（土地利用・被覆変化）について  

環境水中の溶存態アルミニウムの自然  
濃度について   
宇曽利湖とその流域の陸水学的調査・  

研究   

Prediction of Japanese potential 
vegetation distribution in response 
to climatic change   

XXXI（B  4－Ⅳ）  

大坪馴臥花崎秀史（＊1），  
光本茂記（＊1），須貨伸介（＊2）  
（♯1大気圏環境部，  
＊2社会環境システム部）  
北村貞太郎（＊1），大坪園順  

砂漠化機構の解明に関する  
国際共同研究平成4年度成  
果報告書   

地球環境  

海洋化学研究「  

海洋化学研究  

Climate Change＆Plants  
East Asia（Omasa EりKai  
KりTaodaHりUchijima Z．＆  
Yoshino  
M．edsりSpringerVerlag，2  
15p．）  
CliJnate Change＆Plants  
臨写払Adia吋伽且6bi封印ぬi   

Z．＆Yoshino  
H．eds．，Sprlnger－Verlag，2  
15p．）  
？？？？？（Singh  

R，B．edり0Ⅹford＆IBH  
Pub．Co．Pvt．Ltd．，600p．）  

地下水学会誌  

関東平野  

333－342  i 1994 G 12  

G－ 13   

G－ 14   

G 15  

G 16  

高松武次郎，佐竹研一（＊1），  
大八木昭（■2）（＊1地球グ，  
＊2青森県立田名部高）  
Tsunekawa AリIkeguchiH．  
（＊1），OmasaⅨ．（＊1Hus，Nat  
＆Hulnan Act．）  

Tsunekawa A．，Zhang X，（♯1），  
富h8bia．如1a，伽is瓢K．（♯2）   

＊2Environ．Biol．Div．）  

TsunekawaÅ．，MiyazakiT．  
（＊1），Kar A．（＊Z）（♯1Cent．  
GlobalEnviron．Resり  
＊2Cent．Arid Zone Res．Inst．  

G－ 17  Climate change anditsimpacts on the vegetation distributionin China   

283－297  1996  

in Rajasthan，India  Desert mapping using NOAA／AVHRR  
G－ 18  

India）  
坂井晃（＊  

粗野郁雄  
1），三  

．八谷  

捕哲彦（＊1）  

陽一郎（＊2）  

季節的な地下水揚水に伴う地盤沈下  

有明海奥部低地の古環境統合解析   
（＊1佐賀大，＊Z佐賀県）  
下山正一（＊1），小杉正人（＊2）  

松岡数充（t3），片隅久子  
佐藤直弘（＊2），遠藤邦彦  
野井英明（＊4），竹村恵二  
市原季彦（＊6），三浦哲彦  
陶野郁雄（＊1九州大，  
＊2日本大，寧3長崎大，  
＊4北九州大，＊5京都大，  
＊6熊本大，★7佐賀大）  
磯望（＊1），陶野郎逓，  

り
レ
り
】
 
5
7
 
 

よ
・
一
†
 
暮
●
 
 

雲仙普賢岳噴火に伴う火砕流堆積地形  
とその変化  

火山とつきあってみませんか   
まさ土埋立地盤の液状化地点における  

トレンチ調査  

西南学院大学児童教育学論  
集  

建設業界  
第2回阪神・淡路大意災に  
関する学術講演会論文集  

1997  147162  G－ 21  

遠藤邦彦 池永絹代  ＊2），藤井理恵（■3）  
＊1），（＊1西南大，  

＊2日本大，＊3九州大，）  
陶野郎鯉  
沼田淳紀（＊1），森伸一郎（＊1）  
陶野郁私通藤邦彦（＊Z），  
染谷昇（＊1）  

45（11）  62－67  
99－106  

G 22  
G－ 23  

＊1飛島建  ＊2日本大  

226－   



によるセシウムー137の濃  Isotope News  

生物科学   

SoilSci．＆Plant  
Nutrition  

SoilSci．＆Plant  
Nutrition   

内湾・内海の水環境（須藤  
隆一監修，ぎょうせい）  

Biochem．Soc．Trans．  

服部浩之，佐竹研一（＊1） （＊1地球グ） HattoriH．  
環境の酸性化とナラタケによる森林被  

害   
Differencesin theinfluence of  

cadmiuJn On the decomposition of  
Various types of organic materials  
in soil   
Decomposition of organic matter  

With previous cadzniuTn adsorptionin  
soils   
内湾・内海の水質汚濁のモデリング   

42  HattoriH．  

渡辺正孝  

生物圏環境部  
Tanaka K．（蠣1），Aono軋，  
SajiHりKubo A，  
（＊1TottoriUniv．）  

IgarashiT．Kono Y．（事1），  
Tanaka K．（暮2）（霊1Shimane  
Univり凄2TottoriUniv．）  
岩熊敏夫，野原精一  

G－ 27  

G－ 28  

H  

H－ 1  200S  ！ゞtlここ  24  Stress tolerance of transgenic  
Nicotiana tabacun with enhanced  
activities of glutathione reductase  
and superoxide dismutase   
Molecular cloning of zDarlganeSe  

eataiase from lactobacillus 
plantarum   
赤井谷他の気象  

J．召iol．Chem，  

赤井谷他の自然（天然言己念  
物「赤井谷池沼野植物群落  
」調査指導会乱軌会浮若  
松市教育委，256p）  
赤井谷地の自然（天然記念  
物「赤井谷池沼野植物群落  
」調査指導会議軌会津若  
松市教育垂，256p）  
赤井谷他の自然（天然記念  
物「赤井谷地沼野植物群落  
」調査指導会議軌会沖若  
松市教育委，256p）  
赤井谷他の自然（天然記念  
物「赤井谷地沼野植物群薄  
」調査指導会議編，会渾若  
松市教育套，256p）  
平成7年度里地自然地域等  
自然環境保全調査報告書  
（農林中金総研偏，同発行，1  
88p．）  
生物科学   

JAERITtARA Annlユ．Rep、  

H－  2  

H－  3  

岩熊敏美山形与志樹（＊1）  
（＊1社会環境システム部）  

岩熊敏夫，平田健正（＊1），  
野原精一（幕1地域グ）  

岩熊敏夫，野原精一  

赤井谷他の地形  H－’4  

129134  1996  赤井谷地とその周辺地城の表流水の水  H－  5  

237－256  ltJし）b   赤井谷地気象資料  1－ 6  

里他の水環境と生物   岩熊敏夫  H－  7  

48  陸水酸性化の水生昆虫への影響につい  
て   
Dynamic observation of  

transportation of water in plants 
by using positronemitting 
isotope－effect of temperature   

上野博平   

Fujimura T．（＊1），AdachiK．  
（＊1），OmichiH．（＊1），  
払tsuokaⅥ．（鶉1），Shlgeta N  
（事1），Sekine T．（＊1），Uchida  
H，（♯2），Yamashita T，（事2），  
Omasa K．，TakoiH．（霊3），et  
al．（♯1JAERl，＊21iamaI¶atSu  
Photonics，＊3Gunma Univ．）  

0                                             Horie T．い1），HatsuiT．  
（＊1），陶kagawa H．（■1），  
Omasa K．（蓼1Kyoto Univ．）  

Clim．Change＆Plants  
Eas七人sia（Omasa KりKai  
K．，Taoda H．，Uchijima  
Z，払Yoshlno  
軋edsリSprlnger－Verlag，Z  
15p．） 照明学会 

研究調査報告智  
（照明学会編，137p．）  
日本のライフサイエンス  
（科学技術庁監修，長澤出版  
社，178p．）  
照明学会試  
インテリジェント農業（山  
崎弘郎・橋本康・鳥居徹編  
著，工業調査会，Z93p．）  
バイオサイエンスとインダ  
ストリー  
Bull，Chem．Soc．Jpn．  

Effects of elevated CO2and  
globalclimate change8n rice yield  
inJapam  

H－ 1  

41－48  

214－215  

394396  
13ト143  

545－546，56   
9－571  

36733679  

1996   

1ワリb  

1996  
1p恥  

lさ1州   

1991i  

大政謙次，近藤矩朗（＊1）  
（■1地域グ）  

大政謙次  

地球環境とUV  

環境浄化へ向けての研究開発一生物機  
能の活用と砂漠化への対応のための研究  
開発一   
快適環境とセンサのかかわり   
植物の蒸散・光合成機能の画像診断  

植物の生体画像計測  

Absarption of atmospheric 
formaldehyde by deciduous  
bTOad－1eaYed，eYergTeen  
br・Oad－1eaved，and coniferous tree  
specieses 

生態情報の広域リモートセンシンク技  
術  

次
次
 
 

謙
謙
 
 

政
政
 
 

大
大
 
 

大政謙次，船田艮（＊1）  

道
 
 

（♯1北海  

Kondo T．（  
（＊1），Uchi  

69（12）  ，Hasegawa K．  
R．（蛇），Onishi  

机．く蛇），仇i乙ukami九，（蛇），  
8masa K．（事1Toyama Univ‥  
＊2Toya爪a Pref・EnvirDn・Sci  
Res．Cent．）  

7        大政泳次  
生態系情報による環境バイ  
オエコセンシンク技術に関  
する調査（平成7年度調査報  

H－1  

NED－GET－951l  

一227   



墳（日本農業気象学会・日  
本生物環境調節学会，207p）  
Environ，Sci，  SaJiH．，Aono MりKubo A  

Tanaka K．（＊1），Kondo N，  
（♯Z）（＊lTottoriUnivり  
＊2Univ．Tokyo）  

佐治光，中嶋信実（＊1），  
久保明弘，青野光子  
（＊1地域グ）  

樋口正信（■1），清水英幸  
（＊1国立科学博物館）  
清水英幸  

Paraquat sensitivity of  
traTISgenic Nicotiana tabacum plants  
that overproduce a cytosolic  
ascorbate peroxidase   
環境ストレスに対する植物の反応一大  

気汚染ガスに対する反応を例として－  

ナメリカメゴケモドキの胞子休  

日本における自然環境保全研究一実験  
研究と野外調査－  

日本農薬学会誌  

日本評苔類字会会報   

中国長江三峡ダム建設事業  
支援のための水源  
林造成と環境保全に関する  
研究（Ⅰ）  

（（社）国原書鱗協会，110P）  
中国長江三峡ダム建設事業  
支援のための水源カンヨウ  
林道成と環境保全に関する  
研究（Ⅰ）  

（（社）国隙聾隣協会，110P）  

中国長江三嘆ダム建設事業  
支援のための水源カンヨウ  
林造成と環境保全に関する  
研究（Ⅰ）  

（（社）国酵善隣協会，110P）  
Acta．Ho】・t．  

中国四川省の予備的現地調査報告   清水英幸，王飛躍（＊1），  
樋口正信（＊2），沖淫進（＊3），  
須田隆一（4）），楊良（＊5）  
（＊1国際善隣協会，  
＊2国立科学博物館，＊3千葉大  
＊4福岡県保健環境研，  
＊5東京農工大）  
清水英幸，喬永康（＊1）  
（中国科学院成郁生物研）  

H－・23  

中国産数植樹木の穐子発芽特性に関す る研究   
H－ 24  

175－180  1996  Effects of carbon dioxides aTld／or  
relative huJnidity on the growth and  
the transpiration of severalplants  

Deternination of Cyclobutane  
Pyrimidine Dimerin the DNA from  
UV－BIrradiated CucuJnber Leaves   

Shimizu H．（Hideyuki），  
Fujinuma Y．（＊1），Omasa K．  
（＊1Cent．Global．Environ．  
Res）  
TakahashiS．（＊1），Nakajima  
N．（事2），ShimiⅢH．  
（Hideyuki），Kamada H．（事1），  
Bae G－Y．（＊1），Ishizuka K．  
（＊1），Nikaido O，（＊3），Kondo  
N．（＊1Univ．Tsukuba，＊2Reg．  
Environ．Divり♯3払nazawa  
Univ．）  

村瀬忘昭（＊1），近藤矩朗（■2）  
清水英幸，中嶋信実（＊3），  
伊豆田猛（幸1），戸塚積（＊1）  
（＊1東京農工大，事2東大，  
＊3地域グ）  
清水英幸，菅邦子（＊1），  
大橋毅（＊1）  

（＊1東京都環境科学研）   

Tobe K．，0爪aSa K．   

Nohara S，  

H Z5  

461－466  Environ．Sci．  H Z6  

大気環境学会誌  
キュウリ第一本葉の生長と生理活性に 及ぼすUV一石照射の影響一躍料の影響－   

H－ 27  

大気汚染監測与評価方法研  
修班演講集（日本国大気環  
境学会，中国壷屋医科大学，  
113p）  
Acta Hortic．   

s   

Jpn．J．いmnol．  

用苫前属植物及地衣評価和監測大気賢  
慮  

Investigation of the effects of  
peroxyacetylnitrate（PAN）on plant   
Growth of the lndian lotus 

（Nelunbo nucifera Gaertn）and the  
influence of tuber density on  
foliage structure and biomass   
Pesticide residues in water and 

an aquatic plant，Nelurnbo  
nucifera，in a rlver mouth at Lake  
Kasumigaura，Japan   
Residual pesticides and their 

toxicity to freshwater shrimp in 
thelittoraland pelagic zones of  
Lake Kasumlgaura，Japan   
ヒ素汚染土壊の微生物   
Hicrobial communlty and rate of 

cellulase deconposition in peat 
soilsin8mire   
FieldIteasurement of Carbon  

Dioxide Evolutian from Soil by a 
FlowJrhrough Chamber Hethod Using a  
Portable Photosynthsis）1eter   
Ultrastructure of the vegetative  

colonies and systeinatic position of 
ぬsichlamy5（VoIvocales，Chlorophyta）  

H－ 28  

239244   

235－243  

（440）   

57（3）  

ltl：；b  1409－1416  lChemosphere Nohara S．，IwakuI□a T，  H－ 31  

1417－1424  itl〕5  lChemosphere Nohara SりIwakuma T．  H－ 32  

土と微生物  
Soil．Sci．Plant Nutr．  

Soil．Sci．Plant Nutr．  

広水幹也  
HirokiIIりWatanabe叶．軋  

Hiroki刈りWatanabeII．H．  

Eur，J．Phycol．  NoヱakiH．（＊1），Itoh軋（＊2）  
Watanabe M．MりEuroiwa T．  
（＊1）（♯1Univ．Tokyo，  

H 36  

＊2Chiba Univ  

－228「   



NOVA HEDWIG、Bei  
（＊2），Watanabe H．M．  
（＊1Univ．Tokyo，＊2Global  
Environ．Forum）  
Watanabe M．MりZhang X．，  
Kaya K．  

strainslabeled Chlorogorliun  
metal口Orphu爪  
（VoIvocales，Chlorophyta）fromJapan   
Fate of tozic cyclic  

heptapeptides，microcystins，in toxic  
cyanobacteria uopon grazing by the  
nixotrophic fiagellate  
PoterioochromDnaS malhamensis  
（Ochrononadales，Chrysophyceae〉   
環境における微生物の役割と科学技術   
藍藻類   
有ぎアオコの分類と毒物質生態系での  

動態  

微気候からみた街区計画の評価に関す  
る研究   

35（6  
Supp．）  

203－206  H－ 38  lPhvcologia 1996  

（35）  

（141）  

学際研究  
週刊朝日百科植物の世界  
第18［司日本環境化学会講演  
会予稿集  

環境システム研究  

616－62Z  
283－284  
24－30  

一
言
書
口
一
言
 
 
 

渡
波
瀬
 
 

地球環境研究センター  
久保田孝幸（＊1），  
花木琴祐（ヰ2），一ノ瀬俊明，  
小宮英孝（★l），  
神島奈央子（＊3）（＊1大林組，  
＊2東京大，  
＊3住宅都市整備公団）  
松尾友矩（＊1），味埜俊（＊1），  
花木啓祐（＊1），一ノ瀬俊明  
（＊1東京大）  

一ノ瀬俊明，川原博満（＊1），  
花水啓祐（♯2），松尾友矩（＊2）  
（＊1富士通エフ・アイ・ピー  

♯2東京大）  

一ノ瀬俊明   

神沢博  
神沢博，近藤豊（暮1），  
中澤高清（■2），本田秀之（＊3）  
矢島信之（霊3）（暮1名古屋大，  
♯2東北大，事3宇宙科学研）  
神沢帽  

14ト148  1996  24  

下水の有効利用に係わる基礎調査一下  
水熱利用の有効性評価とディスポーザー  
導入効果一   
下水熱有効利用可能性解析ツールとし  

てのGISの開発  

都市気候学に関する国際会議（ICUC’96  
）に参加して   

南極オゾンホール   
キルナにおける1LAS検証気球キャンペ  

ーンについて  

衛星データを用いた大気中の物質循環  
の研究－ADEOS及びADEOSII以後一  

地球環境モニタリングに何を求めるか   
砂漠化対策技術   
インド・タール砂漠における砂漠化研  

究と砂漠化政策  

東京大学工学部総合試験所 年和  土木学会論文集  55   （552／Ⅶ－1）  

44（2）   

（8月号）  

天気   

SUT餌11．  
大気球シンポジウム平成7  

年度  

衛星による成層圏・対流圏  
化学の研究に関するワーク  
ショップ報告召  
グローバルネット  
環境対策技術百科  
高度リモートセンシンク技  
術に関する調査研究報告書  
日本リモートセンシング学  

わかりやすいリモートセン  
シングと地理情報システム  
（安岡薯文分担，日本リモー  
トセンシング研究会，177p．  

）  

わかりやすいリモートセン  
シンクと地理情報システム  
（安岡善女分担，日本リモー  
トセンシンク研究会，177p．  

）  

含  

光  

熱帯林の減少一地球環境の  
行方－  
（環境庁地球環境部監修，中  
央法規）  

ト 7  327－342  

20－21  
95－100  
42－56   

65－76  

128－129  

1996  

1ミ】pb  

1996  
1996   

1996  

1996  

沼
樽
崎
 
 

藤
宮
官
 
 

65  

大久保彰人（♯1），安岡善文  
（＊1福岡県保健環境研）   

安岡善女  

土地利用図との比較によ  る土地被覆の  
堅データと地   経年変化解析について一衛星データと  

理情報との実用的利用－   
5．2  

緑の国勢調査一視存植生分布図の更新  

安岡壱文  ト13  5．10東南アジアの植生指数図の作成   163，166－16   7  
1996  

沖一雄（＊1），安岡善文  
（♯1筑波大）   

沖一雄（＊1），安岡善文  
高島勉（り筑波大，  
＊2宇宙開発事業団）  
安岡蕃文  

高濃度水域における近赤外波長帯を  
む二浪具によるクロロフィルa推定モデ  
ルの作成   
水城リモートセンシンクの水面反射  

除去モデルに関する研究  

熱帯林の観測  

229   



7．4 口頭発表  

秋吉英治  

秋吉英治，橋本訓（★り  
松見登（事1），  
川崎昌博（＊1），  
高橋けんし（＊1）  
（＊1北海道大）  

‡副rl雅之（＊1），  
高橋正明く■扶  
秋吉英治（＊1東京大）  
秋吉葵治  

足立直乳臭田敏統，  
Hussein軋A．回），  
肋nDkapan N．（＊1），  
（＊1マレーシア森林研  
相川）－  

奥田敵組，竹中明丸  
ぬnoka♪an N．（＊1）  
（凄1FR川）  

唐艶鴻，奥田敏統，  
地川Okaran N．（＊1），  
Awang M．（＊2）  
（＊lマレーシア森林研  
一見川，  
＊2マレーシア農科大．  
UPM）  
Kainl訓a M．  

1次元光化学放射結合系に  
おける成層圏下部のオゾン変  
動   

大気微塵成分童度の0（1D）  
生成量子効率に関する依存性   

日本気象学会1996年春  
季大会   

日本気象学会1996年秋  
季大会  

同講演予  
稿集   

同研究集  
会講演粟   

同講演要  
旨集  

CCSR川IES気候一化学モデ  
ル（り   

1次元光化学一放射結合モデ  
ルによる ピナツポエアロゾ  
ル増加実験   
マレーシア低地熱帯林にお  

ける林冠ギャップの分布と構  
造  

個体ベースモデルで探る一  
斉開花と熱帯林の動態の関係  

熱帯稚樹の光合成誘導反応  
に及ぼす空気湿度の影響   

日本気象学会1996年秋  
季大会   

第7回大気化学シンポ  
ジウム   

第44回日本生態学会  

第44回日本生態学会  

第44回日本生態学会  

a  8  Development of the  
Asian－Pacificlntegrated  
model to assess policy 
Options for stabilizing  
globalclimate   

温暖化対策立案のためのAI  
Hシミュレーションの画像化  

海水中の有機硫虜化の存在  
状態（Ⅳト海水試料の保存性  

海水中のDHSOの存在とその  
消費   

1axenburg  Workshop  
Ådv．刊ethodol．＆  
SoftwaI、e  

Decis，Support Syst．   

第12回ヒューマンイン  
ターフェースシンポジ  
ウム   

窮57国分析化学討論会  

甲斐沼突紀子，  
甲斐啓子，松岡譲（＊1）  
森田恒辛  
（＊1名古屋大）  

用刀正行，  
仁木拓志（暮1），  

大槻雇（＊‖  

（＊1東京水産大）  
瑚刀正行，  
木幡邦男（＊1），  
仁木栢志（＊2），  

大槻晃（寒2）  

（♯1地域グ，  

成東皐水産大）  
仁木宿志（＊1），  
J刀刀正行，大槻晃（事1）  
（霊1東京水産大）  
功刀正行，  
仁木柘志（♯り，  
大槻晃（＊1）  

（＊1東京水産大）  

Ⅰ刀刀正行，原島乱  
藤森一夫（＊1），  
中野武（＊1）  

（＊】兵庫県立公害研）  
笹野泰弘  

a－  9  

a 10  松山  

1996年度日本海洋学会  
春季大会  

東京  

海水中のD州S消費過程  

海水中の有機硫黄化合物の  
存在状腰（Ⅴ）一挙節変動とそ  
の要因一  

定期フェリーを用いた海水  
中の有畜化学物順の高密度観  
測  

椚Ⅳを用いたADEOS／ILAS情  

報提供システム  

ADEOSノILAS■aerosol  
retTievalalgDrithm V】Å4  
Channels  

1996年皮日本海洋学会  

春季大会   

日本分析化学会第45年  
：．  

日本分析化学会第45年  

地球観測ネットワーク  
（GO川）イニシアチブ日  
米共同技術ワークショ  
ップ  
31th．Sci．Assem．COSPA  
兄  

同講演要  
旨集   

同講演要  
旨集  

同講演要  
旨集  

同講演概  
要集  

Åbstract  
S  

仙台  a－ 14  

東京  a－ 15  

6                                                              Oka皿OtO H．（＊1），  
MⅥkaiS．く★2），Sanol．  
（＊2），Sasano Yり  
Ishihara H，（＊3）  
（■1Kobe Univリ  
＊2KinkiUniv‥  

Birmingha爪  a－ 1  

itsu FIP  

ーZ30   



Abstract s Book  18th．lnt．taser  
Radar Conf．  

ence fol、NASDA  

SPaCe－bornelidar experiment   Uchino O．（＊3）  
（＊1TohokuInst．  
Technol．，＊2IIinist．  
Posts＆Telecommunり  
＊3Jpn．HeteDrOl．  
鹿ency）  
笹野泰弘，鈴木睦，  
神沢博（tl）  
（象1地球セ）  

笹野泰弘，横田達也   

筐野泰弘，鈴木睦，  
横田達也，神沢博（＊1）  
（＊1地球セ）  

笹野泰弘，神沢博（＊1），  
鈴木睦，横田達也，  
ILASサイエンスチーム  
（＊1地球セ）  

Sasano YりSuzuki軋，  
Yokota TりKanヱaWa H，  
（＊1）（＊1Cent，Global  
Environ．Res，）  

衛星による成層圏・対  
流圏化学の研究に関す  
るワークショップ  
窮22回リモートセンシ  
ングシンポジウム  
窮100回地球電磁気・  
地球惑星圏学会講演会   

第7回大気化学シンポ  
ジウム  

Opt．Remote Senslng  
Atmos．  

太陽掩蔽法赤外センサによ  
るオゾン層化学関連物質ヒ温  
室効果気体の観測   

衛星搭載センサーILASによ  
るオゾン層の変動観測   
改良型大気周縁赤外分光計  

（IuS）による成層濱オゾン層  

の観測  
1LAS（改良型大気周紹赤外  

分光計）観測がねらうもの  

Preliminary results of  
stratospheric ozone layer 
measurernents with  
Improved Lirnb Atmospheric 
Spectrometer（ILAS）  
al〕Oard At）EOS  

ILAS－ⅠI  

ClONO2観測用エシェル分光  
計の試作結果  

Advanced solar  
OCCultation technique for  
ozone layer measure.ent 
from satellites   
太陽掩蔽法を用いた人工衛  

星からの成層圏火山性硫酸液  
滴エアロゾルの観測   
太陽掩蔽法を用いたオゾン  

層の新しい観測手法  

太陽掩蔽法を用いた人工衛  
星からの成層圏CIONO2の観  
測   
衛星搭載用エシェレ回折格  

子型赤外分光器原理検証モデ  
ル   

札幌  

東京   

東京  

豊橋  

a－18  

こl 1p   

a－ 20  

a－ 21  

8．8  

8．10   

6、川  

ゴ．1l  

同講演予  同講演論 文集  稿集  

a－ Z2  Opt．Remo  
te  
Sensing  
Atmos．19  
97  
Tech．Dig  
．Ser．  

同プログ  
ラム  

Proceedi  

ngS  

3  

ラム   

0  

3  

ラム   

0  

Santa Fe  

久世暁彦（＊1〉，鈴木睦，  
中村邦雄（＊2〉，  
笹野泰弘，谷井鈍（＊1）  

（＊lNEC，＊2松下技研）  
Kuze A．（頃），Suzuki  
軋，Sasano YりTanii  
J．（＊1）（＊1NEC Corp．）  

地球電磁気・地球惑星  
圏学会第98回総会  

16th．Symp．Remote  
Senslng Environ．Sci．  

地球惑星科学関連学会  
1995年合同大会   

第38回宇官科学技術連  
合講演会   

地球惑星科学関連学会  
1995年合同大会   

第35回宇宙科学技術連  合講演会  

a－ 23  京都  

a－ 24  Kobuchizaw  
a  

東京  

東京  

兼京  

長岡  

久世暁彦（  
笹野泰弘．  

＊1），鈴木睦，  
谷井純（＊1）  

a－ 25  

a－ 26  

a－ 27  

a－ 28  

7．  

6．1  

7．  

3．1  

（＊川EC）  

久世暁彦（＊1），鈴木睦  
笹野泰弘，谷井純（＊1）  
（＊1NEC）  

鈴木睦，久世暁彦（＊1）  
笹野泰弘，谷井純（＊1）  
（＊1NEC）  

鈴木睦，古田直紀，  
笹野泰弘，森山随（★1）  
中島正勝（靂1），  
谷井純（＊2），  
石田十巨β（寒ヱ），  
久世暁彦（＊2）  

（＊1宇宙開発車業臥  
＊2NEC）  

KリZeA・（＊l），Suzuki  
MりTanjiJ．（■1）  
（＊1NEC Corp．）   

鈴木瞳   

久世暁彦（♯1），鈴木陸  
中澤高清（＊2），  
早坂忠裕（柁），  
笹野泰弘，谷井純（＊1）  
（＊1NEC，＊Z東北大）  
鈴木睦   

藁谷克則（＊1），鈴木陸  
中村邦雄（＊‖，  
笹野泰弘  

High radiance cavity  
blackbody－COllimator  
SyStem for r8diometric  
calibration   
月掩蔽法による大気観測の  

可能性について   
エシェル回折格子分光器に  

よるCHd吸収スペクトルの測  
定結果  

ILAS赤外分光器の装直関数  
の決定   
月掩蔽法における観潮の機  

会について  

18th．RESES Symp．  Proceedi  

ngS  

同講演論  
文集  
同講演予  
稿集  

Tateshina－  
cho  

東京  

東京  

J▲ 二t）  

第22回リモートセンシ  
ングシンポジウム  
窮100担丁地球電磁気・  
地球惑星圏学会講演会  

第100回地球電磁気・  

地球惑星圏学会講演会  
第100回地球電磁気・ 地球惑星圏学会講演会  
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ⅩⅧQuadrenn．  
Symp．一96  N．（＊1），恥tsuiI．  

（＊1），Sasano Y，，  
AkiyoshiHり  
Ninomiya H．（＊2）  
（＊1Atmos．Environ，  
Divり＊2Global  
Environ．Forum）  
WildJ．D．（＊1），  
HillerA．J．（♯2），  
Planet W．G．（＊3），  
Godin S．（叫），  
HcDermidI．S．（＊5），  
Nakane H．，Visconti  
G．（＊6），Froidevaux L．  
（＊7）（＊1Res．＆Data  
Syst．Corp．，  
＊2NO舶／NWS／NCEP／Clim  
．Predic．Ceれt．，  
＊3NOAA／NES【）IS Off．  
Resり＊4Cent．Natl．  
Res．Sci．，＊5Table Ht．  
Facil‥＊6Univ．Stud．  

praf iles of ozone aver 
Japan measured by  
lider，millimeterwave  
radiometer arld ozone  
sondes  

Comparisons of SBUV／2  
NOAA－110ZOne prOfiles  
With ground－based and  
UARSinstl－tmentS  

XⅥIQuadrenn．Ozone  
Symp．一96  

L’aquila  a－ 55  

日本気象学会1996年秋  
季大会  

日本気象学会1996年秋  
季大会  

1994年10月にみられる中規  
模波動と南極オゾンホールと  
の関係  

レーザーヘテロダイン分光  
計を用いた南極昭和基地にお  
けるN20の鋭測  

北海道母子里におけるオゾ  
ンゾンデ観測－1996年春の極  
渦崩壊に伴うオゾン破壊－   

福西浩（＊1），中根英昭  
（＊1東北大）  

小出雅史（＊1），  
福西浩（＊1），  
岡野章一（＊Z），  
田口真（＊2），中根英昭  
（＊1東北大，＊2極地研）  
中根英昭，秋吉英治，  
二宮真理子（凄1），  
近藤豊（幸2），  
超永浄（＊2），  
中島英彰（＊2），  
Chipperfield H．（＊3）  
（事1地球人間環境フォ  
ーラム，＊2名古屋大，  
＊3ケンブリッジ大）  
中根英昭，秋吉英治，  

a－ 57  

日本気象学会1996年秋 季大会  

a－ 58  

東シベリアヤクーツクの19  
95／1996年冬・春季オゾンゾ  
ンデ観測に現れた極洞内及び  
極渦周縁部のオゾン破壊   

日本気象学会1996年秋 季大会  

a 59  

二宮真理子（り），  
小川利紘（＊2），  
YushkovV．（専3），  
Dorokhov V．（＊3）  
Khattatov V，（＊3  
Chipperfield”．  
（＊1地球人間瑠璃  
－ラム，＊Z東京大   

射
オ
 
 

，
、
り
い
フ
 
 

♯3ロシアCAO，  
涙ケンブリッジ大）  
二宮真理子（＊1），  
中根英昭，  
小川英夫（辛2）  

（＊1地球人間環境フォ  
ーラム）  

福間憲昭（■1），  
小出理史（♯1），  

日本気象学会1996年秋 季大会  

つくばでのミリ波分光計に  
よるオゾン濃度鉛直分布の推  
定  

レーザーヘテロダイン分光  
計で観測きれた1996年4月22  
～25日の仙台上空成層圏オゾ  
ン変動の特徴   
Retrieval of vertical 

pr8files of o乙Dne by  
high－reSOlution FTIR  
SpeCtra OVer  
Rikubetsu，Japan   

a－ 60  

同講演予  
稿集  

Opt．Remo  
te  
Sensing  
Atロ10S．19  

97  
Tech．Dig  
．Ser．   

Abstract  
S  

日本気象学会1996年秋  
季大会  

Opt．Remote Senslng  
Atmos．  

a－ 61  

福西浩（＊1  

（＊1東北大  

Liu X．（＊1  

中根英昭  

Santa Fe  Hurcray  a－ 62  
F．一．（＊1），NakajiI値H  
（＊2）川urataI．（♯2），  
Kondo Y．（零2），Zhao Y  
（紹），Ⅹoike軋（＊2），  
Nakane H．（＊1Univ．  
Denver，♯2Nagoya  
Univ．）  
Nagata HりYoshida H  
（＊1）（＊】Univ．Tokyo〉  

CaIlberra  6th．Int．Behav．Ecol．C  
Ong．  

The relationship  
between patch quality and  
fluctuating asymetries  
in great reed  
WaJbler，Acrocephalus  
arundinaceus  

a－ 63  
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永田尚志，山根明弘  
（手1シンガポール国立  
大）  

永田尚志，Akbar Z．  
（‖），1dris A．H．（＊2）  
（＊1U軋＊2UM）  
Nishil〕ka S．  

行動とその効果  

マレ←シア低地熱帯林の鳥  
頬群集の時系列変化  

Progr．ess on the climate  
change issue and regional 
COOperation   

回大会  

第44回日本生態学会  

ESCAP  
Reg．Coop．Global  
Cliinate Change 
ExpeI－t Group  
Heet．Reg．Coop．Climat  
e Change  
Heet．Sci．Comm．Open  
Conf．Hl皿an  
Di】□enSion  

Environ．Change  
Community  
窮4回地球環境シンポ  
ジウム  
第194回目木蓮業衛生  
学会関東地方会例会  
Washington SuJnJnit  
Pェ、ot，World’s clim．  

a－ 67  Nishioka S．  Research activities in 
human dimensioIlrelated  
fieldinJapan and Asia  

IPCC95年報告と日本の対応  

地球環境50の仮説一脆弱な  
地球とその保全－   

Mediu皿term  
possibilities in 
technology and p81icy to  
accelerate abatelnent of 
globalwarminginJapan   

地球温暖化研究の方向－IP  
CC報告より   

気候変動影響の研究－IPCC  
第2次評価報告書第二作業那  
会（影響〉報告より一変動の危  
険なレベルは定められるか－  
総合評価報告召の結果   
Fairness concerns in 

integrated assessment of  
Climate change－A view  
from Asia－Can we  
integrate Asia－Pacific  
eco－COnSCiousnessinto  
policy？   
The stateOfrart  

PrOgreSS Of human  
dimensions studies in 
Asia：Recent progressin  
research activities  
related to hlman  
dimensians in Japan 
Research network of  

integrated assessment  
models for the  
始ia－Pacific   

Eco－A亭ia Long－term  
Perspective Project   
複循環湖野尻湖の冬季にお  

ける溶存メタン濃度の変動と  
メタン酸化   

Brussels   

西岡秀三   

西岡秀三   

Nishioka S．  

東京  

つくば   

Washington  
p．し、．  

同講演集   

同講演集  

西岡秀三   

西岡秀三  第Z5回気候影響・利用  第37回大気環境学会年 こ．  研究会  
3  a－ 7  Int．Workshop  

Fairness Concerns  
Clim．Change  

Potsda】¶  

a－ 74  Nishi（】ka S．  ∬N／SASCOMIGCTE  
Workshop on Human  
Dimension Issues 

Ⅳew Delhi  

a－ 75  Nishioka S．  IPCC  
Asia－Pac．Workshop  
lntegrated  
Assess．〉bdels  
UN．Comm，Sustainal）1e  
Dev．  
日本地球化学会1995年  

Nishioka S．   

内海頁生（＊1），  
野尻幸宏，  
中村岳史（＊2），  
野沢岳史（♯2），  
渡辺倍（■3），  
閑文威（＊1）  

（＊1筑波大，  
＊2東京水産大，  
＊3生物圏環境部）  
紀本岳志（＊1），  
野尻幸宏，Wong C，S  
（＊2）（＊1海洋化研，  

New York  

清水  

a－ 78  荒天下の大気・海洋二酸化  
炭素交換フラックス  

レーザーアプレーション／I  
CP－HSを用いた北太平洋海域  
での大気粉塵試料中の微風金  
属元素の測定  

1996年度日本地球化学  
会年会  

1996年度日本地球化学  
会年会  

札幌  

n
 
 ＊2IOS Ca  

深澤孝志（  
中谷康平（  

a－ 79  札幌  

田中茂（■1），  
山中一夫（＊2），  
野尻幸宏（＊1慶応大，  
＊2横河アナリテイカル  

－ 235 ¶   





中西基暗（＊2），  
畠山史恥村野健太郎，  
向井人史，坂東博（＊3），  
溝口次夫（＊4）  

（＊1国立公衆衛生院，  
蛇千葉県環境研，  
＊3大阪府大，＊4仏教大）  
ま辺征夫（＊1），  
中西基晴（＊2），  
冨田潤一（＊3），  
畠山史臥村野健太郎，  
向井人史，坂東博（■4〉  
く＊1国立公衆循生院，  
＊2千葉県環境研，  
＊3東洋大，＊4大阪府大）  
畠山史郎，  
鵜野伊津志（■1），  
村野健太舘，  
酒巻史郎（書1），  
坂東博（＊2），  
渡辺征夫（書3），  
田中茂（叫），  
駒崎雄一（事4）  

（★1大気圏環境誹，  
＊2大阪府大，  
♯3国立公衆衛生院，  
＊4慶応大）  

畠山史郎，  
栗原重畳（＊1），  
兼克幸（＊1），  
村野健太郎  
（＊1東洋大）  

畠山史取栗原直登，  
村野健太恥向井人史，  
酒巻史郎（＊1），  
坂東博（＊2），  
渡辺征夫（事3），  
田中茂（叫），  
駒崎成一（＊4），  
梶井克純（＊5），他  
（＊1大気圏環境部，  
＊2大阪府大，  
＊3国立公衆衛生院，  
＊4慶応大，＊5東京大）  
畠山史郎，村野健太臥  
向井人史，  
酒巻史郎（＊1），  
坂東博（＊2），  
渡辺征夫（♯3），  
田中茂（叫），  
駒崎雄一（＊4）  

（＊1大気圏環境部，  
★2大阪府大，  
＊3国立公衆衛生院，  
凄4慶応大）・  

畠山史恥村野健太郎，  
向井人史，  
酒巻史郎い1），  
坂東博（＊2），  
渡辺征夫（＊3），  
田中茂（＊4），  

日本間辺の飯島および上空で  
の1991－95年のPANsの短期観  
測結架の要約  

第37回大気環境学会年 ニ、  IGAC調査（6）  
男鹿一佐渡一能萱の上空およ  
び佐洩ケ鳥でのPANsの観測  

堺  a 93  

IGAC調査（12）  
1994年12月の観測における桜  
島の噴煙ブルームの解析   

第37回大気環境学余年  堺  a 94  

末端二重結合を持つ稜々の  
オレフアンとオゾンの反応に  
よるⅢ用Pの収率  

IGAC調査（5）  
1995年11月22日－12月9日の  
佐波鳥におけるNOx濃度の観  
測  

弟37回大気環境学会年  

a－ 95  

第37回大気環境学会年 コ三  a－ 96  

IGAC調査（2）  
アジア大陸と日本の閤の海洋  
上空のSO2の空間分布  

第37回大気環境学会年 J．  a 97  

IGAC調査（1） 1995年11月の調査の概要   

8－ 98  第37回大気環境学余年 ：．  

駒崎雄一（★4  
栗原直登（＊5  
梶井克純（＊6  他  
（寒1大気幽環境部，  
＊2大阪府大，  
＊3国立公衆衛生院，  
＊4慶応大，＊5東洋大，  
＊6東京大）  

Hatakeyama S．（Shiro）   APARE／PEM一昭ST  
AtInOS．Chem．WDrkshop  

日本化学会第72春季年   
こ．  

Distribution of sulfuI－  
COntaining pollutants  
over the seas between  
Japan and Asian continent   
奥日光前白根山におけるオ  

ゾンの観測  

a－ 99  

a－100  畠山史郎，村野健太郎  
栗原直登（＊1）  

東京  

＊1東洋大工  

－ Z37 一   



プランクトンの形  
田中祐志（♯2），  
津田良平（♯2），  
古澤一思（事3），原点省  

（刈海洋化学研，  
＊2近綾大，  
＊3巨】本海洋生物研）  
原島省，辰田裕（＊1），  
若林孝（＊1），  
利安忠夫（＊1），  

坂本重次（＊Ⅰ），  
萩原宮司（＊2）  

（＊1日本気象協会，  
♯2地球・人間環境フォ  
ーラム）  

古淳一思（＊1），  
津田良平（＊2），  
田中祐志（＊2），原島省  
（＊1日本海洋生物研，  
象Z近畿大）  

山本雅一（＊1），  
坪田良平（♯1），  
今尾和正（＊2），  
紀本岳志（♯3），原島省  
（＊1近地大，  
＊2日本海洋生物研，  
＊3海洋化学研）  

塚本秀史（＊1），  
柳哲雄（＊1），原島省  
（＊1愛媛大卜  
原島省  

栄養塩摂取－フェリーによる   
連続観軌結果とプランクトン  
サイズモデルー   

春季大会  

日韓・瀬戸内海フェリーに  

よる199ト1995の栄養塩時系 列   

1996年度日本海洋学会  
春季大会  

a－102  

a－103  植物プランクトン群集にお  
ける時空間変動の解析   

1996年度日本海洋学会  
春季大会  

瀬戸内海における植物プラ  
ンクトンのサイズスペクトル  
ーフェリーによる1ケ月連続  
観測一   

a－104  1996年度日本海洋学会  
春季大会  

瀬戸内海の水質の分布と季  
節変動‖）フェリー連続観劇  
による   
定期航路連続観測と衛星デ  

ータによる海洋環境指標の時  
空間変動に関する研究  

沿岸域における細菌生産と  
動物プランクトンへの炭素移  
送について（一次生産との比  
較）   

1996年度日本海洋学会  
春季大会   

関西水圏環境研究機構  
第9回公開シンポ  

ジウム水圏生態系変化  
のモニタリングデザイ  
ン  
1996年度日本海洋学余  
香季大会  

7  

渡辺正孝（＊2），  
小暮一啓（＊3）」  

佐藤一省（＊1）  

（＊1東京理大，  
＊2水土壌圏環境部，  
＊3東京大）  

Harada S．，Watanabe  
H．（＊1），Koshikawa H．  
（＊2），SatD X．（＊2）  
（＊1Water＆Soil  
Environ．Div．＊ZSci．  
Univ．Tokyo）  
Hachida Tり  
Maksyutov S．（＊1），  
Sorokin軋（＊1），  
J刀8日e G，ー刈），  
Nakazawa T．（＊2）  
（＊1At爪OS．Environ．  
Div．，♯2Tohoku Univ．）  
向井人史，山口幸宏，  
田中文夫，多田納力，  
中尾允  
向井人史，畠山史軌  
村野健太臥  
栗原直澄（＊1）  

（＊1東洋大）  

Murano Kり  
Hatakeyama S．  
（Shiro），OishiO．  
（潜り，Utsun仰jyaA．  
（＊1），Shimahara T．  
（＊1）（＊1Fukuoka  
Inst．Health＆  
Environ．Sci．）  
松本光弘（♯1），  
村野修太郎，  

溝口次夫（f2） （＊1奈良県衛生研，  

a－10  

a－108  山Ialyses on the  
variations in marine 
CarbDJICyCle58CCDmpa山ed  
With shifts of planktonic  
ecosyste口ISyruCture  

Monitoring of  
tropospheric CO? and 
C打d by the aircraft  
B＆mplj乃g   

North Pacific  
Marine  
Sci，Orgam（PJCES）  
5th．Annu．Heet．  

IGI主P North，Eul・aSian  
Stud，Far East  
Transect Workshop  

Nanaimo  

a－109  Yakl】tSk  

流跡線の解析を基にした隠  
岐島での硫酸塩降下丘の推定   

IGAC調査（4ト佐齢こおける  
ガス・エアロゾル調査、  

血nualva∫iations of  
gaseous and particulate  
air pollutaTlt  
conce∫1tratjorlaJld  
estiIDation of dry  
deposition arnount with  
inferentialmethodln  
Dazaifu   
内陸部の田園都市地域にお  

けるエアロゾルの水溶性イオ  
ン成分の挙動  

第37回大気環境学余年  
コ＝   

弟37恒I大気環境学余年  
＝言  

Int．Conf．Acid  
Deposition East Asia  

同講演要  
旨集   

同講演要  
旨集  

Abstract  
S  

a－112  

8－113  

弟13回エアロゾル科学 ・技術研究討論会  

金沢  
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鹿児島県におけるガス，エア ロゾルの動態について   
豊作欣一（＊1），  
木山祐三郎（＊1），  
賛成膿志（＊2），  
村野腱太郎  
（★1良風島県環境セ，  
＊2鹿児鳥県）  
下原孝章（＊1），  
大石興弘（＊l），  
村野健太郎，  
植田洋匡（＊2）  

（事1福岡県保腱環境研  

第37回大気環境学会年  代理表面（溶液面）を用いた  
乾性沈着評価（In）－ガスとエ  
アロゾルの沈着の関係－   

a－115  

＊Z九州大  
下原孝重  
大石興弘  第37同大気環境学会年  

春期の浮遊粒子状物質の粒  
径分布特性と代理表面への沈  
着速度  

a－116  

村野健太取  
繕田洋匡（＊Z）  

い1福岡県保健環境研，  
＊Z九州大）  

梶井克純（＊1〉  

ポチヤナート・バクボ  
ン（★1），院川淳（★l），  
秋元肇（責1），  
駒崎雄一（紹），  
田中茂（＊2），  
村野健太郎  
（＊1東京大，幸2慶応大）  
金城義勝（事1），  
比嘉尚哉（＊1），  
村野腱太隠遁山史臥  
秋元聾（＊2）  

（＊l沖縄県衛生環境研，  
＊2東京大）  

鹿角孝男（＊1），  
塩澤憲一（＊1），  
内田英夫（＊1），  
薩摩林光（＊1），  
河原純一（＊1），  
村野健太臥畠山史廊  
（書1長野県衛生公害研）  
早狩進（＊1），  
松尾章（＊1），  
村野健太郎  
（＊1青森県環境保健セ）  
大石興弘（事1），  
下原孝章（＊1），  
宇都宮彬（＊1），  
村野健太郎  
（＊l福岡県保健環境研）  

2  

第37回大気環境学会年  

堺  IGAC調査（14）  
佐渡におけるオゾン，一酸化  
炭素および敵性ガス混直の測  
定と解析  

a 117 

濃  
IGAC調査（15）  

沖縄辺戸岬で観測される低  
度オゾン出現時の流跡緑解析  
及び日内時間変動について  

IGAと調査（10）  

八方尾根における冬季の大気  
中ガス，エアロゾル成分の挙  

動   

a－118  

第37回大気環境学会年  堺  a－119  

窮37回大気環境学会年  

第37回大気環境学会年  
コ三  

青森県における酸性降下物  
の特徴  

乾性沈着畳の評価一代理表  
面法による測定値と大気中濃  
度からの推定値との比較一  

山IEstimation of a  
Negotiable Safe Emission  
CoI、ridor based on the A川  
Hodel  

Hodelling of  
Sustainable DevelopI¶ent  
in Asia  

Serious Gaps between  
l心Is versus Developing  
Countries’views／Situations  

The Need for lntegrated 
EnvironJnentalAssessment  
in the Asia－Pacific ReglOn   

a－120  

堺  a－121  

Delft（Neth  
erlands）  

International  
Workshop on Using  
the tMAGE2Modelto  
Support Climate  
NegDtiations  

a12  
”orita TりKawashima  
Y．，TakahashiKり  
Shimada K．（事2）  
（豪1Nagoya Univり  
＊2Environ．毎ency）  

3  Bilthoven  
（Netherlan   

ds）   

Snowmss（U   
SA）  

Glabal Madeling 
Forum for  
Sustainable  
Development  
Srowmass WorkshDp  
On Climate Change  
Irnpacts and 
Integrated  
Assessment  
InteI、national  
Synposium on  
Prospects for  
lntegrated  
Environ皿ental  
Assessment  
International S 
ymposium‘‘climate  

Change and NGOs”  
lnteIlnational  
Synposiun on the  
Origins  

a－12  

MoI、ita T．  a－124  

Toulouse（F   
rance）  

Morita T．  a－125  

Scientitic Aspects of  
Climate Change  

Giobal Climate Change 
and Food PI－Oblems  

Horita T．  

Morita T．，鮎tsuoka  
Y．（■1）（★1Nagoya  
Univ．）  

ricultul、e  

ーー Z39 －   



ta T．，地tsuoka  Workshop   

D8Cument  

Y．（り），Kainuma出リ  
KaiRりHarasawa H．  
（＊1N碓anO Univ．）   

Morita TリShukla P．  
R．（竃1），Cameron O．K，  
（★】Ⅰ爪dian fnstitute  
Of Hanagernent）  
森田恒幸  

森田恒幸  

森田恒幸   

森田恒幸   

Yamane A  

Project on Integrated 
Hodeling to Re5pOnd to  
Global Environmental 
Change   
Episteoological gaps 

betweerllntegvated  
Assessment〃odels and  
Developing Countries   
グローバルな視点からの環  

境問題のとらえ方～統合評価  
理論入門～   

GlobalEnviI・OnIpental  
Change Scenavion  

21世紀に向けての食糧と環  
境   

地球温暖化／対策研究の最  
前線 

．  Hati喝SyStem and male  
reproductive tactics of  
the feralcat（Felis  
Catus）   
イリオモテヤマネコのマイ  

クロサテライト多型解析   

HodellingWorkshop  

a－129  IPCC Asia Pacific  
Workshop on  
fntegrate〔i  
Assesshlent”odels  
エネルギー・資源学会  
エネルギー特別講座   

UNU／1AS  
Hultilateral  
Diplomacy Workshop  
「私の国」連続国際シン  
ポジウム  
環境フォーラム「地球  
温暖化問題の最前線」  
6th．Int．Behav．Ecol．C  
Ong．  

日本哺乳難字会  

a－130  

a－131  

a－132   

且－133   

a－134  

東扇  

Tokyo  

奈良   

名古屋   

Canberra  

同講演要 旨集  
8．11  

8．11  

8．12   

9．1   

8．9  Abstract  
5  

同講演要  
旨集  

5  

阪口法明（＊1〉，  
岡村麻生（＊2），  
伊澤雅子（＊3〉，  
土肥昭夫（＊2）  

（＊1環境庁，♯2九州大，  
＊3琉球大〉  

6  

増田隆一（＊1），  
阪口法明（＊Z），  
岡村麻生（事3），  
土肥昭夫（＊3），  
伊澤雅子（＊4）  

（＊1北海道大，  
＊Z環境庁，事3九州大，  
＊4琉球大）  

横田達也  

yokota TりSuzuki軋，  
Dubovik O．，Sasano Y．  

花泉弘（り），  
谷内和秀（＊1），  
横田達也（＊1法政大）  
大野泰伸（＊1），  
藤村貞夫（■1），  
横田達也（事Ⅰ東京大）  
花泉弘（＊1）．  

a－13  福岡   

a13  

イリオモテヤマネコの遺伝 的多様性   
第44回日本生態学会  

仙EOS／ILASによる極域オゾ  
ン層の気体分布導出手法と推  
定精度の検討  
JLASりmprovedいmb  

Atmospheric Spectrometer）  
／A8EOS data retrieval  
algorith爪S  

ILASセンサの実効視野内に  
おける黒点の抽出とそれらの  
影響評価   
吸収線形状を考慮した効率  

的スペクトル計算法  

ILAS視野内黒点が気仕混合  
比推定値に与える影響の評価   

第ZO回日本リモートセ  
ンシング学会   

31th．Sci．Assem，COSPA  
R  

第35回SICE学術講演会  

第35回SICE学術講演会  

第22回リモートセンシ  
ングシンポジウム  

東京   βirmingha爪   

同論文集  

Abstract  
S  

同講演予  
稿集   

同講演予  
稿集   

同講演論  
文集  谷内和秀  

城田達也  
秋岡真樹  

ム
 
 
 

泰
 
 

、
h
野
）
 
 （＊1法政大，  

＊2通信総合研）  
横田達也，椿広計（＊1）  
笹野泰弘（♯1慶応大）   

横田達也，笹野泰弘   

Yokota TリSasano Y．  

A8EOS衛星搭載センサーILA  
Sのデータ処理における誤差  
評価  

ILASによるオゾンWulfバン  
ド吸収の鋭測   
Ozane laver gas profile 

retrieval by a satellite 
sensor刀ILÅSカaboard  
刀ADEOS月   

Remote senslng Of gas  
profilesi刀tわepロユar  
ozonelayer  

日本リモートセンシン  
ク学会第21国学術講演   

第7回大気化学シンポ  
ジウム  
PIERS 1997 

盛岡  

豊橋   

Hong Kong  Proceedi  

ngS  

O）【ford  

Univ．昔ob  
e  

Semin．Sc  
i．”eet二S  

yst．Eng．  
＆  

Applied  
Hath．  

Yokota T．  a－145  Sci．Heet．Syst．Eng．＆  
Applied肋tわ．  

Kobe  
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ILASの統 監響評価  
けにおける黒  24回リモートセンシ  

ング部会 第4回リモートセンシ  

ンクフォーラム   

31th．Sci．Assen，COSPA  
R  

笹野泰弘，  

秋同素樹（＊2）  

（＊1法政大，＊2油絵研）  
Dubovik OりYokota T  
．Sasano Y．  

a－147  1mproved techrLique foIl  
血tainversion andits  
application to the  
retrieval algorithm for 
劇EOS／1LAS  

農薬の生体影響評価の国際  
比較   
フッ素エアロゾルの吸入毒  

性  

フッ素エアロゾルの吸入毒  
性（ⅠⅠ）   

International jaint 
reseaI－Ch work on risks of  
airborne fluoride on  
rural population in China 

Birmingha爪   

b  

b－ 1   

b－  2  

b－  3  

b－  4  

地域環境研究グループ  
安藤浦   

安藤沼，平野靖史郎，  
陳雪膏（＊1）  

（＊1中国衛生工程研）  
安藤滴，平野硝史郎，  
陳雪青（＊1）  

（＊1中国衛生工程研）  
血do HりTamura K．  
（＊1），Watanabe T．  
（♯2），AsanuI¶a S．（＊2），  
SakuraiS．（＊3），  
Kondo T．（★4），JiR．D．  
（＊5），Liang C．K．（事5），  
Cao S．R．（＊5）  
（＊1Environ．Health  
Sci．Div‥＊2Jpn．Inst．  
RuralMedり＊30tsl珊a  
Women’s univり  
＊4日atsumoto Dent．  
Collリ＊5Environ．  
Health＆Eng．Chin．）  
Ando H．  

同抄録集   

同講演集  

同学会誌  

Åbstract  
S  

第44同日本農村医学会  
学術総会  
第65回日本衛生学会総  

第66匝旧本衛生学会総  

ⅦAsian  
Cong．Agr．Hed，＆  
Rural Health 

長岡  

豊明  

札幌  

Asahikawa  

由∴ 匿   

丁．」  

さ．う  

箪∵ 賢  

b 5  Outline of Health  
Effects of Glot）alClimate  
Change  

Direct HealthIJnPaCtS  
Of Climate Change on  
China andJapan   

ディーゼル排気微粒子（DEP  
）と卵白アルブミン（0VA）併用  
投与による喘息モデル  
2，粘液産生と気遣過敏性BAIノア  

ⅩIV  

Intern．Scient．Heetin  

g of  
Intern．Epide】雨01．Ass  
OS．  

Climate Cha爪ge and  
Human Health in the 
Asia Pacific  
窮36回日本胸部疾患学  
会総会  

CamberI・a  

宇都宮  

血do MりTamura K．  

市瀬孝遺，高野裕久，  
嵯峨井勝  

所見の変化  デイーゼ  
について  
ル排気（DE）の生休  市瀬孝乱嵯峨井勝  

市瀬孝道，宮原裕一，  
高野裕久，嵯峨井勝  

アレルギー学会  第37回大気環境学会牢  

同講演要  
旨粟   

同講演予  
稿集  

影響．肺腫 発生に対する高  

脂肪食とβ  デイーゼ  
カロチンの影響  
ル排気微粒子（DBP  45（8．9   

）  ）によるマウスの喘息モデル．  
5，0VAとDEP併用投与による気  
道炎症等のマウス系統羞につ  
いて   

ディーゼル排気微粒子（DEP  
）による肺がん発生に対する  
高脂肪及びカロチノイド規の  
効果8－OHdG生成との相関  

非イオン性界面活性剤ミセ  
ルとバルク水和間における各  
掩βジケトンおよぴその鉄  
（l］）錯体の分配挙動   
アジア太平洋地域における  

水環境修復技術と国際協力   
アルミニウム電気分解によ  

るリン除去に関する基礎的検  
討  

山主智子（＊1），  
五十嵐情（♯1），  
瀬戸博（＊2），市瀬孝道  
嵯峨井勝  
（■1お茶の水女子大，  
＊2東京都立衛生研）  
稲真一機  

犬山  
過酸化脂 質研究  

b－10  
ラジカル学会第20回大  
日本過酸化脂質フリー  会  

同講演要  
旨集  

同学会誌   

同学会誌  

b－11  第57回分析化学討論会  松山  

別巻（16）   

別巻（16）  

稲森悠平   

和森悠平，  
木幡昭治（■1），  
高井智丈（＊2），  
敷島哲也（＊3），  
古屋昇（事1）  

（♯1東京理科大  
＊2早稲田大，  

日本水処理生物学会節  
33回大会  
日本水処理生物学会窮  
33回大会  

浄化槽協会  

241－   



ほす水温、流入負荷、逆洗の影 響   33回大会  
山本泰弘（＊3），  
青山莞爾（★り  
（＊1東邦大，  
ヰ2早稲田大，  
♯3キリンマシナリー）  

西村浩（＊l），稲森悠平  
松村正利（＊2），  
小野木三渾子（事3），  
寺村昌忠（凄4）  

（事1船橋市，♯2筑波大，  
＊3小野木フロック，  

＊4技研興業）  
稲森悠平，  
高橋典子（辛1），  
西村浩（＊2），  
戎野棟～（り），  
小野水三洋子（＊3）  
（＊1東邦大，＊2船椅市，  
将′」＼野水フロック）  

藤野悦郎（♯1），  
新保秀人（♯1），  
窪田晃生（＊1），  
山海敏弘（事2），  

b－ 15  植毛加工接触材充填直接浄  
化法による酬ヒ効果と生物脱  
形成能の及ぼす駐響   

日本水処理生物学会講  
33同大会  

同学会誌  別巻（16）  27  

b－16  

来担体の活用による処理機能  
生物腰儀への未利用資源由  特性   

日本水処理生物学会第 33同大会  

同学会誌  別巻（16）  28  

b 17 ディスポーザ対応固形物リ  
サイクル型生ごみ処理システ  
ムの開発   

日本水処理生物学会第  
33回大会  

同学会誌  別巻（16）  34  

相姦鳩平  
（事1松下電工，  
＊2建築研）  

浅野傾十（＊1）  

松原極（＊l），  
鍋島良宏（＊1）  

稲森悠平  

b－18  生物脱リン法における制御  
の効率化のためのP兄P試験に  
よるリン除去能の簡易定量  

モクローナル抗体による  
硝化種菌の熟達定量法の開発  
と各種測定法の比較   

日本水処理生物学会第 33回大会  

同学会誌  別巻（ユ6）  36  

（＊1日本ガイシ）  
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IbrubashiK．（＊1），  
Hirano S.,Suzuki K 
T．（＊1）（＊lChiba  
Univ．）   

平野靖史取  
替野さな枝   

野呂瀬圭子（＊1），  
平聖f靖史郎，  

札幌   

Bar・Celona  

第26回日本免疫学会  

第44回マトリックス研  

究会  
小林身哉  
蝦原哲也  
染木衣応  
藤崎ひと  
入王［伸告  

小山洋一  

2
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 （刈（株）ニッピ  

バイオマトリック研，  
★Z名古屋大）  
福島路生，高村典子，  
孫盟憧（暮1），Otto  
Albinger（＊2），  
松屋一美，中川恵（＊3〉，  
謝平（叫〉  

（象1東京水産大，  
＊2国環研STA，  
＊3環境研究セ，  
＊4中国科学院水生生物  

研）  

孫起憧（＊1），高村典子，  
福島路生，Otto  
Albinger（♯2），  
松重一夫，［†コ川患（＊3），  
謝平（＊4）  

（＊1東京水産大，  
＊2国環研STA，  
＊3環境研究セ，  
＊4中国科学院水生生物  

研）  

2                                                                                    松橋層介，小出治（幸1），  
加謳孝明（竃1）  

tr1しり  ハクレンの密度変化がプラ  
ンクトン群集へ及ぼす影響一  
群集内の相互関係－   

第44回日本生態学会  札幌  

b－16l  ハクレンの密度変化がプラ  
ンクトン群集へ及ぼす影響一  
席材量の時間的変動   

第44回日本生態学会  札幌  

b16  

日本建築学会1996年度 大会  移動エネルギーからみた最 適職住配置に関する考察  
彦根  

同学術講 演梗概集   
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講演会  
日本薬剤師会平成8年  
度試験センター技術講  
習会  
第11匝旧中科学技術シ  
ンポジウム「環境科学  
に関する日中シンポジ  
ウム」  
第21匝旧本環境化学会  
講演会  
環境バイオテクノロジ  
ー研究会 ．  

日本農芸化学会  

ダイオキシンの汚染の現状  
と分析方法  

化学形態分析のための環境  
標準試料  

ダイオキシン概論  

バイオレメディエーション  
手玉術を活用するトリクロロエ  
チレン汚染土壌・地下水の浄  
化   
微生物による不飽和土壌中  

におけるトリクロロエチレン  
の除去  

バイオレメディエーション  
の実用化に向けて何をなすべ  
きか   
バイオレメディエーション  

の水城環境への適応   
Environmental  

biotechnology：TheJapan  
PerSpeCtive   

BioremediatioT10f TCE  
and TCA conta爪inated soil  
and groundwater   

Bioremediation of  
polychlorinated compounds   

羞田昌敏  

森田昌敏，吉永淳（象l）  
（＊1化学環境部）  

森田昌敵   

失木修身  

日本農芸 化学会誌  
80  1996  

年（3）   

京都   b－189  矢木修身，内山裕夫  
橋本学（霊1），  
郷田浩志（■1）  

（♯1東和科学）  

矢木修身  

矢木修身   

YagiO．  

YagiO．  

YagiO．  

東京  

藤沢   

Knoxville  

Seoul  

He：（ico  

環境バイオテクノロジ  
ー研究会第1画シンポ  
ジウム  
平成8年度日本水産学  
会春季大会  
8iotechnol．Sustainab  
le Environ．   

5th．Pac．Rim  
Biotechnol．Conf．＆  
Bio EXPO’96  
0ECD Workshop  
Hexico’96  
Biotechnol．Water  
Use＆Conserv．  
Int．Semin．PCB  
l血nage．  

b－190  

b191   

b－192  

b－193  

b－194  

Bioremediation of soil  
and groundwater  
COntaminated再th organic  
Chlorinated compounds   
温熱ストレスによるマウス  

腑の抗細菌防御能への影響と  
回役について   
空中細菌拡散からみた動物  

墓の静圧差の効果   
環境中有機塩素化合物の単  

独および混合物の肢芽培養法  
による胎仔毒性の検索   
胎仔肢芽培養法を用いた環  

境中有機塩素化合物の胎仔毒  
性の検索   

Behavior of  
C2－C5llydrocarbonsln  
the Central Osaka 
metropolitan area   

YagiO．  b 195 

同講演要  
旨集   

同講演要  
旨集  
同学会誌  

同講演要  
旨集   

5th．Int．  
Atmos，Sc  
i．＆  

Åppl．Air   

Qual．Con  
f．  

第43回日本美観動物学  
会総会   

窮10回実験動物環境研  
究会  
第66同日本衛生学会紀  

第2回バイオアヅセイ  
研究会・エコトキシコ  
ロジー研究会  
5th．Int．Atmos．Sci．＆  
Åppl．Air Qual．Conf．  

新潟  

東京   

札幌  

東京  

Seattle  

8．6  

8．11   

8．5  

ざ．9  

8．6  

b－196  
b－197   

b－198  

ト199  

b－ ZOO  

山元昭二，  
鈴木映子（＊1），安藤満  
（凄1予研）  

吉田正尚（＊1），  
山元昭二  
米元純三，曽根秀子  

米元純三，曽根秀子，  
相馬悠子   

Morikawa T．（＊1），  
恥kamatsu SりTanaka  
軋（＊2）川noI．（暮3），  
Kamiura T，（＊2），  
ぬeda T．（事4）  
（＊1Hokkaido Univ．，  
車ZDsaka CityInst．  
Public Health＆  
Environ．Sciり  
＊3Atmos．EnviJ、On．Div  
，♯4D．K．K．Corp．）  

l  

（＊l），Ohara T．（♯2）  
（＊1Atmos．Environ．  
Div．，＊Z柑S）  

5th．lTlt．  
Atmos．Sc  
i，＆  

Appl．Air   

Qual．Con  
f．  
同講演要  
旨集  

5tb．1nt．Atmos．Scl．＆  
Appl．Åir Qual．Conf．  

Seattle  Spring time  
phatochemical air 
pollutionin Osaka   

b－2D  

山梨県における光化学大気 汚染の特徴  
第37匝】大気環境学余年 ニ．  清水源治  

高橋照美  
阿相敏明  

ト20Z  

若松伸司  
（＊l山梨県衛公研，  
＊2神奈川県環科セ）  
若松仲司  関東地域の山岳および海上  

第37回大気環境学余年  における光化学大  
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発 表 者  
Otoma SりMorishita  
K．（＊l）  

（＊1Eco－Hanage．Inst．）  
Kawashima Y．  

LCA framewoI、k fTOm the  
view of asse5Sment Of  
envirorunentalloadings   
Possibility of  

differentiating targets  
－Indices andindexing  
proposals for equity  

日本におけるCO2排出量抑  
制要因及び将来の先進国にお  
けるCO2対策の経済的効果   

Znd．lnt．Conf．Ecoぬ1a  
nCe   

Sharing  
Effort：＾nal．Options  
Differ．ColⅦit】¶entS  
Under FI、a爪el†Ork  
Conv．Cli爪．Change，Cha  
tham House WoIlkshop  
環境科学会1996年会  川島康子，松岡譲（＊l），  

甲斐沼美紀子（＊2），  
森田恒幸（＊2），  
日比野剛（＊3）  

（＊1名古屋大，  
＊2地球グ，事3富士総研）  

清水明，徳村公昭，  
杉田幹夫，  
安岡壱文（＊1）  

（＊1地球セ）  

清水明，高橋焼司（事1），  
土屋英明（＊Z），  
渡辺信（事3）  

（＊1地域グ，  

＊2国立予防衛生研，  
＊3生物圏環境部）   

Shimizu AりHiroki軋  
（＊l），LiR．（＊2），  
Watanabe軋（♯3），  
Watanabe H．M．（＊1）  
（★1Environ．Biol．Div．  
，事2Univ．Tsukuba，  
＊3Natl．Sci．Hus．）  

東京  c 12  

国立環境研究所NOÅA画像検  
索システムの開発  

純系実験動物を使った近交  
退化システムの動態解析に関  
する研究   

日本リモートセンシン  
ク学会第21同学術講演  

環境庁地球環境推進費  
「生物多様性の減少」  
分野「発生遺伝子工学  
的手法による希少野生  
動物の個体復元及び増  
殖技術の開発」平成8  
年度研究課題発表会  
Asian Network  
机crob．Res．（ANMR）  

盛岡  C－ 13  

Specification of  
database systeJn uSeful  
for identification ai 
AnabaeTla SPP  
（Cyanobacteria）   

c－ 15  Tsukuba  AM侃  

Physiol．  
Potency，  
Toxicol．  
，Diversi  
ty，Syst，  
＆  

Cult．Col  
lect．Hic  
roalgae  
同プログ  
ラム＆予  

稿果  
同論文災  

同論文集  

須賀伸介，大井紘  

杉田幹夫，  
安岡菖文（寒1）  

（事1地球セ）  

自由連想法によるアンケー  
ト調査が示す人々の海域の印  
象について   
異空間分解倭データにおけ  

るVS昭旨数の比較  

時系列NDVIデータのフーリ  
エスペクトルを用いた束アジ  
アの土地被覆分類   

印象の工学ワークショ  
ップ   

第20回日本リモートセ  
ンシング学会   

第20回日本リモートセ  
ンシンク学会  

杉田幹夫  
桜井久美  
藤代一成  
安岡善文  
（＊1お茶の水女子大，  
寒2地球セ）  

Sugita軋，Yasuoka Y．  
（＊1），Yamagata Yリ  
TamuraII．（♯1Cent．  
GlobalEnviron．Res．）  
杉田幹夫，  
安岡善女（＊1）  

（＊1地球セ）  

Sugita M‥Yasuoka Y．  
（キ1），Yamagata Y‥  
Tamura H．（＊1Cent．  
GlobalEnviron．Res．）  
甑tsuokaY．（＊1），  
Takah8Sh＝し  
Harasawa H‥”orita  
T．（＊2）（＊1Nagoya  
Univり書2Global  
Environ．Div．）  

等閑淳，酒井伸一（葦1），  
高月紘（＊1），乙間末広  
（＊1京都大）  

寺図淳，酒井伸一（＊1）  
高月紘（＊1）  

（＊1京都大）  

寺園淳，酒井伸一（＊l），  
高月紘（＊1），乙間末広  
（＊1京都大）  

Proceedi  

ngS  

同論文集  

Pl－OCeedi  

ngS  

Scaling of NDVIand VSW 
index between LANDSÅT TM  
and NOAA AVHRR data  

異空間分解能データにおけ  
るVSW指数の比較その2  

Scaling of VSW index 
betweenÅSTER arld MODIS  
－Simulation with NOAA  
AVHRR and LANDSAT TM   

Ciimatic impacts on the 
Asia and Pacific regions   

17th．Asian  
Conf．Remote Senslng  

日本リモートセンシン  
ク学会第21回学術講演   

1Zth．US－Jpn．ASTER  
Sci，Team Meet．  

1PCC  
Åsia－Pac．Wol、kshop  
lntegrated  
Assess．Models  

嘉那大環境衛生工学研  
究会第18回シンポジウ  
ム  
窮37同大気環境学会年  
会   

環境科学会1996年会  

c－ 19  Colombo   

盛岡  

Yokohama  

同講演論  
文集   

同講演要  
旨集   

同講演要  
旨集  

アスベストに対するライフ  
サイクル分析の適用  

阪神・淡路大腰災とアスベ  
スト飛散  

吹付けアスベストに対する  
ライフサイクル分析の試み－  
エネルギー消費と健康リスク  
による評価－  
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ライフサイクルアセスメン  
トとコストの視点からみたPE  
Tボトルリサイクル  

Life cycle assessment  
On PET bottle  
recycling：Allocation  
principle and effect of  
recycling   
Life cycle analysis on  

enviranmental aspects of 
asbestosin buildings  

Case study of LCA on  
WaSte management  

アジア・太平洋地域の敷物  
生産性モデルの開発  

地球環境変化の影響諌価の  
ための穀物生産性モデルの開  
発一インド地域への適用一  

地球環境変化の人間・社会  
的側面研究（HDP）の動向と今  
後の展開について   
Preliminary analysis of  

globalwarminglmpaCtSin  
China using the  
AIn／1mpactModeltlith  
EHト14climate scenaries  

影響評価の方法論と問題点   

Integrated assessment  
modelmethodology of A川   

酒井伸一（■1），  
高月紘（＊1）  

（＊1京都大）  

7  

，SakaiS．（＊1），  
TakatsukiH．（＊1）  
（暮1Kyoto Univ．）   

8  

（＊1），TakatsukiH．  
（＊1），Otoma S．  
（＊1Kyoto Univ．）  
Terazono AりHoriYり  
Otoma S．，SakaiS，  
（＊1）（＊1Kyoto Univ．）  

高橋潔（り），原沢英夫，  
松岡譲（＊2）  

（＊1京都大，  
事Z名古屋大）  
高橋潔（＊1〉，原沢英夫，  
松岡譲（＊2）  

（＊1京都大，  
事Z名古屋大）  
原沢英夫  

Harasawa Hり  
TakahashiKり  
Hatsuoka Y．（事1），  
Horita T．（＊2）  
（事1Nagoya Univ．，  
♯2GlobalEnviron．  
Div．）  

原沢英夫   

HaI、aSal†a H．  

発表会  

2nd，Int．Conf．EcoBala  
nCe  

C－ 2  Tsukuba  

C－ 2  PI・OCeedi  

ngS  

PI－OCeedi  

ngS   

同講演集  

2nd．Int．Conf．EcoBala  
nCe  

2nd，Int．Workshop  
Integrated Solid  
Waste Hanage．  
土木学会第4回地球環  
境シンポジウム  

京都大学環境衛生工学  
研究会第18回シンポジ  
ウム   

京都大学環境衛生工学  

ウム  
Workshop  
研究会第18回シンポジ  

Clim，ChangeImpacts  
＆IntegratedÅssess．  

Tsukuba  

（Append．  1）  

Vancouver    東京   235－240  

同講演論  
文集  

環境衛生  
工学研究  

C－ 31  

第25回気候影響利用研  
究会  
㌦N／SASCOM／GCTE／STAR  
T Workshop Hl皿an  
Dimension  
Issues：Living  
Global Change 
第26回気候影響利用研  
究会  

東京  New Delhi  

原沢英夫，本田靖（＊1〉  
内山厳選（＊2），  
佐々木昭彦（＊2〉  
（＊1環境健康部，  
凄2国立公衆衛生院）  
HoriY．，Otoma Sり  
Sameshima R．（＊1），  
Aso T．（＊1）  
（＊1Takl肌a Co．Ltd．）  

東京  c－ 36  

温暖化の健康影響リスク評 価について   

Optimiz8tion of  
Repowering and reburning  
m叫Cipalsolidwaste  
inclneration plants with  
respect tolife－CyCle  
energy consumption and  
carbon dioxide emissions   

CAS】画像と微細標高データ  
の重ね合わせ解析による湿原  
モニタリング   

IEW／JSER’96Joint  
IElヾ／JSER  

Int．Conf．EnergりEcon  
．．＆EnvirDn．  

c－ 37  

山形与志樹，  
岩熊敏夫（＊1），  
安岡善女（＊2）  

（＊1生物圏環境部，  
＊2地球セ）   

化学環境部  
甑tsl皿ura T．（霊1），  
Tsubot8日．（＊1），  
Ikeda Y．（♯1），  
ChisakiY，（＊1），Ito  
HりYa爪a爪OtO Tり  
Horita H．（簾2）  
（事1Shin－Nippon  
刃eteorol．＆Oceanogr  
Consult．Co．Ltd．，  
事ZReg．Environ．Div．）  
KawaiT‥Kuzmin軋Ⅰ  
（■1），Willi弧S D．F．  
（竃2）（＊1Inst．  
Geochem．Rusり■2Univ  
South Carolina）  
河合崇欣  

第20同日本リモートセ ンシング学会  

東京  C 38  

d  

d－ 1  Chromatographic  
praperties of all Z09 
chlOrObiphenyl congeners 
On Capillary colしmn  
coated vith  
polysiloxane－Carborane   

5th．Int，Conf．Environ ．Chem．Hawaii1996  
Honolulu  

Beijing  Eavaluation of  
pale8enVironmental  
reconstruction with  
Baikalsedirnent cores  

人為的龍乱の少ない湖沼で  

Int．Symp．Transect  
Stud．GlobalChange  
＆Biodiversity  

日本陸水学会第61回大  

d－ 2  

的アプローチ  
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バイカルトリリン  
エクトのねらいとその現状  

A new microcystin from  
fresh watel－  
CyanObacteria，Oscillatoria  
agardhii   
藍藻Oscilla  

agardhiiより得られたプロテ  
アーゼ阻害物質   
A preliminary report on  

the characteristics of a  
CO? gasion source 
HGトSNICS／si】□ultaneous  
lnjector8t NIES－TERRA   
ETCapsule 2001 

project：Ultralong－terrD  
presen7ation of  
environmentaland  
biological specimens and 
data   
加速器質量分析法による環  

境科学研究   

Investigation of  
methods for evaluating of  
CytOtOXicity and  
genotoxicity to the  
seepage water in the 
landfilluslng rnⅦmalil皿  
Cellculture system   
醸と反応した黒雲母表面の  

S川Sによる深さ方向分析  

酸と反応した黒雲母の∬S  
による表面分析   

会「／くイカル湖」環境  
、生態系と進化  
5th．Int．Conf．EnviI、On  
．Chem．Hal†aii1996  

第38回天然有機化合物  
討論会   

7th．Int．Conf．Accel．M  
ass Spectrom．  

Sano TりKaya K．  Honolulu   Program  
＆  

AbstI・aCt  
S  

同講演要  
旨集   

RadiocaJ－  
bon  

佐野友春，Srivastava  
V．Cり彼谷邦光   

Shibata Y．，K皿e Hり  
Tanaka A．，Yoneda H．  
RlmamOtO YりMorita  
M．（＊1）（＊1Reg．  
Environ．mv．）  
Etoh T．（＊1），Shibata  
T．（霊1），ShibataYり  
Watanabe O．（＊2）  
（■1KinkiUnivり  
＊2Natl．Inst．Polar  
Reg．）  
柴田康行  

d－ 8  2nd．Int．Symp．＆  
Workshop  

Biol．Env  
iron．Spe  
cimen  
Banking  

第5回東京大学原子力  
研究総合センターシン  
ポジウム  
5th．Int．Conf．Envil・On  
．Chem．Hawaii1996  

東京  

Honolulu  ShiraishiF  ， 
 

Nishikawa  
Inaba K．（＊1），Sano T，  
，Kaya K．（＊1Reg．  
Environ．Div．）  

瀬山春彦，田中乳  
相馬光之（＊1）  

（＊1静岡県立大〉  
佐藤純子（＊1），  
鶴見契（＊1），減山春彦，  
田中敦，相馬光之（＊2）  
（＊1弘前大，  
＊2静岡県立大）  

3  

瀬山春彦，田中敦，  
相馬光之（＊2），  
鶴見契（＊1）  

（＊1弘前大，  
＊Z静岡県立大）  

4  

Soれa H．（＊1）（＊1Univ．  
Shizuoka）   

5  

相馬光之（＊Z）  

（＊1地球グ，  

ヰ2静岡県立大）  
相馬光之（り），田中敦，  
減山春彦  
（＊1静岡県立大）  
Sugita K，（■1），  
Chengiun S．（＊2），  
Goto S．（＊3），Tanabe  
KりIshiiT．（＊4）  
（＊1Environ．Cent．JQA，  
＊2West Chin．Univ．  
Hed．Sci．，＊3Natl．  
Inst．Pub．Health，  
＊4Sci．Univ，Tokyo）  
田辺潔   

中島誠（再），  

日本鉱物学会平成8年  
度年会   

日本鉱物学会平成8年  
度年会  

d1  

X緑光電子分光法（ⅣS）によ る黒雲母の溶解過程の研究   1996年度日本地球化学 会年会  

d－1  Surface analysis of  
acid－leached biotite by  
secondary ian mass 
SpeCtrO皿etry   

屈斜路湖全域の表層底質の  
元素組成  

田沢湖、屈斜路湖堆積物粒  
子表面層のアルミニウム  

PaI－ticle size  
distribution of  
polycyclic aromatic  
hydrocarbonsin the air   

Sapporo  
Conf．Che爪．Clays＆  
Clay Hiner．   

1996年度目本地球化学  
会年会  

1998年度日本地球化学  
会年会   

7th．Int，Conf．Indoor  
Air Qual．＆Clim．  

Sapporo  Abstract  
S  

同講演要  
旨集  

同講演要  
旨集   

Indoor  
Air’96  

d－1  

有望大気汚染物質の測定方  
法と精度管理の概要   
ライン状表層土壌ガス調査  

によるVOCs汚染地下水流動の  
把握  

策19回日本環境化学会  
講演会  
1996年日本地下水学会  
春季講演会  手塚裕樹  

中杉修身  
平田健正  
（＊1アジア航測  

－ 259  
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クロアワビ、マダカアワビ  
及びイポニシのヘリジャー幼  
生に対する有機スズ化合物の  
急性毒性   

題額書（事2），  
白石寛明（＊3），  
柴田康行，  
森田昌敏（事3），  
清水誠（叫）  

（＊1神奈川県水総研，  
成短水水医大，  
＊3地域グ，＊4東京大）  
安原昭夫  同講演要  

旨集  
Program  
＆  

AbstI、aCt  
5  

同講演論  
文集  

有害化学物質による環境汚  
染と計測管理   
Distribution of  

benzo［a〕pyren9and  
perylene in river 
sediment from  
Niigata，Japan  

廃棄物埋立地浸出水から検  
出された有機成分   

第57回分析化学討論会   

5th．Int．Conf．Envi川n  
．Chem．  

松山   

Honolulu  KawataⅨ．（＊1），  
Tanabe A．（＊l），  
Hitobe H．（＊1），Sakai  
H．（キ1），Yasuhara A．  
（＊1Niigata Pref．Res，  
Lab．Health Environ．）  

第7回廃彙物学会研究 発表会  安原昭夫，  
白石寛明（  

西川雅高（  
植弘崇嗣（  

福岡  d－ 39  

中柳彦身，  
奥村為男（＊3），  
鋤持璧誌（事4），  

福井博（★5）  

（事1地域グ，＊2国際室，  
♯3大阪府公告監視セ，  
＊4岡山県環境保腿セ，  
享5神奈川県環境科学セ  

）  

山本罠土，安原昭夫，  
白石不二雄，彼谷邦光，  
阿部隆（＊1）  

（＊1名工研）  

横内陽子，  
山本英経（キ1），  
大槻晃（＊1）  

（♯1東京水産大）  

李紅軍（＊1），横内陽子，  
秋元肇（＊1〉  

（＊1東京大）  

d 40  第20回フッ素化学討論  
会  

第2回大気化学討論会  

フルオロアルキルアミン頒  
の熱分解挙動  

海洋中の揮発性臭素・ヨウ  
素化合物の鶴直分布  

大気中ハロカーボンのGCH  
S測定一分析法の評価とキャ  
ニスターサンプルの保存性の  
検討   
化学発光を用いた大気中微  

風硫黄化合物の高感度分析   

d－ 41  同講演要  
旨集  

同講演要  
旨集  

同講演要  
旨集  

d－ 42  1996年度日本地球化学  
会年会  

第37回大気環境学会年  
一■ヽ ニ．  

森長兵仁（＊1），  
竹中規訓（事1），  

坂東博（＊1），  
前田泰昭（＊1），  
横内陽子  
（＊1大阪府大）  

醍摩林光（＊1），  
佐々木一枚（＊1），  

横内陽子，  
植田洋匡（車2）  

（＊1長野県衛生公害研  
＊2九州大）  

岡本研作（＊1），吉永淳  
赤羽勤子（車2），  
松原道夫（＊3），  
川瀬晃（＊3）  

（＊1徳島大，  
＊Z多摩化学，  
＊3セイコー電子）・  
岡本研作（＊1），  
平井昭司（＊2），吉永淳  
野々淑菜磯子（寒3），  
赤羽勤子（＊4），  

中村靖（埼），  
嶋田孝（＊6）  

（＊1絶島大，  
＊2武蔵工大，＊3物質研  
叫多摩化学，  
＊5ジャパンエナジー．  

d－ 43  堺  

d－ 44  

森林における大気汚染物質 の光化学反応   
第37回大気環境学余年 7．  

d 45  

河川水棲準物頓の調製と保 存性の検討   
第57回分析化学討論会  

d－ 46  
河川水標準物質の共同分析 結果について  

第57回分析化学討論会  松山  
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年記号   発 表 者  節  目  
l                  学会等名称  開催都市名  年月  L予稿集名  巻（号〉  頁  e－28  46回日本アレルギー  宇部冒  964  

寺田修久（＊1），  膜の反応性におよほす影響  学会  
今野昭義（♯1）  
（豪1千巽大）  

e－29  千葉   9．3  
小林隆弘（＊1筑波大）  アージの免疫抑制機能に及ぼ  コ耳  armacol．  ．Ⅰ）  

す影響  
e－30  眼薬理に関する研究（第24  第70回日本薬理学余年  千垂  9，3  

細川友和（事ユ），  稚）ニ結腰過敏蜂におけるタキ  ar爪aC（〉1．  ．‖  
三澤美和（♯1），  キニンの役割  
小林隆弘（＊1星薬大）  

e－31  Protective role of 8．5  78  
（Yasunobu），Tohyama  EleIロ．Man＆Anim．  ＆  

C．   Cisplatin－CauSedrenal  AbstI・aCt  
toxicity  S  

e－32  8，5  
西村典子（＊1），  けるメタロチオネインの役割  
遠山千春，  －メタロチオネイン欠損マウ  
鈴木継美（書2）  スによる検討－  
（事1シドニー大，  

＊2所長〉  

e－33  札幌  8，5  
西村典子（竃2），  巣障害とメタロチオネインの  
佐藤雅彦，遠山千春  
（＊1愛知みずは大，  
♯2シドニー大）  

e－34  8．10  649  
遠山千春  スにおけるシスプラチン腎毒   事  

性の増強  
e－35  8．10  

遠山千春（＊1北里研）  事  
成  

e36  8．10  12ト122  
鈴木継実（＊1），  スにおける無機水銀腎毒性の  白菜  
西村典子（＊2）  増強  
（＊1所長，  
＊2シドニー大）  

e37  新潟  8，10  123124  
永沼章（＊l），佐藤雅彦，  旨集  
遠山千春，  態  
鈴木継美（事2）  

（＊1東北大，＊2所長）  
e－38   メタロチオネイン遺伝子ノ  千東  8．11   

ックアウトマウス  旨集  
制癌剤耐性におけるメタロ  千葉   同講演要  56▼57  

井村伸正（＊2）  チオネインの意義  旨集  
（薯】栗北大，★2北里大）  

e－40  メタロチオネイン誘導別の  千乗  同講演璽  103104  
近藤季尋（＊1），  前投与は制癌剤による発癌を  旨集  
三田征治（＊2），  抑制する  
井村仲正（＊2），  
中川一平（寒3），  
永沼章（再）  

（＊1日本医大，  
手2北里大，＊3杏林製薬，  
＊4東北大）  

・メタロチオネイン欠損マウ  千葉  同講演要  105106  
遠山千春  スにおけるシスプラチン腎毒  旨集  

性の増強  
放射線耐性因子としてのメ  千葉  同講演要  1091川  

（♯1北里研）  タロチオネイン  旨集  
e－43  ラット再生肝におけるメタ  干秦  同講演要  44－45  

HemelraadJり  ロチオネインの核移行  旨集  
西村典子（＊2），  
西村久雄（＊3），  
遠山千春  
（＊1共立薬大事2シドニ  

一大，＊3愛知みずほ大）  
e－44  ロ  599602  

（＊1〉，HiyazakiT．  ngS   

（＊2），FunasakaK，  
（＊2），机rodaK．（暮3）  
（♯1Reg．Environ．Div．，  
＊20sakaCityInst．  
PublicHealth＆  
Environ．Sciり  
＊30sakaCityUniv．  
Med．Sch．）   

264 －   







坂井悠二（■1），  
吉岡大（＊2），  
土井幹雄（＊3），  
三森文行（事l筑波大  

症と高分化肝癌の惟Ⅰ   

＊2放医研  
＊3筑波メ  

三森文行  
鶴 

坂井悠二  

れ
新
掛
 
 

セ
刈
 
か
状
 
 

e－ 79  

LECラット肝のN】侃イメージ ング   

第35回m侃討論会  

土井幹雄（＊3）  

（■1放医研，＊2筑波大，  
＊3筑波メディカルセ）  
持立克身，古山昭子  

持立克身，古山昭子   

持立克身，古山昭子  

肺胞上皮紺胞による基底膜  
形成（Ⅰ）一肺腺維芽紺胞との  
共培養一   
括憧化マクロファージによ  

る肺胞上皮細胞の傷害   
肺肪上皮細胞による基底脱  

形成と基底膜標本を用いた肺  
肪上皮組織の再構成   

第49回日本細胞生物学  
会大会   

第68回日本生化学大会   

第70回日本薬理学会年  
ユ．  

同講演要  
旨集   

同発表抄  
録集  
The  
Japanese   

Journal  
Of  
Pharolaco 
loge  

同講演要  
旨集  
同講演要  
旨異  
同講演予  
稿集Ⅰ   

同講演予  
稿集Ⅰ  
同資料集  

大気圏環境部  
猪俣敏，古林仁，  
常田伸明  
猪俣敏，常田伸明   

猪俣敏，ブリデイエ  
イザベル，古林仁，  
賀田伸明  
猪俣敏，奥貫幸夫，  
今村隆史，賀田伸明  
内山政弘，福山力，▲  
住吉力（♯1），  
山形定（＊1），  
村尾直人（＊1），  
太田幸雄（＊1），  
播磨屋敏生（＊1），  
山田正（象2），  
稲毛正昭（＊3）  

（＊1北海道大，  
■2中央大，＊3三井建設）  

内山政弘，福山力，  
田野中武志（事1），  
小島勝彦（＊2），  
住吉力（雷3），  
山形定（＊3），  
村尾直人（＊3），  
太田幸雄く象3），  
播磨屋敏生（＊3），  
山田正（＊4），他（♯1GB，  
＊2オーテック，  
＊3北海道大，相中央大）  
内山政弘，福山力   

下堂薗和宏（＊1），  
一ノ瀬俊明（♯1），  
花木啓祐（＊1〉，  
鵜野伊津志  
（＊1東京大）  

江守正多（＊1），  
鵜野伊津志  
（■1東京大）  

鵜野伊津志，菅田誠治，  
若松伸司（＊1）  

（事1地域グ）  

神田学（＊1），  
福田忠弘（＊1）  

西村修（♯1），  
鵜野伊薄志  

f  

f－ 1   

ト  2   

f－ 3  

f－ 4   

ト 5  

真空紫外光化学を利用した  
高感度塩素検出器の製作   
発光法による高感度塩素検  

出器の開発   
CH2CFOラジカルのレーザ  

ー誘導蛍光スペクトル  
（1〉基底状態の構造解析   

HNO＋0反応の反応速度と反  
応機構   
巨大立坑で生成した人工讐  

への二酸化硫黄のRainout   

第12回化学反応討論会   

第2回大気化学討論会   

日本化学会第72春季年  

日本化学会第7Z春季年  
フ三  
第13回エアロゾル科学  
・技術研究討論会  

姫路   

札幌   

東京  

東京   

金沢  

葺∴ 舅   

ざ．ビ   

9．3  

9．3   

8．8  

f－ 6  酸化硫黄の人工雪へのレ  
二 インアウト   

第37回大気環境学会年  堺  

大気動態計測における化学  
センサー   
都市の立地や風系が都市熟  

環境に与える影響  
一甲府盆地を対象として一  

領域モデルを用いた乱流一  
放射一票一地表面相互作用の予  
備的解析   
桜島火山ガスプリュームの  

輸送・拡散過程の数値シミュ  
レーション   
夏期の地衡風動に伴う相模  

川海周の周期性について  

日本気象学会1996年春  
電気化学舎弟64回大会   季大会  

日本気象学会1996年春  
季大会   

日本気象学会1996年春  
季大会   

日本気象学会1996年春  
季大会  

同講演予  
稿集   

同講演予  
稿集   

同講演予  
稿集  

－267－   



Seattle  5th．Int．Atmos．Sci   
Appl．Air Qual．Conf  （事1Inst．Behav．Sci．）  of meso－front aIld  

NO2high cDnCentration  
fDrmation over the Tokyo  
metropolitan area   
A numericalstudy of  

long－range Sulfate  
transportin East Asia   
Numerical analysis of 

VOIcanic SO2pluIⅥe  
transport   

LESによる郡市キャノピー  
流の乱流統計量の算定  

河川に沿った汚染物質の動  
態  

RIS漁J定における分光用炭  
酸ガスレーザーの開発   

8．6  

さ．11  

‡∵ 由  

8．7  

At）StraCt  
S   

AbstI、aCt  
S   

同講演論  
文集   

同講演論  
文集  

同予稿集  

5th．Int．Atmos．Sci．＆  
Åppl．Air Qual．Conf．   

5th．1nt．Atmos．Sci．＆  
Appl．Air Qual．Conf．  

日本流体力学会年会’9  
6   

日本流体力学会年会’9  
バ  

レーザ一字合字術講演  
会第17回年次大会  

Seattle  

Seattle  

東京  

東京  

UnoI‥Ohara T．（簾1）  
（＊1Inst．馳hav．Sci．）   

UnoI．  

平岡久司（＊1），  
鵜野伊淫志  
（＊1京都大）  

福出忠弘（＊1），  
神田学（♯1），  
鵜野伊津志  
（＊l東京工業大）  
古閑信彦，  
小澤健一（＊1），  
久保田康裕（■1），  
斉藤保典（＊1），  
杉本伸夫（＊1信州大）  
小澤健一（■1），  
古閑信彦，  
久保田康裕（＊1），  

f－13  

f－ 14  

f－ 15  

f 16 

（23aII2）  192  京都  ト 17  

（23a王Ⅰ3）   同予稿集  193  レーザー学会学術講演  
会第17回年次大会  

衛星搭載リフレクタRISを  
用いた大気のレーザー長光路  
吸収測定用レーザー送受信シ   
ステムの評価  

f 18  

斉藤保典  
青木哲郎  
国森裕生  
坂部敏和  
杉本伸夫  
事2通総研  

＊1信州大  

堺  第37同大気環境学余年  

フ：言  

第7回大気化学シンポ  

ジウム  

日本気象学会1996年秋  

季大会   

18th．Int．Laser  
Radar Conf．  

IGAC調査（13）佐渡及びその  
近傍海上における軽炭化水素  
の測定  

屋久島及びその間辺上空で  
の軽炭化水素の軌定  

粒子の運動の時間スケール  
に基づいたラグランジュ的大  
気大循環   

La5eI、  
transrDitter／receiver  
SySt印for the  
retroreflector in space 
experiment   

酒巻史郎，  
畠山史郎（＊1），  
村野健太館（＊1）  
（＊1地球グ）  

酒巻史丘臥  
畠山史郎（＊1），  
村野健太郎（ネ1）  
（＊1地球グ）  
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野尻湖における車軸韻ホシ  

ツリモの再生に向けての検討  
Ⅰ王   

2nd．Int．Conf．Oxygen  
FI、ee Radicals＆  
Emviron．StI・eSS  
Plants   

Int．Symp．Environ．Che  
m，＆Toxicol．1996  

Book of  
Abstract  
S  

Program  
＆  

AbstI、aCt  

同講演要  
旨集   

Abstl－aCt  
S  

h－ 2  

日本農薬学会第22［司大  
ユ▲   

7th．川CG field  
Symp．Jpn．’96  

INTECOL’s v  
Int．Wetlands Conf．  

第44回日本生態学会   

第3回日本微生物安源  
学会大会 日本植物学会 

第60珂大  
コ三  
日木棺物学会第60回大  
フ三   

日本植物学会第60回大  
フ三   

日本藻類学会票21回大  

日本藻規学会第21［司大  

At）StraCt  
S  

3   

旨異  
6   

旨集  
0   

旨異  
0  

旨集   

0  

稿集   

3  

藻類  

h－ 28  Nohara SりⅥligham D．  
F．（＊i）  
（＊1Smithsonian  
Environ，Res，Cent．）  
野原精一，岩熊敏夫   

0   

李仁輝（＊1），渡辺信  
（＊1筑波大）  

Z  

渡辺信   

3  

伊藤元巳（＊2），渡辺信  
（＊1東大，事2千重大）  
野崎久義（＊l），  
伊藤元巳（＊2），渡辺信  
（■1東大，♯2千葉大）  
SongレR（＊‖，Zhang  
‡－H，Kaya K，Watamade  
M．H．，Liu Y－D．  
（＊1Inst．8f  
Hydrobiol．CAS China）  

札幌   

大阪   

福岡   

福岡  

福岡  

東広島  

東広島  

9．   
8．   

8．1   

8．1  

8．1  

9．  

p．ご  

h 29   

h－ 3   

h－ 31   

h 3  

h－ 3  

h－ 34  

h 35  

DayJ．G．（幕1），Fleck  
R．A．（＊2），Watanabe H．  

日本藻難字会第21回大  

日本藻類学会第Zl同大  
M．（＊1  

樋口澄男  
近藤洋一  

帖村置（♯4），  
関久人（＊1），  
加藤英男（事1）  

（り長野県衛生公害研，  
＊Z野尻湖ナウマンゾウ  

博物館，＊3東大，  
可部立大）  

8  

（＊1），HeJ－W．（＊1），  
いu Y用．（＊1），  
Watanabe軋軋  
（＊1Inst．Hydrobiol．  

Tsuchiura  Int．Symp．Asian  
NetwoI－k机crob．Res．  

Grazlng On tOXic  
CyanObacteria by tadpoles  
Of an edible frog  

h－ 3  

CAS．China  
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s，（＊2）JiRH．（＊3），  
Watanabe軋（＊4），  
Oyaizu H．（★1），  
恥tsu爪OtO S．（＊1），  
Watanabe H．H．  
（事1Univ．Tokyo，  
＊2GlobalEnviron．  
Forum，＊3Univ．  
Tsukuba，竃4Natl．Sci．  
Mus．）  
LiR－H．（＊1），  
Watanabe H．（霊2），  
Yokota A．（＊3），  
SugiyamJ．（＊3），  
Watanabe H．M．  
（＊】Univ．Tsukuba，  
＊2Natl．Sci．Husり  
＊3Univ．Tokyo）  
Suda S．（＊1），LiR－H．  
（＊2），Otsuka S．（＊3），  
ぬhakhant A．（オ4），  
Liu Y－D．（霊5），  
WatanabeILH．  
（＊1GlobalEnviron．  
ざoru恥♯ZUniv．  
Tsukuba，＊3Univ．  
Tokyo，＊4Thai18nd  
Inst．Sci．Tech，Resり  
＊5inst．Hydrobiol，  
CAS．China）  
Hostaert A．S．Hal、a  
Y．（＊1），Watanabe H．軋  
（事1Yamagata Univ．）   

NozakiH．（＊1），Song  
レR．（＊Z），Liu Y－D．  
（＊2），WatanabeIl．M．  
（＊1Univ．Tokyo，  
竃2Inst．HydorobiDl．  
CAS，China）   

Watanabe H．H‥  
刊akagawa11．（＊1），  
KatagiriH．（＊1），  
Aizawa K．（＊1）  
NozakiH．（＊2）  
（＊1Environ．Res．Cent．  
＊2Univ，Tokyo）  
MoriF．（寒1），Sakurai  
Y．（＊1），Erata M．（＊1）  
Watanabe M．刃．  
（＊1GlobalEnviron．  
Forum）  
DayJ．G．（＊1），  
Watanabe H．Hり  
Turner M．F．（＊2）  
（■1CCAP，IFE，UK，  
＊2CCAP，Dm，UK）  
Shimizu AりHirokiM．  
，LiR－H．（＊1），  
Watanabe軋（＊2），  
Watanabe H．H．  
（♯1Univ．Tsukuba，  
＊2Natl．Sci．Mus．）  

地球環境研究センター  
久保田孝幸（＊1），  
神島奈央子（＊2），  
一ノ瀬俊明，  
花水皆祐（凄2）  

bloom－forming  
cyanobacterial genus 
机crocystis：a  
reconsideration   

Network Microb．Res  

h－ 40  Fatty acid composition 
Of planktonic Anabaena  
and their taxonoJnic value   

Int．Symp．Åsian  
Network Hicrob．Res．  

Tsuchiura  

h－ 41  Taxonomic study of  
Oscillatoria agardii  
COmplex  
（Cyanobacteria）from China  
and Thailand   

Int．Symp．Asian  
Network Hicrob．Res．  

Tsuchiura  

h－ 42  Pigments and fatty  
acids of marine  
raphidophytes：a  
Chemotaxonomy5tudy   
Taxonomic  

reeXa】¶ination of a  
Chinese strain（CCFA646）  
上巳beled 〝Eudorina  
SP．〝，based on  
morphologicaland DNA  
SequenCe data   
Purification of  

freshwater picoplanktonic 
CyanOt）aCteria uslnglow  
teTnperature agarOSe   

Int．Symp．Asian  
Network Hicrob．Res．  

Int，Symp．Asian  
Network Microb．Res．  

TsuchiuI・a  Program   
＆  

AbstI、aCt   

Progr8m  
＆  

Abstr8Ct  

h 43  Tsuchiura 

h－ 44  Int．Sylnp．Asian  
NetvorklヰicT・Ob．Res．  

Tsuchiura  

h－ 45  Cryopreservation of  
cvanobacteria in 
NIES－Collection  

CCAP－NIES collaboration  
1991－1997：Ex situ  
COnSerVation of protistan  
biodiversity  

Specificatin of  
database system useful  
foI、ideutification om  
Anabaena  
SPP．（Cyanobacteria）   

Int．Sylnp．Asian  
Network Hicrob，Res．  

Tsuchiura  Program  
＆  

At）StraCt  

Program  
＆  

Abstract  

Program  
＆  

At）StraCt  

h－ 46  Int．Symp．Asian  
Network Microb，Res．  

Tsuchil】ra  

h－ 47  Int．Symp．Asian  
Network Microb．Res．  

Tsuchiura  

1  

i 1  

市街地街区における徴気候 の観測  日本気象学会1996年春 季大会  

＊1大林組  ＊2東京大  
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（To8biaki），  
Shimodozono K，（il），  
UnoI．（♯2），HanakiK．  
（＊1），Kiyota O．（頃）  
（＊1Univ．Tokyo，  
竃2Atmos．Environ．Div．  
）  

一ノ瀬俊明，  
川原博満（＊1），  
花木啓祐（＊2），  
伊藤武美（＊3），  
松尾友矩（＊2）  

（＊1富士通エフ・アイ  
・ピー，事Z東京大】  
＊3大成建設）  

一ノ瀬俊明，  
川原博満（＊1），  
花水啓祐（＊2），  
松村茂（＊3），  
飯田哲也（＊4）  

（＊1富士通エフ・アイ  
・ピー，＊2東京大，  

＊3東北芸工大，  
両日本給研）  
一ノ瀬俊明，  
清田修（♯1〉，  
花水酋祐（キ1）  

（＊1東京大）  

一ノ瀬俊明，  
花水酉祐（＊1），  
伊藤武乗（寒2）  

（♯1東京大，  
＊2大成建設）  
清江＝診（≠1），  
一ノ瀬俊明，  
花水啓祐（＊1）  

（＊1東京大）  

Ichinose T．  
（Toshiaki），Eawahara  
H．（＊1），HanakiK．  
（＊Z），払tsuo r．（攣Z），  
Ito T．（事3）  
（＊1Fujitsu FIP Corp．  
，＊2Univ．Tokyo，  
★3TaiseiCDTp．）  

神沢博  

神沢博，近藤豊（＊1）  
（＊1名古屋大）  

村田功（暮1），  
福願意昭（＊り，  
福西浩（＊1），  
杉本伸夫（♯2），神沢博，  
板部敏和（♯3）  

（★1東北大，  
＊2大気圏環境耶，  
相通信綜合研）  
Koike）t．（＊1），Kondo  
Y．（＊1），Kanzawa H．  
（＊1Nagano Univ．）  

藤沼康実，  
鵜野伊津志（＊1）  
（＊1大気圏環境部）  
平木隆年（＊1），  
正賀充（＊1），  
玉恕元削（＊1），  
藤沼康実  
（★1兵庫県立公害研）  

東野裕（＊1），  
小倉礁（＊1），藤沼康実   

小倉礁（＊1），  
東野裕（＊1），藤沼康実  
（■1富士通エフ・アイ  

beat oJ】UJ、もaJ】Cli刀atein  
Tokyo，Japan   （1nt．Conf．ⅥrbaJI Clim．）  

GISとLCAの結合による地域  
熱供給事業の検討   

第51回土木学会年次学 術講洩会  i－  3  

エネルギー指標、環境指標、  
穫済指頓に基づく都市の進化  
のモデリン∠／   

環境科学会1996年会  東京  

東京首都圏における土地利  
用変化と地上気温変化の関係  
に関する考察  

GISとLCAの結合による地域  
熱供給事業の検討   

1996年度日本地理学会  
秋季学術大会  

環境科学会1996年会  

岐阜  ト  5  

東京  ト  6  

東京首都圏における土地利  
用変化と地上気温変化の関係  
に関する考察  

The potential analysis 
on utilization use Df  
SeWage heat with GIS and  
discussion on optimized  
Settlement on heat pumps   

日本気象学会19g6年秋  
季大会  

14th．Int．Conf．Passiv  
e＆Low  
Energ．Archit．  

i－  7  

Kushiro  i－  8  

衛星データを用いた大気中  
の物質循環の研究一仙EOS及  
びADEOS－ⅠⅠ以後－  

ILAS検証実験計画  

レーザーヘテロダイン分光  
計による劇EOS搭載RIS，1LAS  
検証実験  

衛星による成層圏・対  
流圏化学の研究に関す  
るワークショップ  
第100回地球電磁気・ 地球惑星圏学会講演会  

1997年地球惑星科学関  
連学会合同大会  

ILAS validation  
experiment at Kiruna in 
February－”arch1997   
大気微意成分に係るモニタ  

リングデータの評価システム  
の構築   
温室効果気†本の洋上調査   

1nt．Workshop  
AI、Ct．Atn】OS．Environ   

平成8年度日本農業気  
象学会東北支部関東支  
部合同大会  
第37回大気環境学会年  
一■l ニ．  

生物モニタリングをベース  
とした総合的な地球喝境モニ  
タリングの基本的考察   
総合的な地球環境モニタリ  

ングの一手法について  

環境科学会1996年会  

環境科学会1996年会  
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彗記号  発 表 者   折  目   学会等名称   開催都市名  l年月  予相集名   巻（号）   

FAC（フィルタード・エアー  日不農業気象学竃1996  宇部  
自   

234－235  
1－17  ・チャンバー）法による大気  年度全国大会、日本生  

藤沼虚実（霊1近韻大）  汚染植物影響解析   
旨  

物環境調節学会第34回  
集会合同大会  

i－18  東京  27－30  
中谷幸辰（書1），  のモニタリング  ングシンポジウム  文集  
徳村公昭（■2）  

（＊1宇宙開発事業軋  
＊Z社会環境システム部  

）  

i19   環境情報とGIS  東京   8．11   27－37  
ポジウム’96  文集   

ト20  UNEP／GR王Dによる地球環境  3－ト3－11  

データと情報提供   システムの整備とこれ   
からの展望講習会  

i－21  （A丑0102）  

NakataniY．（＊1），  Co咽，8iomed．Sci，  ．riken．g  
TokumuraK．（＊2）  0．p  

（＊1NASDA，霊2Soc．＆  
Envir8n，Syst．mv．）  

i－22   調布  8．4   38－43  
モ‾†、グ  

i－23  宇宙からの地球環境モニタ  7  

リングーリモートセンシンク   ブック  

i－24   8．10   
リモートセ、～、グ   止  ム   

ト 25  安岡善文  地球環境を測るリモートセ  43－50   
ンシンク   ム   
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7．5 特許等  

記号   発  明  者   発明の名称   特許権販掃日  特許番号  出願日  出願番号   

し－l  キューブコーナーリトロリフレククー  H8．4．25  

（大気圏環境部）  

L－2  H8．5．23  

レ3  ティッシュペーパー及びその使用ケース  H8．5．23  

（地域環境研究グループ）  

L－4  蛍光ランプ  H8．7．1  

（地域環境研究グループ）  3－36β7β  

L－5  電気自動申の駆動装眉  H8．8．8  

（地域環境研究グループ）  

L－6  気流の可視化方法とそれに使用されるトレーサー，       H8．8－23  

（地域環境研究グループ）  

レ7  構造材  H8．10．22  

（地域環境研究グループ）  

L－8  好気性微生物を用いる汚染土壊の浄化法  h8．10．22  

（水土壌圏環境部）  

L■9  土壌ガスの採取装置  H8．11．6  

（水質土壌環境部）  

レ10  液滴粒径測定装置  H8，11．7  

福山力（大気圏環境部）  

レ11   H8．12．6   

●所属はいすれも出願時  
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1．予  算  
（単位：千円）  

区  分   平成4年鹿  平成5年度  平成6年度  平成7年度  平成8年度   

運 営 費   5．794．188  7，118，783  6，509，801  8．192，708  7，456，167   

L 人に伴う経費   1．969．299  2，059．560  2．124，116  2．208，190  2．276．065   

（1）人件費   1．960．532  2，050，703  乙115．287  2．199．356  2．267．271   

（2）人当庁費  8．767  8．857  8．8Z9  8．834  8．794  

2．一般事務処理費  322．418  321．987  329．223  344，883  347，563  

3．環矧背報関係軽費  389．247  387．114  411．660  508，589  509．323   

（1）情報収集等軽費   32．439   31，586   31．586   31，586   31．586   

（2）情報処理経費   350．270   349．112   349，036   349．057   308，798   

（3）インターナショナル・リファラルシステム経費   1．089   1．060   1．060   1．060   1，060   

（4）自然環境保全総合データベース権費   5．449  5．356  3，232   3．237   3．241   

（5）環矧官報姥供システム綻賛  26．746  123，649  164，638  

4．研究費  548．074   1．546．644  587，082   1．637．003  693，660   

（1）人当研究費   221，521   223，824   223，957   226．437   228．261   

（2）経常研究費   29，700  1，OZ8，912   28．674  1．042，756   28，674   

（3）特別研究費   296．853  285，332   287．722   288．076   289，811   

（4）開発途上国環境技術共同研究費  8，576  46．729  79，734  99，331   

（5）重点共同研究費  47．583  

5．大型特殊鱒設関係経費  1，198．403  

6．地球環境研究センター経費  1，271，614  

（1）地球環境研究交流推進等経費   15，795   15，425   2乙628   22，642   2乙653   

（2）データベース経費   47，288   83，083   116，688   159，936   166，249   

（3）スーパーコンピュータ経費   764，493   776，015   775．275   780，090   798，136   

（4）地球環境モニタリング経費  444，038  517，639  753．280  965，735  

7．環境研修センター事務処理費  88．079  84，373  85．870  89，068  92．557  

8．研修費  7．054  14，450  14，394  19．822  28，502  

施設整備費（環境庁研究所施設費）  832，334  205，215  463，132  

施設整備費（官庁営繕費）  1，028月12  0  40，636  

移替経費  1，154，606  

注）補正後予算析  
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2．組織及び定員（平成8年度）  

官
官
官
課
課
課
ム
 
ム
 
ム
 
ム
 
ム
 
 

研  究  企  画  
国  際 1〔 同  研  究  

国  際  研  究  協  力  
総  務  
会  計  
施  
温暖 化現 象 解 明 研 究 チ  

王任研九疋画E  

総務部  

地球環境研究グループ  

地域環境研究グループ   
上席研究官  

社会環境システム部  

化学環境部  

環境健康部  

大気圏環境部  

【定 員l  

区  分  管理 部門  研究 部門  情報 部門  汗究王柊 部門  研修 部門  計  水土壌圏環境部  

平成7年度末現在  47  178  19  10  】り  273   

＋t  
平成8年度増減分     △l      △1  ＋1 △2   生物圏環境部  

平成8年度末現在  47  】78  t9  10  】8  272  
環境情報センター  

地球環境研究センター  

現境研修センター  
酬夢企画官   

1総括研究管理官                      1   

一
一
 
 

温暖化影響 ■ 対策研究   
オ ゾ ン 層 研 究 チ ー  
酸 性 雨 研 究 チ  ー  
海  洋  研  究  チ  ー  
森林減少・砂漠化研究チ ー ム  
野 生 生 物 保 全 研 究 チ ー ム  
衛 星 観 測 研 究 チ ー ム  
交 通 公 害 防 止 材 究 チ ー ム  
都 市 大 気 保 全 研 究 チ 【 ム  
油；二域 保 全 研 究 チ ー ム  
湖 沼 保 全 研 究 チ ー ム  
有 害 廃 棄物対 策 研 究 チ ー ム  
水 改 善 手 法 研 究 チ ー ム  
大 気 影 響 評 価 耕 究 チ ー ム  
化学物質健康リスク評価研究チーム  
化学物質生態影響訃価研究チーム  
新 生 生 物 評 価 研 究 チ ー ム  
都市環境影響評価研究チ ー ム  
開発途上国健康影響研究チーム  
開発途上国環境改善（水質）研究チーム  
開発途上国生態系管理研究チーム  
開発途上国環境改善（大気）研究チーム  
環  境  程  済  研  究  
資  源  管  理  研  究  
環  境  計  画  研  究  
情  報  解  析  研  究  
計  測  技  術  研  究  
計  測  管  理  研  究  
動 態  化  学  研   究  
化  学  毒  性  研  究  
生  休  機  龍  研  究  
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機  構  
指  標  
疫  学  
物  理  
反  応  
大  気  
動  態  
境  賓  

水 環 境 工 学 研 究  
土  壌  環  境  研  究  
地  下  環  境  研  究  
環  境  相  物  研  究  
環 境 微 生 物 研 究  
生  態  機  構  研  究  
分 子 生 物 学 研 究  
情  報  管  理  
情  報  整  備  
研  究  情  報  

研  究  管  理  
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3．文部省科学研究費補助金等による研究一覧   

（1）文部省科学研究費補助金  

種  巨   研究代表者所属  研究代表者  所内分担者   課  題  名   

重点領域研究（l）  地球環境研究   一ノ瀬俊明  
センター  の進化」のモデリング  

安井至   
研究所  

東京大学生産技術  
研究所  硯手法・総括班  

増田幕孝  
らびに定量の基礎的研究  

囁田栄治   

重点領域研究（2）  大気 圏環境部  高薮  緑  な し  熱帯域の大規模降水システムに伴う水循環の解明に閲す  
る研究   

陶野 郁鱒  な し  液状化による砂層の堆積構造の変化が強圧特性に及ぼす  
影響に関する基礎的研究  

赤道中層・超高層火気波動による全地球的大気変動の励   京都大学  
神沢博  
秋吉英治  

東京大学   
研究  
間欠曝気方式による畜舎汚水の窒素除去方法の開発に関  
する研究  
エネルギー消費を指標とした完全リサイクル水利用プロ  
セスの評価  

厳佐庸   

基盤研究（B）（1）  広 島 大 学  佐藤  学  新田 裕史  統計モデルの大気汚染デ」タヘの適用における理論的研  
究とその応用   

基盤研究（B）（2）  地球環境研究   高村健二  
グループ  永田尚志  

地域環境研究   影山隆之   
グループ  黒河 佳香  る生理内分泌学的研究  

地域環境研究  嵯峨才一勝  
グループ  高野 裕久  の解明に関する実験的研究  

環境健廉部  白石不二雄  
での比較  

水土壌圏環境部  なし  
的研究  

愛媛大学  大政謙次  
けるストレス応答の解析  

九州大学応用力学  花崎秀史  
研究所  響一大気微量気体の海洋へのブラックスー  

近 畿 大 学  柴田■艇行   
存ネットワークに関する研究   

基盤研究（C）（2）  地球環境研究   佐竹 研一  西川雅高  
グループ  田中致  

地域環境研究  なし  
グループ  役割に関する基礎的研究  

地域環境研究  なし   
グループ  に関する研究   
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種  目   研究代表者所属  研究代表者  所内分担者   課  題  名   

基盤研究（C）（2）  地域環境研究   市蘭 孝道  嵯峨井 勝  lgEを介さない新しい喘息様病態発現メカニズムの解析  
グループ  とマウスの系統差に関する研究  

地域環境研究   高野 裕久  な し  ディーゼル排気微粒子（DEP）による喘息樵病態におけ  
グループ  るリンパ球の役割に関する研究  

地域環境研究   曽根 秀子  な し  自然発症肝炎・肝がん動物における加齢に伴うゲノム不  
グループ  安定性の解析  

社会環境システム部  青木 陽二  な し  植生景観の好みに及ぼす居住環境の影響解明  

化学環境部  
存のための容器材質の検討と評価  

化学環境部  
佐野 友春  類の新規毒素の構造と毒性  

環境健康部  
発癌説の検証に関する研究  

環境健康部  
相互作用の解析  

大気圏環境部  
村野健太郎  黄の酸化に関する研究  

水土壌国環境部  
礎研究  

生物圏≡環∵境部  
る研究  

生物‘国環境部  
における挙動に関する研究  

東洋大学   

奨励研究（A）  地球環境研究   笥■■■．∴・・＝  な し  植物の光合成誘導状態に及ぼす光と水条件の影響とその  
グループ  生態学的意義  

化学環境部  
個体群減少の最近における動向  

化学環境部  
ための導入系の開発  

環境健康部  
防御効果  

環境健康部   
製   

国際学術研究  東京大学  
と生存に関する比較生態学研究  

京都大学   
高薮緑  

永田尚志  
シモズ額を中心として  

新田裕史  
ガス汚染とその健康影響を例に・  

米田横   
センター  関する先史人類学的調査  

東 京 大 学  大貫 良夫  米田  穣  中央アンデスにおける祭祀センターと文明形成の研究   

（2）厚生省がん研究助成による研究  

研究代表者所属   研究代表者  所内分担者   課   題  名   

国立がんセンター研究所   長尾美奈子  青木 廉展  LECラットにおける酸化ストレス応答とその破綻機構に  
関する研究   
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4．国際交流及び協力等   

（1）国際会談（国立環境研究所主催・共催の主な国際会議）  

匡＝顎会議名   開催地   場 所   開催期間   

ContemporaryIssuesinHeavy▲MetalRelatedToxicology   茨城・つくば  国立環境研究所  8．4．4－5   

ⅠIASA（InternationalInstituteforAppliedSysternsAnalysis）DayinTsukuba  茨城・つくば  国立環境研究所  8．4．25   

iGBP－NES（地球圏・生物圏国際共同研究一北ユーラシア研究）   ロシア・  8．10．9－12   

FarEastTransectWorkShop   ヤクーツク   

酸性雨国際シンポジウム   茨城・つくば  国立環境研究所  8．12．10－12   

App］icationofinvitrotoxicityassaystotheassessmeTltOfenvironmental  茨城・つくば  国立環境研究所  9．2．13   
hazards   

アジア地域の微生物研究ネットワークに関するシンポジウム   茨城・土浦  サンレイク土浦  9．3．23｛・24   

（2）国際共同研究（二国間環境保護協定・科学技術協定等で実施されている国際共同研究）  

国  名   課 題 名   相手先機関名等   担当部等   

アメリカ合衆国  生物多様性における長期変動のモニタリング   ニューメキシコ大学  地球環境研究グループ  

有害化学物質の健康影響評価のためのシミュレーションモ  
デルの開発   

海洋モニタ■リングのための標準試料の作成と評価   米国海洋大気局   地域環境研究グループ  

微生物を活用する汚染土壌の浄化技術の開発   テネシー大学   水土壌圏環境部  

メタン酸化細菌の生態的および生理学的側面   メイン大学   水土壌圏環境部  

地球規模ベースライン大気中温室効果ガスの高相蔭測定  米国海洋大気局   地球環境研究センター   

イ ギリ ス  酸性雨による建造物からの有害金属溶出形態に関する研究  シェフイールド大学  地域環境研究グループ  

海洋汚染物質計測法の精度管理及び国際調和   スコットランド海洋学研究所  地域環境研究グループ  

J…ゴF畑NMR分光法の開発とその環境問題への適用   マンチェス少一大学  環境健康郡  

ヒトにおける微量元素及び金属結合タンパクの代謝に及ぼ  
す環境汚染の影響   

藻類と原生動物   淡水生態学研究所   生物圏環境部  

水界生態系における生物多様性維祷機構の解明   ロンドン大学   生物圏環境部   

イ スラエル  超音速自由噴流法の環境計測への新しい応用に関する研究  テルアビプ大学   化学環境部   

オーストラリア  海洋環境中の微量元素の生物地球化学的研究   西オーストラリア海洋研究所  化学環境部  
地域環境研究グループ  

遺伝子工学を用いた環境汚染物質の生体影響評価法の開発  環境健康部  
に関する研究   

地球環境モニタリングに関する研究協力   CSIRO   大気圏環境部  
地球環境研究センター・   

カ  ナ  ダ  大気ノ海水閤の二顧化炭素交換速度モニタリング   海洋科学研究所   地球環境研究グループ  

極の日の出時（ポーラーサンライズ）における北極大気  大気環境局   化学環境部  

北太平洋海域における化学物質の動態解明   ブリティッシュコロンビア大学  化学環境部   

韓  国  日韓フェリー船舶による海洋環境のモニタリングに関する  地球環境研究グループ  
研究   

東アジアにおける大気中の酸性・酸化性物質の航空機・地  韓国科学技術研究院  地球環境研究グループ  
上観測   環境研究センター   
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国  名   課 題 名   相手先機関名等   担当部等   

韓  国  日本海の有機塩素系農薬及びPCB汚染に関する共同モニ  化学環境部  
タリング   

紫外線の個人暴露量の測克と健康影響   慶尚大学   環境健康部  

都市スモッグ現象と拡散モデル開発研究   国立環境研究院   大気圏環境部   

スウェーデン  人間活動の増大に伴う重金属暴露の健東リスク評価   カロリンスカ研究所  環境健靡部  

J＝血系を用いたリスクアセスメント手法の開発   ウプサラ大学   環境性東部   

ス ペ イ ン  環境汚染の生理学的影響の評価手法の開発   バルセロナ自治大学  環境健康部   

中  国  東アジアにおける酸性雨共同研究   北京大学   地球環境研究グループ  

酸性・環境汚染物質による生態系の汚染と影響に関する生  
物地球化学的研究   

窒素安定同位体比を用いた地下水汚染機構解明に関する研究  中山大学   地域環境研究グループ  

中国の国情に合う排水処理プロセスの開発に関する研究  環境科学研究所   地域環境研究グループ  

中国の国情に合う高効率低コスト新排水高度処理技術の聞  環境工程研究所   地域環境研究グループ  
発に関する研究   精華大学  

中国の国情に合う土壌浄イヒ法を組み込んだ生活排水高度処  中国科学院沈隈応用生態研  地域環境研究グループ  
理システム開発に関する研究   究所  

中国の国情に合う産業排水処理技術及び寄集養化湖沼水の  中国環境科学院   地域環境研究グループ  
飲料水削ヒと水質回復技術の開発に関する研究   武漢市環境保護局  

都市大気汚染寄与の変化について   中日友好環境保全センター  地域環境研究グループ  

中国における有害化学物質現況の調査   中計友好環境保全センタこ  地域環境研究グループ  

中国の国情に合う生活排水高度合併処理システムの開発に  地域環境研究グループ  
関する研究   

中国南西部の森林植生変動のリモートセンシング   中国科学院Itt岳環境研究所  社会環境システム部  

日中における大気中鉛と硫黄の安定同位体比：汚染の発生  化学環境部  
源越境輸送に関する研究   

環境標準試料の作成と評価   中日友好環境保全センター  化学環境部  

乾性降下物の現状調査及び測完方法の確定   中日友好環境保全センター  大気圏環境部  

東海環境モニタリング共同研究及び海洋生物多様性の保護  国家海洋局国際合作司  
青島海洋大学  
中国水産科学研究院   

環境資源勘定に関する日中共同研究   国務院発展研究中心  地球環境研究センター   

ド  イ  ツ  レーザーレーダーによる成層圏オゾン監視に関する研究  ドイツ気象庁ホーユンパイ  
センベルク気象観測所   

衛星，航空機センサー等による極地オゾン層観潮研究   連邦教育科学研究技術省  地球環境研究グループ  

総物質収支に関する日独比較研究   ヴッバータール気候環境エ  
ネルギ一研究所   

環境負荷の評価手法   連邦環境庁   社会環境システム部  

地球温暖化に係わる大気組成の変化に関する研究   バイロイト大学   大気圏環境部  

閉鎖性水域における富栄養化に関する研究   カールスルーエ核研究セン  
クー   

ノ ルウ ェー  成層圏オゾン層観測データの解析に関する研究   ノルウェー大気研究所  地球環境研究グループ  

■湖沼・湿原生態系の保護・管理に係わる生物相互作用系の  
解明に関する研究   

地球環境データベース   GRIDアーレンダール  地球環境研究センター   

フィンランド  酸性環境におけるコケ植物の重金属蓄積に関する研究   ヘルシンキ大学   地球環境研究グループ   
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国  名   課 題 名   相手先機関名等   担当部等   

フ ラ ン ス  衛星からのオゾン層観測   CNIモS・マリー／ビュー  
ルキュリー大学   

大気汚染物質による肺障害評価   アーマントゥルーソ一病院  地域環境研究グループ  

環境騒音防止対策   マイン大学   社会環境システム部   

ロ  シ  ア  パイカル国際生態学研究センターにおける国際共同研究  陸水学研究所   化学環境部 ・  

凍土地帯からのメタン発生量の共同観測   凍土研究所   大気圏環境部  

湿地からのメタン放出のモデル化に関する共同研究   微生物研究所   大気圏環境部  

シベリアに料ナる温室効果気体の航空横観測   中央大気観測所   大気圏環境部  

極東地域の陸水生態系の構造の解明に関する比較研究   生物学・土壌学研究所  生物圏環境部  

極東地域の河Jrト湖沼・遅地生態系保全に関する基礎研究  生物学・土壌学研究所  生物圏環境部  

有害化学物質による河川・湖沼生態系への影響評価に閲す  イルクーツク大学生物学研  生物圏環境部  
る調査・研究   究所   

（3）国際協力協定等  

国 名 等   研究所間の共同研究   
イ  ン  ド  MemorandumofUnderstandingbetweentheIndianCol】nCi）ofAgriculturalResearchandtheNationallnstitute  

forEnvironmentalStudiesrorCollaborativeResearchonDesertification（1993）．   

カ  ナ  ダ  AgreementbetweenNationallnsLitutcforEnvironmenta】StudiesandrnstituteofOceanSciencies（1995）．   

韓  国  ImplernentingArrangementbetween the Nationa11nstitutefor EnvironmentalStudiesofJapan and the Na－  
tiona】InstituteofEnvironmentalResearchofしhelモcpublicofKoreatolミstablishaCooperative Framework  

RegardingEnvironmentalProLeetionTechnologies（1988，andrevisedin1994）．  

AgreementforCollaborativeResearchtol）evelopaKoreanGreenhouseCasEmissionModel．KoreanEnergy  
EconomicsInstit11te（1994）．   

国 際 連 合  MemorandumofUnderstandingreferringtotheEstablishmentandOperationofaCRIDCOmPatibleCentrein  
Japan（1991）．   

タ  イ  MemorandumofUnderstandingbetween KaseLsarL Uni＼′erSity．Bangkok．Thailand and Nationallnstitute for  
Environmenta】Studies，Japan（NIES）forCollaborativeResearehonMicroalgalandProtozoanBiochemistry  
andToxicologiT．SystematicsandDiversity．andApplication（1995）．   

中  国  AgreementforCollaborativeResearchtodevelopaChineseGreenhouseGasEmissionModel．EnergyResearch  
1nstituteofChina（1994）．  

Agreementon CooperativeResearch Projeets between the Nationa】7nstitute forEnvironmentalStudies．En一  
vironmentAgeneyofJapanandthelnstituteofHydrobiology，ChineseAcadernyofSciences（1995）．  

Mcmorandum ofUnderstandingbetweenlnstituteoffIydrobiology．ChineseAcademyofSciences．PeoplesIs  
RepublicofChina（mBCAS）andNationalInstitl】teforEnvironmenta）Studies．Japan（NIES）forCo＝abora－  
LiveResearchonMicroalgalToxieo】ogy．SysfematicsandCultureCollect（1995）．  

MemorandumofUnderstandingbetweenInstituteofRemoteSensingApp）ications，ChineseAeademyofSciencc．  
People’sRepublicofChina（IRS＾CAS）andNationalrnstituteforEnvironmentalStudies．Japan（NIES）for  
Col）aborative Research on DcvelopmentorRemoteSensing and GIS Systems for ModelingErosionin the  
Chang）ianRivcrCatchment（1996）．   

マ レー シア  MemorandumofUnderstandingbetweentheForestResearchInsLituteMa】aysia（FRIM），theUniversityPer  
tanianMalaysia（UPM）andtheドationallnstitutcforEn、′ironmentalStudies．Japan（NIES）forCoLlabora一  
ti、′eResearchonTropicalForestsandBiodiversity（199ユ）．   

ロ  シ  ア  Ågreement on aJoint GeochemicalResearch Program；Impact or Clirnatic Change on Siberian Permafrost  
EeosystemsbctwecnthePermafrostInstitute．SiberianBranch，Russian＾cademyofSciences．Russiaandthe  
NationalInstituteforEnvironmentalStudicsJapan（1992）．  

Agreement on a Cooperative Rcsearch Project between the Central■AerologicalObservatory．Comittee for  
Hydrorneteoro】ogyandMollitoringofl：nvironment．MinistryofEcoLogyandNaLurall？esources，RussianFedera一  
tionandtheNationallnstituteforEnvironmcntalStudies．Japan（1992）．   
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（4）外国人研究者  

1）研翠所   

①招へい外国人研究者  

国  名   氏  名   受入担当者   研  究  課  題   期  間   

アメリカ合衆国  Ronald D．Blatherwick   笹野 泰弘  ILASデータを用いた，北半球オゾンホール  
出現に係る窒素酸化物，硝酸の振る舞いを明  
らかにし，ILAS観測と同時期のCLAESデ，  
夕を比較する研究   

カ  ナ  ダ  Parker．PaulKenneth   森田 恒幸  日本の貿易と環境一日本の貿易商品の環境学  
上の足跡についての評価   

タ  イ  PanjaYaithavorn  稲森悠平  
環境研究研修センタープロジェクトカウン  
ターパート）  

NuntapornCharubhun  渡通信  
彼谷邦光   

WiehienYongmanitehai   渡逓  信  微細藻類の系統分類学的研究   9．3．1－9．3．31  

中  国  曽 毅強（Z占ngYiqiang）   向井 人史  日中における大気中の硫黄と鉛の同位体比に  
関する共同研究   

謝 平（ⅩiePing）   9．2．21－9．3．31      高村 典子  富栄養化湖沼群の生物群集の変化と生態管理  
に関する研究   

ロ  シ  ア  Vadim AnaLolevich   河合 崇欣  バイカル湖の湖底盲尼を用いる長期環境変動の  
解析に関する国際共同研究   

②客員研究員  

国  名   氏  名   受入担当者   研  究  課  題   期  間   

アメリカ合衆国  Richard G．Stevens   兜  眞徳  環境リスク評価に関する研究   8．7．1Z～9．3．31   

中  国  孔梅南  稲森悠平  
汚泥の適正処理技術開発  

唐常滑（ChangyuanTANC）  
る研究  

徐開欽  村野健太郎   
状と将来予測モデルの開発に関する研究   

ブ ラ ジ ル  Carlos A．．Strussmann   春日 清一  霞ケ浦におけるペヘレイの性分化に関する研  
究   

（彰共同研究員  

国  名   氏  名   受入担当者   研  究  課  題   期  間   

アメリカ合衆国  J．ⅥJardHills   横内 陽子  フィールド観測のためのポータブル・ガスク  
ロマトグラフ・システムの開発と応用   

RichardS．J．Weisburd  8．6．2－9．3．31  
有害微量物質の挙動と環境へのリスクに閲す  
る研究  

WarrenT．Piver  8．臥25－8．ユ0．24  

リスクアセスメント手法の開発  

Miranda Alice Schreurs 9．1．6”9．2．5  
温暖化問題に関する科学と政策の進展に閲す  
る研究   

▼288一   



国  名   氏  名   受入担当者   研  究  課  題   期  間   

アメリカ合衆回  WilliamY．B．Chang   岩熊 敏夫  日本，アジアにおける長期生態研究のネット  
ワーク化についての研究   

イ ギリ ス  RowanEar】eHoopet、   椿  宜高  ミヤマカワトンポ頼の性淘汰と配偶者選択  8．4．l”9．3．31  

OwenK），1eCameron   森田 恒辛  地球温暖化問題の解決に向けた日本及び束ア  
ジ7地域の役割と日本の産業界の環境戦略の  
効果に関する研究   

イ  ン  ド  Vinod Kumar Sharma   森田 恒幸  インドにおける地球温暖化対策モデル  
（AIM／1ndia）の開発に関する研究   

Swapan Chandra Deb 8．4．1～9．1．9  
響  

8．7．1～9．3．31  
する観測的研究  

KrishnanPrabhakaran   9．1．13－9．3．31  
る研究   

インドネシア  R．Sunsun Saerulhakim   大坪 園順  インドネシアにおける土地利用・被覆データ  
セットの開発   

オーストラリア  RichardWilliamFitzgerald  山形与志樹  ランドサッドなどの地球観測衛星画像を用い  

た植生域の分類手法   

AnikaSimoneMosteart  8．4．1”9．3．Z8  
オ・ダイヴアーシティーと分類・同定  

John Spencer Edmonds 8．10．1－9．3．31  
化に関する研究   

オーストリア  OttoAlbiTlger   高村 典子  水界の細菌の役割と細菌と他の生物との相互  
作用   

カ  ナ  ダ  GuodongYuan   瀬山 春彦  環境モニターとしての土壌の評価方法   8．4．1～9．3．31  

PaulKenneth Parker   森田 恒幸  日本の貿易と環填   9．1．7－9．3．31   

韓  ■ 国  装 公英（Baegongyoung）  中嶋 信美  大気汚染ストレスで誘導されるエチレン合成  
径路の遺伝子群の単組   

Ho Seob Kim 8．4．1－8．11．16  
フィーへの応用に関する研究  

LeeJea－An   8．4．1－9．1．30  
る水質改善技術  

KangTaegu   8，4．1－9．1．30  
殖抑制のための水質管理システム  

LimHeungBin  嵯峨井■勝  
質の肺に及ぼす毒性メカニズムの解明に閲す  
る研究  

張盛時UANGSeongHo）  
連動技術を組み込んだ高度排水処理システム  
の開発  

ヂ陽  佐治光   8．6．24－8．9．7  

鄭 明宰（MyeongJaeJeong）  在野 泰弘  ILASデータ処理アルゴリズムの高度化の研  
究  

温室効果ガス排出量予測のための韓国・モデ  
ルの開発に関する研究  

魚類操作による湖沼生物群集の管理   9．1．20～9．3．31  

李 基徹   青木 陽二  植生景観評価の国際比較   9．1．20－9．Z．19   

スリ ラ ンカ  SusilaChandrani   清水 英幸  蘇苔類・地衣類による大気環境評価法に閲す  
る研究   
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国  名   氏  名   受入担当者   研  究  課  題   期  間   
タ  イ  AkeChaisawadil  清水活  

と対策に関する研究  

VeerapongSaenjan  大坪閻順   
開発   

AparatMahakhant   渡通  信  富栄養湖沼での水の華を形成するシアノバク  
テリアの化学分類と分子系統に関する研究   

中  国  呉暁蕎（WuXiaoLei）  稲森悠平  
に関する基礎研究  

単連峰（SIIAN，YしInFENG）  
影響とその保全  

王化謙（Ⅵ′angHuaqian）  

CongJiaTlXin  大坪園順  
開発  

張宝旭（BaoxuZhang）  遠山千春  
に及ぼす酸化的ストレスの寄与に関する研究  

Qiao Fangli 渡辺正孝  
流動モデル開発に関する国際交流  

Li－rOngSong  彼谷邦光  
手法の開発に関する研究  

XilVuLu  稲森悠平   
びその副産物の生物接触酸化法による浄化機  
構と適正操作条件   

ニュージーランド   VishalChandra Srivastava  彼谷 邦光  乗および東南アジア地域の有害微細藻類の毒  
素の化学構造と毒性に関する研究   

フィンランド  RobertGu5L8V・Frar工ZerI  森田昌敏  
研究  

KarinKreher  笹野泰弘   
データの検討及び解釈，並びに一次元ボツク  

スモデルを用いた観測結果の解析に関する研  
究   

フ ラ ン ス  IsabelkBridier（Female）   鷲田 仲明  気相光化学反応及びフリーラジル反応   8．4．1－8．9－30  

Noe】F▲CMaryIlelcne  渡辺正孝  
金属汚染物質の挙動に与える微生物の影響に  
関する研究  

RegisZils  鷲田仲明   

ベラルー シ  01egV．Dl】boヽ▼ik   笹野 泰弘  TLASセンサーのための通解法アルゴリズム  
に関する研究   

ベ ル ギ ー  DirkM．廿VanGogh   清水  浩  エコビークルのデザインとその評価に関する  
研究   

香  港  ChingChuenChan   清水  活  環境保全に対応した陸上移動体（エコピーク  
ル）に関する研究   

南アフリ カ  GregoryE】tonBodeker   佐野 泰弘  lLASデータの検証および解析   9．2．17－9．3．31   

ロ  シ  ア  MaksyuしOVShamiLl  井上元  
CH4などのフラツクスを評価するための数値  
モデルの開発  

Sorokinhlikhail  井上元  
の分光学的遠隔計測手法の開発  

Andr即・Olegol7ichMo？0亡k（〕Ⅴ    佐藤雅彦   
る研究   
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④研究生  

国  名   氏  名   受入担当者   ■■      ．‘■  ＝呈   開  聞   

韓  国  鮮 干満   三森 文行  低酸素環境‾Fにおけるラット下肢筋収縮時の  
エネルギー代謝に関するNlイR研究   

洪 承哲   8．4．1”9．3．31  
意義に関する内分泌学的研究  

朴 済哲   8．4．1－9．3．31  

動その構成成分の特徴  

李 保】英   8．4．l”9．3．31  
に関する研究  

李 海曹   森田 恒辛  韓国の二酸化酸素排出モデルの開発  8．10．1－9．3．31  

金 庸桓   今♯ 章雄  湖沼・河川水中の溶存有機物に関する研究   9．1．20～9．3．31   

弓1  国  孫 濫偉（SしInI一拍・ei）   高村 典子  富栄養湖の生態系管理に関する研究   8．4．22－9．3．30  

李 紅革   横内 陽子  大気中におけるハロゲン化合物の発生と分布  
に関する研究   

銭  新   8．4．】”9．3．3j  
て  

姜 克箕OiangKejun）   森田 恒幸  中国の二酸化炭素排出モデルの開発   9．2，27－9．3．31  

2）環境研修センター  

国  名   氏  名   受入先   ■一      ．瀾■■随   研修期 間   

ブラジル  8．9．24－8．11．8  

Lailra Posa チ リ  

MohamedAbdelト′Ionem  
エジプト  

インド  

インドネシア  

メキシコ  

パキスタン  

DonlinadorK．DE．  フィリピン  
CASTRO．Jr．  

イエメン   
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5．委員会への出席等  

委  嘱  先   委  嘱  名   氏  名   

環境庁企画調整局  今後の環境研究・環境技術のあり方に関する検討会検討貝   鈴木継美  
環境測定分析検討会アジア地域途上国への精度管理手法導入支援  森田昌敏，中島興基，西川雅高．  
部会検討貝   牧野和夫  

地球環境戟略機関設立準備検討会検討貞   西岡秀三  

地域環境計画・地域環境指標検討会検討委貞   原沢英夫，森口祐一  

総合的環境指標検討会検討貞   西岡秀三  
総合研究推進会誘幹事   奥村知一，青山銀三  

総合研究プロジェクト検討会座長   遠山千春  
環境測定分析検討会統一精度管理調査部会検討貞   伊藤裕康．瀬山春彦，西川椎高．  

牧野和夫  
環境測定分析検討会検討員  森田昌敏  
有害物質を含む使用摘み製品のリサイクルのあり方に関する検討  後藤典弘  
会検討貝  

環境に係る税・課徴金等の経済的手法研究会  森田恒幸，日引聡  

環境庁地球環境部  地球環境研究等企画委員会地球環境研究等の今後のあり方ワーキ  西岡秀三，安岡善文  
ンググループ検討貞  

地球温暖化防止のためのライフスタイル検討会検討貞  青柳みどり  
地球温暖化経済システム検討会検討貝   川島康子  

地球環境研究等企画委員会地球環境モニタリング′ト委員会検討貞  西岡秀三，安岡善文，笹野泰弘．  
中根英昭  

環境庁環境保健部  化学物質環境調査総合検討会分析法（大気系）分科会検討貞  田連潔  
化学物質環境調査総合検討会分析法（水系）分科会検討貞   白石寛明  

包括的化学物質対策検討会検討貞   中杉修身，森田昌敏，田遠 潔  

毒性評価等分科会   鈴木継美，遠山千春，森田昌敏  

ダイオキシンリスク評価検討会   鈴木継美，森田昌敏  

化学物質安全性評価検討会   岩熊敏夫，遠山千春，白石寛明  

化学物質環境調査総合検討会モニタリング分科会検討貝，   森田昌敏，白石寛明，松本幸雄  

化学物質環境調査総合検討会環境調査分科会検討員   中杉修身，畠山成久，矢木修身  

化学物質環境調査総合検討会検討貞        山   中杉修身，森田昌敏  

生態影響評価分科会検討貞   中杉修身，畠山成久  

PRTR技術検討会検討貞   中杉修身  
化学物質環境調査総合検討会指定化学物質等調査分科会検討員  森田昌敏，松本幸雄，田連 潔  

環境保健サーベイランス・局地的大気汚染健康影響検討会委員  小野雅司，新田裕史，森口祐一，  
本田婚  

21世紀における環境保健のあり方に関する懇談会  鈴木継美、中杉修身，小野雅司  

生態影響総合検討会検討貝   鈴木継美，岩熊敏夫，畠山成久  

生態影響GLP評価分科会検討貞   畠山成久，菅谷芳雄  

環境庁自然保護局  自然環境保全基礎調査検討会検討貞   鈴木継美，岩熊敏夫，安岡善文．  
田村正行  

生物多様性センター検討会検討貞   岩熊敏夫  

生物多様性調査等推進検討会検討月   岩熊敏夫  
絶滅のおそれのある野生生物の選定・評価検討会の検討貞   渡過 信  

環境庁大気保全局  環境大気常時監視適正化検討会検討貞   田連 潔  
成層圏オゾン層保護に関する倹討会科学分科会検討委貞   中根英昭   

ー292－   



委  嘱  先   委  嘱  名   氏  名   

環境庁大気保全局  成層圏オゾン層保護に関する検討会環境影響分科会検討委貝   青木康鼠 中根英昭  
成層圏オゾン層保護に関する検討会検討委員   鷲田仲明  
成層圏オゾン層保護に関する検討会排出抑制分科会検討委員   常田仲明  

大気汚染に係る重金属等による長期曝露影響調査検討会検討貞  鈴木継美，田連 潔  

大気汚染に係る重金属等による長期曝露影響調査検討会大気環境  森田昌敏，日蓮潔  
評価ワーキンググループ委員  

窒素酸化物等高感受性群健康影響調査検討会  新田裕史  

中央環境審議会専門委貞   兜 眞徳，田連 潔  

中央環境審議会大気部会環境基準専門委員   鈴木継美，遠山千春  

有害大気汚染物質対策懇談会検討貞   鈴木継美，遠山千春，中杉修身，  
森田昌敏，田連潔  

環境庁水質保全局  ゴルフ場使用農薬安全性評価検討会検討貞  曽根秀子  
ナホトカ号沌流出事故環境影響評価駄合検討会検討貝   森田昌敏，渡辺正孝  

海洋環境調査検討会検討員   野尻幸宏，原島 省  

航空防除農薬環境影響評価検討会検討貞   森田昌敏  
今後の海洋環境保全の在り方に関する懇談会検討貞   森田昌敏，渡辺正孝  

水環境に係わる有害物質懇談会検討員   岩熊敏夫，中杉修身，森田昌敏．  
渡辺正孝  

水質分析方法検討会検討貞  森田昌敏，牧野和夫  

地下水質保全対策検討会（機構解明）検討貞   中杉修身  
窒素・燐暫定基準適用業稜指導マニュアル策定検討会検討員   稲森悠平  

中央環境審議会専門委員   中杉修身，森田昌敏  

土壌・地下水汚染対策技術検討会検討貞   中杉修身  
土壌汚染調査法等検討会検討貞   中杉修身，森田昌敏，矢木修身  

日口海洋環境共同調査検討会検討員   渡辺正孝，柴田康行，原島 省  

農薬残留対策調査技術検討会検討員   央木修身  
農薬登録保留基準設定技術検討会   白石寛明，矢木修身  

農用地土壌環境保全に関する検討会検討員   服部浩之  

廃棄物最終処分基準等検討会検討貞   中杉修身，白石寛明  

廃棄物最終処分新技術評価検討会検討貞   後藤典弘，中杉修身  

閉鎖性海域水質保全検討会検討貞   渡辺正孝，稲森悠平  

未査定液体物質査定検討会検討員   森田昌敏  

環境庁大気保全局・水質                                                                                                                                                           酸性雨対策検討会検討貞   佐竹研一   
保全局   酸性雨対策検討会総合影響分科会検討貞   河合崇欣，高松武次郎，高村典子  

酸性雨対策検討会大気分科会検討貝   村野健太郎，福山 力  

酸性雨対策検討会土壌植生分科会検討員   佐竹研一，高松武次郎  

酸性雨対策検討会陸水分科会検討貞   河合崇欣  
東アジア酸性雨モニタリングネットワーク推進検討会検討貞   佐竹研一・，福山 力   

日本学術会議   lGBPシンポジウム美術委員会委員   西岡秀三，大坪圏順  

極地研究連絡委員会委員   横内陽子  

情報学研究連絡委員会委員   大井 紘  
地域農学研究連絡委貞会委貞   増田啓子  

地球環境研究連結委員会委員   西岡秀三 森田恒幸   

経済企画庁   地球環境・エネルギー・食料問題研究会委員   西岡秀三   

一293－   



委  嘱  先   委  嘱  名   氏  名   

科学技術庁  深海掘削懇談会委員   石井善徳  

地球シミュレータ部会委貞   安岡善文  
省際ネットワーク整備・運f削二係わる基盤技術の調査研究の研究  阿部盃信  
推進委貞全委員  

アジア地域の微生物研究ネットワークに関する研究の研究推進委  渡逓 信  
貞全委員  

スギ花粉症克服に向けた総合的研究に関する調査の調査推進委貝  新田裕史  
会委員  

石井善徳，森田昌敏  
進委員会委員  

稲森悠平  
に関する研究の総合推進委貞全委員  

生活者ニーズに対応したGISの活用に関する調査の調査推進委貞  安岡善文  
会要員  

地球環境遠隔探査技術等の研究の検討委貝会委員   鈴木 睦  
地域観測デ」夕のデータベース化に関する研究の研究推進委貝会  宮崎忠国  
委員  

防災科学技術研究所  全地球システムモデル研究の研究検討委貝全委員  鵜野伊津志  
地球温暖化の原因物質の全項的挙動とその影響等に関する陳湘研  杉本伸夫  
究検討委貞会委員  

防災科学技術研究所運営委員   石井善徳  

国土庁   大深度地下利用に関する技術・安全・環境分野専門有識者会議  陶野郁雄  
臨時大深産地下利用調査会専門委貞   陶野郁雄   

文部省  測地学審議会委員   鈴木継美  

測地学審議会臨時委員   渡辺正孝  
日本ユネスコ国内委員会自然科学小委員会調査委貝   鈴木継美  

岩手大学  非常勤講師（環境科学符講ロ）   中杉修身   
山形大学   非常勤講師（分析化学特講Ⅲ）   高村典子   
茨城大学  ．非常勤講師（地球環境工学）   稲森悠平  

ク  （環境工学）   今井章雄，横沢英夫  

ケ  （湖沼の物質循環）   岩熊敏夫  
ケ  （対話ゼミナールⅠ）   町田敏暢  

筑波大学  学位論文審査専門委貞会安貞   竹中明夫  
筑波大学先端学領域研究センター客員研究員   森田恒幸，川島康子  

併任教授（環境生理学）   小林隆弘  
ク （環境毒性学）   嵯峨井勝  
〃 （経営工学）   安岡善文  
ケ （都市地域計画）   中杉修身  
ケ （植物分類学）   渡通 信  

併任助教授（水圏植物生理学）   野尻幸宏  
ケ  （環境生理学）   持足克身  
ケ  （環項毒性学）   市瀬孝道  

非常勤講師（生態系利用工学）   稲森悠平  
ク  （専門教育科目人間集団生物学実習）   兜 眞徳  
〃  （生物の適応戦略）   稲森悠平，野尻幸宏  

非常勤講師（生物学特講XV一先端生物化学）   渡逓 信   
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筑波大学   非常勤講師（総合科目アジアにおけるダイナミズムの風土）   清水 浩   
筑波大学（院）  〃  （環境分析化学）   高松武次郎  

ケ  （大気環境学Ⅱ）   井上 元  

ク  （応用生物化学特別講義Ⅳ）   内山裕夫  

筑波大学医療技術短期大学                        非常勤講師（公衆衛生学実習）   藤井敏博   

埼玉大学   非常勤講師（環境アセスメント）   稲束悠平，矢木修身   

千葉大学  非常勤講師（量子化学Ⅰ）   福山 力  

ク  （応用計測学）   大政謙次  

ク  （大気科学）   畠山史郎，光本茂記  

ヶ  （量子化学Ⅱ）   井上 元  

東京大学  併任助教授（特定研究客員講座「環境機械工学」）   花崎秀史  

非常勤講師（衛生学）   森田昌敏  

ク、（環境保健学・環境保健実習）   新田裕史  
ク  （公衆衛生学実習）   兜 眞徳  
ケ  （人類生態学特論Ⅰ，同実習Ⅰ）   安藤 満  
ケ  （薬理・毒性学）   遠山千春  

東京大学分子細胞生物学  濾過 信  
研究所  
東京大学生産技術研究所  

同構造の解明に関する共同研究）   

東京大学気候システム研究  鷲旺‖申明  
センター  
東京医科歯科大学   非常勤講師（衛生学）   遠山千春，青木廉展   

東京工業大学  併任教授（グローバル・システム計画論）   森田恒幸  
ク  （環境計画特論）   森田恒幸  
ク  （地球環境と政策特論）   西岡秀三  

併任助教授（グローバル・システム計画論）   原田茂樹  
ク  （環境計画持論）   原田茂樹  

非常勤講師（物理化学特別講義）   鷲田仲明  
ク  （生態環境工学）   渡辺正孝  
ケ  （地球環境と環境政策）   奥田敏統，川島康子  

ケ  （化学環境工学特別講義第一）   酒巻史郎  
電気通信大学  非常勤講師（数値解法）   須賀伸介   
福井医科大学   非常勤講師（環境保健学）   大井 玄   
名古屋大学大気水圏科学  石井善徳  
研究所  
京都大学生態学研究七  岩熊敏夫  
ンクー  

京都大学生態学研究センター外部専門的評価垂貞会委員   石井書徳，岩熊敏夫  

京都大学東南アジア研究  鈴木継美，古川昭雄  

センター  

鳥取大学   非常勤講師（穏境化学）   矢木修身   

島根大学汽水域研究セ  岩熊敏夫，野原精一  
ンター  
徳島大学   非常勤講師（環境科学概論）   森田昌敏   
佐賀大学   博士論文審査員   陶野郁雄   

熊本大学   非常勤講師（化学と環境）   中杉修身   
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国立極地研究所  国立極地研究所専門委貝会委貝   佐竹研一  
国立極地研究所特別共同研究員   町田敏暢  
北極科学研究推進特別委員会委員   横内陽子  

統計数理研究所  統計数理研究所共同利用安貞会専門委月余委員   小野雅司   
国立民族学博物館   国立民族学博物館共同研究員   米田 稜   

厚生省  母乳中のダイオキシンに係る検討会委月   森田畠敏  
ごみ処理に係るダイオキシン削減対卿灸肘余香貝   森田昌敏  

食品衛生調査会臨時委員   鈴木継莫  
国立公衆衛生院  藻類増殖制御の面から見た公共用水域の水質管理技術の向上に関  渡過信  

■ する研究委貞全委員  
西川椎高  

研究委貞会委員  
国立衛生試験所  国立衛生試験所所内研究評価委員会委員  森田昌敏  

人を取り巻く生活環境におけるダイオキシン等及びその前駆体の  森田昌敏  
潜在的リスクアセスメントに関する委員会委月   

農林水産省  農林水産技術会議専門委員   鈴木継英，大井 玄  

農業資材審議会専門委員   矢木修身  
水産庁  化学物質魚介類汚染調査検討会検討委貝   森田昌敏   

工業技術院  国際計量研究連絡委眉会専門委貞   森田昌敏  

産業技術審議会専門委貞   清水 港  
資源環境技術総合研究所             資環研アドバイザリーボード委員   鈴木継美   

気象研究所   エル・ニーニヨ南方振動の機構解明とその影軌こ関する研究検討  高薮 緑  
委員会委員  

北極域における気圏・水圏・生物圏の変動及びそれらの相互作用  横内陽子  
に関する国際共同研究作業分科会委員   

郵政省  電気通信技術審議会専門委貝   兜 眞徳  
地球環境保全国際共同研究推進会吉羨構成員   笹野泰弘  

通信総合研究所  地上衛星間レーザ長光路吸収システムの総合評価に関する検討会  笹野泰弘，杉本伸夫，中根英昭．  
委眉   松井一郎   

土木研究所   建設省土木研究所ビジョン懇談会委月   石井吉徳   
関東地方建設局   稲戸井調節池総合開発事業環境懇談会委員   高村典子  

霞ケ浦開発事業モニタリング委員会特別委員   春日清一   

北海道  高度技術利用に係る環境保全対策検討委貞全委員   中杉修身  
大気・海洋の環境調査及びモニタリング検討委員会委員   井上 元  

福島県  猪苗代湖水環境基礎調査検討委貞全委員   渡通 信   

茨城県   茨城県環境影響評価審査会委員   兜 眞徳．森田恒幸，若松伸司  

茨城県環境科学センター（仮称）基本構想策定委員会委員   西岡秀三  

茨城県環境審議会委員二   中杉修身，西岡秀三，高村典子，  
陶野郁雄■  

茨城県生活排水対策基本計画策走委員会委員  福島武彦  

茨城県総合計画審議会委員   鈴木継美  

茨城県都市計画地方審議会環境影響評価専門部会委員   兜 眞徳  

茨城県都市計画地方審議会専門委貞   影山隆之  

環境とエネルギー研究会委員   森口祐一   
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茨城県  公共処分場懇請会   後藤典弘  
茨城県都市計画地方客損金荒ノーl本郷土地区画整理事業環境影響評  兜眞徳  
価専門委月余委員  

茨城県自然博物館  春日清一  
電着  

茨城県立農薬大学校  藤沼康実  
つくば市   つくば市一般廃棄物減量等推進等議会委員   中杉修身   

栃木県  栃木県環境学習アドバイザー   清水 浩  
栃木県環境謬窮余水質専門委月余言詫委員   矢木修身  

群馬県  群馬県環境春吉詫余香月   原沢英夫  
群馬県環境審減食専門委貝   原沢英夫  
群馬県地盤沈下嗣査蚕月余委月   陶野郁雄  
群馬県地盤沈下調査研究委月余重点   陶野郁雄  
尾蘭総合学術調査団重点   岩熊敏夫  

埼玉県  埼玉県化学物蜜柑策専門委貝   森由昌敏   
越谷市   越谷市現脚巣食審議会委員   森田恒宰   
所沢市  所沢市まちづくり基本方針弼夏蚕月余香月   一ノ瀬俊明  

環境藩論余香月   後藤踊彦  
所沢基地跡地協満会総合部会長   藤田八嘩  

千葉県  子弟県環境学習アドバイザー   中島興基  
千葉県環境調車検肘委員会香月   木幡邦男  
千葉県大気環境保全対策専門委月余委月   鵜野伊津志  

野田市  野田市環境審浪合委員   山崎邦彦   
柏市   第二清掃工業環境アセスメント検討会講構成員   中島興基   
東京都  化学物質生物汚染状況調査検肘委員会委員   森田昌敏  

大気汚染健康影響サーベイランス構想検討委月余委員．   新田裕史  
地下水保全対策検討委員全委員   中杉修身  
東京都環境審議会調査委貞   中杉修身，原沢英夫  

化学物質生物汚染状況調査検討委月余委員   森田昌敏  
東京都大気環境常時測定局における測定項目の見直しに係わる検  松本幸雄  
討全委員  

東京都立大学  非常勤講師（自然科学実験一地学－）   一ノ瀬俊明   
港区   港区環境懇談会委員   青柳みどり   
新宿区   新宿区環境審議会委員   後藤典弘   
豊島区   東京都豊島区環境管理計画策定委員会委員   青柳みどり   
神奈川県   神奈川県環境影響評価制度検討委貞会   後藤典弘   
横浜市   横浜市廃棄物減量化・資源化等推進審議会委員   中杉修身   
川崎市  川崎市環境影響調査検討委員全委員   松本幸姓  

川崎市先端技術産業環境保全委員会委員   矢木修身  
鎌倉市－  鎌倉市まちづくり審議会委員   川島康子  

鎌倉市都市マスタープラン策定委貞全委員   川島康子  
茅ヶ崎市  茅ヶ崎市環境審議会委員   原沢英夫   
新潟県   地盤沈下対策検討委貞会委員   陶野郁雄   
石ノーl県   石川県ロシアタンカー油流出環境影響調査委員会委員   柴田廉行   
福井県   環境保全技術専門アドバイザー   功刀正行   
山梨県   山梨県環境科学研究所（仮称）顧問   鈴木継美   
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委  嘱  先   委  嘱  名   氏  名   

長野県   長野県環境審議会環境基本計画専門委貝   青柳みどり   
滋賀県  生態学琵琶湖賞選考委貞全委員   岩熊敏夫  

琵琶湖の有機汚濁に関する検討委貞全委員   今井章雄  
大阪市立大学  非常勤講師（植物生理生態学）   古川昭雄   
鳥取県   鳥取県公共関与処分場安全確保対策専門家会議委員   中杉修身   
熊本県   熊本県地下水汚染対策検討会委員   中杉修身   

新エネルギー・産業技  石井書徳   
術総合開発機構   

日本原子力研究所  放射線高度利用研究委月余委貞   大政謙次  
放射線月醐寸利用研究委貞会専門委貞   矢木修身  

理化学研究所  微生物系統保存事業運営委員会委貞   渡通 信   
日本科学技術情報センター  生体影響データベース委員会委員   中杉修臥 植弘崇嗣  ′   
国際協力事業団  インドネシア環境管理センタープロジェクト国内委眉会委貞   大坪園順，桐田久和子  

韓国水質改善システム開発プロジェクト国内委員会委員   稲森悠平，福島武彦  

中国日中友好環境保全センタープロジェクト国内委月会委月   森田昌軌 阿部重信，牧野和夫  

日本学術振興会  アジア地域の環境保全研究推進委員全委員   森田恒辛  
総合研究連絡会議委員   鈴木嗣美  

石油公団  南極地域石油基礎地質調査委員会委員   石井吉徳   
宇宙開発事業団  グローバル・リサーチ・ネットワーク制度による地球科学技術研  安岡善文  

究の為の基礎的データセット作成研究研究実施検討会委員  

客員開発部貞（ADEOS－T搭載用GLIの開発）  鈴木睦  
客員開発部貞（ライダの研究に関する支援）   在野泰弘  
客貞開発部貝（宇宙用レーザリフレクタの検討に関する支援）  杉本伸夫  

地球観測システム本部地球観測データ解析研究センター招粥研究  安岡蕃文  
貞  

海洋水産資源開発センター                                漁船活用型地球環境モニタリング委員会委員   森田昌敏   
排水問題関連JRA対策  森田昌敏   
委員会   
閉鎖性海域環境保全国際  鈴木継美   
的組織設立準備委貞会   
国際エメックスセンター  国際エメックスセンター評議員   石井書徳   

栄邦大学   論文審査委貞   岩熊敏夫   
高崎経済大学   非常勤講師（地球環境の構造）   後藤典弘   
上智大学   非常勤講師（環境経済学）   日引 聡   
大阪経済法科大学   非常勤講師（自然地理学）   増田啓子   
中央大学   非常勤講師（大気・海洋の科学）   光本茂記   

明治大学   非常勤講師（地学概論Ⅰ，Ⅱ）   鵜野伊津志   
龍谷大学   非常勤講師（自然地層学）   増田啓子   

一 298－   



〔環境研修センター講師一覧〕  

研  修  名   講 義 名 等   氏   名   年  月  日   

環境庁新採用職員研修（Ⅰ種）  先輩職員との懇談会   高 橋 善 事  8，4．8   

環境庁新採用職員研修（Ⅰ種）  環境科学の現状と課題   鈴 木 継 莫  8．4．1Z   

環境行政管理・監督者研究会  環境研究の方向   石 井 吉 徳  8．5．14   

一般分析研修   これからの環境研究   相 弘 崇 嗣  8－ 5．24   

水質分析研修   排水基準項目の分析法①（重金属頬）   柴 田 康 行  8．6－13   

水質分析研修   実習（lCP発光分析法）   米 旧  穣  8．6．17”6．18   

水質分析研修   微量有害化学物質による環境汚染と計測   安 原 昭 夫  8．6．27   

機器分析研修（特定課程）A  山本貴士  

（第1回）  

地域環境研修   廃棄物，リサイクル対策  後藤典弘   

環境影響評価研修   水環境に係る環境影響評価技法   原 沢 英 夫  8，8．28   

環境モニタリング研修   水質測定データの取扱い方   原 沢 英 夫  8．10．16   

環境基本計画研修   循環（環境リスク論）   兜  眞 徳  8．10．30   

環境基本計画研修   循環（廃棄物・リサイクル）   乙 間 末 贋  8．11．1   

地球環境保全技術研修   経済的手法   日 引  聡  8．1Z．4   

地球環境保全技術研修   酸性雨の現状   村 野 健太郎  8．12，5   

大気分析研修   地球規模の環境問題（地球温暖化等）   大 坪 園 順  8．12．4   

大気分析研修  実習（酸性雨の測定法）  西川雅高  
8．12．12－12．13  

大気分析研修  実習（1CPの測定法）  田中 致   

大気分析研修   大気汚染と環境科学   鷲 田 仲 明  8．12．19   

機器分析研修（一般課程）   原子吸光法及び発光分析法の基礎と応用  ■   米 田  穣  9．1．23   

機器分析研修（一般課程）   環境分析とパソコンの利用  功 刀 正 行  9．2．6   

機器分析研修（一般課程）   これからの環境化学   彼 谷 邦 光  9．2．6   

情報処理研修   環境保全情報の活用   神 田 修 二  9．1．28   

情報処理研修   社会調査情報の作り方と活用法   須 賀伸 介  9．1．29   

情報処理研修   インターネット実習1   板 橋 正 文  9．1．29   

情報処理研修   インターネット実習   宮 下 七 重  9．1．Z9   

情報処理研修   インターネット実習   山 崎  学  9－1．30   

情報処理研修   インターネット実習   松 田 和 久  9．1．30   

大気保全研修   酸性雨と大気汚染   村 野 健太郎  白．2，13   

大気保全研修   自動車と環境問題   清 水  浩  9．2．18   

大気保全研修   大気汚染と人体影響   嵯峨井  勝  9．2．20   
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6．研究所日誌  

（1）研究所  

年月 日   事  項   年月 日   事  項   

8．4．17  9．10  日本電力調査委貞会㌦行来所  

ク  9．12  東南アジア青年招へい計画一行来所  

4．19   9．25  福岡県立鞍手高等学校一行来所   

4、22  

所  
10．Z  

4．26   
10．17  

5．7  環境事業団新規採用者職員一行来所  （－10．18）   

10．18   

験実習一行来所  
10．22  

5．15   
11．5  

5．24  出光興産（株）他石油関連業者一行来所   
11．6  

5．29  東京テクノ・フォーラムー行来所   
11．7  

5．30  東京医薬専門学校一行来所   
11．8  

6．12  所  

ケ  11．12  

6．21   ノン  

6．22  （環境月間）特別講演会・施設一般公開  11．14   

6．26  千代田町家庭排水浄化推進協議会一行来所   11．21  

6．27  
行来所  

ク  
11．22  

ク  
ク  

6．28   
11．28  

7．1  
11．29   

修一行来所   12．9  

7．5   
流会議）（於：東京）  

12．10  
7．14  東村立′ト学校「ふるさと探検隊」一行来所   

12．10  
7．22  フランス大使館環境関係者一行来所   

12．13  
7．26  中国国際学術研究関係者，随行者一行来所   

12．18  
7．30  チリ大学研究者，同行者一行来所   

12．19  
8．1  

9．1．21  
ク  

1．30  
8．2  

′ケ  
ケ  

ユ．31  
8．6   

2．4  
8．7  東京都台東区教職員一行来所   

2．5  
8．22  草加市公害対策審議会委貞一行来所   

2．6  
8．26  福岡県立修猷鋲高等学校第2学年生一行来所   

2．7   
8．28  チェルノブイリ笹川医療協力プロジェクト招へい  

専門家一行来所   2．17  東南アジア環境技術（大気保全）コースー行来所   
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年月 日   事  項   年 月 日   事  項   

2．19  3．7  JICA「開発プロジェクトコース」一行来所  
（－2．20）  

3．10  

2．20  ショップ（於：東京）  
に関する検討会  

3．12   

〃  
3．14  日米他三国交流事業関係者一行来所  

2．24  
3．18  JICA「有害金属汚染対策コース」一行来所  

3．3  
3．26  

3．6   
ク   

（2）研憺センター  

年月 日   事  項   年 月 日   事  項   

8．5．24  

ンタpパート研修員SaulRoldanl）AVILA氏来  
所   11．12  論説委員の職場訪問一行来所  

6．19   9．3．26  タイ国環境研究研修センター職員SoiosKharlkhrua  
氏及びChayanhNamyuang氏来所   
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7．研究所構成員  

（平成9年3月31日）  

職  名   氏  名   職  名   氏  名   

所  長   石 井 吉 徳  施設課長   守 田 不二隆   
副 所 長   大 井  玄   課長補佐  龍崎惣一  

藤田和伸  
主任研究企画官   奥 村 知 －   動物施設専門官  ′ト石元  

研究企画官  笹岡達男  
生物施設専門官  竹内久智  

山崎邦彦  理工施設専門官  井出建夫  
（併）  酒巻史郎   特殊施設専門官  土屋重和  
（酪）   清 水 英 幸   営繕専門官  水澤雅義  
（併）   杉 山 健一郎   管理係長  糸魚川 ’弘  

国際共同研究官   植 弘 崇 嗣   共通施設係長  安彦好竹  
国際研究協力官   山 村  充   共通施設係貝  赤羽圭二  

総務部長   岡 田 英 夫   特殊施設係長（併）  藤田和伸  

総務課長   城 所 一 男   技術係長   駒 場 勝 雄   

課長補佐  小澤孝行  
地球環境研究グループ統括研究官  西岡秀三  

′ト原 昇  
（併）  古川昭雄  

総務係長  三浦祐一  
（併）  井上 

総務係主任   山 口 和 子   
温暖化現象解明研究チーム総合研究官  

総務係員  浮貝太一  
主任研究貞  竹中明夫  

松本行央  
向井人史  

車庫長  阿久津勇   
（欠仁  

副車庫長   染 谷 竹 男   
厚生係長   （欠）   

厚生係主任   木村 幸 子   
研究員  

宮 嶋 幸 司   
町田敏暢  

厚生係員  温暖化影響・対策研究チーム総合研究官  
人事係長   大 橋 孝 生   

■主任研究員．  甲斐沼美紀子  
人事係主任   川 村 和 江   

増田啓子  
人事係員   大 見 幸 司   

（欠）  

業務係長   神 谷 仁 巳   
オゾン層研究チーム総合研究官  登   中根英昭  

会計課長   浅 野  
主任研究員  秋吉英治  

課長補佐  石塚文彦  
（欠）  

（欠）  ケ  
経理係長  工藤常男   

酸性雨研究チーム総合研究官  佐竹研一  
経理係員   豊 田 淳 一   主任研究眉  

成 島 克 子   
畠山史郎  

支出係長  
ケ  

志 田 健 治   
（欠）  

支出係員  
契約係長   中 村 邦 彦   
契約係主任   赤 塚 輝 子   海洋研究チーム総合研究官  原島 
契約係員  林 俊宏  

省  
主任研究員  功刀正行  

滝田暁夫  
原田茂樹  

調度係長  白井一成   
調度係員   吉 葉  洋  森林減少・砂漠化研究チーム総合研究官  

清 水 昭 史   主任研究員   唐  艶鴻  
（欠）   
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職  名   氏  名   職  名   氏  名   

研 究 員   足 立 直 樹   主任研究員   （欠）   

野生生物保全研究チーム総合研究官  椿  宜 高   都市環境影響評価研究チーム総合研究官  新■ 田 裕 史   
主任研究員  高村・健二  主任研究員  高橋憤司  

永田尚志  影山隆之  

衛星観測研究チーム総合研究官  笹野泰弘  （欠）   

主任研究貞  鈴 木   睦  研究貞  今 井 秀 樹  
横田達也  開発途上国健廉影響研究チーム総合研  満  

主任研究官  村野健太郎  

（併）   
原 沢 英 夫   主任研究員   平野靖史郎  

山，元昭二  

地域環境研究グループ統括研究官   森 田 昌 敏   稲森悠平  
上席研究官   ；    夏 ・・・   総合研究官   
交通公害防止研究チーム総合研究官  清 水  浩   主任研究員   水落元之  
主任研究員   近藤美別  開発途上国生態系管理研究チーム総合  

（欠）  研究官   
都市大気保全研究チーム総合研究官  若 松 伸 司   主任研究員   （欠）   

主任研究員   ．上 原・ 清   研 究 貞   福 島 路 生  

（欠）  開発途上国環境改善（大気）研究チーム  森田昌敏  
総合研究官（併）  海域保全研究チーム総合研究官  木幡邦男  

主任研究員  中村泰男  
主任研究員  西川雅高  

（欠）  

主任研究官  竹 下 俊 二   

福島武彦  
中島興基  

主任研究員  松重一夫  春日清一  

（欠）  

松本幸雄  

白石寛明  後 藤 典 弘   
主任研究員  （欠）   上席研究官   大 井  紘  

環境経済研究室長（併）   後 藤 別 行  
水改善手法研究チーム総合研究官  森口祐一  主任研究貞  青 柳 みどり   
主任研究貞  （欠）   日引  聡  

研究員  川島康子  
研究員  松橋啓介  資源管理研究室長   乙 間 末 贋   

大気影響評価研究チーム総合研究官  嵯峨井  勝   主任研究員   森  保 文   
主任研究貞  市 瀬 孝 道   研 究 員   寺 園  淳  

高 野 裕 久   環境計画研究室長   原 沢 英 夫  
化学物質健康リスク評価研究チーム  主任研究員  （欠）   

総合研究官  
主任研究員  米元純三  研究員  高橋 潔  

高木博夫  情報解析研究室長   田 村 正 行  
ノン  稲葉一穂  主任研究員  須賀伸一介  

曽根秀子  清水 明  
化学物質生態影響評価研究チーム総合  山形∴与志樹  
研究官  
主任研究員  笠井文絵  研究員  （欠）  

主任研究官   青 木 陽 二  
菅谷芳雄  

研究貞  五箇公一  中 杉 修 身   
新生生物評価研究チーム総合研究官  矢 木 修 身  上席研究官   藤 井 敏 博   
主任研究貞   中 嶋 信 美   計測技術研究室長（併）   藤 井、J敏 博  

岩 崎 一 弘   主任研究員   田 達  磨   
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職  名   ・氏  名   職  名   氏  名   

主任研究員  横内陽子  主任研究員  酒巻史郎  
久米博  （欠）  

計測管理研究室長  安原昭夫  ケ  

主任研究員   伊 藤 裕 廉   研究員  猪俣敏  

研究員   吉永 浮  奥貫孝夫  

山本貴士  古林仁  

動態化学研究室長  柴田康行  高層大気研究室長  杉本伸夫   

主任研究員  瀬山春彦  主任研究員  松井一郎  
ク  田中 敦  （欠）  

研究員  堀口敏宏  研究員  古閑信彦  
米 田  穣   大気動態研究室長   福 山   力  

化学毒性研究室長  彼 谷 邦 光   主任研究員  内 山 政 弘   

主任研究員  白石不二雄  （欠）  

佐野友春  研究員  遠嶋康徳  

研究員  （欠）  高橋善幸   
主任研究官   河 合 崇 欣   

水土壌圏環境部長  渡辺正孝  

環境健康部長   上席研究官  大坪園順  

上席研究官   小 林 隆 弘   水環境質研究室長   内 山 裕 夫   

生体機能研究室長   藤 巻 秀 和   主任研究員   冨 岡 典 子   

主任研究貞  鈴 木  明   研 究 員   （欠）  

持 立 克 身   水環境工学研究室長   村 上 正 吾  
野原憲子  主任研究員  宇都宮陽二朗  

研究員  古山昭子  今井章雄   
病態機構研究室長   青 木 康 展  西 村   修   

主任研究員  松本 理  井上隆信  
石堂正美  天野邦彦  

〃  佐藤雅彦  研究員  （欠）  

研究員  （欠）   土壌環境研究室長   高 松 武次郎   

保健指標研究室長   三 森 文 行   主任研究員  向 井   菅   
主任研究員  国本学  服部浩之  

梅津豊司  土井妙子  

研究員  山根一祐  研究貞  林誠二   
環境疫学研究室長   小 野 雅 司  金 尾 昌 美   
主任研究員  本 田  ．地下環境研究室長  陶 野 郁 雄  

黒河佳香  主任研究員  （欠）  

（欠）   研究員  
．研究員  

生物圏環境部長  岩熊敏夫  

大気圏環境部長   上席研究官  古川昭雄  

井 上  上席研究官  環境植物研究室長   大 政 謙 次   

大気物理研究室長   鵜 野 伊津志   主任研究員  名 取 俊 樹   

主任研究員  光本茂記  清水英幸  

高薮  緑  研究貞  戸部和夫  
花 崎 秀 史   環境微生物研究室長   渡 逓   信  

ク  沼口  数  主任研究員   広木幹也  

、研究㌧貝  菅田誠治  佐什 潔   

・大気反応研究室長   今 村 隆 史  生態機構研究室長  野 原 精 一   
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職  名   氏  名   職  名   氏  名   

主任研究員  宮下 衛  研究管理官  藤沼麻美  
上野隆平  神沢博  
多田 滴  （欠）  

分子生物学研究室長（㈲  岩熊敏夫  （併）  大坪既順   
主任研究員  佐 治   光   （併）   中 島 興 基  

久 保 明 弘   主任研究員   （欠）  

研究員  青 野 光 子   研 究 員   一ノ瀬 俊 明  
業務係長   吉 成 信 行   

環境情報センター長   佐藤雄也  交流係長  （欠）   

情報管理室長  阿部重信  
観測第1係長  

室長補佐  板橋正文  
観測第1係員  外 山 洋 一  

情報システム専門官  久保恒男  
ク  （併）   浮 貝 太 一  

連格調整係長  高木 勉  
観測第2係長   

電算機管理係長  中田 
（欠）  

敏  
観測第2係員   中 井 真 司  

電算機管理係貝  山崎学  
（併）   竹 内  正  

電算機運用係長  萩原理之  
国際情報係長  （欠）  環境研修センター所長   後 藤 禰 彦   
国際情報係員   仁 科 英 俊  研修企画官   藤 田 八 曙   

情報整備室長   神 田 修 二   庶務課長   高 畠 立 行   
数値情報専門官（併ト   小 原  昇   庶務係長   今 井 正 之   
調査係長   （欠）   庶務係貞   須 藤 和 美   
調査係貝   松．田 和 久   電  工   五十嵐 樺 雄   
整備係長   猪 爪 京 子   運転手   佐久間  啓   
管理係長   宮 下 七 重   用務貞   五十嵐 光 子   

研究情報室長   古 川 満 信   会計係長   佐 藤 匡 廣   
学術情報専門官   杉 山 健一郎   会計係貞   佐々木  修   
研究情報係長   小 山  悟   教務課長   関 村 武 光   
照会検索係長   古 田 早 苗   国際研修協力専門官（併）   西 宮  洋   

図書資料係長   松 井 文 子   教務係長   高 篠 まち子   
普及係長   （欠）   教務課主査   桑 原 伸 充   
普及係主任   名 取 美保子   教務係貞   星 野 哲 也  

主任教官   牧一野 和 夫   
地球環境研究センター長（副所長充て職）  玄  

教官  桐問久和子  
総括研究管理官   安岡善文  中村勇兄  

研究管理官   宮 崎 忠 国   渡辺靖二  
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8．評議委員会構成員  

国立環境研究所評議要項会  

重 責 長  

委  員  

ク‘  

（財）地球環境産業技術研究樅構地球環境産業技術研究所長  

全国公害研協議会会長（岐阜県保健環境研究所長）一  

日本学術会議会長  

京都市立芸術大学長  

武田薬品工業（株）相談役  

東京情報大学長  

滋賀県顧問  

京都大学経済研究所長  

京都大学教授  

東京大学名誉教授  

近 藤 次 郎   

井 口 恒 夫   

伊 藤 正 男  

上 山 春 平  

梅 本 純 正  

小 田   稔  

吉 良 竜 美  

佐 和 隆 光   

内 藤 正 明   

不 破 敬一郎  
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9．表 彰 等  

，氏  名   所  属   賞の名称   受賓内容   受賞年月日   

山形与志樹  社会環境システム部   （社）日本リモートセンシン  航空機MSS実験による釧路遅原   8．5．10  
グ学会 論文奨励賞   植生判別に有効な波長帯の選定と  

植生分類画像の作成   

内山 政弘  大気圏環境部   日本エアロゾル学会   巨大立坑で生成した人工雲への二  
井伊谷賞   酸化硫黄のRaj爪印t   

渡辺正孝  （社）環境科学会  赤潮の発生柳持と青潮の生成環境  8．9．28   
1996年度論文賞  

木幡邦男   

花崎 秀史  大気圏環境部   （杜）日本流体力学会   Linear processesin unsteady   9．2．15  
1996年度竜門賞   Stablv stratified turbulence   
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10．平成8年度研究発表会，セミナー等活動記録   

（1）国立環境研究所セミナー  

．No．   年月日   題  名   発 表 者   所  属   
1回  M．Rentzea  MaxPlanckrnStitute  

Germany，andactivitiesofmassspectrometry）aboratory  （ドイツ）  

inHeidelbe柑  

WhatisgoingonintheNetherlandandEurpe  N．Nibbering  
concerningenv汗onmentalresearchandeducation  （オランダ）  

2回   AT＆TBellLaboratories  
・（米国）   

3回  8．11、27  スーパーコンピュータの現状と将来   小柳義夫   東京大学大学院   
4回  8．12．6  BeyondtheGlobeZOOO   C．0．Barney   Millennium lnstitute 

（米国）  

5回  9．乙 5  StudiesoTlintermediaryspeciesinflames   H．Egsgaard   RisoNationalLaboratory  
（デンマーク）  

6回  9．2－ 7  有毒毒性類の毒性   C．A．Codd   UniversltyOfDundee  
（英国）  

7回  9．乙21  21世紀の氷河の質量収支の展望と海面変化の可能性  大村あつむ   東京大学   
一美測値と機構モデルに基づいて  

（2）第12回全国環境・公害研究所交流シンポジウム  

開催日：平成9年2月19日，20日  場 所：国立環境研究所大山記念ホール  

題  目   発 表 者   所   属   

開 会   石井 吉徳  国立環境研究所   

挨 拶   古市正敏  
［環境モニタリング］   

玉置元則   
変異原性を指標とする大気質モニタリング   松本  寛  北海道環境科学研究センター   
波照間・落石岬ステーションにおける温室効果ガスのベースラ  藤沼麻美  
インモニタリング   

斉藤勝美   
とその特徴   平野耕一郎  横浜市環境科学研究所   

船舶を用いた洋上大気モニタリング   野尻 幸宏  国立環境研究所   
オキシダント温度の現状と今後の課題   柴田 和信  長崎県衛生環境研究所   
検知管を用いた環境汚染物質の簡易モニタリング法   佐藤 正光  愛知県環境調査センター   
GC／MS・スキャン法を用いた水環境中化学物質（285種）の   門上希和夫  
一斉分析法   

生物試料を用いた海洋中の有毒化苧物質モニタリング   柴田康行   
霞ケ浦に流入する全河川の同日負荷量調査   菊池信生  

栗田初美  
GEMS／WATER計画と日本のB］際協力   中島興基   

東京における水環境中の化学物質調査   佐々木裕子  
ー化学分析とバイオアツセイー   

定期航路を用いた日本近海の海洋汚染モニタリング  功刀正行  
原島省  
藤森一男  
中野武  

［特別講演〕   

今後の地球環境モニタリングの展開について   安岡善文   

閉会の挨拶   大井  玄  国立環境研究所   
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11．施設の整備状況一覧  

（平成9年3月31日現在）  

名   構   造   
建物面積（n習  

施   設  
建面積   延面積   

竣 工 年 月  

研究本館Ⅰ（研究Ⅰ棟，研究Ⅱ棟）  RC 3 5，540  11，633  

［斯昭和52年5月竣工  

研究本館ロ（共同利用棟，共同研究棟）  RC－3  2，405  5，664  

［期昭和57年2月竣工  

研究本館Ⅲ  RC4  1．068  4，077   

管理棟  RC 2 697  1．144  

［期昭和54年1月竣工  

大気化学実験棟（スモッグチャンバー）  RC－1  723  723   

大気拡散実験棟（風洞）   RC－2，地下1   741   2，329  昭和53年3月竣工   

大気汚染質実験棟（エアロドーム）   SRC8   176   し321  昭和54年4月竣工   

大気モニター棟   RC1   81   81  昭和53年3月竣工   

大気共同実験棟（フリースペース）   RC－3   443   986  昭和58年12月竣工   

ラジオアイソトープ実験棟   RC－3   958   1，564  昭和53年3月竣工   

水生生物実験棟（アクアトロン）  RC3，RC－2  1．384  2．535  

］斯昭和55年11月竣工  

水理実験棟  S1  1，167  1て167  

H期昭和55年1】月竣工  

動物実験棟Ⅰ（ズートロンⅠ）  SRC－7  1，379  5，185  

［期昭和51年10月竣工  

仲動物棟含む）  

動物実験棟Ⅱ（ズートロン［）  RC－3  934  1．862   

土壌環境実験棟（ペドトロン）   RC3   637   1，931  昭和53年2月竣工   

植物実験棟Ⅰ（ファイトトロンⅠ）   RC3   1．392   3．348  昭和50年12月竣工   

植物実験棟］・騒音保健研究棟   RC－4，地下】1  ・1，242  3．721  

実験ほ場（本構内）  Ⅰ期昭和52年11月竣工  

］斯昭和57年3月竣工  

管理棟  373  414   

温室3棟  576  576  

ほ場  5．60D  

実験ほ場（別団地）  工期昭和52年11月竣工  

11期昭和57年3月竣工  

管理棟  RC－2  179  214  

ほ場11面  7，000  

生物生態園  昭和54年10月竣工  

工作棟  RC2  158  189  昭和49年10月竣工   

危険物台車   B－1   82   82  昭和55年11月竣工   

エネルギーセンター  RC－2  写．590   3，101  昭和49年10月竣工  

（昭和51年一部増築）  

廃棄物処理施設Ⅰ  特殊実験廃水処理能力  昭和49年10月竣工   

100nf／日  

廃棄物処理施設［  一般実験廃水処理能力  昭和54年2月竣工  

300n？／日  平成7年3月更新   
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施   設  名   構  造   建物面積（㌦）  
竣 工 年 月  

建面積   延面積   

微生物系統保存棟   RC－2  365  801  

霞ケ浦臨湖実験施設   昭和58年3月竣エ  

実験管理棟  RC－2  1，045 1．748  

用廃水処理施設   RC－1   913  913   

附属施設  RC－1  286  286さ  

奥日光環境掛別所  
管理棟  RC2  121 昭和61年10月竣工                      189   

実験棟   RC1   198  198   昭和63年3月竣工   

観測棟   RC－1   8  8   昭和63年3月竣工   

地球環境モニタリングステーション波照間  観測棟：RC1  建／延面積l弧7nf  

観測塔：自立型鉄骨道  

l  

平成4年3月竣工  
H39．On】  

地球環境モニタリングステーション落石岬  
構造1階建  

観測塔：支線型鉄骨造  平成6年3月竣工  
H55．5m  

畢島NOAA受信施設  受信アンテナ塔：  平成7年1月竣工   
自立型鉄骨造H13．Om  

環境遺伝子工学実験棟  RC－3  737 1，627  

特高受電需要設備棟   RC－1   524   524  平成9年3月竣工   

環境研修センター1号棟（本館）   RC3   82声   Z．216  昭和49年9月竣工（所沢市）   

2号棟（実習棟）   RC3   7ZO   2．ユ97  昭和49年9月竣工   

3号棟（厚生棟）   RC－1   399   450  昭和49年9月竣工   

4号棟（宿泊棟）  RC－5  590  2，873  

（平成6年6月増築）  

5号棟（渡廊下）  R－1  162  16Z   

7，号棟（薬品庫）   RC－1   9   9  昭和51年3月竣工   

8号棟（車庫）   R－1   60   60  昭和51年3月竣工   

9号棟（ゴミ処理室）   RC－1   40   40  昭和51年3月竣工   

10号棟（乾燥室）   R1   23   23  昭和51年3月竣工   

11号棉（物品倉庫）   R－1   14   14  昭和57年9月竣工   

12号棟（自転車小屋）   R－1   15   15  平成6年6月竣工   

13号棟（特殊実習棟）   RC－3   375   1．054  昭和63年5月竣工   

14号棟（ボンベ置場）   RC－1   4   4  昭和63年5月竣工  
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12．国立環境研究所施設配置図  

〒305 茨城県つくば市小野川16－2  

電 話 0298－50－2314   



霞ケ浦臨湖実験施設  

〒300－04 茨城県稲敷郡美浦村大字大山   

電 話 0298－86－0938，0939  

別団地実験ほ場  

〒305 茨城県つくば市八幡台3   

電 話 0298－37－0083   



0  5 10m  
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罷 場  

地球環境モニタリンクステーション一波照間  

〒907－11沖縄県八重山群竹富町字波照間4794  

東経123度48分39秒  

北緯 24度3分14秒  

電話 09808－5－8553（無人）  

敷地面積：566ml（国有林地借地）  

観測局舎：160．7n†（鉄筋コンクリート1階建）  

観測塔：39．Om高（自立型鉄骨造）  



地球環境モニタリングステーションー落石岬  

〒088－17 北海道根室市落石西243－2  

東経145度30分5秒  

北緯 43度9分34秒  

電話 01532－72596（無人）  

敷地面積：3．舗0∩†（民有地借地）  

観測局舎：83．4nf（アルミパネル構造1階建）  

観測塔：55．5m高（支線型鉄骨造）  
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観測 局 舎 詳 細 図   



環境研修センター  

〒359 埼玉県所沢市並木3－3   

電 話 0429－94－9303，9766  

O  一泊  100m  

316 －   



国立環境研究所年報  

平成8年度  

平成9年8月29日   

編 集 国立環境研究所 編集委員会  

発 行 環境庁 国立環境研究所  

〒305 茨城県つくば市′ト野川16番2  

電 話 OZ98¶50－2343（ダイヤルイン）  

印 刷 株式会社 イセブ  
〒305 茨城県つくば市天久保211－20  

本年報は再生紙を使用しております。   
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